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コンピュータ白書

ネソトワーグアーキテクチizlアをめくジて1978

財団法人 日本情報処理開発協会編





序
よ
又

急速 に発展 を遂 げるコンピュータ技術と通信技術の結合により,わ が国 におけるコンピュータリ

ゼーションがバ ッチ処理型の点から線へ,す なわちオンライ ン・システムにより距離 と時間の空 間

を埋めて,情 報処理の即時性 を高めた。そ して,分 散処理や分散 リソースの有効活用を主 目的 とし

たコンピュータ ・ネ ットワーク ・アーキテクチュアの登場は,広 域的 ・階層的な情報処理 を可能 と

し,わ が国の情報化は,線 か ら面へのシステム形成期 に入 ったということがで きよう。1980年 代を

目前に して,わ が国が国際社会経済に果たさなければならない責務が極めて大きいことは勿論であ.

るが,コ ンピュータおよび通信技術 ・システムの開発,生 産,利 用において,世 界第2位 に地位 を

築いたわが国が,さ らに,イ ンフォメーション ・テクノロジーの発展に努力を傾注 し,全 世界の平

和 と繁栄 とをもたらす情報化 に果す主導的な役割が極めて大 きいことも自覚 しなければならぬであ

ろう。

1978年 度版コンピュータ白書が,と くにコンピュータ ・ネッ トワーク ・アーキテクチュアをとり

上げたのは,ま さにこのような理由からであって,本 書が,第4世 代機以後のコンピュータ ・テク

ノロジーおよびシステムの動向に関心をもつ読者に手懸 りを与 えれば幸甚である。

わが国の情報化に大 きな指針 を与 え,そ の育成に貢献 した当協会前会長植村甲午郎氏が本年8月

1日 突然御逝去 された。ここに,心 から哀悼の意 を表するものである。最後 に,白 書の作成 に当っ

て執筆 ・監修 された委員各位 に深甚 な謝辞を述べるとともに,本 書が読者諸氏の業務に役立つこと

を願 って止まない。

1978年12月

財団法人 日本情報処理開発協会

会長 上 野 幸 七
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2第1部 総 論

1総 括

1977年 から78年 にかけて,世 界経済は低迷を続けている。先の先進国首脳会議 にてアメリカ合衆

国,西 ドイツ,日 本の3カ 国が,景 気回復の原動力となるよう世界主要各国から要請 されたにもか

かわらず,ア メリカ合衆国の国際収支不均衡,海 外における過剰 ドルの問題がいっこうに解決 され

ず,USド ルの為替相場の急激な下落 によって,世 界経済は大 きな変動を受けた。77年初頭に,1

ドル当 り293円 前後で推移 していた円レー トは,同 年9月,ド ル不安が伝 えられると,連 日の ドル

価値の急落 にともない円高傾向を示 し,同 年末には,1ド ル240円,78年10月25日 欧米市場で,円

相場 は1ド ル180円 の大台を突破 し,7ユ年8月 まで続いた固定相場1ド ル対360円 の2倍 の価値を

持つに至った。さらには78年10月31日,カ ーター.米大統領のインフレ抑制策を不満 とし投機的要因

も加わって,1ド ル176円 の市場 最高値を記録 し,ド ル為替相場の見通 しに可成 りの混乱 を生 じた。

その後日銀,西 ドイツおよびアメリカ合衆国通貨 当局の強 力な市場 介入 があって,一 時的にもせ

よUSド ルは189円 前後に回復 した。ECに おける西 ドイツ ・マルクを中心とするEMS(欧 州通

貨制度)へ の前進,韓 国にみられるように中進国の躍進,沿 岸諸国 による200海 里専管水域の設定,

アメリカ合衆国を始 めとし,オ ース トラリア等各国からの わが国に対する輸入強化,関 税の引下げ

等の要請 さらには海外円高,国 内円安の問題を抱えて,素 原材料輸入依存度の高い産業はその利益

を拡大 し,輸 出産業は益々深刻 な影響を深める等,ド ル安はわが国経済に多大 な変動 を与 えている。

また1972年 日中国交正常化後,日 中平和友好条約批准書交換のため,78年10月22日,部 小平中国

副首相の来 日は,今 後のわが国の政治経済 に大きな影響 を与えるものと期待 されている。

これ らの国際政治,経 済の渦中にあって,「全方位外交」を標倍す るわが国の政策一っ一つが内外

に及ぼす波紋は決 して小 さくない。

とりわけ,技 術力において先進国と比肩するまで成長 したわが国の情報産業の競争 と育成が,今

後の日本経済の発展 を大 きく左右するであろ うことは疑いないところである。

日中平和条約批准書交換後,COCOM(対 共産圏輸出統制委員会)の 規制が中国に対 して弾力

的好意的に配慮 される萌が見え始 め,禁 輸 リス ト改定協議においても各国は中国に対 して緩和提案

を出 し,と りわけ,ア メリカ合衆国は技術輸出の規制 を強化 しながら,製 品としてIC,電 子計算機

の緩和等を提案 し,わ が国が特認 を申請 した上海宝山製鉄所向け数十セ ットの制御用電子計算機等

についても輸出の可能性 が議論されてきたのもその一つの現れであるといえるだろう。

また,ア メリカは,国 防省と民間が一体 となって78年10月1日 から6カ 年計画で超LSIの 開発を

めざして投資規模およそ2億 ドルにのぼるVHSIプ ロジェクトを発足 させたことは特筆に価す る。
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1977年 度,全 般的 に不振 を極 め るア メリカ合衆国 の諸産業の なかで唯 一の例 外は情 報産業で あっ

た。 アメ リカの コ ンピュー タ産 業 は,76年 の 回復 に引 き続 いてfい わば当 り年で あって,メ ー カー

・ベ ースの コンピュー タの出荷 額 は
,157億 ドル(対 前 年比20%増)に のぼ り,ス モール ・ビジネ

ス ・コ ンピュー タを含 む,世 界市場 の汎 用機出荷額 は,122億5000万 ドル(対 前年比12.54%増)

で,IBMは その うちの67.5%(前 年66.1%)に 当 た る82億7500万 ドル(前 年72億F")レ),プ ラグ ・

コンパ テ ィブル およびAmdahlな どIBM指 向 の コ ンピュー タを含め る と74.0%(前 年73.2%)を

占 め,ア メ リカ国籍 の全世 界の汎用 コ ンピュー タ(ミ ニ コ ンを除 く)設 置金 額768億 ドルの71.6%

(前 年70.6%)がIBMあ るい はIBM指 向 の コ ンピュー タによ って 占め られて いる。

77年 度 にお けるアメ リカの コンピュー タ産 業の大 きな特長 は,IBMが3月 に低価格 の超 大型機,

3033,9月 に3031お よ び3032と い わゆ る303Xプ ロ セ ッサ ー を発 表,シ ステム/370の 各 機種 および

各種 周辺端末装置 の大幅 な値下 げ を行 い,こ れ に対 して,Univac,Burroughs,Honeywellは 既

発表の シ リーズの値下 げおよび機能強化 をはか るとともに,HISは66/85,Burroughsは6800シ

リーズ等 の大型 システ ムの発 表 をは じめ とし,大 型 およ び小 型 システムの 価 格 競争 が激 化 した 。

1977年 以 前 において価 格対 パフ ォーマ ンスが改 善 される と出荷量 が減 少す るか あるいは増加量 が低

下 す ると見 られて いた コ ンピュー タ市場 において,コ ンピュー タの価 格 を下 げ価格 対パ フォーマ ン

ス比 を高 める と,出 荷 量 は急激 に増加 し,し たがって利益 があが ることが確認 され,コ ンピュー タ

市場 が価格 に対 して極 めて弾 力的 な市場 に変容 しつ つ あるこ とが判 明 した。

と りわけ ミニコ ンピュー タの出荷 量 は88,000セ ッ ト(前 年63,825セ ッ ト),対 前 年比37.9%の 増 加

(前年23.0%増),金 額 に して,27億 ドル(前 年18億7,000万 ドル),対 前 年比44.4%(同36.0%増)

と急 激 に増加 した。ID'Cの 予 測 によれば,1978年 度 も,77年 に続 いてコ ンピュー タ産業 は好 調 を

予想 され187億 ドルの出荷 が見込 まれて いる。IBMが,76年 に シ1テ ム370を 中心 にSNAを 発

表 し,い わゆる分散処 理 システ ムが各社 によって相次 いで発表 されたが,単 なる話題 では な く,本

格 的 な分散処理 システム が稼動 しは じめたの も77年 で あった。 このよ うに して推移 して きた78年10

月13日,IBMは 分 散 処理 システム において高 いイ ンテ リジェンス機能 をもっIBM8100情 報 シス

テム を発表 した。従来,CPUを 中 心 にコンピュー タ ・システ ム,あ るいは シ リーズ と呼 ばれて き

た概 念 を,303Xを 「プロセ ッサ」 と呼 び 分散処理機構 の一部 と して機能 す るシステム を 「情報 シ

ステム」 と呼 び,SNAの 基 本的思想 が明確 に打 ち出 されて来 た。8100情 報 システムは,ホ ス トコ

ンピュー タとター ミナルの ファイルの共有 および交換,タ ー ミナル相 互の コ ミュニケー シ ョンおよ

びフ ァイルの分割 所有 の実現,プ ログ ラ ミング時点 にお ける支援 システム およびデー タ ・ベー スの

ター ミナル ・サ イ ドで の実現等 を特 長 とす るもので,分 散処 理 システム指 向の主要 コ ンピュー タ ・

メー カー に大 きな波 紋 を投 げかけてい る。1974年 にAT&Tに 対 して司法 省 は独 占禁止法違 反告訴

を行 い76年 に よ うや く予審 に入 ったが,そ の間AT&TはDataspeed40,TNSサ ー ビス によ り通
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信 サー ビスか ら,デ ー タ処理サー ビスに乗 り出 し,他 方IBMはComsatを 中 心 にSBS社 を設 立

し,77年1月FCCの 認 下 によって米国 内衛星通信 サー ビス事業 を開始 し,両 巨 人は この分野で し

の ぎを削 ることとなった。78年8月 裁判所 は告訴 を却下 し,FCCに 再 度検討 を迫 りその行方 が各

方 面 か ら見守 られて い る。

ヨー ロ ッパ に 目を移 せ ば,イ ギ リス に おい て は,1976年 度 をもって イギ リス政府 はICLに 対

す る助 成金 を打 ち切 り,マ イ クロエ レク トロニクス ・サポー トを打 ち出 した。一方ICLは77年11

月2950を 発 表 しIBMシ ス デム370に 対 抗す るモ デル2900シ リー ズを完成 し,国 内 および海外 市場

へ積極 的 に売 り込 み ,ヨ ーロ ッパ市場 で順調 な成果 を上 げ,ま たNEBは,77年 ソ フ トウェアの海

外輸 出 を目的 と したInsacを 設 立 し,官 民 あ げ て海 外 市場 の 開拓 に努 力 している。 フ ランス に お

いては,76年7月 欧米企業合併 とい う形でCII-HBが 発 足,フ ランス政府 は,1980年 を 目標 に,

4年 間総額12億 フ ランの助成 と4(臆5,000万 フ ラ ンの 買上 げ を約束 し,さ らに77年"PlanPeri"

の 下 に ミニコ ン,マ イ クロコンお よ び周 辺 装置,端 末 機 の 開発 生 産 の た め に,SEMSを 発 足

させ,ま た,コ ンピュー タ ・サー ビス部門で は,合 併 によ る大 型化 が進行 して いる。西 ドイツは76

年3月 よ り第3次 情報 処理振興政 策 を実施 しているが,そ の成 果 は未 だ上 って いない。

IDCに よ れば1977年 度 の全世 界の コンピュー タ設置金額 は927億2,500万 ドルで,ア メ リカは,

そ の うちの45.4%に 当 る421億 ドル,第2位 が日本の92億6,300万 ドル(9.99%)で あ る。1977年

6月 末現 在 におけ る通産 省 の発表 に よれ ば,実 動汎用 コ ンピュー タの設置 セ ッ ト数は41,929セ ッ ト

(対前 年比29.07%増),買 価 換算金額 は2兆5,636億 円(同11.14%増),一 セ ッ ト当 りシステム規模 は

6,114.2万 円(前 年 同期6,326.4万 円)で,同 期間 に実質国民 総支出 が5.13%の の び を示 め したの

に比較 す ると,わ が国 の コ ンピュー タ産業 が高成長 を続 けてい ることを伺 い知 ることがで きるで あ

ろ う。

77年 か ら78年 にわ たって ドル為 替の急激 な下落 に象徴 され るアメ リカは,日 米通商交渉 において,

わ が国 に輸入拡 大 を要 求 し,と くに,オ レンジ等農産物,牛 肉の 自由化 に合 わせ,コ ンピュー タ本

体 および周 辺機器 の関税 率 引 き下 げ を強 力に要請,日 米 間 に情 報産業 をめ ぐって あわただ しい雲行

きが見 えて きた。

1978年 度 の コ ンピュー タ白書 は,第2部 および第3部 において わが国 および世界各国の情報産業

と通信 業,コ ンピュー タ利用 の実態,各 国政府の諸施策,大 手 コ ンピュー タ ・メー カーの新機種 お

よび戦略,開 発 され た新 システム を紹介 し,第4部 においては,当 協会 の実施 して いるコンピュー

タ利用状 況調査 お よびオ ンライ ン化調査 の結果 を分析 し,第5部 に77年 度 中 に開発 されたコ ンピュ

ー タ適 用業務の具体例 を上 げ
,さ らに第6部 では本年度の特集 と してコ ンピュー タ各社 の コンピュ

ー タ ・ネ ッ トワーク ・アーキテ クチ ュアの内容 を伝 える とともに
,第7部 において,付 属 資料 と し

て,特 定機械情 報産業振 興臨時措置法 など,5資 料 を抜粋 して掲載 し,大 方 の参考 に供 してい る。
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1977年9月 に始 まる ドル価値の急激 な下 落 は,わ が国 の産 業 に破 行的 に作用 し,石 油 ・ガス ・電

力等素原 材料輸 入産業 は収益 を著 しく改 善 したが,造 船,等 輸 出 を主 とす る諸産 業は円為替 の 目途

が立 たず苦境 に陥 った。他 方 にお』いて,1976年 まで コ ンピュー タ導入 に意 欲的で あった金 融業 は,

第2次 オ ンライン計画の完 成 およ び産業 界全体 の不況 ムー ドの中で,コ ンピュー タ需要 が減 退 した。

ドル為替 の低 落,IBMに よ るシステ ム370機 器 の値下 げ,303Xプ ロ セ ッサー および,8100情 報

システ ムの発 表,米 国政府 の コンピュー タ輸入 関税 の引下 げ撤廃 の強 力な要請 等,技 術進歩 に支 え

られて比較的順 調 に発展 して きた わが国 の コンピュー タ産業 は従 前 にない困難 に直面 した。 しか し

なが ら,1977年 度 のわ が国 の コンピュー タ需要 は,依 然堅調 をつ づ け,IDC調 査 によれば1977年

末 現 在の わが国 の汎用 コンピュータ(ミ ニ ・コンピュー タおよび ビジネス ・コ ンピュー タを除 く)は

92億6,300万 ドル(邦 貨換算1ド ル対290円)2兆6,862億 円 にのぼ りほぼ44,700セ ッ ト(1セ ッ ト当

り金額6,000万 円 換算)と 推定 されて いる。

確実 な数字 として,わ が国の コ ンピュー タ需要 の動 向 に関す る通 商産 業省 「電子 計算機納 入下取

調査」 によってコ ンピュー タの動 向 を概 観す れば次 のよ'うになるで あ ろ う。

汎用 コンピュー タ実動状 況 において77年 第1四 半期(6月 末 日現 在)に 実動 してい る汎用 コ ンピ

ュー タ ・システ ムのセ ッ ト数 は41,929セ ッ ト(年率換 算14.5%増),買 価 換算金額2兆5,636億 円(年

度換算9.8%増)で あって,前 年の のび率 よ りやや低下 して いるものの,そ の増勢 は決 して衰 えて

いない。

同時期 のわ が国の実動 コンピュー タ ・システ ムを型別 にみ ると,大 型機2,253セ ッ ト,1兆5,334

億 円,1セ ッ ト当 りシステム規 模 は6億8,060万 円 で,前 年 に引 き続 きやや大 型化 し,中 型機 は,

6,314セ ッ ト,6,684億7,600万 円(前 年9月 末現在64.2%),金 額57.4%(同57.0%)で,僅 かではあるが

国産機比率 は上 昇 した。 これ を型別 にみ ると,金 額比で は大 型48.8%,中 型71.5%,小 型73.2%,

超 小 型59.2%で,前 年9月 末 の大型48.4%,中 型71.2%,小 型73.4%,超 小 型55.8%で 小 型 がO.2

%減 少 した以外 は増加 の傾 向 にあ る。1978年10月IBM8100情 報 システムの発 表は,IBMのSNA

指 向 を切 実 に示 す もの で あると同 時 に,79年 以 後中型,小 型,超 小 型機へ の影響 を無視 す ること

はで きないで あろ う。

1972年9月 末 に,一 業種で800億 円 以上 のコ ンピュー タを設置 して いた産業 は,金 融,電 気機械,

卸 ・小 売 ・商事,政 府 関係機関 のわず か4業 種 で あった が,73年 には,輸 送用機械,サrビ ス業が

こ れにかわ り6業 種 と なり,次 いで74年 に は鉄鋼業 が入 って7業 種 となり,75年 に は政府 ,化 学 ・
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石油 が ランク され,76年 に保 険業 が800億 円 以上の コ ンピュー タ設置産業 となり,合 計10業 種 は77

年6月 も変化 が ない。

実動汎 用 コ ンピュー タにおいて74年 か ら76年 へ と著 しいの びを見 せた金融 業は77年3月 末 に金額

に して4,832億 円 で あったもの が,6月 末 に4,818億 と若 干低下 した。 これは,価 格 引下 げの影響

によ るもの と見 られ む しろ価格 対性能比 は同業界で 向上 したもの と思 われ る。77年6月 末 現在で第

2位 は卸売 ・小売 ・商事(2,935億 円),次 に電気機械 製造業(2,783億 円),政 府 関係機 関(2,198

億 円)で あって,以 上の4業 種 が2,000億 円 を超 え,サ ー ビス業(1,809億 円),輸 送 用機械 製造業

(1,046億 円),政 府(1,013億 円)の3業 種 が1,000億 円 を超 え,こ れ ら上位7業 種 だ けで実動 コ

ンピュー タ全体 の64.75%を 占 め,さ らに石油 ・化学951億 円,保 険業887億 円,鉄 鋼業838億 円,

運 輸741億 円,協 同組合 ・各種 団体701億 円,大 学564億 円,地 方 公共団体561億 円 が,500億 円

以上 の業種 である。

大型 および中型 機 ののび は低 か ったが1セ ッ ト当 りの規模 は徐 々に高 まり,小 型 およ び超 小型機

ののびは著 しく,1セ ッ ト当 り規模 は低下 し,汎 用 コ ンピュータ全体 と しての1セ ッ ト当 り金額 で

あ るシステム規模 は6,114.2万 円 と前年 に比 べてほぼ100万 円低 下 した。

1976年4月1日 ソ フ トウェア業 の資本 自由化の実施 を最後 に,わ が国 の電 子計算機産業 および,

ソ フ トウェ ア業 は全面的 な 自由化 を迎 えたが,76年 度 中は 自由化 の影響 がほ とん どな く,77年 に入

って,先 述 したよ うに,IBMの303Xプ ロセ ッサーの発表,従 来機種 の大幅 な値下 げ など,国 産

機 メー カー と外 国機 メーカーの競 争 が本格化 の様相 を呈 して きたが,77年6月 末 の実動汎 用 コンピ

ュー タの国産機 比率 をみ るとセ ッ ト数65.8%,1シ ス テム当 り規模 につ いて は,74年 以 来保 険業の

規模 は圧倒 的 に大 きく77年6月 末 現在4億3,700万 円,次 に政府関係機 関(3億4,400万 円),電 気

・ガス ・水道(2億5
,300万 円),政 府(2億5,200万 円),証 券(1億8,600万 円),サ ー ビス業(1

億5,700万 円)が 続 いてい る。価 格対性能比 の向上 によって総額 にお いて金 融,輸 送用機械 製造業,

鉄 鋼 業 は減少 し,シ ステム規模 につ いては,電 気 ・ガス ・水道,政 府の金額規模 は小 さくなつて い

るが,業 務処理 内容 はむ しろ大幅 に改善 されてい る。

1977年6月 末 現在 の地域 別実動状況 によれば,東 京 都12,607セ ッ ト,1兆1,067億 円,全 国比43.17

%で 第1位 で ある。次 いで大阪府(6,816セ ッ ト,3,481億 円),愛 知(2,842セ ッ ト,1,442億 円),神

奈 川(1,701セ ッ ト,1,908億 円),北 海 道(1,417セ ッ ト,501億 円),福 岡(!,374セ ッ ト,568億 円),

兵 庫(1,238セ ッ ト,688億 円),広 島(1,223セ ッ ト,527億 円)が1,000セ ッ ト以上 を設置 して い る

都 道府県で あ り,徳 島(103セ ッ ト),取 鳥(93セ ッ ト),島 根(91セ ッ ト)の3県 はい まだ に100セ

ッ ト内外で あるが,増 加率でみ る と,77年3月 末 に比 して僅 か3カ 月の 間 に,島 根 県21.1%,静 岡

県9.5%,岩 手 県8.3%の 増 加 が著 しい。
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3諸 外 国 に お け るコ ン ピュー タ産 業 の動向

○ アメ リカ合衆 国

数千億 ドルにのぼ ると推 定 され る ドルの海外流 出 によって,1977年 か ら78年 に かけて,ア メリカ

・ドルの価 値 は急激 に下 落 し
,加 えて,国 内産業 の不振 か ら世界経済 の指導 力が弱 まったアメ リカ

経済 の中 にあって,IBMを 頂 点 とす る情報産業 の成 長は 目覚 ま しい もの があった。IDCのED

PIndustryReportに ょ れば,1977年 度 のコ ンピュー タ出荷額 は157億 ドル(対 前年比20%増)に

の ぼ り,ス モー ル ・ビジネス ・コ ンピュー タを含 む汎用機 出荷 額 は122億5,000万 ドル(同12 .5%増)

に達 した。 その うちIBMは82億7,500万 ドル(前 年72億 ドル)で 全体 の67.5%を 占 め,次 いで,

Burroughsは8億3,500万 ドル(同7億 ドル),HIS7億6,500万 ドル(同6億8,000万 ドルSperry-

randUnivac7億5,000万 ドル(同7億9,000万 ドル),CDC3億4 ,500万 ドル(同2億6,500

万 ドル),NCR3億3,500万 ドル(同3億4,000万 ドル),Amdahl1億9,000万 ドル(同1億1,500

万 ドル),DEC1億3,500万 ドル(同1億3,500万 ドル),そ の他6億2,000万 ドル(6億6,000万 ド

ル)で あって,ミ ニ コンピュー タを除 く汎用機 出荷 額の うち,プ ラグ ・コンパテ イブルおよびAmd-

ahlの7億9,000万 ドル を含むIBM指 向 の コ ンピュー タは77年 度74.0%(同73.2%)を 占 め,同 年

度 末 に全世界の アメ リカ系汎用 コ ンピュー タ(ミ ニ コ ンピュー タを除 く)の 設置 金額768億 ドルの

71.6%(同70.6%)に 当 た る550億 ドルに達 して いるので ある。

ミニコンピュータについてアメリカ国籍 のメー カーによ る全世界へ の出荷 額 は,1977年 中 に88,000

セ ッ ト(76年 度63,825セ ッ ト),金 額 に して27億 ドル(同18億7 ,000万 ドル)で あ り,そ れぞれ対前

年比37.9%,48.4%の 急 増 を遂 げ,こ の分野 においては,DECは 全 体 の42.6%(前 年30.6%)に

あ たる37,500セ ッ ト(同19,500セ ッ ト),金 額 に して40.7%(同38.0%)に あ たる11億 ドル(同7億

1,000万 ドル)を 出荷 した。

1977年 度 にお けるアメ リカの主要 コ ンピュー タ ・メーカーの決算 をみ ると,IBMの 売 上高 は181

億3,300万 ドル(前 年163億443万 ドルの11.2%増 加),純 利 益 は27億1,900万 ドル(同23億9,800万

ドルの13.4%増 加)を は じめ と し,主 要 コ ンピュー タ ・メーカーの収 入 および純 利益 は改善 された。

売上 高でBurroughsは21億2,700万 ドル(対 前年比11.8%増),CDCは23億 ドル(同14.4%増),

Honeywellは29億900万 ドル(同15.4%増),NCRは25億2,200万 ドル(同9 .2%増),Sperryrand

Univacは36億4,900万 ドル にの ぼった。

1977年 度 の アメ リカの コンピュー タ ・メーカーの主役 はIBMで あ った。同年3月 低価格 の超 大

型機3033プ ロセ ッサ を公表す る と同時 に,4月 標 準 レンタル以外 の各種 リー ス契約 を一体 化 し,シ
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ステ ム370各 機 種 および各 種 周 辺 端末 装 置 の大 幅 な値下 げを発 表 し,同 年9月 には さらに3031,

3032プ ロ セ ッサ を発表,い わゆ るSNAの 中核 をなす303Xプ ロ セ ッサ旋風 を捲 き起 した。基 本的

設計思想 と してSNA指 向 の303Xは システ ム370シ リー ズに比較 して はるかに価格 対性 能比 が高

く,従 来機種 の値下 げ措 置 に対抗 して,ア メリカの コ ンピュー タ ・メー カーおよび,プ ラグ ・コン

パテ ィプルCPUメ ー カーは,価 格 値下 げ,機 能強化 を行 い,Burroughsは,対 抗 機種 としてスー

パー ・コ ンピュー タのBSP,AFPを 発 表,HISは66/85を 発 表す るなど,分 散処理指向 の大

型 システムの発表 と,従 来機種 の値下げ が相次 いだ。

CDCは,77年5月 組 織 の再編 成 を行 い,CAIシ ス テムのPLATOを 中 心 に教 育部 門 を独立 し,

HoneywellはHISのGE株 を全株取 得 して完 全 に傘下 に収 め,OSを ア ンバ ンダリング し,NCR

は,小 型,中 型機 から,大 型機 に手 を染 め,Univacは,VarianDataMachinesを 買 収 し,ミ ニ

コ ン部 門 を強化 し,Amdahlに 続 いて,ブ ラコンCPU事 業 にItel,CDC,MagnusonSystems,

OPM・LeasingService等 が乗 り出 した。

アメリカの コンピュータ ・サ ー ビス産業 は1977年 度68億 ドル産業 となり,今 後5年 間 年率16%の 成

長 が見込 まれているが,バ ッチ処理 サー ビスか らオンラインサー ビスへの移行 によ って特定業務専 門

のオ ンライ ンサー ビスおよび,マ ルチ ・サー ビス ・ベ ンダと してネ ッ トワー ク ・イ ンフ ォメー シ ョ

ンサー ビスの分野 に参入 し,こ の分野 の競争 の激 化が予想 され,吸 収 ・合併 によるNISベ ン ダの

巨大化傾 向が強 まるで あろ う。

アメ リカにおける電 気通信分野 の動向 として,世 界最大の通信業者AT&Tと 世 界最大の コン ピ

ュー タ ・メー カーIBMに 象 徴 され る通信 サー ビス およびデー タ処理 に関す る抗 争が ある。

コ ンピュー タおよび通 信 テクノロ ジーの急速 な発展 は両者 を融合 す るとともに,そ の作用分野 お

よび境 界 をます ます不明確 なもの と して しまった。1956年,司 法 省 による独 占禁止 法訴訟の同意審

決 によ る和解でAT&Tは デ ー タ処理業務 に従事 で きないこととなったが,AT&Tは 同業務 への

進 出 を断 ち難 く,連 邦通信委員会(FCC)の 自 由競争導入政 策,お よび,1974年 の 司法省 のAT

&Tに 対 す る再度 の独 占禁止法違 反告訴 などに対抗 して,通 信 業者 はAT&Tを 中 心 に消費者通信

改正 法案 を画策,技 術的 にはAT&TはDataspeed40,TNSサ ー ビスによ り通信サ ー ビスか ら,

デ ー タ処理 サー ビスの分野 に乗 り出 した。

他方IBMはComsatを 中 心 にSBS(SatelliteBusinessSystem)社 を設 立 し,77年1月

FCCの 認 可 の下に本格 的 に米国内衛星通信 サービス事業 に乗 り出した。1976年 に 司法省の告訴 は予

審 に入 ったが1978年8月 裁 判所 は この告訴 を却下 し,FCCに 再 度検討 を迫 り,事 態 は極 めて流動

的で あって,そ の結論 によってはアメ リカの情報産業 の方 向ばか りで な く,わ が国 へ も大 きな影響

を及ぼす ことにな るで あろ う。
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0イ ギ リス

イギ リス政府 は,国 内 コン ピュー タ ・メーカーの整理統 合 によって1968年 に創 設 されたICLに

対 し,研 究開発の ための各 種促進 費の補助,政 府諸機 関の国産優 先利用 を推進 して きた。ICLは

73年4月 モデル2903を 発 表 して以来,77年11月2950の 公 表 によ って ,IBMシ ス テム32か ら370/168

に対 応 す るモデル2900シ リーズ を完成 し,1977年 以 後,国 内は も ちろん,海 外市場へ の売 り込 みを

積極 的 に図 り,欧 州 各 国 の 中 で最 大 の国産 メー カーに成長 した。77年 度ICLの 総 売上高 は4億

2,000万 ポ ン ド(対 前年比45.6%増),そ の うち海外市場 の売上 高 は50%を 越 え,利 益 は3,000万 ポ ン

ドに達 した。ICLの 申 し出 もあり,政 府 は,ICLに 対 す る助成 金 を1976年 度 までで打 ち切 り,こ

れに代 って,マ イ クロ コ ンピュー タ,ミ ニコ ンピュー タ,超LSIな ど いわゆ る 「マ イ クロエ レク

トロニ クス ・サポ ー ト」政策 を打 ち出 し,こ の分野 に力 を入 れ始 め,マ イ クロプ ロセ ッサの開発 ・

生産のため に,INMOSを 設 立 した。ICLは,76年 にSinger社 海 外事業部 門および同 社の子会

社Cogar社 を 買収 し,米 国 にICLInc・ を設立,南 米 にSingerの デ ィー ラーを整理統合 した デ ィー

ラー網 を張 り,ヨ ー ロ ッパ市場 で も順調 に成 果 を上 げてい る。

コ ンピュー タ ・サー ビスの分野 に おいては77年 初 めよ り計画 されていた イギ リス製 ソフ トウェア

の海外輸 出を目的 と したInsacがNEBに よ って設立.され,ア メ リカ市場 での ソフ トウェ ア ・パ ッ

ケージの販売 お・よび プ レステルの ノウ ・ハウ販 売 を軌道 に乗 せた。 この よ うに して77年 度 の イギ リ

スの コ ンピュー タ産 業の動 向は,政 府 と一体 となって ,海 外市場 に大 きく目を向 けてい るので ある。

○ フランス

73年7月 フランスのCII,ド イ ツのSiemens,オ ラ ンダのPhilips3社 が提携 して発足 した合併

事 業会 社Unidataは,ド イ ツ,フ ランスの利害 がか らみ,CIIのHoneywell-Bullへ の接 近 に端 を

発 して,75年9月Philipsの 脱 退 を招 き,EC委 員 会 が期 待 したこの欧州EDP企 業 連 合の構想 に

終 止符 を打 った。1976年7月 欧米企業合 併 とい う形でCII-HBが 発 足,ヨ ー ロ ッパ 全体 の コ ンピュ

ー タ産業 界 に新 しい企業提携 の形 を示 す とともに
,CII-HBは,規 模 において欧州 最大の メーカー

の一つ となり,フ ランス政府 はCII-HBに1980年 を 目標 に,4年 間総額12億 フ ラン(お よそ600億

円,1フ ラ ン50円 換 算)の 助 成金 および40億5,000万 フ ラン(お よそ2,025億 円)の 買上げ を約束

した。

77年 度CII-HBの 総 売上高 は7億7,300万 ドル,純 利益2,900万 ドルで国 内 における汎用機 の シ

ェ アは28.5%,ヨ ー ロ ッパ市場12.9%で あ り,CII系 は77/IRISシ リーズ,HB系 は シ リーズ60を 製

造 して いるが97G,Unisysプ ロ ジェ ク トにみ られるよ うに両 者 の 機 種 調 整 が 進 みっっ ある。 フ

ランス政 府 はさ らに ミニコ ンピュー タ,マ イ クロコ ンピュー タおよび周辺装置,端 末機 の 開発 生

産 の ため に"PlanPeri"の 下 にPeriinformatique部 門 の強化 に乗 り出 し,SEMS(ト ム ソ ン
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CSFの 下 に旧CIIの ミニコ ン部門 およびTelemecaniqueを 統 合)を 発足 させ,業 界 を三 グルー プ

に しぼ る構 想 を打 ち出 した。 さらにコ ンピュー タ ・サー ビス部門で は,CAP,SOGETI,GEMINT

の3社 の 合併,CISI,SIAの 合 併,さ らにCISIがSOGETIの 株 式 を34%買 収 等,合 併 によ る

大 型化 が進 行 して いる。

○西 ドイ ツ

西 ドイ ツは,ア メ リカ,日 本 に次 いで,ヨ ー ロ ッパ最大の コンピュー タ利用国で あ り,76年 に お

ける設置 セ ッ ト数 は10,660セ ッ ト,こ の うち8,839・ セ ッ トは米国 系 メーカーの もので あ り,ド イツ

政府 が力 を入 れて きたSiemensは 数 量 において18.2%,金 額 において13.3%に す ぎない。Unidata

崩 壊 後,76年3月 西 ドイ ツ政府 は第3次 情報処理振興政策 を開始 し,80年 までの期間 に,コ ンピュ

ー タ産業 に対す るR&D助 成
,と くに ミニ コン ・マ イコン ター ミナル の開発,ア プリケーシ ョンの

開発,教 育の助成 に力 を入 れ,従 来 のSiemens偏 重 か らNixdorf,Kienzleな ど ミニコ ン ・メー カ

ー にも範囲 を拡 げた
。Siemensの コ ンピュー タ部 門は77年 度 も依然赤字 をつづ けてはい るが,わ が

国の富士通 との販 売提携 など業務提携 を行 った。

、
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今 日,コ ンピュータ産業 を含む情 報産業 の国家 的,社 会的,経 済的重要性 を認識 して いる主要先

進国 の政府 は,戦 略産業 と しての 自国の情報産 業 の振興 育成 に努 力 を傾 注 してい るが,国 産産業 と

して 自立 して い る コ ン ピュー タ産 業 を もつ 国家 は,ア メ リカを除いて,わ が国,次 いで イギ リス,

フ ラ ンスの僅 か3カ 国 に過 ぎない。 その重要性 を初期 か ら認識 していた わが国政府 は,1956年 に始

まる機械工 業振 興臨時措置法 および57年 に始 まる電子 工業振興臨時措置法 を施 行 し,民 族 資本 によ

る電子産業 育成策 をとると ともに,資 本,輸 入,技 術導 入 に関す る制 限措 置 を とる ことによって,

外 圧 に耐 えられ るよ うな体制,体 質 を滴 養 し,こ のよ うな政府の指導 と業 界の努 力,お よび,1960

年 に始 ま る高度 経済成長政策 と相侯 って,外 資系 コ ンピュー タ業 の制覇 を防 ぎ,技 術 力 においても

生 産 力において も力 を蓄 えて いった。工 業技術水準 において抜群 の実 力を持つ 西 ドイツで さえも,

コ ンピュー タ発展 の初期 か ら,完 全 自由化 を行 ったため に,1967年 を初 年度 と し,3次 にわた る強

力 な情報処理振興政 策 を行 った に もかかわ らず,コ ンピュー タ産業 を自立 させ るまで には至 って い

ない。 フ ランス において はコ ンピュー タ発展 の初 期 か ら順 調 に成長 して きたMachineBullが 旺盛

な需要 を前 に して,資 金難 に陥 り,1964年 に 米 国GEに 買 収 され,フ ランス政 府 は1966年Plan

Calculの 政 令 を公布 し本腰 を入 れて国産 コ ンピュー タの開発 助長 に乗 り出 し,SEA社 をCAE社

と を合 併 してCIIを 設 立,イ ギ リス において は,1968年 にICTとEECの 合併 によって国策会

社ICLを 設 立 し,コ ンピュー タ産 業 の育成 を図 ったので あるが,イ ギ リス,フ ランス においても,

自国産 コ ンピュー タのマー ケ ッ ト ・シェアは20%内 外 に過 ぎないので ある。

わが国 においては,ユ970年 代 の資本 自由化 お よび内 外の経済 情勢の変化 に対応 す るために,1971

年 に電子工業振興臨 時措 置法,機 械 工業振興臨時措 置法 を統 合 し,特 定電子工 業 および特定機械 工

業振 興臨時措置法(機 電法)を 制定,同 年11月 に電子計算機 に関す る高度化計 画が告示 され,わ が

国の電子計算機 の生産,利 用 にっ いての展望 が行 われ,目 標 が設定 された。 これ らの措置 と同時 に

わ が国 の電子計算機産 業は3グ ルー プに編 成 され た。同 年7月 に第4次 資本 の 自由化 が決定 され,

72年2月 に周辺装置 の大部分の輸入 が 自由化 され,4月 には関税 の一律引下げにともなって,本 体 も

15%か ら13%,周 辺 装 置は25%か ら22.5%へ と関税 が引下 げ られ,73年4月 に決定 された第5次 資

本 自由化 お』よび輸入 自由化方針 に従 って,74年7月1日,電 子 計算機 の技術導 入の 自由化,8月 電

子 計算機関係 の資本 を50%自 由 化,75年12月1日,資 本 自由化,12月24日,輸 入 自由化,76年4月

1日 ソフ トウェア業の資本 自由化 が着実 に行 われ,わ が国の コンピュー タ産業 およびソフ トウェ ア

産 業 は完全 に 自由化 された。
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その間1971年 か ら77年 度 まで,機 根法 に よって振興 に投ぜ られ た補 助 金 は,重 要技術 研 究 開発

補助金116億 円,電 子 計算機開発促進補 助金777億 円 に達 した。これ ら政府補助金 を得 た国産各 グル ー

プは,74年5月,ACOSシ リーズ(日 電 一東芝 グループ),COSMOシ リーズ(三 菱一沖 グルー

プ),11月 にはMシ リーズ(富 士通 一 日立 グループ)を 相次 いで発 表 ,75年5月M160,170,COSM

O500,6月 に はACos500を 皮 切 りに,77年 まで にそれぞれの グルー プは超大型機 か ら小型 機 まで

IBM370シ リー ズに比肩 す る高性能の コ ンピュー タ ・システ ムを生産,M190は システ ム370/168

の2～3倍 の能 力を もつ3.9世 代 機 で あると高 く評価 された。

76年4月 に完 全 自由化 された わが国の コンピュー タ産業 は,特 に自由化 の影響 も感ぜ られぬ まま

好 調 に維持 して きたが,同 年11月IBMはSNA指 向 の ミニ コンピュー タ 「シ リーズ1」 を発表,

次 いで77年3月 には在来機種 の性 能 を大幅 に上 まわ りSNAを 基 本概 念 と した3033プ ロセ ッサ を発

表す ると ともに,システム370シ リーズの各機種 の買取 価格 をおよそ30%値 下 げ し,9月 には3031,3032

プ ロセ ッサを発 表,価 格対性能比 の優 れたいわゆるIBM303Xプ ロセ ッサ を揃 え,IBM以 外 の内外

の コ ンピュー タ ・メーカーは従 来機種の価格値 下 げ,性 能 向上,と くに分散処理機能 をもっ システ

の発表 を相 次 いで行 い,に わ かに電子計算機 の完 全 自由化 後の国際競争 が激化 して きた。

わが国政 府 は,こ の よ うな背 景 をも とに,ハ ー ドウェアお よび ソフ トウェア を高度 に組 み合わせ

た システムの開発促進 を目標 に,こ のよ うなソフ トウ ェアの機能 を担 う産業 の育成 の ために,機 根

法 を基本 にさ らにソフ トウ ェア業 を加 えた特 定機械 情報産 業振 興等臨時措置法(機 情法)を1978年

に制定 し,高 度化計画 の策 定,所 要資金 の確保,共 同 行為の実施 に関 す る指示 およ び,さ らに従来

メーカー に対す る税制上 の特例 措置 に代 って,ユ ーザー に対す る税制上 の措置 を打 ち出 し,1979年

度 よ り実施 される ことが決 まった。

わが国政 府 は,LSIを さ らに高密度,高 速化 した超高密度集積 回路の開発の必要性 を認 め,1976

年 度 か ら 「次世代電子 計算機用大規模集積 回路 開発促 進費補助金」 を創設 し,国 産 メーカー5社 か

らな る技術 研究組合 に対 して,そ の開発 費用 の50%の 補 助 を行 い,76年 度35億 円,77年 度86億4,000

万 円 さらに78年 度 は100億5,200万 円 を計上 した。 国産 電子計算機 メー カーの販 売体 質 を強化 す るた

め,日 本電 子計算 機(株)に 対 して,72年 度 か ら開発銀 行 の融 資 を行 って いるが,電 子計算機産 業の

構造 改善の ための融資 と,ソ フ トウェア開発 のための融資 とさらに日本電 子計算機 の レンタル資金

確保 のた めの開銀 融資 と統 合 し,77年 新 たに電子 計算機振興 のための開発銀 行融資 として355億 円

を計上 した。

ソフ トウェア振興政策 と して は 「情 報 処 理 振 興 事 業 協 会等 に関す る法 律 」 に基づ いて,1972年

の電 子計算機 利用高度化計画 を見直 し,1980年 度 末 を目標 年度 とす る利用高度化計画 が,1976年3

月 に告示 され,80年 目標 を5兆4,700億 円 と策定 し,ソ フ トウェア生産技術開発計画,プ ログラム調

整査 の作 成,情 報処理技術者試験,情 報処理振 興金融措置 等の振 興策 がと られてい るが,情 報処理
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振 興 事業協会 に対す る補助 金 は78年 度11億6,700万 円(前 年度11億9,800万 円),ソ フ トウェア生産 技

術開発計画 では11億1,200万 円(同8億5,000万 円),情 報 処理 振興金融措置 の資金 は80億 円(同110

億 円)で あった。通産省で は総 合的 な医療情報 システムの 開発 に,78年 度 は1億9,200万 円(77年 度4

億4,000万 円)生 活映像情報 システ ムの ため に3,900万 円(同4億3,900万 円),貿 易 情報 システ ムの

開発 には3,300万 円(同4,200万 円),パ ター ン情報処理 システ ムの開発 に25億1 ,400万 円(同29億1,600

万 円)の 助成 を行 って いる。

その他,情 報化促進 の ための基盤装備 の ため に,海 外情報化協 力ビジ ョンの策定,シ ステム監査

マニ ュアルの作成 等 々,昨 年 に引 き続 いて きめの細 か い施 策 を行 って いるが,と くに1977年4月,

通 産 省はユーザ ー保穫 のた めに 「電子計 算機 システム安全対策基準」 を策定公表 した。 この基準 を

普 及 させ るた めに,こ の基準 に基づ いそ行 った安全対 策の実施 に係 る資金 と して,中 小 金融公庫 か

ら融資す る制度 を78年 度 か ら実施 してい る。

t
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5'わ が国 政府 関係 機 関 お よび地 方 公共団体

にお』け るコ ンピュ三 夕利用状況

1977年6月 末 現 在の わが国 に おけ る汎用 コ ンピュータ実動状 況 をみ るまでもな く,わ が国の政府

関係機 関 および地 方公共団体 の コ ンピュー タ設置数 および金額 は大 き く,金 額 に して,政 府 は1,013

億 円,政 府 関係機 関2,198億 円,地 方公共 団体561億 円,総 計3,772億 円 で全実動 コンピュー タの

14.7%に 相 当す る。 これは,行 政情報の処理,蓄 積,伝 達 が年 を追 って膨 大 とな り,そ の処理 にコ

ンピュー タおよび通信 システム が大 きな役割 を果 た してい るこ と,ま た私的民 間企 業では行 えない

公共情報 システ ムの必要性 か らの当然の結 果で もあるが,こ れ ら政府 行政機関等 の コンピュータ利

用は,そ れ 自身大 きな需要 であ り,コ ンピュータおよび周辺機 器等 を生産 してい る国 にとっては,

自国産 コ ンピュー タ産業 に大 きな役割 を果た しているので ある。 アメ リカにおいては,中 央政府 は'

も とよ り,州 政府 が利用 してい るコ ンピュー タは,ほ とん ど自国産 であ り,と りわけ,軍 事 アプ リ

ケ ー ションの開発 や,連 邦政府 の大型 プ ロジェク トの需要 が,今 日の アメ リカの情報産業 の発 展 を

促 して きたので ある。 イギ リス においては,ICLに 対 して開発補 助 を76年 度 を最後 に停 止 したに

もかかわらず,中 央政府機 関およびNEBが 株 式 を所有 す るすべての公共機関 にバ イ ・ブ リテ ン政策

を推進 し,さ らにミニコン,ソ フ トウェア等 の開発援助 を行 い,政 府 市場 の50%は 国 産ICLで あ り,

フ ランスは,政 府 および植 民地 におけ る政府機関 に自国産CIIの 製 品 の使 用 を義務づ け,と くに

CII-HBに な ってか ら80年 ま での4年 間 に40億5,000万 フ ラ ンの買上 を約束 し,鉄 道,電 気,

ガ ス,銀 行 な ど国 有企業 をは じめ政府機 関 な ど,公 共 分野 の需要喚起 をもとに国産 コ ンピュー タ産

業 の振興 を図ってい る。第3次 情報処理 振興政策 を実行中の ドイツにおいて も事情 は全 く同 じ方 向

に ある。

わが国 においては,1968年 の 閣議決 定後,行 政機 関の コ ンピュー タ利 用は促進 され,政 府各 省庁

の事 務処理 は勿 論,デ ータ伝送網 の利 用 によ る適 用部 門の全国的拡大,新 規 業務の 開発 を行 うとと

ともに,政 府関係 諸機 関の コ ンピュー タ化 の深化 は,日 本国 有鉄道,日 本電信電 話公社,日 本放送協

会,国 際電信電 話株 式会社,日 本航空,日 本 中央 競馬会等 々にみ られ るよ うに,国 民生 活の中 に,

直 接 関 わ りをもち,ま す ますコ ンピュー タ利 用 を高度化す るとともに国民 がその利 便 を享 受で きる

よ うになった。

1977年 度 末現 在,わ が国 の行 政機 関 におい て利用 されてい るコ ンピュー タは総数1,704セ ッ ト(76

年 度 末1,401セ ッ ト)で 各 省庁287セ ッ ト(同267セ ッ ト),政 府 関係機 関521セ ッ ト(同370セ ッ

ト),地 方 公共団体896セ ッ ト(同755セ ッ ト)で あって,政 府 関係機 関の コ ンピュー タ導入 は表面

的 には急速 に進み,伸 びは40.8%で あ り,地 方公共 団体 の伸びは18.7%(同25.4%)で あ った。
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〈行 政機関>

1977年 度 の各省庁別 コ ンピュ ータ利用 セ ッ ト数 をみ ると,防 衛庁48セ ッ ト(前 年49セ ッ ト),郵 政

省46セ ッ ト(同46セ ッ ト),運 輸 省50セ ッ ト(同42セ ッ ト),通 産 省36セ ッ ト(同31セ ッ ト),建 設 省
'

17セ ッ ト(同16セ ッ ト)の 順で あ り機種 更新 は25セ ッ ト(前 年20セ ヅ ト),新 規 増設14セ ッ ト(同2

セ ッ ト)で あって,機 種 更新 および新規 増設 ともに前年 よ り増加 してい る。政府各 省庁 における機

器の大型化 は進行 し,77年 度 末現在大型機163セ ッ ト(前 年度147セ ッ ト)総 数 の56.8%(同55.1%)

に の ぼ り,大 蔵 省,運 輸 省,通 産省 の伸 び が大 きい。77年6月 末現 在の システム規模 は2億5,200

万 円 で半年間 に1,500万 円 上昇 した。

行政機 関 におけ る適 用業務 をみ ると,共 通管理 業務12.1%(前 年 度11.9%),統 計 業務19.1%(同

19.6%),原 局 業務45.0%(同50.3%),試 験 研究18.7%(同13.6%),教 育 その他5.1%(同4.6%)

で あ り,そ の処理 内容は,集 計 ・製 表27.2%(同27.4%),分 析 ・予測14.6%(同15.6%),技 術 ・数理

計 算14.8%(同13.9%),フ ァ イル蓄積管理14.0%(同13.8%),会 計 ・給与 ・人事等共通管理 業務 は

ほぼ横 這 いで原 局業務 が減 少 し,試 験研究 が増加 した。

処理 方式 はバ ッチのみが全体 の業務 の73.6%(前 年77.2%),オ ン ライ ン ・リアル タイムは18.8%

(同16.6%),リ モ ー トバ .・7チは4.4%(同2.8%)で,運 用経 費の総 額 は77年 度 予算 で598億 円(前 年

度488億 円)で あ り,そ の うちレンタル費296億 円(同249億7,000万 円),消 耗 品費90億 円(同62億

6,000万 円),外 注 費43億 円(同44億8,000万 円)で あった。

1978年 度 の国 の情 報処 理関係予算 は総額1,424億5,000万 円(対 前年比16.1%増)で あ り,そ の う

ちコ ンピュー タ運 用等経 費 は932億5,977万 円(同35.3%増),で 前 年 に比 べ 大幅 に増 加 したが,情 報 シ

ステ ム開発経 費は77億7,129万 円(35.9%減),お よび情報処理振興 等経費 は414億1,713万 円(同0.5

%減)が 計上 され ている。

コ ンピュー タ要員は総数4,910人,そ の うちオペ レー タ1,204人,プ ロ グラマ865人,パ ンチ ャ

ー861人
,庶 務 その他823人,SE587人,管 理 者286人,そ の他関係事務284人 で あ り,外 部 委

託 要員 は348人(前 年231人)プ ログラマお よび オペ レー タの不足 は外部 からの派 遣 によって補 っ

て いる。1977年 の 特長 としてマ イクロコ ンピュー タおよび オフ ィスコ ンピュー タ等超小型 および制

御専用 の コンピュータの利 用が進み,、77年 度 末540セ ッ トが設置 されてい る。

〈政府 関係機 関〉

わが国の政府関係機関 は総数111機 関 にのぼ るが,そ の うち1シ ステ ム1,000万 円 以上の汎用 コ

ンピュー タを導入 してい る機 関 は50機 関 で あ り,そ の内訳 は3公 社,6公 団,7事 業 団,7公 庫,

4金 庫 ・特殊銀 行,1営 団,7特 殊 会社,そ の他15機 関 で ある。77年 度 末 これ ら50機 関 に521セ ッ

ト(前 年度374セ ッ ト)の コ ンピュー タが稼 動 し,そ の うち日本 国有鉄 道96セ ッ ト(同96セ ッ ト),

日本 電 信電話公社74セ ッ ト(同67セ ッ ト),日 本 放送協 会47セ ッ ト(同47セ ッ ト),日 本 中央競馬会164
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セ ッ ト(同31セ ッ ト),国 際 電信 電話株式会社12セ ッ ト(同13セ ッ ト),日 本 航空10セ ッ ト(同10セ ッ

ト)で あって,前 年 に比 べ 日本中央競馬会 を除 いては,シ ステムの グ レー ド・ア ップがあったにせ

よ,ほ とん ど変化 な く,年 度 中147セ ッ ト増加の うち133セ ッ トは中央競馬会 の勝 馬投票券 発売集計

用 コ ンピュー タの増加 によ るので ある。

〈地方 公共 団体〉 、

1977年4月 現在 の地方 公共 団体の コ ンピュー タ利 用 につ いては,導 入 セ ッ ト数896セ ッ ト(前 年

同期760セ ッ ト)で,前 年 よ り136セ ッ ト(17.9%)増 加 した。都道府県46団 体 は344セ ッ ト(同

289セ ッ ト),市 区町村626団 体(同512団 体)は552セ ッ ト(同471セ ッ ト)で あ り,規 模 別 では

都道府 県 に大型機44セ ッ ト(同33セ ッ ト),中 型 機137セ ッ ト(同114セ ッ ト),小 型機100セ ッ ト(同

84セ ッ ト),超 小 型機63セ ッ ト(同54セ ッ ト)が 稼 動 し,市 区町村 には大型機42セ ッ ト,中 型 機210

セ ッ ト,小 型機138セ ッ ト,超 小型機162セ ッ トが導入 されてい る。地方 公共 団体の設置 コ ンピュ

ー タは
,都 道府県209セ ッ ト(60.7%),市 区 町村235セ ッ ト(42.6%),合 計444セ ッ ト(49.6%)

が 買取 りで あ り,処 理 方式は,バ ッチ処理70.7%,リ ア ル タイム処理17.6%で あ る。

コ ンピュー タ要 員 につ いては,都 道府 県 は2,421人,市 区町村 では4,700人 で,そ の内訳 をみ る

といず れも要員 に 占め るSE・ プ ロ グラマの比重 が高 く,都 道府県1,220人(全 体 の50.4%),市 区

町 村1,986人(全 体 の42.2%)で あ り,キ ーパ ンチ ャは前者 が4.1%,後 者 は16.2%,オ ペ レー タ

は前者6.6%,後 者9.6%で い ずれ も低 く,こ の両職種 は,外 部 か らの派遣 要員の利用 によって賄

われてい る。適 用業務 としては,給 与計算,各 種 税務,統 計の大量 デー タ処 理 に加 えて,公 害監視,

各 種福 祉事務,公 営住宅管理,工 事設計積算,検 診,教 育,国 民 年金等,地 域住民 の生活 に密着 し

た分野での 利用が 多彩 を極 めて いる。
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6コ ン ピュー タ利 用状 況 調査

日本情 報処 理開発協会 は,78年 度 版 コ ンピュー タ白書 のため,1977年9月 末 現在 で,コ ンピュー

タ利 用状況 調査 およびオ ンライ ン化 調査 を実施 した が,主 要項 目は次 の とお りで ある。

aコ ンピュータの規模

1976年 か ら77年 に かけて,世 界経 済の景気沈滞 に伴 って,わ が国の経済 も先 行不安感 か ら,一 般

的 に投 資意 欲 が減 退 した。 この よ うな経 済情勢 を反映 して,5年 後 に自社 のコ ンピュー タ ・システ

ム規模 を拡 大す ると予想 す る企業 は ,回 答事業体1,368企 業 のうち59.6%(前 年66.7%)と2年 つ

づいて低下 し,72年 度 調査 の84.3%か ら24.7%の 減 少 となった。5年 後の規模 拡 大率 につ いては前

年 と同様1.9倍 で あった。 また5年 後 の平均予想拡大率 の高 い業種 は生 命 保 険(2.8倍),医 療 業

(2.7倍),農 林 水 産(2.5倍)等 であ り,す で に1シ ステ ム当 り規模 最大の4億3,700万 円(77年

6月 末通産 省調べ)を 保持 す る生命保険 業の コ ンピュー タ化 の意欲 は注 目に価 す る。

予想拡大率 の低 い業種 は不動 産業(1.3倍),窯 業 土石製 品製造業(1.5倍)で あ る。

bEDPS運 用 経 費

1977年9月 末現 在の 月間EDPS運 用 経 費は,全 産業1事 業体 あた り,業 種 別 月商比 の集 計対象

企業(988事 業 体)の 平均 では2,654万 円(前 回調査2,621万 円),従 業 員 比の集計対象企業(1,245

事 業 体)の 平均 では3,372.3万 円(同2,985万 円)で あ り,経 費細 目に記入 回答 事業体(1,252事 業

体)の 平均 では3,358万 円(同2,721万 円 で あって,人 件 費は この全体 の27.1%(同28.0%),機 械

設備費48.9%同51.7%)(除 く,保 守,保 険 費)で,こ の 両項 目の百分比 は若干低 くなった。機械 設

備費 のうちCPU15.9%(同22.6%),周 辺 装置8.0%(同8.3%),周 辺 記憶 装置6.2%(同8.4%)

の よ うにそれぞれ76年 よ り減少 した が,消 耗 品費8.1%(同7.7%) ,外 注 費11.3%(同9.3%)で

ほ ぼ75年 の 構成割合 に似 てい る。 またCPU:周 辺 端末装置 の割 合 は42.7:57.3(同45 .8:55.2)

で あ って2年 連続 してCPUの 割 合 が減 少 し,レ ンタル料:償 却 費の割合 は76.4:23.6(同85:15)

で あ って,買 取 りの割 合 が増加 して いる。

ユ社当 り月間経 費対 月商比 の全国平均 は0.00298(同0 .00260)で あ り,1社 当 り1従 業員 当 り

月間経 費は15,600円(76年 度11,600円,75年 度10,600円)で あ っ て,企 業 の コンピュータ依存度 が

高 ま りつつ あるこ とを示 してい る。
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cコ ンピュー タ要員 の待遇 および問題点

77年9月 におけるコ ンピュー タ要 員 の平均給 与額 は,パ ンチ ャー97,500円(対 前年3,000円 増),

オ ペ レータ117,600円(同1,000円 減),プ ログラマ139,000円(同9,700円 増),SE176,600円(6,100

円 増)で,オ ペ レー タの減 少 を除 い てその他 の職種 の給与 は上昇 したが,き わめ て僅 かであ る。

賃金 を職種 別,産 業別 にみ る と,い ずれの職種 も,広 告 ・調査 ・情報提 供サ ー ビス業 が高 く,第

1位 で あ り,パ ンチャー115,000円,オ ペ レー タ255,000円,プ ロ グ ラマ161,500円,SE275,000

円 で あ る。第2位 以下 はパ ンチ ャー について,損 害保険 業(110,000円),石 油 製品製造 業(105,500

円),オ ペ レータについて,損 害保険 業(172,700円),生 命保 険業(153,000円),プ ロ グラマについ

て石 油製 品製造業(157,300円),化 学 工業(143,700円),SEに つ いて損害保険業(213,200円),

生 命 保険 業(207,800円)で あ っ て,賃 金 が業界の業績 に強 い相関 を持 っているこ とが伺 われ る。

社 内要員 に関 す る問題 点 は,77年 度 に引 きつづ いて,職 種 にかか わりな く他部門 か らの配置転換

が困難で あるこ とを延 回答総数 の53.3%(76年 度50%)が 回 答 し,と りわけプロ グラマについては

59.3%(同56.6%)が 配 置転 換 の困難 をあげ,次 に教育 に手間 がか か る との回 答 は延 回 答総 数 の

39.4%(同40%)で と くにSEの 教 育 に手 間が かかると回答 したのは52.8%(同53.0%),プ ロ グラ

マの教育 については48.6%(同45.9%),ス ペ シャ リス トと しての地位 が確立 していない と回答 した

のはSE47.1%(同46.5%),プ ロ グラマ36.3%(同36.1%)で あ り,パ ンチャーの定着率 が低 く23.9

%(同26.1%),プ ロ グラマ1.6%(同1.7%),SEO.5%(同0.4%)は 定 着性 が高 く,SEの 絶

対数の不足 を訴 えるもの は35.6%(同34.1%)オ ペ レータの残業時 間 が長 い との回答 は20.4%(同

18.6%)で 賃 金 に対 す る苦情 は全体 で11.5%(同12%)で あ って,SE,プ ロ グラマの確保 が非常

に困難 であ ることを物 語 ってい る。

d情 報サ ー ビス機 関の利用

77年9月 末現 在で,被 派遣 要員 および外 注パ ンチ単価 に関す る調 査結果 は次 の通 りで ある。 ア ン

ケ ー ト回収 車業体 総数1,375事 業体 の うち392事 業 体(28.5%)が 外 部 か ら派遣要 員 を受入 れ,全 産

業平均1社 当 りで被派遣要 員の受入 れ数はパ ンチ ャー4.8人(76年 度5.3人),オ ペ レータ6.9人(同

7.6人),プ ロ グラマ2.7人(同2.7人),被 派 遣 要員総数16.1人(17.4人)で 前年 を下 廻 って いる。

派遣 元への支払 は1日 当 り,パ ンチ ャー15,500円,オ ペ レrタ22,900円,プ ロ グラマ19,700円,S

E23,900円 で あ り,外 注 パ ンチ1字 当 り平均単価 は産 業 によって著 しい差 は な く,全 産業平均単価

は数字30.1銭(前 年28.4銭),英 字 は39.7銭(同37.7銭),カ ナ 文字は53.1銭(同51.0銭)で 若干 では

あ るが年々上昇す る傾向 がある。
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eコ ン ピュー タ教育費 用

コ ンピュー タ教育 に対す る企 業 の費用負担 につい ては,一 企 業当 り平均 年間教育費用 は コンピュ

ー タ部門 の要員 に対 して928
,600円,一 般 社 員 に対 して1,056,100円,こ れ を一人 当 りにす ると,

コ ンピュータ部門要 員は年間 ,18,100円,一 般 社 員 は300円 に過 ぎない。 また機種 別 にみ ると,オ

フィス コ ンピュー タを除 いて,一 社 員平均教育 費は主力機種 が大 きくな るほ どその絶対額 も大 きく

な るが,コ ンピュー タ部 門要員1人 当 りでは,オ フ ィスコ ンピュー タ(51,100円) ,小 型(28,200円),

中型(24,300円),ミ ニ コンピュー タ(22,500円)の 順 で,超 大型機利 用の企 業では(13,200円)と

む しろ少 な くなってい る。一般社員 に対 しては,ミ ニ コ ンピュー タ(2,800円),超 小 型(1,300円)

で あって,小 型化す るにつれて1人 当 り教育費 がか かる傾 向 が認 め られる。
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第1章 わが国 の コ ン ピュー タ産 業

1情 報産業の構成

通商産業大臣の諮問機関である産業構造審議会の情報産業部会は,1976年,「 昭和60年 度における

我が国の情報化及び情報産業の計量予測」を公にした。その報告書において,「情報化」とはコンピ

ュータ ・テクノロジーの活用を指すものとされ,「情報産業」の範囲は情報化 を供給面から支える産

業の総称 とされている。

情報産業は次のよ うに構成 される。

(製造)

本体,関 連機器,部 品の製造
コンピュータ産業

を含む

(販売)

販 売,レ ンタル,リ ース,輸

情報産
出入等を含む

ソフ トウェア業

　

情 報 処 理 産 業 情報処理サービス業
　

情報提供サービス業

※ 通信回線を利用 したオンライン情報処理サー ビス業およびオンライン情報提供サービス業は

併せて情報ネッ トワーク産業 または情報通信業 と呼ばれる場合がある。

(本書第2部 第3章,第5章 の情報通信業はおおむね上記の意味合いであり,第3部 第3章,

第5章 の情報通信政策とは,お おむね情報通信業 に対する公の施策の意味合いである。)
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2情 報化の展望 と情報産業の将来規模

前 記産 業構 造審議会情 報産業部会 の報告 書では,情 報 化の指標 と して,(1)汎 用 コンピュー タの設

置規模 お よび オンライ ン用端末装置 の設置規模,(2)情 報 処理 技術 者需要,(3)医 療,交 通 ・物流,公

害 ・環境,防 災 ・防犯,教 育,流 通,地 域社会 生活の いわゆ る社 会 システム におけ るコンピュー タ

設置規模,の3項 目を選 び,2-1-1表 の よ うに予測 して いる。

2-1-1表 情 報 化 の 予 測

1974年 度 末 1985年 度末 倍 率
年 平 均

伸び率(%)

1.コ ン ピ ュ ー タ

(1)汎 用 コ ン ピュ ー タ

① 設置台数(千台) 30 107 3.5 12.2

② 設置金額(億 円) 19,464 74,674 3.8 13.0

第 一 次 産 業 529〔2.7%〕 1,534〔2.1%〕 2.9 10.2

第 二 次 産 業 6,936〔35.6〕 29,872〔40.0〕 4.3 14.2

(製 造 業) (6,669)〔34.3〕 (28,088)〔37.6〕 (4.2) (14。0)

第 三 次 産 業 8.878〔45.7〕 30,075〔40.2〕 3.4 11.7

政 府 等 3,121〔16.0〕 13,193〔17.7〕 4.2 14.0

1

② オンライン用端末装置

① 設置金額(億 円) 1,838※ 22,362 12.2 23.2

汎 用 コ ンピ ュー タに
② 対する比率(%) 11.4※ 29.9 『 一

2.情 報処理技術者需要(千人) 154※ ※ 578 3.8 12.8

3.情 報 シス テ ム(7分 野)

(1)設 置金額(億 円) 3,229※ 18,906 5.9 15.9

汎 用 コ ンピ ュー タ全 体(2)

に占 め る割 合(%)
20.1※ 25.3

(注1)※ は1973年 度 末

※※ は1974年 度 末 の推 定 値

(注2)第 一次産業には農協等を含む。

政府等は政府,政 府関係機関,学 校,病 院等である。

〔 〕内は構成比である。
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第1の 情 報化指標 で ある汎用 コンピュー タにつ いて は1985年 度 末の設置台 数は107千 台 で,買 取

価格 に換 算 した設置 金額 は74,674億 円 に達す る。1974年 度 末 と比較 す ると,台 数ベー スで3.5倍(年

平 均伸 び率12.2%)金 額 ベ ースで3.8倍(年 平均伸 び率13.0%)増 加 してい る。産業別設置 金額の

割 合は 第2次 産 業 においては増 加 し,第3次 産業 において は減少す る。

次 にコ ンピュー タの よ り高度 な利用方法で あるオ ンラインの利用状況 を示す オン ライ ン用端末装

置 の設置金額 をみ ると1973年 度 末 には,1,838億 円 にす ぎなかったものが年平均23・2%で 増 加 し,

1985年 度 末 には,22,362億 円 に達す る。汎用 コ ンピュー タの設置金額 に対す る比率 も11.4%か ら

29.9%と 大 きく上 昇す る し,今 後急速 なオ ンライ ン化 が進 むもの と予測 される。

第2の 指標 と して情 報処理産業及 び一般ユ ーザ ー に働 く情報処理 技術者数 をみる と,シ ステム ・

エ ンジニア,プ ログ ラマー,オ ペ レー タ,キ ーパ ンチ ャー合計で,1974年 度 の154千 人 が1985年 度

末 には578千 人 の需要 とな り,3.8倍(年 平均 伸び率12.8%)増 加 す る。

第3の 指標 で あ る社 会 システム7分 野の汎 用 コンピュー タの設置 金額 は,1973年 度 末の3,229億

円 か ら1985年 度 末 の18,906億 円 に増 加す る。汎用 コンピュー タ全体 に占め る割合 も20.1%か ら25.3

%に 増 加す る。

このよ うなス トック としての情 報化展望の下 に,フ ロー と しての情報産業 の将 来規模 は2-1-

2表 の よ うに予測 されてい る。

2-1-2表 情報産業の予測

1974年 度 1985年 度 倍 率
年平均伸

び率(%)

1.コ ン ピ ュ ー タ 産 業

(D国 内 納 入 額(億 円) 7,463 26,188 3.5 12.1

(2)輸 入 額(億 円) 1,866 5,238 2.8 9.8

(3)輸 出 額(億 円) 213 3,932 18.5 30.4

(4)国 内 生 産 額(1)一(2)+(3)(億 円) 5,810 24,882 4.3 14.1

… 輸 出 比 率9(・) 3.7 15.8

2.情 報 処理産 業生産額(億 円) 2,453 13,070 5.3 16.4

3.情 報産 業 総 生産 額1の(4)+2(億 円) 8,263 37,952 4.6 14.9

1

まず コ ンピュー タ産 業の生産額 は年平 均伸び率14.1%で 増 加 し,1974年 度 の5,810億 円 から,1985

年 度 には24,882億 円 となる。輸 出は1974年 度 の213億 円 が,1985年 度 には3,932億 円 に達 し,輸 出比

率 は3.7%か ら,15.8%と 増 加 す る。一方輸入額 は1974年 度 の1,866億 円 から1985年 度 には5,238億

円 に増加す るが,輸 入比率 は減 少す る。1985年 度 において も輸入 額 は輸 出額 を上回 ってい る。
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次 に ソフ トウェ ア業,情 報処理 サ ービス業,情 報提 供サー ビス業 よ りな る情報処 理産業 をみ ると,

そ の生産額 は1974年 度 の2,453億 円 か ら1985年 度 には13,07(臆 円 に達 し,そ の伸び率 は16.4%と コ

ンピュー タ産業 の伸 び率 よ りも高 い。情報処理産業 の情報産業 全体 に占め る割合 は,1974年 度 の約

29%か ら1985年 度 には約34%と 増 加 す ることが注 目される。

以上 の コンピュー タ産業 と情報処理産 業 を合計 した情報産業 全体で は1985年 度 で37,952億 円 に達

し,1974年 度 に比 し4.6倍(年 平均 伸び率14.9%)に 増 加 す る,と されてい る。
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コンピュー タ産業 をめ ぐる環境

1975年12月,コ ンピュー タにつ いての資本 ・輸入の完全 自由化 が完 了 し,1976年4月,情 報処理

産業 にっ いての資本の100%自 由 化 も完了 した。

この よ うな自由化措 置 にもかか わらず ,わ が国 のコンピュータ産 業 は世 界で ただ一国,過 半 を占め

る国産 化率 を維 持 して いる。 この健 闘ぶ りは政府 の指導 と業界の努 力 によるものではあるが
,最 近

の産業環境 は新 しい問題 を投 げかけてい る。

す なわ ち,

(1)IBM社303Xシ リー ズの出現 と在来機種 の大幅値下

(2)従 前 の コンピュー タ関税率(基 本 的に22.5%で あ った もの を1978年 よ り13.5%)の 引下 げ と

アメ リカの再 引下要求

(3)公 機 関 にお ける外国 製 コンピュー タ購入参入 の要請

(4}1977年 以 来 の急激 な円高情勢

⑤ オフ ィス コンピュー タを中心 とす る激甚 な安値競争

などの内外要因 に よ り,わ が国 コ ンピュータ産業の前進 は必ず しも容易で は ない。

わ が国 におけ る産 業態 勢 は,1971年 政 府の指導の下 に3グ ループの編 成 が実 現 して ,ハ ー ドウェ

アの面で は2-1-1図 の よ うにIBMに 匹 敵す る機種 が開発 され るに至 ってい る。

2-1-1図

超大型機 大 型 機 中 型 機 小 型 機
「一 ーー一「 「一ー

IB・[亙]碑 碑

薪㌍蝉M…

日電/東 芝
ACOSシ リーズ

|

三菱/沖
COSMOシ リーズ

900 700 500 300

しか し,ソ フ トウェ ア面で は 日米 間 になお数年のギ ャップがある といわれ,と くにIBMの フユー

チャ ・シリーズの 出現 予想 を前 に,わ が国 コンピュー タ産 業 および関連産業の よ り一 層の努 力 と施

策面で の善処 が望 まれ る。
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生産,輸 出入の概況

わが国の汎用 コ ンピュー タ実動状況 は,1977年6月 末現 在で,41,929セ ッ ト,2兆5,636億 円 に達

した。 この うち国産機 は27,583台,1兆4,723億 円 で,金 額 ベー スの国産 シェアは57.4%と な って い

る。 この普及状 態 を示 す に至 った過去 か ら現 在 までの コ ンピュー タ関連 生産,輸 出入状況等 は次の

よ うで ある。

A生 産 状 況

外資系を含む電子計算機 メーカーによるわが国 における電子計算機組織の国内生産状況は2-1

-3表 のとおりである。1977年 の特徴は,近 年伸び率が低 くなる傾向にある電子計算機本体はここ

2か 年連続の停滞となったものの,1977年 には本体,外部記憶装置,関 連装置がいずれも前年度の水

準 を上廻ったため,電 子計算機組織全体では,前 年比では16.2%増 と上昇を示 したことである。

2-1-3表 電子計算機組織生産実績年別推移

(通産省調査統計部調べ 単位:百 万円)

デ ィ ジ タ ル 型 電 子 計 算 機 関 連 装 置
アナログ
総 計

暦 年 計 算 機 本 体 附 属 装 置 計 電子計算
補助装置

型電子計 ω+回 十 伸び率

一 般 用 制御用 計(イ)

伸び率 外 部

記憶装置

デ ー タ

装 置

入 出 力

端末装置
計回 〔イ)+回

伸び率 機応用装

認 レ9
⇔ 算機㈱

内十口+

㈱

1962年 4,772 139.0 (3,184) (3,】84) 4772, 139.0 844 3,184 576 9,376 98.5

1963年 9,701 103.3 (7.139) (7,139) 9,701 103.0 1,141 7,139 763 18,744 99.9

1964年 14,565 50.1 (71388) (7,388) 14,565 50.1 2,057 7,801 1,022 25,445 35.8

1965年 16,595 944 17,539 20.4 6,240 6,991 766 13,997 31,536 ll6.5 1,425 3,396 1,142 37499, 47.4

1966年 26,880 1,105 27,985 59.5 9,725 10,189 724 20,638 48,623 54.2 1,743 14,566 1,014 65,946 75.9

1967年 43,437 1,453 44,890 60.4 16,068 24,306 1,539 41,913 86,803 78.5 2,883 15,619 1,049 106,354 61.3

1968年 62,426 4,387 66,813 48.8 36,396 33,590 4564
1

74,550 141,363 62.9 4,486 16,791 1,147 163,787 54.0

1969年 76242
1 6,109 82,351 23.3 46,373 38,093 3,798 88,264 170615, 20.7 5,953 17β42 1,534 195,944 19.6

1970年 115,932 9,511 125443, 52.3 78,276 48,143 17,913 144,332 269,775 58.1 131532 25,309 1847
1 31q463 58.4

1971年 141,860 8,410 150,270 19.8 86,450 51,427 23,077 160,954 311,224 15.4 10,217 22815, 2,093 346,349 ll.6

1972年 184,004 7,818 191,822 27.7 81,771 82,499 26,106 190,376 382,198 22.8 12644, 23,941 1,905 420,688 21.5
、

1973年 203,062 11,888 2]4,950 12.1 99,440 78,226 35,433 213,099 428,049 12.0 18,181 251609 557 472,396 12.3

1974年 283,164 11,349 299,513 39.3 123,378 57,939 55,579 236,896 536,409 25.3 23,145 281459 1,021 589,034 24.7

1975年 246,303 12,817 259120, △13 .5 106,752 56,648 74,855 238,255 497,375 △7 .3 19,679 23,521 671 541,246 △8.1

1976年 229,669 10,936 240,605 △7 .1 147,659 60,233 126,332 334,224 574,829 15.6 21,123 22,512 433 618,897 14.3

1977年 278,664 15,912 294,516 22.4 139,919 70,756 153,396 364,071 658,587 14.6 35,250 25,012 435 7191274 16.2
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B輸 出 入 状 況

わが国 の コ ンピュー タ輸出 には 日本IBM輸 出 額 が含 まれ,国 産 メー カーの輸 出 も技 術水準の向

上 と ともに輸出体制 の強化 を図 ってお り,今 後,本 体 周辺装置の輸 出の増大 が期待 され る。

2-1-4表 電子計算機組織の輸出実績年別推移

(大蔵省通関続目十 単位:百 万円)

暦 年 ディジタル本体 同周辺装置 小 計 ア ナロ グ 合 計 伸 び 率

1962年 0 16 16 77 93 1,228.6%

1963年 14 16 30 1 31 △66.7

1964年 522 3 525 142 667 2,051.6

1965年 1,181 12 1,193 42 1,235 85.2

1966年 2,501 110 2,611 184 2,795 126.4

1967年 4,098 284 4,382 467 4,849 73.4

1968年 2,635 1,535 4,170 376 4,546 △6 .2

1969年 2,680 3,729 6,409 460 6,869 51.1

1970年 3,974 1,114 5,088 698 5,786 △15.8

1971年 5,587 2,382 7,969 1,040 9,009 55.7

1972年 8,216 2,644 10,860 491 11,351 26.0

1973年 6,062 9,529 15,991 3,515 19,106 17.4

1974年 10,233 7,790 18,023 3,322 21,344 11.7

1975年 11,089 9,628 20,717 5,737 26,454 23.9

1976年 11,396 27,296 38,692 96 34,238 29.4

1977年 17,866 22,135 40,001 823 40,824 19.3

2-1-5表 電子計算機組織輸入実績年別推移

(大蔵 省通関統計 単位:百 万円)

暦 年 本 体 周辺装置 小 計 部 品 合 計 伸 び 率

1962年 8,017 5,786 13,803 835 14,638 67.4

1963年 14,807 5,600 20,407 1,157 21,564 47.3

1964年 15,679 8,773 24,452 2,751 27,203 26.2

1965年 8,493 10,457 18,950 3,517 22,467 △17.4

1966年 6,182 10,641 16,823 7,674 24,497 9.0

1967年 7,792 24,693 32,485 9,847 42,332 72.8

1968年 8,613 28,923 37,536 9,097 46,633 10.2

1969年 14,774 34,030 48,804 12,358 61,162 31.2

1970年 22,718 51,551 74,269 21,525 95,794 56.6

1971年 21,659 48,873 70,532 22,904 93,436 △2.5

1972年 23,437 38,221 61,658 27,432 89,090 △4 .7

1973年 32,469 49,564 82,033 25,461 107,494 25.0

1974年 48,609 65,436 114,045 30,787 144,833 34.7

1975年 45,504 51,870 97,374 33,285 130,659 △9.8

1976年 49,493 46,174 95,667 36,954 132,121 1.5

1977年 54,491 54,,755 109,246 37,225 146,471 10.4
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日本電子計算機㈱(JECC)の 活動状況

富士通㈱,㈱ 日立製作所,日 本電気㈱,東 京芝 浦電気㈱,三 菱電機㈱ および沖電 気工業㈱6社 の

共同 出資 による日本電子 計算機㈱ の コ ンピュー タ購 入状況 は2-1-6表 の とお りで あるが,1977

年 度 におLいて購 入額 は,1,350億 円 に達 し,わ が国 コ ンピュー タ産業発展 の ための重要 な支柱 となっ

てい る。'

2-1-6表 日本電子計算機㈱資金の推移

(単位:億 円)

年 度 コ ンピュー タ購 入額 日本開発銀行融資 資 本 金

1961 11 4 11

1962 32 8 21

1963 59 15 32

1964 117 25 47

1965 208 55 71

1966 269 70 106

1967 368 70 142

1968 666 90 189

1969 825 155 284

1970 922 215 425

1971 874 390 534

1972 892 150 597

1973 1,014 215 597

1974 1244
,

325 597

1975 1,264 530 597

1976 1,341 430 597

1977 1,342 355 647
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6 外資の進出および輸入業者の状況

コンピュー タ関係の 外資の進出状況 および主 な輸 入業者 は2-1-7表 の とお りで ある。

2-1-7表 コンピュータ関係の外資進出状況

棚
類

外 資 日 本 法 人, 日 本 側 出 資 者 外資
比率
設 立
年 月 業 務 内 容

株

式

取

19

IBMWTC
日本 アイ ・ピー ・エ

ム
一 100 '50・10 電子君十算機の製造,輸 出

入,販 売,保 守

NCR
日 本 エ ヌ ・ シ ー ・ア

ー ル

日証金,東 洋信託銀

行,個 人
72.2

,51
・1

金銭登録機および会計機

の製造販売,電 子 計算機

の輸出入,販 売,保 守

SperryRandCo・ 沖 ユ ニ パ ッ ク
沖電気工業,三 菱電
機

36
'58 ・3 電子計算機の製造

SperryRandCo・ 日本 ユ ニパ ッ ク
三井物産,沖 電気 工
業,三 菱電機 34.2

'58 ・3 電子計算機の販売,保 守

MincomCorp.Ltd. 住 友 ス リー エ ム
日本電気
住友電工

50
'61・9

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ ス

クパ ッ クの 製 造,輸 出 入,

販 売

Hewllet-PackardCo.
横 河 ビュ ー レ ッ ト

パ ツカ ー ド
横河電機 49

'63 ・8
計 測 器,高 級電 卓,ミ ニ
コ ン ピュ ー タの 製 造 輸 出

入,販 売,保 守

Mem。rexCorp. 日本 メモ レ ッ クス 一 100
'68 ・7

磁気テープ,磁 気デ ィス
クパ ックの輸入,販 売,

周辺装置の保守

ControlDataCorp. 日本 シー デ ィー シー 伊藤忠商事 40
'71 ・4 電子計算機の販売,保 守

HISI

(山 武 ハ ネ ウ ェ ル)

日本 電 気 ハ ネ ウ ェ ル

イ ンフ ォメ ー シ ョ ン

シス テ ム ズ

日本電気 50
'72 ・10

キ ー ツー テ ー プ装 置 の 製

造,販 売,保 守

ナ シ ュ ア 日本 ナ シュ ア
一 100

,73 ・12 磁気デ ィスクパ ックの輸
出入販売

Burroughs バ ロ ー ス 一
100

'73 ・12 電子計算機の販売

Olivetti 日本 オ リベ ッ テ ィ 一 100
'61・9 ミニ コンピュー タ,周 辺

端末装置の販売保守

支

店

設

置

IBMWorldTrade

AsiaCorp.
一 一 一 '60 ・3 アジア地区子社会の統 括,

連絡

ControlDataFar
EastInc.

一 一 『 '66 ・11 電子計算機 に関す る調査,
連絡

DigitalEquipment

Corp.Internationa1
一 一 一 '68・7 ミニ コ ン ピュ ー タの 販 売,

保 守

Recognition

EquipmentJapanInc.
一 一 一 '68 ・8 OCRの 販売,保 守

MemorexPacificCorp. 一 一 一 '69 ・9

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ ス

クパ ッ クの 輸 出,調 査,

連 絡

Honeywell

ElectronicsInc.
一 一 一 '69 ・9 技術援助 に関す る連絡

ElectronicsMemories

&Magnetic℃orp.

一 一 『 '71 ・4 磁気デ ィスクパ ック等 に

関す る調査,連 絡

CalcompPacificCorF 一 一 一
作図装置の販売,保 守

TexasInstrument

AsiaLtd.
一 一 一 ミニ コ ン ピュ ー タの販 売,

保 守

'
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第2章 わが国の情報処理産業

1わ が国 に お け る計 算 セ ン タ ー お よ び ソ フ トウ ェ ア開 発

企 業 の 状 況

(JECCの"全 国計算センターおよびソフ トウェア開発企業分布状況調査 より)

Aは じ め に

日本電子計算機株式会社(JECC)で は,わ が国における情報処理サービス事業体 とその所有

セ ンターの分布および規模を把握する観点から,毎 年1月1日 現在で 「全国計算センターおよびソ

フ トウェア開発企業分布状況調査」を実施 し,公 表 している。

・この調査 は
,JECCが1963年 から66年 にかけて実施 した"全 国計算センター分布状況調査"が

前身となっているが,そ の後,68年 の調査からソフ トウェア開発企業を含め,現 在に至っている。

情報処理サービス業は,大 別 して①外部か らの受託業務 を行 う独立系の情報処理サービス業(一

般企業の一部門が広く一般から情報処理サービスを受託する場合を含む),②地方自治体や商工会議

所等の公共機関が行 う情報処理サービス業,③ コンピュータ ・メーカー,販 売会社が運営する情報

処理サービス業,の3つ に分類 される。 また,設 備内容で分類するならば⑤コンピュータを持 ち受託

計算,ソ フ トウェア開発 を主業務 としている所,⑤ 穿孔機やキーツーテープ,キ ーツーデ ィスク装

置などだけを持 ち,入 力データ作成 を主業務 としている所,⑤ ハー ドウェアを持たず,ソ フ トウェア

開発を主業務としている所,の3分 類に分けることがで きる。同調査 は主にこの2つ の分類方法 に従

って集計されている。

わが国に初めて情報処理サービス業が誕生 したのは1954年 のことであり,す で に24年 目を迎えた



32第2部 情報産業の動向

が,セ ンターの設立 が軌道 に乗 ったのは,誕 生 か ら約10年 を経 た62年 か らで あ る。 この1年 間の設

立 セ ンター数 は,61年 まで の過去8年 間の設立総数 の24件 にほぼ匹敵す る22件 と なってい る。また66

年 か ら70年 に かけての5年 間 はセ ンターの新設 がもっとも急 ピッチで増 加 した時期 で,こ の5年 間

で393件,年 平均 で78件 強 が設立 されて いる。 その後 は60セ ン ター前後 の年間設立数 となってお り,

1978年1月1日 現在で の わが国の情報処理 サ ービス事業体 の総数 は942,そ れ らが運営 す るセ ンタ

ー総数 は
,1,539を 数 えるに至 った。

この よ うな情報処理 サー ビス産業 の歴 史 は若 く,浅 い。従 って,全 体 的 にみ る とこの産業 の経営

基盤 は依然 と して弱 く,ソ フ トウ ェアに対す る正 しい客観的 な価値 基準の確立,ソ フ トウェアの流

通 市場 の確立,情 報処理 サー ビスに対 する政 府の振興策等 が必要 で あるとともに,処 理 デー タの増

大,多 様性 か ら,顧 客 に対 す る機密保 護の体 制の確立 も要請 されて きた。 この よ うなソ フ トウェア

に対す る認識 の高 まりを反映 してこの業界 を代表 す る団体 と して,社 団法人 日本情報 セ ンター協 会

(発 足70年7月,加 盟会社124社),社 団 法人 ソフ トウ ェア産 業振興協 会(発 足70年6月,加 盟会社

90社),日 本 パ ンチセ ンター協会(発 足71年6月,加 盟会社50社)等 が発足 し,各 団体 の一致 した要

望 によ り,前 記の 目標 が逐次具体化 しつつ あ る。1976年 には協 同 システ ム開発株式 会社の設立,ソ

ソ トウ ェア生産技術 の研究開発計画 の ス ター トに より,ソ フ ト生産性の効 率化,生 産 技術の 自由化,

企 業間 の連携強化 とい う傾向 が高 まった。

B調 査の範囲と基準

調査の対象は経営主体別にみて,次 の定義 に該当するものに限った。従って,大 学などの教育機

関所属のものは除外 した。

⑤ コマーシャル ・ベースにより運営 されるもの。

① 独立の計算受託または計算関連作業受託(た とえば,カ ー ド穿孔作業の受託など)ま たはソ

フ トウェア開発企業 として創立 された法人または個人企業。なお,会 計事務所所属計算センターは,

独立計算受託個人 として本項 に準ず るものとする。

② 電子計算機 または関連装置のユーザーが計算部門またはソフ トウェア開発部門を分離独立 さ

せて,別 会社 としてコマーシャル ・ベースで外部の計算を受託 している法人。

③ コンピュータ導入企業の計算部門が広 く社外からコマーシャル ・ベースで計算受託を行って

いるもの。

⑤ 中小企業等の合理化促進のため,公 共機関が運営する計算センターおよび地方自治体の共同

計算セ ンター。コンピュータを設置 し,主 に小規模企業を対象として受託計算を行っている各地の

商工会議所はここに含 まれる。

⑤EDPSメ ーカー,同 販売業者直系のもの。電子計算機および関連装置製造業者,同 販売業
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者 がユ ーザ ーの支援 あるいはセー ルス ・プロモー シ ョンを目的 として運営 されて いる もの。 なお,

こ こで い うEDPSメ ー カー直系のセ ンター とは次 の2つ をい う。

① メーカーの資本参加 にかかわ らず,こ れと製品販 売提携契約 を結 んでい る販売会社 が運営 す

るセ ンター。

② メー カー が資本金 の50%以 上 を所有 して い る計 算受託企業 が運営 す るセ ンター。 なお,本 調

査で は,マ シンを設 置 して いるセ ンターのほ かに,マ シンを設 置 してい ない ソフ トウ ェア開発 専業

企業 あ るいはソフ トウ ェア開発 お』よび計算受託 を兼営 して いる企業 も調査対 象 と してい る。経 営主

体別分 布の分類 は以上 の⑤ ～⑤ に準ず るもの とす る。

C経 営主体別分布状況

2-2-1表 は,経 営 主 体 別のセ ンター分布 状 況 であ る。1978年1月1日 現 在,受 託 計算,入

力デー タ作 成,ソ フ トウ ェア開発 を行 ってい る事業体 の総数 は942(対 前 年伸 び率4.7%)こ れ らの

運営 す るセ ンターは1,539(対 前 年伸 び率2.3%)と な った。事業体 数942を 経 営主体 別 にみ ると,

独 立計 算受託 企業 が88.3%に あた る832に の ぼ り,シ ェアは年々,高 まる傾 向 にあ る。続 いて,公

共機関 の60(シ ェ ア6.4%),メ ー カー および関 係 販 売 会社 の50(5.3%)と い う内訳 で あ り,各 経

営 主体 で の事業体 数 には大 きな差 がみ られる。

2-2-1表 経営主体別センター分布状況 上列:1978年1月1日 現在

下列:]977年1月1日 現在

経 営 主 体 別
事 業 体 数

()内%

セ ン タ ー 数

()%数

セ ン タ ー の 内 訳

EDPSを 設 置 ※ 関連 ハ ー ドウ エア※※ ハ ー ドウ ェ ア非設 置 ※※※

独 立 系
1,受 託 企 業

832(88.3)

788(87.6)

1,231(80.0)

1,212(8015)

795

671

248

365

188

176

2.公 共 機 関
60(6.4)

55(6.1)

66(4.3)

63(4.2)

57

58

6

4

3

1

メー カ ーお よ び
3, 関 係 販 売 会 社

50(5.3)

57(6.3)

242(15.7)

230(15.3)

222

216

4

5

16

9

合 計
942(100.0)

900(100.0)

1,539(100.0)

1,505(100.0)

1,074

945

258

374

207

186

(注)※ コ ンピ ュー タ を持 ち,受 託 計 算,ソ フ トウ ェア開発 を主 業務 と して い る所。

※ ※ 穿孔 機 や キ ーツ ー テ ー プ,デ ィス ク装 置 な どだ けを持 ち,入 力 デー タ作 成 を主 業務 としている所 。

※ ※ ※ハ ー ドウ ェア を持 たず,ソ フ トウ ェア開発 を主 業務 と して い る。

一 方
,セ ン タ ー ・ベ ー ス で み る と 独 立 系 受 託 企 業 所 属1,231セ ン タ ー(全 体 の80.0%,1企 業 あ

た りの 所 有 セ ン タ ー は1.48セ ン タ ー),公 共 機 関 所 属66セ ン タ ー(同4.3%,1.10セ ン タ ー),メ ー カ
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一お よび関係販売会社所属242セ ン ター(同15 .7%,4.84セ ン ター)で,昨 年 との シェアの 変化 は

事 業体 ベ ース に比べて少 ない。特 にメー カーおよび関係 販売会社 は所有セ ンターが さ らに増加 した

ため,企 業数 では12.3%減 少 した もののセ ンター数 で は5.2%の 増 加 とな り,1事 業体 あた りの所

有 セ ンター数 が,さ らに増加 した ことが注 目 され る。

次 に,1,539セ ン ターの設備状況別 内訳 をみ ると,EDPS設 置 セ ンターが1,074あ り全体 の69.8

%を 占 めてい る。穿孔機,キ ーツーデ ィス ク等,関 連ハ ー ドウ ェアのみを設 置 して いるセ ンターは

258セ ン ター(全 体 の16.8%),ハ ー ドウェアを設 置 せ ず ソフ トウ ェア開発 を専業 とす るセ ンター は

207セ ン ター(13.4%),で,そ れ ぞれ,EDPS設 置 セ ンター数 の4分 の1以 下 となっている。

2-2-1図 は,経 営 主体別 セ ンター分布状況 の最近10年 の推移 を示 した もの。 多設置 ・多閉鎖

とい う特長 をもっ計算セ ンター,パ ンチセ ンター,ソ フ ト開発企 業所属セ ンターで はあるが,1975

年 以 降 の シェアには大 きな変動 はみ られず,全 体 の約8割 が独立 系受託企 業所属 セ ン ターで 占め ら

れ る。

2-2-1図 経営 主 体 別 セ ン タ ー分布 推 移(セ ンタ ー数)

69年

70年

71年

72年

73年

74年

75年

76年

77年

19ア8年

45%

酬 ・67.・%・llllll・噸 ＼ 公撒

zi・.・%lllllllll‖‖71・・%lrlllll‖llll・49{▲iiロ メ+お よび関係

蓼22・1%lllllllllllllll74・・%ll‖llllllll　543{lii㎜1皿 独立系受託餓

4'%

'9%

`.5%

亥21 ・%lillllllllll|llllll75・・%llllll川間ll|llll621罐
↓2%

23

易・・'・%llllllllrllllllll|lll76・・%lll川lllllllllllll吋44
29% 54325

Z18 1%lllllll川ll|llllll川llll川79・・%ll川lllllll川ll川1川llllll…{と89
4.6%

得15
・%　 ll川1川llllllllllll1川1臓 ・%ill川lll川州川1川lllll"1‖1川lllll・1・・[↓ii

㌘ 16・・%1川lll川lll[lllll川州lll川ll178・・%lllll酬llUll川lllllrllllllll川|1}lll・176罐
42%

揚 15.3%lllll「lllllll‖llll‖llllllilllllllllllll‖田川川ll80.5%lllll川lllllllllllll川lllllll‖lllllllll川llllllllll1.505{
々'`%

z 15.7%llll川1川lllil‖ 川lll川H川ll‖1川lllll川llllllll|llllilll800%{lllll川1川 州1|llll‖ll川lllll‖llll川lllll山1、5

住①75年 以 降 の 数 字 には,マ シ ン を持 た な い ソ フ トウエ ア 開発 専 門 の

セ ン ター が 含 ま れ て い る。(75年86,76年107,77年186,78年207)

⑨
セ ンター数は,各 年 とも1月1日 現在。

各年のセ ン ター数の内訳の数字は,上 段公共機関,中 段 メー カー
および関係販売会社,下 段独立系受託企業。

1議

1・539{
1、2i

D暦 年別計算センター開設状況

2『2-2表 は暦年別 の計 算セ ンター開設状 況で ある。計 算セ ンターがわが国で初 めて設立 され

たのは1954年(昭 和29年)の ことで あ るが,そ の後61年 まで の8年 間は年平均3セ ンター,多 い年

で も7セ ンター を数 えるに過 ぎなかった。1962年 に は22セ ン ター と対前年 で3倍 の設立数 となって

い るが,こ の主要因 は,大 手 メー カー所有 の計算セ ンターが,こ の年に相 次 いで設立 されたためで

あ る。 また,1966年 において も前年の2倍 以上の新設セ ンターが 記録 された が,こ の年の新設 セ ン
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2-2-2表 暦 年(1月1日 ～12月31日)別 セ ン タ ー開設 状 況

暦 、年

経営主体所属男1
54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77

独立系受託企業所属 1 1 0 0 1 2 3 5 10 12 25 26 56 64 60 60 58 51 32 59 42 30 42 66

公 共 機 関 所 属 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 2 3 3 4 1 2 4 2 0 1 13 8 5 3

メーカーおよび

関係販売会社所属
0 0 0 1 4 2 0 2 11 15 8 7 15 13 20 19 14 10 13 4 6 20 21 18

合 計 1 1 0 1 6 5 3 7 22 28 35 36 74 81 81 81 76 63 45 64 61 58 68 87

(注)1973年 以前 の 数字 に は,ハ ー ドウ ェア を持 っ て い ない ソ フ トウ ェ ア開発 企 業 は含 まれ な い。

2-2-3表 都道 府 県別 セ ン ター分 布 状況

1978年1月1日 現 在

県 名 事業体数 % セ ンタ ー数 % 県 名 事業体数 % セ ンター数 %

北 海 道 21 2.2 47 3.1 三 重 5 0.5 12 0.8

北海道(計) (21) (2.2) (47) (3.1) 滋 賀 7 0.7 12 0.8
占
京 都 11 1.2 19 1.2

青 森 8 0.8 10 0.6 大 阪 82 8.7 168 10.9

岩 手 7 0.7 7 0.5 兵 庫 20 2.1 31 2.0

宮 城 7 0.7 27 1.8 奈 良 0 0.0 0 0.0

秋 田 4 0.4 5 0.3 和 歌 山 4 0.4 5 0.3

山 形 6 0.6 6 0.4 近 畿(計) (129) (13.7) (247) (16.0)
福 島 10 1.1 13 0.8

東 北(計) (42) (4.5) (68) (4.4) 鳥 取 4 0.4 6 0.4

4島 根 0.4 8 0.5

茨 城 7 0.7 17 1.1 岡 山 12 1.3 21 1.4
`

栃 木 6 0.6 13 0.8 広 島 26 2.8 47 3.1

群 馬 9 1.0 12 0.8 山 口 13 1.4 17 1.1

埼 玉 17 1.8 30 1.9 中 国(計) (59) (6.3) (99) (6.4)

千 葉

東 京
神 奈 川

関 東(計)

16

425

36

(516)

1.7

45.1

3.8

(54.8)

24
551

67

(714)

1.6
35.8

4.4

(46.4)

徳 島

香 川
愛 媛
高 知

5

5

8

6

0.5

0.5

0.8

0.6

6

13

10

7

0.4

0.8

0.6

0.5

新 潟 12 1.3 26 1.7
四 国(計) (24) (2.5) (36) (2.3)

富 山 6 0.6 16 1.0 福 岡 16 1.7 55 3.6

石 川 8 0.8 15 1.0 佐 賀 3 0.3 3 0.2

福 井 8 0.8 12 0.8 長 崎 2 0.2 4 0.3

山 梨 3 0.7 3 0.2 熊 本 3 0.3 10 0.6

長 野 16 1.7 28 1.8 大 分 4 0.4 7 0.5

宮 崎 3 0.3 3 0.2

岐 阜 8 0.8 14 0.9 鹿 児 島 2 0.2 6 0.4

静 岡 20 2.1 33 2.1 沖 縄 3 0.3 5 0.3

愛 知 34 3.6 88 5.7 九 州(計) (36) (3.8) (93) (6.o)

中 部(計) (115) (12.2) (235) (15.3) 総 計 942 100.0 1,539 100.0
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ターの大半 は独立系受託 企業で 占め られている。続 いて67年 か ら69年 で は年 間開設 数81セ ンター と

い うピークが形成 されて いるの が特 長で あ る。1976年 に前 年 より10セ ン ター多 い68セ ン ター,77年

には,さ らに19セ ン ター を加 えて87セ ン ター となり,こ の数 字は ピー ク時 を上 回 る新 しい記録 とな

った。

E都 道府 県別センター分布状況

2-2-3表 は都道府県 別セ ン ター分 布状況で ある。最 も集 中 して いる地方 は,関 東 の516事 業

体(全 国の54.8%),714セ ンター(46.4%)で あ り,以 下,近 畿247セ ン ター(16.0%),中 部235セ

ン ター(15.3%),中 国99セ ン ター(6.4%),九 州93セ ンター(6.0%),東 北68セ ンター(4.4%),北 海

道47セ ンター(3.1%),四 国36セ ン ター(2.3%),の 順 となってい る。

関 東地 方の人口が全国の29.0%で あ るこ とを考慮 すれば,46.4%と い うセ ンター ・シェアは関東

地方 ヘセ ンターが集中す る傾向 が あるこ とは明 らかであ る。 また,セ ンター ・シ ェア6.0%の 九 州

(人 口シェア12.1%),お よ び4.4%の 東 北(同8.4%)は,逆 に人 口の割 にセ ンター数の少 ない地方

で あ るとい えよ う。 これ ら2地 方 の例 外 を除けばセ ンター数 順位 が人 口の順位 と一 致 して いる。都

道 府県別 セ ンター数順 位で は,1位 東 京(551),2位 大 阪(168),3位 愛 知(88),4位 神 奈川(67),

5位 福 岡(55)と な って お り,以 下,広 島,北 海道(広 島 と同数),静 岡,兵 庫,埼 玉 が10位 圏 内 に

収 まってい る。

2-2-5表 は,資 本金 規模 別分布で あ る。独立 系受託 企業の43.2%に あた る289社 が1,000万

円 以上5,000万 円 未満 の 階層 に分布 してい るが,こ の シェアは前年 の40.1%か ら さらに高 まってい

る。一方,設 備 内容別 にみ ると1,000万 円 未満 に66.4%が 集 中 してい る関連ハ ー ドウ ェア設 置 とは

逆 に,EDPS設 置企 業の48.9%は1,000万 円 以上5,000万 円未満 の クラスに含 まれ る。従 って,

EDPS設 置 企業 は関連ハ ー ドウ ェア設置企業 より高い資本 金階層 にある ことが わかる。一方,ハ

ー ドウェア非設 置企業 は500万 円 以上5 ,000万 円未 満の階層 に位 置する企業 のシェアが前 年の62.7%か

ら70.1%に 増 え,依 然 と して 「ハー ドウ ェア を持 た なくて も資本金 規模 が比較的 高 い」 とい う傾向

がみ られ る。

F従 業員数,資 本金,売 上高規模別分布状況

従 業員数,資 本金,売 上高規模別 の分布状況 につ いて は,独 立系受託企 業の832社 を対 象に して

調査 を行 ってい る。回答者 はその80.4%に 相 当 す る669社 で,従 業員 数,資 本金 については1978年

1月1日 現在,年 間売上・高につ いて は1976年 度 実績 の数値 を用いて いる。

2-2-4表 は,従 業員規模別分 布で あ るが,全 体 の54.0%に あた る361社 が従 業員 数49人 以 下

となってい る。50人 以 上の割合 は前年の44.1%か ら2%ほ ど伸 びてい る。 また,従 業員300人 以 上
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2-2-4表 独立系受託企業の従業員数規模別分布(単 位:企 業数)

()内 は設備内容別従業員規模別構成比%
＼ 、.

＼ 従業員数

設備ぱ
(人)

1～4 5～9 10～19 20～49 50～99

100
～

199

200
～

299

300

～

499

500以 上 組 討

EDPS

を 設 置
14(3.1) 51(11.4) 78(17.4) 107(23.8) 99(22.0) 54(12.0) 21(4.7) 20(4.5) 5(1.1) 449(100.0)

関 連ハ ー ドウ
エア設 置 0(一) 3(2..7) 15(13.3) 36(31.9) 35(31:0)15(13.3) 3(2.7) 5(4.4) 1(0.9) 113(100.0)

ハ ー ドウ エア

非 設 置
3(2.8) 3(2.8) 15(14.0) 36(33.6) 31(29.0) 13(12.1) 4(3.7) 1(0.9) 1(0.9) 107(100.0)

合 計 17(2.5) 57(8.5) 108(16.1) 179(26.8) 165(24.7) 82(12.3) 28(4.2) 26(3.9) 7(1.0) 669(100.0)

2-2-5表 独立系受託企業の資本金規模別分布(単 位:企 業数)

()内 は設備内容別資本金規模別構成比%

資本金
規模

設備内谷

100万円

未満

100万円以上

500万円未満

1

500万 円 以上

1,000万 円 未満

1,000万 円 以 上

5,000万 円 未満

5,000万 円以 上

1億 円未 満

1億 円以上

5億 円未満

5億 円

以上
合 計 ・

EDPS

を 設 置
3(0.7〕 61(13、6) 73(16、3) 218(48。6) 52(11.6) 34(7.6) 8(1.8) 449(100.0)

関 連 ハ ー ドウ

ェ ア設 置
5(4.4) 36(31.9) 34(30.1) 33(29.2) 3(2.7) 2(1.8) 0(一) 113(100.0)

ハ ー ドウ ェア

非設 置
2(1.9) 24(22.4) 37(34.6) 38(35.5) 3(2.8) 3(2.8) 0(一) 107(100.0)

合 計 10(1.5) 121(18.1) 144(21、5) 289(43.2) 58(8.7) 39(5.8) 8(1.2) 669(100.0)

の企 業 は20分 の1に あた る33社 で あるが,中 で もEDPS設 置 が25社(75.8%)あ る のに対 し,関

連 ハー ドウェア設置 は6社(18.2%),ハ ー ドウェア非設置は2社(6,1%)で あ る。EDPSを 設 置,

』関連
ハ ー ドウェア設 置,ハ ー ドウ ェア非設置 と もに20～49人 の 階層 に最 も多 くの企業 が集 まり,シ

ェアも23.8～33.6%を 占めて いる。次 いで50～99人 の 階層 が22.O～29.0の シ ェア となってい るが,

こ れも3つ の設備 内容別区分 に共通 して いる。
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2-2-6表 は,売 上高規模別分布である。独立系受託企業は設備内容を問わず,1億 円以上5

億円未満の企業が最 も多いが,こ の傾向の特に強いのが関連ハー ドウェア設置企業であり,全 体の

61.1%が この階層に集まっている。1億 円未満は3割 にあたる218社,ま た5億 円以上は2割 にあ

たる137社 である。また,1億 円以上のシェアは前回の61.4%か ら67.4%に 増加,以 上の各規模別

の分布では 「従業員50人 以上,資 本金1,000万 円 以上,売 上高1億 円以上」の比率が年々上昇 し

ている。今回の調査で新たに加えられた売上高50億 円以上の階層 は,す べてEDPS設 置企業で占

め られるが,そ の6企 業の平均売上高は78億1,200万 円である。

2-2-6表 独立系受託企業の売上高規模別分布(単 位:企 業数)

()内 は設置内容別売上高規模別構成比%

売上高

模設備内
合

500万

円未満

500万 円以上

1,000万 円未満

1,000万 円以 上

5,000万 円未 満

5,000万 円以上

1億 円未満

1億 円以上

5億 円未満

5億 円以上

10億 円未満

10億 円以上

50億 円未満

50億 円

以上
合 計

EDPSを'

設 置
3(0.7) 2(0.4) 72(16.0) 72(16.0) 188(41.9) 55(12.2) 51(11.4) 6(1.3)449(100.0)

関連ハ ー ド

ウェア設置
0(一) 1(0.9) 9(8.0) 25(22.1) 69(61.1) 4(3.5) 5(4.4) 0(一) 113(100.0)

ハ ー ドウ エ

ア非設 置
0(一) 0(_) 10(9.3) 24(22.4) 57(53.3) 8(7.5) 8(7.5) 0(一) 1(η(100.0)

合 計 3(0,4) 3(0,4) 91(13.6) 121(18,1) 314(46,9) 67(10.0) 64(9.6) 6(0.9) 669(100.0)

1社 あ た りの従 業員数 平均 は,EDPS設 置 企業 が81人,関 連ハ ー ドウェア設 置企業 が77人,ハ

ー ドウ ェア非設 置 が67人
,回 答企 業全体で の平均 は78.2(前 回75.5)人 と なった。次 に,資 本金平

均で は,EDPS設 置4,288万 円,関 連ハ ー ドウ ェア設置1,059万 円,ハ ー ドウェア非設置 が1,580

万 円,回 答企業全体で は3,309(前 回3,340)万 円 と,EDPS設 置 企業の資本金 が高 い ことが裏

付 け られ る。 こ うした傾 向は売上高 について も同様 で あ り,EDPS設 置 企業の5億3,028億 円 が,

関 連ハ ー ドウェア設置 の2億4,724万 円,ハ ー ドウェア非設 置の3億2,802万 円 を大 幅に上回 って

い る。 なお,全 回答企業 の売上高平均 は4億5,012万 円(前 回3億7,573万 円)で あ るが,こ れ ら

は数値 上の平均で あって,平 均以下 の企業数 が平均以上の企 業数 を圧 倒的 に上回 ることは,各 規模

別分布 の表 か らも明 らかで ある。

有効回答企業669社(回 答率80.4%)の 従 業員の総数 は5万2,332人,売 上高 の合計 は3,011億

1,769万 円 に の ぼ る が,こ の数字 か ら判断す れば,わ が国 の独立系情報処理 サー ビス企業 に従事す

るもの は約6万5,000人,総 売上 高は約3,700億 円 前後 で あることが推測 で きる。
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第3章 わが国の情報通信業

1情 報通信業の誕生

わが国では,1971年 の公衆電気通信 法の一部改正 によって,電 気通信回線の他人使用が一定範

囲で認められるとともに,電 気通信回線 に接続するコンピュータや端末機器などの電気通信設備は

原則 として自営により設置するもの とされた。

この改正は,従 来からの公衆電気通信業務の独占の概念を
,デ ータ通信の分野に限ってではある

が,基 本的に変更するものであった。

すなわち,電 気通信設備 を設置 してこれを保守運用する電電公社 と国際電電 が,最 終的顧客に対

して直接にサービスを提供するとした公衆電気通信業務の独占という伝統的な考え方の変更であり
,

ここに,電 電公社又は国際電電から電気通信回線を賃借 し
,そ れを利用して最終的顧客 にサービス

を提供する中間的 な通信事業者が認められることとなった。

この ようにして認められた通信事業者,す なわち,他 人の需要に応 じ業 として情報処理又は情報

提供を電気通信(デ ータ通信)に よ り行 う事業者 を,情 報通信業という(2-3-1図 参照)。

したがって,わ が国においては,電 電公社 と国際電電と民間企業等とが情報通信業を営んでいる
。

o
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2-3-1図 情報通信業の誕生

(第1次 通信事業者)

(第2次 通信事業者)

一 一 一 一

電報

_一 ー 一

電話

______一 一 ー ー 一 一 ー ー 一 一 ー ー 一 一

独 占 分 野
_一 一

加入
電信

一 一 一 一

専用

公 衆 電 気 通 信 業 務

_一 一 一 一 ー

デ ー タ 通 信

回線サー ビス

___一 一 一 一 ー 一 一

競 争 分 野
___一 一 一 一 ー 一 一

デ ー タ通 信

設備 サービス

▽ ▽ ▽ ▽

1
/
/

/
/

/
/

∪

▽

民間情報通信業
/
/
/

紗5
最 終 的 顧 客(公 衆)

「新展開す る米国電 気通信 政策 とわが国通信法 制Jに よる。 「デー タ通信」VoLgNo. 8(1977年8月 号)戸斤叫又。

2情 報通信業のサービスの概況

A電 電 公 社

電 電公社 のデー タ通信設備サ ー ビスは,電 信,電 話 等のサー ビス と同様 に公衆電気 通信業務の一

環 と して行わ れて い る。 したが って,サ ー ビスの提供 開始 に先立 って,公 衆電 気通信 法の規定 に基

づ き,料 金 その他 の主要 な提供 条件 にっ いて,郵 政 大臣の認可 が行 われ ることとされて いる。

サ ー ビスの対 象分野 につ いて は,従 来 か ら,技 術開発 に先導的 な役割 を果たす もの,公 共 的 なも

の,全 国的 なネ ッ トワー クを構成す るもの に重点 を置 くこととして いる。

電 電公社 が提 供 して いるサ ービスは,公 衆デー タ通信 サー ビス と各種デ ータ通信 サー ビス とに大

別 される(2-3-1表 参 照)。

公衆 デー タ通信 サービスは,電 電 公社 があ らか じめ用意 したシステムを共同 利用す る,い わば レ

デ ィメイ ド型サ ー ビスであ る。

販売在庫 管理 サー ビス(DRESS)は,販 売 在庫管理 に必要 な各 種伝 票の作成,フ ァイルの更 新,

管 理 資料の作 成等の処理 がで きるサー ビス と して,1970年9月 に東京地区で開始 されて以来,ほ ぼ

順調 な伸 びを示 して きた。1976年 度 末現在,ユ ーザ数972(前 年 度末比26.1%増),端 末 数3,190(前

年 度末比19.0%増),1ユ ー ザ当た りの平均端末数 は3.3台 と なってい る。
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科 学 技術 計算サ ー ビス(DEMOS,DEMOS-E)は,高 度 な技 術 計算 や経営 計 算 がで きる商

用TSSと して,1971年3月 に東 京で 開始 されて以 来 順 調 な伸 びを示 し,1976年 度 末 現 在 で は,

ユ ーザ数921(対 前 年 度 末比22.5%増),端 末 数1,102(対 前 年 度 末比24.1%増),1ユ ーザ 当た りの

平均端末数1.2台 と なってい る。

各種 デー タ通信 サ ービスは,電 電 公社 がユ ーザの 求め に応 じて システ ムを設置 しサー ビスを提供

す る,い わば オ ー ダ メ イ ド型 の シス テム ・サー ビスで ある。 このサー ビス も着 実 に増 加 し,1976

年 度 末現在,シ ステム数36(前 年 度 末比6シ ステ ム増),端 末 数5,851(前 年 度 末比1,360端 末 増),

1シ ス テ ム当 た り平 均端末数162.5台 と なって いる。 これ ら各種 システム を対象業務別 にみ ると,

預 金 ・貸付 ・為替 等の金 融業務 が依 然 と して多 い。

B国 際 電 電

国際電電 は,国 際電 電 があ らか じめ用意 した シス テム をユ ーザ が共同利 用す る,い わば レデ ィメ

イ ド型のサ ー ビス と して,1973年3月 か ら国 際 オ ー トメ ックスサ ー ビス を提 供 してい る。 この サ

ービスは
,同 一 ユーザ内の メ ッセー ジ交換 を行 うサ ー ビスで あって,サ ー ビス内容 と しては,メ ッ

セ ー ジの中継,通 信文の再送,伝 送 速度の変換等の機能 を持 ち,端 末制 御 につ いて はポー リング方

式 も可能 であ る。1976年 度 末現在 のユーザ数は14,端 末 数 は139で あ る(2-3-1表 参 照)。

国際電電 では,こ の ほか,ユ ーザの求 めに応 じて システム を設置 しサ ー ビス を提供す る,い わば

オー ダメイ ド型 の システ ム ・サー ビス を,1976年9月 か ら提 供 してい る。この サ ー ビス の 対象 業

務 は,ユ ーザ の国内本支店 と海外支店間の メ ッセ ー ジ ・スイ ッチ ング と国 内取 引先への メ ッセー ジ

配信で あって,1976年 度 末現 在の システム数 は1で あ る。

C民 間情報通信業

民 間の情報通信 業者の数 は,郵 政 省 が毎年実施 してい る 「1青報通信業実態 調査」 によれば,1976

年12月 末 日現 在 で54社 で ある。 ちなみ に,前 回(75年12月 末 日現在調査)で は39社,前 々回(74

年12月 末 日現 在調査)で は35社 で あった。

これ ら54社 の サー ビス システムの数 は80で あ って,1社 当 た り平均 システ ム数 は1.5シ ス テム と

なってい る。

80シ ス テムのサー ビス別 内訳 をみ ると,共 用 システム(複 数のユ ーザ にサー ビス を提供 して いる

システム)は41,専 用 システム(特 定の1ユ ーザ に対 してのみサ ー ビス を提供 してい るシステ ム)

は39で あ って,ほ ぼ半 々 となってい る(2-3-1表 参 照)。

共用 システム にあっては,多 くの用途の ために利 用 し得 る多目的 サー ビスが大部分 を占めて いる。

この システムの例 と しては,日 本 アイ ・ピー ・エ ム㈱ のCALL370サ ー ビス,㈱ 電通 国際情報サ ー
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2-3-1表 情 報 通信 サ ー ビ スの概 況

(1977年3月 末 現 在)

対 象 業 務 シス テ ム数 備 考

電

電

公

社

公 衆 デ ー タ

通 信 サ ー ビス

販 売 ・在 庫 管 理 サ ー ビス

(DRESS)

14 ユ ー ザ 数972

端 末 数3,190

科学技術計算サービス

(DEMOS,DEMOS-E)

8 ユ ー ザ 数921

端 末 数1,102

各 種 デ ー タ

通 信 サ ー ビス

金 融 業 務
自動車検査登録業務
座席予約業務
税務関係業務
信用・購買・販売業務
気象観測情報業務
環境情報業務
生鮮食料品流通情報業務
救急医療情報業務

25

1

1

3

2

1

1

1

1

総端末数5,851

小 計 58

国 際 電 電
国 際 オ ー トメ ックス サ ー ビス 1

ユーザ数14

端 末 数139

個 別 システ ム サ ー ビス 1

小 計 2

民 間 情 報

通 信 業 者

(54社)

販 売 ・在庫管理業務
共 用 3

ユ ー ザ数1,218

総 端 末数11,343

(注)日 本IBMを 除 く

専 用 12

証 券 取 引 業 務
共 用 2

専 用 4

銀 行 業 務
共 用 1

専 用 3

その 他 の特殊 業務
共 用 7

専 用 12

多 目 的
共 用 28

専 用 8

小 計
共 用 41

80
専 用 39

合 計 140

(注)公 衆 デー タ通 信 の シス テ ム数 は,セ ン ター数 と同一 で あ る。 資料:通 信白書
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ビ ス のMARK-Mサ ー ビス,㈱ 市況情報 セ ンターのQUICKビ デ オサー ビス ,セ ンチ ュ リ ・リサ

ーチ ・セ ンタ㈱ のCRCnetサ ー ビス
,日 本電 気情報サ ー ビス㈱のNEISNETサ ー ビス,日 本電子 計

算㈱ のJIP-TSS,日 本 情 報サ ービス㈱ のJAIS-TSS,富 士 通 ㈱ のFACOM-TSS等 が挙げ られ

る。

1シ ス テム当た りのユ ーザ数 は,共 用 システ ムが29.6社,専 用 システ ムが1社 であ り,ま た,1

シス テ ム当た りの端末数 は,共 用 システム が193.1台(た だ し,証 券 市場 の情報 を提供 す る1シ ス

テムの端 末数 を除 いた場 合 は,70.5台) ,専 用 システ ムが63.8台 と なって い る。

3情 報通信業の事業規模

電電公社および国際電電のデータ通信設備サービス部門ならびに民間情報通信業のそれぞれの事

業規模は,次 のとおりである。

売上高で見 ると・電電公社 と国際電電の1976年 度中のデー タ通信設備サー ビス部門の売上高は

約480億 円であり,民 間情報通信業の情報通信サー ビス部門の売上高は,約360億 円である。 した

がって,わ が国の情報通信業の総売上高は,約840億 円となる。 また,民 間情報通信業の情報通信

サービス部門の売」二高は,オ フライ ン・バ ッチ部門を含む情報処理サービス部門全体の売上高の3

分の1に 相当している。

なお,外 資系情報通信業の売上高は,民 間情報通信業の売上高に対 しては約20%の 割合を占めて

いるが,電 電公社,国 際電電を含めたわが国の情報通信業の総売上高に対 しては約9%と な
ってい

る。 ちなみに,ヨ ーロッパ諸国における情報通信業の売上高の うち,米 国系情報通信業の売上高の

割合は,フ ランスが約35%,北 欧が約40%,西 独が約65%,英 国では約85%と なっている。
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4デ ータ通信回線利用の現状

データ通信回線には,「特定通信回線」と 「公衆通信回線」の2種 類があり,公 衆電気通信法の改

正 に伴 い,1971年9月 に特定通信回線,1972年11月 に公衆通信回線 が,そ れぞれ,サ ービス開始さ

れた。

1977年3月 末現在,特 定通信回線は52,631回 線,公 衆通信回線は8,565回 線,合 計61,196回 線が

利用されている。

なお,公 衆通信網をデータ通信に利用する方法としては,公 衆通信回線を利用するほかにも,加

入電話網利用の場合は,加 入電話に転換器によりデータ通信端末装置を接続 して利用する方法,プ

ッシュホンそのものをデータ通信端末装置 として利用する方法と加入電話等の送受話器に音響カプ

ラによりデータ通信端末装置を結合 して利用する方法がある。また,加 入電信網利用の場合は,加

入電信 に接続装置にょりデータ通信端末装置を接続 して利用す る方法と加入電信機 そのものをデー

タ通信端末装置として利用する方法がある。

Aデ ータ通信 回線サー ビスの概要

(a)特 定通信回線サービス

特定通信回線サービスは,民 間企業等が設置す る電子計算機と遠隔地の入出力装置を直結する専

用線 タイプの電気通信回線 を電電公社が提供するサービスである。 したがって,電 子計算機 と入出

力装置との間においては常 に回線設定がなされている。このため特定通信回線は,入 出力装置を常

時電子計算機に接続 して使用する場合に適 した回線であり,各 銀行の預金オンライン ・システム,

製造業者,販 売業者相互間の販売在庫管理 システム,情 報処理業者のTSSシ ステム等において数

多く使用されている。

特定通信回線の種類は,2-3--2表 のとおりであり,近 時における電子計算機の利用技術の高

度化,今 後のデータ通信の普及発展等を展望 して,1978年4月1日 より,デ ータ伝送のみに利用す

る電気通信回線 については,割 安で利用で きることとし,従来の周波数帯域によ り分類 した品目(帯

域品目)の ほかに,符 号伝送速度により分類する品目(符 号品目)を 設けた。 さらに高速のデータ

伝送に利用できる電気通信回線として,D-1S規 格(帯 域使用 ・特),D-13(帯 域品目),9,600

b/s(符 号品目)が それぞれ新たに提供 されることとなった。帯域回線は,周 波数の分割使用ができ,

J-1規 格(240キ ロヘルツ帯域)は5っ の1-1回 線(48キ ロヘルツ帯域)に,1-1回 線は12の

D-1回 線(3.4キ ロヘルツ帯域)に 分割することがで きる。 また,1っ のD-1回 線は通常24の50
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ビ ッ ト/秒 回線(A-1回 線 相 当),12の100ビ ッ ト/秒 回線(B-1回 線 相 当),ま た は6っ の200ビ

ッ ト/秒 回線(C-2回 線 相 当)な ど に分割 す るこ とがで きる。

特定通信 回線の利 用 において,最 も特 長的 なことは,共 同使用,他 人使 用で あ り,こ れ らの大幅

な制 限緩 和 によ り,企 業 グループ等 によるオ ンライ ン ・ネ ッ トワー ク作 り,ま た,計 算 セ ンター

等の情報処理 業者 に よるオンライ ン ・サー ビス が可能 となって いる。

2-3-2表 特定通信回線サービスの品目

区

分

品 名
内 容

規 一格 種 別

帯

域

品

目

D規 格

(3.4キ ロヘ ル ツ)

D-1

(帯 域 使 用)

通 常0.3キ ロヘ ル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツ まで の周 波 数 帯域 を

伝 送 す る ことが 可能 な もの

D-1S

(帯 域 使 用 ・特)

通 常0.3キ ロヘ ル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツ まで の周 波 数帯 域 を

伝 送 す るこ とが 可能 な もので あ って,伝 送特 性 に関 す る補
正 を した もの

D-5

(1,200ビ ッ ト/秒 符 号伝 送)
1,200ビ ッ ト/秒 以 下 の デ ー タ伝 送 が可能 な もの

D-7

(2,400ビ ッ ト/秒 符 号伝 送)
2,400ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可能 な もの

↓

D-9

(4,800ビ ッ ト/秒 符 号 伝送)
4,800ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可能 な もの

D-13

(9,600ビ ッ ト/秒 符 号 伝送)
9,600ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可能 な もの

1規 格

(48キ ロヘ ル ツ)

1-1

(帯 域 使 用)

通 常60キ ロヘ ル ツ か ら108キ ロヘ ル ツ まで の周 波 数帯 域 を

伝 送 す るこ とが 可能 な もの

1-3

(48キ ロ ビ ッ ト/秒 符 号 伝送)
48キ ロ ビ ッ ト/秒 の デ ー タ伝 送 が可能 な もの

J規 格

(240キ ロヘ ル ツ)

J-1

(帯 域 使 用)

通 常312キ ロヘ ル ツか ら552キ ロヘ ル ツ まで の周 波 数帯 域 を

伝 送 す るこ とが 可能 な もの

符

号

品

目

50b/s 50ビ ッ ト/秒 以 下 の デ ー タ伝 送 が可能 な もの

100b/s 100ビ ッ ト/秒 以 下 のデ ー タ伝 送 が可能 な もの

200b/s 200ビ ッ ト/秒 以下 の デ ー タ伝 送 が可 能 なもの

1,200b/s 1,200ビ ッ ト/秒 以下 の デ ー タ伝 送 が可 能 なも の

2,400b/s 2,400ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が 可能 な もの

4,800b/s 4,800ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可能 な もの ・

9,600b/s 9,600ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可能 な もの

48Kb/s 48キ ゴ ビ ッ ト/秒 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

(注)1.D-1S規 格 は,直 営 の 変復 調 装置 と同等 の 変復 調 装 置 を用 い た場 合,お おむ ね9,600ビ ッ ト/秒 以下

の 符 号 伝 送 が可 能 なもの で あ る。

2.符 号 品 目は,専 ら符 号 伝 送 に使 用す る場 合 に限 り提 供 され,従 っ て,混 合使 用 は,認 め られ な い。
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(b)公 衆通信回線サービス

公衆通信回線サービスは,民 間企業等が設置する電子計算機と遠隔地の入出力装置 を加入電話ま

たは加入電信の回線および交換設備 を介 して結ぶ交換回線タイプの電気通信回線を公社が提供する

サービスである。 したがって,電 子計算機 と入出力装置との間においては常に回線設定がなされて

いるわけではなく,通 常の加入電話または加入電信利用の場合と同様,必 要のっ どダイヤルによっ

て回線設定 を行 う形態 となる。公衆通信回線の利用は,特 定通信回線のよ うに常時回線設定をする

までもない比較的データ量の少ない区間に適 している。また,既 成の全国的交換網 を利用すること

がで きるので,広 範囲にわたってデータ通信 を経済的に行 うことがで きる利点があ.るが,反 面,通

信速度,信 頼性,接 続時間などの面で,特 定通信回線に比べて種々の技術的制約が見られる。

公衆通信回線サービスには,加 入電話網 を利用する電話型公衆通信回線 と加入電信網 を利用する

電信型公衆通信回線の2つ の品目が設けられている。

電話型公衆通信回線は,交流符号伝送用でおおむね1,200ビ ット/秒 程度のデータ伝送が可能であ

る。なお規定周波数帯域は0.3キ ロヘルツから3.4キ ロヘルツとなっている。電信型公衆通信回線は,

直流符号伝送用で,50ビ ット/秒 以下のデータ伝送が可能である。加入電信サービスにおいては,

使用 コー ドはJIS6単 位 に限定されているが,電 信型公衆通信回線サービスにおいては使用コー ド

は利用者 が自由に選定で き,6単 位以外の符号伝送 も可能である。

Bデ ータ通信 回線の利用状況

(a)特 定 通信 回線

年間30--40%の 増 加率で成長 を続 ける自営 システムのf申び とあいまって特定 通信回線 の利用 も,

1969年 以 来40%前 後 の順調 な伸 び を示 して い る(1971年9月 前は専用サ ー ビス と して提 供 されてい

た)。利用状況 の全般的 な傾 向 としては,通 信速 度の速 いものの 占め る割合 が年 々多 くなって きてい

る。 また,自 営モ デムを接 続 して利用で きるD-1回 線(帯 域使用)の 増 加 が目立つ(2-3-3表)。

規格 別 に見 る と,200ビ ッ ト/秒 以下 の低 速回線の全回線 に占める比率 は年 々低下 の傾 向 をたどっ

て い る(1971年 度60.9%,1972年 度52.4%,1973年 度45.1%,1974年 度 および1975年 度38.2%,1976

年 度34.5%)。

1,200ビ ッ ト/秒 以 上の中高速回線 の年 々の伸 び率 は高いが,全 回線 に占める比率は年 々ほぼ一定

で あ る。 こ うした中で,D-1回 線(帯 域使用)の 伸 びにはめ ざま しいものがあ り,1977年3月 末

の全回線 に占め る比率は39.0%に 達 して い る。

特定通信 回線 の利用状況 を適用 業務 によ ってみ ると,こ こ数年来,各 銀行 のバ ンキ ング ・システ

ム,交 通信号機 による交通制 御 システ ム,各 製造業者,販 売業者 による販 売在庫管理 システム によ

る利用 が優位 を占め てい る。
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2-3-3表 データ通信回線の利用状況

年度末

区 別

1971 1972 1973 1974 1975 1976

回線数 回線数 対前年度比 回線数
}対前年度比

回線数 対前年度比 回線数 対前年度比 回線 数 対前年度比

特

定

通

信

回

線

A-1

(50b/s)

4,494

(33.2)

5,088

(27.9)

%

ll3.2

5,773

(22.6)
%

113.5

6,150

(18.3)

%

106.5

10,536

(23.1)

%

171.3

11,103

(21.1)

%

105.4

B-1

(100b/s)

126

(0.9)

172

(1.0)
136.5

361

(1.4)
209.9

555

(1.7)
153.7

529

(1.2)
△4.7

550

(1.0)
104.0

C-2

(200b/s)

3,623

(26.8)

4,286

(23.5)
118.3

5367
,

(2Ll)
125.2
'

6,087

(18.2)
113.4

6,332

(13.9)
104.0

6525,

(12.4)
103.0

D-1

(帯域使用)

1,874

(13.9)

3,463

(19.0)
184.8

6783
,

(26.6)
195.9
11,064

(33.0)
163.1
16,346

(35.9)
147.7

20509,

(39.0)
125.5

D-5

(1,200b/s)

3,223

(23.9)

4,916

(27ユ)
153.5

6,642

(26.0)
134.3

8,555

(25.5)
128.8

9,945

(21.8)
116.2
10,945

(20.8)
110.1

D-7

(2,400b/s)

172

(1.3)

266

(1.5)
154.7

515

(2.0)
193.6

907

(27)
176.1

1,528

(3.4)
168.5

2638
,

(5.0)
172.6

D-9

(4,800b/s)

　 一
一 64

(03)
一 193

(0.6)
301.6

268

(δ.6)
138.9

281

(0.5)』

104.9

1-1

(帯域使用)

0 6

(0.0)
一 3

(0.0)
△50.0

8

(0.0)
266.7

12

(0.0)
150.0 23

(0.0)
191.7

1-3

(48Kb/s)

一 一
一 7

(0.0)
一 14

(0.0)
200.0

29

(0.1)
207.1

57

(0.1)
196.6

計
13,512

(100.0)

18,277

(100.0)
134.9
25,515

(100.0)
140.0
33,533

(100.0)
131.4
45,525

(100.0)
135.8

52631,

(100.0)
115.6

公

衆

通

信

回

線

電 話 型

(おおむね1200b/s)

一 0 一 255

(31.8)
一 1,319

(50.2)
517.3

3,180

(60.6)
241.1

5,449

(63.6)
171.4

電信型

(50b/s)

一 0 一 547

(68.2)
一 1307,

(49.8)
238.9

2,065

(39.4)
158.0

3116,

(36.4)
150.9

計
一 0

一 802

(100.0)
一 2626,

(100.0)
327.4

5,245

(100.0)
199.7

8,565

(100.0)
163.3

合計回線数① 13,512 18,277 134.9 26317
,

144.4 36,159 137.4 50,770 140.4 61196
,

120.5

シ ス テ ム 数 ② 295 411 149.5 706 160.1 1,126 159.5 1,429 126.9 1999
,

139.9

システム当り回徽 ①⑫ 45.8 41.3 △90.4 37.3 △90.1
一

32.1 △86.1 35.5 110.6 30.6 △86.2

資料 出所:1977年 版 通 信 白書 によ る。

また,1シ ステム当たりの回線数は,公衆通信回線を含めて1977年3月 末で30.6回 線となっている

が,年 々減少の傾向にある。 これは,小 規模 システムの増加が要因 と考 えられる。

(b)公 衆通信回線

公衆通信回線の利用は,広 域時分割への移行が完了 して全国的に利用が可能と.なるとともに,そ

の数の増加は著 しいものがあり,需 要の旺盛 さがうかがわれる。

利用状況の全般的な傾向としては,電 信型公衆通信回線の利用において,公 衆網の開放以前にオ

フラインの形で加入電信 を利用 していた大手のシステムのほとんどが,オ ンライン化 を終 えたこと

もあり,ほ ぼ一巡 した感 じが出ていることが特長的である。1973年 度末時点では電信型公衆通信回
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線の利用が多くなっていたが,1974年 度末時点では逆転 して電話型公衆通信回線の利用が多くなっ

ている。今後は,中 速度のデータ通信への移行,音 響カプラ利用の増加傾向と合わせて電話型公衆

通信回線の利用 がますます増加するものと思われる。

(c)デ ー タ通信回線の共同使用,他 人使用,相 互接続

1971年 の公衆電気通信法の改正 により,デ ータ通信回線の利用上,電 気通信回線 を2人 以上の利

用者が共同で契約 して使用す る 「共同使用」と公社から提供 された電気通信回線 を他人に使用させ

る 「他人使用」 についての制限が大幅 に緩和された。

この結果,特 定通信回線の共同使用は,製 造業と卸売業等による販売在庫管理 システム,銀 行等

の各種金融機関の業務提携によるバンキ ング ・システム,運 輸業と旅行業の業務提携 による座席予

約システム等において数多く実現 しており,年 々増加の傾向をみている。

関連企業 による電子計算機の共同利用を可能とする特定通信回線の共同使用はその利便性,有 用

性から,今 後 ますます多方面 に増加 していくものと推測 される。

また,特 定通信 回線の他人使用は,民 間計算センター等が顧客に計算サービスや情報検索サービ

スをオンラインで提供す ることを可能としたものであり,科 学技術計算,情 報検索,事 務計算等幅

広 く利用 されている。

特定通信回線 と公衆通信回線の相互接続は郵政大臣の個別認可を必要 とするが,特 定通信回線 シ

ステムに公衆通信回線 を接続 して,こ れまで電話や加入電信によってオフラインで連絡 していた各

種の業務をオンライン化するケース等数多く実現 しており,そ の利便性から,今 後増加 していくも

の と推測 される。
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第4章 諸外国のコンピュータ産業

および情報処理産業

アメリカの情報産業

A1977年 に おけ る主要本 体 メー カーの 実績 』

アメ リカ系 の大 手 コンピュー タ本体 メー カーの1977年 度 決算 は2-4-1表 の とお りで ある。

全世 界の コンピュー タ産業界 の雄,IBMの 圧 倒 的優 位 は77年 度 も揺 るが ない。IBMは この年

も快調 な進撃 を続 け,増 収増益 の好 決算内容 を示 して いる。売上 高は181億3,300万 ドルで前 年度 に

比 べ11.2%のf申 び,純 益 は27億1,900万 ドルで13.4%の 伸 びとなってい る。

売上 高利益率で も,IBMは ユ5.0%と 高 い利益率 をあげ,Burroughsの10.1%,DECの9.9%,

NCRの5.7%,HoneywellとSperryRandの4.9%な ど を大 きく上 回って優 位性 を発揮 している。

IBMの 巨 大 さは2-4-2表 で も明白で ある。

2-4-1表 主要本体メーカーの77年 決算状況

売k(100万 ドル) 純 益(100万 ドル)
1株 当 り純 益

(ド ル)

Burroughs 2,127 215 5.31

CDC 2,300、 63 3.65

DEC 1,430 142 3.40

Honeywell 2,909 145 6.90

IBM 18,133 2,719 18.30

NCR 2,522 144 5.35

SperryRand
(Univac) 3,649 177 4.60

注1:DECは77年7月 ～78年6月 決 算,SperryRandは77年4月 ～78年3月 決算。

注2:い ず れ も連結 決 算 。Sperry,Honeywell,NCRな どは か な りの非 コ ンピ ュー タ事 業収 入 を含 む。
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2-4-2表 ア メ リカ 系 メー カ ーの 汎用 コ ンピ ュー タ 出荷 状況(世 界市 場)

'

1977年 出荷 1977年 末状 況

金 額

(100万 ドル)

比 率
(%)

設 置 金 額
(10億 ドル)

比 率
(%)

77く禦 減

IBM

PC周 辺 機 器

Amdahl

Ite1

$8,275

525

190

75

%

67.5

4.3

1.6

0.6

小 計 $9,065 74.0% $55.0 71.7% 十14.0%

Burroughs
HIS(+Xerox)
SperryUnivac
CDC
NCR
DEC
Singer
Cray

835

(注1)765

750

345

335

(注3)135

0

20

6.8

6.3

6.1

2.8

2.7

1.1

0

0.2

4.4

(注2)6.3

5.8

2.6

1.8

0.6

0.3

一

5.8

8.2

7.5

3.4

2.3

0.7`

0.4

一

十16.0

十7.3

十8.2

十9.5

十13.8

十26.8

-1 .2

一

小 計 $3,185 26.0% $21.8 28.3% 十10.4%

合 計 $12,250 100.0% $76.8 100.0% 十12.9%

注1

注2

注3

ミニ コ ン収 入1億3,000万 ドル を除 く。

Xerox製 機器 も含 む。

ミニ コ ン収 入11億 ドル を除 く。

(出 典:EDPIndustryReport78-5-19)

2-4-3表 ア メ リカ 系 メー カ ーに よ る ミニ ・コ ンピ ュー タ 出荷 状況(全 世 界)

台 数 金 額(100万 ドル)

1974 1975 1976 1977 1974 1975 1976 1977

DEC(注1) 14,000 13,800 19,500 37,500 395 500 710 1,100

Hewlett-Packard(注1) 4,000 6,000 5,500 4,800

(注2)
150 240 304 390

DataGenera1 6,095 4,800 6,800 10,900 92 112 197 279

HIS 725 925 1,600 1,600 50 62 112 130

GeneralAutomation 3,100 4,000 3,750 2,500 64 58 79 84

TexasInstrument 2,500 2,700 3,000 5,000 52 55 58 80

Perkin-Elmer(注3) 1,450 1,700 1,750 1,500 33 43 56 86

IBM 一 一 一 1,300 一 一 一 70

ModComp 900 875 650 703 26 38 37 54

ComputerAutomation 4,200 5,000 4,900 5,057 22 25 34 52

そ の 他 10,530 11,200 16,375 17,140 176 217 283 375

合 計 47,500 51,000 63,825 88,000 1,060 1,350 1,870 2,700

注1

注2

注3

ター ミナ ル お よび周辺 機器 出荷 を含む 。

ボ ー ド単 体CPUを 除 く。

ター ミナ ル を含 む 。

(IDC調 査 を もと に作成)



第4章 諸外国のコンピュータ産業および情報処理産業51

この 表 は全世 界 に向 けて のアメ リカの汎 用 コンピュー タの出荷状 況 をま とめた ものだ が,プ ラグ

・コ ンパ テ ィブル ・メー カーを含 めたIBMベ ー ス は
,他 の アメ リカ系 メーカー を圧倒 的 に引 き離

して いる。

2-4-3表 は アメ リカ系 メーカーに よる ミニ ・コ ンピュー タの出荷状 況 をまとめた もので あ る。

この分野で はDEC(DigitalEquipmentCorp.)が 最 大 の シェアを有 して いる。この分野 に参入

して まもない注 目のIBMは,77年 で8位 に位 置 す るが,近 い将 来大 きな勢 力にな ることが確 実視

されて いる。

BlBMの 動 向

1977年 のIBMの 最 大のハ イ ライ トは,3月 末 か ら4月 にかけて世界各国で発売 したIBM3033

プ ロ セ ッサ ーで あろ う。10月 に は3032,3031プ ロ セ ッサ ーも発 表 され,IBM303Xシ リーズ と呼 ば

れ るよ うになった。

IBM303Xの 発 売で特 に注 目 されたのは その価格 で あった。 コス ト・パ フ ォーマ ンス が,S/370

と比 べ て抜群 に向上 した。

303Xは 設 計上 い くっ かの注 目すべ き特徴 をもってい るが,全 体 としての特徴 は何 か といえば,そ

れは「脱CPU」 を はかった装置 で あるといえよ う。303Xは ニ ュー ・モデ ルで あ りなが ら 「プロセ ッ

サ ー」 とい う新 しい呼 称 が使 われた。

IBMは303Xで コ ンピュー タ ・システ ムの新 しい価格基 準 を設定 する とともに ,既 存の"(ス テムに

対 しても次 々 と価格 調整,つ ま り価格 の値 下 げ を実施 した。

一方
,IBM本 社 は価格 の手直 しとともに77年4月,標 準 レンタル以外の各種 リース契約 と して一

本化 した。IBMの この措 置 は,50年 近 く続 けて きた レンタル契約時代へ の訣別 ともみ られて い る。

IBMの こ れ らの措置 はEDP界 を揺 さぶ り,プ ラグ ・コ ンパ テ ィブルCPUメ ー カーを含 めた競争

メー カー各社 はいず れ も価格 値下 げ,機 能 強化で対抗 す る こと を強 いられた。1977年 も世 界のED

P界 は,IBMの 一 挙一動 に大 きく左右 されたのだ った。

このほ か,FCCのSBS(SatelliteBusinessSystems)認 可 は,IBMの 将 来方向 を知 る77年 最

大 の出来事 といって いいだろ う。IBMは この事業 に本腰 を入 れて いる。IBM自 身 の将 来 が
,安 価 な

デー タ通信 をど こまで利用で きるかにか かってい るか らで あ る。 しか しこの認 可 も
,最 新 の動 きで

は,78年8月 に裁判 所 が却下 してFCCに 再 検討 を迫 ってお り,流 動 的だ。

Cそ の他主要 メーカーの動向

Burroughsは11.8%の 増 収 と15.6%の 増 益 を達成 した。1977年 はIBMに 対 抗 して一連の機能 強化

と価格値下 げを行 うとともに303X対 抗 機種 およびスーパ ーコ ンピュー タのBSP,AFPを 発 表 した。
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また ミラビ ト社長 が会長兼任 に決 定 した。

CDCは77年5月 に組織再編 を行 った。今 回の再編 の特徴 は システム事業の位置 づ けを小 さくした

ことと,教 育 システ ムPLATOを 中 心 に した教育部 門 を独立 させたこ とにある。CDCの 全 ビジネス

に占め るコンピュー タ本体事業 の比率 は低 下 して,現 在で は利益 も生み出せ ない状態 に あり,CD

CはPLATOを 将 来戦略 の中心 にす えてい る。

Honeywellは1977年 決 算で16.7%の 増 収 と28.3%の 増 益 を記録 した。しか しコンピュー タ部門は,

IBMに 次 ぐ世界第2の カス トマー ・ベー ス をもちなが ら,そ の財 務内容 は主要5社 中最低で,コ ン

ピュー タ事業縮 小 の噂 も流 れた。77年 の 主 な動 きは,GE株 を全株取得 してHISを100%子 会 社 に

・した こと,OSア ンバ ン ドリングの方向 にふみ だ した ことなどがある。

NCRは 現 在第2の 革命期 に入 ってい る。つ ま り,こ れ までの・」・～中型 コ ンピュー タ ・サプ ライヤ

ー から,フ ル ・ライン ・コ ンピュー タ ・サ プ ライヤーへ の変身 の道 であ る。1977年 決 算で は9%の

増 収,50%に の ぼ る増益 を達成 した。

Univacは,VarianDataMachinesを 買 収 し,弱 かった ミニコ ン部 門を本体 メー カー 中屈指 の

ものに増強 した。現在UnivacはSperryRand全 体 の半分近 い収益 と,各 事 業部 中最大 の利益 を生

み 出 して いる。

Amdahlの 成功 によ り大 きく注 目され は じめた プラグ ・コ ンパテ ィプルCPU事 業 は,そ の後ltel,

CDC,MagnusonSystems,OPM・LeasingServiceと 次 々 と後続 メー カーが続 いてい る。業

界観 測筋 によれば,今 後2年 間でプ ラグ ・コ ンパテ ィブル周辺機器事 業 と同程度 の規模 に成長 す る

とい う。

Dコ ンピュ ー タ ・サ ー ビス産 業 の動 向

1960年 代 にわず か1億5,000万 ドル程度 のマーケ ッ トとして,ソ フ トウェアの開発 とバ ッチ処理 を中

心 に始 まった アメリカの コ ンピュー タ ・サ ー ビス産 業 は,今 日では50億 ドル を越 える一大産業 とな

って い る。現 在で はサ ービス ・マーケ ッ トは十 分成熟 してい ることもあって,今 後5年 間に急激 な

成長 は認 め られないものの,将 来の発展 が期待 されてい る。

コンピュー タ ・サー ビス産業 の規模 は,ア メ リカの調査 会社Input社 によ ると,1977年 で68億 ドル,

今後5年 間の平均 年間成長率 は16%と 予 想 されてい る。

バ ッチ処理 サー ビスからオ ンライ ン ・サ ービスへ の移行 は,今 後 もますますその傾 向 を強め,急

激 な成長 がみ られ るだ ろ う。 この なかで も業 界 に特 化 した業 界専 用のオ ンライン ・サ ービスの成 長

が著 しい。 また,最 近の ミニ コンピュータ,オ フィス ・コ ンピュー タの台頭,業 界専用 のアプ リケ

ニ ション需要 か ら,パ ッケー ジ ・ブームが再 び起 ころ うと して いる。

コンピュータ ・サ ー ビス会 社は,今 まで の単一サ ー ビス を行 うもの か ら次第 にマ ルチ ・サー ビス
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・ベ ンダーへ と移 行す る傾 向 がでてい るが,大 規模 ベ ンダー による企業 の吸収合併 は今後 も行 われ,

ます ます巨大化 してい くことになろ う。 これは,最 近 の コ ンピュー タとコ ミュニケー ションの結合

からもいえることで あ る。'

E電 気通信分野の動向

史上最大の独禁法係争 と・いわれるAT&T対 司法省の係争は,74年 に再度法廷にもちこまれ,や

っと76年11月 になって予審 に向かって動 きだ したが,そ の後 も遅々たる動 きしかみせていない。

一方AT&Tは
,34年 通信法を改正 して自己の独占的立場 をさらに確固たるものにしよ うと画策,

議会に働 きかけているが,特 殊通信会社や相互接続機器 メーカーを始めとする反対陣営 もこれを阻

止 しようとしている。'

また,技 術革新により通信 と情報処理の境界がますますあいまいになって きたため,FCC(連 邦

通信委員会)は 第2次 コンピュータ/通 信調査に着手,77年 末 には関係各方面からの意見聴取を終

え,目 下最終検討に入 っている。 この調査の結果,ど のような裁定が下 されるかは定かではないが,

AT&Tを 始 めとする通信業者各社,改 正が論 じられている通信法,さ らにはAT&Tの 独禁法係

争の行方にも有形無形の形で影響があることは必至だ。
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2欧 州 主 要3カ 国 の コ ンピュー タ産業 の動 向

Aイ ギ リス

イギ リスの コ ンピュー タ産 業界 は,同 国 政府の政策転換 もあ って,今 後 はICL主 体 の メインフ レ

ーム分野以外 も活況 を呈 す るとみ られる
。 イギ リス政府 は,76年 度 でICLに 対 す る助成金 を止 めた

後,「 マ イクロエ レク トロニ クス ・サポー ト」と称す る新 しいて こ入 れの方向 を打 ち出 して いる。 こ

れ によって,マ イクロコ ンピュータあるいは ミニ コン ピュー タ,超LSIな ど,従 来 イギ リスで取

り残 されていた分野 が急 激 にクローズ ・ア ップ されて きた。例 えば,マ イクロプロセ ッサ および64

KRAMの 開 発生産 をね ら うINMOSの 設 立 な どは その好例 で あ る。

コンピュータ ・サ ー ビスの分野で も,企 業庁(NEB)が 設 立 したInsacが ,ア メ リカ市場 での ソ

フ トウェア ・パ ッケージ販 売 およびプ レステルの ノウ ・ハ ウ販 売 を軌道 に乗せっつ ある。
び

〈躍進 す るICL>

1968年 に設立 されたICLは,今 や ヨーロ ッパの代表的 メー カー に成長 した。同 じく国産 コ ンピュ

ー タ育 成策の中枢と して出発 したフ ランスCIIが
,結 局 アメ リカ系のハ ネウエ ル ・ブル と合併 した

こ と,あ るいはまた,西 ドイツの シーメ ンスが,コ ンピュー タ事業で依然赤字 を計上 して いる こと

を思 えば,今 日のICLの 成 功 には見 るべ きもの が多い。

最近のICLの 最 大の成果 は,何 といって も新主 力機2900の 完 成 であ る。同 シリーズは,73年4月

のモデ ル2903発 表 以 来,77年11月 のモ デル2950に よ って,IBMシ ス テム32か ら370/168ま で を カバ

ーす るフル ・レイ ンジが整 備 された
。

また,76年 に展 開 した シ ンガー社海 外事 業部門 および同社子会社 のCogar社 買収 は,イ ギ リス国

策 メー カーの イメー ジを打 ち破 るもので あった。 この 買収 によってICLは,① システム10お よ び110

に よ るロー ・エ ン ド部 門強化②1500に よ るデ ィス トリビューテ ッ ド・デー タ ・エ ン トリイ部 門の競

合 力強化③POS市 場 への 新規 参入④ 海外各市場 における販売網拡充 など多大の利点 を得た。

ICLの 動 向で も うひ とっ見逃 がせ ないの は,ICL育 て の親 ともい うべ きG.ク ロス氏の突然 の辞

任 で ある。同氏 は72年5月,マ ネジ ング ・デ ィレクター と して就任 す るや,「5年 構想」な るもの を

発表 し,低 迷ICLの 躍 進 を約束 した。同氏の辞任 の理 由には謎 め いた ものも伝 えられているが,結 果

的 には,①2900シ リーズの完成② シンガー/C・garの 買 収③ 海外 マーケテ ィング網 の拡充④CDC/

NCRと の周辺装置 合併 事業⑤ 売上/純 益の安定増大 とま さに大 い なる遺産 を残 した。 それだ けに,

ポ ス ト・クロス あるいは ポス ト助成金 など,今 後 のICLの 行 方 が注 目されてい る。
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1CL2900シ リー ズ整 備 状況

モデル名 発 表 時 期 . IBM対 応機種

2980 74年10月
システ ム370/165-n

システ ム370/168

2970 74年10月
シ ステ ム370/155一 皿

システ ム370/158

2960 76年3月
シ ステ ム370/145一 田

シ ステ ム370/148

2950 77年11月 シス テ ム370/138

2904 76年5月 シス テ ム370/115

2903 73年4月 シス テ ム3/12

2903/20 76年2月

1

シス テム3/8
、 一
ンスア ム32

2-4-5表lCLの 業 績 推移
(単位100万 ポ ン ド)

1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977

総売上 高 92.2 115.4 130.9 150.9 154.3 168.6 200.5 239.8 288.3 420.0

1
税引後純益 2.8 3.4 4.7 5.3 1.0 6.8 7.0 9.4 12.5 18.6

1

2-4-6表iCLに お け るG .ク ロス 氏 の足 跡

年 月 出 来 事

1972年5月 ● ク ロ ス氏
,Univacよ りICLへ

]2月 ●72年 度決 算報告(総 売上154百 万 ポ ン ド,税 引前 利益3.32百 万 ポ ン ド,海 外売上50百 万 ポ ン ド)

●5年 後,売 上高倍 増,50%を 海外 で達 成 す る旨表 明
、

1973年4月 ●ハ ノー バ ー 見 本 市 で ニ ュ ー ・レ ン ジ の 先 兵
,モ デ ル2903発 表

1974年10月 ●大 型 モ デ ル2970
,2980発 表

1975年8月 ●CDC/NCRの 合 併 会 社
,ComputerPeripheralsInc.に 参 加

1976年2月 ●モ デル2903/20(IBMシ ステム32対 抗)発 表

3月 ●モデ ル2960発 表

●Singerビ ジネス ・マ シンズ海 外事業吸収 を表明

5月 ●モデ ル2904発 表

6月 ●Singer子 会 社Cogarの 買 収 発 表

9月 ●イギ リス政府 か らの最後 の助成 金(40百 万ポ ン ド)を 入手

12月. ●76年 度決 算報告(総 売上 高288百 万 ポ ン ド,利 益23百 万 ポ ン ド,海 外売 上115百 万 ポ ン ド)

1977年11月 ●モ デル1950発 表
、

●クロス氏辞 任発表

12月 ●77年 度 決算 報告(総 売 上420百 万ポ ン ド
,利 益30百 万ポ ン ド,海 外売上50%を 突 破)
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Bフ ラ ンス

フラ ンスの コンピュー タ産業 界は,76年7月 にCII-HBが 発 足 した ことによって,新 しい局面 に

突入 した。っ まり,ヨ ーロ ッパ諸国 の中で も,特 にナ シ ョナ リステ ィ ック な政策 を展開 して きた同

国政府 が,欧 米企業合併 とい う思 い切 った手 を採 ったため に,同 国 だけで な くヨー ロ ッパ全体 の コ

ンピュー タ産業界 に新風 を吹 き込 む ことになった。 ヨー ロッパ連合 ユニデ一 夕の崩壊 の原因 ともな

ったCII-HBの 発 足 は,そ の後 イギ リスICLと 日立 の技術提 携 とか西 ドイツSiemensと 富 士通 の販

売提携 あ るいは半導体分野 での欧米協 力路線 など,ヨ ーロ ッパ全体 の活動 を活発化 す る要因 にもな

ってい る。

CII-HBの 発 足 は さらに,フ ランス国内の ペ リア ンフ ォルマ テ ィク と称 され る分野 に も影響 を及

ぼ して いる。 フ ランス政府 が,CII-HB合 併 によ る汎 用本体部門 だけで な く,ミ ニ コン/マ イクロ

コ ンピュー タ/固 定装 置/タ ー ミナル などのペ リア ンフ ォルマテ ィク部 門 の強化 も約束 しているか

らだ。通称 プ ラン ・ペ リ(CII助 成 を中枢 とす るプ ラン ・カルキュル に対応)と も呼 ばれ るこの

政 策 は,業 界3グ ループ化構想 に重 点 を置 いている。 すで に,ト ムソ ンCSFが 旧CIIの ミニコ ン事

業 部門 とTelemecaniqueを 傘 下 に入 れて,SEMSと 称 す る第1グ ループ が発足 してい る。

コ ンピュー タ ・サ ー ビス分野 で も,依 然 と して業 界再編 成 が進展 してい る。 フラ ンスの コンピュ

ー タ ・サー ビス企業 は ,規 模 の点で もヨーロ ッパで最大 クラスの もの が多 いが,こ れ らが互 いに結

束 を固 めて い'る点で注 目 され る。例 えば,CAP,SOGEPI,GEMINI3社 の合併,CISI/SIAの

合併,さ らにCISIがSOGEPI様 式 の34%を 買 収 してい るためCISIを 中 心 に これ ら企 業 がグルー プ

と して アメ リカ企業 なみの勢力 を持つ に至 って いる。

〈統一 ライ ンの行方 が注 目され るCII-HB>

CII-HBは77年 度 決算 にお いて,総 売上高773百 万 ドル,同 純 益29百 万 ドルを達成,ま ず順調 な

ス ター トを切 った。 また,合 併 によって,国 内汎 用 コンピュー タ市場 シェアも28.5%(76年 末 台数

ベー ス),同 ヨー ロッパ市場12.9%(同)と 文字通 りヨーロ ッパ ・メー カー と しては最大規模の企業

となった。

CII-HBが 現 在販 売 しているコ ンピュー タは,CIIとHoneywell-Bullの ライ ンをそのまま引継 い

だもので ある。 すなわ ち,CII系 のIRISお 』よび77シ リーズ(旧 ユニデー タ7000ラ イ ン)とHB系 の シ

リーズ60で あ る。 これ らの製品群 には,規 模 の点で かな りの重複 があるが,フ ラ ンス国 内のユーザ

ー保護 の面で
,当 面 はこ うした状 況 を続 ける しかない。 しか し,80年 代 に向 けては,こ れ ら製品群

の統 合政策 も研究 して お り,す で にP7Gお よ びUnisysと 称 す るプロ ジェク トを発 表 して いる。

P7Gの 詳 細 は不明だ が,CII-HB保 有 の多様 な製品群 を リンクす るソフ トウェ ア開発 などが主

なね らい といわれる。 また,旧CIIが 進 めて いたYプ ロ ジェク ト(7000シ リーズ大型 機開発)も 含 ま
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フラ ンスの主なべリ・アンフォルマティク企業

企 業 名 形 態 主 力 機 器 備 考

イ ンテ リ ジ ェ ン ト ・ ター

Transac CGE子 会社
ミナ ル(lncotermSPD)

ヨー ロ ッパ 近隣 諸 国 へ の輸 出 に強 い

Thomson
T-VT T-VT6000タ ー ミ ナ ル 設計から製造まで完全に国産

子会社

Thomsonと ミニ コ ン ピ ュ ー タ フ ラ ン ス 第2の ミ ニ コ ン ・メ ー カ ー と 知
",

Telemecanique

Electrique
合併

(SEMS設 立) (蒜6'T2000)
られ国 内 シ ェア22%

CGEが46% ア ル フ ァ ・ニ ュ ー メ リ

所有 ッ クお よ び グ ラフ ィ ッ CGEが 完 全所有を打診 している
Sintra

ク,デ ィ ス プ レ イ ・タ

一 ミナ ル

ミニ コ ンおよ び医 療機 輸出活動ではこの分野で最強,ア メリカ
Intertechnique 独立系

器 Microdata社 と ラ イセ ンス契約

RZE(R6alisations 独立系 ミニ コ ン ピ ュ ー タ Intel8008マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ ー ・チ ッ
.

etEtudes (Mical) プ をベ ー ス にMicralを 開発 。有 力 なフ ラ

Electroniques) ンス の シ ステ ム ハ ウ ス

Electro-bell 小 型 ビジ ネス ・コ ン ビ 再編 第3の 核 と見 られて い る。 ビジ コ ン

Logabax (ベ ルギ ー) ユ ー タ,マ ト リ ク ス ・ で は フ ラ ン ス最大 手

の傘下 プ リ ン タ ー

独立系 イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・タ ア メ リ カDatapoint社 の フ ラ ン ス/ベ ル

MatraEngins 一 ミナ ル
,デ ー タ ・エ ギーにおける販売権を持つ

ン トリー シス テ ム

3社 の販売機 モ デ ム,マ ル チ プ レ ク SAT,Sagem,CSEE3社 の 共同 販 売 コ

G3S(Groupdes 関 サ,テ レプ リ ン タ,グ ン ソ ー テ ィ ウ ム

3S・ci6t6s) ラ フ ィ ッ ク ・デ ィ ス プ

レイ,通 信機 器

独立系 航 空 エ レク トロ ニ クス, 有 力 なメ ンテ ナ ンス お よび システ ム ・エ

ター ミナ ル ン ジニ ア リン グ企業 で 最近RJEタ ー ミ

SFENADSI
.

.ナ ル ・メ ー カ ー,Ordopro-cesseurs

を吸収 した

Phihps ミニ コ ン ピ ュ ー タ フ ラ ンス国 内2工 場 で ミニ コ ンを製造 し

Philips
(オ ラ ン ダ) (P850Mシ リー ズ) て い る

DataSystems
子会社

Philips 電話機器 フ ラ ンスPTT

TRT
が一部所有

'

CGCT ITT子 会社 モデム,マ ルチ プ レクサ 一
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れて いるとみ られる。一方,Unisysの 方 は,現 在 のCII-HB製 品系 をひとつ の シリーズに統合 しよ

うとするもので,い わばCII-HBの 次 世代主力機 とな る。

2-4-8表Cl1-HBの プロフィール2-4-9表Cll-HBの 製品ラインアップ

設 立 1976年7月1日

住所 94AvenueGambe巳a75960Paris

(旧Honeywell-Bull社 に同 じ)

会長 J.P.プ ル レ(1日Honeywell-Bull社 長

取締役会 11名 で構成(う ち6名 はマ シン ・プル,

4名 はHISの 推薦,1名 は話 し合 い)

従業員総数 19,000人(う ちR&D要 員2,500人)

生産施設 フラ ンス国 内2ヵ 所(Angers,Belf・
ort)*旧CIIマ シンは,80年 まで ツ
ールー ズ工場 で 実施

販売地域 ○ ヨー ロ ッパ(イ ギ リス,ア イル ラン
ド,イ タ リア,ユ ー ゴは除 く)
O南 米諸 国(キ ューバ以 南)
層Oア フ リカ諸国(マ ダガス カル含む

,

南ア除 く)O中
近東 諸国

主力機 077シ リーズ/IRISシ リー ズー
CII系

○ シリーズ60-HB系
*97G,Unisysプ ロジェ ク ト推進 中

田Sと の関係 諮鷺昌留戦岬論 調
における製品戦略,企 画,R&D予 算
配分,新 製品公表などを任務

CII-HB IBM

HBCH
61/58 SyStem/32

61/60

I

System/3
4

61/60.62/40 8

62/40 12

62/40.60
`

15

62/60.64/207720
System/370
115

64/30 115-2

64/407730
1

125

64/507730 125-2

66/05andlO7735;IRIS45
`
135

66/05and107735
I

l35-3

66/05and107740
I

l38

66/10and207740;[RIS45 145

66/10and207740;IRIS55
I

l45-3

66/07,10,201RIS55 148

66/20and401RIS60 155

66/17and401RIS60 155-ll

66/17and401RIS60
1

158-3

dual66/40 158MP

66/27,60,801RIS80
.
165

66/27,60,801RIS80 165-11

66/27,60,801RIS80 168-3
1

168APS

dual66/60
1

168MP

195

C西 ドイツ

西 ドイツ において も,イ ギ リスや フラ ンスなど と同様,政 府 のサ ポー ト対 象 が汎 用国産機一辺倒

か ら次 第に広 範囲 な部 門 に移 行 して きている。現 在進 め られて いる第3次 デ ータ処理振興政策 は,

1年 延 長 されて80年 まで カバ ー されるこ とになったが,① コン ピュー タ産業R&D助 成② アブ.リケ

ー シ ョン開発③ 教育 を3本 柱 に している。R&D助 成 では
,従 来 のSiemens偏 重 か ら,Nixdorfや

Kienzleな ど ミニ コン分野へ のて こ入 れ を大 きく して いる。

アメ リカの調査会社IDCの 統 計 によると,西 ドイツの76年 末 における汎用 コンピュー タ設置 ベ

ー スは10
,660台,こ の うち8,839台 は ア メリカ系 メーカーのもので あ る。台数 および金額ベ ースの シェ

アで も,1位IBMが62.2%,61.2%と 圧 倒 的 に強 い。Siemensは18.2%,13.3%で 第2位 にっ け

てい るものの,イ ギ リスのICLや フ ランスのCII-HBと 比 較す る と国内で の基盤 の弱 さは歴

然 と してい る。

Siemensの コ ンピュー タ事 業 は,依 然赤字 を計上 してい る。同社 の事業 を振 り返 ると,度 々の不
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運 に見 まわれ て きた。 まず,ラ イセ ンス協約 を して いたRCAの 突 然 の撤退(71年),成 果 の出 なか

ったNixdorf/Telefunken合 併 事業 の吸収(74年),ヨ ー ロ ッパ連合ユ ニデ ー タの崩壊(76年)と 続・

き,結 局独 自路線 を打 ち出 して現 在 に至 ってい る。

独 自路線 表明後 は,コ ンピュー タ事業 を再編 して出直 して いる。新事業部 は,同 社 の全 ビジネス

の中枢 として,他 事業部門 とも密接 な協 力関係 をとって お り,カ ス トマ ーの信頼性 も上 向 いて きて

い る。

主 力機 と して は,ユ ニデー タか ら継承 した7,000ラ イ ンがあ り,大 型 レイ ンジを除 いてはほぼ整

備 されて い る。懸案の大型～超大型機 につ いて は,周 辺 装置 なども含 めて,富 士通 と相互融通 も含

めて業務提携 して いる。

2-4-10Siemens/IBMの 主力機納入比較(78年3月)

Siemens IBM

モデル名 第1号 機納入 モデル名 第1号 機納入

4004/220 1975年1月 370/115-0 1973年10月

7,722 76年2月 115-2 76年4月

7,730-1 75年7月 125-0 73年6月
7,730-3 76年11月 125-2 76年4月

7,740 75年8月 135 72年5月

7,738 76年11月 138 77年2月

7,750 75年7月 145 71年7月

7,748 76年11月 148 71年3月

7,755 76年7月 一 一

7,760 78年 第1・ 四 半期 158UP 73年4月
『 一 158AP 73年4月
一 『 158MP 74年3月

(7.770) (79年 第1・ 四 半期?) 168UP 73年8月
一 一 168AP 76年6月
一 一 168MP 74年3月



/

60第2部 情報産業の動向

第5章 諸外国の情報通信業

1ア メ リカの情 報通 信 業

ANlS

アメ リカでは,ユ ーザ ー側 に設置 された端 末機 をデー タ通信 ネ ッ トワー クを通 じて,サ ー ビス提

供業者(「NISベ ン ダー」 と い う)の 中央 コンピュー タに接 続 して情 報処理 ・情報提供等 を行 う,

い わゆ る情 報通信サ ー ビス をNIS(NetworkInformationService)と 呼 んでい る。

NISベ ン ダーの提供す るサー ビスは,一 般事務計算,科 学技術 計算,専 用アプ リケ ーシ ョン,

デ ー タベース等多岐 にわたって お り,サ ー ビス提 供方式 にも,照 会型,会 話型,リ モー ト・バ ッチ

型等 が ある。

主 なNISベ ン ダーの売上 げ状況 は2-5-1表 の とお りであ るが,NIS業 界 は,今 後 数年間,

年 平均約20%の 高 成長 を遂 げて い くもの と期待 されて いる。

しか しなが ら,小 型で ビジネス システムの進展,企 業内 タイム シェア リングシステムの発展等 に

よ り,そ の市場環境 は厳 しい もの となって いる。 また,NISベ ンダー間の競争 も激化 してい く一

方 で あり,競 争 によ る淘汰 の結果,1980年 代 初期 には10社 以 下 になるとの予測 もある。GE,CD

C,TYMSHARE等 の 大 手 ベ ン ダー は大 規 模 ネ ッ トワー クの構 築 によ り,ま た,独 自の ネ

ッ トワー クをもたない中小 ベ ンダーは特殊 なアプ リケー シ ョン,ユ ニー クなデー タベ ースの提 供 等

によって,こ の厳 しい環境 に立 ち向お うと している。



第5章 諸 外国 の情 報 通 信 業61

2-5-1表 主 要NlSの 売 上 げ状 況

1974年(単 位:百 万 ドル)

会 社 名 NIS バ ッ チ 計

ControlDataCorporation 125 70 195

GeneralElectricInformationSystems 87 87

BunkerRamo 40 40

Tymshare 33 33

ComputerSciencesCorporation 33 33

McDonnellDouglasAutomation 33 33

NationalDataCorporation 32 32

NationalCSS 30 2 32

NCR 28 28 56

UCC(Wyly) 23 8 31

GTE 23 23

ElectronicDataSystem 22 100 122

Computax 20 20

UCS 16 16

BoeingComputerServices 15 10 25

OptimumSystems 14 11 25

Cyphernetics 14 14

AutomaticDataProcessingInc: 7 105 112

資料:IDC社

BVAC

VAC(ValueAddedCarrier:付 加価 値通信 事業者)と は,既 存通信 網の各 ノー ドに ミニ コ

ン等 を設置 してパ ケ ッ ト交換方 式等 によ る高速,高 品質 のデー タ通信 網(VAN)を 提 供す る もの

で あ り,1976年 のFCC(連 邦 通信委員会)の 裁定で,FCCの 規 制下 にある公衆通信 事業者 とさ

れた。

この結果,ア メ リカの電気通信 事業者 は2-5-2表 の よ うに分類 され るこ ととなった。

1977年2月 現 在,FCCの 認 可 を うけたVACお よび提供サ ー ビス等 は2--5-3表 の とお りで

あ るが,WUT,ITT等 の記録 通信業者 とは競 合関係 にあ り,MCI等 の特殊通 信業者 との関係

も微 妙で ある。 ただ し,専 用線 の賃貸者で あ るATTや 衛 星 通信業者 か らは専 用線 需要 の開拓者 と

して優遇 されて お り,両 者 との 関係 は極 めて良好 であ ると言 われて い る。
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電
気
通
信
事
業
者

伝送設備
所有事業者

(第1次 的通信事業者)

伝送設備
非所有事業者

(
第2次 的
通信事業者

既存通信
事業者
common

2-5-2表 米国電気通信事業者の分類一覧表

音声業者

響烈

→ATT,Bell系23社,HTC,

独 立 系 約1 .,500社(GTE,そ の他)

国内業者 →WU社,独 占

RCAGlobcom

ITTWorldcom

国 際 業 者 →WUI

TRT

その他

特許事業者→Comsat

CornsatGeneral

－ 般 業 者 →RCAAmericanCommunication

SBS

ASC

特 殊 通 信 事 業 者

(Specializedcommon

carrier)

再 販 売 業 者

Resalecommon

carrier

〈営 利 〉

〈非 営 利 〉

共 同 使 用 団体

1(Sharing)
」 」

→MCI ,Datran,USTS,SPC

再 販 売 処 理 業 者

(Resale

processor)

再販売周旋業者

other

resale

operator

Computer

resale

operator

ご1蓼寮]一難:)
通信業者

混藷 竃]一(Tymnet)

「

鑛誓1蕊 ㏄
L－

→ARING

ARPA(DCA)

→SITA

SWIFT

「 一 ー 一 「

1`

|l

L___」

commoncarrierと しな い。

通 信 法TitleIIの 規 制 を う

け な い。

(資 料:勝 部 日出男)
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2-5-3表VACの 状 況(1977,2現 在)

VAC名 FCC認 可年月 サ ー ビ ス 内 容 海 外 進 出

TELENET 74.4.

ARPANETの パ ケ ッ ト交換

技 術 利 用 。 コ ン ピュー タ間,コ

ンピ ュー タ端 末 間サ ー ビス。

・カナ ダのDATAPACと 接

続

・イギ リス,フ ランス 等

GRAPHNET 74.1.

パ ケ ッ ト交 換 方 式 によ るFAX

通 信 サ ー ビス 。 メ ッセ ー ジ交換

サ ー ビス可 能 。

・ヨー ロ ッパ11か 国(イ ギ リ

ス,フ ラ ンス,ス イ ス,ベ

ルギ ー等)と の接 続

TYMNET 76.12.

TYMSHAREの ネ ッ ト ワー ク

利 用。TSSメ ッセ ー ジ交 換サ

ー ビス等 。

・イギ リス,カ ナ ダ,メ キ シ

コ との 接 続

・日本 「国 際 タイム シェ ア」

ITTDTS 76,12.

COM-PAK網 とい われ るメ ッ

セ ー ジ交 換 とパ ケ ッ ト交 換 サ ー

ビス。

MCIDTS 申請中 パ ケ ッ ト交換の欠点是正す る回線共用

PCI 73.11. パ ケ ッ ト交換(撤 退)`

資料:郵 政省 「1976年度付加価値通信網実態調査報台書」

C ATT

ATTは ・ 世 界最大の通信設備 をもつ公衆通信業 者で あるが
,一 般 の電 話サ ー ビスの他,2-5

-4表 の よ うなデー タ伝 送サ ービス を提供(ま たは計画)し て いる
。

2-5-4表ATTの データ伝送サービス

サ ー ビ ス 分 類 サービス名称等

ア ナログ交換 DDD,WATS,デ ー タ ホ ン50

アナログ専用線 シ リ ー ズ1000,3000,5000,8000

デ ィ ジ タ ル

DDS:専 用 線 サ ー ビス

DSDS:高 速 ディジタル・データ回線交換η緬 昂)

パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ ス(計 画 中)BON:

資料:電 総研 「欧米諸国におけるデータ通信の動向(53.3)」

ミ　　
また,ATTは 情 報通信サ ー ビス分野 に も積極的姿勢 をもってお』り,dataspeed40/4,TNS

な 　

(TransactionNetworkService)等 を 提 供 して い る 。 こ れ に 対 し て は,IBM,NISベ ン ダ

シ　 ヨ

ー等の競合サ ー ビス提 供者 か ら
,1956年 同 意審決 に違反 す るもので ある との反発 をうけて いる。

注1Dataspeed40/4:コ ンピュータに接続 されるインテリジェン ト端末装置。1978 .2.控 訴 裁判所の承

認 を得た。

注2TNS:電 子 的送金等のアプ リケー ションをもつ。1976年 サー ビス,開 始。
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注3同 意審決:司 法省による独禁法訴訟上の和解で,ATTは デー タ処理業務 に従事で きないこととな

った。

DlBM

世 界 最大の コ ンピュー タ ・メーカーで あ るIBMは,情 報通信サ ービス分野への関心 が非 常 に高
注1

く,1976年10月 新SNAの 発 表,1977年1月FCCに よ り認 可 されたSBS社 へ の 出資等活発 な活

動 を行 って いる。

この よ うに,IBMは,1980年 に向 って,従 来 の中央 処理 装置 中心の事業 か ら,分 散処理 体系 一

分割化 されたコ ンピュー タ ・システ ム資源 のネ ッ トワー ク体系 一の完成等,通 信 を含 ん だ トー タル

・システ ム作 りへ とその戦略 を転 換 してい くもの と思 われる。

注1SBS社:SateliteBusinessSystems社

コムサ ッ ト・ゼネラル社,エ トナ社,IBMの 共 同出資会社で,国 内衛星を用いてデータ通信等の

ためのディジタル伝送サービスをpointtopointで 提 供す るものである。

2そ の他の情報通信業をめぐる動向

Aヨ ー ロ ッパ のNlS

ヨー ロ ッパ におけ るNISベ ン ダーの売上 げ状況 は2-5-5表 の とおりで あるが,こ れ か ら明

らかなよ うに米国系企 業の進 出が 目立 って お り,各 国 とも情報通 信業の立遅 れを挽回 し,失 地回復

を図ろ うと してい る。'

Bカ ナ ダ お よ び ヨ ー ロ ッパ の デ ー タ伝 送 サ ー ビ ス

カナ ダ ・ヨー ロ ッパ とも2-5-6表 の とお り,デ ータ通信 のためのデー タ伝 送網 の 開発 に努 力

してい る。

C国 際 化 の 動 向

社会経済活動の国際的広がりに伴い,以 下 に示すように,情 報通信サービスおよびネ ットワーク

の国際化が進んでいる。

(a)国 際情報通信サービス

米国の大手NISベ ンダーはそのネットワークを国際的規模に拡張 している。すなわち,GEは
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2-5-5表 ヨ ー ロ ッパ大 手NIS業 者の 売 上 高(1975年 推定)

ラ ンク 業 者 名 フ ラ ンス 西 独 英 国 イ タ リー オ ラ ンダ 北 欧 そ の 他
合 計

% 百 万 ドル

1

2

3

4

ζ」

IBM

HIS

CDC

CISI/SIA

GTE/IS
一

24.2

4.9

1.6

16.2

一

28.9

3.8

8.3

-

1.6

16.7

9.0

9.0

2.5

1.9

7.9

3.2

-

一

一

9.5

5.2

5.7

-

一

16.7

5.7

4.9

-

一

27.4

5.0

5.6

-

0.1

32.0

9.0

8.6

4.6

3.6

131.3

36.8

・35 .1

18.7

14.9

ρ0

7

8

GSI

U.C.C.

SISCO

5.5

0.5

*

2.3

1.3

2.6

一

2.3

3.8

一

一

*

一

1.0

*

一

一

*

1.0

3.0

*

2.2

2.0

1.9

8.8

8.1

7.9

COMSHARE

DATEMA

SLIGOS

SPADAB

TYMSHARE

NCR－ －

CRC

Telesystemes

ADP

CCMC

Centrefile

RealTime

一

一

3.8

-

3.0

*

-

3.5

-

3.4

-

一

一

一

〇.5

-

一

*

一

一

一

一

一

一

5.2

一

一

一

1.0

-

3.7

-

1.7

-

3.1

一

一

一

ー

ー

一

一

ー

ー

ー

ー

一

3.0

一

一

ー

一

一

*

一

一

〇.2

-

一

一

一

4.8

-

4.1

-

一

ー

一

〇.5

-

一

一

一

ー

ー

一

一

*

一

一

1.1

-

一

一

1.3

1.2

1.1

1.0

0.9

0.9

0.9

0.9

0.9

0.8

0.8

0.7

5.2

4.8

4.6

4.1

4.0

3.7

3.7

3.5

3.5

3.4

3.1

3.0

国 別 合 計 95.0 77.8 62.8 17.6 25.5 67.0 64.3 100.0 410.0

(注)下 線 を付 したものは,米 国系情報通信業者である。

資料 カンタムサイエンス社

2.-5-6表 各 国 の 公衆 デ ー タ通 信網

国 名 デ ィジタル多重化 既 存 設 備 に よ る
回 線 交 換 網

ディジタル回線交換 パ ケ ッ ト 交 換

カ ナ ダ イ ンフ ォ ダ ッ ト マ ルチ コム イ ンフ ォス イ ッチ デ ー タパ ック

(CNCPT) (TCTS) (CNCPT) (TCTS)
デ ー タ ル ー ト 広帯域交換 1977年 末 1977年6月

(TCTS) (CNCPT) イ ンフ ォス イ ッチ

(CNCPT)
1977年 末

フ ラ ンス トラ ンス プ レ ック ス カデ ュ ーセ エ ル メ ス(未) トラ ンスパ ック

1978年6月

西 ドイ ツ EDS EDsn1978年

イ ギ リス 計 画 中 EPSS

1978～1980年

資料:電 総研 「欧 米 諸国 に おけ る デー タ通 信 の動 向(1978.3)」
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日本 など20か 国,400'以 上 の都 市 にTSSサ ー ビス を提供 してい る。 また,CDCは 科 学 技術 計

算,事 務計算サー ビス をそれぞ れ16か 国,7か 国 にわた って実施 して いる。 さらに,TYM$HARE

もイ ギ リス,フ ラ ンス,カ ナ ダ等 に対 して専 用線 に より国際間の業務 を行 って いる。

(b)国際 共同通信網

SITA(国 際 航空通信共 同体),SWIFT(国 際 銀行間金融通信協 会)は ・それぞれ約210の 航 空

会社(約110か 国),486の 銀 行(17か 国)を その メ ンバ ーと し,航 空業務,銀 行 業務の ためのデ

ータ通信 ネ ッ トワー クを構築 して いる。

(c)国 際 デー タ網

北 欧公衆 デ ータ網(北 欧4か 国),ユ ー ロネ ッ ト(EC加 盟9か 国)の 建 設,国 内公衆 デ ー タ網

の相 互接続(2-5-1図 参 照)等 によるデー タ網 の国際的規模 での構 成,利 用 が進 め られている。

2-5-1図

米国内ネットワーク 米国国際記録通信業者 ヨーロッパ主管庁

口

○ タ イム ネ ッ ト ・サ ー ビ ス サ ー ビス提 供 中

口 テ レネ ッ ト ・サー ビス 合 意

● グ ラフ ネ ッ ト ・サ ー ビ ス 意 向 表 明

出 典:国 際 通 信 に 関 す る諸 問 題,1977.4
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第1章 わが国のコンピュータ産業政策

および情報処理産業政策

わが国 における情報産 業の振興 を計 る法制は,3-1-1図 の よ うな変遷 を経て い る。

3-1-1図 情報産業振興法の系譜

機械工業振興臨時措置法

(機 振 法)
特定電子工業および 特定機械情報

特定機械工業 産業振興臨時

振興臨時措置法 措語法

(機電法)(機 構法)

〔======コ 〔=====コ

(一 次)

(二 次)

電子工・業振興臨時措置 法

(電 振 法)

〔特定電子工業振興〕

〔特定機械工業振興〕

〔特定電子 工業振興〕

〔特定機 械工業振興〕

〔ソフ トウェア業振興〕

情 報処理 振興事 業協会 等 に関す る法律一
〔ソ フ トウ ェ ア 開 発 促 進〕

〔情 報処理サ ービス業等育成〕

'55'60'65'70'75'78 .'80"85

1956年 に始 まる機械 工業振 興臨時措置法 お よび1957年 に始 ま る電子 工業振 興臨時措 置法 は,わ が

国 の高度成長期 におけ る驚異 的 な産業展 開 を支 える2大 支柱で あった とい うこ とがで きる。 この両

法 は,1970年 代 め資本 自由 化その他 の内外経 済情勢の変化 に対応す るた め,1971年 よ り統合 されて

特 定電 子工業 および特定機械工業振興臨 時措 置法(機 電 法)と なった。

機電 法 によって振 興対象 となった機種 は電子工業 で37種,機 械工業で58種,合 計95種(1978年1

月 現在)に 及んで いる。 また,「これ らの振興 に投ぜ られた補助金 の主 なものの1971年 度 から1977年

度 に至 る合 計額 は,重 要技 術研究開発補助金116億 円,電 子計算機 開発 促進補助金777億 円 に達 し
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た 。 その結果,わ が国 コ ンピュー タ産業 も,ハ ー ドウェア面で は今 は国 際水準 に達 した とい うこと

がで きる。

この よ うに機 雪濠 はわが国 コンピュー タ産業振興 に対す るひ とっ の大 きな役割 を十分 に果 した と

い うことがで きる。 しか し一 方,機 械 情報産業 においてハ ー ドウェアとソフ トウェアを高度 に組み

合 わせ一体化 した システ ム機械 の開発 ・供給の要請 を増大 してい るが,こ の よ うなソフ トウ ェアの

機能 を担 う産業 の育 成 も喫緊 の課題 となって きた。

1978年 に な り,新 しく制定 された特定機械 情報産業振興 等臨時措置 法(機 情法)は,上 のよ うな

課題 に応 えよ うとす る施 策の表 われで あると解す るこ とがで きる。

従 って機情 法 は,振 興 対象産業 として従 来の電子 ・機械 工業 にソフ トウェア業 を加 えて い る。 ま

た産業振興 の具体策 として(イ)高度 化計画 の策定,(ロ)所 要 資金 の確 保,内 共同行為 の実施 に関 す る指

示,な どの項 目を掲 げて いることは,従 前 同様 で ある。 ただ,機 電法 と異 なるこ とは,メ ーカーに

対す る税制上 の特例措置 に代 り,ユ ーザ ーに対 す る税制上 の措 置 を打 ち出 して いる ところに新法 の

特長 が見 られ る。 ・

いず れに して も,新 機情法 に基 づ く振興施策 は,t具 体 的 には1979年 よ り実 現 してい くことになる。
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ハー ドウェア振興政策

1978年 度における諸施策は,旧 機電法に基づ くものである。

(1}次 世代電子計算機用大規模集積回路開発促進費補助金

世界市場の60%を 占めるIBMで は,現 在の370シ リーズ,303Xシ リーズの後継機 として,価 格性

能比を格段 に向上 させ,ソ フ トウェアや周辺端末装置にも革新的な技術を盛 りこんだ次世代電子計

算機,通 称FS(FutureSystem)の 開発 を進めてお り,1980年 頃に登場 すると考えられている。

わが国電子計算機産業の自立と定着 を図 るためには,早 急 にFSに 対抗 しうる機種 を開発する必

要があり,特 にその技術的中核である現在のLSI(大 規模集積回路)を さらに高密度,高 速度化 し

た超LSIの 研究開発は,大 規模 かっ リスクの大 きい事業であることから,ナ ショナルプロジェク ト

としてこれを強力に推進することとし,1976年 度 に超LSI開 発促進費補助金制度 を創設 し,技 術研

究組合に対 し50%の 補助金を交付 しその開発 を進めている。

現在研究は順調に推移 してお り,新 しい電子ビーム露光装置の開発等に結実 しっっあり,超LS

Iに 係 る特許の出願 も1978年3月 末現在150件 にのぼっている。

3-1-1表(単 位1百 万円)

項 目 76年 度 77年 度 78年 度

次世代電子計算機用大規模
集積回路開発促進費補助金

3,500 8,640 10,052

(2)日 本電子計算機(株)に 対する日本開発銀行融資

強力な資金力,販 売力を有するIBM等 のアメリカ系メーカに対抗 してわが国電子計算機産業の自

立 と定着 を図 るため,経 営体質の強化に資する販売 力の強化,構 造改善の促進,ソ フ トウェアの開発

に対す る開銀融資の拡充強化を図っている。

(i)日 本電子計算機(株)の レンタル資金確保のための開銀融資

電子計算機の販売は,IBM社 によって導入されたレンタル制度が主流をなしており,ユ ーザにと

っては,購 入時の巨額の出資を分散で き,技 術革新のテンポが早 くマシンの陳腐化を防 ぐための買

換 えが可能であり有利であるが,半 面メーカにとっては,費 用はすでに発生 しているにもかかわら

ず,収 入はレンタル料 として長期 に入って くることとなり,販 売資金の負担は きわめて大 きい。こ

のため,1961年 に,通 産省の指導の下に,国 産メーカの共同出資により,日 本電子計算機(株)が 設

立 されて以来,メ ーカに代 って レンタル資金の手当てを行っている。

(ii)電 子計算機産業の構造改善のための開銀融資
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電 子 計算機産業 の企業経営基盤 を強化す るた め,国 産 メー カ6社 は ,新 機種 の開発 を通 じて業務

提携等 によ り体制整備 を図 ってい るが,本 制度 は金融 面 から体制整備 を促進 す る目的 をもって1972

年 度 か ら開銀融 資 を行 って いるもので あ り,こ れ を一層促進 す るため 引続 いて融 資 を行 う
。

(iii)ソ フ トウェア 開発 のための 開銀 融資

情報処理 コス トに占め るソフ トウェアの比 重 は今 後 ます ます高 まると予想 されてお』り
,先 進的,

良 質 なソフ トウェアの 開発 を促 進す る意義 は きわめて大 きい。 このため電 子計算機 メーカ及び ソフ

トウェア企業 に対 し,ソ フ トウェア開発 及び情報処理技術 者の教育研修 のため に必要 な電子 計算機
,

建 物,土 地 及び これ らの付 帯設備 にっ いて融 資 を行 う。

3-1-2表 電子計算機振興のための日本開発銀行融資(単 位:億 円)

項 目 72年 度 73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度 78年 度

電た

議

灘

日本電子計算機(株)の レンタ
ル資金確保のための開銀融資 150 215 325 460 470

520 560

電子計算機産業の構造改善の

ための開銀融資
一 15

そ の 他

枠のうち
同左

'

同左

ソフ トウェア開発のための開

銀融資
25 25

そ の 他

枠のうち
同左 同左
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電子計算機の利用 およびプログラムの開発 を促進 し,そ の流通 を円滑にす るとともに,情 報処理

サービス菜箸の育成のため情報処理振興事業協会等に関する法律(昭 和45年 法律第90号)が 設 けら

れ,同 法に基づ き1970年10月1日 に情報処理振興事業協会が設立 されているが,ソ フ トウェア開発

の現状 および課題を踏 まえて同法に基づ く電子計算機利用高度化計画(1972年1月)を 見直 し,1980

年度末を目標年度 とする電子計算機利用高度化計画が1976年3月 に告示 された。 そのほか、ソフ ト

ウェア生産技術開発計画,プ ログラム調査簿の作成,情 報処理技術者試験,情 報処理振興金融措置

等の振興施策が,本 法に沿って実施 されている。

(1)電 子計算機利用高度化計画

健全な情報化社会の実現等の要請に応 えるため,わ が国における情報処理の普及および高度化の

指標 を示す電子計算機利用高度化計画が1976年3月 情報処理振興審議会の了承を得て告示された。

この利用高度化計画は1980年 度末 を目標 とするもので,電 子計算機の設置目標 を5兆4,700億 円(75

年度末の実績 に対 し2.4倍)と 策定 し,年 平均伸び率は19%と している。また,プ ログラムの開発 目

標 は1972年1月 の利用高度化計画を見直 し,今 回は,特 に④ プログラム生産技術発展のため,言 語

プロセ ッサおよびソフ トウェア開発,管 理支援プログラムの充実,◎ オンライン情報処理高度化の

ため,通 信制御プログラムの充実,◎ 社会,生 活領域の情報化 を図るため,社 会開発用プログラム

の充実など進むべ き方向 をより明確 にしている。

(2)情 報処理振興事業協会の助成

ソフ トウェアの開発 お』よび流通の促進,情 報処理サービス業等の育成に関する事業を実施するた

め,協 会 に対 し次のような補助金が計上 されている。

3-1-3表(単 位:百 万円)

項 目 72年 度 73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度 78年 度

運営費補助 370 785 996 1,322 1,233 1,198 1,167

出 資 金 450
'

一 一 一 一 一

(3)ソ フ トウ ェア生産技術 開発 計画

ソフ トウェ ア産業 の自由化対策 と して,73年 度 一一75年 度 まで実施 して きた情報処理産業振興対策

費補 助金(3カ 年,30億 円)の 成果 を踏 まえて,新 し くソフ トウェ ア生産の オー トメー シ ョン化 を

図 る基礎 技術 を開発 す るため,情 報処理振興事 業協 会 に特別委託 開発制度 を創設 し,ソ フ トウェア

生産 技術 の 開発 が行 われてい る。
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3-1-4表(単 位:百 万円)

76年 度 77年 度 78年 度

500 850 1,112

(4)情 報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置,資 金運用部の金融債引受 を見返 りとして,長 信3行 が融資を行 うもので,

その対象 は,次 のとおりである。

① 情報処理サービス業者等の電子計算機導入,プ ログラム開発 情報処理技術者の教育その他

その業務の高度化 に必要 な資金

② 一般企業のプログラム開発および情報処理技術者の教育に必要 な資金

3-1-5表(単 位:億 円)

72年 度 73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度 78年 度

145 133 90 120 130 110 80

巨
(1)電 子計算機買戻損失準備金

JECC等 を通 じレンタルした電子計算機 につ き,そ の レンタルバック時の買戻損失負担 をカバ

ーするため,JECC等 への電子計算機の売上高につ き過去の実績 と勘案 した積立率 による準備金

を積立てることが認められた。

(2)電 子計算機の特別償却制度

情報処理の一層の進展 と買取による導入の促進 を図る見地 から,と くに情報処理の高度化に資す

る電子計算機(主 記憶装置の記憶容量が100万 ビット以上の汎用計数型電子計算機)を 買取により

導入 したユーザーに対 し,初 年度1/5の 特別償却を認めている。この制度 を利用することにより,

定率法で初年度に取得価格の50パ ーセ ント強の償却が可能 となる。

(3)電 子計算機の固定資産税の軽減

上記と同様の見地から,主 記憶装置の記憶容量が100万 ビット以上の汎用電子計算機 を買取 によ

り導入 したユーザーに対 し,78年 度においては固定資産税の課税標準 を取得の時 から3年 間5/6

に圧縮する。すなわち,1/6だ け固定資産税 を軽減するirと を認 めている。

(4)プ ログラム保証準備金

プログラム納入後の補修負担に備 え,ソ フ トウェア企業の経営安定に資することにより,今 後の

情報化社会の重要 な担い手であるソフ トウェア産業の育成 を図るため,プ ログラム売上高にっ き78
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年度以降,,補 修費の実績による準備金の積立てを認 め本制度 を2年 間延長 した。

システム開発 技術開発の推進

(1)ヘ ル スケ ア ・ネ ッ トワーク ・システムの開発

高度福祉 社会 の実現 をめ ざす わが国 にとって,医 療 問題 は深刻 かつ重要 な問題 となってお り,一

方で国民 の医療需要 が増大 してい く中で,医 療施 設 の不足,救 急 医療の立遅 れ,予 防医学 の立遅 れ,

医 療 費の急 増等解決 すべ き問題 は多い。 この問題の解決 を図 る うえで コ ンピュー タと新 しい医療機

器 か らなる医療情報 システムの開発導 入が有効で あ り,欧 米各国 においても多額 の研究 開発投 資 が

行 われて いる。 この よ うな観 点か ら1974年 度 から通産 省,厚 生省 は協 力 して医療 情報 システ ムの開

発 に着 手 し,1977年 度 まで に,主 と して病 院や健 診 セ ンターの 自動化合理化 を促 進す るための各種

システ ムを開発 した が,1978年 度 からは,病 院,健 診 セ ンター,検 査 セ ンター等 の各種 の医療機関

を結合 し,高 度 医療情報 の共 同利用,健 康管理 デー タの一元的利用,高 度 医療資源 の共 同利用 を図

り,地 域 全体 と しての医療 の高度 化,合 理化 を実現 す るこ とがで きるヘル スケア ・ネ ッ トワー ク ・

システ ムを開発 す る。

3-1-6表(単 位:百 万円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度 78年 度

(110) (211) (313) (461) (440) 192

(77年度 までは医療情報システム開発費)

② 生活映像情報システムの開発

地域 コミュニティの形成,個 人の選択的情報取得,生 涯教育等,市 民 として真 の豊かでゆとりの

ある生活を実現するための条件を充足する新 しい形の情報 システムが待望 されている中で,本 シス

テムの開発 は欲する情報を欲する時に欲する所でわかりやすい形で双方向で提供することを目標 と

して,コ ンピュータ,映 像機器 と家庭映像端末装置を光伝袋路 によって有機的に結合する方式でそ

の システムの実現 を図っている。具体的には,テ レビ再送信サービス,自 主放送サービス,リ クエ

ス ト動画サービス,リ クエス ト文字画サービス等により,教 育,教 養,娯 楽,趣 味,保 健,福 祉,

ショッピング,交 通,公 共機関告知等の地域社会生活に密接 した広範 な情報を提供するものである。

このような映像情報システムは,生 活の場 に密着 したシステムであり,実際の生活の場 における長期

の十分なるアセスメントを必要とするもので あるため,現 在奈良県東生駒地区 をモデル タウンとし

てシステムの開発 を進めており,1978年 においてシステムの評価 を行 う。
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3-1-7表(単 位:百 万 円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度 78年 度

220 553 804 553 439 39

(3)貿 易 情報 システムの開発

電子計 算機 の導入,貿 易書式 ・コー ドの標準 化等 によ り,急 速 に増加 す る貿 易関係業務 の円滑 な

処理 を図 るた め,関 係 省庁 と協 力 しつっ,貿 易取 引 に関連す るアプ リケー シ ョン ・システム ,サ ポ

ーテ ィング ・システム等の調査
,開 発 を1975年 度 よ り開始 してお り,そ の継 続研究 を行 う。

3-1-8表(単 位:百 万円)

76年 度 77年 度 78年 度

108 42 33

(4)パ ター ン情 報処理 システムの開発

1966年 度 か ら1970年 度 にかけて推進 して きた超 高性 能電子 計算機 の開発 に引 き続 き,1971年 度 か

ら,文 字,図 形,物 体,音 声等 のパ ター ン情 報 を直接 入 力,認 識,処 理,出 力で きる新 しい世代の

電子 計算機 システム と して,大 型工業技術研究 開発 制度(通 称 「大型 プロ ジェク ト制度」)にの っと

ってパ ター ン情報処理 シス テムの研究開発 を行ってお り,1978年 度 において も引 き続 きその開発 を

推 進 する。

3-1-9表(大 型プロジェクトの内枠)(単位:百 万円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度 77年 度 78年 度

1,627 2,184 3,370 3,390 2,916 2,514

5ユ ーザ 丁保 護 政策

① システム監査士制度創設のための調査研究

会計処理がコンピュータを導入 して行われている現在,商 法,証 券取引法 に基づ く公認会計士監

査 においては,コ ンピュータで処理 されている部分がブラックボックス化 し,監 査業務を困難 にし

ている。このためこうした会計処理 システム自体の信頼性 をチェックし,保 証 を与 えるシステム監

査士の養成を目指 し,制 度創設 に関 して調査研究を行 う。

② 電子計算機利用に関する安全対策

電子計算機による情報処理が普及 し,そ の取扱 い量の高度化 ・増大化にともない大量の情報が記

憶蓄積 され,必 要 に応 じて検索 ・処理 されるようになり,社 会生活,活 動に貢献 しているが,反 面企

業秘密の漏洩,プ ライバシー保護問題あるいは,火 災事故等による業務の停止等の社会 に与 えるマ
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イナス効果を生む危険性 もますます増大する傾向にある。

このため,通 商産業省としては,安 全対策の基準の検討 を進め,1977年4月 に 「電子計算機システ

ム安全対策基準」を策定公表 し,そ の普及に努めている。 また情報処理サー ビス企業等の機密保持

の実態等を明らかにした台帳 を作成 し,ユ ーザの閲覧に供することによ りその外注先の選択を容易

にするとともに,業 界全体の機密保持水準の向上を図る。

6基 盤整備

① 情報処理技術者試験の実施

情報化社会の健全 な発展 を図るためには優秀 な情報処理技術者の育成確保 に努める必要がある。

このため,「情報処理振興事業協会等に関する法律」に基づ く情報処理技術者試験 を実施 している。

1977年 度 までの応募者数,合 格者数などは3-1-10表 に示すとおりである。

3-1-10表 情報処理技術者試験

区分 年度 応募者数 受験者数 合格者数 合 格 率

特種

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

累 計

3,086人

2,497

2,460

2,409

2,595

2,912

3,561

19,520

2,161人

1,577

1,479

1,501

1,756

1,881

2,339

12,694

244人

236

257

215

189

244

229

1,614

]1.3%
15.0
17.4
14.3
10.8
13.0
9.8
12.7

一種

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

累 計

12,924

10,279

7,740

6,643

7,914

8,489
9,239

10,956

11,767

85,951

10,527

7,179

5,634

4,469

5,215
5,600

6,586

7,713

8,178

61,101

811

977

568
406

631

544

495

866

881

6,179

7.7

13.6

10.1

9.1

12.1

9.7

7.5

11.2

10.8

10.ユ

二種

!969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

累 計

29,098
24,200

18,499

13,821

15,518

16,230

17,438
21,193

24,37r

180,368

22,057

16,249

13,499

9,748

10,562
10,962

12,469

15,089

17,565

128,200

1,832

1,649

1,279

2,280
2,304

2,024

2,636

3,085

3,417

20,506

8.3

10.1

9.5
23.4

21.8

18.5

21.1

20.4

19.5
16.0

合 計

(1969～1977)
285,839 201,995 28,299 14.0

② 情報化週間の実施

情報化社会への円滑 な発展を図ってゆくためには,わ が国情報処理の高度化を促進 しっっこれとと
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もにひろく国民各般 の理解 と関心を深め情報化の進展 に即応 した正 しい知識 を普及させていくこと

が必要であり,こ のため1972年 度以降情報化週間を実施 しており,1978年 も情報処理 に関する各種

行事を10月 の第1週 に開催する。

③ 各種調査の実施

情報処理実態調査,電 子計算機納入下取調査,情 報ネットワーク形成調査,情 報処理技術者問題

の総合調査(新 規),業 種別 システム化調査

通商産業省では,情 報化ならびに情報産業 について種々の調査 を行い,的確 な行政対策を図ってい

る。新規に開始 した情報処理技術者問題の総合調査は,情 報処理技術者に係 る需給ギャップ,高 年

齢化等の問題 を総合的に調査 し,対 応策の検討を行い情報処理産業の健全な発展 に資するものであ

る。

7中 小企業の情報化促進

中小企業の情報化 を促進するために,次 のよ うな施策が講ぜ られている。

① 情報化推進標準モデルシステム設計研究(新 規)

中小企業 におけるコンピュータ導入はオフィスコンや ミニコンの急激 な発達により増加 している

が,技 術的問題,管 理的問題も含めてその有効利用は必ず しも十分 とはいえないので,コ ンピュー

タを導入 している中小企業者の利用実態 を調べ,有 効活用例 を事例集 として作成する。

② 商工会議所等への電子計算機導入の促進

中小企業の記帳機械化を促進するため,商 工会議所等に対 して,そ の電子計算機 レンタル料の一

部を都道府県を通 じて補助する。

③ 電子計算機 システム安全対策促進のための貸付制度(新 規)

前述の 「電子計算機 システム安全対策基準」に基づいて,行 った安全対策の実施 に係 る資金を中

小公庫 から融資する制度を53年度より実施 しており,安 全対策の普及を図っている。
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第2章 行 政 にお け るコ ン ピュー タ利用 と政策

1行 政 にお け るコ ンピュー タ利 用 と政策

A国 の行政機関におけるコンピュータ利用の現状

わが国の行政機関 におけるコ ンピュー タの利用台数 は,1977年 度 末現 在,総 計1,704セ ッ トで あ

る。 その内訳 は,各 省庁287セ ッ ト,地 方公共 団体896セ ッ ト,政 府 関係 機関521セ ッ トで ある。

1976年 度 に比較 す ると,各 省庁20セ ッ ト増,地 方公共団体136セ ッ ト増,政 府 関係 機関147セ ッ

ト増 となって お り,1年 間 に約200セ ッ トが導入 され たこ とになる。

省庁別 にコンピュー タの利用状況 をみ る と,3-2-1表 の とお』り,運 輸省50セ ッ ト,防 衛庁48

セ ッ ト,郵 政省46セ ッ ト,通 商産業 省36セ ッ トの順 となってお り,こ れ らの省庁 で180セ ッ ト(63

%)を 占 めて いる。

前 年度 と対 比す ると,行 政管理庁 を始 め として新規 に導入 したものが14セ ッ トと多 いの が注 目さ

れ る。

最近 の コンピュー タ利用の特長 を挙 げ ると,① 機器 の大型 化,② 処理方式の 高度化,③ アプ リケ

ー ションの拡 大
,④ 運用経 費の増大 および⑤ 超小型 機 ・制御専用機の利用 の増 大が 目立 って いる。

(a)機 器 の大型 化の傾 向 は,3-2-1図 の とお り,こ こ数年 の間 に急 激 に進み,1977年 度 で163

セ ッ ト(56.8%)を 占 め るに到 ってい る。

と くに大型機 は,3-2-2表 の とお り,一 般行政事務 の業務型 および特殊 利用型 に使用 されて

お り,各 省庁 の固有業務 で全国統 一的 に処理 されるもの(税,保 険,貯 金等)や 気象 ,管 制 の分 野

で利用 されている。 また。周辺 機器 も増加 し,磁 気 テープ装置 は,1セ ッ トあた り6台,磁 気デ ィ
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3-2-1表1977年 度 コン ピュ ータ 導 入状況

区 分 1977年 度導 入 セ ッ ト数

省庁名

1976年 度

設 置 セ ッ ト数

新規

増設

切替に
伴 う
増 減

利用

廃止

その他
1977年 度

設 置 セ ッ ト数

1977年 度

に おけ る

切替 セ ッ ト数

総理府本府 4 △1
1

3

1

警 察 庁 7 7 2

行政管理庁 1 1 1

北海道開発庁 2 2

防 衛 庁 49 2 △1 △2 48 5

経済企画庁 1 1

科学技術庁 10 10 1

環 境 庁 2 2

法 務 省 4 4 1

外 務 省 4 1 5

大 蔵 省 10 3 13 5

文 部 省 10 10

厚 生 省 9 △1 8 3

農林水産省 11 1 3 15 2

通商産業省 31 2 1 2 36 2

運 輸 省 42 1 7 50

郵 政 省 46 3 △3 46 3

労 働 省 8 8

建 設 省 16 1 17 1

自 治 省 1 1

計 267 14 △4 △3
1

13

1

287

1

25

注1)調 査対象 とした機種 は1977年 度末現 在保有 で,次 の項 目に全 て該 当するものである。

① デジ タル型 であること。

② 周辺 機器を含めた買取(換 算)額(レ ンタルの場合 は月額 レンタル料の45倍)が1,000万 円以上で あること。

③ 制御用専用機で ないこと。

注2)「 切替 に伴 う増減」は,例 えば2セ ッ ドを1セ ッ トに変更 す る又 はその逆の場 合 をい う。

注3)「 その他」は,1977年 度以前 に導入済の もので従来 の調査で報告の なかったもの等,未 計上で あった もの。

一 行政管理庁 「電子 計算機利用実態調査 報告書」一

スクは1セ ッ トあた り4台 となってい る。

(b)処 理 方式 の高度 化 にっ いては,機 器 の大型化 と相侯 って,3-2-3表 の とお り,オ ン ライ

ン処理,TSS処 理 が進んで いる。

とくにオ ンライン処理 は,通 信制 御,メ ッセ ー ジ交換,情 報検 索,フ ァイル蓄積管理 等 に利用 さ

れ,TSS処 理 は分析 ・予測 に利用 されて いる 。

また,特 殊入 出力装置 の利用 が増 加 し,デ ィスプ レイは945台(平 均3.3台),OCR,OMR680

台(平 均2.4台)と なっている。

(c)ア プ リケー シ ョンの類型 をみ ると,共 通管 理業務12.1%,統 計19.1%,原 局 業務45%,

試 験 研究18.7%,そ の 他5.1%と なって お り,処 理内容 と対比す る と3-2-4表 の とお り,フ ァ

イル蓄積管理,技 術計算,分 析 ・予測 等 が増加 して い る。
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3-2-1図 規模別設置状況の推移
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96

〔33.5)

21

C7.3)

7未 定
く24}
287七 ット

注1)

注2)

注3)

1977年 度中 に導入予定で あるが規模未定の もの7セ ッ トは 「未定」 と した。

各年度 とも年度末現 在の設置台数で ある。

電子計算機(本 体+周 辺機器)の 規模別分類 はJECC(日 本電子計算 機株式会社)の 型別分類基準 にそって,
次の買取金額(レ ンタル ・リース契約の もの は買取換算)に よ り分類 した。

大型A… …5億 円以上

大型B… …2億5千 万円以上5億 円未満

中型A… …1億 円以上2億5千 万円未満

中型B… …4千 万 円以上1億 円未満

小型 ……1千 万円以上4千 万円未満

一行政管理庁 「電子計算機利用実態調査報告書」一

各 省庁 の主要 な業務 は,3-2-5表 の とおりで あ る。

(d)機 器 の大 型 化,処 理 方 式 の 高度 化 に伴 い,運 用経 費は3-2-2図 の とお り,急 激 に増加

し,要 員数の伸 びは鈍化 して きて いる。運用経 費の内訳 をみ ると,3-2-3図 の とお り1セ ッ ト

あた りの機器 調達費 は,10年 前4,100万 円 で あっ たもの が,1億2,600万 円 と3倍 になって はい る

ものの他の経費との比較では,相 対的に構成比が低 くなり,か えって庁費(消 耗品費等)の 増加が

目立 ってい る。
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3-2-2表 類型別規模別設置状況

規 模類 型
～ 大 型 中 型 小 型 未 定 計 構成比

一

般
行
政
事
務

官 房 型

統 計 型

業 務 型

個 別 利 用 型

10

8

95

3

2

36

5

1

0

5

3

2

11

10

134

15

3.8%

3.5

46.7

5.2

小 計 116 43 6 5 170 59.2

特
殊
業
務

特「殊 利 用 型

試 験 研 究 型

32

14

18

35

4

12

2 56

61

19.5・

21.3

小 計 46 53 16・ 2 117 40.8

計 163 96 21 7 287 100.0

㊧ 類型区分は電子計算 機設置部門 をその機関種別,適 用業務,処 理方式等 を勘案 して性格付 けを行った もので ある。

官 房 型 ……担 当部門が官房 に設置 され省庁内情 報処理の中核 となって いる部門

統 計 型……統計の集計分析 を主た る業務 として いる部門一般行政

業 務 型 ……原 局の行政事務 を全国統一的 に処理 す る部門事 務 型

個別 利用型 ……一般 行政事 務 を処理す る上記以外の部門 で地方支分部局や付属機関 において独 自に電子計算機
処理 を行 って いる部門

㍉ ㌶ 麟;::::::熱藁薦麟:編纂 撒 麟 藷藷密 三㌶ 門
一 行政管理庁 「電子計算機 利用実態 調査報 告書」一

3-2-3表 処理内容別処理方式の推移

処理方式

処理内容
バ ッ チ リモ ー ト

バ ッチ

オ ンラ イ ン

リア ル タイ ム

タ イム

シェ ア リング 計

集 計 ・ 製 表 241 9 8 3 261

(92.3) (3.4) (3.1) (1.2) (100.0)

フ ァ イ ル 蓄 積 管 理
103
(76.8)

4
(3.0)

23
(17.2)

3
(3.0)

134
(100.0)

情 報 検 索 47
(58.0)

4
(4.9)

23
(28.4)

7
(8.7)

81

(10α0

情 報 加工提 供 サー ビス
28
(49.1)

4
(7.0)

22
(38.6)

3
(5.3)

57
(100.0)

分 析 ・ 予 測
117
(83.6)

6
,(4.3)

7(
5.0)

10
(7.1)

140
(100.0)

技 術 ・ 数 理 計 算
122
(85.9)

9
(6.3)

9(
63)

2
(1.5)

142
(100.0)

通 信 制御 ・メ ッセー ジ交換
一 3

(6.5)
43(
93.5)

一
'
46
(100.0)

各 種 制 御 3
(7.0)

1
(0.2)

37(
86.1)

2
(6.7)

43
(100.0)

そ の 他 45
(81.8)

2
(3.6) (14駕

一 55
(100.0)

1977年 度 計
706
(73.6)

42
(4.4)

180
(18.8)

31
(3.2)

959
(100.0)

1976年 度 計
684
(77.2)

25
(2.8)

147
(16.6)

30
(3.4)

886
(100.0)

1975年 度 計 691
(81.0)

37
(4.3)

113
(13.3)

12
(1.4)

853
(100.0)

1974年 度 計
641
(83.9)

28
(3.7)

92
(12.0)

3
(0.4)

764
(100.0)

一行政管理庁 「電子計算機利用実態調査報告書」一
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3-2-4表 業務類型別処理内容の状況

業務類型

処理内容

共通管理
業 務

統計業務 原局業務 試験研究 教 育

そ の 他

1977年 度

計

1976年 度

計

集 計 ・ 製 表
46
(39.7)

70
(38.3)

106(
24.5)

34
(19.0)

5
(10.2)

261
(27.2)

243
(27.4)

フ ァイ ル蓄 積 管 理
16
(13.8)

21
(1L5)

89(
20.6)

6
(3.4)

2
(4.1)

134
(14.0)

122
(13.8)

情 報 検 索
13
(11.2)

16
(8.7)

40(
9.3)

11
(6.1)

1
(2.0)

81
(8.5)

71
(8.0)

情報加工提供サービス
8
(6.9)

14
(7.7)

33(
7.6)

2
(1.1)

一 57
(5.9)

52
(5.9)

分 析 ・ 予 測
8
(6.9)

37
(20.2)

53
(12.3)

38
(21.2)

4
(8.2)

140
(14.6)

138
(15.6)

技 術 ・数 理 計 算
5
(4.3)

15
(8.2)

40
(9.3)

62
(34.7)

20
(40.8)

142
(14.8)

123
(13.9)

通 信 制 御
メ ッ セ ー ジ 交 換

8
(6.9)

4
(2.2)

31(
7.2)

3
(1.7)

一 46
(4.8)

43
(4.8)

各 種 制 御
} 5

(2.7)
20
(4.6)

16
(8.9)

2
(4.1)

,43
(4.5)

15
(1.7)

そ の 他
12
(10.3)

1
(0,5)

20(

4、6)

7
(3.9)

15
(30.6)

55
(5.7)

79
(8.9)

計
116
(100.0)

183
(100.0)

432
(100.0)

179
(100.0)

49
(100.0)

959
(100.0)

886
(100.0)

注1)

注2)

注3)

「共通管理業務」とは会計 ・給与 ・人事等共通的管理業務の ことをい う。

「ファイル蓄積管理」とは,保 険,貯 金,登 録事務等大量デ ー タファイルを蓄 積管理 しているもの をい う。

「各種制御」とは,航 空管制,ダ ム制御,実 験装置の制御等 に使用 してい るものをい う。
一行政管理庁 「電子計算機利用実態調査報告書」一

3-2-5表 省庁別適用業務一覧

省 庁 名 台 数 主 要 適 用 業 務

総理府本府 3 統 計

警 察 庁 7 統計,犯 罪手口照会,運 転者管理

行政管理庁 1 法令検索,給 与共済(稼 動テスト)

北海道開発庁 2 設 計 積 算

防 衛 庁 48 補給管理,技 術計算

経済企画庁 1 経済分析計算

科学技術庁 10 技術計算

環 境 庁 2 分析計算,公 害計測

法 務 省 4 犯罪票管理,出 入国記録管理

外 務 省 5 外交情報検索,旅 券発給
'

大 蔵 省 13 統計,情 報検索,税 務

文 部 省 10 統計,情 報検索,分 析計算

厚 生 省 8 統計,社 会保険,年 金

農林水産省 15 統計,在 庫管理,技 術計算

通 商産 業省 36 統計,情 報検索,技 術計算

運 輸 省 50 統計,車 検登録,気 象,航 空管制

郵 政 省 46 貯金,簡 易保険,数 理統計

労 働 省 8 統計,雇 用保険,労 働保険,職 業紹介

建 設 省 17 統計,技 術計算

自 治 省 1 統 計

計 287

一行政管理庁 「電子計算機利用実態調査報告書」一
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3-2-2図 コ ン ピュ ー タ利 用 状 況の 推 移

セ ット
数

〔セ ット)

600

セット台
経費 年

度

経費
(億円)

〔73鯛レ/(M}

(48億円)

(296)

(287)

要員
(人)

6,000

3-2-3図 運用経費構成の推移
1セ ットあたリコス ト
{機器調達費/七 ット敦)億円

1968年 度
50億円

{669%}

25億円

(331%)

輪 錫"多 多遮ぷ
///'

多多多多透多%多 職 (111,、

%影 〉 ⑭煎 (111、、

〃 〃1㌫ 〃 多1多・㌫,
1長熟

。1㌧、

1 ↓

多〃z㌫ 〃 多z'"㌫lo湛 晶1
'

,// |'

〃z姦 〃z詮 ㌧違 ㌫碧
ノ'/'"ノ!
F,

〃 〃 ⑫〃z㌫:ミ,熟睡 ㌫‖
、

、

、

、
、

多〃 多彩〃多多㌫ミ譲遮 ㌫§

0.41

1970年 度

1971年 度

1972年 度

1973年 度

1974年 度

1975年 度

1976年 度

1977年 度

(注1)

(注2)

0.46

0.59

0.61

0.72

3
.0.92(1

.0)

71

.0]〔1
.8)

101

.08〔2
.O)

101
.26

(1.7)

囮 機器調達費(レ ンタル費,買 取費,デ ータ通信サービス費)

一 通信回線費 巨≡ヨ 外注費[==コ その他

一 消耗品費 醐 保守費

外注費及び保守費は1973年度以前は分類しておらず,そ の他経費に含む。

_行 政管理庁 「電子計算機利用実態調査報告書」一
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コンピ ュー タの要 員数 は,4,910人 で その内訳 は,オ ペ レー タ1,204人(24.5),プ ロ グラマー

865人(17.6%),パ ンチャー861人(17.5%),庶 務 その他823人(16.8%),SE587人(12.0%),

管 理 者286人(5.8%),電 子 計算 機関係事 務284人(5.8%)と な っている。

要員数の伸 びの鈍 化は,キ ーパ ンチ ャー等の配置転換,外 部要員 の利用 によ るもので,外 部委託要

員 は348人 と前 年度 に比 べ117人 の 増 となってお』り,と くにプログ ラマー とオペ レー タの外部 か ら

の派遣 が多 くなってい る。

(e}こ れ らの コンピュー タ利用の状況 に加 え,最 近 はいわゆるマイ クロ コンピュー タ,オ フ ィス

コンピュー タ等 といわれ る超小 型 コ ンピュー タや制御専用の コ ンピュー タの利用が進展 してお り,

1977年 度 で は,3-2-6表 の とお り540セ ッ トに達 し,事 務計算,技 術 計算,プ ロセ ス制御等 に

利 用が行 われてい る。

3-2-6表 超小型 ・制御専用機設置状況

設 置 分 類 用 途

省 庁 名
台 数 超小型

制 御
用 等

事 務
計 算

研 究
技 術

通 信
制 御

プ ロセ ス

制 御等
教 育 その 他

計

警 察 庁 3 3 2 1 3

宮 内 庁 1 1 1 1

行政管理庁 1 1 1 1

北海道開発庁 5 5 4 1 1 6

防 衛 庁 44 7 37 11 1 28 7 47

科学技術庁 5 1 4 2 5 7

環 境 庁 1 1 1 1 2

沖縄 開発庁 1 1 1 1

外 務 省 1 1 1 1

文 部 省 1 1 1 1

厚 生 省 7 6 1 4 3 7

農 林 省 67 47 20 37 9 17 7 2 1 73

通商産業 省 136 66 70 3 96 60 1 6 166

運 輸 省 66 26 40 12 28 11 14 15 80

郵 政 省 27 2 25 2 14 11 27

建 設 省 174 27 147 63 115 8 34 40 41 301

540 189 351 124 271 37 164 44 84 724

計 % %

(100) (35.0) (65.0) (17.1) (37.4) (5.1) (22.7) (6.1) (11.6) (100)

注)1.本 妻の対 象機種 は次の2項 目を満 たす もので あること。

① 内部記憶容量 が2,000ビ ッ ト以上 あること。

② プログ ラムの蓄積方式で重 要な命令を内部記憶 装置 に記憶 して いるか,ま た相 当性能 を有す ること。

2.用 途欄 の数字は適 用延台 数である。

一行政管理庁 「電子計算機 利用実態調査 報告書」－

B政 府関係機関におけるコンピュータ利用の現状

1977年 度 における利用セ ッ ト数 は,3-2-7表 の とおLり,521セ ッ トで法人 のうち約半数 の法人

が コンピュー タを設置 してい る。



3-2-7表
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コンピュータ設計法人数等調べ

区 分

法人分類

法 人数
⑧

設 置
法 人 数
⑬

づ

設置台数 導入比率
⑬/⑲%

公 社 3 3 174台 100.0

公 団 16 6 13 40.0

事 業 団 19 7 19 36.8

公 庫 10 7 11 70.0

金庫 ・特殊銀行 4 4 12 100.0

営 団 1 1 1 100.0

特 殊 会 社 11 7 28 63.6

そ の 他 47 15 263 31.9

計 111 50 521 45.0

一行政管理庁調べー

また,法 人別 の内訳 および主要適 用業務 は3-2-8表 の とお りで ある。

3-2-8表 法人別設置状況

法 人 名
1975

年 度

1976

年 度

1977

年度
主 要 適 用 業 務

日 本 専 売 公 社 4 4 4 統計,経 理,在 庫管理,給 与計算
公

社

日 本 国 有,鉄 道 74 96 96 席予 約,運 行管 理,経 理,在 庫 管理,給 与 計 算,

確率操 配,技 術 計 算,ヤ ー ド制 御
日 本 電 信 電 話 公 社 64 67 74 電話料金計算,施 設管理,統 計,試 験研究,教 育

公
石 油 開 発 公 団 2 2 2 技術計算,経 済計算,情 報検索,統 計

日 本 鉄 道 建 設 公 団 1 1 1 経理,資 金管理,給 与計算,統 計

日 本 住 宅 公 団 1 1 1 備 甦 嬬㌘ 鯉 住宅鯉 宅地分譲収
日 本 道 路 公 団 4 5 5 料金集計,統 計,給 与計算

首 都 高 速 道 路 公 団 5 2 2 交通管制
団
阪 神 高 速 道 路 公 団 1 2 2 交通管制,経 理

事
動力炉 ・核燃料開発事業団 2 3 3 技術計算,技 術 ・環境データ管理,給 与計算

宇 宙 開 発 事 業 団 4 9 10 技術計算

国 際 協 力 事 業 団 1 1 1 給与計算,事 務計算,固 定資産管理,統 計

業
石 炭工 業合 理 化事業団 1 1 1 給与計算,経 理

小規 模 企業 共 済事業団 1 1 1 共済事務,経 理業務,融 資業務,統 計

中小企業退職金共済事業団 3 1 1 共済業務,統 計
団
石 炭 鉱 害 事 業 団 一 一 2 一

公
北 海 道 東 北 開発 公庫 1 1 1 麟 翻 騨 籠 喜‡算・財務蜥
沖縄 振興 開発金融公庫 1 1 1 金融業務,統 計,給 与計算

国 民 金 融 公 庫 4 4 4 金融業務,統 計,経 理,給 与計算

農 林 漁 業 金 融 公 庫 1 1 1 金融業務,統 計,給 与計算
庫
中 小 企 業 金 融 公 庫 1 1 2 金融業務,統 計,給 与計算

公 中 小企業 信 用保険 公庫 1 1 1 付保業務,保 険料計算業務,管 理回収業務,融 資業{

務,.給 与計算

庫 住 宅 金 融 公 庫 1 1 1 金融業務,統 計,給 与計算
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法 人 名
1975

年度

1976

年 度

1977

年 度
主 要 適 用 業 務

金
庫
・

特
殊
銀行

日 本 開 発 銀 行

日 本 輸 出 入 銀 行

農 林 中 央 金 庫

商 工 組 合 中 央 金 庫

1

1

5

4

1

1

6

4

1

1

6

4

金融業務,財 務分析,統 計,給 与計算

金融業務,統 計,給 与計算,経 済分析

金融業務,経 理,統 計

金融業務,預 金管理,統 計

営
団 帝 都 高 速 度 交 通 営 団

1 1 1 給与計算,料 金計算,統 計,在 庫管理,技 術計算

特

殊

会

社

東 北 開 発 株 式 会 社

電 源 開 発 株 式 会 社

日本航空 機製造株式会社

日 本 航 空 株 式 会 社

国 際電 信 電 話 株 式 会 社

日本自動車ターミナル株式会社

沖 縄 電 力 株 式 会 社

1

1

1

10

11

1

一

1

1

1

10

13

1

一

1

1

1

10

12

1

1

営 業 計算,経 理,給 与 計算,統 計資 料作 成

設 備管=理,燃 料,経 理,給 与 計算,統 計,技 術 計 算

在庫 管 理,給 与 計算

出発管 理,運 航 管 理,部 品管 理 ξ貨物 管 理,「座 席 予約,1
給与 計算,財 務 管理,収 入 管 理,分 析,予 測,統 計

駕鷹寡言㌶ 鐵 講 究鰍 鯉
料金計算

そ

の

他

国 民 生 活 セ ン タ ー

日 本 原 子 力 研 究 所

日本科学技術情報センター

理 化 学 研 究 所

日 本 育 英 会

私 立 学校教職員共済組合

日 本 学 校'安 全 会

国 立 劇 場

社会保険診療報酬支払基金

日 本 中 央 競 馬 会

農林漁業団体職員共済組合

日 本 貿 易 振 興 会

ア ジ ア 経 済 研 究 所

日 本 放 送 協 会

1

2

1

1

1

1

1

1

1

31

1

2

1

45

1

2

1

1

1

1

1

1

37

31

1

2

1

47

1

2

1

1

1

1

1

1

37

164

1

2

1

47

情 報検 索,ア ンケ ー ト集書十

「原 子 力 に関 す る開発 研 究

麟綴(縫 富滅 絃謄細 編
技術計算,会 計経理

奨学金の送付,返 還金の請求 ・収納,{

返還金の特別猶予免除

共済業務,統 計

災害共済給付業務,災 害調査統計,会 計経理

給与計算,料 金計算

診療報酬請求事務,診 療報酬支払事務,{

給与計算事務,統 計事務

勝馬投票券発売集計

共済業務,統 計,給 与計算

海タト情幸艮検索 ・提f共,調 査糸充書十,糸蚤理,{
定期刊行物等購読者管理,図 書発注 ・受入

統計,経 済分析

聯繋蹴 懇,辮鍵裂麟耀當
計 306 374 521

注)本 義は,1975年3月 末現在の利用機関にっき,1977年3月 末見込で利用状況を照会した結果をとりまとめたものである。

C地 方 公 共 団 体 に お け る コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 現 状

1977年4月 現 在の地 方公共 団体 の コ ンピュー タ'の導入セ ッ ト数 は,896セ ッ トと前年度 に比 し136

セ ッ トの増 加 となって いる。 その内訳 は,都 道府 県46団 体344セ ッ ト(前年289セ ッ ト),市 区 町村626

団 体552セ ッ ト(前 年471セ ッ ト)で,都 道府県55セ ッ ト,市 区町村81セ ッ トの増 となって お り,伸

びは年 々少 な くな って いる。

また,民 間計算 セ ンターに委託 して いる団体 は,都 道府県で1団 体,市 区町村1,952団 体,計1,953
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団 体 で前 年に比 し,100団 体 の増加 となってお り,外 部 委託 処理 が急速 に進 んで い る。

導入団体 と委託 団体 を合 わせ る と,2,625団 体 とな り,全 地方公共団体 の78.9%が コ ンピュー タ

を利用 している(3-2-9表,3-2-10表 参 照)。

3-2-9表 地方公共団体におけるコンピュータ利用団体数

(単位:団 体)

調査現在
日等

1]用

形態団

体 区分

1977年4月1日 現 在

(A}

1976年4月1日 現 在

(B)

増 減

(A)一{B)

導 入

団 体

委 託

団 体
計
導 入

団 体

委 託

団 体
計
導 入

団 体

委 託

団 体
計

都 道 府 県 46 1 47 45 2 47 1 △1 0

市

町

村

単
独
利
用
団
体

特 別 区 18 5 23 18 5 23 0 0 0

市 町 村 343 1,827 2,170 291 1,704 1,995 52 123 175

小 計 361 1,832 2,193 309 1,709 2,018 52 123 175

共 同 利 用 団体 265 120 385 267 142 409 △2 △22 △24

計 626 1,952 2,578 576 1,851 2,427 50 101 15ユ

合 計 672 1,953 2,625 621 1,853 2,474 51 100 151

一 自治 省 「地方 自治 コ ンピ
ュー タ総 覧 」-

3-2-10表 地 方公 共 団 体 に おけ るコ ン ピュ ー タ設置 セ ッ ト数

詞×
且現
在日
華団体

区分

1977年4

月1日 現 在

(A)

1976年4

月1日 現 在

(B)

増 減

(A)一(B)

増 減 率

(A)一(B)

(B)

×100

都 道 府 県 344 289 55 19.0%

市

町

村

単
独
利
用
団
体

特 別 区 22 23 △1 △4.3

市 町 村 488 405 83 20.5

小 計 510 428 82 19.2

共 同 利 用 団体 42 43 △1 2.3

計 552 471 81 17.2

合 計 896 760 136 17.9

一 自治 省 「地 方 自治 コ ンピ ュー タ総 覧 」一

地方公共 団体 におけ るコ ンピュー タ処理業務 の概要 は,3-2-11表 の とお りで ある。
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3-2-11表 地方公共団体における主要適用業務

利用率
都 道 府 県 市 町 村

実 施 実 施

段 階 電 算 処 理 業 務 名
団体数

利用率 電 算 処 理 業 務 名
団体数

利用率 実施率

% 団体 % 団体 % %

給 与 47 100.0

100.0
自治省統計調査 47 100.0

自動車税 47 100.0

人事管理 45 95.7 住 民 税 2,471 95.8 75.4

90.0～ 指定統計 45 95.7

森林書画 45 95.7

大気汚染監視 38 80.9 固定資産税 2,172 84.3 66.2

80.0～

人事委員会関係事務 38 80.9

起債管理 36 76.6

各種福祉資金事務 34 72.3

70.0～

教育委員会関係事務 34 72.3

各種資金事務
(農林 ・水産関係)

33 70.2

予測 ・計 画 32 68.1 国民健康保険税 1,800 69.8 54.9

各種補助金事務

(農林 ・水産関係)
31 66.0

個人事業税 30 63.8

60.0～

会計経理 30 63.8

各種実態調査

(商工関係)
30 63.8

公安委員会関係事務 30 63.8

公営住宅管理 26 55.3 軽自動車税 1,338 51.9 40.8

50.0～
工事設計積算

(土木 ・建築関係)
26 55.3

道路台帳管理 25 53.2

、

法人事業税 23 48.9 給 与 1,109 43.0 33.8

40.0～ 法人県民税 22 46.8

工事設計積算

(農林 ・水産関係)
19 40.4

自動車取得税 18 38.3 上下水道 948 36.8 28.9

30.0～

工事進行管理 18 38.3 国民年金 879 34.1 26.8

物品管理 14 29.8 都市計画税 664 25.8 20.3

20.0～
教 育 14 29.8 住民記録 517 20.1 15.8

病院事務関係 14 29.8
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利用率
都 道 府 県 市 町 村

段 階 電 算 処 理 業 務 名
実 施

団体数
利用率 電 算 処 理 業 務 名

実 施

団体数
利用率 実施率

% 団体 % 団体 % %

選挙管理委員会関係事務 14 29.8

各種資金事務
(商工関係)

13 27.7

20.0一 生活保護 13 27.7

水質汚濁測定 13 27.7

病院医療関係 13 27.7

上下水道 10 21.3

料理飲食等消費税 9 19.1 自治省統計調査 514 19.9 15.7

鉱 区 税 8 17.0 選挙管理委員会関係事務 388 15.1 11.8

10.0～ 各種検診 6 12.8 教育委員会関係事務 347 13.5 10.6
'

不動産取得税 5 10.6 各種検診 335 13.0 10.2

騒音振動測定 5 10.6 人事管理 295 11.4 9.0

農業共済事務 3 6.4 農業共済事務 236 9.2 7.2

国民年金 2 4.3 起債管理 133 5.2 4.1

公営住宅管理 127 4.9 3.9

生活保護 89 3.5 2.7

各種福祉資金事務 88 3.4 2.7

指定統計 87 3.4 2.7

教 育 64 2.5 2.0

会計経理 61 2.4 1.9

病院事務関係 50 1.9 1.5

大気汚染監視 46 1.8 1.4

10.0 予 測 ・計 画 34 1.3 1.0

未満
各種実態調査
(商工関係)

28 1.1 0.8

物品管理 23 0.9 0.7

病院医療関係 18 0.7 0.5

人事委員会関係事務 18 0.7 0.5

道路台帳管理 13 0.5 0.4

各 種補 助 金 事務
(農林 ・水産 関 係) 10 0.4 0.3

工事 設 計積 算
(土木 ・建 築 関係)

10 0.4 0.3

騒音振動測定 9 0.3 0.3

水質汚濁測定 8 0.3 0.2

各種資金事務
(商工関係)

5 0.2 0.2

工事 設 計 積算
(農林 ・水産 関 係)

2 0.1 0.1
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利用率

段 階

都 道 府 県 市 町 村

電 算 処 理 業 務 名
実 施

団体数
利用率 電 算 処 理 業 務 名

実 施

団体数
利用率 実施率

%
森林計画

各種資金事務

(農林 ・水産関係)

工事進行管理

団 体

1

1

1

%
0.0

0.0

0.0

%
0.0

0.0

0.0

(備考) 当該業務実施団体数1
.利 用率= ×100全利用団体数

当該業務実施団体数2.実 施率= ×100全市町村数

3.1977年4月1日 現在の全利用団体数は都道府県47,市 町村2,578である。
4.1977年4月1日 現在の全市町村数は3,279である。

一自治省 「地方自治コンピュータ総覧」占

都道 府県 においては,給 与計 算,各 種統計,税 務事 務,人 事 管理等 が大部 分の 団体 で処理 されて

い る。最近 は,公 害 防止 システムや税 務事務 でオンライン化 が進む とともに
,計 量経済 モデル ・人

口 予測 分析 等の予測計 画業務へ の適 用 が行 われて きて いる。

市 区町村 で は,住 民税,固 定資産税 等の税 務事務 が多 く,次 いで給与計算 ,上 下水道,国 民年金,

住 民記録,各 種 統計等 に利用 されてい る。

地方公共 団体 の コ ンピュ ータ利用 の特色 は,国 と比較す ると次の とお りで あ る。

(a)中 ・小型機 の利用 が多 い。

規模 別 にみ ると,都 道府 県で は,中 型137セ ッ ト(39.8%),小 型100セ ッ ト(29 .1%),超 ・」・型63

セ ッ ト(18.3%),大 型44セ ッ ト(12.8%),市 区 町村で は中型210セ ッ ト(38 .0%),超 小 型162セ

ッ ト(29・4%)・ 小 型138セ ッ ト(25・0%),大 型42セ ッ ト(7 ,6%)と な ってお り,大 型機 は10%前

後 で ある。

(b)買 取 り機 が多 い。

導入 方式別で み ると,都 道府県 で は買取 り機 が209セ ッ ト(60.7%),市 区 町村 で は235セ ッ ト(42 .6

%)と な ってお り,国 で は18セ ッ ト(6.4%)に す ぎない。

(c)市 区 町村で は,バ ッチ処理 中心で あるが,都 道府県で は リアルタイム処理 が増加 してい る。

処理方式別 でみ る と,都 道府県 では,バ ッチ処理171セ ッ ト(49 .7%),リ アル タイム 処理104セ ッ

ト(30.2%),市 区 町村 で は,バ ッチ処理462セ ッ ト(83.7%) ,リ アルタイム処理54セ ッ ト(9.8%)と

な ってい る。

(d)SE・ プ ログ ラマー が多 く,オ ペ レー タ ・キ ーパ ンチ ャーの派遣 要員利用 が進 んで い る。

要員数 は,都 道 府県で2,421人,そ の内訳は,SE・ プ ログラマー1,220人(50.4%),関 係 事務
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職 員510人(21.1%),庶 務 そ の 他432人(17.8%),オ ペ レ ー タ159人(6.6%),キ ー パ ン チ ャ ー

100人(4.1%)の 順 と な っ て い る 。 市 区 町 村 で は4,700人,そ の 内 訳 は,SE・ プ ロ グ ラ マ ー1,986

人(42.2%),庶 務 そ の 他941人(20.0%),キ ー パ ン チ ャ ー762人(16.2%),関 係 事 務 職 員562人

(12.0%),オ ペ レ ー タ449人(9.6%)の 順 と な っ て い る 。キ ー パ ン チ ャ ー や オ ペ レー タ が 少 な い の は,

派 遣 職 員 の 利 用 が進 ん で い る も の で,都 道 府 県 で は488人,う ち キ ー パ ン チ ャ ー が226人,オ ペ レ

ー タ が157人 と な っ て お り
,78.5%を 占 め て い る 。 市 区 町 村 で は528人,う ち キ ー パ ン チ ャ ー328

人,オ ペ レ ー タ73人 で,79.9を 占 め て い る 。

D情 報処理関係予算の概況

1978年 度 の国の情 報処 理関係予 算の状況 は,3-2-12表 の とお り,総 額 約1,424億5千 万 円で

前年度 に比 し17.3%の 伸 び を示 してい る。

3-2-12表1978年 度情 報 処理 関 係 予算

(単位:千 円)

会計区分

経費区分

一般会計 特別会計 合 計
前年度当初予算比(%)

一 般 特 会 合 計

電子計算機運用等経費 31,011,656 62,248,029 93,259,768 108.5 159.1 137.7

情報システム開発経費 5,400,221 2,371,066 7,771,287 87.1 41.5 65.2

情報処理振興等経費 29,288,263 ,12,128,869 41,417,132 91.3 124.2 99.0

総 計
65,700,140

<2,070,770>

76,748,048

<22,178,034>

142,448,187

<24,248,804>
98.3 140.6 117.3

注)〈 〉書きは国庫債務負担行為額で概数である。

1978年 度 予 算の特色 としては,次 の点 が挙 げ られ る。

(a)特 別 会 計予 算 が767億 円 と53.8%を 占 め,一 般 会計 を上回 って い る。

これは緊縮財政 の影響 もあ り一般会 計予 算 がひ き締 め られて いるとと もに ,特 別会計 で大型 の コ

ピュー タの導入,切 替 が行 われた ためで,と くに郵政 省貯 金局の計算セ ンター,事 務 セ ン ターの導

入 が大 きい。

(b)情 報 システ ム開発 の経費 が大幅 に減少 してい る。

これは, ,数 年継 続 して行 われて きた大型情報 システ ムの開発 が終 了 し,逐 次運用段階 に入 ったた

めで,簡 易保 険,為 替貯金 の システム がその例 で ある。

(c) ..国庫 債 務負 担行 為 による導入計 画 が多い。

最近 の システ ムの大型化,高 度化 に伴 い,単 年度 で導入,切 替 を行 うので な く,数 年計画で行 う

ものが増 えて いる。

警察庁,労 働 省の全国情報処 理 システ ム,雇 用保険 トータルシステムが その例 で あ る。
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E行 政情報処理の推進施策

行政機関におけるコンピュータの利用は,こ れまでみるとおり,年 々大型化 ・多様化の傾向 にあ

るが,現 在の厳 しい行財政の事情下にあっては,そ の効率的利用が一層要請 されてきている。

このような背景の下に,行 政管理庁では次の事項 を中心 として,1978年 度の行政情報処理の施策

を推進することとしている。

(a)コ ンピュータ利用の効率化の推進

行政機関におけるコンピュータ利用の効率化 については,各 省庁 と協力 して,共 通課題 に関する

改善方策の共同研究 および個別情報システムの分析検討等を行っているところであるが,引 続 きその

推進を図 るとともに,デ ータの有効利用及びプログラムの相互利用等にっいて具体的な対策 を促進

する。

各省庁共通の課題 に関 しては,「行政情報処理の効率化 に関する推進方策」(1977年1月4日 行管

理第1号 ・各省庁情報処理担当課長会議了解)に 基づき,次 の4っ の共同研究会 を開催 している。

① 電子計算機利用の費用対効果の分析方法研究会

② 電子計算機の稼動分析方法研究会

③ ソフ トウェアの開発 ・管理の効率化研究会

④ オンラインシステムの効率化研究会

このうち①～③の研究会にっいては,1977年 ～78年度の研究結果に基づ き,ガ イ ドライン作成を

行 う予定である。

また,各 省庁個別情報 システムの分析検討については,各 省庁の要望 に応 じて,行 政管理庁 との

共同プロジェク トチームを設 けて,コ ンピュータの運用効率を分析するもので,具 体的な効率改善

を目的 としている。

データおよびプログラムの有効利用に関 しては,各 省庁 が保有 しているデータ,と くに磁気テー

プファイルにっいて提供可能 なものおよび各省庁 が開発 したプログラムの うち,汎 用性の高いもの

について実態調査 を行い,フ ァイル一覧,プ ログラム一覧を作成 し,相 互利用の基盤整備 を行 うも

のである。

(b)電 子計算機共同利用施設の整備

電子計算機共同利用施設の業務開始に伴い,各 省庁 との緊密 な連携の下に法令検索 および個別省

庁 システム等の業務 を実施 し,そ の円滑 な運営 を図ることとし,今 後 における共同施設の一層の充

実 を促進する。

電子計算機共同利用施設は,1978年4月 大型 コンピュータを導入 して,業 務処理 を一部開始 した。

その主要業務は,① 電子計算機未設置省庁の事務処理,② 各省庁 に共通するシステムの提供(法 令
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検索,国 会会議録検索 システム等),③1青 報処理要員の合同研修である。

(c)行 政情報処理 に関する調査研究の充実

行政情報処理調査研究費の運用 にっいては,各 省庁のコンピュータの有効利用の推進 に寄与する'

具体的効用の高い研究事項および電話回線を含めた通信回線の効率利用等行政情報処理の効率化の

基盤 となる事項 に重点を置いて調査研究を進めることとし,さ らにその成果の一層の活用を推進す

る。

行政情報処理調査研究費は,各 省庁 に共通関連する情報 システムを開発するため,行 政管理庁 に

一括計上 されているもので,1970年 度 より9か 年を経過 し,基 礎的 な調査研究の充実 とともに具体

的な効用の高い情報システムの開発が要請 されて きている。

1978年 度の調査研究テーマは,次 のとおりである。

(1)情 報処理の基盤 となる事項の調査研究

① ソフ トウェアの開発 ・メンテナンスの効率化(行 政管理庁)

② オンラインシステムのパフォーマンス予測方法(行 政管理庁)

③ 行政電話通信 回線網の実用化(行 政管理庁)

④ コンピュー タ群構成の最適化(気 象庁)

⑤ 行政情報通信 システムの障害対策(行 政管理庁 ・郵政省)

(2)具 体的 な情報 システムの調査研究

① 音声認識 による入出力システム(警 察庁)

② 自動インデ ックスシステム(防 衛庁)

③ 海外農業開発情報検索システム(農 林水産省)
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2電 子計算機および情報処理の標準化

Aは じ め に

わが国 における工業標準化事業が始められたのは,1921年 官制により,工 業品規格統一調査会が

設置 されてからのことである。その後幾 多の変遷が行なわれ,1949年 工業標準化 に関する理念を統一

的に確立 し,こ の事業の国家的統一性の確保と発展 を図 るため工業標準化法が制定され本格的な工

業標準化事業が始まった。

この工業標準化法により産業の近代化を促進 しながらわが国産業経済発展の基盤 として各方面に

め ざましい成果を挙げながら果た して きた役割は非常に大 きいものがある。 しか しながら工業標準

化事業 をとりまく環境も大 きく変わり,内 には,わ が国経済社会政策の目標も経済 と国民生活の調

和ある発展へ,外 には国際社会との協調的発展へ移行するに伴い,工 業標準化事業もこれらの諸要

請にこたえるため,そ の果たすべき役割の重要性は,益 々増大 してきている。

B標 準化 の 意義

標準化 を行なうことによって得られる効果は,一 般的 に別の製品系列 との間の互換性の確保から,

生産面の合理化 ・能率化ひいてはメーカーの健全な競争 を助長 し,技 術進歩 を促すことにある。

また,ユ ーザーへの使用選択上の便宜の提供や,品 質の保証 など使用上のメリッ トが得 られると

ころにある。

このよ うにメーカー,ユ ーザーへの期待効果を背景にしながらも,電 子計算機および情報処理関

係 における標準化の動向をみたとき,初 期の段階では技術的変遷途上にあったことと,こ の産業自

体 がもっ本質的な多様性のために,一 部の例外を除き他の分野ほど余 り活発ではなかった。 しかし

なが ら,電 子計算機産業を含め情報産業が知識集約型産業 として今日のように他の産業に比 し類例

のない発展の過程と多様化が進むにつれて,メ ーカーおよびユーザーならびにその関係方面に標準

化の意義の認識が高まり,さ らには電子計算機の利用技術の中から派生 して きた情報処理技術の普

及 と高度化とが相まって,各 種,各 方面での標準化の必要性がより痛切に感 じられるようになって

きた。すなわち,一 つの情報処理または情報交換のためのシステムを考えてみても,シ ステムを構

成する多数の機器の選択を容易にするためには,個 々の機器についてはもとより機器相互間の接続

条件の標準化が,ま た,技 術者の教育や流動性を確保するためにハ ードウェア,ソ フ トウェア両面

にわたる標準化がさらには情報交換を容易に行なうために各種のデータコー ドおよびデータ様式の
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標準化が必要となる。

また,多 数の情報処理 システムを結ぶネッ トワークの形式を考えた場合 には,一 つの情報処理シ

ステムの標準化のほかに,通 信回線の利用方法をも含めデータ伝送制御手順など広範 な事項にわた

る標準化 が必要となる。

このように,全 般的な情報システムの発展のためには,こ れらについての標準化を図るとい うこ

とが最も基礎的にして不可欠な要件であり,そ の促進のためにも極めて緊要であるといえる。

電子計算機および情報処理に関する標準化にっいて考えた場合,具 体的には.① システムの修正,

変更,保 守などを容易にし,② システムの運営や管理とその評価を容易にし,技 術の向上や将来の

発展成長の基礎 となり,③ 異 なるシステム間の情報交換を容易にする,な どの点が挙げられる。

C標 準化の特長 とその問題点

(a)標 準化の特長

一般の鉱工業製品の標準化の効果と情報処理関係の標準化 とは
,基 本的にはなんら相違する点は

ないが,そ れ自体のもっ特長として,次 の点が考えられる。

① 電子計算機本体 を始めとして,各種入出力装置,高速印字装置,各 種補助記憶装置,パ ター ン

認識装置および通信回線 を介 しての端末出力装置 など,極 めて複雑で精密な機械群で構成 されるシ

ステムであること。

② 適用業務 に対するプログラムなど,ソフトウェアに関 しては,シ ステムの目的によって利用者

が自ら創造開発 しなければならず,現 在は利用方法の開発が電子計算機の進歩発展に,さ らにいい

換 えれば,情 報処理装置の進歩発展に比べて遅れているともいわれ,こ のように機械と使い方の相

関性 が密接なものであること。

③ 需要分野の拡大に伴 い,関連企業間の競争が激 しく,また技術進歩の最も著 しい分野であり,

システムを構成す る機器がそれぞれ1社 または数社 にわた り分業独立 して,生 産,開 発が進められ

ていること。

④ 通信回線 との結合により広域的な情報交換 ・処理 を行 なうような一大総合体系として,各 種

の情報交換が行なわれること。

以上のような特長をもつ情報処理関係の標準化は,他 の分野の標準化とは若干異なる性格 をもっ

てお り,そ れぞれの規格相互間になんらかの関連性 をもたせ ながら,有 機的に進めていかなければ

ならない。

(b)標 準化の問題点

上述のように,ハ ー ドウェアの面における標準化は,単 一部品や単一機械だけではなく,機 器 ま

たはそれらの組合せ全体からみて考えなければならず ,そ の対象は複雑多岐にわたるものである。
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また,ソ フ トウェアの面からはン・一 ドウェアの技術進歩 と相 まって,利 用面での技術進歩が図 られ

るべ きものであり,一 定の ドキュメン トとして記録表現 された上でなければならない。

さらに,こ れら両者の組合せで構成されるシステムは,利 用目的やその レベルによって多様性 が

あり,そ の統一にはかなりの努力と研究を要するところであ り,標 準化を推進するに当っては,次

の問題点が列挙される。

① あまり早期な標準化を行 なうことによって,技 術進歩 を阻害す ることは避けなければならな

いが,ま た,逆 に時期 を失することによって多種多様 な既成事実 による困難 さを来たすので,技 術

進歩 について的確 な将来展望の下に計画的に進めなければならないこと。

② 国際的 な標準化の方向 を見失 うことなく,国内の標準化 を進めていかなければならないが,国

際的な標準化の確立をまって国内の標準化を行 なうといった受動的な姿勢であっては,わ が国の国益

にも反する場合も生 じるため,積 極的に国際標準化機構 との調整 を図りながら進めていかなければ

ならない。

③ 標準化に際 しては,その適用範囲の広 さに比例 して利害関係の躯冠囲が広がることもあるため,

電子計算機メーカー,ソ フ トウェア企業および多数のユーザーなどの広範 な関係者の協力を求めて,

意見の調整を行なわなければならないこと。

D標 準 化 の現 状

わが国 にお ける電子計算機 および情報処理 に関 しての標準化 は,国 際標準化機構(ISO:In-

ternationalOrganizationforStandardization)の 動 向 を勘 案 しつつ,一 方で は,国 内の社 会

的 または経済的 ニーズによって独 自の立場 か ら進 めて い る。

以下 に国際標準化活動 と国内標準化活動 の概 要 につ いて述 べ る。

(・)国 際標 準化活動

標準化 につ いての国際機 関 と して1926年 設 立 された万国規格統一協会(ISA)の 事 業 を引 き継

ぎ1947年 に設立 されたISOが あ り,現 在65ヵ 国 が加入 してい る。

わ が国 は,海 外 との標 準化 に関す る技術 的交流 の重要性 を認め1952年 閣 議 了解 に基づ いて 日本工

業 標準調査 会(JISC:JapaneseIndustrialStandardsCommittee)が 加入 した。

ISOに は,総 会,理 事会(わ が国 を含 め18ヵ 国),専 門 委員会(TC:TechnicalCommittee.

152委 員 会が設置 されてい る)お よび その下 部機構 として分科会(SC:SvbCommittee)が 設 け

られて いる。

ISOに 設 置 されてい る152のTCの うち,電 子計算機 お よび情 報処理の関係は,ド キュメ ンテー

シ ョンに適 用 され る情報 シス テムおよび交換網 を含む ドキ ュメ ンテ ーシ ョン ・文献 および情報 の取

り扱 い に関す る分野の標準化 を担 当す るTC46(名 称:Documentationド キ ュメ ンテーシ ョン)お
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よ び コンピュー タ,情 報処理 システ ム,周 辺機 器等の分野 の標準化 を担 当す るTC97(名 称:Co-

mputerandInformationProcessing電 子 計算機 と情 報処理)で,こ れには積極的 に参 加 して投

票権 をもつPメ ンバー(ParticipationMember)と して,わ が国 は参加 してい る。1977年 には,TC

46関 係 で は総会(パ リ)、TC97関 係 では,総 会(シ ドニー),SCI(ロ ン ドン),SC2(ロ ン ドン),

SC5(ハ ー グ),SC6(シ ドニー)SC6WG(シ ドニー,オ タワ,ユ トレヒ ト,ケ ル ン,ジ ュネーブ

等),SC9(ワ シ ン トン),SC10(パ リ),SC11(ワ ル シャワ),SC12(ワ ル シャワ),SC13(ベ ル リ

ン),SC13WG(ロ ス ア ンゼルス),SC14(ロ ン ドン),SC15(ロ ン ドン)お よびSC16(ワ シン トン)で

そ れぞれ会議 が開催 され,わ が国 から延べ51名 の 代表 が出席 し,活 発 な意見 交換 を行 な って きた。

なお,ISO/TC46お よ びISO/TC97の 組 織 図 を3・-2-4図 お よび3-2-5図(こ 示 す・

'3 -2-4図ISO/TC46組 織図
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なお,現 在 まで に制定 され た国際規格(IC:InternationalStandard)お よ び国際規格案(DI

S:DraftIntemationalStandard)の 件 数 は,ISO/TC46関 係 で は41件 ,ISO/TC97関 係 では

101件 の 多 くにのぼ っている。

(b)国 内 標準化 活動

JISの 審 議 は,工 業標準 化法 に基づ いてJISCが 行 なってお り,JISCの 議 決 を経 た後,主 務 大

臣 によって官報 に公示 されてい る。JISCに は,こ れ らの業務 を行 なうために総合的 全般的 な事項 を

審議 す る標準会議,そ の下 に各 部門別 に調査 審議す るため に 部 会(29部 会),さ らにそれぞれの部

会 ご とに専 門的事項 を調査 審議 す るための専 門委員会 が設置 されて いる。

1977年 には,必 要 な所掌範囲 を整理統 合 し,審 議 の効率化 を図 る目的 から部会 の再編 成 が行 なわれ

従来基 本部会の所掌で あった ドキ ュメ ンテー シ ョン関係 を吸収 す るとともに情報処理部会 を情報部

会 と改 称 し,情 報処理関係 の一 層充 実 を図 ることになった。電子 計算機 お よび情報処理関係 につ い

ては,情 報部会の下 に現在36の 専 門委員会 が所 属 し,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアおよび ドキュメ

ン テ ーシ ョンの全 般 につ いて調査 審議 を行 なって い る。 その組織 体系 を3-2-6図 に示す。

なお・JISCに 付 議 されるJIS原 案 は,標 準化 すべ きものの必要性 と緊要性 を考慮 し
,ま た,関
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係 部 局,関 係 方 面 と協 議 して,テ ーマ を定 め,(社)情 報処理 学会,(社)日 本情報処理開発協会,

(社)日 本 電子工 業振興 協 会,(社)日 本 ドキュメ ンテー シ ョン協会 等に,そ の作成 委託 を行 なってい る。

EJISの 制 定

現在,電 子 計算 機 および情報処理 のJIS規 格 は,基 本 的 にはその性格上,国 際規格(IS,DIS)と

の 整合性 を図 らねば ならず,,ISOと の 協調 を図 りなが ら国内の社会的 または経 済的ニ ーズを踏 ま

えながら規格 の制 定 を行 なって きた。

本年度 において は,次 の制定,改 正 を行なった。

① 近 年,普 及 が著 しい 日本語情 報処理 システ ム に対 処す るために必要 な漢 字6,349字 を選 定 し

コー ド化 した 「情報交換 用漢字符号系(JISC6226)」 を制 定 し
,日 本語 情 報処理 に関す る標準化 の第

一 歩 をふみだ した
。

② 数値制御工作機械 の普及発 展 に伴 い,NCプ ロ グラム用言語の統 一の必要 か ら「数値 制 御 プ

ロセ ッサ の出 カーCLDATA-(JISB6325)」 を 制定 を行なった
。

③ 電子計算機 の進 展 によ り情報処理 部門 に用い られ る用語 を年 々増 加 してお り,用 語の混乱 を

少 な くし,今 後 の情報処理部門 の円滑 化 を図 る必要 か ら「情 報処理用 語(JISC6230)」 の 改正 を行 な

った。

④ その他 デー タコー ド関係 の「日付の 表示(コ ー ド)(JISC6262)」 「時 刻の表示(コ ー ド)(JISC

6263)」 お よび「商品分類 コー ド(JISC6265)」 の改 正 を行 なった。

なお,JIS制 定 の一覧 表 を3-2-13表 に 示す。

3-2-13表 情 報処 理 関 係JlS－ 覧

JIS番 号 名 称 制 定 改 正 確 認

B6325-77 数値制御プロセッサの出カーCLDATA 77.12.1 一

CO803-71 印刷電信機のけん盤配列及び符号 61.11.1 『 78.3.1

C6201-76 電子計算機プログラム用言語FORTRAN(水 準7000) 67.5.1 76.11.1

C6202-76 電子計算機プログラム用言語FORTRAN(水 準5000) ノ' 〃 〃

C6203-76 電子計算機プログラム用言 吾FORTRAN(水 準3000) ノノ 〃 〃

C6205-72 電子計算機プログラム用言語COBOL 72.8.1 一 75.8.1

C6210-72 電子計算機プログラム用言語ALGOL(水 準7000) 67.5.1 72.3.1 78.3.1

C6211-72 電子計算機プログラム用言語ALGOL(水 準6000) 〃 〃 〃

C6212-72 電子計算機プログラム用言 吾ALGOL(水 準5000) 〃 〃 〃

C6213-72 電子計算機プログラム用言語ALGOL(水 準4000) 〃 〃 〃

C6214-72 電子計算機プログラム用言語ALGOL(水 準3000) 〃 〃 〃

C6215-72 電子計算機プログラム用言 吾ALGOLの 入出力(水 準76) 〃 〃 〃

C6216-72 電子計算機プログラム用言語ALGOLの 入出力(水 準60) 〃 〃 〃

C6217-72 電子計算機プログラム用言語ALGOLの 入出力(水 準50) " 〃 〃
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JIS番 号 名 称 制 定 改 正 確 認

C6218-72 電子計算機プログラム用言語ALGOLの 入出力(水 準40) ', ,' ,ノ

C6219-72 電子計算機プログラム用言語ALGOLの 入出力(水 準30) ', 〃 ノノ

C6220-76 情報交換用符号 69.6.1 76.1.1

C6221-73 情報交換用及び数値制御機械用符号のテープ上での表現
ノノ 73。3.1 76.3.1

C6222-69 情報交換用符号の磁気テープ上での表現
,ノ 一 76.1.1

C6223-72 情報交換用符号の紙テープ上での表現 72.3.1 一 78.3.1

C6224-77 情報交換用符号の磁気カセットテープ上での表現 77.3.1 一 －

C6226-78 情報交換用漢字符号系 78.1.1 一 －

C6227-76 情報交換用機能キャラクタ図形表現 76.1.1

C6228-75 情報交換期符号の拡張法 75.3.1 78.3.1

C6229-70 光学式文字認識のための情報交換用符号 74.6.1 78.3.1

C6230-77 情報処理用語 70.10.1 77.12.1

C6233-72 情報処理系けん盤配列 72.2.1 一 78。2.1

C6240-70 情報交換用磁気テープ 70.4.1 一 76.4.1

C6241-72 NRZI方 式 による情報交換期磁気テープの情報記録様式 72.8.1 一 75.8.1

C6242-77 情報交換用磁気テープリール 71.1.1 77.3.1

C6243-76 情報交換用紙テープ 70。4.1 76.11.1

C6244-75 情報交換用紙カード 72,2.1 75.8.1

C6245-70 情報交換用磁気テープのラベルとファイル構成 70.4.1 一 76.4.1

C6246-71 情報交換用紙テープ孔の位置と寸法 71,3.1 一 77.1.1

C6247-73 情報交換用紙カー ドの孔の位置と寸法 73.3.] 一 76.3.1

C6248-74 6枚 形磁気ディスクパックの機械的互換性 74.3.1 77.4.1

C6249-75 6枚 形磁気ディスクパックの磁気的特性 75.8.1

C6250-76 光学式文字認識のための字形(英 数字) 70.6.1 76.11.1

C6251-71 磁気インキ文字読取用字体および印字仕様(E13B) 71.3.1 一 77.1.1

C6252-73 光学式文字認識のための字形(片 仮名) 73,8.1 76.9.1

C6253-75 光学式文字認識のための印字f士様 75.2.1 78.2.1

C6260-73 都道府県コー ド 70.4.1 73.4.1 76.4.1

C6261-73 市区町村コー ド
ノ' 〃 〃

C6262-77 日付 の表示(コ ー ド) 〃 77.12.1

C6263-77 時 刻 の表 示(コ ー ド) 〃 〃 －

C6264-71 性 別 の コ ー ド 71.1.1 一 77.1.1

C6265-73 産業分類コー ド 71.4.1 73,3.1 76,3.1

C6266-72 職 業 コー ド 72.3.1 一 78.3.1

C6267-77 商品 分類 コー ド 74.3.1 77.12.1

C6269-76 勘定 科 目 コー ド 76.1.1

C6270-75 情報処理流れ図記号 ・ 70.4.1 75.2.1 78.2.1

C6271-73 2値 論理素子記号 73.3.1 一 76.3.1

C6272-76 電子計算組織構成機器の性能表示 72.12.1 76.1.1

C6273-75 情報交換用単位記号 75.8.1

C6280-75 情報交換用磁気カセットテープ 75.3.1 一 78.3.1

C6281-75
、

情報交換用磁気カセットテープの情報記録様式 〃 〃
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JIS番 号 名 称 制 定 改 正 確 認

C6282-75 位相変調方式による情報交換用磁気テープの情報記録様式 75,2.1 一 78.2.1

C6283-75 情報処理用連続伝票 〃 一 〃

C6284-75 11枚形磁気ディスクパックの機械的互換性 ノノ 一 〃

C6301-74 学歴区分コー ド 74.3.1 一 77.3.1

C6302-74 大学 ・高等専門学校コー ド 〃 一 〃

C6303-74 続 柄 コー ド 〃 一 〃

C6304-76 地 域 メ ッシ ュ コー ド 76.1.1

C6360-71 伝送回線上のキャラクタ構成と水平パリティの用法 71.4.1 77'.1.1

C6361-71 モデムと通信制御装置及びデータ端末装置とのインタフェース 71.4.1 一 77.1.1

C6362-75 基本形データ伝送制御手順 75.8.1

Fお わ り に

電子計算機および情報処理の標準化は,そ の対象範囲がソフトウェアからハー ドウェアと多種多

様であるが,し かし,技 術進歩 ・国際的標準化の方向 ・各方面での利害関係等を的確 に把握 し,統

一的 にしかも方向を誤 まらずに前向きに標準化 を進めて行 く必要がある。 また,近 年にはGATTの

場 で も非関税障壁 となるよ うな各国別の標準化でなく,全 世界共通的な標準化を策定すべきであ

ると改めて提唱され,ガ ット・スタンダー ドコー ド(技 術的貿易障害防止のための行動規約)と し

て本格的に議論されることになり,そ の動向についても十分注意を払い,各 方面の協 力を得ながら

体系的,か つ,計 画的に標準化事業 を強力に進めながら,、これに対処 していかなければならない。
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3経 済企画庁における電子計算機利用の現状

Aは じ め に

経済企画庁 における主要業務は,国 の経済全般の運営のための基本方針 を策定 し,経 済政策の企

画 ・立案 ・総合調整を行 うことにあり,長 期経済計画および毎年度の経済見通 しの策定,内 外の経

済動向の調査,分 析等,幅 広い仕事に従事 している。

これらの業務を効果的に行い,か っ現実の経済の客観的分析 と説得力のある政策立案のためには,

迅速で的確な情報の入手とともに,電 算機による大量のデー タ処理や多様 な分析手法が不可欠であ

る。

このような観点から,企 画庁においては,1960年 以降,経 済分析を中心 とした庁内の情報処理 を

効果的に進めるため,電 算機を導入 してきたが,増 大する業務に対 して,よ り多量かつ効率的処理

を行 うため,1976年9月,FACOM230-75を 導入 した。

B経 済企画庁の情報処理の特長

企画庁で行われている主要な業務は3-2-14表 のとお りである。このような業務を情報処理の

観点からみると,次 のような特長 を持 っている。

① 統計集計や事務計算処理のようないわゆるルーチンワーク業務力∨比較的少 ない点である。す

なわち,経 済計画の策定や各種の経済政策の立案は,そ の時々の経済情勢に応 じて行われるもので,

それぞれの目的に合った経済分析が行われている。

② そのため情報処理の方法は計量経済モデルのシミュレーションや,現 在行われている新SN

Aへ の移項過程の作業 にみ られるように,試 行錯誤的な繰 り返 し計算が多い点である。

③ 計算に用いるデータとしては,マ クロ経済の時系列データが中心であり,し かも各業務に利

用 されるデータは共通 に使 われるものが多い点である。そのため,共 用可能なデータをデータバ ン

クとして整備することが有効になってくる。

④ 庁内の各部局で経済分析計算 を中心とした業務が頻繁に発生 し,電 算機の専門家以外の一般

ユーザーが多い点である。

そのため,誰 で もが簡単に電算機 を使用できるような汎用情報処理プログラムを整備することが

必要になって くる。

以上のような特長 を持つ業務の要求にそった,当 庁のデータバ ンクおよび情報処理 システムにっ
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い て 次 に説明す る。

Cデ ータバ ンクにおける汎用経済データ処理システムの利用

当庁での経済分析 は,主 として国全体 のマ クロ経済 を対 象 とす るもので あ
って,膨 大 なデー タを

効 率的 に処理す るこ とが不敬 とな・て・・る・ と くに
,個 ・の デー タを単 に分析 す るだけで な く,

高 度 な加工 ・分析 を必要 とす る場 合 が多い。以上の こ とか ら
,当 庁の デー タバ ンクは,単 にデー タ

の収集,蓄 積,検 索 に留 ま らず ,経 済 時系列 デー タの処理 ・加 工 を容易 にす るため
,汎 用経済 デー

タ処理 システム と直結 して利用で きるよ うな形 で整備 されてい る
。

なお,こ の データバ ンクに蓄積 されてい るデー タは ,マ クロ経済 デー タで あ り,収 納系列 は国民

所 得,物 価,貿 易,機 械受注,労 働 ,賃 金 などの デー タが主 で あ り,最 大収納 系列数 は1976年9月

の電 算機 の レベル ア ップによ り,そ れ まで の13,600系 列 か ら,40,000系 列 へ と大 幅 に増加 した。現

在澄 銚 れてい る時系列デ ー タは糸勺2・,… 系列 で ある(3-2-15表 ・3-2-16表 参 照)
。

現在,当 庁 にお』いて利用 されて い る情報 処理 システム は次 の とお』りで ある
。'-

(a)IRENE(INFORMATIONRETRIEVALSySTEMINECONOMICPLANNINGA

-GENCY)

時 系 列デー タを頻繁 に取 り扱 う場 合,デ ー タの メ ンテナ ンス
,加 工,分 析,作 図,作 表 などは非

常 に複雑 なもの となる。iRENEは こ の よ うな業務 を統一化 した簡単 な指示方式で行 えるよ うにな

って いる。 また定型的 な業務 にはカ タロ グ機能 があ り
,公 表数値作成 のための季節調整法 の利用や

出 力形式等 につ いてか なりの考慮 がな されてお り,多 様 な処 理 が行 え る汎 用 システ ムとなってい る。

現 在,こ の システ ムは種 々の分析 に庁 内 にお』いて最 もよ く利用 されてい る
。

さらに,会 話型 グラフ ィック ・デ ィス プ レイ利 用 の シス テ ムG・IRENEが 開発 され デー タ

の検索,加 工,分 析,作 図等 がバ ッチ用IRENEと 同 じ く簡 単 にグ ラフ ィ ック ・デ ィスプ レイを利

用 して行 うことが可能 となった。

(b)EDRAS(ECONOMICDATARETRIEVALANDAPPLICATIONSYSTEM)

デ ー タバ ンクの デー タの検 索,加 工,メ ンテナ ンス,作 表,作 図等の機能 を有 し,簡 単 な指示 を

与 えることにより処 理で きる。

また,現 在グ ラフ ィ ック ・デ ィス プレイ使用 のG・EDRASが 開 発 され利用 されてい る
。 この

システ ムの使用 によ り,人 間の思考形式 にそった試行 錯誤的 な処理 が可能 とな り,目 的 にそ った柔

軟 な経済分析 を簡単 に行 うことが可能 にな った。

以上の よ うなデ ータバ ンク利用 システム を用いて,か なり複雑 なデー タの処理
,加 工,作 表,分

析 等 を行 うことがで きる。

さらに,当 庁 にお いて は,よ り高度 な経済分析 を行 うための経済分析用 プログ ラム ・ライブ ラリ
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が整備 されて お り,メ ー カー提供 のア プリケー シ ョン ・プ ログラム とともに,高 度 な経 済分析業務

を支 えてい る。

現 在,当 庁で は電算機 利用形態 と して,近 年 技術 的進歩 が著 しい会話型処理(TSS)シ ス テム

に グラフィ ック ・デ ィス プレイを導入 し前述 した よ うに,G・IRENE,G・EDRASの 開 発 を行 い,

その利用の拡大 を図 って いる。 これ らの システ ムは,グ ラフ ィ ック ・デ ィス プレイ装 置 に出 力され

るグラフや表 を通 して計算機 と対 話 しながら,必 要 な結 果 を入手で きるシステムであ り,試 行錯誤

的業務 の多い当庁 に適 した システ ムとなっている。 これ によ り,柔 軟 で的確 な経済分析 を簡単 に行

うことが可能 となる とともに,利 用者 が視 覚的 に判断で きるため,よ り一層の処理効率の向上 が図
む

られ ることとなった。 この よ うな見地 か ら,当 庁 において は今後 さ らにグ ラフ ィック ・デ ィス プレ

イ利用 システムの活 用 が期待 されてい る。

D計 量モ デル ・シ ミュ レー シ ョンによ る経済分 析 業務

当庁では種々の計量モデルを用いて,経 済の構造分析や,政 策効果分析等を行っている。経済計

画の策定,経 済政策立案 に際 し,計 量モデル分析 は,欠 くことので きないものとなっている。さら

に基礎研究においても,多 くの計量モデルが用いられ成果 を上げており,当 庁の経済分析業務の中

で,重 要な位置を占めている。なお,計 量モデルとは,簡 単には,経 済変数間の関係 を経済理論と

統計理論を用いて連立方程式化 したもの ということがで きる(3-2-17表 参照)。

計量モデルプログラムは,そ の利用 目的に応 じて,独 立 じたプログラムとして作成 され,使 用 さ

れているが,通 常以下のような作業手順を経て行われる。

(a)各 方程式の推定

連立方程式体系を構成す る各々の方程式を推定する作業である。すなわち各経済変数間の関係と

して経済理論から導かれた関数型をあてはめ,そ の係数を実数のデータを用いて推定す ることによ

'り各経済変数間の関係 を数量的に確定する作業である。推計 には最小自乗法,二 段階最小自乗法,

制限情報最尤法等が用いられる。これ らは,当 庁経済分析 ライブラリや メーカー提供の計量経済モ

デル分析 システムに含まれている。

(b)方 程式体系のチェック

推定された連立方程式モデルの妥当性を検討する作業であり,作 成 したモデルが現実の経済構造

をどの程度よく反映 しているかを,モ デル ・シミュレーションを行 うことによってチェックする作

業である。

(c)作 成 された計量モデルの利用

以上の手順を経て計量モデルが確定すると,そ れを用いて将来の予測や政策効果の分析等 を行い,

その結果を経済計画等の企画 ・立案にフィー ドバックする。
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また,計 量 モデルの他 にも,線 形計 画の手法 を用 いた最適化 モデ ル(タ ー ンパイ ク)や システム

・ダイナ ミックスの手法 を用 いた もの等 も作 成,使 用 されて い る。今後 も,こ れ らの高度 の経 済分

析業務 は,質 ・量 ともに,一 層増加す るもの と予 想 される。

Eお わ り に

これまで述 べて きた よ うに,企 画 庁 においては庁内の 誰で もが簡単 に利用で きる経済情報処理 シ

ステム を,デ ー タバ ンクを有効 に利用 しつつ 整備 す るこ とに力をそそいで きた。

さらに,近 年増加傾向 にあ るモデ ル作成 のため に,個 別 に'登録 ・利 用で き,か っ,従 来 のデ ー タ

バ ンクと同様 の経済分析機能 をもつ デー タベー スの機能 追加 を行 った。

一方
,TSSの 次 の時代 の電 算機利 用形態 と して,コ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クが注 目をあびて

いるが,諸 官庁 に さきがけ企画庁 では,同 じ経済 官庁で あ る通 商産業省 との ネ ッ トワー クの形 成 に

着手 してい る。 これ が完成す れば,オ ンライ ンによ り互 いの システ ム,デ ー タバ ンクの利用 が可能

と なり,経 済 分析 ・企画 ・運営 の よ り一層 の能 率の向上 が期待で きると思 われ る。

3-2-14表 経済企画庁の主要経済分析業務

局 名 主 要 経 済 分 析 局 名 主 要 経 済 分 析

調 整 局 経済見通し 調 査 局 経済白書作成

貿易 ・国際収支見通 し 月例経済報告

産業経済分析 世界経済白書作成

国際経済協力の調査分析 海外経済報告

国民 生活局
一

国民生活白書作成 経済変動観測

国民選好度調査 日本経済指標作成

社会指標の作成 機械受注,消 費者動向等各種調査

生活環境分析 景気動向指数作成

消費者行政総合調査 経 済研 究所 短期経済予測モデル

物 価 局 卸売物価分析 金融 ・財政 ・産業構造等の分析

消費者物価分析 システム分析

物価レポート作成 国民所得推計

物価予測モデル 県民所得分析

物価関連統計分析 資本ストック分析

総 合計画 局 経済計画策定関連作業 新SNA推 計

経済計画用各種モデル 産業連関分析

世界経済モデル

地域構造分析
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3-2-15表 デ ー タバ ン ク収 納 系 列一 覧

一般 経 済 デー タ
物価関係データ 国民所得統計

1.財 政 1。50年 基準卸売物価指数 1.基 本勘定

・財政資金対民間受払など ・基本分類,特 殊分類 1.国 民総生産と総支出勘定

2.金 融 ・品目別指数 2,国 民所得分配勘定

・通貨(日 本銀行勘定など) 2.45年 基準卸売物価指数 3.個 人 勘定

・預金回転率,金 利 ・品目別指数 4.一 般 政府 勘 定

・株 式 など '

・食料 品 5.資 本形成勘定

3.産 業 活動 ・非食料農林産物 6.海 外 勘定

・生産指数 ・繊維製品 n.国 民所得統計(主 要系列)

・生産者出荷指数 ・製材木製品 1.国 民所得の分配

・原材料消費,在 庫指数 ・パ ルプ,紙,同 製 品 ・雇用者所得

・機械受注など ・金属素材 ・個人業種所得

4.建 設 ・鉄 鋼 ・個人の財産所得

・発注者別受注額(43社) ・非鉄金属 ・法人企業から個人への移動

・工事消化 ・金属製品 ・国民所得

・建設受注など ・電気機器 ・法人所得など

5.建 築 ・輸送用機器 2.国 民 総 支 出

・床 面 積 ・一般精密機器 a.個 人 消費 支 出

・工事費予定額など ・化学製品 ・家計支出など

6.輸 送 ・石油石炭製品 b.政 府 の財 貨 サー ビス経 常

・国内貨物輸送量 ・窯業 製 品 購入
・国内旅客輸送量など ・雑 品 目 c.国 内総資本形成

7.商 業 3.消 費者物価指数 ・総固定資本形成

・商業販売額指数 4,輸 出入物価指数 ・在庫品増加など

・商業販売額など
m.原 系 列 デ ー タ

8.企 業 6個 の基本勘定と4個 の主要系

・法人企業統計
列表を組み立てるための原系列

・企業倒産
デ ー タ

・売上計画と実績など
(注)こ の原系列52系 列を用いて

9.貿 易,国 際収 支 基本勘定および主要系列表
・輸出入通関実績

が推 計 され て いる。
・対米貿易

,貿 易指数

・IMF国 際収 支 な ど

10.労 働 賃 金

・名目実質賃金指数

・労働 力 な ど

11.家 計消 費

・名目家計消費指数

12.景 気動 向

・25系列 による景気動向指数

・企業経営者の見通しなど
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デ ータバ ン ク収 納 デ ー タ数1978年5月 現 在

原 系 列
邦 門 別 総 数 系 列 数 構 成 比

総 数 20,343 14,021 100%

財 政 174 166 1.1

金 融 882: 835 5.9

生 産 ・ 出 荷 ・ 在 庫 1,118 644 5.0

設 備 投 資 2,248 1,124 8.0

機 械 受 注 1,046 523 4.0

建 設 工 事 118 59 0.4

建 設 着 工 150 75 0.5

.

輸 送 44 22 0.2

流 通 99 50 ,0 .4

`

企 業 406 203 1.4

貿 易 国 際 収 支 506 262 1.8

労 働 賃 金 982 495 3.5

物 価 8,177 5,784 41.0

家 計 消 費 1,307 698 4.9

景 気 動 向 34 29 0.2

国 民 所 得 3,052 3,052 21.7

3-2-17表 経済企画庁の主要計量モデル

モ デ ル 名 称 所 管 特 色 ・ 目 的

中期 マ ク ロ モ デ ル ー1973 計 画 局
・中期 予 測 ,政 策 シ ミュ レー シ ョ ン用

・中 期 計画 策 定 資料

産 業 連 関 モ デ ル ー1973 計 画 局
・産業連関分析用

・中期マクロモデルと連動させることもある

短期予測 パイロットモデル 研 究 所
・短 期 予測 ,政 策 シ ミュ レー シ ョ ン用

・マ ス タモ デ ル作 成 の ため の作 業 用 と して開 発 され た

短期予測 マスタモデル 研 究 所 ・短 期 予測 ,政 策 シ ミュ レー シ ョン用
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4国 税庁 にお け るコ ン ピュー タ利用 の現況

Aは じ め に

税務行政 をとりまく環境は,近 年における納税者の年々の増加および経済取引の広域化,複 雑化,

また,最 近の経済の低成長の影響や課税の公平を求める世論の強まりなど,い よいよ厳 しさを加え

ている。 さらに,1976年 分,77年 分の所得税の特別減税の実施 など,柔 軟な対応を心要とす る要請

も多 く,事 務量は,増 加の一途 をたどっている。

一方 ,税 務職員の数は,こ の10数 年,ほ とんど変 らず増加する見込みもなく,限 られた人員で,

これらの事態に対応せ ざるを得ない状態にある。

こうした背景のもとで,国 税庁では,い かにして事務運営の効率化を図るかが,重 要 な課題とな

っている。

国税庁が,コ ンピュータの活用にっいて検討を始めたのは,1961年 であり,約5年 間の準備期間

を経て,1966年 にコンピュータ導入を行った。以来,事 務運営の効率化の有力な手段 として,内 部

事務処理 システムの開発 実施 を中心に,種 々の面でコンピュータが利用されでいる。

B現 状

(a)利 用 の形 態

国税庁 の コンピュー タ利用の形 態 は,東 京,大 阪,名 古屋の各国税局 に,「ADP(Automat-

icDataProsessingの 略)セ ン ター」を設置 し,管 内の各税務署 から送付 された入 力帳票 に基づ き,機

械処理 を行 い,ア ウ トプ ッ トを各 税務署へ 返送 す る集中型バ ッチ処理 が原則で ある。 なお,一 部の

事務処理 にっ いては,後 述す るようにオ ンライ ン ・システムを開発 し,試 験 的 に実施 して いる。

(b)ADPセ ン ターの状況

ADPセ ン ターは,1966年 東 京 セ ンターが設置 され たの を最初 と して,1968年 大 阪 セ ンター,1977

年 名古屋 セ ンター が開設 された。

各セ ンターに設置 されてい る機器の概要 は,3-2-18表cii>と お りで ある。

C各 システムのあらま し

現在,国 務庁 で実施 してい るシステムの主 なものは,次 の よ うな もので ある。
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(a)内 部事務処理 システム

申告書の発送 ・収受 ・集計など大量のデータを処理 しなければならない税務署の内部事務処理を

機械化 して,人 手の省力を目指 した国税庁の代表的なシステムで,① 申告所得税事務処理 システム

②法人税事務処理システム ③債権管理事務処理システムから構成 される。

このシステムは,'1966年,東 京局管内2署 で試行されたのを最初として,改 善を加えながら,順

次拡大 し,現 在は,3-2-19表 のように全国の税務署 の うち164署 で実施 している。この結果,

処理対象は,全 国納税者数の半数を越 えるまでに至 った。

(1)申 告所得税の事務処理システム

申告所得税の うち,申 告書の整理 ・分類,申 告額の集計,予 定納税額の計算等の定型的な事務処

理 を行う。また,確 定 申告に先立って送付する申告書用紙へのあて名,予 定納税額の記入等 も行 う。

(2)法 人税事務処理 システム

法人税事務のうち,申 告期限が到来 した法人の抽出,申 告額の検算 ・集計 ・分析,申 告書未提出

法人に対する督促状,申 告に先立って送付す る申告書用紙へのあて名,中 間申告額の記入等の事務

処理を行 う。

(3)債 権管理事務処理システム

申告所得税および法人税の債権管理事務の処理を行 う。これは,納 税者の徴収決定税額,納 付税

額を管理 し,督 促状,滞 納処分票等を作成するものである。

(b)給 与計算および職員情報管理システム

国税庁全職員(約5万 人)の 給与計算源泉徴収所得税の年末調整等の一連の事務処理および職員

の勤務記録等の管理事務処理を行う。

(c)源 泉所得オンライン・システム

税務署における事務処理で,源 泉徴収所得税の納付管理,納 付催告状等の作成等を行う。これら

は,税 務署に設置されたオンライン端末機 により処理 される。

(d)情 報管理オンライン ・システム

種々の資料情報を管理 し,適 時に情報検索するものである。

D今 後 の 課 題

国税庁のコンピュータ利用の今後の課題 としては,次 のような事項があげられる。

(a)内 部事務処理の問題点等

3月 の所得税確定申告時に,確 定申告データ(申 告書および納付書)が 集中するため,せ ん孔処

理や機械処理にっいてピーク現象が生じている。

また,バ ッチ処理 によるため,デ ータの搬送に日時 を要 し,こ のため,セ ンターから遠隔の地に
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ある税務署での実施 が困難となっており,こ れらの解決のため,新 しいシステムの開発検討が要請

されている。:

(b)電 子計算機の利用の高度化

コンピュータによる省力効果の追求のみならず,蓄 積されたデータを利用 して,調 査事務に有効 .

な資料を作成するシステム,各 段階の管理者ごとに,適 時適切な情報を提供 し,そ の意思決定 を改

善するシステム,税 務行政の長期的な計画の立案を可能ならしめるシステム等,電 子計算組織 を高

度に利用するシステムの開発が期待されている。

3-2-18表

東 京 セ ン タ ー 大 阪 セ ・ ター1名 古 屋 セ ・ ター

H-Ml70(512KB) H-M160n(512KB) H-M160n(512KB)
本 H-M160n(512KB) H-M160皿(512KB)

H-M160皿(512KB)

体 H-8450(786KB)

台 台 台

周 磁気テープ40 磁気テープ24 磁気テープ12

辺
機
器

磁 気 デ ィス ク駆 動 装 置10

カー ドリー ダー5

磁 気 デ ィス ク駆 動装 置4

カ ー ドリー ダー3

磁 気 デ ィス ク駆 動 装置2

カー ドリー ダー2

ライ ンプ リ ン ター11 ラ イ ンプ リン ター7 ライ ンプ リ ン ター4

3-2-19表

国税局名 都府県名 実施署数 税 務 署 名

東 京 東 京 44 全署

神 奈 川 13 全署

千 葉 11 全署

山 梨 4 全署

関東信越 埼 玉 7

魁 隷 繊 西川口・
大 阪 大 阪 31 全署

京 都 8 上 京,中 京,下 京,右 京,

東 山,左 京,伏 見,宇 治

兵 『 庫 12 神 戸,灘,須 磨,兵 庫,長 田,

西 宮,芦 屋,伊 丹,尼 崎,明 石,

加古川,姫 路

奈 良 2 奈良,葛 城

和 歌 山 1 和歌山

滋 賀 1 大津

名 古 屋 愛 知 19 全署

静 岡 5 静 岡,清 水,沼 津,富 士,浜 松

三 重 3 津,四 日市,伊 勢

岐 阜 3 岐阜北,岐 阜商,大 垣
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5大 学等における研究,教 育状況 と施策

Aは じ め に

近年における科学技術の進展には著 しいものがあるが,こ の急速な発展を可能にした大 きな原因

、の一つにコンピュータの開発と普及があることはい うまでもない。大学においても工学,理 学を始

めとし,医 学,薬 学,農 学等の自然科学の分野においてはもちろんのこと,経 済学,経 営学,心 理

学等の社会科学,人 文科学の分野においてもコンピュー タは欠かすことので きないものとなってい

る。この他にも図書館や大学附属病院の業務処理,事 務局の人事,給 与,学 務関係の事務処理 にも

コンピュータが逐次取 り入れられ,次 第に本格的な利用が進み始めている。今後は,コ ンピュータ

の持つ優れた能力を十分生 かした 「情報処理 システム」 として活用で きるようにすることが重要な

課題となっている。

B大 学等における電子計算機利用

(a)各 大学等に設置する電子計算機について

(1)現 在までの経緯および整備方針

文部省では,国 立大学等 に設置する電子計算機については,こ れまで次のよ うな方針で整備 を進

めて きた。

① 研究用電子計算機について

研究用電子計算機 についてば,そ れぞれの大学の学部数,そ の種類,研 究者数,過 去の利用実績

等を考慮 しっつ,学 内共同利用の形で,デ ータ ・ステーションを措置 している。大型計算機センタ

ーと専用回線で接続することにより,大 型計算機センターのハー ド,ソ フ ト資源を居ながらにして

利用 しようとするものであり,こ れはコンピュータ ・ネ ットワーク構想推進の一環 となっている。

しかし,大 学ではロケットの飛しょう実験 や人工衛星の追跡,加 速器等の精密機器を使用 し,各

種の研 究 ・実験が行われており,機 器制御やデータ処理のための専用計算機 を設置する必要がある

場合 も少なくないので,こ のような場合 には,個 々の状況 を検討 した うえで,専 用の電子計算機 を

措置 して きた。

② 教育用電子計算機にっいて

大学における情報処理教育の重要性については,改 めてここで述べるまでもなく,社 会的要請の

強い情報処理技術者および研究者の養成はもちろんのこと,情 報処理 を専攻 としない学生に対する
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一般的な情報処理教育 もこれからの時代には欠かせないもの となっている。

現在大学には,情 報処理を専攻する学生のために 「情報工学科」や,大 学院に 「情報工学専攻」

等の課程が設けられており,専 用の中型電子計算機 を設置 し,専 門教育が行われている。 これとは

別に,一 般の学生に対す る情報処理教育についても,1972年 度に東京大学に 「教育用計算機センタ

ー」 が設けられたの を始め,以 後 「情報処理教育センター」 が室蘭工業大学,九 州工業太学,名 古

屋工業大学,群 馬工業高等専門学校,沼 津工業高等専門学校,九州大学などに順次設置 された。1978

年度には,京 都大学 に設置されたが,本 センターは,学 内共同利用の形 で設置 されており,情 報処

理教育 に効果 を上げている。

③ その他の電子計算機にっいて

大学では研究,教 育の他に図書の受入れ,貸 出 し,目 録の作成,大 学病院における診療や検査,

あるいは薬剤使用管理等に関する業務やその他会計事務,事 務局等における人事,学 務,会 計事務

の計算機による処理が一部行われており,今 後の本格的導入に備 えて実績 を積んでいくとともに,

よりよい利用方法について検討が進められている。

(2)今 後の整備計画

研究用電子計算機 を設置する場合は,コ ンピュータ・ネットワーク構想推進の一環として,デ ー

タ ・ステーションを学内共同利用の形で措置することを原則 としている。

これは,各 大学において従来どお』りの計算処理 を行うとともに,大 型計算機センターの高性能の

ハー ドウェアと豊富なソフ トウェア,各 種データファイルを居ながらにして利用す ることを可能に

しようとするものである。

教育用電子計算機 を設置する場合は,① 一般の学生に行 う一般情報処理教育用として設置する場

合は,デ ータ ・ステーションとして設置する方が,よ り多くの利点があると思われるので,今 後検

討が進められることになろう。②情報処理を専攻する情報関係学科および大学院の情報工学専攻に

設置す る教育用電子計算機については,学 生に対 して電子計算機のハー ド,ソ フ トの両面にわたる

基本的操作 と,高 度な研究開発 に関連 した教育を行 う必要があるので,独 立 した専用電子計算機 と

して設置することとしている。

(b)大 型 計算燐 セ ンターにつ いて

(1)現 在 までの経緯

大型計算機 セ ンターは,全 国 の大学の教員 その他 の者に共 用 させ る施 設 と して,1965年 度 に東京

大 学 に設置 されたの を始 め として,現 在 では,北 海道,東 北,東 京,名 古屋,京 都,大 阪,九 州の

7大 学 に設置 されてい る。 大型 計算機セ ンターは,高 性 能のハ ー ドウ ェア と,比 較 的整 った ソフ ト

ウェア を備 え,研 究者 か ら依頼 される膨大 な計算 依頼 を処 理す る とともに,新 しい ソフ トウ ェアの

開発 に も努め,学 術 の進展 のため に大 きな役割 を果た して きた。
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これまで,大 型計算機セ ンターは 「大学の教員,そ の他の者に研究のため共用させる施設」 とし

て設置 されたため,教 育や事務処理用としては利用す ることをしなかった。このため,各 大学では

教育や事務処理用に独立のシステムを別個 に設置 し,教 育や事務処理用に利用 してきた。 しかし,

入試事務のように大量の事務処理 を定められた期間内に確実に処理 しなければならないような場合

には,事 務処理用の小型計算機では,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの面から受ける制限 も多いので

これを利用することは困難である。

また,既 設の研究,教 育用計算機 を一時的に使用するにしても,や はり能力の面やマシンタイム

の割愛等の面で困難なことが多 く,結 局,高 い料金 を支払って民間の計算サービス会社に委託 せざ

るを得 ない場合が多くあった。

そこで,研 究のみならず教育等 を含めた情報処理のためのネットワークの形成に備 えるという意

味 も含めて1974年,国 立学校設置法施行規則 を一部改正 し,「大学の教員,そ の他の者に研究,教 育

等のため共用 させる施設」 とし,教 育や事務処理にも大型計算機センターが利用できるようにした。

② 稼 動 状 況

計算需要は年々著 しい増加 を示 し,セ ンターの処理能力を大 きく超えた計算依頼が出されること

も多 く,特 に,1～3月 にかけての最繁忙期 には,例 年24時 間運転 を行 うなど して,ユ ーザーの要

望 に応えている。

1977年 度の各大型計算機センターの稼動状況は3-2-20表 の とおりである。

(3)今 後 の整備計画

文部省では,計 算需要の増加に対処するとともに,各 種学術情報の提供等,サ ービスの質の充実,

教育,事 務処理等利用分野の拡大,そ の他利用方法の高度化を図 る必要があること,ま た,将 来計

画として情報処理に関する全国ネットワークの形成 を考えているが,そ の場合大型計算機セ ンター

はそθ)中枢機関となること等 を考え,今 後も逐次整備充実を図る予定である。

C大 学の学科の設置など

情報化社会の進展に対処 し,情 報科学 ・情報処理教育の振興を図るため,文 部省は,1969年6月

以来,情 報処理教育に関す る会議(主 査 山内二郎氏)を 設け,情 報処理教育の振興の方策につい

て検討を進めていたが,1972年5月 回会議から 「情報処理教育振興の基本構想」について最終報告

が出された。

文部省では,こ の報告に基づき,毎 年度,関 係大学院専攻の設置,関 係学科の設置,情 報処理教

育セ ンターの新設等各種の施策 を講 じて きた。

(a)大 学院専攻の設置

大学院情報関係専攻は,1978年1月 現在,修 士課程21専 攻(国 立19,私 立2),入 学定員298人(国
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3-2-20表 昭和52年 度 大型計算機センター稼動状況

大 学 機 種 内部記憶容量 年間稼動時間
1日 当り平

均稼動時間 処 理 件 数1

備 考

北海道 FACOM230-75 640KW 3,439 11.3 203,880 内 部 記憶 容 量:52,9ま で
は448KW

東 北 ACOS77NEAC-700 1MB 3,437 10.5

〃 1MB 3,426 10.5 199,797

〃 1MB 3,437 10.5

東 京 HITAC8800×3

〃8700×1 }・M・
4,964 15.0

913,858

197,983

内部 記 憶 容量:52.9ま で
は4MB

名古屋 FACOM230-75 512KW 4,723 15.0 23,979

"230-48 384KB 2,221 7.6 図形処理用

京 都 FACOMM-190 6MB 2,882 9.8 455,086

〃230-48 512KB 1,788 6.2

〃230-35 128KB 1,969 7.1

大 阪 NEAC2200-700 1,024KC 3,149 10.9

ACOS77-700 1,024KC 3,249 10.8 236,535

NEAC2200-700 1,024KC 3,336 11.3

〃2200-500 512KC 362 6.5 52.4.～52.6.

ACOS77-800 4,096KB 1,008 14.0 53.1.～53.3.

九 州 FACOM230-75 512KW 1,453 9.4 81,234 52.4.～52.9.

〃M-190 6MB 1,218 10.0 148,180 52.11.～53.3.

立280,私 立18),博 士 課程11専 攻(国 立9,私 立2),入 学 定員84人(国 立78,私 立6)で あ るが,1978

年 度 には,国 立大 学 において,次 の専攻 を設置す ること とした。

東京工業 大学(理 工)情 報 工学専攻(修 士課程)入 学定員12人

横 浜国立大 学(工)情 報工 学専攻(修 士課程)入 学定員8人

信 州大学(工)情 報工学専攻(修 士課程)入 学定員10人

な お,上 記 のほ か,独 立専攻 の整 備 として,北 海道大学(工)情 報工学専攻 に1基 幹講座 の増設

を行 うこ ととした。

(b)学 科 ・講座 等の設置

情 報処理関係 学科 は,1978年1月 現在,大 学 においては,44学 科(国 立30,公 立1,私 立13),入

学 定 員2249人(国 立1279,公 立60,私 立910),短 期 大学 につ いては,9学 科(国 立6,私 立3),入

学 定 員425人(国 立270,私 立155),高 等専 門学校 につ いては,2学 科(国 立 のみ),入 学 定員80人(国

立 のみ),で あ るが,1978年 度 には,国 立大学等 につ いて次の学科 の新設 を行 うことと した。

仙 台電波工業 高等専門学校 情 報工学科 入学定員40人



'第2章 行政における
コンピュータ利用と政策115

(c)教 員 の資質向上

情報処理 教育体制 の充 実 を図 るため,1978年 度 も引 き続 き,在 外 研究 ・内地研 究員制度 を活用 す

るほか,高 等専門学校 の教員 に対 して情報処理教育講 習会 を開催 し担 当教員の養成 に努 める ことと

してい る。
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6農 林水産省における情報化政策

農林水産省が現在推進 している情報化政策の内容は,行 政事務の効率化や行政施策の高度化を目

差す行政運営システムの開発,生 産者 ・消費者等への情報提供サービス,行 政対象である農林水産

業の生産 ・流通 ・加工 システムの開発やその補助に大別 される。3-2-21表 は78年度の主要な情

報処理関係予算である。以下 に主 なシステムの概略 を説明す る。

A農 林水産行政運営 システムの開発 ・整備

行政運営の近代化を目差 して,60年 代になって順次行政事務の電算化が進められて来ている。3

-2-22表 は省内に設置 されている主な電子計算機である。 この うち統計情報部管理課 に設置 され

た電子計算機 は省内の各部局が共同で利用 している。

(a)農 林水産省共同利用電子計算機システム

71年1月 にそれまで各部局に導入されていた8セ ットの電子計算機 を共同利用方式による大型電

子計算機に切替えた。その後,機 種の更新,増 設等 を行 い,現 在では情報検索システムと各部局の

業務のオンライン処理の拡充を図っている。共同利用電子計算機は運営規定により企画調整が行わ

れており,保 守管理および稼動(マ ルチプログラミング処理)は 統計情報部で一元的に実施 し,プ

ログラム,デ ータなどの電算処理 に必要な諸材料は利用部局が作成す ることとなっている。また効

率的 な業務運営を図るために,省 内各利用部局の担当者 をメンバーとする共同利用電算機運営協議

会および利用技術研究会が設置 されている。処理実績の推移は3-2-7図 のとおりである。

(100時間)3-2-7図
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(b)食 糧管理事務

食糧管理事務の電算化は米麦の最適輸送計画 にLP手 法 を採用す るため,64年 に本庁 に電子計算

機 を導入 したことに始まる。以後,適 用業務の拡大 と本庁 ・食糧事務所間を結ぶテ レタイプ網の整

備 を図 り,在 庫管理,各 種経理諸表や業務統計の作成,輸 送費の計算等の50業 種 にお』よぶ処理 を実

施 している。一方,各 地の食糧事務所の事務機械化は66年 より進められて来たが
,78年 度には全事

務所(全 国46ヵ 所)に 超小型電子計算機の導入 が完了する予定である。

(c)農 業基盤整備事業実施 システム

かんがい ・排水,農 用地開発,圃 場整備,農 道整備,農 村環境整備,農 地防災等を実施する農業

基盤整備事業は年々予算額や事業量が増加 しており,事 業の合理的,能 率的な運営 が望まれている。

70年以降そのシステム化に着手 し,71年 には各地方農政局に施工調査事務所(全 国7カ 所)を 設置

し,事 業計画から設計,積 算,工 事管理に至る種々の部門の合理化 を推進 して来た
。77年 度末まで

には全施工調査事務所 に電子計算機が導入 され,工 事費積算システムを中心に電算化が進んでいる。

現在では,構 造物標準設計の汎用化システム,自 動設計積算 システム,工 事費概算システム,技 術

情報検索 システム等を順次研究 ・開発 している。

(d)農 林水産試験研究データ解析 システム

筑波研究学園都市に農林水産研究団地の建設が進められているが,そ の中に農林水産省全試験研

究機関の共同利用施設として,全 国オンライン ・ネットワークを整備 した試験研究機関専用の高性

能大型電子計算機が78年 度内に設置 される予定である。 その全体概念図は3-2-8図 のとお・りで

あり,78年 度は中央処理装置とオンライン装置6式 を整備 し,運 用および利用体制の確立 を図るこ

ととしている。試験研究機関は従来本省に設置された農林水産省共同利用電子計算機 を行政部局 と

ともにバ ッチ処理で利用 して来たが,筑 波移転 に際 して試験研究機関(全 国80余 機関)の 著 しい処

理需要に対応するために,専 用システムの開発 に踏切ったものである。

(e)農 林水産統計情報ネットワーク ・システム

農林漁業の構造,生 産,需 給等に関する諸施策は地域ごとの特性 を生かしっっ ,か つ全国的な整

合性 をもって速かに遂行 されねばならない。このような情勢のもとで豊富に蓄積 された統計情報を

各地域 ごとの きめ細 かい行政の利用目的 に即応 した形態で早期に提供可能 な施設の整備 が必要 とな

っている。このため本省や地方農政局の利用に供する農林水産統計情報のオンライン・ネットワーク

・システム等を整備することとしており
,78年 度までに本省内に2台 の端末機 を設置 した。なお中

央処理装置は農林水産省共同利用電子計算機 を利用 している。

(f)品 種検索システム

農業の生産において優れた品種のもっ経済的効果は極めて大きく,新 品種の育成は重要農業政策

の一つである。このため新品種の育成者の権利 を保障すべ きであるとする考 えは,す でに欧米諸国
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にお』いては保護制度 として具体化 されるなど世界の大勢 となっている。新品種保護対策 には出願品

種の審査に当た り,膨 大な既存品種との比較が必要であり,ア メリカ,西 ドイツ等では品種検索シ

ステムを開発 している。国際新品種保護同盟においても審査基準の作成に際 して
,将 来各国が審査

に電子計算機 を採用することを前提 としている。このような情勢 を踏 まえて,76年 度より品種検索

システムの開発に着手し,目 下詳細設計に取組 んでいる。

B情 報提供サー ビス

(a)生 鮮食料品流通情報データ通信システム

生鮮食料品は生産が天候 に大きく支配 されるうえ,貯 蔵も難 しいので,需 給の不均衡を招 きやす

い。このため,価 格の変動 が激 しく,国 民生活の安定を図る上で最大の課題である消費者物価対策

にとって,生 鮮食料品の価格安定は重要な課題 となっている。そこで本システムにおいて,生 鮮食

料品の産地における生産および出荷の状況や都市の卸売市場における入荷量 ,卸 売価格等の流通情

報を客観的に,し かも迅速,的 確に,行 政機関をはじめ,生 産者(農 協),流 通関係者(卸 売会社,

仲卸売業者等),大 口消費者(ス ーパーマーケ ット,生 協,学 校給食会等)に 提供するとともに,
一般報道機関を通 じて広く国民一般にも情報サービスを行っている。この事業は68年度 より実施 し

て来たが,利 用者の要望 により76年度よりオンライン・システムによるサービスを開始 した。

システムの構成は3-2-9図 のとおりである。センターおよび中継局の2段 構成で あり,セ ンタ

ーは東京(大 田区大森山王電 々ビル内)に 設置 し
,中継局は端末機の地域的分布 に応 じ全国14ケ 所に

設置 しており,端 末(農 林省統計情報事務所,同 出張所および主要市場内駐在室)か ら入力された情

報は加工後に,あ らかじめ指定 された各端末(民 間情報利用者 も含む)に 分配 されている。このため,

セ ンターには中型電子計算機が,2系 統(オ ンライン用 とバッチ処理用)設 置 され,収 集分配シス

テムの制御や,情 報の編集,集 計,チ ェックなどの処理 を行っている。また中継局には小型電子計

算機が設置され,情 報収集過程においては室内装置からセンターへの上 りデー タの中継 を行 い,分

配過程においてはセ ンターから出力されるデータを所要の室内装置に分配するサブセ ンターの役割

を果 している。端末に設置する宅内装置には,情 報量の多い場合は専用回線 と加入電信回線 とに切

替がで きる装置を設置 し,情 報量の少ない場合には加入電信室内装置(テ レックス)が 設置 されて

いる。78年5月 現在で,中 継局14ヵ 所 ,端 末装置614台 である。

(b)農 薬情報検索システム

農薬取締法により登録された農薬に関する情報は膨大な量に達す ることから,こ れを迅速 ・的確

に処理 し,登 録 ・検査業務の合理化を図るため,72年 度より農薬情報検索システムの開発に着手 し

た。現在,登 録事務関係の情報検索システムが完成 してお り,今 後農薬製造工場関係や農薬の毒性

・成分の情報検索もシステム化する予定である
。本システムの中央処理装置は農林水産省共同利用
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3-2-9図 生鮮食料品流通情報サービスのシステム構成
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電子計算機 を利用 しており,端 末装置を農薬検査所 に設置 している。

C農 林 水産 業 にお け る情 報化 の推進

農林水産業の分野においても生産,流 通,経 営の効率化や農協等の関係団体における情報処理の

高度化のために電子計算機 を活用 しようとする機運 が急速に高 まっている。こうした期待に応 える
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ために,次 に掲げる事業等について積極的に補助 している。

(a)広 域管理情報施設(農 業管理センター)の 整備

広域営農団地を単位 として,電 子計算機の導入により基幹作物の作付計画,集 出荷計画,市 場情

報の収集伝達等の生産 から流通 までの過程を総合的かつ一体的に管理制御することを目的としてい

る。

(b)農 業共済事務機械化事業

農業災害補償法 に基づ く農業共済事業の実施にっいては,新 種共済の制度化等により事業の効率

的な運営が要請 されており,水 稲,蚕 繭については78年度末までに37県 で機械化が完了する予定で

ある。

(c)大 規模果樹生産流通基地整備事業

今後,果 樹農業の中枢 となるべ き産地 に生産流通管理用電子計算機等 を集中的に整備することと

している。

(d)森 林計画の樹立

地域森林計画の樹立 に役立てる簿冊,機 能評価スコア表の作成,森 林施業計画認定審査事務を電

子計算機 によ り処理す る。

3-2-21表 農林水産省における主な情報処理関係予算
(単位:百 万円)

項 目 78年度予算額 77年度予算額 増減(△)額

1.行 政事務に関する情報処理

(1)共 同利用電子計算機事務経費 407 403 4

(2)生 鮮食料品流通情報サービス 1,685 1,536 149

(3)農 林研究計算センター(筑 波)の 整備 252 34 218

(4)食 糧管理業務 69 72 △3

(5)国 有林野事業 227 172 55

2.行 政 事務 に関 す るシ ステ ム 開発

(1)農 林関係事業予算執行管理システム 37 34 3

② 統計データの蓄積,検 索及び分析システム 15 35 △20

(3)農 林統 計 情 報 ネ ッ トワー ク整備 55 0 55

(4)農 業基盤整備事業実施 システム 134 111 23

(5)農 業基盤整備事業調査計画業務オンライン処理システム 11 8 3

(6)農 学情報機能部門(農 学情報センター)運 営経費 10 0 10

(7)林 野経営近代化 システム 24 29 △5

3.農 林水産業に係る情報システム関係補助

(1)農 業共済事務機械化 875 815 60

② 広域複合化施設整備等 239 212 27

(3)う ん しゅうみかん生産出荷安定対策 16 17 △1

(4)大 規模果樹生産流通基地整備 68 75 △7

(5)森 林計画樹立 224 161 63
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3-2-22表 農林水産省に設置された主な電子計算機

1978.4.1現 在

部 局 名 設 置 部 門 名 機 種 名 内部記憶容量

1

統 計 情 報 部 管理課電子計算室 HiTAC-8450

HiTAC-M170

1

524KB

1,000KB

2

〃 企画情報課流通情報室 日本 電信 電 話 公社

J30502台

J30952台
J309714台

393KC

32KW

32KW

3

東 北 農 政 局 仙台施工調査事務所 FACOM-230-28S

1

48KB

4

関 東 〃 東京 〃 FACOM-230-25

1

48KB

5

北 陸 〃 金 沢 〃 FACOM-230-38S

1

128KB

6

東 海 〃 名古屋 〃 FACOM-230-38S

1

160KB

7

近 畿 〃 京都 〃 FACOM-230-25 48KB

8

中 国"
四 国

岡 山 〃 FACOM-230-25 48KB

9

九 州 〃 熊 本 〃 FACOM-230-28

.

48KB

10

食 糧 庁 総務部総務課 FACOM-230-38S

.

144KB

11

〃 東京食糧事務所総務部 FACOM-V

1

96KB

12

林 野 庁 帯広営林局経営部監査課 NEAC-200(ACOS) 48KW

、

31

〃 林業試験場調査部企画課 OKiTAC-4500

1

20KW

14

農林水産技術会議
事務局

筑波共同利用センター (NEAC-800-(ACOS))
1

(4000KB)

注)14農 林水産技術会議事務局の電子計算機は,79年2月 導入の予定である。
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7運 輸省における情報化政策

運輸は,日 進月歩の内外経済 ・社会情勢のなかで ,多 くの可動設備を運用 し迅速,低 廉,確 実,

快適に旅客または貨物 を運ぶとい う役割からも,ま た諸産業と幅広い繋りを持つ とい う観点からも
,

本質的にシステム指向型産業であるといわれている。

このような点を踏まえ,運 輸省は1971年 に情報管理部を設置 し,運 輸行政事務へのコンピュータ

の導入 を行 うとともに,公 共的運輸情報システムの開発等,運 輸における情報処理振興施策 を強力

に推 し進めている。

A運 輸行政における情報化の現状

1958年 に予報業務 用 に気象庁 が コン ピュー タを導入 して以来 ,運 輸 行政 の情 報化 は科 学技 術計算,

事 務計算業務 を中心 に大 き く進 め られて きてい る。1977年 度 末の運輸 省にお けるコ ンピュー タ設置

台数 は,外 局,附 属機関 を含め て50台 と なってい る。以下代表的 システム を紹介 す る。

(a)運 輸 行政 情報 システム

運輸行政 の効 率化 を図 るため,運 輸 省では1974年 か らTSSを 導 入 し,省 内各局 にお いて 中央 の

コンピュータ を利用で きるよ うになってい る。 このTSS装 置 は77年 度 末 まで に11台 設 置 されてお

り,将 来 は地方 海運局,陸 運局 等の地方 支分 部局 にも端末機 を設置 す る計画 となってい る
。

(b)気 象 資料 自動編 集 中継 システム

この システ ムはADESS-AutomaticDataEditing&SwitchingSystem－ と呼 ば れ
,気 象庁

本庁 の コンピュー タと 日本全国の気 象官署,お よびア ジア地区,ア メ リカ,イ ン ド,オ ース トラ リ

アな どを有線 または無線 で結 び,こ れ ら各地 か ら送 られて くる気象 データの収集
,判 別,編 集,中

継 などを行 うもので ある。

(c)地 域 気象観測 システ ム

この システ ムはAMEDAS-AutomatedMeteorologicalDataAcquisitionSystem － と呼 ば

れ,集 中豪雨等の局地的 な異常気 象 を監 視 し,適 切 な防災対策 を講ず るため
,全 国1,313カ 所 に自

動気象 計(う ち840カ 所 では,雨 量 のほ か,風 向,風 速,気 温 ,日 照の4要 素 を観測)を 設置 し,

電 話回線 によ るデー タ通信 によって,自 動的,即 時的 にデー タを収集 した うえ,気 象官署 に配信 す

るもので ある。

(d)自 動 車検査登録 システム

この システ ムは,自 動 車の検査 登録 業務 の迅速 化
,省 力化 を図 ることを目的 と して1970年3月 に,
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まず東京陸運局管内の一部でサービスが開始 され,76年12月 の沖縄県陸運事務所宮古 ・八重山支所

の電算化で全国ネットワークが完成 した。1977年 度末における端末数はマークシー トリーダ122台,

プリンタ346台 で,登 録車両数は約3,297万 台となっている。

(e)航 空管制情報処理システム

このシステムは航空路管制情報処理 システムとターミナル管制情報処理 システムとから成る。前

者はさらに,飛 行計画情報処理 システム(FDP)と レーダー情報処理システム(RDP)に 分か

れている。

飛行計画情報処理 システムは,飛 行計画を受理 した後の運航票作成,位 置通報点通過時刻の計算,

統 計データの集計等をコンピュータを使用 し効率的に行 うものである。

レーダ情報処理システムは,航 空機の自動識別を行 うとともに,管 制卓の レニダー表示装置上に

航空機の便名,高 度等管制 に必要な飛行情報が表示され,管 制移管手続の簡素化 を図るものである。

また,タ ー ミナル管制情報処理 システム(ARTS)は,機 能的にはRDPと 同様に,レ ーダー情

報 を電子計算機により処理 し,管 制卓のレーダー表示装置上に,管 制に必要な飛行情報を表示 させ

るシステムである。

B公 共的な運輸情報 システムの開発

運輸省では,国 家的な見地からとくに開発 を促進する必要のある情報システム,中 小企業者の共

同利用 システム等の公共性の強い情報 システムの開発を推進 しているが,現 在までに開発済みまた

は開発中の情報システムの主なものは次の通 りである。

(a)国 際貨物輸送情報 システム

1973年 度以降,流 通過程における事務処理手続の迅速性の確保,流 通経費の消減,労 働力の節約,

誤記等の ミスによる取引上の トラブルの防止,情 報サービスの向上,国 際貿易の発展等を図 るため

国際貨物輸送情報システムの開発 を推進 している。

本 システム は,機 能的には国内情報処理 システムと国際データ伝送システムとからなる。

運輸省では,シ ステム開発の緊急性,シ ステム化の容易性,さ らに海外のシステム化の動向等を

勘案 し,航 空貨物を対象とした システム開発 を1973年 度から着手 しており,こ のシステム開発のた

めに航空会社,航 空貨物代理店,上 屋業者等 からなる 「国際航空貨物輸送情報 システム開発協議会

(JACIS)」 が1973年 に設立 されている。なお,1977年 度には,輸 出システム評価調査および国際

データ伝送 システムリクワイアメント調査 を行った。1978年 度は,輸 出システムの標準入出力フォ

ーマットの設定のための調査 を実施 している。

(b)陸 上貨物輸送情報 システム

物流合理化,生 産性の向上,労 働 力の省力化,省 エネルギー化を目指 し,全 国に整備 されっっあ
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る事業協同組合 システム化の主旨に賛同の他の運送業者(大 手企業)等 を拠点 として,貨 物の斡旋

を中心 とした,全 国的な トラック輸送の情報ネ ットワークを形成 し,合 理的な輸送体系を確立する

ことを目標に陸上貨物輸送情報 システムの開発に係 る調査研究を推進 している。

(c)そ の 他

海貨業者(海 運貨物取扱業者)は 港湾運送事業法による一般港湾運送事業者 として,貿 易港 にお

いて荷主の委託を受けて港湾荷役作業の一部 に携わる他,船 積関係事務,通 関業務等幅広い業務 を

一貫的かつ,総合的に取 り扱っているが,中小企業が多く,ま た諸業務が複雑なため情報 システム化

がほとんどなされていない。このためコンピュータを使用 してこれら業務を迅速,的 確 に行 うこと

により,海 貨業の合理化と港湾施設,労 働力等の効率的利用 を図ることを目的として,現 在,海 貨

業標準システムの開発研究を行っている。

また,自 動車分解整備業界は零細企業が多く,最 近の社会情勢の激変に対応するためには,企 業

体質の改善等多くの問題 を解決する必要があるが,そ のための方策の一環 として,顧 客管理,売 上

管理,部 品在庫管理等の業務をコンピュータで処理する自動車分解整備情報システムの開発を進め

ている。

C運 輸業界 における情報化

需要者 に対 し安全,迅 速,快 適 かつ効率的 な輸送サ ー ビス を提供 す ることが,運 輸事 業の最終 目

的で あるが,近 年の輸送需 要の 質的 ・量的変 化,輸 送機関の 高速化 ・多様化,さ らには人件 費の 増

大,環 境問題等 に対応 して ゆ くため には,設 備 の拡充や技術 革新 を図 ると ともに,経 営管理,運 行

管理等 にコ ンピュー タを導 入 し,そ の合理化,近 代化 を推進 す る必要 があ る。

運輸分野 における適 用業務は,運 航 ・安全 ・生産管理業務,施 設 ・資材 管理 業務,営 業 ・販売管

理業務 など多岐 に亙 る。運 航 ・安 全 ・生産管理 業務の例 と しては国鉄新幹線 の コム トラック ・シス

テムや 自動化倉庫 システム がある。 コム トラック ・システ ムは,運 転監視機能(列 車の運転 状況 を

監視 し,必 要 な情報 を掲示 し,指 令 員の判断 を援 助す る),ダ イ ヤ予 測 機 能(ダ イヤの乱 れ時 にお

いて ブラウ ン管表示装置 を仲介 に,短 時 間に修正 ダイヤ を作成す る)お よ び進 路 制 御機 能(進 路

設定 を自動化す る)か ら成 り立 って い る。

施設 ・資材管理業務 の例 と しては,海 運業 にお けるコ ンテ ナコ ン トロール ・シス テムがあ る。 こ

の システ ムはフ レー ト・コン トロー ル(コ ンテナ貨物 の詰合せ,ヤ ー ドにおけ るコ ンテ ナの配置,

本 船への コ ンテナの積込 み,書 類作 成,勘 定処理,統 計 作 成 を行 う)と イ クイ プ メ ン ト・コ ン ト

ロール(コ ンテナ ・バ ンを適 時 に 適 所 に 配 置 す る)と か ら成 り立 って いる。

営業 ・販売管理業務 の例 と しては国鉄 のMARS(い わ ゆ る 「み どりの窓 口」)や 日本 航空 のJA

LCOM皿(座 席予約 システム)が ある。
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その他 経理,人 事等 の一 般事務 を対象 と した システム も多々見 られる。

D国 際協力の推進

貿易関係諸手続における煩雑 さは,関 連企業の業務および経費を増大 させ,業 務遂行上大きな障

害 となっている。これに対処す るため,欧 米諸国では,早 くから国連経済社会理事会(ECOSOC)

のもとに設けられている欧州経済委員会(ECE)を 中心として,貿 易書式(ECELAYOUT

KEY)の 標準化を図 るとともに,コ ンピュータによるデータの自動処理(ADP)化 に向けて,

データ ・用語 ・コー ド等の統一化 を強力に推 し進めている。わが国においても1974年 に(財)日本貿易

関係手続簡易化協会(JASTPRO)が 設立され,各 国と連絡 をとりつつ簡易化作業に取 り組んでお

り,今 までに荷印の標準化案等を発表 している。

Eそ の 他

運輸行政部門および運輸関係事業における情報処理を推進 し,あ わせて関係者の情報処理 に関す

る知識の向上等を図るため,関 係者が相互に連絡 し,か つ情報化の促進に関連す る諸問題 について

協議することを目的 として,運 輸情報システム連絡懇談会 を毎月一回開催 している。

また,今 日,あ らゆる分野において,情 報量の急速な増大と情報処理技術の高度化が進展 してい

るが,こ のような状況のなかで,運 輸における情報化についての意識の高揚と重要性の周知徹底を

図り,国 民生活における健全な情報化の推進を図るため,運 輸省は関係各省庁および関係団体と協

力して,1972年 から毎年 「情報化週間」を実施 している(10月1日 ～7日)。

3-'2-23表 運 輸 省 所管 事 業 業種 別 コ ン ピュ ー タ導 入状況

年度
業 種 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977

鉄 道

(う ち国 鉄)

自 動 車 運 送

海 運

港 湾 運 送

倉 庫

航 空

観 光

造 船

車 両 製 造

自 動 車 販 売

75台

(50)

39

22

4

18

18

9

45

6

46

110台

(73)

59

27

7

31

22

10

48

4

64

112台

(76)

70

36

7

34

33

12

59

5

78

127台

(80)

95

36

15

48

33

24

84

10

105

168台

(99)

122

41

23

62

35

40

101

10

137

179台
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計 282 382 446 577 739 814 872 1,004 1072

対 前 年 比 一 十35% 十17% 十29% 十28% 十10% +9% 十15% 十7%

※電子計算機ユーザー調査年報 ※各年12月 末現在
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8労 働省における電子計算機利用

Aは じ め に

労働省における電子計算機処理業務は5部 門において行われており,そ の主要業務は,労 働統計,

労働保険徴収,労 災保険,雇 用保険,職 業紹介等である。

これらの業務処理システムは現在順調に稼動 しているが,業 務処理の飛躍的な効率化をはかり,

併せて福祉時代の行政ニーズに応 えるため,労 働保険徴収,労 災保険,雇 用保険担当の3部 門にお

いて,現 システムとは別の大規模 システムを開発中であり,2年 後に処理 を開始する予定である。

これらの新 システムはそれぞれのレベルで業務処理 を行 うが,特 に労働市場セ ンター業務室のシ

ステムは全国の端末 をオンラインで結び,リ アルタイムで業務を処理するという画期的なものであ

る。以下新システムの概略を紹介する。

B労 災行政情報管理 システム

(a)目 的

労災行政情報管理 システム(以 下 「新 システム」 とい う)は,労 災行政の質的および量的な増加

に伴 う業務量の増大 に対応 し,併 せて労災保険受給者へのサービス向上 と事務処理の簡素合理化

を図るため,既 存の システム(77年 版参照)を 抜本的に改め,労 災保険業務室 に労災行政の中核 と

なる即時処理用大型電子計算機を設置 し,地 方労働基準局および労働基準監督署 に配置するOCR

(光学文字読取装置)等 の複合端末装置と通信回線(DDX－ 電電公社デ ィジタル ・データ交換網)

でネ ット・ワーク し,リ アル処理 を行 うことにより労災行政機能の強化を図るべく開発を進めてい

るものである。

(b)シ ステム構成

新システムの構成は,3-2-10図 のとおりであり,セ ンター ・システムは通信回線に接続 して

通信制御 を行 う通信制御用前置 コンピュー タ(労 働市場 センターの雇用保険 トータル ・システムと

共同利用)と これに結合 して業務処理 を行 う業務処理用コンピュータ(UNIVAC1100-41)か ら

構成 される。

端末装置は,OCRと これに付属するプリンターおよびキーボー ド・プリンター等の入出力装置

と端末制御装置 とからなる。なお,端 末制御は経済性 を考慮 し,リ モー ト入出力装置方式が予定 さ

れている。

(c)業 務 内 容
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新システムは,使 用する通信回線網(DDX網)の 開通時期等 を考慮 し,リ アル処理 については

1980年 度を初年度として段階的に端末装置等の整備 を図 りつつ,1983年 度に完成する計画であるが,

新システムの業務内容としては,

① 被災労働者およびその遺族等に対する迅速かっ適正な保険給付 と被災労働者の早期社会復帰

を図るため,給 付基準台帳を一元的 に管理 し,こ れをもとに被災労働者についての災害発生か

ら社会復帰までの各種給付業務を行 うこと。

② 労災年金受給者からの年金給付に関する照会等に対 し,即 時に情報の提供を行 うこと。

③ 労災保険による労働福祉事業の実施状況 に関す る情報の提供を行 うこと。

④ 災害発生予防関連 ファイルとのデータベースにより,労 働災害の防止に資するために必要な

情報,職 業性疾病の早期発見および危険有害環境改善指導資料の提供を行 うこと。

などが主要 なものである。

C雇 用保険適用給付即時処理システム(雇 用保険 トータル ・システム)

　　

雇用保険 トータル ・システムとは公共職業安定所の窓口業務の合理化 と利用者サービスの向上 を

図ることを目的としたものであり,既 存の システム(77年 版参考)を 抜本的に改め,新 しい発想 と

最新の技術とを導入 し,職 業安定機能の強化 を計 ろうとするものである。

(a)新 システム処理の特長

このシステムにおいては,使 用する端末機 として

① 光学的文字読取装置(OCR)を 使用することとし,ま たその処理方式として

② 関連す る業務 を同一の届書用紙 を用いて連続 させる,い わゆるターン ・アラウンド処理方式

を採ることとしている。

この方式は,安 定所等に設置するOCRを 用いて,事 業主等から提出された届書 自体 を読み取 ら

3-2-11図
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ゑ　
せ て,セ ンター あて入 力 し,セ ンターでは即時処理 に よ り,事 業主等 に回付 す る文書 を安 定所 に設

置 す るプ リンター に印書作成 す る。事業主等への 回付 文書 は,そ の後 の関連 す る届 書 と して使用 し

得 る様 式 とす るとい う方 法であ る(3-2-11図 参 照)。

※1本 所,出 張所,分 室,合 せて全国676カ 所 。以下 では安定所 とい う。

※2職 業安定 局労働市場セ ンター業務 室。

(b)新 機 械 システム

新 システ ムにおLける機器構成 は3-2-10図 の とお りで あり,セ ン ター ・システ ムお・よび端末 装`

置 で構 成 され る。

(1)セ ンター システム

セ ンター ・シス テムは,通 信 回線 に接続 して通信制 御 を行 う通信制 御用前 置 コンピュー タと,こ

れに結 合 して業 務 を処理す る業務処理 用電 子計算機(3-2-12図)か ら構 成 され る。

3-2-12図
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(2)端 末 装 置

新 システムで使用する端末装置は端末制御装置とこれに接続する各種の入出力装置で構成 される。

端末制御装置は,2400bit/secの 通信回線によって接続 されるが,シ ステムの経済性を考慮 し,業

務量の少ない安定所では,必 要 な入出力装置のみをおき,こ れを近 くの端末制御装置に接続 して使

う,い わゆるリモー ト入出力装置方式を採用する。

入出力装置の主力は,OCRと これに付属するプリンターで,こ の他OCRの 補完的機能 を果た

すよう設計 されたキーボー ド・プリンター等を接続する。
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(c)処 理業務の内容

このシステムによって処理す る業務は安定所窓口業務の うち雇用保険の適用,給 付 に関する事務

処理である。基本的 には,安 定所では,事 業主等から提出される各種届 を確認の上OCRに 読み取

らせ,セ ンターから打ち出 された帳票 を確認 し,事 業主等に交付することで済む。各種台帳ファイ

ルの作成および処理はすべてセ ンターの電子計算機で行われる。具体的 には以下の業務がある。

(1)適 用関係業務

事業所設置,廃 止の届け出に伴 う業務。

(2)被 保険者資格取得,喪 失業務

労働者が雇用保険適用事業所に新規に雇用されたり,離 職 した際の届 け出に伴 う業務。資格取得

届が提出 されると,次 に発生す るで あろう資格喪失届にも印字 して事業主に交付する。

(3)受 給資格決定業務

失業給付の受給資格を得 るための届 け出に伴 う業務。(2)の資格取得から受給資格決定までの業務

の流れは3-2-11図 のとおりであり,タ ーン ・アラウンド処理方式が用いられている。

(4)失 業給付支給業務

失業認定申告書等の届け出に基づ き失業給付 を支給するための業務。この業務については,3都

府県の全安定所ですでにオンラインによる処理 を実施 している。(先 行 システム)
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第3章 わが国の情報通信政策

1デ ー タ通信 の高度 化

Aデ ータ通信の出現

データ通信 とは,電 気通信回線に電子計算機の本体 ・入出力装置等 を接続 して行 う電気通信であ

り,デ ータの通信,伝 送,受 信お』よびその過程で行われる処理 を一体 としてとらえた概念である。

このような概念のもとに,1971年 に公衆電気通信法の一部改正が行われ,新 たに 「データ通信」

の章が加えられた。

それまでの電気通信サー ビスとしては,単 に通信 を疎通 させるサービスに限 られてお り,そ の通

信 を疎通 し得る範囲に従い,特 定区間を専用線で結んでする伝送サービスと,多 数の地点を電信網

や電話網で結んでする交換サービスとに大別されていた。 ・

データ通信は,入 力された情報 を伝送の過程において新 しい価値 を有する情報に変更 して出力す

ることが可能な,新 しいタイプの電気通信である。

電子計算機等が電気通信回線に接続 されることにより,は じめて,時 間と距離 を克服 し,情 報 と

しての価値を高めることが可能 となる。伝送過程において,通 信の内容 を変更することがで きると

いうことは,通 信利用者にとって,通 信の機能の多様化 ・高度化であり,通 信利用の選択の幅が広

がったものである。(3-3-1図 参照)

Bデ ータ通信サービスの提供主体

データ通信は,電 気通信にコンピュータの技術が融合 したものであり,両 者の技術は同一の基礎



134第3部 情報産業政策

の上に立っている。

電電公社および国際電電は,従 来から電信や電話などの電気通信の分野で永年にわたって開発 し

てきた技術 と経験 を豊富に蓄積 しており,ま た,全 国的な保守力等の組織 を有 している。これらを

データ通信の分野でも有効に活用することが,わ が国のデータ通信の高度化に寄与するものである。

しか し,多 種多様 なデータ通信の需要に対応するためには,あ らゆる社会活動の分野における創

造的努力により多彩な開発 を促すことが必要不可欠である。 また,技 術開発,資 本参加の両面から

も民間企業の創意工夫をも活用することが好ましいので,民 間企業にも参加 を認めている。

このような観点 に立って,こ れまで電電公社は,技 術先導的なシステム,全 国的なネットワーク

を構成するシステム,あ るいは公共的なシステムを中心に取 り組んで来た。 この結果,技 術の開発

の面 においてはもとより,需 要の開拓の未経験層に対するいわゆるコンピュータマインドの普及に

大きな役割 を果た してきている。

極めて高い技術力を有する米国の業者が自国内における普及を既 に終 り,世 界的に進出しっっあ

るので,こ の分野 における日米格差を考えれば,技 術力,資 本力,組 織力を有する電電公社の役割

は依然として大きいものと考えられる。今後,国 家的 ・社会的な課題の達成を支援するシステムに

積極的に取 り組み,こ れらのもたらす便益を広めるとともに,そ の開発成果を民間にも反映 させる

などによって,わ が国のデータ通信の高度化に寄与することが期待される

Cデ ータ通信の利用動向

わが国におけるデータ通信の利用状況を,そ の対象業務別にみると3-3-1表 のとおりであっ

て,製 造業者,商 事会社等の生産 ・販売 ・在庫等の事務管理を対象とするものが逐年大幅な伸びを

示 し,1976年 度末には全システムの過半を占めるに至っている。

このよ うに,デ ータ通信は,企 業 を中心 に利用され,企 業経営の効率化 ・合理化等に大きな役割

を果たしているが,近 年においては,公 害監視,交 通制御など公共的分野でも利用されており,国

民生活や社会福祉の向上 に貢献す るものとして今後 ますます発展 してい くと期待される。

また,こ の表では受託計算サービスとして掲げられているが,情 報通信サービスのシステムも順

調に伸びてきており,こ れは3-3-2表 に示す とおり,民 間情報通信サービスの増加に負 うとこ

ろが大 きい。

Dデ ータ通信発展の意義

わが国のデータ通信は,今 後,各 分野において多彩な発展が予想され,企 業活動をはじめとする

社会生活の効率化 ・高度化 ・科学文化の向上,国 民生活の利便の向上に極めて大 きな役割を果たす

ものと考えられる。
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また,デ ータ通信は・コンピュータ産業,通 信関連産業,ソ フ トウェア業等の広範な関連分野の上

に立つ非常に高度なものであり,付 加価値性の高い知識集約産業化を推進する主軸として
,資 源の

乏しいわが国が今後の国際社会において重要な役割 を果たしていくためにも
,そ の将来に大 きな期

待がかけられている。

Eデ ータ通信の発展の ために必要とされる諸条件の整備

社会の各分野において極めて重要な役割 を果たすデータ通信 を健全に発展 させるためには,ま ず,

日米間の技術格差の解消のための官民一致の国家的努力と工夫が必要である。

そのために,各 分野における創造的努力を促 して,適 用業務の範囲 を広げることによって,デ ー

タ通信の発展 と普及を図るとともに,デ ータ通信の高度化 を促進するため,シ ステム間相互接続や

分散型ネ ットワーク形式に必要 な技術の開発,通 信処理方式等の標準化,日 本の文化や風土に適 し

た技術等の開発,デ ジタル技術 を基礎とす る新しいデータ網の建設 ・整備等,デ ータ通信技術の開

発 ・推進 を図る必要がある。

さらに制度面においても,ネ ットワーク化の進展に対応 した諸制度の整備,民 間情報通信業の基

盤整備,デ ータ通信技術者の訓練 ・養成等を行 う必要がある。

他方,デ ータ通信が行政事務,経 済活動や個人生活に深 く入 り込むのに伴い,セ キュリテ ィの維

持 ・回復やプライバ シーの確保等のデータ保護対策がますます重要 な課題 となって きており,技 術

面 ・制度面 にわたる諸施策 を講 じる必要がある。

3-3-1図 電気通信の多様化

加人電話

加人電信

公衆通信川線

VANサ ー ビス(米 国)

DDX(NTT)

VENUS(KDD)

情 報通信サ ー ビス

(NTT,KDD,民 間

情 報通 信業)

[『 一ーー一 既 存サー ビスー一

1

』 一 ー ー ーー ー一 通信の内容 は不変______一 」←_ __J

ll
ll

通信 の内容が 変わ る
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3-3-1表 国内データ通信 システムの対象業務別設置状況

'

一

1974 1975 1976

シス テ ム数 システ ム数 シス テ ム数 構成比

金融業務を対象とするもの 預 金 ・為 替 ・貸 付 ・信 託 183 235 291

%

14.2

製造業者,商 事会社等の生産 ・販売 生産 ・在庫 ・販売管理
439 542 873

・在庫等の事務管理を対象とするも 経営管理 21 17 25

の その他 46 135 164

小 計 506 694 1,062 51.6

官公庁関係の業務を対象とするもの 公害監視 76 85 100

科学技術計算 8 15 25

交通制御 54 63 72

その他 49 59 74

小 計 187 222 278 13.5

、

株式取引,運 送管理,そ の他を対象 株式取引 21 24 22

とするもの 運送管理 16 20 37

保 険 20 25 29

科学技術計算 12 19 28

受託計算 32 38 65

その他情報通信サービス等 191 202 245

小 計 292 328 426 2α7

合 計 1,168 1,479 2,057 1000

(注)通 信 白書 に よ る。

3-3-2表 データ通信システム数の推移(各 年度末)

年 度 末 1973 1974 1975 1976

区 別

同 一 企業 の システ ム 608 955 1,219 1,741

企業 グル ー プの シ ステ ム 66 120 157 178

国 内 民間情報通信サービスのシステム 32 51 53 80

NTT設 備 サ ー ビスの シス テ ム 38 42 50 58

小 計 744 1,168 1,479 2,057

同 一 企業 の シス テ ム 7 8 10 12

企 業 グルー プの シ ステ ム 25、 29 30 32

国 際 民間情報通信サービスのシステム 2 2 2 3

KDD設 備 サ ー ビスの シス テ ム 1 1 1 2

小 計 35 40 43 49

合 計 75叡21) 1,184(20 1、495閻 2,076陶

(参考)対 前年度比(%) 157.6 156.2 126.3 138.9

(注)()内 は国内と国際両方にまたがるシステム数の再掲である。

4
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2デ ィジ タル通信 の動 向

国民生活の高度化 および社会活動の広域化に伴 い通信の量は増大 し,通 信の分野でも電気通信網

と電子計算機を使 って高度の情報処理 を行 うデータ通信,電 気通信網を通 して手書 きの資料や図面

のコピーを遠隔地 にわずかの時間で送 り届けるフ ァクシミリ通信等が情報化社会の花形 として広 く

利用されつつある。

現在データ通信やファクシ ミリ通信 に利用 されている通信方法には,公 衆通信回線 を用いる方法

と特定通信回線 または専用線 を用いる方法 とがあるが,公 衆通信回線を用いる方法は電話や加入電

信のために作 られたもので,デ ータ通信特有の要求条件を考慮すると接続時間,ビ ッ ト誤 り率,伝

送速度等の点で限界があ り,ま た,特 定通信回線や専用線 を用いる方法は,不 特定任意の相手 と通

信することはできないとか定額料金制となっているため,通 信量の少ない利用者 には負担が高すぎ

るといった制約がある。

このため,従 量制料金で多数の相手と高速,高 品質のディジタル通信がで きるような新 しい交換

サービスに対する要望が高まっており,こ のような要望に応 えるものとして電電公社や国際電電が

目下開発 を進めているものが,新 データ網サービスや国際加入データサービスと呼ばれているもの

である。この新 しいサービスでは,デ ィジタル伝送設備,時 分割交換機,パ ケ ット交換機等が用い

られ,電 子計算機等で使 われるディジタル信号のままでデータを伝送することを可能 とするもので

ある。

A電 電公社のサー ビスの概要

電電 公社の新 デー タ網 サー ビス は最新 のデ ィジ タル技術 を駆使 した高速 ・高品質の従量 制料 金 に

よるデ ィジタル ・デー タ交 換網 サ ー ビスで,回 線交換 サー ビス とパケ ッ ト交換サ ービスの2種 類の

サー ビス開発 が進 め られてお り,回 線交換 サー ビスは1979年3月 に東京,大 阪,名 古屋,横 浜で,

パ ケ ッ ト交換サ ービスは79年6月 に東 京 ,大 阪,名 古屋,横 浜,福 岡,仙 台,札 幌で それ ぞれサ ー

ビス開始 が予定 されて いる。

新 デー タ網 サー ビスで は,伝 送 速度 は200ビ ッ ト/秒 程 度の低速 か ら48キ ロ ビッ ト/秒 の高速 まで

用意 され,伝 送 品質 につ いては ビ ッ ト誤 り率で現 在 の特定通信 回線 と同等以上 の品質 が確保 され,

また接続時 間 につ いて も公衆通信 回線 が数秒 か ら10数 秒 かか るの に比べ,平 均1秒 程度 と大幅 に短

縮 される。回線 交換サ ービス とパケ ッ ト交換 サー ビスのサ ー ビス内容等 は3-3-3表 の とお』りで あ

る。利用者 は,シ ステムの利用形 態 に合 わせ てよ り適 したサー ビス を選択す ることがで きる。
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(1)回 線 交換 サー ビスの概要

回線交換サービスは,時 分割交換技術とディジタル伝送技術を利用するもので,現 在の電話交換

のように,通 信 ごとに発信端末と着信端末の間に高速 ・高品質の通信回線 を設定 してデータ伝送 を

行 うもので ある。

3-3-3表

サ ー ビ ス 内 容
項

有利な利用形態 イ ン タ サ ー ビ ス さしむき利用可能
通信機能 フ ェ ー

目 ス条件 品 質 な各種機能

① ② ③ ④ ⑤ ① ② ③ ① ② ① ② ③ ① ② ③ ④ ⑤
通 料 端 電 通 通 異 パ 電

弘
6冊( 接 デ 伝_ 閉 短 ダ 相 発

信 金 末 文 信 信 速 ケ 気 理伝 続 | 送 ビ 域 縮 イ 手 信
相 体 当 の 密 モ 度 ツ 的 的送 時 タ 品 ッ 接 ダ レ 通 端
手 系 り 長 度 | 端 ト ・ 条制 間 転 質 ト 続 イ ク 知 末
の の さ 速 度 ク ラ ス ド 末 多 物 件御 等 送 誤 ヤ ト 回

選 通 間 重 理 手 ( 時 り ル コ 線

サ 択 信 の 通 的 順 呼 間 率 | 課

| 量 通 信 条 等 設
) ル 金

ビ
ス

種
別

信 件 ) 定
時

琶

可 基 比 比 比 200ビ ッ ト/秒以 下(調 歩) 全 不 不 X ダそ 平 転 現 可 可 可 可 可
本 較 較 較 2 ま イ の 均 送 在
変 料 的 的 的 300〃 〃(〃) 重 可 可 た ヤ他 1 遅 の
十 少 長 高 ・ は ルは 秒 延 専
従 な い 密 1200〃 〃(〃) 半 V 機制 程 な 用
量 い 場 度 2 シ 能約 度 し 線

回線交換 制 場 合 の 2400ビ ッ ト/秒(同 期) 重 リ がな 等
料 合 場 ・ | 必 し と

サ ー ビス
金 合 4800〃(〃) 会

話
ズ 要 同

等
9600〃(〃) 型 以

上
48キ ロ ビ ッ ト/秒(〃)

可 基 比 比 比 200ビ ッ ト/秒(調 歩) ( 可 可 ( 制 平 網 標大 可 可 可 可 可
本 較 較 較 同 同 約 均 内 準幅
変 料
十
的
少
的短的低 300〃(〃) よ 圭 あ

り

1

秒
転
送
のに
手向

従 な い 密 1200〃(〃) 程 時 順上
量 い 場 度 度 間 に

パ ケ ッ ト 制 場 合 の 2400ク(同 期) 平 よ

交 換

サ ー・ビス

料
金
合 擾

口 4800〃(〃)

均

0.1

秒

る
端
末

9600〃(〃) 程
度 ξ

48キ ロ ビ ッ ト/秒(〃)
;
は
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3-3-2図 回 線 交 換 網
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l
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通信文1

吻1
1
「
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12.40

1
線1
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端1

通信文
吻

l
l

装1 → 1

ノ
置 ＼
＼ (デ ィジタル伝送路) /
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端末

通信のつ ど回線 が設定 され,通 信中の伝送制御手順 につ いて特に規定 されないので,比 較的電文

が長 く,通 信密度の高いデータ通信やファクシミリ通信 に適 している。

(2)パ ケット交換サービス

パケット交換サービスは,蓄 積交換技術とディジタル伝送技術 を利用す るもので,発 信端末から

の電文をいったん交換機に蓄積 してパケ ットと呼ばれ る一定の長さの電文に分割 し,各 パケ ットご

とに宛先をつけて着信局に伝送 し,着 信局の交換機 が各パケットごとに宛先を読んで該当する着信

端末に送 り届けるものである。 また,速 度が異なる端末間でも通信 がで きるとともに,電 子計算機

は1本 の加入者線で多数の端末 と同時 に通信す ることがで きる。

3-3-3図 パ ケ ッ ト 交 換 網
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電 文 をパケ ッ トとい う単位 に細分化 し,交 換機 に蓄積 した後伝 送 す るの で,比 較 的 電 文 が短 く,

低 密度の デー タ通信 に適 してい る。

B国 際電電のサー ビス

国際電電 で は,こ れか らのデ ータ通信需 要 に対 し,VENUS計 画 の中で対処 して い くこと として

い るが,現 在推進 中の もの と して 「国 際加入 デー タ ・サー ビス(仮 称)」 があ る。

これは,国 際間 にパ ケ ッ ト交換技術 によ るデ ィジ タル ・デー タ網 を建 設 し,各 種 サー ビス を設定

して これ をパケ ッ ト網 に統 合 し,国 際 間の各種 コ ンピュー タ,高 速 端末装置 を結ぶ通信 が可能 とな

る機能 を提供 しよ うとす るもので ある。

このサー ビスは,公 衆加入 型業務 として提供 され,コ ンピュー タを中心 とす る各種 デー タ ・フ ァ

ク シ ミリ等の情報 を高品 質,高 速度 で伝送 す ると共 に,ネ ッ トワー クが持 つ各種の機能 が顧 客 に提

供 され る。

このサー ビスの概要 は,次 の とお りで ある。

(1)加 入 形式 をとるデ ィジ タル交換 サー ビスで あ り,デ ー タお よびフ ァクシ ミリ等 の伝送 が可能

で あ る。

(2)各 種 コンピュー タ,各 種端 末機器 の接 続が可能で ある。端末 との基本 的 なイ ンタフェースは,

CCITT勧 告x.25の プ ロ トコル による。 また,ハ ー ド的 なイ ンタフェースはCCITT勧 告V24(物 理

的 条件),V28(電 気 的条件)で あ る。

(3)サ ー ビス品質 は,見 逃 しビッ ト誤 り率10-'程 度 以下、パケ ット紛失率IO's以 下,局 内転送 時間

平均100ms以 下 であ る。

(4)端 末 速度は,当 初300--9.600bpsで あ るが,将 来 は48Kbpsも 可 能 となる。

(5)顧 客 の通信形態 によ り,次 の とお り4つ の加入 ク ラスが設 け られ,そ れ ぞれ種 々の付 加サー

ビスが提供 される。

①Rク ラス(Realtimetraffic)

リ アル タイムによるデー タ ・フ ァク シ ミリ通信

②Mク ラス(Massagetraffic)

蓄 積 交換 によるメ ッセー ジ通 信

③Tク ラス(TSSAccess)

情 報 処理,情 報検索 用TSS通 信

④Fク ラス(Facsimiletraffic)

方 式 交換 を伴 うデ ィジタル型 フ ァク シ ミリ通信

(6)利 用 形態 としては,加 入者線 による利 用のほ か,Rク ラス につ いて は電電 公社の新 デー タ網
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(パ ケ ッ ト交換網),Tク ラス につ いては公 衆電 話網経 由 も可能 となる予定 であ る。

(7)サ ー ビスの開始 は,Rク ラ スが79年 春 ,Mク ラス が80年 春 に予定 されてお り,そ の他の ク ラス

にっ いて も順 次導入 され る。 なお,デ ー タベース用 コ ンピュー タへの アクセ スを主 た る目的 とす る

「国際 コ ンピュー タ ・アクセスサー ビス(仮 称)」 が,Tク ラスの暫定 と して78年 度 中 に開始 される

見込 みで あ る。

(8)サ ー ビス対 地 はまず米国,次 いで欧州 ・カナ ダが予定 され,そ の後 需要の動向,相 手国の準

備状況等 を勘 案 しなが ら,順 次拡張 される。

(9)加 入 区域 は,加 入者線利用 によ る場 合 は まず東京,次 いで大阪,そ の後逐次国際電電営 業局

所在地 に拡張 され るが,電 電公社 のパケ ッ ト交換網 お よび公衆電話網経 由 によ る場 合 は,そ のサー

ビス が提供 されてい る地域 か ら利用で きることにな る。'

なお,料 金 につ いては現在の ところ未定 で あるが,料 金体 系 と して は,固 定部 分(加 入料,基 本

料),従 量 部分(時 分料,通 信料),お よ び加 入 クラスご とに定 め る付 加部 分(付 加サ ー ビス料)か ら構

成 され ることとなろ う。

以上 をまとめ ると,3-3-4表 の とお りで あ る。

}

3-3-4表 VENUSシ ステムにより提供するサービス

ク

ラ

ス

端 末 に お け る

利 用 形 態
利用し得る端末装置

各 クラスの導入時 におけるサービス内容

料 金端末速

度b/s

基 本

サー ビス

加入者 の選 択によ

り提供 され る付加

サー ビス

端 末方式/
アクセス方法

R

リアル タイムによる

デ ー タ 通 信

フ ァ クシ ミ リ通 信

メ ッ セ ー ジ 通 信

CPU/CPU

CPU/デ ー タ端 末

データ端末/デ ー タ端末

FAX端 末/FAX端 末 、

同 期

2,400

4,800

9,600

交換型
相手国定型

(PVC)

着信課金

短縮/ニ ュモニ ック

ダイ レク トコール

X25端 末/加 入者線

HDLC/加 入者線

BSC/加 入者線

および

NTT新 デー タ網経 由

交換型

(速度別 ポー

ト料+時 分

料+通 信料)

相手国定型

(速度別ポー

ト料+定 額

時分料+通

信料)

付 加サー ビス

料(検 討)

F ファクシミリ通信 FAX端 末/FAX端 末
同 、期

4,800

9,600

交換型
相手国定型

(PVC)

優先順位

短縮/ニ ュモニ ック

着信課金

同報通信

着信転送

再送要求(自 動)

ダイ レク トコール

方式変換

X25端 末/加 入者線

HDLC/加 入者線

T
A

TS§ 用 通信 デー タ端末/CPU
非 同 期

300

1,200

交換型1

相 手固定型

(PVC)

着信課金

ダイレク トコール

短縮/ニ ュモニ ツク

無 手順/PAD/

加入電話,加 入者線

BASIC/PAD/

加入電話,加 入者線

M メッセ ージ通信 端末/端末
端末/CPU

非 同 期

1,200

同 期

2,400

4,800

1

蓄積交換方
式

閉域接続
出接続閉域接続

優先順位
短縮/ニュモニック

同報通信
着信転送

再送要求(自 動)

}
コー ド交換

無手順/加 入者線

HDLC/加 入者線

BSC/加 入者線

1

固定 料

(速度 別ポー

ト料)

従量料金

(通信料+累

加料)

付加 サー ビス

料(検 討)
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3-3-5表

国 名 サ ー ビ ス 名
サ ー ビ ス

提 供 会 社
種 類 備 考

ア メ リ カ DSDS A.T.T. 回 線 交換 1978予 定

パ ケ ッ ト交換 デ ー タ通

信 サ ー ビス
テ レネ ッ ト パ ケ ッ ト 交換

グ ラフ ネ ッ ト
グ ラフ ネ ッ トシス テ ム

ズ
パ ケ ッ ト 交換

フ ァ ク シ ミリ

サ ー ビス

タイ ム ネ ッ ト タ イム ネ ッ ト パ ケ ッ ト 交換

コ レパ ック 工TTDTS パ ケ ッ ト 交換 1978予 定

カ ナ ダ デー タパ ッ ク
トラ ン ス ・カ ナ ダ ・テ

レホ ン ・シ ス テ ム ズ
パケ ッ ト 交換

イ ン フ ォス イ ッチ
CNCPテ レコ ミュニ

ケ ー シ ョ ンズ

回 線 交換

パケット 交換

イ ギ リ ス EPSS 都電公社 パ ケ ッ ト 交 換

フ ラ ン ス トラ ンス パ ック 都 電 庁 パ ケ ッ ト 交 換 1978予 定

西 ド イ ツ ダテ ックス 郵 電 省 回 線 交換

C欧 米諸 国 にお け るデ ィジ タル ・デ ー タ網 の動 向

欧米諸国におけるディジタル ・データ網導入の動 きは急であり,国 際標準化の問題について国際

電信電話諮問委員会(CCITT)で 最も重要 かつ緊急を要す る課題 として審議がなされている。

主要国におけるディジタル ・データ網の導入状況 を概観すると3-3-5表 のとおりで ある。
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第4章 諸外国のコンピュータ産業政策

および情報処理産業政策

先進 国 にお けるコ ンピュー タ産 業 と情報処理産 業 が全産業 に占め る重 要度 は年 々大 きくなって き

てい る。貿易収支の赤字 に悩 む米 国で は,コ ンピュー タは重要 な輸 出商 品で あり,イ ンフ レと経済

の低成 長の只 中 にあって,気 を吐 く数少 ない産 業の一つで ある。 また,西 独 を除 いて は必 ず しも満

足 のい く経済情 勢で はない ヨーロ ッパ各国 にあって も,不 況 克服,雇 用 の拡 大のため にコ ンピュー

タ産業 は重要 なモ メ ン トと して位置づ け られて お り,ま た国防上の観点 か らも多国籍企業 に よる国

内市場独 占 を避 けるべ く諸施 策 を打 ち出 している。 またEC規 模 においても域 内の情 報処理 高度化

の諸施策 を策定 ・実行 してい る。一方 コメコ ン諸国 ではソ連 を中心 にRJADラ イ ン ・コ ンピュー タ

の生産 に力 を入 れて いるが,コ コムによって輸入 制限の ある大型機 分野で エル プル ス2の 開発 ・生産

が伝 え られてお り,次 世代機 と称 されてい る。 また,カ ナ ダ,ブ ラジル,イ ン ドな どもコ ンピュー

タ国産化 や産業育 成 に積極施 策 を打 ち出 してお』り,イ ン ドでは60%現 地 資本化 を要求 され たIBM

は こ れを拒否 し撤退 を余儀 な くされた。

ト

1ア メ リ カ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

A連 邦政府の調達 と政策

米国連邦政府 はコンピュータ産業 に対する特別 な振 興策を持 っているわけではない。 しかしコン

ピュータ産業の萌芽期から現在に到るまで米国政府機関は世界最大のコンピュータ ・ユーザであり,

とりわけ国防省とNASAの 莫大なEDPS投 資が米国コンピュータ企業の技術面,財 務面に果た した

役割は大きなものがある。近年市場の拡大とともに政府機関調達の貢献度は低下傾向にあるが,カ

ーター政権の緊縮財政下でも
,政 府機関は全米コンピュータ設置金額の1割 以上 を有 している。連

邦政府のコンピュータの調達,管 理,運 用は,一 般調達庁(GSA),商 務省標準局(NBS),行 政
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管理予算局(OMB)が 分 担 して い る。 コ ンピュー タの一括調達 を受 け持 つGSAお よ び州政府 に

っ いてはバイ ・アメ リカ ン ・アク トの規制 があ り,当 該 最終 製品が米国内で製造 され ることと最終

製 品の コンポー ネン ト ・コス トの50%以 内 が米国 製品であ ることが義務づ け られてい る。最近話題

を呼 んだ政 府調達 はNASAの ス ペ ース ・シャ トル ・プロ ジェク トの打 ち上 げ制御用 コンピュータと

して,Honeywell6000シ リ ーズがケー プ ・ケネデ ィ ・セ ンター に引 き続 き西部地 区のバ ンデ ンバー

グ空 軍基地設置用 として も選 ばれた こ とであ る。 この西部地区のスペ ース ・シャ トル ・プロ ジェク

トは,10～15百 万 ドル が予定 されて い る。

B税 制度について

税制上 の優遇 制度で ある投 資控除制 度 とDISCの 制 度 はコ ンピュー タだ けで な く一般産 業1こ適用

されてい る制 度だ が,こ れ らは,コ ンピュー タ産 業の発展 を側 面か ら助 けて きたといえ る。1962年

に制度化 された投資控除制 度は,当 初,取 得 固定 資産原価 の7%を 所 得税 よ り控 除で きるもので,

コ ンピュー タ買取 に資す る とともに リー ス業 の隆盛 の一 因 となった。1975年 に率 が10%と な ったが,

1980年 に期 限切 れ となるこの制度の恒 久化 が,カ ーター政権 によって推進 されて いる。 また,産 業

界全体 の強 い要 望 によ り,1980年 まで の4%の 企 業所得減税 が実現 す るか注 目 されてい る。

一方
,DISC会 社 の制度 は1971年 に商 務省 によって設 け られた輸 出振興 策で ある。 これは資産の

95%以 上 が輸 出に関連 し,収 入 の95%以 上 を輸出販売 か ら得て いる会社 がIRSに 申請す るこ とに

よ り輸 出関連収 入の50%の 所 得税 の 支払 いを延期 す ることがで きる制度。1976年 度 に,支 払 い延期の

範 囲が過去4年 間の平均輸 出額の%を 超 える部分 に縮小 された。税据 え置 きによ り保有 してい る収

入 はDISCの 輸 出拡大 ・促 進 に使 用で き,DISCの 親 会社 や輸 出品製造業者へ貸付 けがで きる。

C輸 出促進 プランとココムの規制

米 商務省で は輸 出促進 プ ランと して グローバル ・マーケ ッテ ィ ング ・プ ランを実施 してい るが,

この中 に主要 外国市場 での15の トレー ドセ ンター を使 った米国 コ ンピュー タ企業 だけの ショウ と開

発 国 と共産圏 での フェアがあ る。 この他 市場調査 や情報 サー ビス,小 企業 育成 ロー ンな どが ある。

また商務省で は企業の輸 出計画 の援 助,輸 出規制,手 続 き,輸 出先の国 々の国内規則等 の処理 にっ

いて助言 も行 って いる。

貿易収支赤字解消 のため の輸 出拡大 策 とは裏腹 に,政 治的,軍 事的観点 か ら米政 府は,共 産圏 に

対す るコ ンピュー タの輸出 に ココムの制限 を課 して きた。1971年 頃 か ら米 ソの緊張 緩和 によ り,除

々に禁輸 がゆ るや かとな り,1974年 に はIBM370/145ク ラ スまで と高性 能の もの を除 く周辺機器

につ いて輸出 が緩和 され,1976年5月 には商務 省 とココムが規制緩和 の ガイ ドライ ンを大手9メ ー

カー に通知,こ れはハ ー ドウェア を国 防総 省の同意 なしで商務省の認 可 があればよい第1基 準,国
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防総 省 と他 官公庁 の同意 が必要 な第2基 準,個 別審査 の対象 となる第3基 準の3つ に分 類 し,セ ー

フガー ドとしてオ ンサ イ ト検査 を義務づ けた もので ある。1977年3月 には以上 のガ イ ドライ ンに準

じて コ ンピュータ ・システ ムの パ ラメー タをPDR(ProcessingDataRate),1/oBusRate ,

内 ・外部 メモ リ容量,周 辺 装置 の実効 ビ ッ ト転送速 度の4つ に分類 して審査 の迅速化 をは かって い

る。業界は一 般 にココムの規制 に不満 で1978年 に入 って370/158レ ベ ル までの認可 を強 く要請 ,今 年

の緩和 は25%増 を要求 してい る。対 共産圏輸出 に力 を入 れて いるCDCの 超 大 型機Cyber76が 気 象

観測 ネ ッ トワー ク用 と して ソ連 に輸 出 され るこ とは,77年 に拒否 され たが,そ の後CDCは よ り小

型 のCyber172に 転 換 し,ソ 連 と話 し合い に入 ってい る。業界では ココム禁輸 その もの に不満 で あ

ると ともに規 制当局 の事務上 の遅 れを指適 す るもの もあ り,CDCは ルーマ ニアへ のデ ィスク輸 出

に関連 して許可 が遅 れ てい る内 に陳腐化 して しまった と述べ てい る。 今年7月 カー ター大統領 はソ

連の国内反体制派弾圧 の報復 として,タ ス通信 へのUNIVAC1100輸 出 を拒否 してい る。他方米 中接

近以後,中 国への輸 出 が拡 大 して いるが,す で にCDCのCyber172の 地 震観測用 と しての認可 な

どが ある。

D米 国 の 独 占 禁 止 法 政 策

1890年 米国経済の トラス ト化 と独 占化を背景に生まれたシャーマン法を中心 とする反 トラス ト法

三法は,巨 大企業IBMを めぐる訴訟の多発によりコンピュータ業界に影響 を及ぼ している。1969

年1月 米司法省がIBMを 相手どって起こした訴訟は依然係争中で司法省は予算の10%を この公判

にっ ぎ込んでいるといわれ,膨 大な証拠書類 と反訴資料の山を生み出 して文書戦の様相 を呈 してい

る。何度か法廷外和解の噂が流 れる中で,1977年 末から司法省次官が和解の検討に乗 り出 したが目

立った変化は表われていない。すでに司法省側証人51人 の陳述が終わったが,IBM側(証 人は200

人といわれている)に ついてはまだで,1983年 までには結審 しないといわれる。こうした中でIB

Mは 今年7月 小型機部門の分離 を発表,公 判の成 り行 きに影響 を与 えるか注目されている。最近の

IBMを めぐる独禁法違反を理由とす る提訴の中では,リ ース市場独占のかどで訴えていたグレイ

ハウンド社の訴の却下が昨年7月 に差 し戻 され再審中であり,同 様に昨年2月 訴を却下 されたカル

コンプも昨年8月 控訴 している。IBMが 敗訴 した例 としては独禁法に関する判決はなかったもの

の,昨 年9月 フォロ ・プレシジ ョン社に対 して一般事業妨害によりIBMが270万 ドル支払 う旨の

判決が地裁段階でなされ控訴中である。

Eデ ー タ ・コ ミュニケ ー シ ョンズ ・サー ビス関連 政 策

デー タ ・コ ミュニケ ーシ ョンズ ・サー ビス事業 が通信衛 星 とコ ンピュー タを結 んで商用ベ ースで

利用 され るよ うになったのは1965年 か らの ことで あ るが,成 長性の きわめて高い産 業 と目 されて お
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り,米 国で は今後年15--25%の 成 長率 が見込 まれて いる。1971年FCCのComputerInquiryの 裁

定 によ り,デ ー タ処理 と通信 サー ビス との間 に境 界線 が引かれたが,最 近 の通信 とコ ンピュー タの

結合の進展,技 術 の向上 は この境界の 見直 しを必要 とし,1977年8月 か ら開始 され たComputer

Inquiry皿 の 結果 が待 たれて いる。1971年 の 政策 では公衆通信 業者は分離 された子会社 を通 じての

み デー タ処理 業務 がで きるとされたが,デ ー タ処理 とデー タ伝 送 が複 雑に からみ合 ってい るものの

規制 は未確 定 とされたま まで あった。IBMは1973年 以 来,6年 間 はサー ビス業 に参入 しな い約束

となってい るが,す で に1975年SBSを 設 立 し,FCCは 厳 しい制限 を設 けた もの の,1977年1月

にこれ を認 可,一 方AT&Tは デ ー タスピー ド40/4をFCC内 部 の異論 を押 し切 って"通 信機器"

と して認め させ るこ とに成功 してい る。 ただ し80年 代 に入 るまで は中堅企業擁護 の立場 から ドムサ

ッ ト(国 内通信衛星)はIBM(SBS),AT&Tと も に参加 を許 されて いない。SBSは80年 代

初 め まで に設備投 資4億 ドル,初 期投 資165百 万 ドルで,3つ の 衛星 を打上 げて1980年 か ら国内衛

星サ ー ビス を開始 す る予定 であ る。1978年4月 商務省 にNTIA(NationalTelecommucationsand

InformationAdministration)が 創 立 された が,こ れは従来大統領府 にあ ったOTPが 廃 止 され る

とと もに商務省のOTに 統 合 されたもので ある。従来,FCCが 通信 分野 の行政 に強大 な権 限 を持

っていた状 態 から,今 後 は大統領 の情 報通信政策決定 にあた ってNTIAの 動 向 が大 きな意味 を持つ

と考 えられ,新 時代へ の行政府 の対応 とみ られ る。

2イ ギ リス の コ ン ピ ュ ー タ政 策

AlCLと 政府の助成策

イギ リス は欧州 におけ る最大の純 国産 メー カーICLを 擁 し,米 国系 メーカーあるいは その合弁会社

に大 半 を占有 されている西欧で は唯一 の純国産 シェア(国 内で32.2%で 英IBMと 互 角,欧 州で8.9%)

を有 す る国で ある。1968年 労 働 党政府 はコ ンピュー タの産業 を重視 し,国 産 メー カー を統合ICLを

設 立 し,そ の持株 会社ICHの 株 を10.5%保 有 した。機種 の統 合や研究開発 に対す る援 助 および政

府機関 におけ る優 先調達政策 などを推進 して来た。1970年 保 守党政権後 も英国 のEC加 盟 を契機 と

してICLを 拡 大ECに おけるリー ダーた ら しめ んと援助 が続 け られた。ICLは1972年8月 科学技

術法 に基 き新 コンピュー タ ・シ リーズの開発 を目標 に1,420万 ポ ン ド,さ らに1973年7月 には76年

ま での追 加資金 と して2,580万 ポ ン ドの支出 を うけている。1974年 労 働党政権 後,ICLは 好 調 な

小 型機2903や1976年10月 以 来 引 き継 いだ シンガー系製品 によ り好 業績 をあげてお り,現 在で は政府

の優 先的調達政策以 外には特別 な助成策 は受 けていない。 また1978年 か ら7年 間で業績 を見 あ わせ
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て こ れまでの政府助成金(4,000万 ポ ン ド)を 返 済 してい く意向で ある。 ただ し
,政 府 のICL優

先 調達 策 に対 して英Honeywel1やIBMか ら強 い非難 がある一方で,ICLは 地 方政府 へのICL

優 先 調達拡大 がICLの 輸 出企業 と しての強化 に不可欠だ と主張 している。ICLの2900シ リ ーズ

は1977年 末 の2950発 表 によ りフル ライ ン化 が完成 をみた。一方NEB(英 国 企業庁)は1976年5月

GECが 少 数比率持 株整理 のためICHの 株 を売却 したの をプレ ッシ一社 と購入 し各22 .4%の 筆 頭

株主 とな り,8月 に は英国最 大のペ リフ ェラル製造会社DRIの53.93%の 大 株主 とな り輸 出促 進

にの り出 した。 だが1977年 の コ ンピュー タ関連 の貿易収 支は約2億 ポ ン ドの入超で あ る。

B政 府の産業育成法.

1970年 保 守党政権 は投 資控 除制 度 をつ くり,産 業省(MinistryofIndustry)の 新 設 に伴 って技

術 省 を吸収 した。1972年 産 業拡大奨励 策 と して産 業法 を制定,地 方雇用法 を改正 し産 業 開発地域 を

指定 して開発補 助金 を付 与,同 年 制定の財政法 に基いて税制面での優遇措置 も併 せ行 ってい る。一

方 英国議会 には科学 技術 特別委員 会が設 けられ,1971年11月 回 委員会 が発 表 した青書 によって,1972

年 行 政省内 に政府の コンピュー タ調達 と開発調整 を行 う中央 コ ンピュー タ庁 が設 け られた。国 内デ

ー タ通信 ネ ッ トワー クの分野で も英国 郵電 公社 がEPSS開 発 計画 に逸早 く着手
,1977年4月 よ りP.

S.交 換 所 を3カ 所 において40の ユ ーザ ー にサー ビスを開始 した。 また同 じく郵電 公社 はGEC ,プ

レ ッシー,STCと 共 同 開発 で システムX(デ ィ ジタル公衆電 話回線 システム)計 画のハ ー ド ・テ

ス トを開始,1979年 初 公 開 を決定 してお り,パ ケ ッ ト交換サ ー ビス を長期的 には システ ムXに 統合

す ると して いる。上 記の ほか基礎 研究 に対 しては助成金制度ACTPが あ り1969年 よ り多 くの補 助 を

行 っている。

Cソ フ トウ ェアの 振 興策

情報産業の育成 と相 互交流 をは かるため1966年 設 立 されたNCCを 通 じて,産 業 省は1973年 よ り

3カ 年 ソフ トウエ ア開発 計画 を遂 行 したが,77年 か ら政府 プロ ジェク トの受注(初 年 度120万 ポ ン

ド相 当)を 開始 し,加 えて ソフ ト輸 出に 力点 を置 いて,78年 に はCAPのMPU・COBOL開 発 に

NRDCとNCCを 通 じて2百 万ポ ン ドの補助 金支 出を決定 して いる。 またNEBで も輸出振興 策 と

して1977年lnsacDataSystemsを 設 立,約300の 企 業 の中の有 力企業 に資金基盤 を与 える(最 低

25%の 資 本参加方式)こ とと し,77年4月 のCAPへ の 資本参加(29.9%)を 初 め と してSPLな

ど3社 の株 式 を所有 してい るが,1980年 まで に合計8～12社 とす る計画 とい う。

D超LSl開 発計画

英国では1980年 までにコンピュータ関連産業の貿易赤字を逆に2億 ポ ンド程度の黒字とす るため
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の一環 と してIC,LSI産 業 の強化 が叫 ばれてお り,NEBは1978年2,500ポ ン ドを投 じてIN-

MOSと い う新会社 を設立 して 当初 マ イ ・コ ンを,続 いて64K・RAMメ モ リーを開発 ・製造す る

ことを決定 した。 この ため に,さ らに2,500ポ ン ドを今後 のため に確 保 した。英国 のLSIメ ー カ

ー には既 にプ レッシー ,フ エ ランテ ィ,GECな ど があるが,現 在国内市場の10%強 の シェアを有

す るにす ぎないこ とか ら,NEDCへ のSWPか らの提 言 にあるよ うに英国 内の米系企業の役割 を

認 めた上で貿 易収 支改 善 をは か るとい う考 えが登場,産 業省 とNEDCは 多 国籍企業の英国 でのLS

I生 産 を奨励 し補助 を行 う考 えとい う。78年6月 にはGECが 米 フェアチ ャイル ド社 との合弁会社

設立で合 意 し,ま たITTは す で に米国で64KRAMの 開発 を進 めて いる。

3フ ラ ンス の コ ン ピ ュ ー タ政 策

A国 産 メーカ ー とプ ラ ン ・カル キ ュル

フラ ンスの保 護育 成策 は1966年 首 相 直属の機関 と して情報代 表部 を設 け情 報処理行政 と国 産企

業育成 に当た らせた ことに始 る。情報 代表部 はその下 に指 導,研 究機関 としてIRIAを 設 立 し,小 規

模企 業 を合併,C.1.1.を 設 立,1966年 か ら70年 まで第1次 プ ラン ・カルキュル を,1971年 か らは

さ らに5ケ 年計画で 巨視的 な第2次 プ ラ ン ・カル キュルを実施,教 育訓練,ソ フ トウエ ア産業,電

子 部品関係 の助 成のほ か,C.1、1.に は7億 フ ランの援 助が与 えられた。一方1970年 米 国GE社 の撤

退 によ りブ ルGE社 は ハネ ウエル ・ブル社 とな り,1973年C.1.Lは ユ ニデ一 夕社 に参加 し7,700シ

リ ーズ を分担開発 して きた。

Bフ ランスの業界再編成 と政府援助

1975年C.1.1.と ハ ネ ウエ ル ・ブル との合併発 表 を発端 にユ ニデー タ社 は 崩 壊,仏 の コ ンピュー

タ業 界は再編成 され ることとなった。 この再編 成は1976年 よ り4年 間の政府の助成 フ.ラ ンと一体で

行 われ,合 併後のCII-HBは 仏 側 が53%(内17%は 政 府)の マジ ョリテ ィを握 り,毎 年20%ず つ 売

上 げ を伸 ば し80年 に は仏IBMと 米 国HISを 抜 き,輸 出 と国内 を半 々にす ることを目標 に12億 フ

ラ ン(初 年度5億 フ ラン)の 補 助 と官公需40億 フ ランの発注 の約束 を仏工業者 か らとりつ け80年 代

初 め を目途 にUNISYS/DSE計 画 に向 って スター トした。他方,旧C.LI.の 小 型機,周 辺装置部

門 は政府 が120百 万 ドルの 欠損 填補 を行 った上でThomsonC.S.F.が55%の 筆 頭株 主 とな り,テ

レメカニ ク社のTEIを 結 合 させSEMSを 誕 生 させた。この会社 は ミニコ ン市場 の37%を 占 め る欧

州最大の メー カーで,年25--30%の 伸 率で79年 に は年商8億7千 万フ ランを予定 してい る。 また政
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府 は以上の第1グ ルー プの他第2グ ループ以下の ミニ コ ン'メ ー カーにも援助 して お り(ト ラ ンザ

ック),ロ ガ バ ックス にも80年 ま で年間4千 万 フ ランの援 助 を行 う。1977年 発 表の第7次 仏市場 予測

で は1975年 か ら80年 まで コ ンピュー タ関連製 品の国内需要 は年率23.6%で 伸 び ,80年 の総 市場 は60

億 ドルに,特 に大型 と ミニ コ ン,ペ リフ ェラルは大 きく伸び ると されてい る。 仏の ソフ トウエ ア産

業 は,SSCI傘 下 の企 業だ けで も75年 は年商2 ,850万 フ ランで世 界第2の 規模で あ るが,メ イ ンク

レーマーや周辺 機会社 を通 じて政 府援助 を得 てお り,業 界直 には7億 フ ランの助 成 にす ぎない。78

年 仏 総選挙 を前 に左翼連 合 は トムソ ンCSFな どの国 有化 案 を出 した が選挙で敗退 し立 ち消 えとな

った。 また現在5カ 年間 に1億9千 万 ドル を投ず るICプ ラ ンが検討中で あ り,米ICメ ー カー と

の提携 が考 え られて い る。 また輸 出増 強 を積極 的 には かる電子機器 メーカー には総額33百 万 ドル ま

での補助金 が工 業省か ら与 え られ ると発表 されて いる。.

4西 ドイ ツ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

A振 興策の基礎 とデータ処理高度化計画

米国系 メーカーにコ ンピュー タ市場 の80%以 上 を押 さえられてい る(IBMは65 .3%)西 独 が総

合的 な高度化計画 をス ター トさせ たの は1967年 か らで,1968年 連 邦政府 とウェス トフ ァー レ ン州 の

出資で(現 在政府90%)研 究 技術 省管 轄の特殊 法人GMDVを 創 立,コ ンピュータ導入 に関す る行政

官庁 の支援,欧 州の デー タ処 理産業へ の ア ドバイス,特 に長期基礎研究 で援助 を与 えるもの と した。

政 府機関の大型 システム開発 には内務 省 にIMKAやKBSTな ど がおかれ,調 達 を通 じて国産 メ ーカ

ー を育成 して きた
。1971年 に は第一 次 デー タ処理高度化計画の終 了 をまたず6倍 の 予算 規模 を もっ

第二 次デー タ処理 高度化計画 に切 り換 えられ,デ ー タ処理 教育 をは じめ公共機関 のデー タ処理 によ

る合理化 とデー タ処理 技術の普 及等 があげ られ,国 産 メー カー には未 来指向型の新機種 開発 に対 し

ジーメ ンス,テ レフ ンケ ンなどに補 助 が与 えられた。

B第 三次データ処理計画

1975年12月 ユ ニデー タが崩壊 し,西 独政府 は世 界的不況 か ら緊縮財政 を余儀 な くされた が
,1976

年3月 超大型 コ ンピュー タを除 くすべ てのセ ク ターで1980年 初 めまで に 自立 して い くだけの国際競

争力 を培 い,経 済 と公共部 門での デー タ処理 技術 の能 力向上 を狙 い と して 第 三 次 デ ー タ処 理 計 画

(1976年 一ー79年)を 実行 した。 これは予算 総額15億7千5百 マ ルクで第二次計画 では65%を 占 めて

いたデー タ処理教 育関係 が約1/10に 縮 小 されたの を除 くと,ほ ぼ第二 次計画 を継承 した もの。 なお
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78年 に これは小幅修 正 され,80年 ま でのプ ランと されて,77年 か ら80年 までの予算総額 は12億4千

5百 万 マル クとされた。 この4カ 年 計画は3つ の分 野 に大別 され,第 一は産業のR&D第 二 はDp

ア プ リケ_シ ョン,第 三 に教育 であ る。次第 に中型 ・大型 に対 する助成 よりもユーザーに対 するもの

と教 育 ・訓練 分野 の比重 を高 め るとされて いる。 ジー メ ンス,ニ ックス ドルフ,キ ンツレーの他 オ

ランダの フ ィリップス をも対 象 と した メーカーへのR&D助 成 には当初予定で554百 万 マルクの予算

が割 かれてい る。他方1978年1月 発効 の個 人デー タ保護 法が76年 に成立 したが,デ ータのセキ ュ リ

テ ィない しプ ライバ シー保 護の観点 か らの情 報 システム研究補 助 がなされてい る。 この他,第 三次

計画以外 にも西独連邦 郵政 省 が政府 の資金 によ りEDSと い う全国 に及ぶパケ ッ ト交換 によるデー

タ通信 ネ ッ トワーク を開発,サ ー ビス を開始 した。

5ECレ ベ ル に お け る政 策

AEC委 員会の中期計画

1972年 頃 か らEC委 員 会では資金 を投 入 して情 報産業育 成す る計画が芽生 え,ユ ニデ ー タ等 によ

り助長 され,1973年2月 現状 レポー ト発表,11月 に研究開発用資金投入 の意 向 と技術 開発 にっ いて

の考 え方 を公表,1974年7月EC理 事 会は共同 プロ ジェク トによって国家間の共通利益 を追 及す る

「中間計画」 策定の決議 を行 った。EC委 で はこの理事会 決議 に基 き,1975年3月 に5つ の特定 ア

プ リケー シ ョン開発 プロジェク トと3カ 年の 資金 計画 を発表,9月 に はこれへ の批判 を踏 まえ,よ

り広い視野 か らの システ ム,ソ フ トウエ ア技術 開発 計画 を発表 した。 この 中間計画骨 子は利用技術

と産業の振興策 に分 か れて い るが,LSI素 子 部 品の共同購入 ・開発,レ ンタル資金 融資の機構創

設(5年 で60億 ドルの資金)を 含んで お り,諸 プロジェク ト案 の理 事会決議 をまって具体案 として

提 案 され るだ ろ う。(VLSI開 発 には6--8年 か か り,1億 ポ ン ドの資金投入 とい う。)中間計画発 表

以後 の もの と して1978年 か らタス クが開始 され るもの と して,ソ フ トウエア ・ポー タビ リテ ィの他

にプ ログ ラム技術 保護 の研 究,高 速 デー タ ・トランス ミッシ ョンの実験,ヨ ーロ ッパ の カス トマ ズ

・プロシデ ュア標 準化 などがあ る。

Bユ ー ロ ネ ッ ト(Euronet)

ユ ー ロネ ッ トは1971年EECが 提 案検討 し,1975年12月9カ 国 のPTTと 締 結 した協 定 に基づ い

てCERTが 進 めてい る科学技術 情報用 の コンピュー タ ・ネ ッ トワー クで,欧 州4カ 国 のEINと 同

じパ ケ ッ ト交 換技術 に基 き,2カ 所 のホス ト・コ ンピュー タと4つ の交換セ ンターによ るサー ビス
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を行 う予定で インタフ ェース規格 をCCITTに 合 せる。現在の計画 では3つ の フェーズに分 けて 開発

す るとされ,1978年 か ら80年 まで は各 国PTTに よ るパ ケ ッ ト交換 ネ ッ トワークを稼動 させ る科 学

技術情 報用の ネ ッ トワー クで,80年 か ら83年/84年 はパ ブ リック ・サー ビスを開始
,こ の後の フ ェ

ーズでは新 しいCCITT規 格 を完成 させ ると してい る
。

CEECと 反 トラス ト法

欧州諸国には1945年 まで反 トラス ト法がなく,1945年 仏で物価統制令を制定 したのも戦後の闇市

取締のためで1957年 に漸 く西独 にカルテル法ができ企業の自由競争の原理が導入 された。EECで

は市場の統一と障害の除去,自 由競争の維持 とい う観点から1965年 のローマ協定85～86条 によって

メンバー国企業が競争を歪めた り支配力を濫用 した場合規制するようになっている
。この規定は米

国のシャーマン法に倣ったものだが,複 数企業が国際取引をした場合にのみ適用され,EEC委 員

会 が競争上好ましいカルテルを認可する裁決権 を持つこと,私 企業の蒙 ったダメージは扱わないこ

となどで米国法 と異 る。近年多国籍企業が母国の法規制 を逃れて活動することに対 し国際規制の必

要が叫ばれているが,EECで も詳細 なマニュアル ・レポー トの提出を義務づけた草案が議会に提

出 されており,一 挙に強制法化することは困難であるにしてもまず任意にルール化することは可能

である。
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第5章 諸外国の情報通信政策

電気通信は,距 離 と時間を克服することにより現在の社会の発展に極めて大きな役割を果たして

きた。近年,電 気通信がコンピュー タの機能 と結合 して出現 した情報通信 もまた,急 激な勢いで社

会 に浸透 しており,将 来は企業活動のみならず国民生活にも不可欠なものになっていくだろう。 し

かし,通 信と情報処理が別なものとして発生 したという歴史的経緯もあって,諸 外国の情報通信政

策は通信とコンピュータの境界の問題,プ ライバ シーの保護の問題 などを めぐり多様な展開を示 し

てい る。 ここでは最近におけるアメリカ,カ ナダ,フ ランス3国 の情報通信政策の概観をみてみた

いo

1ア メリカの情報通信政策

A第2次 コ ン ピュー タ調 査

ミニ コンピュー タやマイ クロコ ンピュー タの発達 によって イ ンテ リジェン ト端末や コ ンピュー タ

・ネ ッ トワークが出現 し,通 信 と情報処理 の境界 はます ます 不明瞭 になって きている。 このよ うな

状況の もとで,FCC(連 邦 通信 委員会)は1971年 の裁 定に よって定め た基準を改正 す る必要があ

ることを認 め,1976年8月,FCC規 則 の改正案 を示 して関係者の意見 を徴 す る公開質問書(一 般

にComputerInquiryllと 呼 ばれる)を 発 出 した。

今回の規則改訂案 の骨子 は次の とお りで ある。

(a)デ ー タ処理 の定義 を改 訂 し,通 信業者の コ ンピュー タ利用の制約 を緩和 した。

(b)混 合 サー ビスの観念 を排除 し,コ ンピュー タ利用 によるサ ー ビスは,通 信 かデ ータ処理 か,

いず れ かの カテ ゴ リーに割 り切 って分 類す ることに した。

o
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(c)デ ー タ処理事業 に対 す る規制 および通 信事業者 の営む デー タ処理事 業 に対す る規制 は従来の と

お り。

FCCが 示 したデー タ処理 の定義 は次の とお りで あ る。

「デー タ処理」 とは情報 の電子的 自動処理 で あって,(1精 報 の内 容又 は意味 がい かなる方法 にせ

よ変換 され るか,(2)出 力情報 が入 力情報 に対す るプロ グラム化 され た回答 とな るもので あ る。(1977

年2月 告示)

今 回の規則 裁定案 と,1971年 の 最終裁定 との対比 は3-5-1表 の とお・りで あ る。

3-5-1表FCCの コンピュータ規制方針

項 目
第1次 コ ンピ ュー タ調 査

(最 終裁 定)

第2次 コ ンピ ュー タ調 査

(規 則 改訂 案)

文 書 番 号 第16979号 第20828号

調 査 開 始 1966年11月10日 1976年8月9日

関 連 規 則 第64.702条 同左

第0.308条
"

用 語 の 定 義 ①データ処理 デ ー タ処理

② メ ッセー ジ交 換
,

③ ロー カル デ ー タ処 理 サ ー ビス (注)そ の他の用語についての定義

④ リモ ー トア ク セ ス ・デ ー タ処理 サ ー ビス
の規定はない

⑤混合サービス

デ ー タ処 理 サー 自由競 争 市場 と して 開放 し,規 制 しない。 た 同 左

ビス だ し管 轄 権 はFCCに あ り,必 要 に応 じいっ (従来の基本方針を継続)

で もその権限を発動。

通信業者のデー 完全分離の別会社によらなければならない。 同 左

タ処理市場参入 (ATTは いかなる形態も不可) (従来の基本方針を継続)

混 合 サ ー ビ ス ① 混合 デ ー タ処 理 サ ー ビス は 自 由化,た だ し 全 面 削 除

通信業者は完全分離の別会社によってのみ (混合サービスの観念を排除する)

提供可能。

②混合通信サービスは通信業者のみ提供を認

め る 。

丸茂謹爾 「電気通信と情報処理の境界」による。

FCCは この調査 に対する関係者の意見の提出を1977年10月 に締め切ったが,多 くの関係者は混

合サービスの概念を排除することに対 して反対意見を表明しており,最 終裁定が出るまで にはまだ

かなりの時間を要するものと思われる。

B消 費者通信改革法案に関する動き
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FCCは,1976年7月 に 「回線の再販売 および共同使用の規制 方針 に関す る報告 な らびに命令」

を発出 して回線 の再販売 お よび共同使用 を 自由化 した。 この裁定 は,1968年 の カー ターホ ン事件 裁

定 か らFCCが 一 貫 して とって いる競 争政 策を さらに進 めた ものであ ると評価 されてい るが,こ の,

一 連の競 争政 策 に対す るAT&Tを 中 心 とす る既存の通信事業者 か らの反撃 も始 まってい る
。 その 一

つの現 われが1976年3月 に議会 に提 出 された消費者通信改 革法案(ConsumerCommunication

Actof1976)で あ る。 この法案 はFCCの と って いる競 争政 策 を阻止 し,端 末設備 に対す る規制

権 をFCCか ら州の規 制当局 に移す こ と等 を内容 とす る ものであ る。 この法案 に対 しては関係各方

面 か ら反対意見 が表明 されて お り,FCCも,消 費者の権 利 を制限す るな どの理 由 から反対 して い

る。 しか し,少 な くともこの法案 は,情 報通信業 をも含 めた広い意味での電気 通信 産業 に関す る問

題 を立 法府 に持 ち出す とい う,重 要 な役割 を果た したもの と して評価 されよ う。

Cデ ー タ ス ピー ド40/4に 関す る控訴裁判 所 の裁 決

AT&Tに よ るデー タスピー ド40/4の 提 供は,公 衆通信 事業者 と しての正 当 なもので あると したF

CCの 裁 定 は,1978年2月 のニュー ヨー クでの第2回 控訴裁判所 によって承認 され た。

デー タスピー ド40/4は コ ンピュータとの 間で デー タの入出 力,更 新,訂 正 などに使用で き,ま た

これ 自体で もデー タの蓄積,変 換 などがで きるイ ンテ リジ ェン ト端末 であ る。FCCは1976年11月

の 裁定で,AT&Tに よ る タリフの提出 を認 めたが,こ の裁定 に対 してIBM等 が,デ ータス ピー ド

40/4は 情 報処理機 能の一部 を分担す るもので あ ると して控訴 していた もので ある。

デ ー タス ピー ド40/4を め ぐる論争は,通 信 と情 報処理の境 界 をめ ぐるAT&TとIBMの 対 立 の

代表的 な例で あ り,こ の裁 決 がFCCが 現 在行ってい る第2次 コンピュータ調査(前 出)の 結論 に

どの よ うな影 響 を与 え るかが注 目 され る。

2カ ナダの情報通信政策

Aコ ン ピ ュ ー タ/通 信 特 別 調 査 班

カナ ダ通信 省は以前 か ら情 報通信政 策 に積極的 に取 り組んで い る。 コンピュー タ/通 信特別 調査

班 は 「BranchingOut」(コ ン ピュー タ通信)と い う報告書 を1972年 に発 表 してい るが,そ の 中で

強調 された問題 点の うち主 な もの と して は,,

(1)公衆 通信事業 者 によって提供 されるデ ィジ タル通信サ ー ビスの問題

(2)個人 のプ ライバ シーの問題
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(3)データ処理サービス分野における公衆通信事業者の参入問題

等が挙げられる。これらの問題が,カ ナダにおいても重要な情報通信政策課題 となっていることは

疑いない。

Bそ の後の情報通信政策の展開

前記報告 書に挙げ られて いた諸問題 の うち,公 衆通信事業者 によ って提供 され るデ ィジタル通 信

サー ビスの 問題 にっ いて カナ ダ ・ラジオ ・テ レビ電気通信 委員会は データルー トと呼 ばれる商用デ

ィジ タル ・デー タ網 を認 め,さ らに1977年6月 にはデ ータパ ック3000 ,デ ー タパ ック3101と 呼 ばれ

るパ ケ ッ ト交換網 を認可 してい る。

また,個 人の プライバ シーの問題 にっ いては,法 務 省および通信省の代表 を議長 とす る政府部内

の コンピュー タとプ ライバ シー に関す る委 員会 での検 討の結果 ,プ ライバ シーの保護 は広 く人権 問

題 の一 部 と して とらえるべ きであ るとの見地 か ら,人 権法 案の一部 に含め ること とされた。 「カナ

ダ人権 法」 は1977年8月 に成 立 した が,そ の内 容は個人の プ ライバ シーお・よび個人 が 自己 に関す る

情報 を含 む記録 ヘァ クセ スす る権 利 を保護す る もので あ り,そ の適用範囲は連邦政府バ ンク,す な

わち政府機 関が行政 目的 に利用 す るため に蓄積 してい る記録で あ る。

デー タ処理サ ー ビス分野 におけ る公衆通信事業者 の参入 問題 にっ いてはCADAPSO(カ ナ ダデー

タ処理サー ビス事業協会')か らの 文書 の提 出 によ り,近 く公聴会 が開かれる予定であ る。

3フ ラ ンス の情 報通 信政 策

APTT(フ ラ ンス郵 電庁)の 動 向 な ど

フラ ンスは現在,電 気通信 の拡 充改善 を最優先 の 目標 と して第7次 国家計画(1976年 ～1980年)

を 実施 してい るが,情 報通信政 策 にっ いて も,い くつ かの興 味あ る決定 を して いる。 その うち主 な

もの を挙 げてみ よ う。

(∋ トランスパ ックの運営問題

公衆パ ケ ッ ト通信網 であ る トラ ンスパ ック(Transpac)の 運 営 は,電 気通信 の独 占権 に属 さな

い多 くの仕事 を扱 うため,PTTが 行 うのは適 当で ない と判断 され ,混 合会社(Soci6t6屯conomie

mixte)に よ り行われ ることになった。混合会社 はPTTの 監 督下 におかれ る
。

(b)PTTの 情 報処理対 策

フ ランス ・カブー ルの100%出 資 子会社で あるテ レシステム(T61esystems)が 設 立 された。この
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会社 は,ト ランスペ ア レン トなネ ッ トワーク を官公庁 間 に持 ち,官 公庁 の コ ンピュー タが空 いて い

る時 に,こ れを商用化 す ることを目的 としてお り,TSSも 行 ってい る。 この会社 の設立 により,

PTTは 情 報処理 分野 に進 出 した。

Bデ ータ処理および 自由に関する法律

1978年1月 に,フ ァイルを取 り扱 うデー タ処理 システム を運 用す るす べての者 に厳 しい規制 を課

す法律 が発効 した。 この法律(LaLoiN.78-17du6・1・78relativeal'informatiqueaux

fichiersetauxlibert6s)は,在 仏 の システム を対象 とす るばか りで な く,フ ラ ンス と他国 との

間で伝 送 されるあ らゆ る形 態の デー タ(越 境 デー タ)を 含 む一切 の情 報処理 を規制 す ることを意図

す るもので あ ると伝 えられて いる。

さ らに,こ の法律 の適 用 を監視 す る国家機 関 と して,デ ー タ処理 および 自由のための国家委員会

が設立 され る。 この委員会 が設立 されると,属 人情報処理 シス テム(Traitementautomaticel'-

informatiquenominative)を 運 用す るすべ ての会社 および個人 は,そ の システ ムを委員 会に登

録 しなけ れば な らず,登 録 に際 して は,運 用者 は,処 理の安全 を確 保 し,情 報 の機密 を守 るため ど

のよ うな予防措置 を とった か示 さなければ ならない等,厳 しい規制が実施 され るこ とになる。
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'

第1章 わ が国 の コ ン ピュー タ実 動 状況

通商産業省調査より

通商産業 省は四半期 ごとに 「電子計算機納 入下 取調査」を行っている。この調査 では,計 数(デ ィ

ジ タル)型 汎 用 コ ンピュー タを集 計対象 と してお り,相 似(ア ナロ グ)型 コ ンピュー タ,プ ロセ ス

制御用 コ ンピュー タ,ミ ニ ・コンピュー タは集 計 か ら除 かれて いる。

4-1-1表 で 示 す とお り,1977年6月 末現 在で,わ が国で実動 して いる汎用 コ ンピュー タ ・シ

ステ ムは41,929セ ッ ト,買 価 換算金額で2兆5,636億 円 となった。

国産機,外 国機別 にみ ると,国 産機 は27,583セ ッ ト(買価換算 金額1兆4,723億 円),外 国 機 は14,346

セ ッ ト(買 価換 算金額1兆912億 円)と なった。なお,実 動 金額 の シェアは4-1-2表 に示 すとおりで ある。

4-1-1表1977年6月 末現在汎用電子計算機実動状況4-1-2表1977年6月 末現在実動金額の

(上列:セ ット数,下 列:金 額百万円)シ ェア

規 模 別 国 産 機 外 国 機 合 計

大 型
1,319

747,763

934

785,640

2,253

1,533,404

中 型
4,813

478,086

1,501

190,390

6,314

668,476

小 型
8,989

168,628

3,046

61,589

12,035

230,217

超 小 型
12,462

77,866

8,865

53,672

21,327

131,532

合 計
27,583

1,472,337

14,346

1,091,292

41,929

2,563,629

国 産 機 外 国 機

大 型

中 型

小 型

超 小 型

48.8%

71.5

73.2

59.2

51.2%

28.5

26.8

40.8

合 計 57.4 42.6

1型 別 にみた国産機外国礎比,シ ステム規模

4-1-3表 は型別 にみ た国産機,外 国機 の実動状況 と構 成比 を示 した ものであ る。

(a)大 型 コンピュー タ
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1977年6月 末 現在,実 動大型機 は2,253セ ッ ト,1兆5,334億 円 の規模 に達 して いる。

大型機 にお ける国産機 の シェアは台数比で58.5%,金 額 比 で48.8%と な って いる。

4-1-3表1977年6月 末現在汎用電子計算機実動状況

(単位:上 段セット数 下段金額:百 万円)

型 別 実動状 況
構 成 比
%

1セ ット当 りシス

テム規模

国

産

機

大 型A
521

469,456

48.3

42.8

百万 円

901

大 型B
798

278,308

67.9

63.8
349

大 型(計)
1,319

747,763

58.5

48.8
567

中 型A
1,842

286,005

74.2

69.7
155

中 型B
2,971

192,081

77.6

74.4
65

中 型(計)
4,813

478,086

76.2

71.5
99

小 型
8,989

168,628

74.7

73.2
19

超 小 型
12,462

77,866

58.4

59.2
6

合 計
27,583

1,472,337

65.8

57.4
53

外

国

機

大 型A
557

627,426

51.7

57.2
Ll26

大 型B
377

158,215

32.1

36.2
420

大 型(計)
934

785,640

41.5

51.2
841

中 型A
642

124,256

25.8

30.3
194

中 型B
859

66,134

22.4

25.6
77

中 型(計)
1,501

190,390

23.8

28.5
127

小 型
3,046

61,589

25.3

26.8
20

超 小 型
8,865

53,672

41.6

40.8
6

合 計
14,346

1,091,292

34.2

42.6
76

合

計

大 型A
1,078

1,096,881

100.0

100.0
1,018

大 型B
1,175

436,522

100.0

100.0
372

大 型(計)
2,253

1,533,404

100.0

100.0
681

中 型A
2,484

410,261

100.0

100.0
165

中 型B
3,830

258,215

100.0

100.0
、67

中 型(計)
6,314

668,476

100.0

100.0
106

小 型
12,035

230,217

100.0

100.0
19

超 小 型
21,327

131,532

100.0

100.0
6

合 計
41,929

2,563,629

100.0

100.0
61
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システ ム規模 にっいてみ ると,国 産大型 機 は5億6,700万 円 で あるが,外 国機 は8億4,100万 円 と

なって お りか なり優位 で ある。

(b)中 型 コンピュー タ

1977年6月 末 現在,実 動 中型機 は6,314セ ッ ト,6,684億 円 の規模 に達 して いる。

中型機 における国産機の シェアは台数比 で76.2%,金 額 比で71.5%と な って いる。

システ ム規模 にっ いてみ ると,国 産中型機 は9,900万 円 で あるが,外 国機 は1億2,700万 円 とやや

優位 で あ る。

(c}小 型 コ ンピュー タ

1977年6月 末現 在,実 動小型機 は12,035セ ッ ト,2,302億 円 の規模 に達 して いる。

小 型機 におけ る国産機 の シェアは台数 比で74.7%,金 額 比 で73.2%と な ってい る。

システム規模 にっ いてみ る と国産小型 機 は,1,900万 円 で,外 国機 は2,000万 円 となって おり,こ

れはあま り差 が ない。

(d)超 小 型 コ ンピュー タ

1977年6月 末現在,実 動小型機 は21,327セ ッ ト,1,315億 円 の規模 に達 して いる。

超小型機 における国産機 の シェアは台数 比で,58.4%,金 額 比 で59.2%と な ってい る。

システム規模 にっ いてみ ると国産超小型機 は,600万 円 で,外 国機 と変 わらない。

1

2

3

4

5

型別分類基準は次の とおり(売価換算)。

大型A… …5億 円以上

大型B… …2億5,000万 円以上5億 円未満

中型A・ …・・1億円以上2億5,000万 円未満

中型B… …4,000万 円以上1億 円未満

小 型・・…・1,000万円以上4,000万 円未満

超小型……1,000万 円未満

コンピュータの基準は,① デ ィジタル型であること。② プログラムの蓄積方式で重要 な命令を内部記

憶装置 に記憶 しているか,ま たは相当の性能 を有すること。③ 内部記憶容量が2,000ビ ッ ト以上であ

ること(た だ し,サ イ ン,パ リテ ィ・チェックのために有するビットは含 まない)。④電子論理演算に

より行 われる演算機構 を有すること,の4つ の条件 を全て満足 するコンピュー タ。

現地資本 が株式のマジョリティを保有する企業が国内生産するシステムを国産機 とみ なす。

システム増設 による型別移動 を考慮 している。た とえば,以 前 には小型に分類 されていたものがメモ

リー増設や,周 辺装置増設の結果,中 型へ移行す る場合がある。

ミニ ・コンピュータ,ア ナログ型 コンピュータ,プ ロセス制御用 コンピュータ,オ フライン機器,デ

ー タ通信機器は集計対象外 としている。
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2ユ977年 度 第1・ 四 半期 に お け

る汎用電子計算機納入実績

4-1-4表 は1977年 度 第1・ 四半期(1977年4月 ～6月)汎 用電 子計算機納入実績 で ある。 こ

の集計対象 は汎用電子 計算機 とその周辺装置 で あ り,ミ ニ コンピュー タ,プ ロセ ス制御用等 の専 用機,

アナ ログ ・コンピュー タ,オ ンライ ン用端末装置,オ フライ ン機 器 など に含 まれてい ない。

4-1-4表 に よれば ,納 入 された汎用電子 計算機 は,総 数で1,690セ ッ ト,金 額 に して1,771億

円 となって いる。



4-1-4表1977年 度第1・ 四半 期 お よび1976年 度 第1・ 四半 期 に お け る電 子 計算 機 納 入 実 績

宗
t、⊃

(金額 単位1百 万円)

①1977年 度 第1・ 四 半 期 ②1976年 度 第1・ 四 半 期 前 年 同 期 比
目

実 績 シ ェ ア 実 績 シ ェ ア (①/②)%
国産機
外国礎 ・型別 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額

大 型A 22 22,816 45.8% 36.8% 6 7,483 25.0% 29.3% 366.7% 304.9%

大 型B 36 15,735 50.0 49.7 24 8,432 60.0 60.9 150.0 186.6

国 大 型(計) 58 38,551 48.3 41.2 30 15,915 46.9 40.4 193.3 242.2

中 型A 50 10,330 46.3 47.2 48 7,156 65.8 67.6 104.2 144.4

中 型B 92 7,963 73.0 73.6 99 7,149 83.2 84.7 92.9 111.4

産 中 型(計) 142 18,293 60.7 55.9 147 14,305 76.6 75.2 96.6 127.9

小 型 339 6,880 61.7 62.6 342 6,091 60.2 62.1 99.1 113.0

機 超 小 型 649 4,140 82.5 82.0 392 2,630 59.4 61.0 165.6 157.4

増 設 一 11,547 一 33.3 一 16,082 一 42.9 一 71.8

合 計 1,188 79,413 70.3 44.8 911 55,023 61.4 50.0 130.4 144.3

大 型A 26 39,209 54.2 63.2 18 18,047 75.0 70.7 144.4 217.3

大 型B 36 15,919 50.0 50.3 16 5,422 40.0 39.1 225.0 293.6

外 大 型(計) 62 55,129 51.7 58.8 34 23,469 53.1 59.6 182.4 234.9

中 型A

中 型B

58

34

11,579

2,855

53.7

27.0

52.9

26.4

25

20

3,429

1,294

34.2

16.8

32.4
15.3

232.0

170.0

337.7

202.6

国 中 型(計) 92 14,433 39.3 44.1 45 4,722 23.4 24.8 204.4 305.7

小 型 210 4,116 38.3 37.4 226 3,710 39.8 37.9 92.9 110.9

機 超 小 型
増 設

138

一

907

23,087

17.5

一

18.0

66.7

268

一

1,683

21,376

40.6

一

39.0

57.1

51.5

一

53.9

108.0

合 計 502 97,672 29.7 55.2 573 54,960 38.6 50.0 87.6 177.7

大 型A 48 62,026 24 25,530 200.0 243.0

大 型B 72 31,654 40 13,854 180.0 228.5

△ 大 型(計)
120 93,680 64 39,384 187.5 237.9

一

口

中 型A 108 21,908 73 10,585 147.9 207.0

中 型B 126 10,818 119 8,442 105.9 128.1

中 型(計) 234 32,727 192 19,027 121.9 172.0

小 型 549 10,996 568 9,801 96.7 112.2

計 超 小 型 787 5,047 660 4,313 119.2 117.0

増 設
一 34,635 一 37,458 一 92.5

合 計 1,690 177,084 1,484 109,983 113.9 161.0

』

u

＼'

ト

1

>

主

s
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3業 種別実動状況

4-1-5表 は 業種 別 に実動状況 の推 移 を示 した もので あ る。

(a)設 置 台数 での上位 業種

1業 種で1,000セ ッ ト以上の設置規模 をもっ業種 は次 の9業 種 で ある。

卸 ・小売 ・商事14,225セ ッ ト

金 融4,477"

サ ー ビス ・、3,151"

(一般 サー ビス)(1,544セ ッ ト)

(情報 サー ビス)(1,607")

法人団体 ・農協

電気機械

化学 ・石油

その他製造業

食 品

運輸 ・通信 ・報道

設置金額での上位業種

2,285

2,034

1,514

1,468

1,397

1,336

〃

〃

ノノ

ノノ

ノノ

〃

(b)

1業 種 で1,000億 円 以上の設置規模 をもっ業種 は次 の7業 種 で ある。

金 融4,817億 円

卸 ・小 売 ・商事2,935〃

電 気機‡戒2,782"

政 府 関係 機関2,198〃

サ ー ビス1,809"

(一般 サ ービス)(414億 円)

(情報 サ ービス)(1,394")

輸 送用機械1,045〃

政 府1,013〃

1業 種 で500億 円 以上1,000億 円未満 の設置規模 をもっ業種 は次 の7業 種 で ある。

化学 ・石 油950億 円

f呆 険886〃
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鉄 鋼

運輸 ・通信 ・報道

法 人団体 ・農協

大 学

地 方公共体

838億 円

741"

701"

564〃

560〃
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4-1-5表 産 業 別 汎用 電 子 計 算機 実 動 状況

(1977年6月 末現在)(単 位:金 額 百万 円)

コ ー ド 国 産 機 外 国 機 合 計 1セ ツ
産 業 別

番 号 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 ト平均

Ol 農 業 16 397 11 144 27 542 20

02 林 ・ 狩 猟 業 18 192 1 6 19 197 10

03 漁 ・水 産 ・養 殖 38 959 69 994 107 1,953 18

04 鉱 業 48 2,138 32 1,363 80 3,501 44

05 建 設 業 462 16,846 282 14,870 744 31,717 43

06 食 品 951 21,634 446 15,792 1,397 37,426 27

07 繊 維 604 16,181 386 9,084 990 25,265 26

08 紙 ・ パ ル プ 270 6,116 66 2,233 336 8,349 25

09 出 版 ・ 印 刷 220 6,594 117 10,619 339 17,213 51

10 化 学 ・ 石 油 979 43,015 535 52,083 1,514 95,097 63

12 ガ ラ ス ・セ メ ン ト 177 6,698 125 8,425 302 15,123 50

13 鉄 鋼 424 40,508 163 43,313 587 83,821 143

15 金 属 製品 製造 429 17,880 239 9,004 668 26,884 40

16 機 械 632 23,033 298 26,136 930 49,169 53

17 電 気 機 械 1,599 182,202 435 96,088 2,034 278,289 137

18 輸送用機械製造 505 42,384 261 62,186 766 104,570 137

20 精 密 機 械 259 12,618 108 5,047 367 17,665 48

21 そ の 他 製 造 896 23,260 572 11,880 !,468 35,140 24

22 卸 ・小 売 ・商 事 10,921 188,130 3,304 105,395 14,225 293,524 21

24 金 融 647 . 121,066 3,830 360,687 4,477 48L753 108

25 証 券 83 5,979 109 29,754 192 35,734 186

26 保 険
'

105 23,722 98 64,958 203 88,680 437

27 不 動 産 54 1,937 52 745 106 2,683 25

28 運 輸 ・通信 ・報道 839 37,187 497 36,913 1,336 74,100 56

30 電 気 ・ ガ ス 111 11,065 65 33,535 176 44,599 253

一 サ ー ビ ス 業 2,505 143,814 646 37,111 3,151 180,925 157

32 (一 般 サ ー ビ ス) 1,052 28,499 492 12,995 1,544 41,494 27

33 (情 報 サ ー ビ ス) 1,453 115,315 154 24,116 1,607 139,431 87

34 病 院 81 4,932 65 2,420 146 7,352 50

35 大 学 541 49,776 126 6,641 667 56,417 85

36 高 校 272 6,026 2 15 274 6,040 22

37 そ の 他 学 校 95 4,680 8 370 103 5,050 49

38 地 方 公 共 体 626 49,750 127 6,317 753 56,066 75

39 政 府 351 95,941 51 5,384 402 101,325 252

40 政 府 関係機 関 601 212,342 39 7,520 640 219,862 344

41 法 人 団体農 協 1,116 48,637 1,169 21,473 2,285 70,110 31

42 宗 教 法 人 10 481 3 80 13 561 43

43 分 類 不 能 96 4,216 9 2,707 105 6,923 66

合 計 27,583 1,472,337 14,346 1,091,292 41,929 2,563,629 61
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4地 域別実動状況

4-1-6表 は都道府 県別の実動状況 を示 したもので ある。

(川 設 置台数で の上位都 府県

1都 府県で1,000セ ッ ト以上の設置 規模 をもっ地域 は次 の8都 府県で ある。

東京都12,607セ ッ ト 北 海道

大阪府6,816〃 福 岡県

愛知県2,842〃 広 島県

神奈川県1,701〃 兵 庫 県

(b)設 置 金 額での上位 都府 県

1都 府 県で1,000億 円 以上 の設 置規模 をもっ地域 は次の4都 府 県であ る。

東京 都1兆1,067億 円

大阪府3,481〃

神 奈 川県1,907〃

愛 知県1,441"

1県 で も500億 円以上1,00(臆 円 未満 の設置規模 をもっ地域 は次の5県 で あ る。

兵庫 県688億 円

茨城 県563"

福 岡 県557〃

広 島県527"

北 海 道501"

1,417セ ッ ト

1,374"

1,238"

1,223"
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地域別汎用電子計算機実動状況

(1977年6月 末現在)

167

(単位:金 額 百 万円)

コ ー ド 項目 国 産 機 外 国 機 合 計

番 号 地域別 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額
01 北 海 道 1,085 34,048 332 16,092 1,417 50,140
02 青 森 139 4,538 127 1,784 266 6,322
03 岩 手 158 5,366 70 683 228 6,049
04 宮 城 452 16,719 173 9,702 625 26,421
05 秋 田 102 3,560 47 1,668 149 5,228
06 山 形 109 3,766 73 1,487 182 5,253
07 福 島 !58 5,784 101 3,438 259 9,222
08 茨 城 244 44,021 106 12,376 350 56,397
09 栃 木 195 10,933 99 4,020 294 14,953
10

'群 馬
242 9,834 118 4,988 360 14,822

11

12

13

埼 玉
千 葉
東 京

553

421

8,292

25,077

21,342

579,300

255

220

4,315

7,900

13,455

527,450

808

641

12,607

32,977

34,797

1,106,749
14 神 奈 川 1,204 127,178 497 63,579 1,701 190,758
15 新 潟 293 8,715 206 9,075 499 17,790

16 富 山 196 6,582 67 10,348 263 16,930
17 石 川 224 8,398 57 3,135 281 11,533
18 福 井 128 3,019 30 1,976 158 4,995
19 山 梨 92 3,008 54

1

1,192 146 4,199
20 長 野 342 13,337 111 4,548 453 17,885

21 岐 阜 268
.

8,484 194 5,732 462 14,217
22 静 岡 565 26,151 405 16,448 970 42,600
23 愛 知 1,946 89,628 896 54,561 2,842 144,189
24 三 重 169 8,338 79 3,902 248 12,240
25 滋 賀 99 5,328 166 9,847 265 15,174

26 京 都 591 76,796 338 11,726 929 38,522
27 大 阪 4,454 176,538 2,362 171,578 6,816 348,116
28 兵 庫 720 34,955 503 33,864 1,223 68,820
29 奈 良 62 1,134 64 1,886 126 3,020
30 和 歌 山 1ユ7 8,818 107 5,706 224 14,524

31 鳥 取 37 930 56 800 93 1,730
32 島 根 47 3,876 44 1,290 91 5,166
33' 岡 山 257 13,651 179 3,168 436 16,819
34 広 島 861 33,412 377 19,322 1,238 52,734
35 山 口 179 7,854 150 6,085 329 13,939

36 徳 島 69 2,009 34 1,320 103 3β29
37 香 川 238 8,133 83 3,217 321 11,351
38 愛 媛 172 5,167 175 5,184 347 10,350
39 高 知 74 2,809 41 1,635 115 4,444
40 福 岡 928 36,846 446 18,920 1,374 55,766
41 佐 賀 72 2,632 69 1,627 141 4,259
42

43

長 崎
熊 本

118

157

3,254

8,825

97

70

4,470

924

215

227

7,725

9,749
44

45

大 分
宮 崎

173

84

4,952

1,809

94

63

1,515

2,275

267

147

6,466

4,084
46 鹿 児 島 115 3,711 114 2,905 229 6,616
47 沖 縄

プ

136 3,008 35 1,420 171 4,428

48 不 明 246 8,765 47 1,068 293 9,833

合 計 27,583 1,472,337 14,346 1,091,292 41,929 2,563,629
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第2章 コ ン ピュー タ利 用 状況 調 査

第8部 集計表参照

今回の調査 においては,第12回 目の"コ ンピュータ利用状況調査"と して従来からの基本的調査

項 目を踏襲 し本章に掲 げるとともに,通 信回線開放の実現に対処 して,73年 度版より継続 して"オ

ンライン化調査"を 実施 し,そ の第6回 の調査結果を,次 の第3章 に掲げる。

〔調査項目〕

コンピュータ利用状況調査 における調査項目は次の通 りである。

① ハー ドウェア関係

5年 後の予想規模,グ レー ド・アップの予定,保 有セッ ト数,使 用時間,入 力システム,周 辺

記憶装置台数

② コンピュー タ部門の月間必要経費

③ コンピュー タ要員および教育問題

勤務制度,要 員数,平 均残業時間,平 均年齢,平 均給与,職 務手当額,要 員教育上の問題点

④ 被派遣要員数 ・費用,外 注パンチ単価

⑤ 業務部門別 コンピュータ化状況および予定

⑥ 平均ジョブ数

⑦ 使用言語

⑧ 常用アプリケーション ・プログラムの年間使用頻度

⑨ プログラム開発状況

⑩ 情報処理サービス機関利用の現況 と予定

〔調査時点,対 象〕

本調査 は,1977年9月30日 現在を調査時点とし,調 査票 を同年12月1日 発送,78年1月20日 に回

収 を締め切った。



発送 数 回収 数 回収率

4,1891 ,37532.8%

なお,発 送対象 は,1977年 版 「ユーザ ー調査年報」

〔回答 事業体の 規模 〕

資本金 平均7,435.2百 万 円

年 商平均103,118.7〃

従 業員数 平均2,527.5人

〔集計表 〕

巻 末(8-1-1～8-1-32表)に 掲 げる。
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情 報 処理学 会編)に よ った。

1.自 社 コ ン ピュー タ ・システ ムの5年 後 の予 想規 模分 布(巻 末8-1-1表)

76,77年 度 におけ る経 済情勢 の低迷 を反映 して,5年 後 に自社 の コンピュー タ ・システムは規模

を拡 大 す ると予想す る企業は,回 答事 業体 の59.6%と さ らに減少 した。

拡大 を予 想す る事 業体

77年度調査

76年度調査

75年度調査

74年度調査

73年 度調査

59.6%

66.7%

71.5%

72.2%

81.3%

拡 大 を予想す る各社 の拡 大率 について,「わか らない」 とい う回答 を除 き,「減少 」 を 「マ イナス1

倍 」,「5倍 以上」 を 「6倍 」 と して平 均 をとると,全 産 業平 均で5年 後 に,現 システ ム規模 の1 .9

倍 に な ると予想 され,従 来の値 に比 べ76年 度 と同様低 い倍率 となった。

5年 後の規模

77年度調査

76年度調査

75年度調査

74年度調査

73年度調査

L9倍

1.9倍

2.2倍

2.3倍

2.7倍

また,予 想拡大率 を業種 別 に見 ると,業 種 によって大 きな差 が ある。
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拡大率の高い業種

生命保険業

医 療 業

農 林 漁 業

損害保険業

法人団体 ・農協

拡大率の低 い業種

不 動 産 業

窯業土木製品製造業

5年 後 の平均予想拡大率

2.8倍

2.7倍

2.5倍

2.3倍

2.3倍

L3倍

1.5倍

5年 後 の 予 想 規 模 (%)

回 減 変 2 3 4 5 5 わ

答
合

わ

ら

な

倍
以

か

ら
な

計 少 い 倍 倍 倍 倍 上 い

77年 度 調 査 1,368(100.o%) 1.1 24.2 47.7 8.6 1.1 1.0 1.2 15.1

76年 度 調 査 1,116(100.0%) .3 15.5 52.4 11.5 1.4 1.2 1.1 17.4

75年 度 調 査 1,265(100、0%) .5 13.4 52.7 12.6 1.9 1.8 2.5 14.6

74年 度 調 査 1,154(100.0%) 。6 12.0 47.1 17.4 3.3 1.3 3.2 15.2

73年 度 調 査 1,082(100.0%) .2 8.5 45.9 21.4 6.7 3.1 4.2 10.0

2.コ ン ピ ュー タ ・セ ッ ト保 有状 況(巻 末8-1-2～8-1-4表)

1社 当 りの保 有セ ッ ト数 は,全 産業平均2.0セ ッ ト(ミ ニコ ン,オ フィス ・コ ンピュー タ等 を含む)

で,ミ ニ ・コ ンピュー タおよびオ フィス ・コンピュー タ等 を除いた汎用機 の保 有セ ッ ト数 平均は1.4

セ ッ トとなってい る。

調査 年別 の全産業 平均保有 セ ッ ト数は次の よ うに なる。保 有セ ッ ト数 は調査 年 によるサ ンプルの

構 成 によ り必ず しも連続 した傾 向 を示 さない点 に注 意 され たい。

回 答 数 平均保有セット数

77年度調査 1,370 2.0

76年度調査 1,189 2.4

75年度調査 1,401 8.3

74年 度調査 1,334 4.4

73年度調査 1,259 1.9
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3.入 カ シ ス テ ム の 現 状 と将 来(巻 末8-1-5,8-1-6表)

、

インプット方式について現状 と将来計画を比較すると,明 らかにパ ンチ方式が減 りキーイン方

式 とOCR方 式が増 える傾向が うかがえる。

多重回答

回 ノぐ キ 0 0 M そ

答

案

ン

チ

方

1

イ
ン

方

C

R

方

M

R

方

I
C

R

方

の

数 式 式 式 式 式 他

社数 1,352 1,186 535 179 338 48 76

現 在
% 100.0 87.7 39.6 13.2 25.0 3.6 5.6

社数 1,297 754 891 511 328 95 119
5年 後

% 100.0 58.1 68.7 39.4 25.3 7.3 9.2

4.コ ン ピュー タ使 用 時間(巻 末8-1-7表)

調査年度別のラン時間を下表に掲げる。

回

答

社

数

総

平均

時
間

77年 度 1,336 198.6

76年 度 1,094 210.1

75年 度 1β95 166.6

74年 度 1,313 211.7

73年 度 1,126 2ユ8.0

5.コ ン ピ ュ ー タ部 門 の 運 用 経 費(巻 末8-1-8～8-1-15表)

◇ 業 種 別集計

周辺 記憶 装置 あ るいは端末機器 の増加傾 向 に対 し,そ の実態 を把握 す るため,73年 度 調査 か ら機

械設備 関係 費 を レンタル使用,買 取使用の各 々につ き,CPU費,周 辺 装置 費(除 記憶 装置),周 辺

記憶 装置 費,端 末装置 費の4項 目 に細 分 して調査 してい る。

運用経 費中,機 械 設備 費合計 は全経 費 に対 し全産業平均48.9%で(76年 度 調査で は51 .7%),こ れ

に人件 費27.1%(76年 度 調査 で は28.0%)を 加 えると76.0%に 達 し,全 経 費の大 半 を占め る。
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機 械設備 費 を100と す ると き,CPU費 は 全産業平均で39.9%で あ り,周 辺装置,周 辺記憶装置,

オ ン ライ ン端 末装置 は各 々18.1%,14.0%,21.0%を 占 める。

月間経 費対 月商比率 は全産業平均1,000分 の2.98で(76年 度 調査で1,000分 の2.60),従 来 に比 し,

76年 度 に至 り低下 したが再 び上昇 の気味 がある。

従業 員1人 当 りの月間 コンピュー タ経費 は,公 務 を除 く全産業平均15,600円 で76年 度 調査 におけ

る11,600円,75年 度 調査 におけ る10,600円 に くらべ騰 りかた がやや急 となった。

◇ 調査年別集計

各年の金額値そのものは,サ ンプルの構成差のため,単 純に比較することはで きない点に注意 さ

れたい。

(月額,千 円)

調査年度 回答数 人 件 費 機械設備費 消耗品費 外 注 費 そ の 他 総 計

77 1,252
9,104.8

(27.1%)

16,429.4

(48.9%)

2,734.8

(8.1%)

3,796.9

(11,3%)

1,515.6

(4.5%)

33,581.5

(100%)

76 698
7,605.3

(28.0%)

14,073.7

(51。7%)

2,097.8

(7.7%)

2,525.2

(9.3%)

1,110.7

(4.1%)

27,205.2

(100%)

75 751
6,747.4

(27.0%)

12,176.1

(48.7%)

2,093.5

(8,4%)

3,083.3

(12.3%)

913.6

(3.7%)

25,014.1

(100%)

74 660
3,958.1

(29.1%)

6,947.6
(51.2%)

1,242.1

(9.1%)

975.2

(7.2%)

404.9

(3.0%)

13,580.2

(100%)

73 632
4,661.5

(26.4%)

9,965.5

(56.5%)

1,215.9

(6.9%)

1,201.2

(6.8%)

603.0

(3.4%)

17,647.7

(100%)

6.コ ンピュータ運用経費指標の企業規模別水準

◇ 月間コンピュータ経費の月商に対する比 と,従 業員1人 当 り月間コンピュータ経費が,企 業の

従業員数規模の大小によりどのように変化 しているかを示 したのが次ページの表である。

従業員数300人 未満の例は,情 報処理サービス業が多く,L般 企業の経費水準の参考とはなら

ない。

月間経費対月商の比 と,従 業員数規模の大小の間には直接明瞭 な関係は認められない。

しかし,従 業員1人 当 り経費は,明 らかに従業員数規模が大 きい企業ほど低 くなっている。

◇ 上 と同 じ経費水準指標が,企 業の年商規模の大小 によりどのように変化 しているかを示 したの

が次々ページの下の表である。

年商50億 円未満の例は,情 報処理サービス業,ソ フ トウェア業が多く,一 般企業の経費水準の
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参 考 とは な らな い。

前表 とは逆 に,月 間経 費対 月商の比 は,年 商規模 が大 きい企業 ほ ど低 くなる傾 向が見 られ る
。

しか し,従 業員1人 当 り経費 と,年 商規模 の大小 との間 には
,直 接 明瞭 な関係 を認 め難 い。

従業員数規模別 ・コンピュータ経費

従業員数
規 模

一

〇
〇
人
未
満

δ
○
～
三
〇
〇

三
〇
〇
～
五
〇
〇

五

〇

〇-
1'

○

○

○

二

〇 三
〇'
○O
lO
O

三

〇 五〇 '

○O
lO
O

五
、 _

○ ○
○'
○O
lO
O

δ
、

○以
○
○
上

総

平

均

〔月間経費対月商比〕

"

ハ ッチユ ーザ ー

オ ンライ ン

ユ ーザ ー

**全 ユ ーザ ー

社 数

平均比

社 数

平均比

社 数
平均比

1/1000

1/1000

1/1000

58

31.18

15

105.35

78

52.96

114

6.17

22

18.10

150

8.72

84

3.21

22

7.58

122

5.76

157

4.36

32

0.97

209

1.40

129

3.79

72

2.29

253

2.76

19

1.26

53

2.17

80

2.03

13

1.98

40

1.45

61

1.58

2

3.39

33

5.33

35

5.28

576

3.50

289

2.90

988

2.98

〔従業 員1人 当 月間経 費 〕*

バ ッチユ ー ザ ー

オ ンラ イ ン

ユ ーザ ー

**全 ユ ーザ ー

社 数

平 均

社 数

平 均

社 数

平 均

千 円

千 円

千 円

82

134.8

18

431.1

106

208.2

144

32.3

28

207.4

187

60.0

91

10.2

30

108.3

137

32.5

176

8.2

52

56.3

249

19.5

144

7.0

121

24.1

319

14.3

34

5.2

66

17.1

110

13.8

20

3.5

46

16.3

75

12.4

14

9.8

39

14.7

62

14.5

705

8.7

400

18.8

1,245

15.6

*公 務,教 育 を除 く全 産 業平 均

**全 ユ ーザ=に は,バ ッチ ユ ーザ ー,オ ンラ イ ンユ ーザ ーの他 に オ フ ライ ンユ ー ザ ー を含 む(オ フ ライ ンユ ーザ ー
の み の集 計 は繁 を さ け るため 表示 して い な い)。

◇ バ ッチ システムユ ーザ ー とオ ンラインシステ ムユーザ ーとを比 較す ると,従 業員1人 当 りの経

費は両 システ ムで大差 があ りオ ンライ ンシステ ムの ほ うが単位経 費は高 いが(全 産 業総 平均でバ

ッチユーザー8,700円/1人,オ ンライ ンユーザー18,800円/1人),月 間経 費対月商比では オ ンライ

'ン システムの ほ うが経 費率 と しては総平均 で割 安で あるだけで な く(バ
ッチユ ーザ ー3.50/1,000,

オ ンラインユ ーザー2.90/1,000),従 業 員数規模別 の場 合 は ランクによって はバ ッチ よ りオ ンライ

ンの ほ うが割 安 となって いる。

7.コ ン ピュー タ運 用経 費指標 の年 次 変化

◇ 参 考のため,全 ユ ーザー にっ いての経 費指標 が最近7年 間で,ど のよ うに推移 してい るかを示

したの が次ペ ー ジ下 の表で ある。

従 業員1人 当 りの経 費 は74--75年,76～77年 で 急上昇 して いる。
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年商規模別 ・コンピュータ経費

年商規模
一 一 三 五 一 三 五 二 三ii 五 総

○
億
円

○

～

○

～

○

～

一

○
○

↓
一

○
○
～

五

○
○-

1'

○

〇三
〇'
○○

〇五
〇'
○ ○

○
○
○
平

未 三 五 ○ ○ ○ ○ 10 10 以
満 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 上 均

〔月間経費対月商比〕

バ ッチ ユ ーザ ー
社 数

平均比 1/1000

58

313.13

61

42.11

45

12.08

126

6.29

176

5.25

36

3.76

47

2.47

21

1.00

4

1.26

2

1.07

576

3.50

オ ン ラ イ ン 社 数 15 9 9 15 48 39 40 57 27 30 289

ユ ー ザ ー 平均比 1/1000 715.54 457.96 359.12 132.34 7.66 5.44 6.05 4.09 3.59 1.66 2190

社 数 79 72 59 163 257 94 105 93 34 32 988
**全 ユ ーザ ー

平均比 1/1000 436.75 83.22 64.79 17.93 5.58 4.49 4.06 3.03 ・3 .10 1.64 2.98

〔従業員1人 当月間経費〕*

社 数 58 61 45 126 176 36 47 21 4 2 576
バ ッチ ユーザ ー

平 均 千 円 76.6 33.3 10.4 6.4 7.7 7.4 4.6 4.7 5.9 11.2 8.7

オ ンラ イ ン 社 数 15 9 9 15 48 39 40 57 27 30 289

ユ ー ザ ー 平 均 千 円 56.8 313.5 330.8 110.0 10.6 8.0 9.9 10.2 11.3 14.4 18.8

社 数 79 72 59 163 257 94 105 93 34 32 988
**全 ユ ー ザ ー

平 均 千 円 64.7 64.3 58.0 18.1 8.3 7.4 7.4 9.2 10.7 14.3 15.6

*公 務,教 育の除 く全産業平均

**全 ユーザー には,バ ッチユ ーザ ー,オ ンライ ンユ ーザ ーの他 にオフライ ンユ ーザ ーを含 む(オ フ ライ ンユーザーのみの

集計は繁 をさけるため表示 していない)。

コンピュータ部門運用経費月額の月商に対する比率 イ」

調査年度

回

答

社

数

1月
社
当 間_

2詔
均 費)

1月
社_
当 百
り 万
平 円
均 商)

月
経

ヲ全
月1000
商)

77 988 26,535 8,895.1 2.98

76 878 26,208 10,057.2 2.60

75 951 22,677 6,549.4 3.46

74 825 17,355 5,516.3 3.14

73 806 17,526 8,386.2 2.08

72 845 18,469 7,047.8 2.62

71 231 17,184 8,639.0 1.99

(注)コ ンピュータ経費合計 と月商の双方 とも記入の あった回答 につ いての集計で ある。
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従 業員1人 当りのコンピュータ部門運用経費月額(公 務を除く全産業平均)

調査年度

回

答

社

数

1月

社
当 間_

皐経孟
均 費)

1従

蔓菜

♀員天
均 数)

月
間
経
費 手

イ 巴
人

77 1,178 34,654 2,215 15.6

76 1,036 31,272 2,694 11.6

75 1,165 26,421 2,477 10.6

74 1,029 20,899 2,679 7.7

73 974 20,164 2,596 7.7

72 1,048 20,104 2,886 6.9

71 277 23,737 6,197 3.7

(注)コ ンピュータ経費合計と従業員数の双方とも記入のあった回答についての集計である。

8.コ ン ピ ュ ー タ 要 員 と待 遇(巻 末8-1-16--8-1-21表)

要 員 数 は,1事 業 体 当 り総平均38.1人 で あり,管 理職1人 当 りの人員構 成 は,庶 務 その他1 .5人,

パ ンチ ャー1 .8人,オ ペ レー タ1.4人,'プ ロ グラマ3.0人,SE1.9人 と なってい る。

◇ 調査年度別1社 当 り平均 コンピュー タ社内要員 数

職 種 庶
務
そ

ノぐ

ン

チ

オ
ペ

レ

プ
ロ

グ

S 管

理

ム
日

計

回

答
の ヤ | ラ 人 社

調査年度 他 1 タ マ E 職 数 数

5.2 6.3 5.0 10.6 6.8 3.5 37.5 1,330
77

(1.5) (1.8) (1.4) (3.0) (1.9) (1.0)

5.8 7.1 5.3 10.8 6.5 3.4 39.2 1,187
76

(1.7) (2ユ) (1.6) (3.2) (1.9) (1.0)

10.1 10.0 6.8 1σ.4 7.7 3.7 42.6 1,397
75

(L7) (2.4) (1.6) (2.9) (1.8) (1.0)

6.9 7.6 9.0 7.8 4.0 3.9 39.5 1,323
74

(1.8) (1.9) (2.3)' (2.0) (LO) (1.0)

4.8 9.5 6.1 9.7 4.6 3.1 38.1 1,205
73

(1.5) (3.1) (2.0) (3.1) (1.5) (1.0)
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◇ 全産業平 均の給与 の年度 別推 移 は下表 の とお りで ある。

(単位:千 円)

調査
年度

パ ンチ ャー オ ペ レ ー タ プ ロ グ ラマ SE

給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比

77 97.5

十3.0

(+3.2%)

117.6

一1 .0

(-0.8%)

139.0
十9.7

(+7.5%)

176.6
十6.1

(+3.6%)

76 94.5

十7.9

(+9.1%)

118.6
十13.9

(+13.3%)

129.3

十10.5

(+8.8%)

170.5
十20.3

(+13.5%)

75 86.6
十1.1

(+1.3%)

104.7

一8
.5

(-7。5%)

118.8
十13.6

(+12.9%)

150.2

十19.8

(+15.2%)

74 85.5
十26.6

(+45.2%)

113.2
十30.2

(+36.4%)

105.2

十17.1

(+19.4%)

130.4
十27.3

(+26.5%)

73 58.9

十9,8

(+20.0%)

83.0
十20.1

(+32.0%)

88.1
十18.7

(+26.9%)

103.1
十13.6

(+15.2%)

職 務 手 当 の 平 均 (千円)

回 答 社 職務手当記入数 パ ンチ ャー オ ペ レー タ プ ロ グ ラマ SE

77年 度調査 1,375
」

315(22.9%) 4.2 10.0 9.3 15.8

76年 度調査 1197
,

323(27.0%) 6.7 15.2 16.3' 32.4

75年度調査 1,401 374(26、7%) 7.5 12.0 9.4 23.6

74年度調査 1,334 371(27.8%) 5.2 4.9 8.4 11.6

73年度調査 1,267 365(28。8%) 4.7 8.4 7.4 11.9

月 残 業 時 間 の 平 均 (時間)

庶務その他 パ ンチ ャー オペ レー タ プ ロ グ ラマ SE 管 理 職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

77年 度調査

76年 度調査

75年 度調査

74年 度調査

73年 度調査

12.7

12.0

12.0

12.6

14.9

6.1

3.7

4.2

3.7

4.9

15.8

8.5

4.6

4.9

12.3

6.8

4.5

4.0

4.1

6.1

18.3

14.5

17.0

18.8

21.1

8.1

4.6

4.5

4.5

5.7

19.4

19.5

19.3

19.8

25.0

8.8

5.5

6.5

5.8

7.0

19.8

19.1

18.3

16.9

23.6

11.8

5.3

5.1

3.1

7.2

20.4

6.7

8.0

6.2

8.3

9.3

3.5

3.0

1.7

7.5

`

9.被 派 遣 要員 と費用,外 注パ ンチ単価(巻 末8-1-22.8-1-24表)

◇ アンケー ト回収社総数1,375社 中392社 が,外 部 か らの派遣 要員 を うけ入 れて いる。全産業平均

で被派遣要 員の1社 当 り平均 人数 はパ ンチャー4.8人,オ ペ レー タ6.9人,プ ログラマ2.7人 そ の他

で あって1社 当 り平均 の被派遣要員総 人数 は16.1人 と なる。

派遣 元への支払 は1日 当 り,パ ンチ ャー15、5千 円,オ ペ レー タ22.9千 円,プ ログ ラマ19.7千 円,
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SE123.9千 円 となってい る。

◇ 外注パ ンチの1字 当 り単価平均 は,全 産 業平均で 数字 が30.1銭(前 年28.4銭),英 字 が39.7銭

(前年37.7銭),カ ナ が53.1銭(前 年51.0銭)と なってい る。

(銭)

数

字

(A)

英

字

(B)

カ

ナ

(C)

算

竃
(A+…+c)

平
均 外
単 注
価 の
で と
き

77年 度 調査 30.1 39.7 53.1 41.0 33.0

76年 度 調 査 28.4 37.7 51.0 34.7 33.4

75年 度 調査 28.0 35.8 48.2 33.6 一

10.コ ン ピ ュー タ教 育 費用(巻 末8-1-25表)

◇ コンピュー タ要員 の教育 費用 は,全 産業 平均で年 間928.6千 円,要 員1人 当 りに引 き直す と18.1

千 円 とな る。

一 般社員 の コンピュー タ教育 費用は
,全 産業平均 で年 間1,056.1千 円,従 業員1人 当 りに引 き

直す と300円 程 度 にす ぎない。

コンピュータ関連教育費用

対 象

,

コ ンピュ ー タ部 門要 員 用 一 般 社 員 用

要

員

教

育

費

記

入

数

一

社
当
平
均

墾
千
旦

教 教
育

費
要
員
数
双
記
入

天
当
平
均

墾
千
旦

社

員
教
育
費
記
入

数

一

社
当
平
均

墾
千
旦

薮 入
音 数
費

従
業
員
数
双
記

天
当

教

育

費
千
旦

77年 度 調 査 585 928.6 581 18.1 299 1,056」 297 0.3

76年 度 調 査 570 1,097.1 569 20.9 240 956.7 235 0.2

11.適 用 業 務(巻 末8-1-26表)

適 用業 務 の各分野 にっいて,1977年 ま で にそれ らの業務 をコ ンピュー タ化 した企業 の総数 を100

と す ると き,計 算 ・集計業 務 をコ ンピュー タ化 した社数 は78.7%で,解 析 ・予測 ・計画業務 をコ ン

ピュー タ化 した社数 は21.3%と な ってい る。

これ に対 し,今 後3年 間 に計画中 の業務 にっい ては,計 算 ・集計業 務 をコ ンピュー タ化 しよ うと

す る回答 は全計画 回答社 の45.6%,解 析 ・予測 ・・計画業務 の コ ンピュー タ化計画社 数は54.4%で,

適 用業 務の高度化 を示唆 して いる。
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適 用 業 務 項 目 の 傾 向

現在までにコンピュータ化した業務項目 今後3年 間に計画中の業務項目

計算 ・集計 解 析 ・予 測 ・計画 合 計 計算 ・集計 解析 ・予 測 ・計 画 合 計

77年 度 調 査

75"

75"

74"

73"

78.7

72.9

75.8

79.8

75.2

21.3

27.1

24.2

20.2

24.8

100%

100%

100%

100%

100%

54.4

50.4

52.0

52.2

49.7

45.6

49.6

48.0

47.8

50.3

100%

100%

100%

100%

100%

12.ス ル ー プ ッ ト ・タ イ ム と平 均 ジ ョ ブ 数(巻 末8-1-27表)

全 産業 平均で は,1社1日 の平均 ジョブ数 は105.8(77年 度 調査で99.4)で,ス ルー プッ ト・タイム

は1分 以内,3分 以 内,5分 以 内,10分 以 内,30分 以 内 の5段 階 にほぼ集 中 して いる。

1日 平均 ジ ョブ数の 多い業務 としては,損 害保 険業(515.8),生 命 保 険業(438.8),電 力 ・ガス

事業(207.4),石 油 製品製造業(204.9)な ど をあげる ことがで きる。

スル ー プ ッ ト ・タイム 別,1日1社 当 り ジ ョブ数 平均

1分 以内 3分 以内 5分 以内 10分 以内 30分 以内 1時 間以内 3時 間以内 5時 間以内 5時 間以上 合 計

77年 度 調査 28.4 20.9 16.1 16.2 15.7 4.9 2.3 0.8 0.7 105.8

% (26,8) (19.8) (15.2) (15.3) (14,8) (4.6) (2.2) (0.5) (0.7) (100.0)

76年 度調査 24.2 19.9 14.2 16.8 15.4 5.0 2.5 0.4 0.6 99.4

% (24.3) (20.0) (14,3) (16.9) (15.5) (5.0) (2.5) (0.4) (0.6) (100,0)

75年 度調査 12.2 13.0 9.3 11.8 11.1 4.3 1.8 0.6 0.5 65.0

% (18,8) (20.0) (14.3) (18.2) (17,1) (6.6) (2.8) (0.9) (0,8) (100.0)

74年 度調査 9.4 11.7 8.4 9.3 8.4 3.2 1.8 0.4 0.3 53.4

% (17.6) (21.9) (15.7) (17.4) (15.7) (6.0) (3.4) (0.7) (0.6) (100,0)

73年 度調査 7.2 8.5 7.1 7.3 7.7 3.9 2.0 0.4 0.4 45.0

% (16.0) (18,9) (15.8) (16.2) (17,1) (8.7) (4.4) (0.9) (00,9) (100.0)

13.使 用 言 語(巻 末8-1-28,8-1-29表)

わ が 国 コ ンピュー タ ・ソースプログ ラムの53.7%はCOBOLを 使 用 し,21.7%が ア セ ンブ リ言 語

を使用 して い る。

一般 にコ ンピュー タ導入後
,経 験 年数 がふ えるにっ れ アセ ンブ リ言 語,FORTRAN,PL/1の 使

用比率 が若干 増加 し,特 殊 言 語の使用比率 が減 少す る傾 向 にある。
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使 用

言語

シ ンボ リ ック言 語

(%)
コ ン パ イ ラ 言 語(%) 機

械
語
お
よ
び
特
殊_
言%
云五)
P口

回

数口 (

三
社 ○
○
%
数)

ア
セ
ン
ブ
リ
言
語

ジ

チ
不

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F
O

R

T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

77年 度調査 19.6 2.3 0.3 7.3 55.3 3.1 9.3 2.9 1,338

76〃 21.7 2.8 0.1 8.2 53.7 3.9 6.7 2.4 1,179

75" 26.4 3.4 0.1 7.5 50.6 2.7 6.5 2.4 1.'351

74" 27.0 3.0 0.3 9.0 48.8 2.4 6.4 2.9 1,278

73〃 33.7 3.0 0.2 7.5 44.6 1∴7 6.8 2.0 1,203

オ ンライ ンユーザ ー とバ ッチユーザー を比 較 す ると次の通 りで,ア ンセブ リ言語 とCOBOLお よ

びPL/1の 使 い方 に大差 がある。
77年度

使用言語 シ ンボ リッ ク言 語

(%)
コ ン パ イ ラ 言 語(%) 機

械
語
お

よ
び
特
殊_言
%

∋五)
口回

ア
セ
ン
ブ
リ

言
語

ジ

子
不

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F

O

R

T
R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

オ ン ライ ンユ ー ザ ー 27.9 1.4 0.4 8.1 47.8 6.1 6.4 1.8

バ ッ チ ユ ー ザ ニ 15.5 2.6 0.4 7.7 57.9 1.3 10.9 3.7

14.プ ロ グ ラ ム の 開 発 状 況(8-1-30表)

管 理 業務処理,事 務処理 プロ グラム にっいて は,多 くの企業 が自社 で開発 してい る(・それぞれ,

95.5%,95.4%)。 予 測,最 適 化,ス ケジュー リング,数 値制 御 などについて は,メ ーカー またはサ

ー ビス機関 と共同で 開発す る割合 が増加す る(8-・12%)
。

OSに つ いては企業の61.5%が メ ーカーに開発 を委託 し,言 語 プロセ ッサ につ いては56.8%が メ

ーカー に委託 する
。

サー ビス機関 と共 同開発 するか,ま たはサー ビス機関 に委託 す る率 は まだ少 ない。

プログラムの自社開発割合(%)

ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラム 一

ユ ー ア イ

リ テ ィ ・

プ ロ グ ラ

ム

OS

言 言五
口 口ロ

プロセ ッ

サ

その 他管理業務
処 理

事務処理 予測問題
最 適 化

問 題

ス ケジュ
ー リング

問 題

数値制御 そ の 他

77年 度 調査

76"

75"

74"

73"

95.5

95.4

95.9

94.2

94.0

95.4

95.9

95.0

93.9

94.4

86.5

87.3

87.7

84.3

84.5

82.9

80.7

82.7

72.0

82.3

85.5

81.6

84.0

80.2

80.7

88.2

85.9

88.2

70.0

82.1

86.8

86.4

80.0

80.6

87.5

57.8

62.6

58.0

57.0

57.8

13.0

15.7

15.5

14.6

18.6

23.5

25.5

18.4

19.4

18.8

67.1

68.7

63.8

62.9

75.0
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第3章 オ ンラ イ ン化 調 査

第8部 集計表参照

73年版 より新設 したオンライン化調査においては,

(1)セ ンターCPUが 自社内に所在するのか,あ るいは他の事業体 に所在す るCPUに 自己の端

末機 を接続するのか,CPUと 端末機の所在,接 続関係を調査 して興味ある結果 を得 た。

② 諸種の端末機使用の現況 と将来の使用予定 を調査 して,端 末機の利用傾向 を明らかにした。

(3)各 種通信回線使用の現況 と将来の使用予定を調査 して,オ ンライン化動向の基礎資料 を得た。

(4)デ ータ伝送方式,回 線制御方式等を調査 して,オ ンライン化の技術的側面を観察 した。

〔調査項目〕'

オンライン化調査 における調査項 目は次の通 りである。

(1)各 種端末機利用の現況 と予定

(2)使 用通信回線数の現況 と予定

(3)通 信回線使用時間

(4)特 定通信回線利用の態様

(5)オ ンライン方式－CPU構 成,フ ァイル構成 データ伝送方式,通 信制御方式

(6)ト ランザ クション量の現状 と将来の増加予想

(7)記 録通信設備利用の現況 と予定

〔調査時点,対 象〕

本調査は,1977年9月30日 現在を調査時点 とし,コ ンピュータ・ユーザーの うち既オンライン化

事業体 を含む1,118社 を調査対象 とし,457社 の回答を得た(回 収率40.9)。

〔回答事業体の規模〕

資本金平均15,716.2百 万円/年 商平均279,379.7百 万円/従 業員数平均4,709.8人

〔隻計表〕

巻末384頁 以下 に掲 げる(8-2-1～8-2-26表)。
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1.セ ン タ ーCPUと 端 末機 の 設 置 ・接 続 関 係(巻 末8-2-1～8-2-4表)

わ が国の オ ンライ ン化方式 を機器 の設置 ・接続 関係 によって分類す れば
,次 の3方 式 に分 かれる。

(1)自 社 設置のCPUと 自社 設置の端末機 を回線 で接続 してオ ンライ ン処理 を行 な う場合

(2)他 社(親 会社,子 会社,共 同セ ンター,民 間計算セ ンター を含 む)設 置 のCPUと 自社設置

の端末 機 を回線で接続 して オ ンライ ン処理 を行 なう場 合

(3)電 電 公社 設置 のCPUと 自社設置 の端 末機 を回線 で接続 してオ ンライン処理 を行 な う場合

(注:設 置 には,買 収,レ ンタル また は リース使用 を含む)

な お』(1),(2),(3)の 各 ケース はある1事 業体 で重複 して採 用 され るこ とがあ るか ら
,オ ンライ ン化

方式 の可能 な組 み合 わせば7種 類 とな る。

基本 的 な3方 式(他 の方式 の重複 使用 の有無 を問 わない とき)の 採 用状態 を見 ると
,全 産 業平均

で上記(1)方 式 が94.9%(前 年92.8%),(2)方 式 が10.3%(前 年11.4%) ,(3」方 式 が5.4%(前 年11.4

%)と な って いる。

これに対 し,(1)方 式 のみ を採用 す る割 合 は同 じく全産 業平 均で84 .8%(前 年78.4%),(2)方 式 のみ

の採用 は3・0%(前 年2・7%),(3)方 式 のみの採用 は2 .1%(前 年4.2%)で あ って,ま だ単独方 式 が圧

倒 的 に多い。

〈接続 す る他 のセ ンター(自 社,公 社以 外)の 種別 〉

全産 業平 均で 自社の端末 を接続す るセ ンター種 別 は,現 在では小 会社(29.0%),親 会 社(17.4%),

同 業 共 同セ ンター(13.5%)の 順 で あるが,5年 後 には子会社(35.6%),同 業 共同セ ンター(17 .2

%),親 会 社(15.9%)に な ると予 想 されてい る。

本調査 は コンピュー タ保有事業体 を対象 とす るもので あるか ら,独 立営 業セ ンター に関 しては こ

の項 目の調査結 果 はその一般 的 な位置 づ けを示す ものでは ない。

センターCPUの 所在(現 在) (%)

回
オ ン ラ イ ン 化 社

端Cる 端Cる 端社続 延
答 末Pシ 末Pシ 末のす

機Uス 機Uス 機Cる べ

実 がにテ がにテ がPシ
自接 ム 他接ム 電Uス 合
社続 社続 電 にテ

数 のす のす 公接ム 計

77年 度 調 査 429(100.0%) 94.9 10.3 5.4 110.5

76年 度 調 査 333(100.0%) 92.8 11.4 11.4 115.6

75年 度 調 査 264(100.0%) 94.3 13.6 13.6 121.6

74年 度 調 査 217(10α0%) 93.1 13.8 17.5 124.4

73年 度 調 査 169(100.0%) 85.7 7.1 13.6 106.5
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センターCPUの 複合利用状況(現 在) (%)

自 社
CPU
他 社
CPU
公 社
CPU
自社 と他社
のCPU

自社 と公社
のCPU

他社 と公社
のCPU

自社 と他社と
公社のCPU

合 計

77年度調査 84.8 3.0 2.1 6.8 2.8 10.0 0.5 429(100.0%)

76年度調査 78.4 2.7 4.2 7.5 6.0 0.3 0.9 333(100.0%)

75年度 調査 75.0 3.4 2.3 8.0 9.1 0.0 2.3 264(100.0%)

74年 度調査 72.4 0.9 5.1 9.2 8.8 0.9 2.8 217(10α0%)

73年度 調査 80.4 2.9 10.7 2.9 2.3 1.1 0.0 169(100.0%)

接続する他のセンター(自 社,公 社以外)の 細分類(現 在)

親

会

社

子

会

社

系
列
共
同
セ
ン

タ
|

同
業

共

同
・セ

ン

タ
|

独
立
営
業
セ
ン
タ
|

そ

の

他

延

べ

合

計

回

答

実

数

77年度調査
現 在%

5年 後%

17.4

15.9

29.0

36.6

10.0

8.3

13.5

17.2

16.8

15.9

21.3

22.8

108.4

116.6

155(100.0%)

145(100.0%)

76年度調査
現 在%

5年 度%

18.1

17.3

35.3

44.5

9.5

11.8

16.3

20.9

11.2

8.2

26.7

21.8

117.2

124.5

116(100.0%)

110(100.0%)

75年度調査
現 在%

5年 後%

11.6

10.3

24.4

29.0

5.8

10.3

15.1

17.8

12.8

9.3

30.2

23.4

86(100.0%)

107(100.0%)

74年度調査
現 在%

5年 後%

10.8

8.1

27.7

34.9

6.2

1L6

12.3

14.0

13.8

8.1

29.2

23.3

65(100.0%)
86(100.0%)

73年度調査
現 在%

5年 度%

8.3

6.8

18.8

39.0

12.5

13.6

22.9

16.9

16.7

6.8

20.8

16.9

48(100.0%)

59(100.0%)

(76年度以降 とそれ以前 では,百 分比 の算 出基礎 がちが うので,直 接 比較はで きない)

2.端 末機 の利 用 現 況 と5年 後 の利 用予 定(巻 末8-2-5--8-2-12表)

各種 の端末 機 を,自 社のCPUに 接 続す るもの,他 社のCPUに 接 続す るもの,電 電公社 のCPU

に接 続 す るもの,そ の合計(全CPU)と に分類 し,そ の現在 の利用台数 と5年 後の利用 予定台数 を

を調査 した。 な おイ ンテ リジェン ト端末 とノ ンイ ンテ リジェ ン ト端末 に分 けて調査 して いる。

全産業 の全CPUに 対 す る全端末機 利用状況 の現 在 と5年 後の利用予定 を比較 す ると,総 台数 に

お』いて1社 当 り145.7台 か ら182.9台 と25%強 増 加 す る。ただ しその質が向上す る ことはい うまで も

ない。

端末 合計台数で みて,ノ ンインテ リジェ ン ト端末 とイ ンテ リジェ ン ト端末 の比 は,現 在78:22で

あ るが,5年 後 にこの比 は47:53に な るもの と予想 されてい る。
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K Cデ 金 紙 パ キ デ 出 P 予 複 そ 合

B

P

Rイ

Tス

そ プ

の

他 レ

の イ

融

機

関

用

端

末

テ

1

7ン

リ
|

ダ

/チ

}イ

・ ス

ツ ク

「 公
.凸
_カ

T七

月

力

専

用

プ

リ

ン

タ

O

S

端

末

約

用

特

殊

端

末

合

端

末

制

御

装

置

の

他 計

ノ テ ン

ン リ ト

イ ジ

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

183

7,343

198

6,950

73

23,503

72

1,482

19

126

125

3,026

1

1

3

672

43

2,867

86

2,741

(363)

48,711

現
ン エ 機種毎1社 当平均台数 40.1 35.1 322.0 20.6 6.6 24.2 1.0 224.0 66.7 31.9 134.2

イ ジ
ン エ

テ ン

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

43

673

40

1,542

47

9,369

15

276

13

116

16

263

3

99

0

0

54

1,025

37

427

(186)

13,790

在
リ ト 機種毎1社 当平均台数 15.7 38.6 199.3 18.4 8.9

頃

16.4 33.0 .0 19.0 11.5 741

記 入 社 数 218 229 104 85 30 139 4 3 90 109 (429)
計 業 種 毎 合 計 台 数 8,016 8,492 32,872 1,758 242 3,289 100 672 3,892 3,168 62,501

機種毎1社 当平均台数 36.8 37.1 316.1 20.7 8.1 23.7 25.0 224.0 43.2 29.1 145.7
o

ノ テ ン

ン リ ト

イ ジ

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

98

6,424

128

6,586

36

11,390

25

523

ユ6

219

76

1,787

0

0

2

250

20

680

39

1,96]

(217)

29,820

5

ン エ 機種毎1社 当平均台数 65.6 51.5 316.4 20.9 13.7 23.5 .0 125.0 34.0 50.3 137.4

年

イ ジ
ン エ

テ ン

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

54

2,717

67

3,032

58

13,503

13

287

10

258

29

1,148

7

1,489

1

15

53

2,595

36

1,667

(202)

26,711

後
リ ト 機種毎1社 当平均台数 50.3 45.3 232.8 22.1 25.8 39.6 212.7 15.0 49.0 46.3 132.2

記 入 社 数 138 179 79 38 23 100 7 3 70 71 (309)
計 業 種 毎 合 計 台 数 9,141 9,618 24,893 810 477 2,935 1,489 265 3,275 3,628 56,531

機種毎1社 当平均台数 66.2 53.7 315.1 21.3 20.7 29.4 212.7 88.3 46.8 51.1 182.9

1社 当り端末機平均保有台数回答 ・年次経過

K

B

P

C

R

T

テ

ラ

1

逐

;
ン

紙
テ

|
プ

R

/
P

キ デ

|

/イ

テ

1ス

プ
・ ク

出
力
専
用
プ
リ
ン

タ

プ

ロ

ッ

タ

予

約

用

端

末

複*
合
端
末
制
御
装
置

そ

の

他

合

計

77年度調査
現 在

5年 後の予定

18.9

29.6

19.8

31.1

76.6

180.6

4.1

2.6

.6

1.5

7.7

9.5

0.2

4.8

1.6

.9

9.1

10.6

7.4

工1.7

145.7

1829

76年度調査
現 在

5年 後の予定

19.8

29.4

18.5

27.1

72.8

112.9

4.3

4.5

1.0

2.1

6.8

12.2

.0

.1

1.5

.4

1.3

4.8

.0

.0

126.4

193.9

75年度調査
現 在

5年 後の予定

31.1

34.5

21.9

49.2

68.6

114.3

11.8

6.8

.8

3.9

6.6

13.6

.0

.1

10.2

2.9

1.2

4.7

.0

.0

152.5

230.4

74年度調査
現 在

5年 後の予定

32.0

45.8

9.6

46.2

59.5

62.0

7.2

5.2

.ユ

.8

5.9

8.7

.0

.1

7.1

.0

1.4

67.4

.0

.0

123.2

236.5

73年度調査
現 在

5年 後の予定

46.1

80.8

24.5 73.4

39.5990.1

11.8

8.8

.1

.3

5.6

4.2

.0

.0

9.5

.3

.4

3.3

.0

.0

171.7

227.7

*76年 度 までは この欄 はリモ ー ト ・バ ッチ ター ミナ ルと しての設 問に対す る回答
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3.保 有 回線 の 現況 と5年 後 の 予定(巻 末8-2-13,8-2-14表)

保 有通信 回線敷

金産 業平均 で,特 定 回線,網 回線,私 設回線の合計 は1社 当 り現 在45.2回 線(前 年47.4回 線)5

年 後 には1社 当 り48.2回 線(前 年73.6回 線)の 利用 が予想 されて いる。

現在で は証券 業(288.3回 線),鉄 鋼 業(177.9),金 融 業(92.0回 線),法 人 団体 ・農協(60.6),

な ど が保有 回線 が多 く,5年 後 の予 想で は鉄鋼業(359.7回 線),生 命 保険業(354.5回 線),証 券

業(162.0回 線),金 融 業(75.0回 線),運 輸 通信 業(64.3回 線),情 報 処理 サー ビス業(58.4回 線),

な ど が保 有回線数 が多 い。

4.回 線 使 用 時 間(巻 末8-2-15表)

全産 業平均 で,回 線 の1日 当 り実使用時 間はB1回 線 で3.2時 間,公 衆 回線電 話型で2.8時 間,公

衆 回線電信 型で3.9時 間 で あるの を除 き,他 の何 れの規格 にっ いてもお』おむね5.0時 間 以上,平 均

5.3時 間使 用 されてい る。

回線1日 実使用時間平均(時 間)

記

入

実

数

回 線 速 度

Al B1 C2

.

D1 D5 D7 D9 11 13 J1 公
衆

電
話
9

公
衆

書
信
型

私

設

回

線

77年度調査 314 1.4 3.2 4.7 6.4 5.8 5.5 6.0 5.4 6.0
一 2.8 3.9 6.2

76年度調査 271 5.4 5.1 5.3 5.8 5.0 5.6 13.2 6.7
一 2.3 3.9 5.1

75年度調査 217 6.4 5.4 5.7 5.9 5.6 6.5 .0 8.6 一 2.9 4.5 7.8

74年度調査 178 4.6 3.5 5.3 4.4 7.4
一 一 一 3.5 4.7 5.7

73年度調査 126 ・・ 巨 ・ 3.7 1.6 0.3 一 一 一 一 一 0.5

5.特 定 通 信 回線 の利 用 態様(巻 末8-2-16--8-2-19表)

全産 業平 均の社数比 で 自己単独使 用は現 在88.1%(前 回 調査86.7%)で あ るが,5年 後 には85.6

%(前 回81.3%)と 大差 な く,共 同使用 は現在の13.7%(前 回14.9%)か ら5年 後 に20.7%(前 回

24.4%)に 上 昇 す ると予想 されてい る。

同 じく社数比 で他人使 用の主で ある場合 は現在11.4%,将 来14.7%で,他 人使用 の客 で ある場 合

は現 在3.8%,将 来4.5%と な って いる。
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全産業平均・規格別1社当・回線保有数 瞬 曇徽 膿 熾灘 麟 議fの)

記入 A1 Bl C2 D1 D5 D7 D9 1ユ 13 J1 公衆回 公衆回 DDX DDX 私 設
. 50 100 200 3K 1,200 2,400 4,800 48K 48K 120K 線電話 線電信 48K網 DDC 合 計
実数 b/s b/s b/s 帯域 b/s b/s b/s 帯域 b/s 帯域 型 型 CS PS 回 線

現 各回 答数 444 31 12 124 191 191 138 48 10 ll 0 140 39 0 一 一 一 100 (姻)
77
合計回線数 1,849 1,282 2,232 3,772 5,288 1,990 159 21 29 29 1,265 788 0 一 一 　 2,566 20,087

年

度
在 1社当回線
数平均

59.6 10.7 18.0 19.7 27.7 14.4 3.3 2.1 2.6 .0 9.0 20.2 .0 一 一 一 25.7 452

調 5 各回答 数 308 10 5 47 136 97 99 40 10 6 3 97 24 2 一
13 22 68 (308)

査 年 合計回線数 74 125 937 2,170 3,181 2β26 255 41 11 41 1,914 473 4 一 358 1,141 1,784 14,835

後 1社当回線数平均 7.4 25.0 19.9 16.0 32.8 23.5 6.4 4.1 1.8 13.7 19.7 19.7 2.0 一 27.5 51.9 26.2 48.2

76

現 各 回答 数 333 41 119 117 171 124 40 6 12 0 77 37 0 一 一 一 72 (333)

合計回線数 1,152 2,437 1,513 4,325 959 132 11 23 0 602 999 0 一 一 一 3,641 15,794
年

度

在 1社当回線
数平均

28.0 20.4 12.9 25.2 7.7 3.3 L8 1.9 0.0 7.8 27.0 .0 一 一 一 50.5 47.4

調
5 各回 答数 232 12 47 97 92 80 37 13 7 3 74 33 0 14 13 ll 39 (232)

査 年 合計回線数 385 1,668 1,794 3,345 2,518 241 35 33 4 3,047 1,470 0 365 448 256 1,481 17,090

後
1社当回線
数平均 32.0 35.4 18.4 36.3 31.4 6.5 2.6 4.7 1.3 41.1 44.5・ .0 26.0 34.4 23.2 37.9 73.6

現 各回答 数 269 35 116 52 156 97 31 3 6 0 44 23 一 一 一 一 50 (269)
75
合計回線数 1,929 2,369 694 5,112 674 91 10 10 0 285 739 一 一 　 一 2,032 13,945

年

度

在 1社当回線
数平均 55.1 20.4 13.3 32.7 6.9 2.9 3.3 1.6 ,0 6.4 32.1 一 一 一 一 40.6 51.8

調
5 各 回答数 206 13 55 66 111 70 37 8 8 0 62 22 4 5 30 (206)

査
年 合計回線数 207 2,020 1,115 4,912 2,452 331 14 43 0 2β71 527 7 766 1,305 16,070

後 1社当回線数平均 159 36.7 16.8 44.2 35.0 8.9 1.7 43 .0 382 23.9 1.7 153.2 43.5 78.0

現 各回 答数 220 82 31 114 56 20 2 2 0 21 13 一 一
60 (220)

74
合計回線数 1,796 565 2,509 182 48 7 4 0 153 321 一 一 1,923 7,508

年

度

在
1社当回線
数平均 21.9 18.2 22.0 3.2 2.4 3.5 2.0 0 7.2 24.6 一 　 32.0 34.1

調
5 各 回答 数 163 38 33 81 56 32

l

lO 7 2 32 17 2 2 31 (163)

査
年 合計回線数 1,039 404 2,809 799 232 23 19 8 516 456 3 100 929 7ほ67

後 1社当回線
数平均 27.3 12.2 34.6 14.2 7.2 2.3 2.7 4.0 16.1 26.8 L5 50.0 29.9 45.1

現 各回 答数 163 26 84 103 49 9 一 一
14 (163)

73
合計回線数 2,706 2,308 4,060 218 29 一 一

124 9,445
年
在
1社当回線
数平均 104.0 27.4 39.4 4.4 3.2 一 一

8.8 57.9
度

調
5 各回 答数 141 8 49 86 69 34 14 1 11 (141)

査
年 合計回線数 617 1,987 5,093 L127 645 51 1 377 9,898

後
1社当回線
数平均

77.1 40.5 59.2 16.3 18.9 3.6 LO 34.2 70.2

注DDX/CS:デ ィジ タル回線 交換サー ビス(1979年 商用化予定)

DDX/PS:デ ィジ タルパケ ッ ト交 換サー ビス(〃)

DDC:デ ィジタル回線サ ー ビス(従 来 の専用線の枠 組み に入 るといわれる)
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特定通信回線利用態様(社数比)

自 共 他 他 延 回
己 人 人
単 同 使 使

ぺ 答
独
使
使 用
の
用
の

合 実

用 用 主 客 計 数

77調 現 在 % 88.1 13.7 11.4 3.8 117.0 395(100.0%)
年
度査 5年 後 % 85.6 20.7 14.7 4.5 125.4 334(100.0%)

76調 現 在 % 86.7 14.9 11.4 1.9 114.9 316(100.0%)
年
度査 5年 後 % 81.3 24.4 10.6 3.7 119.9 246(100.0%)

75調 現 在 % 81.0 9.0 7.2 2.9 279(100.0%)
年
度査 5年 後 % 70.2 18.7 6.4 4.7 235(100.0%)

74調 現 在 %' 84.3 9.7 4.6 1.4 217(100.0%)
年
度査 5年 後 % 71.7 22.0 5.8 .6 173(100.0%)

73調 現 在 % 85.2 9.5 30 2.4 169(100.0%)
年
度査 5年 後 % 77.9 13.6 4.3 4.3 140(100.0%)

76年 度 とそれ以前で は,百 分比の算出基礎 がちが うので,直 接比較で きない。

6.ト ラ ンザ ク シ ョン量(巻 末8-2-20～8-2-24表)

◇ 全産業平均 で トランザ クションの平均 字数 は287.1字 で あ り,平 均1日 トランザ クション数 は5

万3,000,ピ ー ク時 の1日 トラ ンザ クシ ョン数 は9万500で あ る。

5年 後 の平均 トラ ンザ クシ ョンの増大予想 にっいては,不 明回答 を除 き 「5倍 以上」 を6倍 と し

て平均 を とると,全 産 業平 均で は2.76倍 に なる と予想 されて いる。

5年 後 の平均 トランザ クシ ョン数 の増大予想

1977年 度 調 査

76〃

75〃

74〃

73〃

2.8倍

2.8〃

3.1〃

3.4〃

3.2〃

じ

◇77年 度 調査 から,字 長,ト ランザ ク ション数,両 者 の積 の トランザ クション量 に関 し,各 分布

状態 も算出 した。

字長で は,64字 未 満21.0%,64～128字30.2%,128--256字25.3%と な っていて,比 較的短 い字長

の この3種 だけで合計76.5%と な る。

1日 の トラ ンザ クシ ョン数で は,1日3,000ト ラ ンザ クション未満 が29.4%と1/3を 占 める。

1日 の トランザ クシ ョン量で は,1日50万 字 未満 が32.9%を 占 める。
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トラ ンザクション平均手長,平 均および最繁忙時の1日 トランザクション量

記

入

数

平

均

字

数

記

入

数

平 ト
ラ

均 チ

_ク
ン

ヨ

日 ン

記

入

数

ピ ト

1ラ ン

ク ザ

時 クシ

ー
ヨ

日 ン

77年 度

調 査
371 287.1 381 53,267.7 374 90,489.2

76〃 293 275.1 300 42,097.6 297 70,149.2

75〃 252 410.7 259 40,454.2 251 72,413.1

74〃 210 414.8 209 33,240.5 203 56,326.3

73〃 ]48 254.3 143 76,638.8 142 117,953.7

7.CPUと フ ァイ ル の 構 成 方 式
,伝 送 方 式 ・(巻末8-2-25～8二2-30表)

CPU構 成 は69.5%がSimplex方 式 で あ り,マ ス ター ・ファイルの アクセス方式 と して はrandom

方 式 が64.6%で 最 も多 い。

また,伝 送方式 としては半二重式 が75 .6%と 多 く,通 信制御方式 は71 .6%が ポ ー リング方式で あ

る。

8.フ ァク シ ミ リ(巻 末8-2-31表)

フ ァクシ ミリは,現 在最 も高 い増 加率 を示 す コ ミュニケー ション手段 で ある
。 国内用で は,全 産

業平均 で現 在,1社 平 均 公衆 回線利用8.8台,専 用線 利用34 .2台 を使 用 して いるが,5年 後 には,全

産業平均 で1社 平均公衆 回線 利用16.3台 ,専 用線利用44.6台 の 使用 のほ かデ ィジ タル網 による使 用

が50.7台 と予想 され ている。

国際間 フ ァクシ ミリにっ いては,未 だ明瞭 な動向 を察 す ることはで きない。

9.電 信 設 備(巻 末8-2-32表)

コ ンピュー タ ・ユ ーザ ーにおい ても電信 設備 の使 用率 は高 い
。国 内用 では全産業平均 で現在,1
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社平均加 入網 利用12.5台,専 用線 利用25.3台 を使用 して いるが,5年 後 には,全 産業平均 で1社 平

均加 入網 利用12.6台,専 用線 利用38.4台 の 使用 のほ かデ ィジ タル網利 用で19.6台 が予想 されて いる。

また,国 際電信 設備 にっいては,全 産 業平均で現 在,1社 平 均 加入網 利用2.8台,専 用線 利用33.2

台 を使用 してい るが,5年 後 には,全 産 業平均で1社 平均 加入網 利用3.8台,専 用線利 用50.9台 の ほ

かデ ィジ タル網 利用で7.5台 の 使用 が予想 されて いる。
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第4章 諸外国のコンピュータ設置状況

1世 界 の汎 用 コ ン ピュー タ設置 状 況

4-4-1表 は,ア メ リカ『の調査会社InternationalDataCorp.の 推 定 による1977年 末 現在 に

おけ る世 界各 国の コ ンピュー タ設置金額 で ある。 この数字 は汎 用 コ ンピュー タのみの もので あ り,

ミニ コンピュー タやスモール ・ビジネス ・コンピュー タなどは除外 されてい る。

4-4-1表 世界のコンピュータ設置状況

(1977年末)

国 名
コ ンピ ュー タ設 置 金額

(100万 ドル)
国 名

1

コ ン ピュー タ設置 金 額

(100万 ドル)

ア メ リ カ 42,100 日 本

カ ナ ダ

オーストラリア

ブ ラ ジ ル

その他中南 米

そ の 他

9,263

2,577

1,113

725

543

2,544

西 ド イ ツ

イ ギ リ ス

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

オ ラ ン ダ

ス イ ス

ス ペ イ ン

ス ウ ェ ー デ ン

ベ ル ギ ー

デ ン マ ー ク

その他 西 欧 諸国

7β00

5,360

5,330

2,330

1,405

1,275

910

855

820

590

1,405

1

欧米以外の

自由諸国合計
16,765

1

ソ 連 ・東 欧
1

6,278

世 界 全 体 92,725

西 欧 合 』計 27,580
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2ア メ リ カ系 メ ー カ ー 製 コ ン ピ ュ ー タの 実 動 状 況

次 ペー ジ以降の図 は,全 世 界の設置 コンピュー タの うちの大 きな部分 を占め るアメ リカ系 メー カ

ー製 コンピュー タの
,設 置台数,設 置 金額の年次推 移 および今後 の予測 を示 したもの で ある。

汎 用 コンピュー タの伸 びが横 ばい状態 になってい るの に対 し,ミ ニ およびスモー ル ・ビジネス ・

コ ンピュー タは急激 に成長 してい ることが注 目 され る。

なお機種 の分類 は,① 汎 用 コ ンピュー タはIBMシ ス テム3-4ク ラ ス以上 ② ミニ コンピュー

タはOEM用 お よび高度の利用技術 をもつユ ーザ ー用,専 用 アプ リケー ション市場 向 け ③ スモー

ル ・ビジネス ・コ ンピュー タはフ ァー ス トタイ,ム ・ユーザ ー向 けの もので,IBMシ ス テ ム32,

BurroughsB80,DECDatasystem300/500,Basic4な ど が含 まれる。
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a) 設置台数

(万 台)20

1974 75 76 77 78 79

12.713.2
一㊨声一 一 一

6.5
一 一 一 ー 一 一 ● 一

80 81

13.6

世 界全体

(年)

か国内

出 典:EDPIndustryReport78-5-19

b) 設置金額

(1.琶ドノレ〉

1000

500

/

1974 75 76 77

862,'
/

78

9聾

79 80

11ツ

81 82

力川内

(年)

出典:EDPIndustryReport78-5-19
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2)ミ ニ コ ン ピ ュー タ

a)設i台 数

(司

10

12.1

8.9

1974

23.0

17,1

16.2
12.2

75 76

55.6!
/

,z4s.2

95夕

123.1
'

,世 界全 体

ノ79 .2

ノ ア ノリカ国内

,∠.。

7778798081助(∫ ド)

出典:EDPIndustryReport78-5-19

b)設 置金額

(億 ドル

30

20

10

1974 75 76

'ナ

1ヅ

,4

,イ

igシ

ノ67

ア メリカ川 内

777879808182(qこ)

出 典:EDPIndustryReport78-5-19
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3)ス モ ール ・ビ ジネ ス ・コ ン ピュ ー タ 、

a)設 置 台 数

(万 台)40

30

0.62

.45

197475 76 77

37.70
'
'
'
'.世 界全体

,'

ノ

ノ
28・6γ

ノ
'25 .00

/!
'ノ

2131〆'… 姻 内

.fg .。。

!!
15ヅ ん

2。

/io.40

7879808182(.年)

出典:EDPIndustryReport78-5-19

b)設 置金額

.

(億 ドル)

15

0.3
0.2

1974 75

1.6

1,1

76

4.3!〆

6・2t!

ノ!

/イ2

8夕!

.イ,

1ツ

/

15.1

'

,世 界全体

'10.0
!!

ノ
!ア メ リカ国内

777S79808182(年)

出 典:EDPlndustryReport78-5-19
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1㈱ 竹中工務店の建築計画における企画設計システム

Aは じ め に

近年,生 活環境 に対する社会の意識が高揚 し,建 築物が近隣 に与 える影響が厳 しく追求 され,建

築を規制する法規 もますます複雑化 している。またオイル ・ショック後の減速経済下では建築需要

が低迷 し,業 者間の受注競争は激化する一方である。建築は受注産業の中でも特 に設計条件が複雑

多岐 にわたり,建 築主のニーズに対応する的確な企画案の早期提案が特 に重要である。この企画案

を作成することを 「企画設計」と呼んでいる(5-1-1図 参照)。設計者は建築主のニーズに対応

しなが ら,そ の敷地の制約 ・多種の法規 ・近隣環境への影響 ・工費 ・工期 ・工法,さ らには建物自

体の将来へわたる採算性 といった条件の中で美学的セ ンスで設計案 をまとめなければならない。ま

た特にこの段階では,建 築主はそのニーズを確定 していない場合が多 く,そ れぞれの要件 に合った

複数の企画案を,短 時間に作成する必要がある。

5-1-1図 企画設計の概念

プロジェクトの進み方 フェーズ区分

⊥ 本設計

施工段階の

業務区分 対応 す るシステム群

・企画設計 システム概 念図

設計 の進 め方 は,図 のよ う

な螺 旋状 の行程 をた どりな

が ら,次 第に深 く詳 しく具

体的 になってゆ くもので,

企画設計 システムは,そ の

なかの0お よび1フ ェーズ

(斜線部分)を 取 り扱 うも

のです。
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この よ うな中で竹 中工務店 はコンピュータの有用性 に着 目し
,特 に建築 計画 におけ るCAD(C・m-

puterAidedDesign:計 算 機援用設計)の 実用的 あ り方 を求めて,1974年 か ら研究 に着手 し,開

発 したの がこの 「企 画設計 システム(CANDIS-T:ComputerAidedNormalizedDesignand

InformationSystem-TAKENAKA)」 で ある。1977年 に事務所 ビル用 ,1978年 初 めに集 合住宅用

の システム を完成 させ,完 成 と同時 に有効 に活用 されて いる。

企画 設計の コ ンピュー タ化 の 目的は

(1)建 築 主の ニーズへの早期 ・的確 な対応

(2)企 画 内容の 質の向上

(3)企 画 設計業務 の省 力化

また,そ の派生的効 果 として

(4)創 造 的建 設活動 のための時 間の増大

(5)企 画 設計 プロ ジェク トの本設計 移行 率の向上

(6)基 本 設計段 階へ の的確 な目標設定 によ る業務の 手戻 りの減 少

(7)設 計 部 門の 中での コンピュー タ ・マイ ン ドの育成

な どで ある。

Bシ ステムの概要

これらのデー タをインプットする

o

敷地 関連法 規,
供給処理施設etc,

建ぺい率,容 積率,
敷地形状etc,

5-1-2図 企画設計システム機能図

一 環 境 評 価

___」_

|

|

初期条件整理ブロック

階数,階 高,平 面

形状.面 積配分et(

風配図都市指定,
風向,階

言†算}也,点元f算日寺刻
計算地盤面指定etc

建 築面 積,階 数,
くいの有無,構 造

]二期,タト装∫士bk,

熱源 方式etc.

金 利,資 本金,

賃 貸料etc.

初期条件

1--1一 斜 線制限
(カゴカキ)

　
一 ー 一 ≡↑一 一 ー 一 「 一 ー ー ート

ll

ll-一 一 「 一 ー 一 「 一 一 一 「-

11

11

11

11

11

11

11

11

11

概略 設計 ブロッ ク 「 一 一 ー

オ フ ィ ス

ポ リューム

1

___」

評価ブロック

、

一 一 †

___」___+一_..L-一.⊥.

1'
一 一 一1r-一 一 十 一 ー 一一}一 ー ー 一 「 一

「

　
一 一 ー 一 「 一 一 ー －L-一 一 ■ 一 ー ー 一「一

　

一 一 －L-一 一1-..一 一 †__一_L

l

風 環 境
予 測

日影 ・日照「

一一1… 寸 寸{聖 画

一十 一一一1|碑

lL-一→ 一 ー ー －L-一－

lll[

_」_

収 支
目 論 見

}

㌶ ㌫ 防 ト⇒ ・蹴 ・
設計概要書

敷 地 図

形態制限平
面図,同 断

面図etc。

平・立・断面図

面積表,パース
アンソメ図etc

風配図風

速比分布図

日 影 図

日照分布図

見積原価総合
表,回 内
訳義etc.

経営指標一

覧資金損益
クラブetc
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5-1-3図 ア ウ トプ ッ トの 例

一 「

1.,=.㌻1
・1●.,鍾 冥仏

書4,=1冗㌧;;1宗司

}

M:・匂㍉`;陰 山
`

"〃^'一 _」

オ

『

㊤ ロ　 ぷ ニ
土 室 ゴ ご　きき

霧 轟1=雪 曇 ㌔ 毒 藁 蓑'``'""川

一顧

㊤

れ ロばハ じエく　よ

概L「';こ 獲遇'二 二二i』」已 」1!s

貢l

II
:::㌫ 崎1
'窪漁 網

、、.,、1,、,w}

ぼ織;三:61:《「
　 り ぱペロエ 　一 ㊨－i

-_LL竺 ⊥ 一

システムはTSSに よ る会話型で,入 力は独 自に開発 した 「インプッ ト・シー ト」(後述),出 力は

ス トレー ジ型 グ ラフ ィック ・デ ィスプ レイで行 なわれ る。 システ ムの概 略構成 は5-1-2図 の よ

うにな ってい るが,各 サ ブ システ ムは数個 か ら十数個 の会話単 位(試 行錯誤の単位)か らな って い

て,事 務所 ビル,集 合住宅 それぞれ30～40種 類 の出 力画面 が用 意 されてい る(5-1-3図 参 照)。

(a)初 期 条 件サ ブ システム

敷地 ・周辺 道路 ・地 区 ・地 域 などの入 力に よ り,敷 地面積 ・斜線 制限 などによ る容積制 限図(平

面 ・断面 ・鳥 かんな ど)が 得 られ,そ の敷 地の法的形態制 限 を把握す ることがで きる。集 合住 宅 シ

ステ ムで は同時 に3敷 地 まで扱 える。

(b)ボ リ ューム設 計サ ブシステム

事務所 ビル ・システ ムで は地下 ・地 上の各階の平 面形状等 を入 力するこ とによ り,建 物の ボ リュ

ー ムを平 面 ・立 面 ・断面 ・鳥 かんの各 図や ,各 用途 別面積配分表 な どの出力 によって検討す るこ と

がで きる。集合住 宅 システムでは1住 戸 を単位 と した各種 パ ター ンによ る住 棟の設計 を,同 時 に10

棟 まで扱 え る。
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(c)風 環境予測サブシステム

建築物 によって起 るビル風の近隣への影響を検討するもので,全 国各地における風向のデータを

もとに,建 物 による強風域の発生具合を検討で きる。過去 に竹中技術研究所で行 なった風洞実験結

果等のデータから,風 の傾向をパ ターン分析 し,強 風域の起 りやすい範囲を予測するもので ,概 略

の風害予測と,時 間と費用のかかる風洞実験 をするか否かの検討などに使用する。

(d)日 影 ・日照サブシステム

その敷地の緯度 ・経度 ・季節 などの入力により,そ の建物が作る各時刻の日影図や,日 照時間分

布図などが得 られる。建築基準法の改正に伴い,近 隣への日照条件 により,建 物の規模が具体的に

制限 されるようになったが,日 照時間の計算は手作業ではほとんど不可能な上 ,少 しで も大きい建

物を必要 とする建築主のニーズと規制との間では,か なりの試行錯誤を必要 とするので,こ のシス

テムは非常 に便利かつ有効に利用されている。

(e)標 準工期サブシステム

建物の規模 ・構造形式 ・地下工事や杭工事の有無などの条件 により,当 社の過去の実績データか

ら,設 計および工事工期 を図化する。

閨 粗概算見積サブシステム

躯体 ・内外装 ・仮設 ・土工 ・設備(電 気 ・衛生 ・空調等)の 概略仕様を入力することにより,当

社の過去の実績から分析 した略算法により各工事別の金額を出力する。建築費は建物の設計 を左右

す る大 きな要素であり,こ のシステムは設計者のスタデ ィ用として有効である。

(g)収 支目論見サブシステム

貸ビルなら将来収益 が上るのか,分 譲マ ンションなら採算がとれるのかといったことを建築主 に

代って計算する。土地 ・建物などの費用,資 金調達条件,営 業収支などの入力によ り,資 金損益 グ

ラフ ・経営指標 ・損益計算書(分 譲の場合)な どの出力が得られる。入居率 ・販売率などは全 くの

予想で しかないので当然複数案の検討がなされる。

Cコ ン ピュ ータ ・システ ム と して のCANDIS-T

(a)ね ら い

技術計算システムの利用形態の特長として,利 用者の個人的任意選択性がある。あくまでも利用

者にとっては道具であるから,そ の最終的効果がいかに優れたものであっても,そ の道具 を扱 うの

が難 しかったり,熟 練を要するものであれば,他 の方法や従来のやり方を選んで しまい,せ っか く

のシステム開発の意味がなくなって しまう。企画設計システムは特 にデザイナーとしての性格 を持

つ建築設計者,そ れも多 くの建築設計者に抵抗なく使用され得るシステムでなければならない。そ

こでシステム設計上のポイントを次のよ うな点においた。
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(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(b)

(1)

①

第5部 コンピュータ適用業務の具体例

誰で も,い っ で も簡単 に利 用 ・操作 がで きる

入 力が分 か りやす く楽で確 実

早 いTAT(TurnAroundTime)に よ り試行錯誤 が容易

見 やす く分 か りや すい実用的 出力

ロー ・コス ト

ハ ー ドウエア

端末 装置(現 在,大 阪 と東京)

TSS端 末

SONY-TEKTRONIX4014型 グ ラフ ィック ・ター ミナ ル(19イ ンチ ・ス トレー ジ型CRT)

② 主 入 力装 置(座 標読取装 置)

SONY-TEKTRONIX4954型 グ ラフ ィック ・タブレ ッ ト(40×30イ ンチ ・読取精度1/100イ ン

チ)

③ ハ ー ド ・コ ピー(静 電 式 プ リンタ),

バ ー サテ ック(大 阪)バ リア ン(東 京)

(2)回 線

1200BPS構 内 回線(大 阪)専 用回線(東 京)

5-1-4図 インプットシー トの例
こコ
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(3)ホ ス ト ・コ ンピュー タ(大 阪)

IBMSYSTEM370/158

(c)入 力 方 法

CANDIS-Tの 最 も大 きな特長 にその入 力方法 が上 げ られる。座標読取 装置(タ ブレ ット)を 単

にXY座 標 入 力装置 と してだ けで な く,あ らゆるデー タや コマ ン ド等 の入 力を
,この上 に載せ た 「イ

ンプ ッ ト・シー ト」(5-1-4図 参 照)か ら行 な えるよ うな独 自のサポー ト・ソフ トウ
ェア を開発

した。 これ によ り利用 者 は,必 要 なイ ンプ ッ ト・シー ト上θ)テ膓クこ ↑に答 えなが ら,ペ ンで項 目
　 　 　 　

や数字 をポイ ン トす るだ けの操作で ,入 力作業 が済 んで しま う。

(d)会 話 方 法

人 間 とコンピュー タとの会話(デ ー タのや り取 り)は その単位 が小 さす ぎれ ば操作 が煩 雑 になり
,

大 きす ぎれば会話形式 の メリ ッ トが少 ない。「1枚 の イ ンプ ッ ト ・シ=ト か ら入 力す れば1枚 の出 力

画面 が得 られ る」 とい った会話単位で全体 を統 一 し,利 用者 に分か りやす くした。 また入 力や処理

され たデー タを保 存で きるよ うに して同 じもの をや り直す時 は,変 更 す るデー タだ けを入 力すれば

よい よ うに し,試 行錯誤 を しやすい よ うに してあ る。

(e)ソ フ トウェア(5-1-5図 参 照)

システムは大 きく分 けると,入 力 ・処 理 ・出 力を1つ の試行錯誤の単位(STEPと 呼 ぶ)と した

アプ リケー シ ョン ・プ ログラム群 と,利 用者 か らの入 力 ・利用者への 出力 ・プログ ラム間の データ

の受 け渡 し等 を援助 す るサポー ト・プロ グラム群 ,お よび会話的 にアプ リケー シ ョン ・プログラム

の スケ ジュール等 をコ ン トロー ルす るマス ター ・スケジュー ラか らなる。サ ポー ト・プ ログラム群

は小型 ・効 率化 をね らってアセ ンブ ラ言語で電 算部門 が開発 を担当 し,'ア プ リケー シ ョン ・プログ

ラム群 は設 計部 門 が担 当 した。 アプ リケー ション ・プログラムは入 力 ・処理 ・出 力別の単位 で徹底

してモ ジュール化 し,シ ステムの開発 を容易 に し,さ らに保守性,拡 張 性 を計 った。

5-1-5図CANDIS構 成図

ス

(注)一 ーデータの流れ

⇒ ・… 一ルの・・
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D実 際の運用状況

端末装置は現在,東 京と大阪の設計部内にそれぞれ1セ ットずつ設置され,平 日の朝9時 半から

夕5時 までいっで も利用で きるようにしてある。利用状況は東京 ・大阪合わせて月平均50回(1回

あたり1～3時 間),プ ロジェク ト件数にして24件 といった傾向は,開 始当初からあまり変 りない。

システムを一貫 して利用す る例はあまり多くなく,各 自企画設計作業の節々で必要なものを適宜活

用するケースが多い。特に日照時 間のチェックは法改正後,本 設計での利用も多い。1回 の費用は

約1万 ～2万 円(社 内配賦原価)程 度で,従 来の作業がすべて機械化 されたわけではないが,経 済

性も満足 されている。 まだ改良するところもあるが,期 待以上の効果を発揮 しており,今 後さらに

システムの充実と,応 用範囲の拡大 を計 りたいと考えている。
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2朝 日新 聞 社 の 第 四 シ ス テ ム

(バスマ トリックス複合計算機システム)

A開 発の背景と社 内における業務

新聞製作 技術 は,こ こ10数 年 の間 に,多 大の発展 を遂 げた。通信装置,各 種 の コンピュー タ ・シ

ステム,印 刷 方式 の改良等,広 い分 野 にわた って ,新 技術 とその応用 が見 られ る。 中で も特筆 すべ

きものは,や は り 「コ ンピュー タの活用 」で あろ う。会計業 務 などバ ッチ的 な仕事 か ら,選 挙報道
,

漢 字処理,輪 転 機の制 御 に至 るまで,幅 広 く利用 され ている。特 にCTS(COLDTYPESYST

EM)へ の 応用 は"革 命的"で す らある。新 聞社 における組版 システム は,活 字 による活版 システ ム

(HOTTYPESYSTEM)が 主 流で あった。 しか し近年で は,写 植技術 の進歩 によ り,コ ンピュ

ー タを中心 と したCTSに 置 き換 わ りつっ あ る
。作業 能率の向上,職 場 環境の 改善,鉛 公害 か らの

脱 却等,CTS化 の もた らす利点は大 きい。活版 か らCTSへ の移 行は,時 代 の趨 勢 ともい えよ う。

朝 日新聞社で は,10数 年 前 か ら,今 日の姿 を予見 し,CTS技 術 の 開発 に努 力 して きた。 この結果,

全紙 面の相 当 な割合 を,CTS工 程 によ って製作す る まで に至 ってい る。現在 は活版 とCTSの 混

在 とい う情況 だ が,CTSに よ る紙 面比 率は,次 第 に高 まるもの と,予 想 され てい る。

活版 とCTSは,全 く異 質の もの,と い えるが,両 者 とも,そ の素材 は,原 稿 を元 に して さん孔

された 「漢電 テー プ」で ある。 しか し,オ リジナル ・テープその ままで は,組 版 処理 に不便 で あ り,

活 版向 け,あ るいはCTS向 け に,適 当 なフ ォーマ ッ ト変換 を必要 とす る。 特 にCTSに は,組 版

作業の能率 を高め るため,オ リジナル ・テープに含 まれ る ミスパ ンチ等のエ ラー を修正 し,完 全 な

電文 と して入 力 され な くては な らない。

「朝 日新聞第 四 システ ム」 は,こ の よ うな"前 処理"用 と して導入 された漢字 処理 システ ムで あ

る。 「第四 システム」 とい う名称 は,東 京本社 に導入 された"四 番 目の漢字処理 システム"で あ る

ことに,由 来 してい る。 この種 の システ ムは,従 来 ,活 版 工程 のみ を対 象 と していたが,第 四 シス

テムは,活 版 はも ちろん,CTSに も適 した機能 を持 って いる。単 に前 処理 だ けに止 まらず ,集 配

信,電 文の修正,紙 テー プやハ ー ドコピーの出 力等,広 範 な機 能 を包含 した もので あ る。

5-2-1図 は,第 四 システムを中心 と した関連図で あ る。 名古屋 ,大 阪,西 部 の各本社,札 幌

支社,各 県 に配 された支局,配 信 契約 を結んで いる友好社 ……,こ れ らは通信 回線で接続 され,漢

電信号 の送受 を行 う全国 的 なネ ッ トワー クを構 成 して いる。 第四 システ ムは,こ の よ うな漢電信 号

を適 当に処理 し,組 版部 門 に送 り届 けるのが,主 た る業務で あ る。 第四 システム に,漢 電 さん孔機

あるいは回線 か ら信 号 が入 力 される と,符 号のチェ ックや フ ォーマ ッ ト・チ ェ ックを受 け,未 修正
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ハー ド・コ ピー と して出 力 され る。 この コピーは編 集か ら製作工程 まで を通 じて,校 閲,割 付 など

の,中 間的 な"材 料"と して使用 され るもので ある。入 力された信号 は,必 要 に応 じて各本社 に送

信 され,活 版 組み す る電 文は,活 版部 門 に紙 テープ出 力 し,自 動鋳植 機 によって活字化 される。

CTS部 門 に送信 す る電文 に対 して は,入 力電文 を漢字 デ ィスプ レイ上 に呼 出 し,各 種 のエ ラー

やゲ タ字(さ ん孔機 で表現で きない文字)の 修正 を行 う。修正作 業 が終 る と,そ の電文 は,CTS

に高 速送信 され,同 時 に修正済 の コピーが出力 され る。

朝 日新 聞社 のCTSは,前 組,大 組 の二段 階 に大別 され,い ず れも レイア ウ ト用 の漢字デ ィスプ

レイによ り,対 話型式で作業 が進 め られ る。第四 システ ムから送信 されたデ ー タは,こ のデ ィスプ

レイ上 に表示 され,修 正 済 コピー を元 に,1ペ ー ジの紙 面 として割付 され る。完成 された紙 面 は,

全 ペ ー ジ写 植機(FULLPAGEPRINTINGSYSTEM)に よ って,1ぺTジ の フ ィルム とし

て出力 され る。

以上 が第四 システムの社内 的 な関連 と業務で あ る。

B第 四システムの機能

5-2-2図 は実際 の構 成図で あ る。内容 はパ ナファコムU－ シリーズ ・コ ンピュータを中心 と

した,四 個 のサ ブ システ ムの集合体 で あ り,各 サ ブシステムは,そ れぞ れ独立 した機能 を持 ち,全

体 と して,第 四 システ ムの業務 を行 ってい る。サ ブ システム相 互は,高 速 デー タ転送装置(PLCA)

で 結 ばれ,シ ステム間交信 を行 う。サ ブ システム内部 のデー タ交信 は,CPUの コ モ ンバス(横 系)

と周辺装置 が接 続 されてい る分岐バ ス(縦 系)を,マ トリ ックス状 に組 み合 せ,両 者 を 「バ ス切替

装置(COMMONBUSBRANCHER)」 で 接続す るこ とで行 なって い る。 この方式 は,MAXS方

式(MATRIXCOMPUTERSYSTEM)と 呼 ばれ,第 四 システムで始 めて採 用 された もので ある。

特 長 と して は,各 サブ システムが,全 体 の中で,有 機的 に切替 り得 ることで あ ろ う。す なわ ち,サ

ブ システムと系 との関係 は固定 で はな く,ど の系 で も,プ ログラムがローデ ィング され,周 辺機器

の分岐 バスが接 続 されれば,希 望す るサブ システム として動作 させ る ことがで きる。 この ことは,

予 備系 を一個 持て ば,全 体 の障害対 策が可能,と い うことにつ なが り,ス タ ンバイ方式,バ ックア

ップ方式 よ り,コ ス ト ・パ フ ォーマ ンスの点で有利で あ る,と い えよ う。以下,各 サ ブ システムの

機 能 を略記す る。

(a)集配 信サ ブ システ ム

集配信 主系 と集配信徒 系 とがあ り,各 本社,CTS部 門 との送受信 を受持 ってい る。特 に受信 に

関 しては,デ ュアル動作 を行 ない,受 信 もれを防 ぐ方式で あ る。接続 で きる回線数 は,50B×24,

200B×8,4800B×1,自 社 さん孔分 の入 力用 ×4で あ り,共 同方式 とBSC方 式 の伝 送制 御手順

を採 用 してい る。集配信従系 は,後 述 す るように,障 害時 の予備 系 を兼 ねてい る。
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(b)校 閲 サ ブシステム

集 配信 システムか ら入 力 され るデー タにっ いて,各 種 のチ ェ ックや禁則 処理 を行 ない,活 版 型の

デー タと して蓄積(1次 フ ァイル)す る。 この デー タは,さ らに出力制御 システム に渡 され,未 修

正 コ ピー,お よび紙 テー プ と して出 力 され る。

電文修 正用の デ ィス プ レイは,こ の校 閲サ ブシステム に付 属 し,1次 フ ァイル され た電文 を,画

面上 に呼 出 して,修 正 を行 な う。 このデ ィス プ レイは,約7,000字 の 文字パ ター ンを持つ,イ ンテ リ

ジェ ンス ・ター ミナルで あ り,文 章 の入 れ替 え,挿 入,削 除 など,基 本 的 な修正機能 を内蔵 して い

る。従 って,セ ンター側CPUの 負 荷 が軽減 され,レ スポ ンスの向上 に も役立 ってい る。修正 が終

ると,修 正済 デー タはCTS型 に直 して蓄積(2次 フ ァイル)さ れ,集 配信 サ ブシステムか らCT

S部 門 に送信 し,出 力制 御サ ブシステムか ら,修 正 済 コピー として出 力 され る。

(c)出 力制御 サ ブシステム

未修正 コピー用,修 正済 コ ピー用 と して,そ れぞれ3台 の プ リンタを制御す る。活版部門へ の紙

テープ出 力には,6台 の紙 テー プパ ンチ を使用 し,電 文種別 によ る分 散出 力が可能 で ある。 これ ら

出力装置 全般 の制御 を行 うのが,こ のサブ システムで あ る。

5-2-1図
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ゆ 障 害対 策

全社の工程 が分 単位で進 め られて いる新 聞社 にとって,障 害対 策は,極 めて重要 で ある。障害 発

生時 には,直 ちに復旧処置 が なされ なければな らない。 第四 システムで は,こ の点 も十分 に考慮 さ

れて いる。す なわ ち,各 サ ブ システム に,監 視装置 を設 け,CPUの 動 作 を常 にチェ ック し,障 害

が検 出 され る と,そ のサ ブシステム を切離 して,集 配信従系 に切替 える方式 を取 って いる。 た とえ

ば,校 閲サブ システム が障害 になった とすれば,集 配信従系 に校閲サ ブ システ ムのプログ ラム をロ

ーデ ィング し
,校 閲系 の分岐バ スを接続 すれば,集 配信従系 は,校 閲 サブ シス テム として,機 能 を

再開 する。つ まり全体 が正 常 な時 は,重 要 な集配信業務 をデュ アル動作 させ,障 害時 には,デ ュア

ル動作 を一時 中止 して ,バ ックア ップする,'と い う,仕 組みで ある。実際 には,障 害時,復 旧時 と

も,各 種 の形態 が スケ ジュー リング され,コ モ ンバス と分岐バ スの切替,接 続,プ ログラムのロー

デ ィ ングも,自 動 的 に行 な うことがで きる。

Cむ すび

第四 システ ムは,活 版－CTS併 用 とい う社内事情 を反映 し,対 活版,対CTSの,二 面的 な機

能 を持 つ システ ム,と して導入 が急 がれた。1976年10月 か ら,仕 様の検討 に着手 し,1978年7月 か

ら稼動 を始 めて いる。

第四 システムの全社 的 な位 置づ けは,活 版 とCTSの,ま さに接 点 に当 り,両 者 を結びつ ける"仲

介者"の 役 目 を果 してい る。す なわ ち,第 四 システム は,活 版 型デー タとCTS型 デ ー タを相 互 に

変換 す る,一 種 の"フ ォーマ ッ ト変換機"と もい い得 る。 この機 能 を生 かす ことで,活 版 とCTS

が 混 在す る全社 の シス テムを,有 機的 に結合で き,効 率 と融通性 を高め るこ とが
,可 能 とな る。 こ

れ が第四 システムの最大の利 点で あろ う。

今後,CTS部 門 の進展 に伴 い,第 四 システ ムも,幅 広 い変貌 が必要 となろ う。 その"対 応 力"

に,多 大の期待 が寄 せ られ てい る。
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3「 日本 経 済 新聞 社 の新 聞製作 システム

Aは じ め に

日本経済 新聞社 が開発 したアネ ックスは,コ ンピュー タを利用 した新 聞製 作 システムであ る。記

事の入 力か ら紙面全ペ ー ジの出 力まで,世 界で もその例 を見 ない 「オ ンライ ンー貫処理」 を行 ない,

ま たシステムの性格上,完 全 な漢字 かな処理 の機 能 を持 っている。 アネ ックスの採用 によって新 聞

製作 は合理 化 され,文 字 は美 しく,誤 字,脱 字 などの誤 りはな くなった。作業環境 は,改 善 され る

と同時 に作 業人員 は減 少,製 作 コス トも低減 して いる。 さ らに入 力 された記 事デ ー タは,こ の シス

テ ムによ り新聞 ばか りで な く他 の情報媒体 に多角的 に活用 されるよ うになった。 グーテ ンベルグ以

来500年 も続 いて い る新 聞製作方式 は,ア ネ ックス出現 によ り新 しい時 代 を迎 えた とい えよ う。

Bア ネックスの特長

アネ ックス とはAutomatedNIKKEINewspaperEditings&ComposingSystemの 省略=AN

NECS=で あ り,「 日経 自動新聞編集 製作 システム」と呼 ばれる。 その特 長は漢字,平 が な,カ タカ

ナ,英 数 字 をいか ようにも処理 で きるシステ ムで あ り,記 事の入 力か ら紙面の 出力 までオ ンライ ン

で一貫処理 を行 な う。 しかもシステム構 成はパ フォーマ ンスを考 えて負 荷分散方式 を採 用 している。

(5-3-1図 参 照)

ま た当社の も うひ とつの システムであ るNEEDS(NIKKEIEconomicElectronicDataSe-

rvice=日 経 総 合経済 情 報サ ー ビス=い わゆる経済 データバ ンク)と 有機的 なつ ながりを持 ち,情

報 の相 互利用 を図れ るよ うに設計 して ある。

さらにアネ ックスは そのユ ーザーで ある編集,製 作部 門が使 い易 いよ うに種 々の手法 を多彩 に盛

り込んだ ミユ ーザー ・オ リエ ンテ ッ ド ・システムこで あ るこ ともその特長 のひ とっ と して あげ られ

る。

この システ ムの構 成は,本 体 システム を中心 に各 フロン ト・システム群 とそれを制御す るフロ ン

ト制御 システムか らな って いる。(5-3-2図 参 照)

(a)本 体 システ ム

システム全体 の制御 とレイ アウ ト,写 植 出力を行 ない,ま たサ ブ ・システム と して全ペ ージコピ

ー出 力を行 な うシステムが結合 されている
。
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(b)フ ロ ン ト群制 御 システム

本体 システ ム と各 フ ロン ト・システム を結ぶ 中継基地 的 なシステム。各 フロ ン ト ・シス テム を制

御 し,^そ こで処 理 されたデー タを本体 システ ムに送 出す る。 アネ ックスのデ ー タベース的存在で あ

る。 アネ ックス に入 力 された デー タを他 の システ ムに利 用す る場合
,そ の送 出 口の機能 も備 えて い

る。

(c)フ ロ ン ト ・シス テム群

現在,入 力集配信 システム,訂 正 システム,株 価 処理 システム と前述 の本体 システ ムに直結 す る

全ペ ージコ ピー ・システ ムがあ る。 この システム群はニ ーズに応 じて今後拡大 して い く予定 であ る
。

(1)入 力集配信 システ ム

自社で取 材作成 した記事 デー タの さん孔入 力と共 同通信社,東 京 ニュース通信社(ラ ジオ ・テ レ

ビ番組 の共 同 配信)か らの オ ン ライ ン受信 な らびに入 力を行 ない
,そ れ らのモ ニ ター を漢字 プ リ

ンタか ら出 力 して必要部 門 に配送 す るシステムで ある。入 力 した記事 デー タはフロ ン ト群 制御 シス

テムに送 られ る。

(2)訂 正 システム

フロ ン ト群 制御 システ ムか ら記事デ ータを漢字 かな表示の デ ィス プレイ上 に呼 び出 し,訂 正指示

に従 って誤 りを直す。訂正済 みのデー タはフロ ン ト群制御 システム に送 り返 され
,原 デー タを更新

す る。
、

(3)株 価 処理 システム

東 京 ・大阪証券取 引所 とオ ンライ ンで直結 して い る市況情 報セ ンターの システ ムとこれ また オ ン

ライ ンで結んで株 価情報 を受信 す るシステム。受信 デー タはフ ロン ト群制 御 システ ムへ送 られ る
。

(4)全 ペ ー ジコピー ・システム

レイアウ トした もの が正 しい かど うかチ ェックす るため写植機 出 力の前 に紙 面全ペー ジ大 の コピ

ーをとるもの
。従 来の製作工 程の大刷 りと同 じで,誤 りの最終 チ ェック用で ある。 コピー出 力 と写

植機 によるペ ー ジ出 力は密接 な関係 にあるため,こ の システ ムだけは本体 システム に直結 してあ る
。

(d)ハ ー ドウェア

この システ ムに使 用 して いるハ ー ドウェアの おもな ものは次の通 り。

(1)コ ン ピュー タ

IBM3701/158(2MB)レ イ ア ウ ト用 に2台
,写 植機 出 力用 に1台,バ ックア ップ用 に1台(通

常はNEEDS開 発 と事務処理 に使用)。IBM370/138(0.5MB)フ ロ ン ト群制御 用 に2台 。TOSBAC

40Cを 入 力モ ニ ター用 に2台 ,同40Aを モ ニター集 配信用 に2台 。訂正 用 にNOVAOIJ2台 。株価

処理 用 にPDP11/402台 。全ペー ジ7ピ ー用 にNEAC3200/701台 。 レイ アウ ト ・デ ィス プ レイ制

御用 にIBMシ ス テム/71台 を保 有 して いる。
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② 端 末機器

IBM製 写 植機3台(全 ペ ー ジ ・プ リン ト用)。同DTVジ ェ ネ レー タ2台(DTVデ ィスプ レイ制

御 用)。同DTVデ ィスプ レイ10台,同LDTデ ィス プレイ7台(レ イアウ ト用)。IBM3277デ ィ スプ

レイ13台,メ モ レックス1377デ ィスプ レイ13台(小 組 み,数 字 入力用)。ゼ ネラル製 デ ィスプ レイ16

台(訂 正 用)。バーサ テ ック製 プ リンタ/プ ロ ッタ4台(全 ペ ニジコ ピー,写 真モ ニ ター出力用)。同

2台(株 価受信 モニ ター出 力用)。東 芝製漢字 プリンタ10台(記 事モ ニ ター出 力用)。東京機械製 さん孔

機38台,ペ ンチ ル製 ペ ンタ ッチ さん孔機8台,ゼ ネ ラル製 ペ ンタ ッチ さん孔機10台,東 芝製 ペ ンタッ

チ さん孔機3台(紙 テープ きん孔 用)。その他磁 気デ ィス ク,磁 気 テープ,各 種制 御機 器 とバ ックア

ップ切 り換 えス ウ ィッチ ングを各所 に配置 してあ る。

(e)ソ フ トウェ ア

リクワイアメ ン トに沿 ってIBMが 作 成 したJPS/OLS(JapanesePublishingSystem/On-Li-

neSystem)を 根 幹 とし,日 本経済新聞社 が開発 した各種 アプ リケ ーシ ョン ・プ ログラムを結合 し

た もの。 全体 で約50万 ス テ ップ。本体 とフロ ン ト群制御 システ ム用 はIBM/DOSで サ ポー トされ,

構 成の概要 は5-3-3図 の 通 り。 また本体 システム内 の レイア ウ ト用 コ ンピュー タで作 られた レ

イアウ ト情報 は,写 植 プ リ ン ト用 コ ンピュー タに一挙 に転送 す るが,こ の ため2台 のコ ンピュー タと

1台 の コ ンピュー タ間 を 「チ ャネル間転送 プログラム」で結 んでい る。各 フロ ン ト ・システムの プ

ロ グラムは 日本経 済新聞社 独 自の開発で ある。

(自 フ ォン ト(字)

ア ネ ックスが漢字処理 システ ムで ある性格上,多 数の字 を持 って いる。種類 は漢字,平 かな,カ

タカナ,英 字,数 字,記 号 などで,漢 字 プ リンタ用,訂 正,レ イアウ ト・デ ィスプ レイ用 に約2,500

字,全 ペー ジコピー用 に約1万 字,全 ペ ージ写植 用に約11万 字 を内蔵 してい る。漢字 プ リンタ,デ

ィスプ レイ,全 ペー ジコピー用 の字 は ドッ トで構 成 されたパ ター ンで表 わされるが,写 植機 用の字

はマ トリ ックスで分 解 され たデ ィジタル形 式で ある。た とえば新 聞の本文記事 に使 われてい る一番

小 さい字は タテ40本,ヨ コ50本 で分 解 され,一 字平均500バ イ トで ある。

Dア ネックス開発の歴史

技術部 門の基礎研究 は1964年 か らス ター ト,本 格研究開発 は1967年 か ら日本経済新 聞社 と日本 ア

イ ・ピー ・エ ム,米IBM・FSDの 協 力で進 め られた。1971年 パ イロ ッ ト・システム と してIBM360/

40を 中 心 とす る実験 システム を開発,1972年 初 め か ら紙面製作 の一 部 をアネ ックス に切 り換 えた。

そ して この経験 を生 か して1973年 第 一次 システムを開発,同 年十 月発刊 の 「日経 産業新聞」 はアネ

ックス によって製作 された。第一次 システムによる製作 の経験 を生 か して第二 次 システムはその設

計思 想 を トー タル ・システム から負荷分散 システムに切 り換 え,1976年 開発 を終 了,翌 年 か ら日本
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経 済新聞 の全紙面 をアネ ックスで製作すべ く,最 終 移行 を開始,1978年3月,移 行 を完了,日 本経

済新聞社 は 〉火 と鉛 この新 聞製作 にピ リオ ドを打 った。この間,基 幹 とな るコンピュー タはIBM360/

40か ら370/155,さ らに370/158へ と格上 げ された。1972年,色 刷 りペー ジ'「美の美 」 から始 め られ

た アネ ックス製作 は,移 行完了 した現 在,記 事デー タ処理 としては一 日約53,000行,ペ ー ジの数 と

しては一 日約160ペ ー ジの処 理 を行 なってい る。

Eア ネ ックスの効 果

アネックスは省工程システムであり,た とえば訂正作業は従来に比べ人員,時 間とも五分の一以

下に短縮,組 直 しは瞬時に行なわれ大組み作業は10分程度短縮,と くにラジオ ・テ レビ番組,証 券

・商品相場表など,大 量のデータを収容するページの製作時間は激減 した。さらに従来約一時間を

要 した写真,カ ットの合成は半分 に短縮 された。この時間短縮はシステムに習熟す るにっれてさら

に増大する。

作業環境はいちじるしく改善された。従来の鉛作業に伴 う高温,高 熱,騒 音,重 量,汚 れ作業や

鉛中毒予防規則 による規制から解放 された。また写真製版腐食に伴 う硝酸の扱いがなくなり,機 械

の整備,洗 浄に使 う有機容剤 も不要になった。明るい事務所風 に一変 した工場ではワイシャツ姿の

作業員が働 いている。

省力化 と製作 コス ト低減についても極めて大きい効果が出ている。日本経済新聞社では新聞業界

に先がけて隔週週休二日制,五 十八歳定年制など労働条件の向上策を実施 している。

さらに新聞社 にとって大 きなメリットである情報の多角的活用があげられる。入力された記事デ

ータは統一管理 され,そ の加工,再 利用など自在にできるようになった。このためNEEDSシ ステ

ムや出版事業 などとの間でデータの相互乗 り入れをすることにより,デ ータの精度は向上し,そ の

価値は増大 している。

Fお わ り に

アネ ックスは本格的 に稼動 し始 めたば か りで あ る。 これ を十分 に使 い こなす ことによ りその効果

は さ らに大 きくなって くる。かっ,そ の経験 を生 かす とともに,日 進 月歩のエ レク トロニ クス,通

信 技術 を採 り入 れるこ とに よって,さ らに効率 の よいシステムにす べ く研究開発 が続 けられて いる。

アネ ックスは グーテ ンベル グ以来の新聞製作 システ ムか ら次 の世代 の製作 システムへ至 る道程の一

里 塚 として位置づ け ることがで きよ う。
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4東 京出版販売㈱の漢字情報処理 システム

Aは じ め に

東京出版販売は,1978年4月 より漢字情報処理 システムの一部業務を開始 した。このシステムは,

単にコンピュータ ・アウ トプットの漢字化に留めず,漢 字を含めた文章処理 を志向 している。

当社は,出 版社 と書店との間に存在 し,出 版物 などを,正 確迅速かつ適正に配送する使命をもっ

卸商社(業 界では取次 と称す)で ある。

出版物の流通構造の特長は,5-4-1図 に示す通 り,比 較的簡明となっている。この うち正常ル

ー トと呼ばれる 「出版社一販売会社一書店」 の流れが
,全 体の約73%を 占め,そ の中枢位置を占め

る販売 会社は,強 大 な流通機能 を備 え,出 版物の流通 を一手に引き受け,太 い流通パイプの役割 を

果 して いる。

出版物の商的流通の特長に委託扱 い制がある。委託期間内であれば売れ残 り品の返品が可能とな

るこの制度 は,見 計 い配本 をすることにより出版物の生産 ・流通 を促進 させ,読 者志向の多様化

に応 えた反面,多 品種少量生産形態 とな りかつ膨大 な生産量を示すとともに返品量の増加 などを派

生させ,物 流業務の複雑性を招いている。

業界第一位の売上高(1977年 度3,050億 円)を 示す当社では,5-4-2図 の機能を,膨 大な業

務処理 を1必須 とする背景のもとで,如 何 に有機的に結合させ,よ りよくコン トロールさせるかの命

題に－t創立(1954.9)当 初 より取 り組み,事 務 ・作業の機械化 ・自動化 による合理化を促進 させ

て きた。今回の漢字情報処理 システムの開発 も,こ の一連の流 れの一手段 となっている。

現在,HlTAC8350シ ステムにより総合情報処理 システム化 を実施 しているが,1978年10月 よ り

HITAC-M-170シ ステムを導入 し,こ の完成を計 るべ くシステム開発 を続けている。5-4-3図

に現在の情報処理 システム体系を示す。

B漢 字情報処理 システム開発のね らい

表意文字圏に属するわれわれにとって,情 報処理 が英字 ・カタカナで行 なわれることは誠に耐え

難い。特 に出版物 という漢字主体 なものを取扱 っている者は,コ ンピュータ帳票の漢字表現を強 く

要望 していた。当社では1954年 頃からP・C・Sを 導入 しカタカナ表現による伝票プリン トを実施

したが,当 時はP・C・Sの 設置企業 も少ないうえに英字(ロ ーマ字)表 現であったので,画 期的

でありまた冒険でもあり抵抗も強 くあった。その後各社がカタカナを採用 し普及 したので,そ の抵
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抗感も少 なくなったが,漢 字化の要望は強 く残っていた。

10年前頃,漢 字処理機器が市場に出現 し始め,年 々新製品の開発 が続けられたが,当 社の業務 と

して使用するには,経 済性 ・印刷速度 ・印字品質 ・用紙適用性の諸点から合致しないため,㈱ 日立

製作所 に当社のニーズに適 した漢字プリンタの開発 を依頼 し,共 同研究 を続けてきた。1977年,製

品化の見通 しがつ き,こ の第一号機 を1978年3月 設置 し,4月 より業務開始にいたった次第である。

漢字情報処理 システム開発のねらいは,次 の四つである。

① コンピュータ出力帳票 を見やす くすることによる社内外ユーザー部門に対するサービス向上。

② 宛名紙(ラ ベル)コ ンピュータ出力とす ることによる物流作業の合理性。

③ コンピュータ作成資料の有効提供。

④ 新 しいアプリケーションの開発。

当社では,毎 日委託扱い商品が入荷 し,こ れを全国約8,000店 に及ぶ書店に配送 している。出荷

個数は1日 当 り,書 籍新刊(委 託扱い)約16,000個,書 籍注文品(買 切扱い)約11,000個,雑 誌(殆

んど委託扱い)約130,000個,合 計約157,000個(約1,460屯)に 及ぶ膨大な量になっている。 こ

れらの物流作業は,コ ンピュータ ・システムによりコントロールされ,コ ンピュータ出 力帳票 に

より作業が進め られている。社内事務の大部分もコンピュー タ化 している。従って漢字化すること

により,社 内はもとより,社 外的にも情報伝達 ・物流作業両面でのサー ビス向上を計 ることにした。

物流作業に付随す る帳票のなかには,宛 名紙のよ うに漢字でなければならないものがある。宛名

紙は書籍1個 に対 し2枚,雑 誌は1枚,1日 平均約184,000枚 要 している。宛名紙には,出 荷先 ・

輸送会社などの固定情報 と,≠その都度変化する情報(月 日,内 容,重 量 など)を 記載する。従来は,

固定情報は予め大量に印刷 してファイルして,毎 日必要枚数を取 り出し変動情報を人手で記入 して

いた。これをH-8196漢 字プリンタの高速印刷により,そ の都度各個 に作成 し,物 流作業の合理化,

事故防止および事前作成 による無駄の排除を計 ることにした。

新 しいアプリケーションとしては,文 章処理 を加えた出版目録などの作成である。

Cシ ステムの概要

(a)適 用業務計画

漢字情報処理 を施す業務は,段 階的に適用 させ,漢 字による効果の著 しいものから着手 した。

(1)第 一次計画業務

① 書 籍新刊送品票作成業務

② 書籍新刊返品票作成業務

③ 書籍新刊 ご案内票作成業務

(2)第 二次計画業務
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① 雑 誌送品票作成 業務

② 雑誌宛名紙作成 業務

③ 書籍宛名紙作成 業務

④ 出荷 ご案 内作成業務

(3)第 三 次 計画業務

① 各種諸 帳票の作成業務

② 出版情報 加工処理業務

第一次計画業務 は,1977年11月 よ り本 格的 な開発作 業 に着手,既 に終 了 した。第二次 計画業務 は

1978年8月 現在設 計 をほぼ終 了,プ ログ ラ ミングに入 り,11月 実 施 を目標 に進 行 中であ る。

(b)ハ ー ドウ ェア

漢字情報 処理機 器は,次 の3つ の グループ によ り構成 される。

(1)漢 字 入 力機器 システ ム

(2)デ ー タ処 理機 器 システム

(3)漢 字 出力機器 システム

上記 システム は何 れもオフ ライ ン形式 を採用 して いる。 これは(2)の シ ステ ムがH-8350で あ ること

と,運 用面 での利点 を考慮 した ことによるもので あ るが,近 く(2)をH-M-170シ ステム とす る計画 が

あ り,(3)を 増 設 しこ.れに直結 させる予定 で いる。5-4-4図 に漢字情 報処 理 システム概 念図 を,

5-4-1表 に(1)お よ び(2)の 名 称,台 数 お よび機能等 を示 した。

(c)ソ フ トウ ェア

オフ ライン形式で あるため,VOS2の も とで動作 す る漢字情 報処理用 ソフ トウェアが使用 で き

ず,す べてホス ト・コンピュー タ(H-8350)(E-DOS-MSO)側 で漢字 プリン トイメージ磁気 テープ

フ ァイル を作 り,漢 字 プ リンタで出力す る。

(1)漢 字 入 力

入 力は,そ れ ぞれの レコー ド形式 に従 って,各 アイテ ム毎 に 「機能」「デー タ」「機能」 の各 文字 を
,

ラ イ トペ ンで文字盤 にタ ッチ し,紙 テープ に出 力す る。紙テー プはホス ト ・コンピュー タ側 にて漢

字 フ ァイル を作 る。

(2)デ ー タ処理

通 常のデー タ処理 を行 ない,漢 字 出 力を要 す るフ ァイルは,予 め貯蔵 した漢字 フ ァイル か ら漢字

情報(漢 字 コー ド)を 引 き出 して添加 し,漢 字 プ リン トイメー ジに編集 し直 した磁気 テー プフ ァイ

ルと して出力す る。

現在 のホス ト ・コンピュー タは,H-8350の た め,OSが 漢 字情報処理 用 ソフ トウ ェアに動作 しな

いが,1977年10月 設 置予定のH-M-170シ ステム はVOS2の も とで動作 す るので
,こ の活用 を予定
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している。

なお,VOS2の もとで動作する漢字情報処理用ソフ トウェアは,次 の機能 をもっている。

① 漢字入力編集

② 漢字出力編集

③ 外字処理

④ 書式オーバ レイ

⑤ 漢字 ライブラリ保守

(3)漢 字出力

H-8926制 御装置のもとで,セ ルフローデ ィングタイプのプログラムにより,漢 字プリントイメー

ジ磁気テープから,漢 字表現帳票が高速で印刷 される。

Dお わ り に

第一次計画業務を実施 した結果,社 内外 とも好評 を得 た。拙速を計ったので情報重複などの問題

はあったが,短 期間 にスムースに移行で きた。 書店に対するサービス向上 は計 れたが,こ れが営

業活動にどんな影響 を与えたかは判定が難 しい。また,当 初計画 したよ り印刷コス トがかかってい

る。

従って,今 後の課題を次の2点 に絞 り,社 内に 「漢字 システム運営委員会」を設 け,全 社的な総

意の もとに,シ ステム運営 を計っている。

課題(1)シ ステム運用の効率化

(2)コ ス トの軽減化

5-4-1図 出版物の流通経路

よ メ
る1

直 力
販|
及セ
び|

通 ル
信 ス

販 マ
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5-4-2図 葉販の機能概要

東 販

出 版 社

約3,000社

(約2,500社)

企画情報

仕入れ交渉・商品搬入

売行き情報
返品 ・仕入れ代金支払

商的流通機 能

1.出版社に対する販売代行の役割

2.小売書店に対する仕入れ代行の役割
3.金融の機能(代金回収と支払)

物 的流通機能

1.商品の搬入
2.商品の仕訳 ・梱包

3.商品の配達

4.商 品の在庫

5.返 品処理

情 報流通機 能

L市 場調査 ・分析4.コ ンサルティング
2,売行き状況把握
3.販売促進

小売書店

配本予測・返品

販売促進

受注 ・売行き傾向

返品 ・販売代金回収

約20,000書 店

(約8.000書 店)

注:括 弧内は東販の取引出版社
・書店数 を示す。

/

5-4-3図 情報処理システム体系

イ ンプ ッ ト

○㊥◎◎徽

・支社 ・支店受注

送品在庫管理 システム

各サー ビス
セ

漢 字 ラ イノ
ブ1ノ タ ブ1/タ ⑤

注 略 字 説 明

KP=KeyPunch

OMR=OpticalMarkReader

OCR==OpticalCharacterReader

POS=PointofSales

MT〒MagneticTape

ア ウ トプ ッ ト
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5-4-1表

グ
ルプ

機 械 装 置 台 機 能
|No 型 番 名 称 数

① H-1811 漢字入力装置 2 漢字情報を文字盤上の文字をペンタッチすることにより入力

する装置
文字数3072種

漢 字2685種

{英 ・数 ・カナ241種記 号 な ど146種

③ H-8926 制御装置 1 漢字情報を出力するための各装置間のコントロールを司る装
置

H-8447 磁気テープ装置 1 漢字情報等が記録 されている磁気テープを読み取る装置
1台 に2ド ライ ブ付

読 取 速度1秒 間50,000バ イ ト(桁)

H-8192 漢字プリンタ制 1 漢字プリンタ1台 を制御する装置,文 字発生機構付

御装置 文字数4000種

蒋

来
2

漢 字3328種

{英 ・数 ・カ ナ355種記号 な ど317種
)

H-8196 漢字プリンタ 1 漢 字 ・英 ・数 ・カナ ・記 号 な ど を普通 の連 続新 た たみ用 紙 に

印字する装置
印 字 速 度 …毎 分7000行(1イ ンチ8行)

紙 送 装 置…毎分960イ ンチ(約24米)

印 字 書 体…明朝体

印 字 の 大 き さ…7.2ポ,9.6ポ,14。5ポ,19.3ポ,38.5ポ,77」

蒋
来

ポ,6種 類

印 字 幅 … 最大13.6イ ンチ(約34糎)

2 印 字 方 式…レーザ ・ビーム露光乾式電子写真方式
)

〈送品票の漢字プリンタ出力の例〉
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5北 日本石 油㈱ の イ ンプ ッ トシス テ ムの標 準化

Aは じ め に

北 日本石油㈱は,本 社 を東京に置 き(計算室は札幌),関 東 ・東北 ・北海道地区に13支 店をもっ,

石油製品販売業である。

高度成長期 に伴 う石油製品の驚異的な消費量の伸 び,事 務量の増大 に対処するため1971年 全社 ト

ータル ・システム化(6つ のサブシステム)が 指向され,1975年 度基本システムの完成がなされた。

しかしながら,各 サブシステム別の設計は,フ ァイルとプログラムが分離 されていない,プ ログ

ラム構造がモジュール化 されていないなど,シ ステム改善を進めるために多くの時間と,費 用と,

人手が必要になり,変 化 に対応で きにくい状況 にあった。

そのため,石 油販売業の過当競争の現状に立って高速安価で,し かも各ユーザ部門に動的に対応で

きるシステム造 りという観点から,従 来の考え方に,思 い切って変更改善を加えたものである。

(a)シ ステム開発手法の改善(縦 型より横型へ)

(1)従 来の縦型システム

① 各 システム別に開発 グループ班 を設置

② インプットからアウ トプットまで担当

(2}現 在の横型システムの特長(5-5-1図 参照)

各サブシステムに無関係に全システムをインプット,ア ップデー ト,ア ウ トプッ ト班(グ ループ)

に区分 した。

(b)横 型システムの業務分担

(1)共 通事項

① プログラムとファイルの分離を考える

② コー ド設計

② インプット班の役割 り

① 入力帳票の設計とその標準化

② 入力情報管理

(3)ア ップデー ト班の役割 り

① 標準 クリーンデータに各ファイルの更新および計算

② コンピュータの効率化(オ ペ レーションマルチ処理)
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5-5-1図
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＼ 、'ク ニ 一 一'

≠'

褒
③

④

(4)

①

②

③

デー タフ ァイル ・リカバ リー

デー タベー ス管理

アウ トプ ッ ト班 の役割 り

出力帳票 の設計 および標 準化

出力帳票 管理

出力帳票 プログ ラム(パ ター ン化)担 当

従来の縦 型 システム

(サブ システム別の 開発)

Bイ ンプッ トシステム改善へのアプローチ(北 日本石油インプットシステムの特長)

イ ンプ ッ ト情報 チ ェックシステムは,イ ンプ ッ ト情報量 や種類 の増大多様化 によ り,管 理上 多 く

の問題 が生 じ,運 用上 ど うして も人 手の区分判断 が必要で あ り,多 くの計算室 の一番頭の痛 い問題

点 の1つ で もある(5-5-2図 ～5-5-5図 参 照)。

こ こに紹介 す るイ ンプッ トシステムは,入 力媒体 に互換性,耐 久力,さ らにデ ィスクの利点の多

くあ るフ ロッピーデ ィス クを利用 し,イ ンプ ッ トチ ェ ック ・システム を完全 に一本化 イ ンプ ッ ト情

報の オンライ ンは もちろん,入 力管理情 報の把握,無 人化,さ らに今後 にお ける分散処理 や,PO

Sタ ー ミナルの利用 にも,十 分対応 で きるよ う設計 されてい る。

(a)イ ン プ ッ トチ ェックの一本化

従来の開発方法 では シス テム別 に,各 グループがイ ンプ ッ トか らアウ トプ ッ ト帳票 まで全 てその
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グループが担当す るため,全 体の イ ンプッ トは種類 が100あ る とすれば,そ れ に近 い種 類の入 力チ

ェ ックプロ グラムが必要で あ り,当 然 コス トアップは,免 がれるこ とはで きない状況 に置 かれる。

しか しなが ら,そ れ らを分析す ると,か な り共通部分 があるはずであ る。

イ ンプ ッ トプログ ラム ・チ ェックは,全 てデー タを読込 みそれをチ ェック し,ク リー ンデー タ作

成 までで あ るが,こ の プログ ラム を一 本化 で きないで あろ うかと考 え,区 分 コー ドを設定 し,そ の

コー ドによ り必 要 プログ ラムルーチ ン(モ ジュール)が ,自 動的 にメイ ンメモ リー に読込 まれる方

法 をと った ことで あ り,全 イ ンプ ッ トチ ェ ック ・プログ ラムの,一 本化 に成功 した点で ある。

(b)変 数 部分 の外部 フ ァイル化

システ ム化 は,時 間 が経過 す るとその システムに何 らかの変更 要求 が出 るの は,当 然のことで あ

るが,そ のため にプ ログ ラム修正(メ ンテナ ンス)が 必要 にな り,そ の頻度 は通常経過時 間 に比例 す

るのが常で ある。

しか し,メ ンテナ ンスの状態 をよ く分析 す るとかな りの部分 を削減 す ることがで きる。

た とえば,あ る商品の単価範囲 や各 ファイルの レコー ド構造等 は,従 来 その 多 くをプロ グラムの

中に コーデ ィング してい るた めに,そ れ らに変更が生 じると修正 が必 要に なるが,そ れ らを外部 フ

ァイル化 し,そ の フ ァイルの内容 を変 えることによって容 易 にプログラム修正 せず,処 理可能 となる

5-5-2図

マ シン室

㊨

(北 日本石油イ ンプ ッ トシステムの特徴)

XKEYオ ペ レー タ ー が デ ー タ ・チ ェ ッ ク を

1必 要 なときに

2コ ンピュ ー ター の オペ レー ター に 関係 な く

3必 要な量 だけ

4デ ーーーター の 種 類 や

5デ ー ターの締 日に関係な く

6全 国 どこか らで も

7高 速 に処理す る

キーオペレーター室

記7 コ ンソール

甥99。

P.R ㌍
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5-5-3図
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1
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デ一夕チェック

及 び 出 力1
》

1一

1終了手続処理
1

(終 了)

点で あ る。

(c)フ ァイル とプログ ラムの分 離

入 力情報(桁 数 や項 目の順位等)に 変化 が生 じた場 合,従 来 はほ とん ど,プ ログ ラム修 正 を して

いた が,た とえば,あ る情 報(A4桁 ・B5桁 ・C3桁)を 変換 プログ ラムに よって
,(B5桁 ・C5

桁 ・A4桁)と い うよ うに,順 位,桁 数が1枚 のパ ラメー タによって
,容 易 に変換処理 で きると し

た ら,ど うで あろ うか。

入 力帳票 を自由 に変更 した り,KEYオ ペ レー タが一番処理 しやす いよ うに
,キ ー イ ンした とし

て も,何 らプ ログラムに修正 ・変更せず にす む ことになる,っ ま りフ ァイ ルを変更 して も,プ ログ

ラム変更 を生 じさせ ない,デ ー タベース的 な考 え方 であ り
,こ れは将来 い ろいろな外部 要求 に敏速

に応 ず ることがで きる大切 な点 であ る。

'
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一 開 始 手続

処 理
5-5-5図
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(d)プ ロ グ ラムの完全 モジ ュー ル構 造

プログ ラム修 正 が容 易に行 なえない理 由の1つ に,モ ジュール構造化 されて いない場合 が多い。

したが って,大 きな,し かも複雑 なプpグ ラム程,人 とプログ ラムの分離 が不可能 に近 い状態 に

置 かれ る。 そこで モ ジュール化 によ る高度 な専門 プログ ラマの必要性 を少 な くし,ま た開発 費の削

減 お よび第三者 にお・けるプロ グラムの修 正 を容易 にするためにモ ジュー ル構造化 した ことで ある。

なおモ ジュール化 に当って,各 モ ジュール間の イ ンターフ ェイス を十分考慮 しなければな らない
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こ とはもちろんで あ る。

(e)コ ン ピュー タ室(オ ペ レー タの無人化)

現 在 イ ンプ ッ トデー タの チ ェックに対 し月間 どの程度 オペ レー シ ョン時 間が必要で あろ うか ,デ

ータの種類 が多ければ 多い程 オペ レー タのハ ン ドリング作業 が増加 し
,オ ペ レー タの負担 が重 くな

り,'し か もその時 の特 長 は全体 的 にCPU専 有時 間 が極端 に小 さいこ とで あ る。

この イ ンプ ッ ト・チ ェ ック処理部 分 が全 くオペ レータの介入 なしに処理 で きるとす ればマ シンス

ケ ジュール が容易 にな り,CPUの 効 率 を さらに高め ることがで きるので
,イ ンプ ッ トシステムの

無人化 を考慮 した わけであ る。

そのため プログラムの起 動 はイ ンテ リジェン トター ミナル側で行 ない,ま た,そ の入 力装置(フ

ロ ッピー リー ダー)は 計算室 で な く,KEYオ ペ レー タ室 に設置 したので あ る。

(f)時 間的 区分 の排除

プログ ラムの一 本化 および無 人化 によ りイ ンプッ ト・チェ ックは ,KEYオ ペ レー タ側 の判 断で,

必 要 な時 に必要 な量 をコ ンピュー タの オペ レー シ ョン ・デー タの種類,縞 目(例,請 求締 日,月 別

等)に 全 く無関係 に処理 が可能 となった点で あ る(ソ ー ト必要 デー タや異 った デー タチ ェ ックも同

時処理 可能)。

これは従来の システム に比べ著 しく大 きな利点 で もあ る。

KEYオ ペ レー タ側 か らす ればデー タの修 正 が同時 に容易 にで きるよ うになった わけで ある
。

なお,結 目の区分 はイ ンプ ッ トシステム側 で処理 せず,後 方 プログ ラム によ りその区分 を行 な う

ことにな る。

(g)イ ンプ ッ ト管理情報 の一元化

イ ンプ ッ トプロ グラムの一 本化 によ り,イ ンプ ッ ト管理情 報が容易 に管理 で きるよ うになった点

で ある。

月間処理情報,受 付 され てか ら処理 されるまでの時 間管理,KEYオ ペ レー タの処理状 況 ,前 年 と

の対 比情報で あるが,イ ンプ ッ ト情 報の外部依頼 や多様化 による,現 時 点の全体未処理 デー タ把握

が完 全 に管理で きるよ うになった ことは ,イ ンプ ッ トデ ー タもれ等 を防 ぎ,リ ラ ン(再 処 理)を 防止

す るこ とにもなる。

(h)オ ン ライン処理

イ ンテ リジェン トター ミナ ル利用(公 衆回線)に よ り全国 どこか らで もデー タ種 類 に関係 なく,

イ ンプ ッ トシステムの プログ ラムを起動 し,デ ー タチ ェッ クをす ることがで きるわけで あ るが,将

来POS端 末 のデー タ処理 を考慮,そ れ らに も十分対応で きるようになってい ることで ある。

なお処理形態 と して は,基 本的 なチ ェ ックはイ ンテ リジ ェン トター ミナル側 で処理す ることに し

た(本 体CPUの 負 担 を小 さくす るため)。
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(i)リ カ バ リーフ ァイ ルの一本 化

イ ンプ ッ トチ ェック ・プロ グラムが数 多 くある とす れば,必 ず それ と同 じ位,リ カバ リーフ ァイ

ルを有 して い るはずで ある。,

しか し,イ.プ 。 トプ。グ ラムの一 本化{・よ り,リ カ・・リーのデ ータは全 て一 本化 されMT消 耗

品の コス ト削減 はも ちろん,リ カバ リー管理 が容易 になったわけで あ る。

Cお わ り に

以上簡単 に当社の イ ンプ ッ トシステム を述 べたが,こ の シス テムは,ど ちらかとい うと,バ ッチ

オンライ ンで入 力デー タが,多 種 にわた る計算室(た とえば計算 セ ンター等)に 向いてい るのでは な

いか と思 われる。

最初 モ ジュール構 造化 しながら作業 を押 し進 めていったが,各 モ ジュー ル間の イ ンターフ ェイス

をどの よ うに設定す るか を十分時 間をかけず作業 を進めた結果,追 加デー タによ り関連 プログラム

が干渉 し合 って,失 敗 し再度構 築 した次第で ある。

失敗 を重 ね現状 の運用で は,日 常の制約 がほ とん ど解 かれ,処 理 ス ピー ド,毎 分1000レ コー ドの

処理 に一応満 足 してい るわけで あ る。
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6新 日本製鉄㈱ の

「大分製鉄所厚板 システム」

A概 要

1977年1月 に稼 動 をは じめた新 日本製鉄株式 会社 大分製鉄所 厚板工場 の コ ンピュー タ・システムは,

(a)精 整 作業,倉 庫作業 を含 めて工場 全域 が コンピュー タ ・システム0)管 理 化 におかれて いるこ

と。

(b)中 央 の ビジネスコ ンピュー タによる物流 調整機 能 と,プ ロセ スコ ンピュー タによる 自動運 転

機能 が有機的 に結 合 され,高 度 に自動化 された物流 管理 が実現 されて いる こと。

(c)オ ン ライ ンプ ログラム記述言 語 と してPL/1を 全 面的 に採 用 して いるこ と。

(d)デ ー タハ イ ウェ イを活用 してのユニー クなハ イア ラー キー構 造 を実現 してい ること等,種 々

の特徴 を備 えて い る。 以下 に概略 の紹 介 を行 な う。

Bト ー タ ル シ ス テ ム で の 位 置 づ け

5-6-1図 に1978年9月 現在の大分製鉄 所 コンピュー タ ・システムの構 成 を示 す。

1977年 の 稼 動開始 時点で は,厚 板 操業管理専用 のオ ンライ ンコンピュー タ(HITAC-8350)を

設 置 して いたが,1978年6月 の中央 コ ンピュー タ機種 変更で図 に示す通 りの構 成 に変 った。

図 よ り明 らかな通 り,全 製鉄所 の オンライ ン機能 は1台 のコ ンピュー タに統 合 されてお り,応 用

プ ログラム約150万 ス テ ップ,ト ラ ンザ クシ ョン数約1800種 類 の巨大 なオ ンラインシステムが形 成

されて いる。

中央 コンピュー タの オペ レーテ ィングシス テムは,EDOS-MSOで あ る。また,オ ンライ ンコ ン

トロールプ ログラム,デ ィスクフ ァイルマ ネジャー として,効 率 的 なNTCP,NDIOを ,各 々開発

してい る。

オ ンライ ンシステムは24時 間/日 の稼 動で ある。

C厚 板 工 程 の 概 要

5-6-2図 に大分製 鉄所 の厚板工場設備 レイ アウ トを示 す。

圧 延工程 では,赤 熱 された鋼 片 を所定 の幅 と厚 さに圧 延 す る。加工寸法 と温度の精度 向上 のた め,

プ ロセ スコ ンピュー タによ る制御が行 われてい る。

勇 断工程で は,幅,長 さの適正 な勇断 によ り,製 品の最終 寸 法 を得 る。吹付,打 刻,ラ ベ ル貼 付
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,5_6_1図 大分製鉄所計算機システム構成(新 日鉄)
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が 自動的 に行 われ,形 状 外観 の検査 が なされ る。

精 整工程で は,鋼 板 の熱処理,シ ョッ ト・ブ ラス ト,塗 装,厚 手材 の ガラス切 断 ,平 坦 度矯正,

超 音 波探傷 等 が行 われ,第3者 による立会検査 もなされ る。

精整 工程の特徴 と して,

(a)多 数 の処理 工程 が錯綜 す る

(b)各 処 理 工程 の前後 にバ ッフ ァーが必要

(c)同 一鋼 板 が複 数の工程 をまわ り,同 一工程 を複数 回 まわる こともある

等の理 由 による物 流 の複雑 さがあ る。作 業管理標準化 の難 しさ故 に,こ の工程 の コンピュー タ管理

は遅 れてお り,従 来,手 作 業 に多 くを頼 るの を常 と して いた が,本 システ ムで は ,こ の部分の コン

ピュー タ化 を大幅 に前進 させて いる。

製品 は倉庫 に保 管 され,出 荷 される。 倉庫 管理 は テーブル,ク レー ン,ト レー ラー による物流操

作 で あるが,数 万枚の鋼板 の円滑高精度 なハ ン ドリ ングには精整 工程同様 の複 雑 さが ある。

D厚 板 システムの機能

5-6-3図 は,当 厚板 システムの構造 および機能 分担 を示 す もので あ る。

受注 処理,品 質 設計,材 料算 定,日 別の圧延出荷計 画等 はバ ッチ システムで行 なわれ るが ,オ ン

ライ ンシステ ム との間の情報授受 は,実 績 につ いてはデ ィス ク経 由で ,作 業命 令 につ いては磁気 テ

ー プ経 由で行 ってい る
。

本社 か らの注文 は,オ ンライ ンコ ンピュー タが受 け る。

厚板 オ ンライン システムの主要機能 は次の通 りで ある。

(a)バ ッチ シス テム からの作業命令 に基づ き,工 場 内 の鋼板 製造全般 を管理 す る

(b)プ ロ セス コ ンピュー タに細 分具体 化 した製 造指示 を伝 送す る

(c)製 造 実績 の収集

(d)製 造 異 常 に対す る処置,製 造方法 の変更,製 造明細 の振 替

(e)物 流 制 御,ロ ー ラーテー ブル,ク レー ンの運転 管理

(f)操 業 デー タの蓄積 記録 と情報提供

プロセ スコ ンピュー タの機能 は,

(1)ト ラ ッキ ングと搬送制 御

(2)実 績 収集

(3)オ ペ レー ター ガイ ド

(4)圧 延 機 をは じめ とす る設備 の制御

等 に大別 される。
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5-6-3図 厚板計算機システム構成図(新 日鉄)
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なお,5-6-2図,5-6-3図 で は省略 して いるが,プ ロセス コンピュー タ下 には,多 数 の

ミニ コ ンピュータ,シ ーケ ンサ ー,マ イ クロプ ロセ ッサ ー,計 装機器(ア ナログ,デ ィジタル)が

配 され,自 動化の ための機能 を分担 してい る。

Eシ ステムの特徴

当 システ ムの主 な特徴点 を以下 に述 べ る。

(a)機 能 面 の特 徴

単 なる情報処理 を越 えて,操 業の計画,実 行 面 にまで立 ち入 って,工 場 全体 の操 業管理 を実現す

ることを狙 い と して いる。

(1)パ ー フ ェク ト・トラッキ ング

素材 の受入 から出荷 までの あらゆる工程 にお いて鋼板 の存 在場所,積 順 等の完全 な把握 が自動的

にな され,操 業管理 の基盤 となってい る。精整 の いわゆ るオフ ライン工程 において も トラ ッキ ング

が同 じレベ ルで保証 されて いる。

(2)ト ー タル システム と しての 自動運転.

オ ンライ ンシステムの機能 とプロセス コ ンピュー タ以下の機能 とが有機 的 に結合 され,工 場 全体
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と しての 自動 化 がな されて いる点で,一 歩 前進 して いる。例 えば,時 々刻 々変化 す る置場 状況 ,テ

ー ブル上 の鋼板 渋滞度 な どを考慮 してオ ンライ ンシステムで の物 流管制 が計画 され
,こ れ に基づ き

テー ブル制御,ク レー ン運 行指示等 が なされ る。

(3)ク レー ン運 行管理 の 自動化

厚板 工場 内 の13台 の ク レー ンは,前 記操業管理 システ ムの中 に組 み込 まれてい る。す なわ ち物流

管理 の一環 と して クレー ン運行 計画 が作成 され,作 業指示 がコ ンピュー タ(オ ンライ ン)か らクレ

ー ンオペ レー タに指示 され
,置 場番地 は自動的 に とり込 まれ る。最終 的 には クレー ンの全 自動化 を

狙 い,1台 の ク レー ンにっ いては当初 から無人化 してい る。

(4)物 流 管理機能

捕獲工程 を中心 とす る複 雑 な物流 の管理は,従 来,人 の判 断 に依存 して行わ れて きたが,当 厚板

工場 の鋼板 の流 れ は特 に複 雑で あ り,人 の能力 を越 える と判 断 し,物 流管理 の全面 的 なコンピュー

タ化 を計 画 し実現 した。具 体的 な管理機 能 には,鋼 板搬 送上 の合流 点 にお ける渋滞度,緊 急 度 を考

慮 しての比率制 御,自 動 間引判 定 とク レー ンへの作業指示等 を含む。

(b)ソ フ トウエ ア上 の特 徴(PL/1の 採 用)

開 発負荷の軽減,稼 動後 の保 守性 の向上 を狙 い と して,オ ンライ ンシステムの プログラ ミング言

語 と して100%PL/1を 採 用 し,こ の ための テス トツールの開発等 を行 った。特 にオンライ ンシス

テム において,大 量 の メ ンテナ ンス が常時行 なわれ ることが予想 された こと,オ ンラインシステム

の負荷 の うちに占め る応用 プ ログラムの比重 は元来小 さなもので あること等 が方針 決定 にっ ながっ

た。

(c)デ ー タ伝 送形態 上 の特徴

5-6-4図 は 中央 の オ ンライ ンコンピュー タ,プ ロセ ス コンピュー タ,お よびオ ンライ ン端 末,

5-6-4図 データハイウェイを中心とした伝送系(新 日鉄)
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プ ロセス コンピュー タ端末 の間 を結ぶ デー タ伝 送形 態 を示 す。セ ンターステーシ ョン,フ ィール ド

ステー シ ョンと,オ ンライ ンコンピュー タ,マ イクロ コンピュータの間 は,各 々,チ ャンネル直結

で あ り,125Kbpsで の可 変長 データ伝送 が可能で あ る。

オ ンラインコン ピュー タとプロセ ス コンピュー タは,端 末 とのデー タ伝 送 において同一ルー プを

共用す る。 また,本 番系 とテ ス ト系 も同様 に,同 一ルー プに共存 し得 る。
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7三 菱鉱 業 セ メ ン ト㈱ の マ ルチ シ ェア ・システム

Aシ ステ ム導 入の 背景

当社は戦後石炭産業からセメント産業へ転進 し,逐 次主力をセメントおよびその二次製品の方へ

移 してきた。 その間約20年 間に,デ ータ処理方式もPCS,中 型計算機4台 の地方分散設置,大 型

計算機による中央集中処理 と変遷 してきた。中央での集中一括処理にも限界が見 えは じめ,さ らに

きめ細かいサービスを提供するには,通 信回線 を利用 した分散化が必要 になり本システムの導入を

決定 した。

当社でのシステムの特長は次の通 りである。

(1)工 場,支 店等が全国 に存在 している。

データの発生場所が多い。

(2)業 務範囲が非常に広い。

セメン ト,生 コン,石 油,石 炭,建 材等。

(3)関 連会社,子 会社が多く業務 も多岐に渡っている。

これらのシステムを処理する計算機 として本店,事 業所 に大,中 型計算機を設置 し,工 場,各 支

店に端末機 を設置 してネッ トワークを形成することにした。各種検討 をした結果,1977年8月 にM

ELCOM-COSMO900シ ステムを本店 に導入 し,現 在端末機を逐次各場所に設置 しつっある状況

である。

Bシ ス テ ム の 概 要

本 システムの適 用業務,機 器構成等 にっ いて紹 介す る。

(a)適 用 業務

大別 すると6つ の システムで構成 されてお り,各 システムは本店 システム,工 場 システム,支 店

システ ム等で で きてい る(5-7-1図,5-7-2図)。

(1)経 理 ・会 計 シス テム

① 一般会計

② 工場 原価 計算

③ 有価証券 ・不動産管理

④ 手形管理
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5-7-1図
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5-7-2図 情 報発 生 源 と情 報 の 流 れ

情報発生源と情報の流れ

闇

支 払

1
支払手形

B/S

ワ
一般管理

費
}＼

手形管理

受取手形

入 金

給与 賞与

借入金

社内預金

1人・9'・E-g統計1

貸付金

1受入縦 金1

バ ス ・山林

[ヨ ー劇 「三聖 「
固定 資産
(減価償却}

保証 債務

技 術計算

有価証券

貸倒引当金

国 国到]

合与 ・賞 与
一・般会計

物品会計

技 術計算

販売会計

建保事務」

(4)

①

②

③

④

⑤

(5)

①

②

③
④

⑤

⑥

技術計算システム

畑地灌漉システム

輸送 ・運搬 シミュレーション

SO・拡散計算

セメン ト配合計算

通気計算 等

生コン ・オンライン ・システム

オーダ ・エン トリ

配車計画

出荷指示

原材料計算

配合計算

請求計算 等
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(6)関 連会社 ・子会社システム

① 給与計算

② 一般会計 ・諸統計

③ 物品会計 ・原材料

④ 技術計算

⑤ その他

関連会社 ・子会社業務受託は数多く,石 炭鉱業社をは じめ38社 のシステムを実施中である。

(b)電 算機および端末機の設置状況(5-7-3図)

(c)機 器構成

(1)本 体機器構成(5-7-4図)

5-7-3図 電算機および端末機設置

(2)

①

●

●

●

MFLCOM

80/8

(南大 夕張)

⑪1200

MELCOM

80/8

(横瀬)

@2400BPS
TP

(東京

支店)

MELCOM

80/8

RJE
4800BPS

(直結)

体 店)

⇔2400BPS

⇔300
BPS(PSコンクリー ト)
TSS

×2(菱 光 社)(芝浦)×2

(ダィァコンサルタント)(品 川)

(調布)

(市川)

(千葉)

端 末機 の構成

MELCOM-COSMO500

メモ リ128KB

磁 気 デ ィス ク50MB×3台

磁気 テー プ43KB/S×1台

MELCOM

80/38

㊧)1200BPS
TP

MELCOMMELCOMMELCOMMELCOM

80/880/880/880/8

(黒崎)(東 谷)(田 野浦)(苅 田)

〔注〕 ㊤ 公衆通信 回線

⇔ 特定通 信回線

TPト ランザクション・プロセシング

RJEリ モー トバ ッチプロセシング

IRBTリ モー トバッチフbセ シング
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・ カ ー ド ・リー ダ600枚/分

・ ライ ンプ リンタ500行/分

・ 操作 卓(CRT)

本 計 算機 は ピー ・エス ・コ ンク リー ト㈱ 本社 に設置 され,ホ ス ト計 算機 とは4800BPSの 回 線で

接 続 されてい る。

②MELCOM80/38

・ メ モ リ96KB

・ 磁 気デ ィス ク50MB×3台

・ 磁 気 テープ43KB/S×2台

・ カー ド・リー ダ300枚/分

・ ライ ンプ リンタ400行/分

・ フレキ シブル ・デ ィス ク

・ 操 作卓

5-7-4図MELCOM-COSMO900機 器構成図

MELCOM

-COSMO900

中央処理装置

主記憶ユニッ ト(1024KB)

汎用入出力処理装置 多重入出力処理装置

/回線制御ユニ ット

磁気デ ィスク

制御装置

磁気テープ

制御装置

磁気デ

ィスク装
置#0

#5

:
,

#4

磁気テー

プ装置#0

(200MB(1600/800RPI)

/ス ピ ン ドル)(200KB/秒)

MELCO

80/8

(オ ー トス レ ッ ド)

}
他に
特定回線
公衆回線
等13回線
あり

カ ラー
キ ャ ラク ター
デ ィスプ レイ

装置

ハ ー ドコ ピー 装 置

操作卓

操作卓

ラインプリン

ター 装 置

(1060～2000行/分)

カー ド

読取装置

(1200枚/分)

(300枚/分)
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本 計算機 は九州 事業所 に設置 されてお り,ホ ス トお よび孫計算機 とは1200BPSの 公衆 回線で接

続 されて い る。

③MELCOM80/8

設 置場 所 によ り若干機器構成 に違 いが あるが基本構 成は次の通 りであ る。

・ メモ リ24KB

・ デ ィスプ レイ ・フ ァイル装 置

・ プ リンタ120字 又 は30字/秒

・ フ レキ シブル ・デ ィスク2デ ッキ

・ 紙テ ープ ・リー ダ ・パ ンチ

本 計算機 の設 置場 所は本店,北 海道 南大 夕張鉱業所,埼 玉県横 瀬工場,福 岡県黒崎,東 谷,田 野

浦,苅 田各 工場 の7シ ス テムであ り,逐 次各支店へ の導入 を準備 してい る。 ホス ト計算機 とは1200

BPSの 公 衆 回線 で接続 されてい る。

④ キ ャラク タ ・デ ィス プ レイ

■

■

●

●

●

■

●

デ ィス プ レイ装置

2000字(80×25)/画 面

3色 表示

ライ トペ ン付

プ リンタ装 置

132字/行

165字/秒

本端末装置は東京近郊7カ 所 に8端 末が設置 されており,ホ ス ト計算機 とは2400BPSの 特定通信

回線で接続 されている。

(d)デ ー タ量

本 システ ムで処理 されてい る情 報量 は処 理時 間帯 によ り若干の変動 があ るが,入 力量 は約500千

件/月,出 力量 は約136千 ペ ージ/月 で ある。決算 月で は平 常月 に比べて入 力量約25%増,出 力 量 約

143%増 と なって いる。

(e)使 用 ソフ トウェア運転 形態

MELCOM-COSMO900シ ス テ ムの ソフ トウェア体系 は次 のよ うになって いる。

(1)UTS/VSOS

① バ ッチ処理

・3～4多 重(最 大16多 重)

② トランザ クシ ョン処理
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・TP(TransactionProcessing)使 用

・ マルチ ・ス レッ ド

任意 の多重 度 に設定可能(2多 重 で運転 中)

③ リモ ー トバ ッチ処理

・RJE(リ モ ー ト ・ジ ョブ ・エ ン トリ)

MELCOM80/38,8を ホ ス ト計算機 と接続 して いる場合 にはRJE方 式 を使 用 して い る
。IBM

3780,2780と 同等 で ある。

・IRBT(イ ンテ リジ ェン ト ・リモ ー ト・バ ッチ ・プロセ シング)

MELCOM-COSMO500と の接 続 に使用 してい る。HASPイ ン タフ ェー スで あ る。

任 意の多重度 が設定 で きるが通 常運転 で は2多 重 を上 限に して いる。

④TSS処 理

・ プロ ダクシ ョン ・ランの起動
,シ ステム管理,プ ログラム開発 お よび技術 計算 に使 用 してい

る。

・ 最大128ユ ー ザーの同時 ログオ ンが認 め られ るが
,現 在端末設置 台数 は3台 で ある。

Cシ ステム導入の効果

中央集中一括処理方式で吸収で きる業務は大部分完了し,ま た工場の生産関係業務の日々処理の

分散化も一段落 したため,現 在支店への販売,会 計業務の分散化 に着手 したところである。システ

ム導入の効果 としてはハー ドウェアの価格/1生 能比が良いことおよびOSの 効率が良 く,こ れらの

業務の拡張を容易に低 コス トで遂行することがで きる見通 しがついたことである。

D今 後の課題

現在3支 店 の販 売,会 計 業務の分散化 に着手 して いるが,こ れ を全支店 に拡 張す る とともに,さ

らにその下 のデー タ発生 の源で あるサ ー ビス ・ステー シ ョンに低 コス トの端 末機 を設置 す ることを

検討 してい る。
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8日 本 車 輌 製 造 ㈱ の オ ン ラ イ ン ・デ ー タベ ー ス ・シ ス テ ム

Aは じ め に

1967年 に は じめて コ ンピュー タを導入 し,資 材業務 か ら順次手作業 を機械 にお きか えていった。

1972年 に はほ とん どの業務 を機械化 したが,当 社 のよ うな個別受注生産 を主 とす る企業 では生産管

理面で標準化 を進め るこ とがむず か しく,客 先 と打 合せ を しなが ら設計,製 作 が進 んで行 く実状 で

は当然 の ことの よ うに変更 や追加作業 も多 く発 生す る。従来のバ ッチ処 理 システ ムで は こ うした情

報の変化 につ いて行 け ないので,結 局 は財務のための実績集計 の域 をで ることがで きなかった。

1972年 ご ろに通信 回線 の解放,そ してDB・DC機 能 をもった3.5世 代 機の開発構想等 が新聞紙上

で さわ がれ るよ うに なった時 か ら,当 社 にお いて もコ ンピュー タの よ り高度 な利 用 をめ ざ して社内

にい くつ かの委員会 を設置 し全社 的 にと りくんで きた。

1975年8月 にACOS77シ ス テム300に ワ ンポイ ン トの切替 を してか らオ ンライン ・デー タベ ー

ス を基 調 に した新 システ ムの開発 に着手 し,1978年 に完 了 した。

Bシ ステム設計の概要

バ ッチ処理 システムで は例 外処理 の多い業務 は不向 と考 え られていた が,オ ンライ ン ・デー タベ

ー ス ・システ ムになる と逆 にコ ンピュー タの威 力を発 揮す るこ とが考 えられる。 当社 ではNIMICS

(NIPPONSHARYOManagementInformationControlSystem)と 称 し,財 務 会計 と管理 会

計 に役立っ情報 システム を作 りあげた。次 に主 なシステ ムの狙 い をあげる。

(a)事 業 部別管理 システ ムの最適 化

見越生産 品(全 売上の20%)を 鳴 海工場 に集結 し,MRP(MaterialRequirementPlanning)

の パ ッケージ を使 った生産管理 システ ムを採 用 し,標 準原価 計算 に きりか え,品 質,原 価管理 に重

＼

点を置いたシステムにした。

(b)購 入手配業務の効率化

受注生産では購入品,外 注品の種類や量が多く,更 に納期の短いものや,変 更が多くて多大の労

力と日時を費や している。これが製造工程まで混乱させる結果ともなっているので,手 配期間の短

縮を計ることが大事 な要件 となっている。今回設計段階からシステムに組み入れて効率化を計った。

(c)利 用部門主導形の情報 システム

システム作 りは関連部門の人でプロジェク トチームを作 り,こ れにEDP部 門が参画 した。情報
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の 更 新 はデ イ リーバ ッチ を基本 とし必要 と思 われ るもの は リアル タイムの更 新 も行 なう。現業部門に

はRJE端 末 とCRT端 末 を置 いて必要 な情報 を タイ ム リーに入 手 し,管 理業務 に役立 てるこ とを

考 える。 そのため にオ ンライ ン ・デー タベース ・システ ムを導入 した。

(d)技 術 計算 の高度化

製造業で は設 計段 階で 計算業務 が多 く発生 す る。特 に大江工場 の橋梁部 門で は,設 計 ・原図の段

階での技術計算 の利用価値 が高 い。 自動製図機,自 動 シナイ採 り機 等 自動化 を進 める
。

(e)ト ー タル システ ム化

必要 な人 がRJE端 末 機 またはCRTか ら タイム リーに情 報 を得 られるよ うにす るこ とによ って
,

補 助 簿をっ けた り,打 合せ会議,電 話連絡 等 を極 力減 少 で きるよ う考 えた。補給 品の受 注出荷サ ブ

・システムは売上 は営業 シス テムへ
,発 注 点割 れはMRPシ ス テムへ,MRPで リ リース され たも

の は資材 システ ムへ と各 サ ブ ・システムは全社 シス テムへの統合化 を計 った。

Cシ ステムの構成

ハ ー ドウ エ ア の 構 成 は5-8-1図 の 通 りで あ る 。 オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シス テ ム はACOS-4で

あ り ・ オ ン ラ イ ン 制 御 はMCSll,デ ー タ ベ ー ス に はADBS(AdvancedDataBaseSystem)を

採 用 し て い る 。

鳴 海 工 場 のMRPの ソ フ ト と し て は 同 じ く 日 本 電 気 製 のAMCS(AdvancedMaterialControl

System)の パ ッ ケ ー ジ を 採 用 した 。

Dシ ステムの内容

デー タベースの論理構造 は5-8-2図 の ごとくで ある。営業 システ ムをパ イロ ッ トと して 開発

し,資 材 システ ム,車 両工程管理 システム と製造業の メイ ン業務 をDB化 して きた。

サ ブシステム と して補給 品の受注出荷 システム と鳴海工場 のMRPシ ス テム を開発 したが営 業 シ

ステ ム,資 材 システ ムに統合 してい る。車両設計 システ ムは車両の車種
,装 置,組 立図,子 図 面の

関係 を単純 ネ ッ トワー ク構造 で記憶 し,図 面情報 レコー ドに原単位 や買付履歴 を記憶 して,原 価情

報の蓄積 を計 り,繰 返 し製造す る車 両の手配業務 を大幅 に簡素化す ることを考 えた(5-8-3
,

4図 参照)。

手配業務を効率化するために,図 面情報を蓄積 し,繰 返 し製造す る車両の場合は新 しい工号,車

種,両 数,納 期を与 えてリクエス トすることによって,新 しい手配数,納 期 を計算 して図面表と材

料準備表 を出力する。設計で確認の上,変 更のないもの については,そ れぞれの レベルで手配指示

を与えることがで きる。変更図および新図については図面から直接入力で きるよう図面に手配欄を

もうけた。
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5-8-1図 シス テム構 成

/'一 一 一 、

資 材

、 ～ __」 、

"一 ー へ _L__「 「

製 当

.翌.」.
!"一 ー-1

ご.三 」 ＼ミ・

RJE端 末

N6300

50

!'一 一 一 、

資 材ド

三寸 亙}
、 ～一 一 」 、

!"一 一 「㌧1

製 吐 レ

、 、 __」

ノ〃

N6300
20

ユ ニ ッ ト

レ コ ー ド

処 理 装 置

ACOS

システム400

768K

磁 気 ディスク

処 理 装 置

磁 気テ ープ

処 理 装 置

120
K/S

/'一 ー 一 「

ぐ トー53年11月 初韻 計画
、
、_ __」

購入券はコンピュータから出力するようにしたので,購 入券 に買付実績や変更分にっいては変更

前 と変更後を上下に打 ち出すようにした。これで購買業務の簡素化 と変更指示が徹底 される。また

購入券とデータベースの情報が一元化 されることも大 きい。納入情報にっいては納期管理上重要な
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5-8-2図 デ ー タ ベ ース 論理 構 造

(営 業 シ ス テ ム) (補給 品出荷サ ブ システム)

補 給 品

得 意 先

1̀

受注工号

ー
部品明細

(資 材 シ ス テ ム)

管理区分

1`

貯 蔵 品

・(車両 設 計 サ・ブ シ ス テ ム)

図 番

ー
数 量

図面情報

o

(車両 工程管理 システム)

正 号

製作工場 受取工場

作 業 組

組立日程

(MRPサ ブシステ ム)

作業伝票

構 成 工 程
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5-8-3図 車 両 資材 手 配 シス テ ムの 合理 化

(1日システム)(新 システ ム)

新図,変 更図

設 計 設 計

2週 間

ACOS77

システム400

3日

RJE

リ クエ ス ト

ノ

〈、 手配指示1
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シ ス テ ム400

∠ア

{
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のでCRTか ら リア ルタイム にDBを 更 新す る。

5-8-5図 にはRJEの 利 用状況 を示 して いる。特定 回線2400BPIで 結 んで い る。RJE端 末 か

ら リ クエ ス トす ることによってDBを 検 索 し必要 な資料 を得 ることがで きる。7月 の実績 で1日 平

均37本 の リクエ ス トがあ り今後益 々増加 す る傾向 にあ る。

Eシ ステムの効果 と今後の課題

中型 コ ンピュー タを使 って,営 業,資 材,工 程管理 と製造業 のメイ ン業務 のOB化 を行 なって きた。

5-8-5図RJEの 利用状況

各 サ ー ビス
セ ン ター

7日 利用実験(平 均)

ξ支循i言十算88本/日

リクエス ト37本/日

鳴海工場

N6300/50

豊 川工場

N6300/50

本祖 熱田)

ACOSS400

技術計算 σて)

大江工場

N6300/50

そ して人事,設 備,経 費,検 査 にっ いて もデ イ リーに情報 を更 新 して,各 部 門の人 が自分の 欲 しい

社 内の情 報 を タイム リー に入手 で きるオ ンライ ン ・デー タベー ス ・システムが一 応で きあが った。

しか し効果 とい うことにな ると,購 入 手配の効率化 といった直接的効果 はす ぐ現 われて くるが,本

当の効果す なわち経営 の管理体 質の改善 とい う面 か ら見 るとまだ まだ これ から2--3年 先 の こ とだ

と思 う。 これ か らはユ ーザ ー部門 が自分達 の シス テムと して運営 し改善 して いって くれれ ば,コ ン

ピュー タが管理 システ ムに融合 し,望 ま しい経営情報 システムがで きると期待 してい る。
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Aは じめ に

爆発的 なモ ー タリゼ ー ションを経 て,い ま自動車の需要 は安定成長期 に入 りつつ あ る。一方,市

場 におけるユ ーザ ーの ニーズは,一 層 多様 化傾 向 を強 めてお り,こ れにい かに対応で きる かとい う

問題 が,市 場 の確保 に とって,し いては企業経 営の安定 に とって極 めて重要 な課題 となってい る。

この稿で紹介 す る当社の 「車輌 流通 システム」は,そ の よ うな時代の要請 にもとず き,市 場 のニ

ーズ に十分応 じられ るよ うな生 産方式(オ ー ダー ・エ ン トリー ・シス テム)の 実現 と
,そ れを保証

す る社内管理体制 の確 立 を目指 して開発 に着 手 した もので あ る。

本 システ ムのよ うに社内各部 門の機能 を総合 的 に組 み入 れた システ ムに とって,情 報 の一 元化 と

システ ムの統合化 は最 も重要 な要 件で あ り,そ の道具 と してのDB/DCシ ス テムの果す役割 は大 き

い。 そこで,わ れわれの取 り組 んだ システムの開発経緯 を,DB/DCと い う側 面 から捉 ら え,DB

/DCシ ステム開発 の具 体例 と しての紹 介 を試 みた。

B車 輌流通システムにつ いて

この システ ムは,販 売予測,生 産 手配 か ら,注 文,生 産,出 荷,搬 送 にいた る一連 の流 れを合理

化 し,「オーダー ・エ ン トリー ・システム」 を目指 すべ く企画 された。

Cシ ステム開発の前提条件

EDP部 門 と して は,今 回の システム開発 に際 し,次 のよ うな条件 を設定 した。

(a)使 用 コ ンピ ュー タ

限 られた 日程 内 において,シ ステ ムを軌道 にのせ るためには,強 力なDB/DCソ フ トウエ アを備

えた機種で なけれ ばな らない。検討 の結 果,バ ロース社 のB6700を 採 用。 開発 工数 に関 して,ほ ぼ

満足で きる範囲 内 に納 ま り,適 切 な選択 で あった と確 信 してい る。

(b)デ ー タベー ス ・ソフ トの採 用

生産 か ら販 売 にまたが る情報 を効率 的 に管理 し,ニ ーズの変 化 に柔 軟 ・機 敏 に対応で きる体 制 を,

EDP部 門 自身 に備 えてい なければ ならない。 その ためには,プ ログラム とデー タの独立,さ らに

EDP運 用 上 の効率 化(プ ログ ラム生産性 の向上,ダ ウン ・リカバ リー,そ の他)な どが図 られね

ば な らない。従来 よ りDBシ ス テムの採 用 を志 向 し検討 を加 えて きたが,こ れを機 会 にメー カーの
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5-9-1図
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提 供 す るDBソ フ トウエ アで あ るDMS-llを 使 用す るこ とに した。

(c)オ ン ライ ン ・リアル タイムの必要性

この システム は,生 産 部門,販 売部 門,陸 送部門 との 間で,物 と情報 の一 元管 理 が行 なわれて,

は じめてメ リッ トが生 まれる。

す なわ ち,物 流 システ ム として,車 輌 の流 れをス ムー ズに し,ま た販売部 門,生 産 部門 におけ る

車輌 情報 の即時性 を保証 す る ことによ り管理 レベ ルの飛躍的 な向上 をはか るなどの要請 か ら,リ ア

ル ・タイム処理 が必須 の条件 となった。

(d)オ ン ライ ン ・ター ミナルの選択

端末機 の選定 は,メ イ ンフ レームの銘柄 にこだわ らず,機 能 と価格面 で十 分納 得で きるもの を採

用す る方針 での ぞんだ。 なお,B6700に は,NDL(NetworkDefinitionLanguage)と い うハ イ
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レベ ル言語 が用意 されていたので・ いかな る端 末で あっても接続 が可能 で あった(5-9-2図)
。

5-9-2図

　

HEADOFFICE、 ＼

tl.1

ノ
!

、
オ ンラ イ ン ・ネ ・ソトワー ク

ノ

一 ・・〔籍 二鷲 慧

・一 ㍍ ・=

「

KAWASAKIFACTOIモY

BURROUGHS

6700

「

r"/

叢 幽
lli

t

TI211

TC500S

RPI200

Cプ ー ル完成デ
ー タ

}
INPUT(小 型車F.0点)
{乗用車用)
送り状
ボ　　ラペル

㌫
TI211

llll

TC500S

TC500S

'``

、,。。S

蕪〕一
送 り状

未決定ラベ
OUTP'JT

配車リス ト

OUTPUT

TI211

〕輌・

、

、

、

〕・一

馴 　
DDBの 設計

(a)DB設 計 の考 え方

DMS-ll自 身 は,考 え得 るどの よ うな構造 も構 築可能で あ るが
,本 システ ムに関 しては,複 雑

な論理構 造 をもたせたDBに す るよ りも,よ り自由度 の ある構造 と して,複 数のDBを 互 い に独 立

させ,関 係 レコー ドでDB間 を結 びつ ける 「リレー シ ョナ ル構 造 」 を目指 した
。 したがって,デ ー

タ重複 の完 全排 除 よ りも,む しろ重複 したデー タ間の 不一致 を排 除す ることに重 点 を置 いた
。 また,

処 理効率 につ いて は適切 な配慮 が必要 では あるが,む しろ運 用面で の効 率 が犠牲 に なることの ない

よ う十分 に考慮 した。

(b)DBシ ス テムへの移行

車輌 の仕様 は,5-9-3図 に示 す よ うに 「車種」,「車型」,「カラー」,「 トリム」,「 オプ ション」

とい う論理的 な階層構 造 に表現 され る。

受注,生 産,引 当,搬 送 に関す る情報 は,理 論 的 には車種 を頂点 とした階層構造 に従属 したもの

とな り得 るが,DBの 物 理 的 な構造 としては,こ れ らの情報 を独立 したデー タと して分離 させ た。

そ して,車 種 を頂 点 とした論理構造 を もつDBと,受 注 に関す るDBと,生 産 おLよび搬送 に関す る

DBと に分 けた。 これ らのDB間 の 関係 は,車 種,車 型 ,カ ラー,ト リム,オ プシ ョンなどの車輌
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5-9-3図 車輌仕様の標準的階層構造
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仕様 を圧縮 した"NEWCODE"と い う5桁 の コー ドによ り結合 され る。 これによ り,一 種の リ

レー シ ョナルDB構 造 となり,互 いに独立 したDBを 構 成 して いる。5-・9-4図 は この よ うな関

係 を表 わ した もので あ る。

車輌 の仕様 を表現 するDBは,車 種,車 型,カ ラー,ト リム,オ プ ション,お よび これ らの仕様

を代用す る"NEWCODE"で 論 理構 造 がっ くられて お り,エ ン トリー ・キー と しては 「車種,車 型,

カ ラー,ト リム,オ プ ション」 と"NEWCODE"が 用 いられ る。

受注 に関 す るあらゆる情報 は,「 オーダー ・デー タセ ッ ト」 と呼 ばれるフ ィジカルなDBに 収 容 さ

れ る。 日次で入 って くるデ ィー ラー か らの注文 は,一 定の条件 に従 って この オー ダー ・デー タセ ッ

トに蓄 え られ,引 当 され るの を待つ状 態 とな る。 このDBの エ ン トリー ・キー と して,オ ー ダー番

号 および車型,工 番,対 象 日とが ある。 ～

生産,在 庫,搬 送 に関 す る情 報は,車 番 デー タセ ッ トに収容 され る。 こ こには さ らに,生 産 計画,

受 領処理,ロ ケー シ ョンなどの情報 も含 まれてい る。 このDBの エ ン トリー ・キ ーは,車 番 と車型

コー ドが ある。

オー ダー に対 す る引当 は,輌 繊 のDBに 組 み込 まれた引当優 先 フ ・イル を通 して行 なわれ る・

このDBよ り,オ ー ダー ・デー タセ ッ トのDBに,リ ンク付 が なされてお り,引 当処理 の効率 ア ッ

プ がはか られて いる。

また引当 され たオーダー ・デー タセ ッ トと車番 デー タセ ッ トとは,互 い にリンク付 され るととも

に,車 番 デー タセ ッ トにはオー ダー番号 が,オ ー ダー ・デ ー タセ ッ トには車番 が,そ れぞれ書 き込

まれる。

この よ うなリレーシ ョナル構 造 は,一 見,DB間 の 項 目 に無駄 があ るよ うに見 られるが,そ の内

容の不一致 を完 全 に排 除す ることによ り,互 い に独立 したDBと して管理 で きる。 また,運 用面 に

おいて も,オ ンライ ンとバ ッチの両方 の使用 を考 える とき,効 率面で有 利で ある。

(c)DBの 拡 張 と修正 につ いて

当 システムで は,こ のよ うな自由度 の高いDBソ フ トに支 えられて,次 の よ うなDBの 拡 張 と修

正 を行 なって きた。

○既存DBへ のSET(ア クセス経路)の 追 加

○新規DBの 追 加

○既存DBへ のITEM(項 目)の 追 加

OPOPULATION(収 納 件 数)の 変更

○仮想 バ ッファの修正

、
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EDCの 設計

本 システム が稼 動す る以前 に,す でにB6700で は,購 買,管 理会計 とい う全社的 システム と,大

型車輌 の生産 に関 す る生産管理,部 品管理,材 料表 などの システ ムが稼 動 して おり,月 間400時 間

前 後の負荷 が かかって いた。 このよ うな環境 下で,い か に最小 の投 資で所期 のスルー プ ッ トを得 る

か,さ らに他 システムへの影響 を最小 限 に抑 えるか,に つ いてか な りの時 間を さいて検討 を加 えた

が,結 果 と して採 用 された方式 は次 の2っ で ある。

まず,オ ンライ ンは トラ ンザ クシ ョン ・オ リエ ンテ ッ ドであ るため,使 用 メモ リーの有効利用 を

十 分考慮 して,SWAPJOBの 採 用 を決 めた。SWAPJOBは,指 定 され た一定のSWAPMEM

ORYAREA内 で 数 多 くのプログラムがタイム ・ス ライ スによ り実 行 され る方式で あ る。

次 に,仮 想 バ ッフ ァの コン トロー ルを行 な うことを決 めた。仮想 バ ッフ ァは,LRU方 式(Least

RecentlyUsed)で コ ン トロー ル されるDMS-Hの プー ル ・バ ッフ ァ方式で あ る。

5-9_5図 車輌流通オンラインシステム概念図
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Aシ ステ ム開 発 の背景

海貨業界においては,従 来の諸制度 ・商慣習などに拘束 されることが多く,ま た情報流通 に関す

る業界も多岐にわたっており,し かも,ド キュメントに関 しては,コ ドキュメントに対 して多種類

のものもあり,事 務処理において非常に複雑であるというのが現状である。

現状の問題点 として

(a)本 船出港 までの限 られた時間内で必要な諸手続をすべて完了しなければならず,ま た本船 な

どの変更による情報の変更 ・追加が多い。

㈲ 使用する書類の種類が多 く,か つ特殊である。

(例えば,イ ンボイス ・船荷証券 などは,荷 主 ・船社ごとによって書類の様式が統 一されていな

い)

(c)海 貨業界独特の商慣習がある。

(d)書 類のほとんどが英文で あり,タ イプライターを使用 して作成 しているためタイプ時間がか

かりタイプミスも多い。また,一 字一句の誤 りも許 されず タイプ内容のチェック時間もぼ う大

である。

(e)デ ータの重複度が多い。

各書類ごとに重複する項 目を,そ の都度タイプ している。

(f)現 在,人 手 による人海戦術で対処 している。

以上の問題を解決するために,当 社は 「東芝海貨情報システム」 を海貨業㈱泰運商会の協力を得

て,開 発 し,1978年5月 に同社 に当システムを納入,実 稼動を開始 している。

B導 入 目的 と効 果

(a)目 的

(1)情 報入力の際,コ ー ド化できるものについては,で きるだけコー ド化 して,タ イプ入力桁数

を減 らす。

② 情報は一度入力するだけで最新情報を必要 なときに,そ の情報を何回で も使用することがで

きる。

(3)書 類 ・帳票は必要なときに随時コンピュータで発行で き,迅 速かっ正確である。
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(4)情 報 の入 力は,コ ンピュー タとオペ レー タとの対話形式で 行い,誰 にで も簡単 に操 作 がで き

る。

(5)荷 主,船 社 か らの各種 の問合せ に対 して,即 時回答(デ ィスプ レイ表示)が 可能 で ある。

⑥ 船積依頼 か ら貨物管理 を含 む船積完 了 までの一貫 した事務処理 をコンピュー タで実行す る海

貨情報 トー タル ・システムで ある。

・(b)効 果

(1)入 力項 目をコー ド化 す ることによ り,タ イプ桁数 が少 な くな り,タ イプ ・ミスの減少 になる。

② 情 報 は一度入 力す るだ けで よ く,情 報の重複 がない。

(労 力の減少)

(3)必 要 書類 ・帳票 の 自動発行 によ る事務の効率化

(4)情 報 入 力は コンピュー タとの対話 形式で行 うので,専 任の要員 が不要

(5)問 合 せ項 目に対 す る即時回答 に よる顧客サー ビスの向上

(6)海 貨 情報 トー タル ・システム による事 務処理 の標準化 ・合理化 ・省力化 ・迅速化 ・正確化

Cシ ステムの特長

(a)船 積 依頼 か ら貨物 管理 を含 む船積完 了 までの必要 な書類 をす べて コンピュー タで発行 で きる

海貨情報 トー タル ・シス テムであ る。

社内用S/1メ モ,入 庫 報 告 書,船 荷証券(B/L),本 船 動静表,ロ ーデ ィング ・リス ト,船 積完 了

報 告書,出 庫集計表,在 庫 表,貨 物搬 出入台帳 な どの必要書 類 ・帳票 はすべ て コ ンピュー タで作成

す る。

㈲ オ ンライ ン/イ ンライ ンによ るデー タ入出 力および問合せ が随時 にで きる。

デ ィスプ レイ端末 をデ ータ入 力部 門 に設置 して,コ ンピュー タ本体 と回線接 続 して いるので,い

っで も,ど こか らで もデ ータを入 力 した り,問 合せ が必要 なと きに行 え る。

(c)世 界 の どの船社の船荷証券(B/L)で も発行で きる。

各 船 社の船荷証券(B/L)を 様 式 により,一 定 のパ ター ンに分類 し,こ れ をコ ンピュー タに記憶

させ,ど の船社の船荷証券(B/L)で も要求 に応 じて,フ レー ト計算 も含 めて コ ンピュー タで 自動

発 行で きる。

(d)S/1・1青 報 と貨物 の入庫 情報 との 自動マ ッチ ングがで きる。

営 業 が入 力す るS/1情 報 と貨物 の入庫情 報 をコ ンピュー タで 自動的 に関連づ けを行 う。

(e)フ レ ー ト部分 を含 めた完全 な船荷証券(B/L)の 発 行 がで きる。

D海 貨情報 システム概念図
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Eシ ステム概要

海貨情報 システム概念図に基づいて説明すると 。

(a)荷 主から提出された輸出書類(信 用状,梱 包明細,銀 行認証用E/D,商 業用送状 など)を も

とにして,本 社営業では,コ ンピュータ入 力用紙に転記(S/1入 力用紙)し,S/1入 力用紙から入力

端末(デ ィスプレイ付)を 使用 して,S/1情 報の入力を行い,即 時にコンピュータ室のホス ト・マ シ

ンのラインプリンタにS/1メ モ(社 内用船積指示書)を 作成する。

従 って,営 業はS/1情 報入力後即時にS/1メ モを入手す ることがで きる。

(b)一 方,物 はS/1情 報 とは時期がずれて荷主から支店 に入庫 される。

支店では,物 の送状をもとにして,オ フライン端末で施検票を作成 し,同 時に紙テープに施検案

の情報 を出力す る。

紙テープは,一 時保管 しある程度まとまった時点で(現 在2回/日)支 店の入出力端末に入力し,

オンラインで本社ホス ト・コンピュータに入庫情報 を送信 し入庫報告書 を作成 し,本 社営業に提出

され本社営業では入庫情報 を即時 に把握することがで きる。

また,同 時にS/1情 報 と入庫情報をコンピュータで自動的 に関連づけが行われる。 なお,施 検票

は,検 定業者に提出され,施検案に対す るメジャー ・ウエイ ト(M/W)情 報が 検定業者から紙テー

プでフィー ド・バックされ,そ れを支店の入出力端末 に入 力して入庫情報に対するメジャー ・ウエ

イ ト(M/W)情 報が自動的 に関連づけられる。

(c)支 店 からの要求に応 じて,い つでも,支 店の入出力端末から本船動静表,ロ ーデ ィング ・リ

ス トが出力される。

支店では,本 船動静表をもとに船会社 と本船動静の問合せを行い,そ の結果を本船動静情報 とし

て支店の入力端末(デ ィスプレイ付)か ら入力して,オ ンラインでS/1情 報 との関連づけを行 う。

また,ロ ーデ ィング ・リス トをもとに船積作業が行 われ,そ の結果を船積情報 として,入 力端末

から入力 してオンラインでS/1情 報 との関連づけを行い,支 店からの要求に応 じて,い つでも入出

力端末から船積完了報告書 を出力することができる。

(d)税 関に対する手続,税 関からの許可情報 を支店の入力端末から入力 してオ ンラインでS/1情

報 との関連づけを行 う。

(e)支 店からの必要船荷証券(B/L)の 要求に応 じて即時 に船荷証券情報を支店の入出力端末に

紙テープで出力し,そ れをB/L発 行機に入力して船荷証券の作成を行 う(フ レー ト計算含む)。

(f)S/1情 報,入 庫情報,M/W情 報,本 船情報,通 関情報はすべて関連づけてあるので(デ ー タ

ベース構造)本 社および支店の入力端末を使用 して

(1)S/1別 入庫状況 一
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5-10-2図 通 信 制御 装置
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(2)S/1別 通 関 ・本船 ・船積状況

などの問合 せ が即時 にで き,い つ,ど こか らで も最新情報 が把握 で きる。

(g)月 次 処理 と して

本社 コンピュー タ室で 在庫 表,出 庫集計 表(船 積 したものの集計 表),搬 出 入台 帳(貨 物 の履 歴)・

請 求書,諸 統計表 などが作成 され る。

F機 器 構 成

5-10-2図 参 照 の こと。

G今 後 の 課 題

今回開発 した東芝海貨情報 システムは,海 貨業界内における機械化である。

しかし,現 状海貨業界は,本 来荷主側の業務である輸出書類の作成 を荷主側にかわって海貨業界

で荷主 ドキュメント(イ ンボイス,銀 行認証用E/Dな ど)を 作成 しているケースがほとんどである。

今後はこれらの荷主 ドキュメント・システムを開発 し,海 貨情報 システムと荷主 ドキュメントを

ドッキングし,よ り広範囲なシステムを構築することが必要 と考えられる。
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11東 京 外国 語 大学,ア ジア ・ア フ リカ言 語 文化 研 究所 のア

ジア ・アフ リカ言語情報処理 システム

Aは じ め に

アジア ・アフ リカ諸言 語の辞典 を編 成す ることは,当 研 究所 設立の 目的の一つ であ る。辞典 を作

成す るため には 多 くの資料,す なわち用例 の収 集 とその分析 が必要で あ るが,こ れの能率化 をはか

るため に,1978年1月 よ り,HITAC/M-150お よ びH-8191漢 字 プ リンタを導 入 した。 以下 に ,こ

の アジア ・アフ リカ言語情報処理 システムの概略 を紹介す る。

Bシ ステムの概要

(a)文 字 フ ォン トの作成

ア ジア ・アフ リカには固有 の文字 を使用 してい る言語 も少 な くない。 これ らの文字 をプ リン トす

るため には,ま ず 文字 フ ォン トを作成 しなければな らないが,現 在 では その作業 にデ ィジタイザを

利用 してお り,そ の手順 は次 の通 りで ある。

(1)文 字 の母 型 の作 成

多 くの場 合,研 究者 自 らが母型 をデザイ ン して い る。 大 きさは任意で あるが,大 体8cm四 方 の大

きさを標 準 と してい る。

(2)デ ィ ジタイザ のキー か らその文字 の属性(後 述)を 入 力,ひ きつづ き,母 型 を盤 面上の所定

の位置 にお き,ス タイ ラスペ ンで その上 をなぞ ることによ り盤面上の座標 を紙テ ープ上 に出 力させ

る。

(3)マ ス タテー プ作成

こ うしてで きた紙 テープ を入 力と し,文 字 フ ォン ト作成者 が任意 に与 え る縮 率(た だ し1/23が 標

準)に よ り,デ ィジタイザ盤 面の座標 を漢字 プ リンタ用文字 フ ォン トの ドッ トに変換 し,MTに 出

力す る。

ア ジア ・アフ リカ諸語 の文字 は,漢 字 とは異 なって,文 字 巾は勿論,上 下 の長 さも様 々であ る。

従 って これ ら全ての言語 の全 ての文字 につ いて,天 口をひとつ の単位 と して処理 しよ うとす ると,

各 単位 の縦横 の ドッ ト数 を非常 に大 き くと らね ばな らず,メ モ リが大 変不経済で あ る。こ れを避 け

るため に,現 在 の システ ムで は,40ド ッ ト×40ド ッ トを基本単位 とし,デ ィジ タイザ か ら入 力 され

た文字 パ ター ンは(作 成者 はひ とっ の単位 と して しか意識 して いないが)内 部的 には この基本単位

の組 み合 わせ と して定 義 されて いる。
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(4)次 に この文字 フ ォン トマス タテー プを入 力 と し,デ ィスク上 に文字パ ター ンフ ァイル と,文

字 の属 性 フ ァイル とを作成 して,文 字 フ ォン ト作 成の作業 は完 了す る。

文字 の属性 フ ァイル とは,① 文字 フ ォン ト作成者 が与 えた文字 の コー ド番号(こ の番 号で 文字 パ

ター ンを呼 び出す),② そ れ を構 成す る基 本 ユニ ッ トの個数,そ の番号 と相対関係位 置 ③ その文

字 が基本文字 で あるか,そ れ とも先行す る基 本文字 に従属 す る付加記号で あるかの別,④ 基 本文字

の場 合 には文字 巾,⑤ 付加記号の場合 には,先 行す る基本 文字の どこ(左 端,中 央,右 端)に,自

らの どの点 を合 わせ るか,な どの情報 か らなるフ ァイルで あ り,編 集 の際 にこれ らの情報 に基づ い

て文字 を文 に組 立 ててい くので ある。

(b)プ リ ン トのための デー タ変換

(1)デ ー タのパ ンチ

処理 すべ きデー タは,ロ ーマ字基調 とす る言語 は勿論,ハ ンブル(朝 鮮 文字)の よ うに入 力記 号

数 を少 な くす るこ とがで きる言語 はカー ド穿 孔機 による。入 力記 号数 が多いものは漢字入 力装 置 に

より紙 テープ に穿孔 す る。現在使用 中の漢字 入 力装置(JEMNEAC社)は ユ ーザ に定義 を任'された

白鍵部分 が220個 あ るので この部分 を使 用すれ ば,日 本 語 とアジア ・アフ リカ諸国 との 混在す るテ

キ ス ト(辞 書の原稿 の よ うに)が パ ンチで きて便利 では あるが,原 理的 には どの部 分 を使 用 してパ

ンチ して も構 わ ない。

(2)媒 体 変換

これ らパ ンチデ ー タはMTに 媒 体変換 を した上 で最基本 資料 として保 存 される。 この時 に,種 々

のルーチ ンによ り,文 番号 の欠落や紙 テープのバ イ ト落 ちなどのチ ェックと修正 が行 なわれ る。

(3)パ ター ンコー ドへの変換

入 力 をカー ドによ るもの は(原 則 と して)一 文字 が1バ イ トで,紙 テープによ るもの は一 文字 が

2バ イ トで表現 されて いるので,こ れ を文字 フ ォン ト作 成の時 に与 えた文字 パ ター ン番号 にコー ド

交換 す る。

この交換表 は変更 が容 易な よ うになって い る。先 に述べ たよ うに,漢 字入 力装置 の白鍵 部分 を使

用 して各種 の言語 をパ ンチ して いるので あ るから,同 一鍵 が種 々の異 なる文字 を表 わす こ とに なる

ので,言 語毎 に別の 変換 表 を使用 しなければ ならないか らで ある。 また同一言語 で も盤面上 の文字

配列 は,そ の言語 を解 す る人 とそ うで ない人 とで は,別 なもの にす る方 が能率的 なこと もあり得 る

か らで'ある。

(4)編 集

入 力記号 と出 力文字 とが一 対一 に対応 してい る場 合 には,こ れ まで に述べ たプロセス によってで

きた文字 パ ター ンコー ド列 を,編 集 プログ ラム を使 って希望 の編集,即 ち,用 紙 サイズ,用 紙 の縦

横の別,印 刷の型(普 通,対 記,二 段組),行 間,行 の印刷位 置,頁 番号の初期値,等 々を行 なった

]
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後 に漢 字 プリ ンタに入 力す れば所望 のプ リン トが手 に入 る。

(5)パ ター ンコー ドの選 択

しか し,入 力記号 と出力文字 とが一対一 に対応 して い ることは稀で ある
。イ ン ド系 の文字で は,

二 重子音 を表 わす特別 な文字 を有す る場 合 が多い が
,こ れ らをパ ンチの際にそれぞれ別なもの として入

力す ることは甚 だ煩 雑で あ り,二 個 の子 音 と して入 力 し,プ リン トの際 にひ とつ の文字 を出 力す る

よ うにす る方 が良い。ベ トナム語 のよ うにローマ字 を基調 とす る言語 で も
,㌃,二,㌃,o',u'の

よ うに変形 されて い る文字 にっ いては,二 つ の記号 にわけて入 力す る方 が便 利で あ る(そ うしない

と鍵 が不足 す ることがあ る)。またハ ンブルの場 合 ,同 一子音 を表 わす文字 が,そ の音の音節 内の位

置 とか,後 続す る母 音の種類 などによ り
,,微 妙 に形 を変 える。 これ らを入 力の際 に区別 す るのは得

策では な く,全 て同一記号で入 力 し,プ リン トの際 にその文字 の前後 の コ ンテキス トか ら最 も適 当

なパ ター ンコー ドに変換 してや る方がず っと賢明 であ る。

この文字 パ ター ンコー ド選択の ためのプロ グラムは,

al,a2,a・,・ ・・…am==b,,b2 ,bn

の よ うなパ ター ンコー ドか らなる等式群 をパ ラメー タと してカー ドで与 え
,テ キス ト中 に在辺 に一

致す るコー ド列 があれ ば,そ れ全体 を右辺の コー ド列 にお きかえる機 能 をもって い る
。(これ は大変

便 利 な方法で,言 語 毎 にこの 規 則 群 をと りか えることによ り
,ど ん な言語の プ リン トも可能 にな

るばか りで なく,別 の応 用 と して,た とえば タイ語の場合 ,タ イ文字で与 えられ たテキス トを自動

的 に音 声記号 に書 きかえ ることに成功 してお』り,現 在 ,「タイ文字 の読み方」 につ いて のCAIの テ ス

トが行 なわれてい る。)

(c)デ ー タの校正

以上 の手続 きによ りテキス トがプ リン トアウ トされるので ,こ れを読 んで ミスパ ンチのチ ェ ック

をす る。 実際 の修 正作業 は,文 の修正すべ き個 所 をグラフ ィックデ ィス プ レ上 に固有の文字 を使
っ

てデ ィスプ レ し,あ らか じめ アイテムパ ネルに定義 して おいた文字 を使 って 変更
,挿 入,削 除 を行

な う。

(d)索 引 作成

(1)索 引 作成の ための コー ド変換

た とえばイ ン ド系 の文字で は,ひ とつ の母音記号 がい くっ かの部分 にわ けられて入 力 され た り
,

あ るいは子音 の前 にパ ンチ され た りする。 これ らの点 を考慮 に入 れて辞書順 に配列す るために必要

なコー ド変換 をしな くては ならない。 プログ ラムは プリ ン トのための コー ド選択 の もの と同 じであ

る。

(2)付 加 記号の処理

辞書順 に配列す る時 に特 別 な処理 を必要 とす る付加記号 の処理 をす る。
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デ ィジタイザ

マ ス タ

ア ー ブ

5-11-1図 ア ジア ・ア フ リカ言語 情 報処 理 流 れ 図

デ ー タ デ ー タ

校 正 用
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(3)索 引 作成

入 力 された デー タ中 に現 れる全 ての語 句 にっ いて索 引 を作成す る。 言語 によっては,検 索 す る語

の後 に どの よ うな語 が現 れ るかを知 りたい場 合(前 置 詞 など)と ,前 に来 る語 が きちん と整理 され

そいる方が望 ま しい場合(後 置詞 な ど)が あ り,こ の 両方の型の索引 が作 成で きる。 なお,単 語 だ

けで な く,句(英 語で い えばinfrontof等)で で も検 索 で きる よ うにな って いる ことは勿論で あ

る。

(e)検 索

検索 したい語 又 は句 を紙 テー プ又 はカー ドにパ ンチ して入 力すれば,こ れ を含む全 ての文 が一時

的 にデ ィスクに出 力されるので,こ れ に希望 の編集 を加 えて漢 字プ リ ンタに出力す ればよい。
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12高 輪 プ リンス ホ テル の レス トラ ン情報処理 システム

Aは じ め に

ホテル産業にコンピュータが導入 されはじめたのは,1971年 の末頃からで宿泊会計部門のシステ

ム化 から行 なわれた。

その後 コンピュータ ・システムの性能 が向上されるとともに予約業務 ・問合せ業務等,宿 泊 に関

するシステム化は急速 に進展 した。.

一方 ,ホ テルの売上比率では,宿 泊部門と肩を並べ重要な位置を占める飲食部門の システム化は,

操作性,機 能性において,汎 用入出力装置では補 えない特殊要素を含むため,宿 泊部門のシステム

化に比較 し,一 歩遅 れていた。

ところが,ホ テルの飲食産業を取 り巻 く環境は,国 民所得の向上,マ スコミの発達 により,利 用

者層が増加 した反面,供 給側である飲食産業も増えたため,市 場 を正確 に把握 ・分析することは,

従来の職人の勘だけでは困難になってきた。

そこで会計時点で同時に利用メニュー,数 量等の単品別の売上データを収集 し,科 目別売上報告

書,原 価率表,営 業状況等の売上分析が日次に行なわれるシステムについて検討を重ね,従 来のレ

ス トラン用POSの 欠点を補ったレス トラン情報処理 システムを開発 した。

Bシ ス テ ム 概 要

レス トラン情 報処理 システ ムは,会 計 業務 を行 な うと同 時に単 品別,取 引別 に売上 デー タを収集

す るため に,従 来の レジス タに比較 し,ど うして も操作 ステ ップが増 える。 この操作時間 を レス ト

ラ ン利 用者 に振 り替 えたので は,サ ー ビス低下 を招 くこ とになるた め,本 システムでは,レ ス トラ

ンの運営 形態 に合 わせて,5-12-1図 に示す よ うな3種 の運 用方式 を用意 してい る。

入 出 力分離方式 は,専 任 キ ャ ッシャーを廃止 し,し か も会計時間 の短縮 をは かる レス トランに採

用 し,注 文 デー タ入 力作業 と会計 デー タ入 力作業 を分離 して いる。

入出 力兼 用方式 は,ど うして も専任 キ ャッシャー を廃 止で きない レス トラ ンに採用 し,会 計時点

に注文 内容 を入 力 し,会 計業務 を行 なう。

事後一 括入 力方式 は,会 計頻度 の少 ない レス トラ ンに採 用 し,会 計 は手作業 で行 ない,レ ス トラ

ン閉店後 に売上明細 を入 力す るよ うに して いる。

この よ うに して収 集 された売上デ ータは,以 下 のよ うな報告書 と して出 力される。
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(1)レ ス トラ ン取 引科 目別売上 報告書'

レス トラ ン別 の売上金額 を現金 売上,宿 泊売掛,ク レジッ トカー ド売上等 の取 引科 目別 に分析す

る。

(2)レ ス トラン売上科 目別 報告書

レス トラン別 の売上金 額 をフー ド売上,ド リンク売上,サ ービス料売 上等 に分析 す る。

(3)標 準 原価 率表

レス トラン別 にフー ド,ド リ ンク,ト ー タルの原価率 を分析 する。

④ 予算状 況報告 書

レス トラ ン別 に毎 日の売上,累 積売上 と目標売上,予 算売上 を対 比 し,そ の達 成率 を算 出す る。

(5)営 業 状況報 告書

レス トラ ン別 に時 間帯(朝 ・昼 ・夕 ・夜)別 の 来館 人員 とフー ド,ド リンク,サ ー ビス料の売上

と客単 価 を算 出す る。

(6)メ ニ ュー別売上報 告書

レス トラン別 に各 メニ ューの時間帯別 出車数 と全 メニ ューに対す る売 上比率 を算 出す る。

Cシ ス テ ム の 特 長

レス トラン情報処理 システムは,従 来 か ら行 なわれてい るPOSシ ス テムの延 長線上 にあ ると考

えら れる。POSシ ス テ ムは,流 通産業で早 くか ら取 り入 れ られて いるが,レ ス トラン用のPOS

は,流 通産業 のそ れに比べ て,2～3の 付加機能 が必要で あ り,そ の分操作 を複雑 に してい る。

高輪 プ リンスホ テルにおけ るレス トラン情 報 システ ムは,操 作性,機 能 性 を向上 させ,次 の よ う

な特長 を持 たせて いる。

(a)入 出 力分離方式

注文 デー タ入 力作業 と会計 デー タ入 力作業 を分離 し,会 計時 点でお客 を待 たせ ないよ うに してい

る。 また,注 文 デー タ入 力 と同時 に注文伝票 を発行 するため,注 文指示 と会計 業務の両 方 を計算機

が管理 す るこ とがで き,製 造部 門 と販売部 門の売 上が一 致で きるよ うにな って いる。

(b)仮 会 計処理

合計金額 に対す る支 払方法(現 金払 い,宿 泊売掛,ク レジ ッ トカー ド払 い等)が 決定す る前 に,

飲 食内容 の明細書 を発 行す ることがで きるため,お 客 は内容 を確認 した上で支 払方法 を決定 するこ

とがで きる。

(c)ク ー ポ ンの オーバ ー&ア ンダーチ ャージ処理

クーポ ン券 支払 いの場合 は,通 常注文時点で提示 す ることになって いるが,会 計時 点で クーポ ン

券 が提示 された場合の オーバーチ ャー ジ,ア ンダーチ ャー ジの処理 も考慮 されてい る。
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(d)メ ニ ュー印字 と登 録

メニ ューを実用上 ほぼ無制限(5,000～6 ,000種)に 登録す ることがで き,ま た注 文伝票,会 計伝

票 には,メ ニ ュー名 を印字す るこ とがで きる。

(e)電 磁 タブ レッ ト入 力

多品 目の データを入 力す る方法 として,電 磁 タブ レッ トを採 用す るこ とによ り,メ ニ ュー改正時

にバー コー ド等の特殊 印刷 を必要 とす ることな く,計 算機 にメニ ュー登録 す るだ けで可能 になる。

(電磁 タブレ ッ トには,便 宜 上 メニ ュー名 を手書 きにす る。)

Dハ ー ドウエア構 成

システムの機器構成(5-12-2図)の 特 長 とその狙 い を以下 に記述す る6

(a)集 中処理 による システム コス トダウ ン

従来 のPOS端 末 は,イ ンテ リジェ ン ト端末 で あ り,分 散処理 の形態 を採 ってい るが,POS端
《

末の機能 を従来 以上 に向上 させ ると端末の コス トがかさむため,本 システ ムで は端末 の イ ンテ リジ

ェ ンスをほ とん ど削除 し,CPUに 集 中処理 させ ることによ り,シ ステムの機能 を向上 させ なが ら,

コス トダウ ンを狙 って いる。

(b)CPUの 二 重 化

集中処理 を採用 した ことによ り,分 散処理 に比較 しCPUダ ウ ンがシステム ダウ ンを招 くことに

な るため,CPUを 二 重 化 して いる。

通 常CPU#1に お いて全 レス トランの入 力端末,出 力端末 の コン トロール を行 ない,CPU#

2は,前 日の売上 デー タの分析 を行 なってい る。

CPU#1ダ ウ ン時 には,バ ス切換装置 をCPU#2に 切 替 えることによ り,シ ステムが続行 で

きる。

デ ィス ク装置 ダウ ン時 には,CPUだ け で会計 に必要 な演算処理 を行 な う。

(c)レ ス トラン用入 力端末,出 力端末

入 力端末,出 力端末の 外観 図 を5-12-3図,5-12-4図 に示す。

概 略仕様 は,次 の よ うになる。

(1)入 力端末

① 電磁 タブ レッ ト

固定項 目 最大60種

ブ ック項 目 最大1,200種

入 力文字 エ リア12㎜ ×24㎜

② 数字 表示 器
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5-12-1図 ハ ー ドウ エア 構成
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端末前面

端末上面

③ ジャーナル

印字速度 .

印字桁数

(2)出 力端末

① 印字速度

② 印字桁数

③ 文字種

8桁

、8桁

プ リンタ

約29字/秒

16文 字/桁

140字/秒

40字/桁

128種

5-12-3図 入 力端末 外 観 図
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13㈱ 日本旅行の総合予約システム

Aシ ステム開発の背景

当社 は1972年 以 来,旅 館,ホ テ ル等の宿泊予約 を主体 とす るオ ンライ ンシステム を開発,運 用 し

て きたが,1975年11月 に レベ ルア ップを行 なってQR-ll(QuickResponse-ll)と し現 在 に至

って い る。

QR-llは 現 在宿泊予 約 をは じめ,当 社 のパ ッケ ージ旅行 商品で ある 「赤 い風船」 や 「マ ッハ」

の予約,私 鉄,バ スあ るいは航空3社(日 本航 空 ・全 日空 ・東亜 国内航空)の 座 席予約 な ど多様 な

予約業務 にかかせない有力 な手段 として活用 されて いるが,本 来 予約 システム と して開発 されたも

の でその機能 にはおのず から限界 があ る。

旅行 代理店の行 なって いる業務 を考 える場合,予 約 が第一 の問題で あるこ とは間違 いないが,予

約 した結果 を商 品 と して お客様 にお渡 しす るた めには,各 種 の乗車券 あるいは クーポ ン券 を発券 す

るこ とが必要 で あ り,現 在 この業務 は国鉄券等の一部 を除いてすべ て手作業 で行 なわれてい る。

さらにその後 処理 と しては,こ の販 売高 を管理 しさらに きわめて 多数 の契約機 関 との間で,売 上

げの清算 をす るといった業務 が続 いて行 なわれてい る。

この よ うに予約業務 だけでは旅 行代理店 の業務 の一部 に しか過 ぎない。

一方最近 の傾向 として余暇 時間 が増大 してお り旅 行需要は堅調 であ るが
,こ の よ うに手作業 に頼

る部 分 が大 きいため,販 売体制の強化 あ るいは顧 客サー ビスの 向上 に対 して も即応 で きな くなって

きてい る。

そこで これ らの業務 をで きるだけ一貫 した形 で システムに吸収 し,後 方業務 の処理 体制 を強化 し

よ うとす る意図 で,QR－ 皿 システムの開発 が計画 された。

もちろんこれ らの業務 は きわめて複雑 であ り,多 岐 多様 にわた っているので,本 システム も1979

年10月 を第1次 システムの使 用開始 として,逐 次段 階的に拡張 し構 築 してい くことと してい る。な

お,本 システ ムの構築 は(株)日 本旅行,(株)日 本 トラフ ィック ・コ ンピュー タ ・セ ンター が開発 を

行 なってお り,日 本ユ ニパ ック(株),日 本 電 気(株)の 協 力 を得 ている。

Bシ ステムの概要

以上 のね らいを満足 させ るため,本 システ ムは 一貫 した デー タの流 れの下 に構 築 され ているが,

強 いて大別す れば顧 客 シス テム,予 約,発 券 システム,会 計 システ ム,統 計 システ ムの4つ か ら
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なる。業務体系は5-13-1図 に示す。

(a)顧 客システム

本システムの中心をなすもので,顧 客情報ファイルにすべての顧客ごとの登録情報を持 ち,他 シ

ステムとの有機的な関連の下に各種の業務 を処理 していくこととしている。主な機能としては

(1)顧 客の登録,照 会等

顧客からの申込により氏名,人 数,電 話番号等の共通情報,行 程ごとの予約内容を入力し,フ ァ

イルに登録 したのち顧客番号を回答する。これにより以後の予約,発 券等の進行を管理する。

(2)予 約待,取 消待および他社への自動送信等

国鉄,航 空等発売日がきまっているものについては,あ らかじめ予約待を指定 して入力すれば先

着順 に登録 し,発 売日に該当システムへ送信 し予約を行 なう。

(b)予 約,発 券システム

顧客システムとの連携の下 に予約,発 券処理を行なう。主 な機能 としては

(1)予 約および予約管理

端末発信またはシステムからの自動発信により,シ ステム内の在庫を引き落すか,ま たは結合 を

通 じて他社システムへ予約を行ない,そ の予約内容を予約ファイルで管理するとともに顧客ファイ

ルへ情報を登録す る。

(2)発 券および発券管理

端末からの要求に応 じて,予 約内容を発券情報に編集 し端末の発券機 に出力する。また発券督促,

強制発券等の発券管理 を行なう。

(c)会 計システム

顧客システム との連携の下 に販売代金の管理を行 なうもので,販 売金額,未 収入金,仮 受金等 を

管理す るとともに,営 業所別,券 種別の会計情報を記録する。

また将来は一般的 な会計管理まで発展させ る予定である。

(d)統 計システム

システムを流れる各種の情報をもとに,清 算,審 査のための各種帳票,営 業統計等 を作成する。

C他 社システムとの結合

本 システムの機能 を有効に活用す るため,従 来 から実施 している航空3社 とのシステム結合に加

えて,新 たに国鉄マルスシステムとの結合を行な う。また今後京阪バス,関 西汽船 システム等 との

結合 も予定 している。
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Dハ ー ドウエ アの構 成

大量 デー タの処理 を可能 に し,ま た,全 体 の処 理能 力向上 の た め個 々の機器 の持つ能 力 を十分 に

活 用で きるよ う考慮す る必要 があ る。 この意味 か ら 「フロ ン ト・エ ン ド方式」 を採用 しその構 成 は

5-13-2図 に示 す。

(a)フ ロ ン ト・システ ム

フロ ン ト ・マ シンの役割は,通 信 回線,端 末装置,TLC(テ レ ックス回線制 御装置)の 制御,

他 社 システム との接続 等,主 と して通信 制御関係 を受 け持 ち,ホ ス ト・マ シ ンか ら通信 制御 にかけ

る負担 を軽減 させ るとともにソフ トウエ ア開発へ の対応 を容易 にす る。

(b)ホ ス ト・システム

ホ ス ト・マ シ ンの役割 は,仕 入在庫 の管 理,予 約 前/予 約後 の デー タ管理,発 券管理,会 計管理 ,

お よびこれ に伴 うデー タ処理等,フ ァイ ル処理 を伴 うすべての処理 を行 な う。 また,障 害対策 およ

び全体 の処理 能 力(ピ ーク時 リアル処 理,通 常時の リアル,バ ッチ,デ マ ン ドの併行処理)を 考 慮

して,マ ルチ プロセ ッサ ーを採 用 してい る。

b
Eソ フ トウ エ ア の 構 成

全ての プログ ラムはEXEC/TIP(TRANSACTIONJNTERFACEPACKAGE)の 下 で稼 動

し,大 部分の業 務処理 プログラムは,TPS(rRANSACTIONPROCESSINGSEGMENT)の

形 で組 まれ,ホ ス ト・システム に登録 されてお り,端 末か ら業務(デ ータ)が 入 力 され るとCMS

(COMMUNICATIONMANAGEMENTSYSTEM－ 当 システムではフ ロン ト・システムの制

御)を 経 由 してその業務 に対応 したTPSが ス ケ ジュール され,.そ の 処理 が実行 される。

TIPで は リアルタイム処理 とバ ッチお よびデマ ン ド処理 との併行処理 が可 能であ るため,設 計時

に システム全体のバ ラ ンスを考慮 して各処理 が必要 とす るハ ー ドウエア上 の容量,ソ フ トウエア上

の 容量,処 理 プログラムを最大何個併行処理 させ るか,等 シス テム ・パ ラメー タとして設定 して い る。

またホス ト ・システ ムにおけ るすべての処理 プログ ラム は一つ の独立 した ランと して実行 され,

保 護 モー ドの下で動 かされる。 タイム処理で はTPS単 位 で処 理 されるた め,リ アル処理 プログ ラ

ムの異常 によって他 の処 理 プログラムを壊 す こ とは ない。なお ,こ れ らプログ ラムは,ア セ ンブ リ

言語 とコボル言語の2種 類 を使用 して構 築 されて いる。 リアルタイム処理 プロ グラム群のモ ジュー

ル構成 を5-13-3図 に示 す。

k
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5-13-3図 プ ロ グラ ム ・モ ジ ュール構 成
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ま た,予 想 入 出 力 デ ー タ 量 お よ びCPU処 理 デ ー タ量 を お の お の5-13-1表,5-13-2表 に

示 す 。

5-13-1表 端 末 別 人出 力 デ ー タ量(56年 ピー ク 月/ピ ー ク 日)

項番
'端 末 種 別

端 末 入 力 端 末 出 力

1 NT7200,TELEX 12,350 17,100

2 NT7900 182,650 347,400

3 合 計 195,000 366,000

5-13-2表CPU処 理 デ ー タ量(56年 ピー ク 月/ピ ー ク日)

項番 項 目 フ ロ ン ト コ ン ピ ュ ー タ ホ ズ トコ ン ピ ュ ー タ

1 ト ラ フ ィ ッ ク(件/日) 1,176,000 391,500

2 平 均(件/秒) 40.8 13.6

3 ピ ー ク(件/秒) 58.8 19.6
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14気 象庁の静止気象衛星データ処理 システム

Aは じ め に

静止気象衛星"ひ まわ り"は,可 視赤外走査放射 計(VISSR)で 可 視領域(波 長0.5-0.75ミ ク

ロン)と 赤外容領域(10.5-12.5ミ クロ ン)の 地 球面画像取得 を行 な うほか,そ の取得画像デ ー タ

から作成 したFAX画 像 の放送中継や,船 舶,海 洋 ブイ,航 空機等 が観測 した気象デー タの中継 を

行 な う。 また太 陽 か らやって くるプロ トン等のエ ネルギー粒子 の測 定 を宇宙環境 モニ タ装置(SE

M)に よ り行 なってい る。

このよ うな衛 星 を利 用す るため に,気 象衛星 セ ンターのデー タ処理 システムは次の機能 を有 して

いる。

(1)衛 星 の内部状態,姿 勢等 を知 るためのテ レメ トリー情 報の監視 と処理 を行 な う(テ レメ トリ

ー処理)
。

② 衛 星 を諸種 に働 かせ るに必要 な命令 を作成 し,送 出す る(コ マ ン ド送出)。

(3)衛 星 か ら送 られて くる地球 画像の デー タ処理 と編集 を リアル タイム に行 ない,定 刻 にフ ァッ

クス信 号 と して送 出す る(画 像1次 処理)。

(4)画 像 データか ら気象情報 を抽出す るための画像処理 を行 な う(画 像2次 処理)。

(5)船 舶 や海洋 ブイ,航 空機 等で観測 した データを収集 す る(デ ー タ収 集)。

(6)テ レメ トリー情 報の一部 と して送 られて くる宇宙環境モ ニ タデー タを抽 出処理 す る(SEM

デ ー タ処 理)。

(7)画 像 デー タを処 理す るため には衛 星の位置 を正確 に知 る必要が あるので,電 波 による3点 測

量 を鳩 山地球局,衛 星,石 垣,シ ドニー郊外の 間で1日4回 行 ない,衛 星軌道 を求 め,翌 日の地球

画像取得予定時刻 におけ る衛 星の位置 を正 確 に予測 す る(軌 道 デー タ処理)。

(8)画 像 デー タを処理す るに必要 な衛 星の姿 勢デー タ処理 を行 ない,翌 日の地球 画像取得予定時

刻 におけ る姿 勢予測 を行 な う(姿 勢 デー タ処理)。

Bハ ー ドウ ェアの構 成

衛星で観測 されたVISSR画 像データを入 力してFAX画 像データを作成 し配信する作業は迅速 を

要 し,人 の判断を必要 とする部分 がないのでオンライン ・リアルタイム処理 を行なう。データ収集

も数多 くの通報局で観測 したデータを定時 自動通報により,あ るいは呼出しに応 じて自動応答 し通
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報 ず るもの を収集 す るシステ ム を採 ってい るので,オ ンライ ン ・リアルタイム処理 を行 な う。

VISSR観 測 やFAX配 信,デ ー タ収集等 に衛 星 を使 うため には各 種の指令 を衛星 に送 る必要 が あ

り,そ の コマ ン ドデー タの作 成,管 理 を行 な うほ かテ レメ トリデー タの解析 にぱ る衛星状 態の診 断
,

監 視 をオンライン ・リアル タイ ム処理 で行 な う。

他方 にお』いて,画 像2次 処理 はVISSR画 像 デー タを特殊処理す るこ とによ り風ベ ク トルや海面

水温,雲 頂 高度,雲 量分布 などの気象情 報 を抽出 す るもので あり,画 像処理 の過程 で人間 によ るパ

ター ン認識 や判断 を加 えられるよ うにオフ ライ ンとし,バ ッチ処理 の過程で人 間 と計算機の会話 が

で きるよ うな特殊 な周辺 装置 を置 く。 また衛 星の軌道決定 と姿 勢決 定 において も
,解 を収 束 させ る

条件設定の ために人 間 と計算 機 との会話 を行 な う。

(・)本 体 系装置

上 記の よ うな処理 形態 の多様 性 か ら,5-14-1図 の 如 くオ ンライ ン系 とバ ッチ系計算機 システ

ム がそれぞれ2組 設置 されて いる。 また,処 理 作業 の重 要性 か ら,オ ンライ ン系 システムの障害時

や メンテナ ンス作 業時 にはバ ッチ系 システ ムが代替 システム となり うるよ うにデュー プレックス ・

システ ムを構成 してい る。

両 システ ム間の デー タ授 受は,い ず れの システ ムか らもアクセ スで きる共 用デ ィス クパ ック装置

を介 して常時行 なえるよ うに なってい る。障害対 策等のた めの両系 システムの切 替 えは集 中監 視切

替装 置(SUP)に よ って行 な うことがで きる。

(b)オ ン ライ ン系 システ ムの周辺 装置

画像データの入出ヵは特別設計の高速通信制御装置(HCCU)で 制御 し,他 のデータ入出力は汎

用の 中 ・低速通信制御装置(CCU)で 制 御 して お り,各 回線 の状態 は各 通信制御装置 と接続 した

回線 表示装置でモ ニタで きる。

この他,衛 星の運用 を管 制す るGMSコ ンソール(GOC)
,衛 星 を含 む システ ム全体の状 態 を示

すGMSS状 態 表示装置(GMP),お よ びデ ータ処理 システ ムの運用 を管理 す るための スケ ジュー ル

コンソール(SDC)な ど が整備 されてい る。

(c)バ ッチ系 システムの周辺装置

人間 と計算機の会話 により画像 デー タの解析 処理 が行 なえるようにカラーとモ ノクロ表示の画像

処理 コ ンソー ル(IPS),汎 用 グ ラフ ィック ・デ ィスプ レイ(GD) ,キ ャ ラクタ ・ディスプ レイ(C

D)等 が ある他 オ フライ ン機 器 と して 自動作画機 が設置 されてい る。

Cソ フ トウ ェア構 成

天気を予報 し警戒監視する気象業務は24時 間続けられるものであり,そ れに情報 を提供す る気象

衛星業務も24時間連続 したものである。効率よく多量のデータ処理 を行ない,し かも実時刻でスケ
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ジュール管理 を行 な うた め,オ ンライ ン系 計算機 シス テムはオペ レーテ ィング ・シス テム(OS)

と してモ ニ タvllを 用 い,そ の配下で作動 ず る運用 スケジ ュー ラ(OSM)が 次 の よ うな管理 を行

○
なっている。

(1)運 用 スケ ジュールの登録 おLよび変更。

(2)登 録 されたプロセ スの定義 にもとつ いた業 務の実行 と監視。

(3)資 源 の監視 と,障 害 に応 じた資源切 替 えの実施。

(4)オ ン ライ ン,バ ッチ両系間の デー タ授受の管理(共 用デ ィス クパ ック使用権の管理)。

5_14-2図 に示 す ごと く,運 用スケ ジューラの管理 の も とに入 力デー タの種類 に応 じたデー'タ

集配 信処理,画 像一 次処理,衛 星運 用管制系 デー タ処理,通 報局 デー タ処理 等が実行 され るよ うに

構 成 されて いる。

参 考 文 献

渡辺,角,山 本 二静止気 象衛星 デー タ処理 シズテ ムの概要,FACOMジ ャーナル,第4巻6号,

1978.

5-14-1図 デ ー タ処 理 シス テ ムの ハ ー ドウエ ア構 成の 概念 図
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5-14-2図 データ処理システムソフトウエア構成図の概要
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15医 療情 報 システ ム開発 セ ンター における和 歌山県臨

床検査情報 システ ム

Aは じ め に

現在の医学 ・医療技術の進歩は極めて急速であり,医 療の形態 としては専門分野 が著 しい。それ

らの進歩は主として大学,あ るいは専門化 した医療施設で著 しい。

一方
,高 年齢者層の増加に伴ない,疾 病構造は成人病化 し,単 純な予防活動,治 療のほか,個 人の

包括的なケア(care)の 必要が高まりつつある。すなわち,医 療は,地 域あるいは職業集団に対す

る包括医療`comprehensivehealthcare)を 提供する部分 と専門化 した高度な医療サービスを提供

する部分の2方 向に分極化 しつつある。

和歌山県臨床検査情報システムは,こ の ような背景 と和歌山県の地域医療システム化計画に基づ

き,和 歌山市医師会病院内に設置された臨床検査セ ンターにおいて,和 歌山市,海 南市,海 草郡お』

よび,那 賀郡の約400の 地域医療機関 を対象として,臨 床検査の自動化,医 療技術 ・医療情報の供

給などの地域医療 に必要な,幅 広い地域保健活動 を実施 ・促進するための医療情報 システムで ある。

Bシ ス テム の概 要

(a)シ ステムの目的

本 システムは,和 歌山県における包括的な地域医療システムの開発を最終的な目的としている。

その第一段階として,臨 床検査ならびに医療技術情報の供給を目標に置 き,以 下の事項を主 な目的

としている。

(1)臨 床検査から見た医療の質の向上

センタが臨床病理学的情報 ・知識の普及 に努めることにより,臨 床検査の適正化 という点で医療

の質の向上を図る。

(2)医 療施設問の連携の強化

県立和歌山医大に設置 された端末による研究業務 などを通 じて,1次,2次,3次 医療施設問の

機能的な連携 を強化する。

(3)地 域住民に対す るヘルスケアの連続性,統 合性および包括性の向上

本システムが,統 合 された医療 システムの入口となり包括的なケアシステムへ と歩み出 し,連 続

性のある地域住民への医療サービスを提供する。

(4)臨 床検査の効率の向上
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臨 床 検査室の地域 的拡 張 と,シ ステム化 による大量処理,省 力化,処 理速度 の向上 を図 る。

(b)シ ス テ ムの設計方針

システムの 目的 を達成 す るため に,下 記 の方針で設計 を行 なった。

(1)業 務処 理 プログ ラムは,す べてMUMPS-50(医 用 デー タベース言語)に よ り作 成 し,シ ス

テムに柔軟性 を持 たせ る。

② デ ィスプ レイ装置 によ る会話形 式 を採用 し,デ ー タ入 力の簡便化 を図 る。

③ ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウェア共 に拡 張性 を考慮す る。

(c)シ ス テムの概要

本 システ ムは,臨 床検査 の 内の検体検査 を対象 とし,セ ンタに設置 したコ ンピュー タによ り,検

査依頼受付処理 か ら検査 報告書 の作成 まで の一 連の処理 を行 な う。

業務処理 の流 れの概 要 を・5-15-1図 に示す 。

ノ

5-15-1図 業 務 処理 の 流 れ
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本システムでは主 な業務 として次のものを扱 う。

① 検査依頼受付業務

② 検査結果入力業務

③ 検査報告書作成業務

④ 結果検索業務

⑤ 精度管理業務

⑥ 統計 ・会計業務

⑦ 研究業務

また,シ ステム構成図を5-15-2図 に示す。

`

5-15-2図 シス テ ム構 成
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C業 務処理の概要1

本 システムの業務処理 プロ グラムは,医 用 デー タベー ス言語MUMPS-50に よ り作成 されて い る。

この言語 は,勘 医療情報 システム開発 セ ンターにおいて,わ が国 におけ る医療情報 システム構 築用

の標準的 な医 用デー タベ ース言語 と して まとめ られた言語仕 様(JAMPS)に 基 づい た言語 で
,標

準MUMPS(MassachusettsGeneralHospitalUtiltiyMulti-ProgrammingSystem)を 日

本向 けに改良 し,機 能 を拡 充 した もので あ る。

本 システ ムにお』ける業務処理 を機 能別 に大別 す ると次 のよ うになる。

(a)検 査 依頼受付

本 システムで は検査依頼 書 と して,マ ー クカー ドを使用 してい る。 この カー ドは4種 類 あ るが,

その うち,3種 類 をコ ンピュー タ入 力 に使用す る。マー クカー ドの例 を5-15-3図 に示 す。

5-15-3図 マ ー ク カ ー ド例
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検査室受付で は,集 配 員 が集 めて きた検査 依頼 カー ドと検体 との照合およ びチ ェ ック を行 なう。

(b)受 付 入 力

受付入 力は,マ ー クカー ドリー ダによ る入 力とデ ィス プ レイを使 って入 力す る方法 の二通 りがあ

る。

(c)仕 分 表出 力

検査依頼入 力が終 わ ると,4種 類 の仕 分表 を出 力す る。

検査員 はこの仕 分表 に従 って検体 の仕 分 け作業 を行 な う。この表には,一 つの検体で複数 検査 セ ク

シ ョン(例 えば,生 化学 と肝機 能)に またが って依頼 が あった場 合合併情 報 と して相手 方の検体 番

号(検 体番号 は,各 検 査セ クシ ョン毎 にコ ンピュー タによ り付与 され る番号の こと)を 表示 して,

仕 分 け作業 の便宜 を図 ってい る。

(d)ワ ー クシー ト出 力

ワーク シー トは,検 査項 目毎 に出 力 され る。 ただ し,自 動分析 装置の検 査項 目の よ うに,対 にな

って検査 され る項 目に対 しては,同 一 ワー クシー トとして出 力され る。

(e)検 査 結 果入 力

(1)オ ン ライン結果入 力

本 システムでは,SMA(6cH),コ ー ル タカウ ンタモデルS,H701(×2)の4種 類 の分析装 置

の分析結果 が,自 動的 にコ ンピュー タに取 り込 まれ る。入 力操作 を簡 単 にす るため,こ れ らの装置

には,オ ペ レー タコ ンソールが設置 されてお り,コ ンピュー タは常 にこれ らの分析装置 を監 視 して

いて,異 常が あれ ば,オ ペ レー タコ ンソー ルの ブザ ー とランプ により異 常内容 を検査員 に報知す る。

本 システムではMUMPS-50イ ン タプ リタと非同期 に,PIO入 出 力処理 タスクが稼動 してお り,

この タス クは4つ の検査機 器(H701×2,SMA,CCMS)か らのデー タ入 力および各 オペ レー タコ

ンソールへ の出 力を行 なう。

(2)用 手 法結果入 力

用 手法 による検査の結果 デー タは,検 査 員 が該 当の ワー クシー トに記入 して お き,デ ィス プ レイ

装置 のガイ ダンス画面 に従 って検査 項 目毎 に入 力す る。 この ガイ ダンス画 面は入力 ミス を防 ぐため

にワー クシー トと同一様式 の画面 になってい る。

(f)精 度 管理

臨床検査 業務 において最 も重要 な ことの一つ に,検 査 成績 の信 頼性の問題 がある。 この信 頼度 を

上 げ るため には,測 定 の精 密度 と正確 度 を高め る必 要が ある。本 システ ムで は主 と して精密 度 に重

点 を置 き,各 検査項 目毎 に測定誤差(標 準偏差,変 異係 数)を 求め,こ れを基 に して,測 定 値一 覧

表,三 －R管 理図 および双値法管理 図(5-15-4図 参 照)を 作成 し,日 報 または月報 の形 で出 力

して いる。また,オ ンライ ン,用 手法共 に,入 力 された結果 データの チェ ックを行 なってい る。
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5-15-4図 双値法管理図
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(9)報 告 書出 力

セ ンタで は,固 定 項 目があ らか じめ印刷 され た報告 書用紙 にライ ンプ リンタによ り結果 デー タを

出 力 し,依 頼元へ返 却す る。

一方
,病 院端末,医 院端末(現 在,そ れぞれ2カ 所)に 対 しては,電 話回線 を通 じて

,結 果 デー

タの送信 を行 な ってい る。端末側 で は,汎 用の報告書 用紙 を使用 してい る(5-15-5図 参 照)
。
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5-15-5図 報告 書 例

「
ro'-0376 血 液 生化 学1報 告 書

.
久W:78年08n18日(302,

■.【莫8:三 ノクニ タケヒコDR殿
「

螂=ロ ■ 冑 助:男 θ
6・大'昭36年lo月14日 生

.

01-0411

i血 液 生 化 学2報 告 書

憂n:78年08月19U`3市 一ーーー一

白・眠島:旬,,_ .、.一.、 殿

螂 名:・,一,.ピ,、 ロ=o文

明・α ・昭14亨05月05日 生
.

一 θ 費 項 目
憤 資 枯 果 単 位. 正 常 臼 点 敵 検 宜 項 目 検 査'1,梁 単 位 正 常 鮪 点 数

τ 直 情 蛋 臼 914' 6.5～5.5 箆 抱 ビ リル ビ ン m■!d. O.2～LO 22.

2 蛋白分樋Aθ % 57～68 go 就抽ビリルビン ㎎!d■ 0.1-0.2 22
c' % 32～ 日 問傾 ビリルビン m5!dθ 0～O,6

江1 % 1、0～5,7 A'P 625■ ロuノ 昂' (成人)30～田
.....
38

α2 % 4.9～ ハL2 COT 107* ロuノ㎡ 8～40 901

ρ % 7,0～132 CPT 99章 泊u/n2 8～40 90;
γ % 10.8～20.2 LDH mU!m4 1eo～225 goi

3 ア ル ブ ミ ン `姐 3.8-5ぼ 邸 LAP ,算位 200以 下 go

Alc比 L2～L8 γ－CTP eee 埠u/mε ?↑妻以下 90
4 胞 コ レス テ ロ ー ル ㎎ノd' 〒1銘=1認 鵠 ,Ch-E △PH 0.8～1.2 鵠
5 エス テルコレxテ ロール 09ノ" 100'1go 65 CPK μ位 7窮 以下 go

エステル比 % 70←80 HBD 以位 35～170 go
6 '一 リボ蛋白 535* ㎎/d? 500以 下 go ALD ,艮位 3～8 go

7 中 性 脂 肪 e@e ㎎/d. 70～180 go ア ミ ラ ー ゼ 164喰 り[位 50～160 22

8 尿 酸 4●5 ㎎ノ41 2～5 符 IJパ ー ゼ 単位 0.5～L5 22
9 尿 素 窟 素 16.6 節R!dO 10～20 38 肯ll(指 紋 12■ 4～6 15.

10 クレアチニン 藺8/d皇 o.6～L6 刀 チ モ ー ル u位 4以 下 22
n N・

.

m59'` 135～150 2 ク ン ケ ル 8.8 '▲〈位 4～12 22
12 K mEψ 3.5～4.5 22 CoR 虚 《3, R～ R3～R4 22

口 CO oEψ 98～106 22 CCF ◆ 圭 一 ～ 十

14 C・ mEo〃 4,5～5.5 22 CdR R R～ R6～H8
22

22
15 魚 θP 斑`ノ党 (成人)3.ト4.5 カ {BSP30分 % 0～2 22

1` AcP 単位 'o㌔o.7 頷 45分 % 0～5 22'
17 直情鉄 γ'dε

.口o← ・"`100
～`箱 鵠

.
18 トリオソルプ % 25← 訂 400

21 HCO, ㊤Eq't 24～ ⑳o 76

`

|

1

;

;
1

和歌 山市医師 会病院成 人病 セ ンター
TEL31-1281

(臨床検査情報センター)報 告78年08月19日

、

`

|

{

}

　

}㎞
山市医師会病院成人病センター
TEL31-1281

1{蜘 轍 議 七ンター)鯖

1合 針150 1● 計321

,

78姶8尼1目

」

{

D障 害 対 策

システム運行中に何らかの障害 が発生 しても,通 常は処理続行が可能 になるよ うに配慮 している。

しかし,処 理i続行 が不可能 になった場合には,検 査室の業務は基本的にはシステム再開まで従来

通 りの方法により運用する。復旧後,そ れまでのデータをコンピュータに入力し,シ ステムの運用

を再開する。

Eむ す び

本システムは,以 上に述べたように,臨 床検査を中心とした包括的な地域医療 システムを目指 し

ている。今後の課題 として研究的テーマに取 り組んでい く予定である。
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16電 電 公 社 の デLタ 通信 サ ー ビス の現 状

Aは じ め に

電電公社がネッ トワーク ・ユーテ ィリテ ィの提供 を目指 して開始 したデータ通信サービスは,順

調に発展 を遂 げている。

電電公社のサービスは,公 社が通信回線,セ ンター設備,宅 内装置ならびにソフ トウェアなどを

一体的に提供するものであり
,シ ステムの利用態様,性 格などから 「公衆データ通信サービス」 と

「各種データ通信サービス」の2種 類のサービスに分類 している。

以下,電 電公社の提供するデータ通信サービスについて、システムの概要,利 用状況などの現状 を

概観する。

B公 衆データ通信サービス

公衆デ ー タ通信 サ ー ビスは,大 型 コ ンピュー タの共同利 用 によ るコス トパ フ ォーマ ンス向上 とネ

ッ トワー ク機能 を活用 したオ ンライ ン処 理 をね らい と した もので ,誰 もが容易 に利用で きる,い わ

ば レデ ィー メー ド型のサ ー ビスで,「科学技術 計算 サー ビス」 お よび 「販売在庫 管理 サー ビス」 の2

種 類 があ る。

(a)科 学 技術 計算 サー ビス(DEMOS:DEndenkoshaMultiaccessOn-lineSystem)

DEMOSは,高 度 な技術計 算や経営計算 がで きるわが国初の タイム シェア リング ・システ ムと

して,1971年3月 東京でサ ー ビス を開始 した。1973年12月 に は
,公 社 が国産 メー カー3社 と共同開

発 した超大型 コンピュー タDIPS-1を 使 用 し,そ れまでのDEMOSを レベル ア ップ したDE

MOS-Eの 提 供 を開始 した。同時 にサ ブセ ンター方式 を導入 し
,1978年3月 末 で全国64の 主 要都

市で サー ビス提供 が可能 となってい る(5-16-1表)。

利 用者 は,DEMOSに 備 え られた数 多 くの ライブ ラリ ・プロ グラムの利用 はも ちろん
,利 用者

自身が自由 にプログ ラム を作 成 し,業 務処理 を行 なうことがで き,処 理 業務の性 質に応 じて コマ ン ド

で必要 な指示 を与 えるこ とによ り即時処理 か一括処 理 を自由 に選択 で きる。

サ ービス向上 にっ いては,こ れまで も積極 的 に行 な って きたが ,1977年 度 にお いて も種 々の ライ ブ

ラリ ・プログ ラム を追加 す るな どの一 層の充実 に努めて い る。例 えば,こ れまでマ'イクロプロセ ッ

サ用の プtコグ ラムのデバ ッグ作業 は,プ ログラム を書 くの に使 うアセ ンブ ラの言語仕様 がマ イクロ

プロセ ッサの メーカー,機 種 によって異 なるため それぞれ専用 のデバ ッグ ・システム を必要 として
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いた。 これを公社 では,汎 用デバ ッグ ・システム(PMPラ イ ブラ リ)を 完成 し,サ ー ビス を開始

し好評 を得 てい るほ か,空 中三角測量 を行 な う際の計算 用プロ グラム(AAT1)な ど の追 加,さ ら

には数式処理 言語(AL)の 機 能の改造 などを行なった。 また,使 用言語 はFORTRAN,COB

OL,BASIC,PL/1の 使 用 が可 能 となって いる。

さらに,こ れ までDEMOSの ユ ーザ は,比 較的単純 な技術 計算 が主体で あ ったが,最 近 では,

技術 革新 の進展 に伴 い,ユ ーザ ーニ ーズは 多様化,複 雑化 し,よ り高度 なサー ビスが要 求 される傾向

にある。 これ に対 処す る一環 としてセ ンター間通信 機能 によるDEMOSネ ッ トワー クを完成 し,

フ ァイルの共 用,大 型処理の効率 ア ップな どのサー ビスを1978年5月 開始 した。

DEMOSの 利 用状況 は,1978年3月 末現在,中 ・」・企業 か ら大 企業 に至 る広 い範囲で建設業 を中

心 に製造 業,サ ー ビス業 など約1100ユ ーザ に達 して いる。

(b)販 売 在庫 管理サ ー ビス(DRESS:DendenkoshaREaltimeSales-managementSys-

tem)

DRESSは,企 業 におけ る販売在庫,生 産管理等 の企 業活動 をサポ ー トす るもので,1970年9

月 に東京でサ ー ビス を開始 した。以降各 セ ンターの開設,DIPS-1,DIPS-11の 導 入 によ

りサー ビス内容 の向上 を図 るとと もに,サ ブセ ンター方式 によ り,1978年3月 末で,全 国61の 主要

都市 でサ ー ビス提供 が可 能 となってい る(5-16-1表)。

DRESSは,導 入 に先だつ現状分析,シ ステム設計 か ら利用 開始後 の アフタケア までの ソフ ト

ウ ェア,ハ ー ドウェアを一体 とした システ ム商 品で ある。利用者 は,日 々の取 引 デー タを端末 か ら

イ ンプ ッ トす るだ けで,あ らか じめセ ンターの利用者 フ ァイル に格納 されて い る商品 台帳 や顧客台

帳 などの内容の更新,各 種伝票作 成 あるいは 日報,月 報 な どの管理 資料 作成 な どが可能 で あ る。 ま

た,本 社支社,営 業所,倉 庫 などを結 んで,社 内情報 の一 元化 が実現で きる。処理 には即時処理 と

管理資料 作成処理 があ り,伝 票 作成,在 庫 問合せ な どは即時処 理で行 ない,こ れ らの デー タをもと

に日報,旬 報,月 報等 の作成 を行 な って いる。

また,DRESSに 適 した業務 は,販 売,在 庫,受 発 注,経 理業務,生 産 管理 などの企 業活動 に

お ける管理業務 が中心 となっている。 しか し一方 では,1977年 に レベルア ップ した経営分 析標準 プ

ロ グラムや新 しく追加 された手形 管理標 準 プログ ラム によ り,企 業管理 トー タル,シ ステム も一層

充実 し,経 営 効率化 に一段 と役立 て ることがで き,今 後 この方面 の利用 も大 いに期待 で きる。

DRESSの 利 用状況 は,1978年3月 末現在,中 小 企業 の卸売業,製 造業 を中心 に約1,100ユ ー

ザ が利用 してい る。

C各 種データ通信サービス

各種データ通信サービスは,電 電公社が利用者(ま たは利用団体)の 求めに応 じ,そ の対象業務
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5-16-1表 公 衆 デ ー タ通信 シス テム サ ー ビス提供 都 市

(1978年3月 末 現在)

DOMOS

東京,国 分 寺,三 鷹,立 川,相 模原

横 浜,川 崎,千 葉,前 橋,浦 和,宇 都 宮,水 戸

新 潟,長 野,長 岡,松 本

名 古屋,静 岡,岐 阜,浜 松,四 日市,沼 津

金 沢,福 井,富 山

大 阪,京 都,神 戸,八 尾,西 宮,姫 路,和 歌 山,堺,

寝屋 川

広島,岡 山,倉 敷,福 山,下 関,松 江

高松,松 山,高 知,徳 島

福 岡,北 九 州,熊 本,大 分,鹿 児 島,長 崎,佐 賀,宮

崎

仙 台,福 島,盛 岡,山 形,青 森,秋 田

札幌,旭 川,釧 路,函 館,帯 広,室 蘭

DRESS

東 京

横 浜,水 戸,前 橋,宇 都宮,千 葉,甲 府,浦 和

新潟,長 野,長 岡,松 本

名古 屋,岐 阜,一 宮,静 岡,浜 松,豊 橋

金 沢,福 井,富 山

大 阪,京 都,神 戸,姫 路,八 尾,和 歌山

広 島,岡 山,下 関,倉 敷,福 山,松 江,鳥 取

松 山,高 松,高 知,徳 島

福 岡,北 九 州,熊 本,長 崎,大 分,鹿 児島,佐 賀,宮

崎,佐 世 保,久 留 米

仙 台,盛 岡,福 島,山 形,秋 田,青 森,郡 山;八 戸

札幌,旭 川,函 館,釧 路,帯 広

に適 したシステムを設計 しサー ビスを提供するものであり,1978年3月 末で39シ ステムが稼動する

に至っている(5-16-2表)。

電電公社は従来 から,公 共的,全 国的,開 発先導的なシステムを重点に,国 民福祉の向上,社 会

開発の推進などに寄与するナショナル,プ ロジェク ト関連 システムの開発 に積極的 に取 り組んで き

た。運輸省自動車登録検査システムをはじめ,こ の種のシステムは極めて大 きな意義を持つもので

あり,現 在も種々のシステムの具体化 に積極的に取 り組んでいる。

1978年 にサービスを開始 した官庁会計(大 蔵省会計)事 務データ通信 システムは,大 蔵省 と国税

庁,そ れに関東 ・甲信越地域の財務局,東 京 ・横 浜税関など,当 面22ヵ 所の歳入会計事務処理 を行

なうもので今後,歳 出事務処理の追加ならびに全国拡大へ と発展 していく予定である。

また,国 民生活に密着 した,し かも全国的 にニーズの高まっている救急医療情報 システムにっ い

ては,1976年12月 にサービスを開始 した神奈川県救急医療情報 システムに次いで,1978年3月 には

千葉県でもサービスが開始された。

一方
,現 在稼動中のシステムの中で最 も多いのが,全 国銀行システム,各 地区信用金庫協会シス

テムや税理士会 システムのような共同利用型 システムである。1977年 にも九州地区の相互銀行8行

の共同利用による総合バ ンキング ・システムである相銀九州データ通信 システムが新たにサービス
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5-16-2表 各 種 デ ー タ通信 シ ステ ム

(1978年3月 末 現在)

行政機関によるナショナル

・プロジェクト関連システ

ム.

O自 動車登録検査システム

○地域気象観測システム

○環境情報システム

○生鮮食料品流通情報 システム

O救 急医療情報システム

○官庁会計(大 蔵省会計)事 務システム

7シ ズテ ム

共同利用形システム

○全国銀行システム

○信用金庫協会システム

○現金自動支払システム

○税理士会システム等

17シ ステ ム

個 別 バ ンキ ン グ システ ム等i ○地方銀行,相 互銀行システム等 15シ ステ ム

{

を開始 してお り,こ の種の システムは経済的 ・効率的 にシステム を運営 で きることか ら,今 後 さ ら

に増加 してい くもの と予想 され る。

D今 後 の 課 題

わが国 のデー タ通信 をめ ぐる動 きは年 々活発 になってい る。この中での電電 公社 デー タ通信事 業 ,

の課 題 につ いて触 れてみ る。

(a)ナ シ ョナル ・プロジ ェク ト関連 デー タ通信 システ ムの推進

医療,公 害防止,教 育,流 通 などの社 会開発,人 間福祉 を指 向す るナシ ョナ ル ・プロジ ェク トの

実現 にあたってデー タ通信 の果 たす役割 は極 めて大 きい もの があ る。

従 来 か ら電電公 社 は,こ のナシ ョナル ・プロジ ェク トの達 成 を情報処理 の面 から支援 す るナ ショ

ナ ル ・プロ ジェク ト関連 デー タ通信 システ ムの推進 を基本方針 として取 り組 んで きた。 そ して この

成果 は着 々と上 って きてい る。

一方
,ナ シ ョナル ・プ ロジ ェク ト関連 システ ムの開発 には,多 くの時間 と多額の費用,そ してね

ば り強 い開発 努 力を必要 とす る うえ,企 業内 システ ムとは異 り,種 々困難 な問題 をかかえてい る。

しか し,電 気通信 サー ビスの分野で長 い歴史 と総合的 な技術 を持 つ電電公 社 が,一 層 の努力 を行 う

と とも に,今 後 ともこれ ら国家的 課題達成 のため積極的 にー協力 を行 なって い く必要 が あると考 える。

(b)コ ン ピュー タ ・ユ ーテ ィリテ ィの推進

電電 公社 は,こ れ まで もコ ンピュー タ ・ユ ーテ ィリテ ィ実現の一段階 として,公 衆デ ー タ通信 サ

ー ビス の普及 ,充 実 に努 めて きた ところで あ るが,今 後 は さ らに,よ り国民 生活 に密着 した システ

ムの実現 を目指 して努 力 して いる。
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今後,デ ー タ通信 システ ムが,産 業,行 政 レベル か ら個 人 レベ ルへ の段 階 に普及 してい く中で,

これ まで通信専 用の端 末 と して とらえられて いた電話機や テ レビな どがデー タ端末 として も利 用 さ

れ ることが考 えられて おり,電 信電話 とデー タ通信 の融合 の度合 が,技 術 面,サ ー ビス面 で強 まっ

て くると予想 されてい る。

す ぐれた電気通信技術 とネッ トワー クパ ワー を持 つ電電 公社 と して は,コ ンピュータ ・パ ワーの

大衆化 にさらに努 力す る必要 が ある と考 えて いる。

(c)デ ー タ通信技術 の開発

デー タ通信の発展 のため には,情 報処理分 野の技術 的基 盤 の拡 充が必須 であ る。

現在,電 電公社 で技術 開発 に取 り組 んでい る主 な もの と しては,新 デー タ網,DCNA(デ ー タ

通信網 アーキテ クチ ャ)超LSI,光 通 信,VRS(ビ デ オ ・レスポ ンス ・システ ム)な どの開発

を進 めてい る。 なかで も,情 報の伝達 ・蓄積 ・加工 を最 も効率的 に実現 し得 る最新 のデ ィジタル技

術 を駆使 した新 デー タ網 については,1979年 上 期 の サー ビス開始 を目途 に,現 在各種試験 を実施 中

で ある。

また,デ ー タ通信 ネ ッ トワー クに おけ る標準 的 な機能分担,プ ロ トコル などを定 め るDCNA

(DataCommunicationNetworkArchitecture)の 本 格 的 開発,電 子計算機 ・電気 通信技 術 に

革命的 イ ンパ ク トを与 えるといわれ る超LSIの 開 発 も重 点的 に推進 をしてい るところであ る。

なお,こ れ まで も幾 多の開発成果 を上 げて きた が,な かで もデータ通信 用の電子計算機 について

はDIPS-11(モ デ ル10,20,30)が 完 成 し,そ れぞれ シス テムに順次 導入 され てい る。

今後 もこ うした関連技 術の総合的 な開発 を積極 的 に推進 して い くこ とが是非 とも必要 であ ると考

えて いる。

Eお わ り に

以上みた とおり,電 電公社のデータ通信サービスは,わ が国データ通信事業の発展に大 きな役割

を果 してきた。今後 も従来培 ってきた電気通信技術,保 有するネッ トワークを活用 し,国 民のため

のデータ通信 を開発 し,進 展する情報化社会の要請にこたえていくことが,電 電公社のデータ通信

事業の果すべき役割と考える。
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は じめ に

コ ンピュー タ ・システ ム と通 信 システムの絶 えざる技術進歩 は,情 報処理 に大 きなインパ ク トを

与 え,そ の利用形態 や システ ム概 念 を変革 し,情 報 資源 の効率的 な活用 を促進 して きた。1974年9

月,IBMは,コ ンピュー タ ・システ ムを通信 システム とを有機的 に統 合す るネ ッ トワー ク情報処

理方式の基本概 念 と して,SNA(SystemNetworkArchitecture)を 発 表 し,1976年10月 には

SNAを 発 展 させた複数 ネ ッ トワー ク間の情 報交換 を可能 にす る複 数 システム ・ネ ッ トワーキ ング

機能 を発表 し,コ ンピュー タ ・システム はSNA時 代 を迎 えた。

周 知の よ うにt－コンピュー タ ・システ ムと通信 システムの関 り合 いは,す で に遠隔地 間の情報処

理 とい う要 求 力・ら,第1世 代 機 時代 の初 めか ら存 在 して いたが・第1世 代 においては・両 システ

ムはオ。ライ・であ。て,遠 駈 の情鋤 ・垣 信 システムによ・て伝 えられると・バ ッチ処理形式

で人手 を介 して コ ンピュー タ ・システ ムによって処理 されたので あった。1958年 に第ll世 代 機 が出

現 す ると,い わゆる上位 コ ンピュー タが,同 系統 の下位 コンピュー タを コン トロー ルする衛星 コ ン

ピュー タ ・システム と して,端 末機 か らの情 報処 理 をオンライ ンで処理 す るこ とがで きるよ うにな

った。 第1世 代 機 に比較 して,主 記憶装置 お よび補助記 憶装置 の記憶容量 の飛躍 的増大,演 算速度

の急激 な上昇 は,情 報検 索,デ ー タ ・バ ンク等 システ ム概 念 を変革 していっ た。1963年,第3世 代

機 の出現 によって,い わゆる時 分割 処理 が可能 となり,複 数個の入 出力装置 を使 って同時並 行処理

がで きるよ うにな り,い わゆ る会話 モー ドによ る即時応答 リアル タイム処理 が一 般化 し,コ ンピ

ュー タ ・システ ムと通信 システ ムが一体 となって各種の ネ ッ トワー ク ・システ ムが作 られて い つた。

国家 的規 模で は,第3世 代機 を中軸 にARPANETが 設 計 され,全 米 に散在す る異種 コ ンピュー

タ ・システムやデー タ ・ベ ース を結合 し,1972年 デ ー タ ・シェア リング,ソ フ トウェア ・シェア リ

ングを本格 的 に開始 した。GEは1965年 に初 の タイム ・シェア リングサ ー ビスMARKIの 営

業 を開始 し,67年 にMARKII,73年 に はMARKI皿 を完成 させ,オ ハ イオ州 クリー ブラン ドの ス

ーパーセ ンタを中心 に全米 ,ヨ ー ロ ッパ,日 本 を結び,コ ンピュー タ ・パ ワーの供給 とい う思想 の

下 に,デ ー タ,ソ フ ト,・ 一 ド・シ・アV・ グを行 ・て いるので あ る・ この よ う1・して専 門的分野

のネ ッ トワー ク ・サ ー ビス業 か らさまざまな形の ネ ッ トワー ク業 者 が出現 した。 しか しながら,コ

ンピュー タ.シ ステ ムのCPUに よ る通信制御 の集 中処理 は,CPUの 巨 大化 な らび にその負荷 を

極 端 に大 きくし,コ ンピュー タ本来の デー タ処理 機能 ならびにその生産性 をやや もす ると低 下せ し

め る原 因 となった。

1969年,IBMは 第3.5世 代 機 と して仮想 メモ リーを もつ システム370シ リー ズを発表,コ ン

ン ピュ一 夕 ・システ ムの処理機能 を一層充実 させると同時 に,超LSIの 開 発 が進 み,マ イクロ ・

プロセ ッサ が出現 し,端 末 装置の イ ンテ リジェン ト機能 は拡大 し,他 方通信制 御装置 の開発 も進 み,
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情 報 発 生源 におけ るソース ・デ ー タ ・エ ン トリー が改善 され,CPUに よ る集 中処理 とい う考 え方

か ら,情 報発生源 にお ける分散処理 機能の強化 によって,CPUに よ る通信制 御の負荷 を軽減す る

傾 向がでて きた。 この よ うに して,コ ンピュー タ ・システム と通信 システム を統 合 した コ ンピュー

タ ・ネ ットワーク ・システ ムの現実 の利用 が高 まるにつ れて,ネ ッ トワー ク ・システ ムを効 率的 に

運 用す ることので きる機器.おLよび システ ム設 計思想 が現 われて きたこ とは当然 で あった。IBMが

シ ステ ム370のVTAMを も とに したSNAを 発 表す るや,第3.5世 代 機 あるいはそれ以上 の能 力

をもつ 第皿.9世 代 機 と結合 された ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアが,各 社 によって それ ぞれ特

長 をもって 次々 に発表 された。

IBMは1977年3月 設計 の基 本概 念 か らSNA思 想 の上 によって設 計 された超大型IBM3033プ

ロセ ッサを公表,9月 に3031お よび3032プ ロ セ ッサ を発 表,い わゆる303Xプ ロセ ッサ を世 に送 り

出 し,さ らに78年10月 完 全 にSNA思 想 によ って設計 された プロセ ッサ とター ミナル との間 に位 置

す るとともに,そ して単独 で用 いることので きる低価格 で しかも高度 にイ ンテ リジェ ン ト機能 をもっ

8100情 報 システム を発表 し,何 故 に303XをCPUと 呼 ばず プロセ ッサ とい うかにっ いて一つの解

答 を与 えた。

OIBMのSNA(SystemNetworkArchitecture)

IBMのSNAの 特 長 は,ネ ッ トワー クが,ホ ス ト・コ ンピュー タ,通 信制 御装置,イ ンテ リジェ

ン ト ・ター ミナルか ら成 り,従 来CPUに よ って行われ ていた通信 制御機能 をネ ッ トワー ク全体 に

分 散 し,各 イ ンテ リジェン ト:タ ー ミナ ルは,ロ ー カルに業 務 の一部 を分担処理す る ことがで き,

CPUの 負 担 が大幅 に軽減 され,通 信 ネ ッ トワーク内での機能分 化が行 われ,シ ステム ・リソー ス

の共用 が可能 とな り,応 答時 間が短縮 し,回 線 費用 が軽減 され る。

○ バロー スのDNS(DecentralizeddataprocessingNetworkSystem)

バ ロー スは,1968年 にセ ンタ ・コンピュー タの通信 制御負荷 を軽減す るため同一 回線上 にお ける

異 機能端末装置 の接続 および,イ ンテ リジェ ン ト端末装置 による分散処理 を実施 す るワン ・ライ ン

・コ ンセ プ トの設 計思想 か らオ ン ライ ン ・システムのDynanetを 発 表 した。 アプ リケーシ ョンと通

信 の区分 が行 われた この システムはIBMのSNAの 先 駆 的 システムで はあ るが,通 信機能 の実行

はセ ンタ ・コンピュー タに依存 し,通 信 効率お・よび信頼1生の向上 に改善 の余地 が あった。IBMの

SNAの 発 表 に続 いてDynanetを 大 幅 に改善 す るDNSが 発 表 された。 その特 長 は,Dynanetを 基

本 に,ネ ッ トワー クの伝達制御 を幹線の みに限 り,HDLC(HighlevelDataLinkControl)

に よ る独 自のハ イレベ ル伝達制 御手順BDLC(BurroughsDataLinkControl)を 採 用,セ ン

タ ・コンピュー タはメ ッセー ジ ・コン トロール に専念で きるよ うになった。DNSは 通 信 機能 を分

離 し,デ ィス トリビューテ ッ ド・プロセ ッサ と して独立 し,プ ロ グラム式通信 制御装置 を もち,C

PUで の メッセ ージ ・コン トロー ル ・システ ムの動 きによって複数 の業 務処理 プログ ラムが同 じデ
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ィス トリビューテ ッ ド ・プロセ ッサや端末装置 などを共用で きるようになった。

○ ユニパ ックのDCA(DistributedCommunicationArchitecture)

DCAは,IBMの 自社製 品指向 の アーキテ クチ ュア と異 な り,オ ープ ン ・ネ ッ トワークおよび,

トー タル ・コス ト・セ ービ ングを目標 と し,他 社の ネ ッ トワー クへの接続,ホ ス トおよび ター ミナ

ル装置の接続 も可能 とす る基本設計 で あ り,と くに電電 公社 のDDXへ の 接続 を公式 に発表 したネ

ッ トワー ク ・システ ムで あって,相 対 的 ア ドレッシ ング手法,コ ミュニケー ション ・ネ ッ トワー ク

の独 立化,パ ケ ッ ト交換 をベ ース に した独立的 なハ イ レベル ・ネ ッ トワーク をその特長 と してい る。

○ 東京 芝浦電気 のANSA(AdvancedNetworkSystemArchitecture)と 日本電気のDINA

(DistributedInformation-processingNetworkArchitecture)

東 芝,日 電両者 ともACOSシ リーズ を中心 に,ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアを発 表 して い

るが,ANSAの 特 長は,分 散処理 を目指 して,プ ロ トコルの層構造化 と標準 化 をはか り,ま たH

DLCに よ って伝送制 御の手順の効率 化 をはか り,複 数ホ ス トによ るコンピュー タ ・ネ ッ トワーク

の形成 が可 能で あ ると して いる。DINAはANSAに 極 めて似 ているが,ホ ス ト系 とは全 く独立

に作動で きるサ ブネ ッ トを導入 し,電 電公社 の新 デー タ ・ネ ッ ト・サ ービス とは独立 に,パ ケ ッ ト

交換 網 を作 ることも,ま たDDXに 接 続 して広域 ネ ッ トワー クをっ くるこ ともで きる。

○ 富 士通 日立 のMSNA(MSeriesNetworkArchitecture)

富 士 通一 日立 は共同 開発 したMシ リー ズのための ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアを確 立 しM

SNAと して公 表 した。 その特長 は オンライン・システムの通信制御 やネ ッ トワー ク管理 の機能 をア

プ リケー シ ョンか ら分離 し,通 信 ネ ッ トワー ク ・リソース を複数の オ ンライ ン ・アプ リケー ション

で共 用で き,オ ンライ ン ・アプリケ ー ションの拡大,ネ ッ トワーク構成要素 の変更 に対 してプ ログ

ラムの修 正 が容易で,機 能,負 荷,デ ー タ ・ベ ースの分散の効率化 をは かり,HDLCを 採 用 し,

通 信機能 の柔 軟性,効 率化,信 頼性 を高 めてい る。 と くに,複 数 ホス ト ・システ ムによるネ ッ トワ

ー クが可能で あ り
,電 電 公社 のデ ィジ タル ・デ ー タ交換網 および,DCNAと 結 合で きる。

以上の よ うに種 々の ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチュアが発 表 され てい るが ,SNAを 除 けば,各

社の基本 的設 計思想 を示 す に留 まってい るもの が多い。 これは圧 倒的 な シェアを有 しない限 り,他

社製の コ ンピュー タ との接続 を考 えて,各 社 が その アーキテ クチュ アを早期 に固定 して しま うこと

を避 け,国 内お よび国際 の標準 化の動 向 を見守 って いるため と考 えられ る。

国 内 における標準 化の ひ とっの試 み としては,電 電公社 と電算機 メー カ4社(日 本電 気 ,日 立製

作所,富 士通,沖 電 気)と の共同 研究 と して,DCNA(DataCommunicationNetworkArch-

itecture)が あ る。 さらに郵政省 は国内 におけ る統 一的 なプロ トコルの設定 を目途 に1977年6月 に

汎用CCNP(ComputerCommunicationNetworkProtocol)プ ロ ジェク トを発足 させ ,以 来精

力的 に標準 化活動 を推進 して い る。

{
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1東 京芝 浦電 気 ㈱ の ネ ッ トワー ク ・アーキテクチュア"ANSA"

● ネ ッ トワーク ・アーキテクチ ュアの略式 および正 式名称

ANSA(AdvancedNetworkSystemsArchitecture)

● 発 表期 日および実現時期

1976年11月1977年12月

● ホス ト ・コ ンピュータ

機種ACOSシ リ ーズ77シ ス テム600/700/8000SACOS-6

● ホ ス ト ・コ ンピュー タ以外 の装 置

通信処理 装置(FEP)TOSBACDN380

リモ ー トネ ッ トワー クプロセ ッサ(RNP)TOSBACRF165

リモ ー トネ ッ トワー クプロセ ッサ(RNP)TOSBACRT145

各 種 デー タステイ シ ョン

イ ンテ リジェ ン ト端末(RTシ リーズ端 末)

Aネ ッ トワ ーク ・ア ー キテ クチ ュア開 発背 景 お よび 目的

計算機 システ ムにおけ るオンライ ン化 および その大規模化 は,現 在の計算機 システ ム使 用ユーザ

の一般動 向で あ り,メー カーと して小規模 か ら大規模 に至 るまでの オ ンライ ン ・ニーズ に的確 に答 え

るためには,自 由 に,柔 軟 に客先 ニーズ を吸収 し,対 処で きるオン ライ ン ・システ ム構造 を もつ必

要 にせ まられて いた事,お よび計算機結 合 を実現す るこ とによ り,単 一計算機 で は実現 で きなか っ

た広域 デー タ処 理,分 散処理 および処理能 力の向上等 を 目的 と して,い わゆ るコンピュー タ ・ネ ッ

トワー クに至 る,ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアを開発 した。当然顧客 か らも計算機相 互接続の

要求 あ るいは通信網 の構 築可能 な計算機 システムの要求 が あった事 も さることなが ら,当 社の電子

計算機 システム におけ るオンライ ンの考 え方 が,従 来 よ り,処 理 と通信 を分離 す るFEP(通 信処

理前置計算 機)を 採用 し,こ の よ うなネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュア に進 む考 え方 をすで に一部

実践 していた とい うこ とも重 要 な一つ のポイ ン トで ある。

Bネ ッ トワーク ・ア ーキ テ クチ ュアの 基本 概念

(a)ANSAの 基 本概念 は,ネ ッ トワー ク構 成要素 を抽象化 し,イ ンテ リジェンスの集合体 を標準

的 な論理 ノー ドと して とらえ,そ の論理 ノー ド間 をデー タ経路(リ ンク)に より結合 す るこ とによ
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り,あ らゆ る種 類/構 成の オ ンライ ン ・ネッ トワークを構築 で きる よ うにす ることで あ り,そ の最

も重要 な概 念は,そ の論 理 ノー ド内の プロセス と,他(あ るいはその もの)論 理 ノー ド内 のプロセ

スとが,交 信 を行 ない,共 同作業 をす ることによ り,種 々の機能 が生 まれる とい う点 にあ る。

(b)論 理 構 成要素 は従 って論理 ノー ド(コ ミュニケーシ ョンノー ドと呼ぶ)で ある。論理 ノー ド

は標準化 され た構 造 を持 ち,大 きく3層 の構 造 を持つ(業 務処理層,メ ッセ ー ジ処理 層,通 信処理

層)。この 論理 構造 は,実 際の物 理 ノー ド上 にマ ッピ ング され相互結合 が行 なわれ るが,ANSAで は

通信 を行 な う発信地 と,目 的地の論理 ノー ド間 にデータ経路(コ ネ クシ ョン)が 成立 し,そ の上 を

各 レベ ルのデー タが交換 され る形 を とる。

(c)プ ロ トコルは従 って この対 向 してい る2個 の コ ミュニケーシ ョンノー ド間の コネクシ ョン上

の交信規 約 と して定 め られて お り,大 別 して,プ ロセ ス レベ ル ・プロ トコル,メ ッセ ージ レベ ル ・

プロ トコル,パ ケ ッ トレベ ル ・プロ トコルで ある。ただし,隣 接 ノー ド間 には通信 回線 を必要 とす る

ので デー タリンク レベル ・プロ トコルが定 め られて いる。

Cネ ッ トワ ー ク ・ア ー キテ クチ ュアの特 長

(1)小 規模 か ら,大 規模 に至 るあ らゆ るオンライン ・システムの構 築 に対 して柔軟 に対処で きる

(コ ンピュー タ結合可能)。

(2)処 理 の通信,機 器等 か らの分離(device/network/communicationindependency)

(3)国 際標 準 に順拠(CCITTX25,ISOHDLC)

(4)従 来 からの オ ンライ ン ・システムの財産のANSAに よ るネ ッ トワー ク内へ の開放 が可能

(5)ユ ニ ー クな リモー トネ ッ トワー ク ・プロセ ッサの採用

① パケ ッ ト交換機能

②RJEス テ ー ション機 能

③ クラスタ ・コ ン トロール機能

④ ゲー トウェ イの構 築可能 な構 造

(6)標 準 的 なネ ッ トワーク ・サー ビスソフ トの完備

① ネ ッ トワニ クの監視 ソフ ト

②RJEソ フ ト

③ フ ァイル転送 ソフ ト

Dデ ータ リンク ・レベ ル プロ トコル

正 式 名 称:HDLC(HighlevelDataLinkControl)

フ レ ー ム 構 成:ISO-IS3309準 拠
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異種 ネ ッ トワー ク との接続 にっ いては,RNP等 に お けるゲ イ トウエ イ を作 成す ることによ り対

処 可 。た だ し,相 手 ネ ッ トワークの プロ トコル レベ ル,内 容 の公 開が必要。

Fそ の他(特 記事項および具体例)

(1)ANSAは,1978年4月 よ り某 ユーザ にお』いて既 に稼 動中。

(2}独 立 した通信サ ブネ ッ トワー クを持 た ないで も,FEPを 介 してACOS同 士 の結 合 が可能。

G参 考図

6-1-1図 ネ ッ トワー ク構 成

RNP
(RT-165)

RNP
(RT145)

RNP

(RT165)

RNP
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RNP

(RT-165)

RNP

(RT145)
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6-1-2図 ネ ッ トワ ー ク ・ア ーキ テ ク チ ュ アの 構成
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2日 本 ユ ニ パ ッ ク㈱ の ネ ッ トワ ー ク ・ア ー キテ クチ ュ ア"DCA・

● ネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア の 略 号 お』よ び 正 式 名 称

DCA(DistributedCommunicationsArchitecture)

● 発 表 期 日 お よ び 実 現 時 期

1976年11月10日 発 表1978年7月 末
.(米 国,シ リ ー ズ)1978年10月(日 本,シ リ ー ズ)

● ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ

UNIVAC1100シ リ ー ズ,OUKシ リ ー ズ90

● ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ 以 外 の 装 置

①DCP(DistributedC・mmunicati・nsPr・cess・r)通 信 制 御 装 置

FEP(フ ロ ン ト ・エ ン ド ・プ ロ セ ッサ)RC(リ モ ー ト ・コ ン セ ン ト レ ー タ)N.P(ノ ー ダ ル

プ ロ セ ッサ)の3形 態 に 使 用 可 能 一

②UTS(UniversalTerminalSystem)端 末 群

UTS400,UTS700等 一

③ そ の 他 ミニ コ ン,デ ー タ ・エ ン ト リ ー,国 産 製 タ ー ミ ナ ル も 計 画 中

Aネ ッ トワ ーク ・ア ーキテ クチ ュア開発 背景 お よび 目的

(a)DCA確 立 の背景

① 現状 の コ ミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク ・システム に対 する要求 を満足 させ ること(問 題点

の解消,要 求の実現)

② コ ミュニケ ー ション ・ネ ッ トワーク ・システ ムに対 す る新 しい要求 を満 足 させ ること(コ ンピ

ュー タ ・ネ ッ トワーク,分 散処 理 システムの実現)

③ 将来 の コ ミュニケー シ ョン関連の新技術 動向 に対 処可能 にす るこ と(ハ イ レベル ・デー タ リ

ンク ・コ ン トロー ル,CCITT・X・25プ ロ トコル,DDX等)

④

(b)

①

②

③

④

コ ミュニケ ーシ ョン ・ネ ッ トワー ク ・システ ムの標準 化 をめざす こ と

DCA確 立 の 目的(目 標)

コ ミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク ・システ ムの 開発,運 用 コス トの低 減 を可能 にす ること

コ ミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク ・システ ムの信頼性 の向上 を可能 にす ること

コ ミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク ・システ ムの処理能 力の向上 を可能 にす るこ と

コ ミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワーク ・システ ムの開発,拡 張,変 更 を容易 にす ること
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8ネ ッ トワー ク ・ア ーキテ クチ ュア の基本 概念

DCAの 基 本概 念

① コ ミュニケ ーシ ョン ・ネ ッ トワーク ・システムの共通の構造 を明確 にす る。 っ ま り,コ ミュ

ニケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク ・システ ムを論理的 に把握 し,そ の論理構造 を明確 にす る。

② コ ミュニケ ーシ ョン ・ネ ッ トワーク ・システム を構 成す る各論理要 素の機能 を定 義す るとと

も に,各 論理要 素 を階層化 す る。

③ コ ミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク ・システム を構 成す る各論理要 素 を有機的 に結合 し,機

能 させ るために,論 理 要素 間の通信 のための規約(プ ロ トコル とイ ンター フェイス)を 定義す る。

Cネ ッ トワー ク ・ア ーキ テ クチ ュアの特 長

① ネ ッ トワー ク制御機能 のホス ト・プロセ ッサ か らの独立(ネ ッ トワー クの独立)

②DCAに 準 拠 しないホ ス ト・システム/立 瑞木 システムの接 続

③ 任 意の ネ ッ トワー ク構成 が可 能(星 型,階 層型,環 型,網 型 ネ ッ トワー ク)

④ 通信回線/端 末装置 の効率的 利用(ラ イ ン ・シェ ア,タ ーーミナ ル ・シェア)

⑤ 統 一的 な伝送 制御手順の採 用(UDLC)

⑥ デ ィジ タル ・デー タ網,公 衆 パケ ッ ト交換網へ の接続(CCITT.X・25プ ロ ト引 レ)

⑦ コ ミュニケー シ ョン ・システムの ブラ ック ・ボ ックス化

⑧ARM(Availability,Reliability・Maintainability)と セ キュ リテ ィ機能の追 求

⑨DPS(分 散 処理 システム)へ の コ ミュニ ケーシ ョンか らの対応

Dデ ー タ リ ン ク ・レベ ル ・プ ロ トコル

UDLC(UniversalDataLinkControl)を 採 用

UDLCは,ISO(HDLC),ANSI(ADCCP),CCITT(LAPorLAP-B)の 機 能 を持 った,

サ ブセ ッ トとして提 供す る。また,IBMのSDLCと も互換性 が とれ る。フ レーム構 成 は,ISO-3309と 同

一 で ある
。

具 体的 プロ ダク トへ の適 用 としては,ト ランク ・ライン制御(DCP-DCP)のHDLC-ABM,

ター ミナル ライン制御 のHDLC-NRMが 具 現化 されている。

E異 種ネ ッ トワークとの接続の可否

他 社 ネ ッ トワーク との接 続 につ いて は,基 本 的 にはゲ ー トウェ イ方 式 を取 る。

このゲー トウェ イはNIG(ネ ッ トワー ク,イ ンター フェイス,ゲ ー トウェイ)と 呼 び,物 理的 に別
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ノー ドになるか,DCP内 に置 くかの2方 式 がある。機 能 と しては,他 社機器(シ ステ ム)の シミ

ュ レー シ ョンを行 ない,DCAネ ッ トワー クへ の プロ トコル変換 を行 な う。

Fそ の他(特 記事項 および具体例)

ネ ッ トワー クの独立性 にっいて

DCAは,ネ ッ トワークの独 立性 を重視 してい るため,ネ ッ トワー ク制 御機 能,管 理機能 をHO

STCPUか ら分離 し,ネ ッ トワー ク内へ移 した。

具体 的 には,コ ミュニケ ー ション ・プロセ ッサ(FEP・NP・RC)の 中 に上記 の機 能 を持 たす こ

とによ り,ネ ッ トワー クの柔軟性 を確保 して い る。

(参 考)NMS(ネ ッ トワー ク ・マ ネジメ ン ト ・サー ビス)の 機 能

●

■

●

●

G

NMSセ ッ シ ョ ン ・サ ー ビ ス

NMSフ ィ ジ カ ル ・ リ リ ー ス ・サ ー ビ ス

NMSメ イ ン テ ナ ン ス ・サ ー ビ ス

NMSセ キ ュ リ テ ィ ・サ ー ビ ス

参 考 図

6-2-1図DCAの 概 念

[一 ー三二三三三三三三 三 三三 三三三二三ーー一〕

{…T、FEP・EPH…Tl

l凄き デlll㌻1蕊
AE

G・ τ

珍② …

l

l
l

l

l

l

l

TS TS
TRANSPORT

NETWORK

(TN)
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6-2-3図DCAの 機 能 階 層 とプ ロ トコル
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6-2-4図 論理要素と物理的な対応
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⑯ 構成の通信制御処理装置である。
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3日 本 電 気 ㈱ の ネ ッ トワー ク・ア ー キ テ ク チ ュ ア"DINA・ ・

● ネ ッ ト・ワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア の 略 号 お よ び 正 式 名 称

DINA(Di・t・ib・t・dl・f・rm・ti・n-P・ ・cessi・gN,tw・rkArchitectUre)

● 発 表 期 日 お よ び 実 現 時 期

発 表1976年12月24日

● ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ

ACOSシ リ ー ズ77NEACシ ス テ ム900 ,800,700,600,500,400,300,200,0S;ACOS-6,

ACOS-4,ACOS-2

● ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ 以 外 の 装 置 ・

① ネ ッ ト ワ ー ク構 成 機 器

FNP(FrontNetw6rkProcessor)N7291 ,N7293,N7294

RNP(RemoteNetworkProcessor)N6740

PNP(PacketNetworkProcessor)N6750

NEACMS50/30

ユ ニ バ ー サ ル リ ン クN6720

多 重 化 装 置,網 制 御 装 置,変 復 調 装 置 ほ か

② デ ィ ス ト リ ビ ュ ー テ ッ ドプ ロ セ ッサ(DP)

NEACシ ス テ ム200,シ ス テ ム100

NEACMS50/301

③ イ ン テ リ ジ ェ ン トタ ー ミナ ル(IT)

NEACシ ス テ ム100,N6300シ リ ー ズN6240デ ー タ ス テ ー シ ョ ンN7830三 次 元 グ ラ フ ィ ッ ク

デ ィ ス プ レ イ

プ リ ン タ シ リ ー ズ,専 用 タ ー ミナ ル ほ か

Aネ ッ ト ワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア 開 発 背 景 お よ び 目 的

(1)一 貫 し た 思 想 に 基 づ くC&C(Computer&Communication)一 体 化

(2)分 散 処 理 指 向 の 先 取 り

(3)℃&C機 器の機能分担による多種多様 な最適ネットワー クの実現

(4)論 理階層化構造のもとに機能 を完全モジュール化
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(5)LSI/超LSI技 術 に よ る 経 済 的 実 現

Bネ ッ トワー ク ・ア ー キテ クチ ュアの 基 本概念

(1)基 本 的考 え方

ホス トコ ンピュー タ,端 末装置,回 線(網)等 の物理的 な構 成要素 か ら成 るネ ッ トワー クの論理

化 をは か ると共 に,ネ ッ トワー ク利用者 に対 しては仮 想化 され た専 用のネ ッ トワー クを提 供す る。

(2)論 理 的構 成要素

論理 化 されたネ ッ トワー クは論理 ノー ドと論理 リンクとか ら構 成 され るご

(3)プ ロ トコルの階層構造

各 論理 ノー ドは5レ ベ ルの プロ トコル階層構造 を成 す。

① ブ イジカル ・プルプ ロ トコル レベ ル(PPL;レ ベ ル1)

②

③

④

⑤

C

リ ン ク ・プ ロ トコ ル レ ベ ル(LPL;レ ベ ル2)

ネ ッ ト ワ ー ク ・プ ロ ト コ ル レ ベ ル(NPL;レ ベ ル3)

フ ァ ン ク シ ョ ン ・プ ロ トコ ル レ ベ ル(FPL;レ ベ ル4)

ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・プ ロ ト コ ル レ ベ ル(APL;レ ベ ル5)

ネ ッ トワー ク ・ア ーキテ クチ ュア の特 長

(1)発 展的に拡張できる豊富なC&C機 器群

(2)多 次元分散処理の容易な構築

(3)多 重構造ネットワークによる通信処理 と情報処理の明確 な分離

(4)外 部 ネッ トワークとの容易な結合(国 内 ・外標準に準拠,ゲ ー トウェイ機能)

(5)ユ ーザベースの尊重'

(6)DDX網 を含めたわが国 におけるあらゆる通信回線(網)へ の対処

Dデ ータ リンク ・レベル ・プ ロ トコ ル

HDLC(HighlevelDataLinkControl)

F A C D・・aL]三 エ

E異 種 ネッ トワークとの接続可否

可能
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F参 考図
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日 本 エ ヌ ・シ ー ・ア ー ル ㈱ の ネ ッ ト ワ ー ク ・ア ー キ テ ク

チ ュ ア"DNA、 、

● ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアの略号 および正 式名称

DNA(DistributedNetworkArchitecture)

● 発 表 期 日および実現時 期

1977年9月

● ホス ト・コ ンピュー タ

NCR8000シ リーズ

SNAに 適 合 す るIBMプ ロ セ シング ・システ ムやIBM3270あ る いは2780/3780二 進 同期通信

を サ ポー ト

● ホス ト ・コ ンピュー タ以 外の装置

NCR7211-81301-8150NCR7750コ ン トロー ラー

Aネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア 開 発 背 景 お よ び 目的

DNAは 各 地 に散 在す るコ ンピュー タや ター ミナルを有機 的 に結合 し,効 率 の良 い分散処理 を志

向した コ ンピュー タ ・ネ ッ トワーク を設 計す るための概 念 と手法 を提供 す るもので ある。

目的 とす るところは,単 一の 大規模ホ ス ト ・プロセ ッサによ るネ ッ トワーク管理 とは違 って複数

ホス ト ・コンピュー タ間で のデー タ通信 を対象 と した トー タルなネ ッ トワーク ・システ ムの管理 と

なってい る。

す なわち,同 アーキテクチ ュアで は ノー ド・プロセ ッサ を含む デー タ通信 ネ ッ トワー クのための

最新 の通信 アクセ ス手法 を提 供す る。

また,DNAは 分散処理 システム,メ ッセ ー ジ交換 システ ム,さ らにはEFTS(Electronic

FundsTransferSystem:自 動 資金 決済 システム)を 含 む流通 業,金 融機関情報 システム ・ユー

ザ まで広 範囲 に使 用で きるよ う設計 されてい る。

Bネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア の 基 本 概 念

DNAは 融 通性,透 過性,積 木構造方 式 に秀 れたネ ッ トワー ク ・アーキテ クチュアで ある。

"通 信"と"処 理"の 分 離 を基本思 想 とす るDNAに お いて は
,ア プ リケー シ ョン ・プログラマ

ーは通信上 の手順 や制御 に関係 な くネ ッ トワー ク内の あ らゆる資 源(他 のア プリケー シ ョン ・プロ

グ ラム を含む)と の コ ミュニ ケー シ ョンが約束 される。
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ま た,ネ ッ トワー ク管理 は単一 のホス ト ・コ ンピュー タに依存す るので はな く,ネ ッ トワー ク自

体 に分散 させ る基本 思想 をもっ;し たがって客先側 で ター ミナルやホス ト ・コンピュー タさ らには

ノー ド・プロセ ッサ などを追加,変 更す る場合 で もネ ッ トワーク全体 の運営 を停止 させ るこ となく

ネ ッ トワー クの再構築 が可能。

Cネ ッ トワー ク ・ア ーキ テ クチ ュア の特 長

DNAは 階 層構 造 をとって お』り,各 レベ ルで高度 な独 立性 と標準化 がな されている(参 考図)。

(1)の 階層 はコ ミュニケー シ ョン ・サ ブネ ッ トと呼 ばれ,ネ ッ トワー ク内各 ノー ド間 の基 本的 なデ

ー タ伝送 を司 どる
。

(2)の階 層 はDTNと 呼 ばれ,コ ンピュー タと端末 間,あ るいは コンピュー タ相互のデー タ伝送 を

管理 す る伝送 データの ルー ト決定や フロー ・コ ン トロー ルなどのネ ットワー ク管理 は この部分 に含

まれてい る。

(3)と(4)は 分 散化 された処理 の2っ の レベ ルで,コ ンピュー タ間での プロセスやデー タの交換 はこ

の部 分で実行 され る。

Dデ ー タ リンク ・レベ ル ・プ ロ トコル

ビ ッ ト・オ リエ ンテ ッ ドな通信 プロ トコルで新 しいNCR製 品 はすべて この プロ トコルが適 用 さ

れ る。

DLCはANSI/ADCCP(米 国 標 準局 のAdvancedDataCommunicationsControlProcedure)

とISO/HDLC(国 際 標準化機構 のハ イ レベ ル伝送 制御手順)の プロ トコル に近 い もの となって

い る。DLCは,さ らにIBM-SDLC(SynchronousDataLink)の よ うに他社 の プロ トコル

とも互換性 をもつの が特長。

E異 種ネ ットワークとの接続の可否

パ ケ ッ ト交換 はCCITT(国 際 電信電 話諮 問委 員会)のX25に 接 続 す るほ か
,新 デ ータ網DDXや

Telenet,Datapacと の 接続 が可能 。

Fそ の他(特 記事項および具体例)

DNAは 次 の よ うなサー ビスを提供 す る。

・障害 が発生 した部分の隔離 を目的 と した診 断機 能

・従来 のNCRリ ン ク ・プロ トコル下 で使用 されて きた機 器の接続 が可能

・ター ミナル
,ノ ー ド ・プロセ ッサ,ホ ス ト・コ ンピュー タな どの追 加,変 更 に伴 うネ ットワーク
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の 構成 あ るいは再構 成 を動的 に実施 で きるこ とがで きるレーザー ・ファシリテ ィの用意

G参 考図
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5バ ロ ー ス ㈱ の ネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア へDNS、 、'

● ネ ッ ト ワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア の 略 号 お よ び 正 式 名 称

DNS(DecentralizeddataprocessingNetworkSystem)

● 発 表 期 日 お よ び 実 現 時 期

1976年6月 発 表NOWABAILABLE

● ホ ス ト ・ コ ン ピ ュ ー タ

B80,B876,B2800,B3800,B4800,B6800 ,B7800

● ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ 以 外 の 装 置

DataCommunicationProcessor(Ifnecessary)

B874(ForB2800,B3800,B4800)B6358(ForB6800)B7359(ForB7800)

LineConcentrator

B876

Aネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ'テ ク チ ュ ア 開 発 背 景 お よ び 目的

バ ロースでは1968年 にDYNANETを 発 表 して いる。DYNANETで は

● 通信制御手順 の標準化

● ソフ トウ ェア構造(OS－ エ ンバイ ロメ ン トソ フ トーア プ リケー シ ョン)の 標準化

● フ ァームウ ェア による端 末装置 のイ ンテ リジェ ン ト化

が行 なわれ,以 来バ ロースの全製品 について この規約 が守 られ てい る(シ ステ ム ・ワイ ド・ルー ル

の確 立)。

通 信制御機 能の ためのソフ トウ ェアはエ ンバ イロメ ン トソ フ トに位置 づ けされ,エ ンバ イロメ ン

トソ フ トを作成す るためのソ フ トウ ェアが用意 され てい る。 この ため非常 に高 い拡張性,大 きな柔

軟性 を備 えて きた。

DNSに お いて はプロ トコルにHDLC準 拠 のBDLCを 加 え,さ らにネ ッ トワー クの種類 に応

じた最適構成 をとれ るよ うに配慮 されて いる。

Bネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュア の 基 本 概 念

DNSは ●処理 の分散

●通信 の分散
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●デー ダベースの分 散

を基本 と し,あ らゆ る処 理形態 を可能 とすぺ く大 きな柔 軟性 を実現 す ることを目差 してい る。

具体 的 にはバロース ・プロ ダク ト群 に一貫 す るソ フ トウェア体 系で支 えられ た通信/処 理 の明確

な機 能分 散で あ り,ま た幅広 い処理 能 力を備 えたプロセッサ群 であ る。DNSで は ネ ッ トワー ク形成

の 自由度 に最 も力を入 れてい る。

Cネ ッ トワ ーク ・ア ーキ テ クチ ュアの特 長

DNSに おいては各機能階層におけるプロ トコルを統一的 に定めることは していない。なぜ なら

処理内容,規 模の異 なるシステムに対 し画一的にそれらを定めることは過度の標準化 と考 えるから

である。DNSの 特長は標準化ではなく,ネ ットワーク構築の柔軟性 ・容易性にある。

Dデ ー タ リンク ・レベ ル ・プ ロ トコル

●POLL/SEL

● コ ンカチネ ー ショ・ン

●BDLC

Eそ の 他(特 記事項および具体例)

具体例多数 あり。

F参 考図
6-5-1図

オペ レー テ ィング
・システム

プロ トコルの

定義 を行 なう

ソフ トウェアの体 系

ネ ッ トワークはその仕様(ス ペ ック)を ジェネ レー タに入 力す るだけで最適構 成の もの を実現 す

ることがで きる。

{
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す な わち,デ ー タ リ ンク ・レベル/メ ッセ ージ ・レベ ルで の物理/論 理構成 を記述 し,こ れ によ

りネ ッ トワークの制 御 システ ムを作 り上 げるわけで あ るが,こ れ はプログ ラミングで はな く単 なる

仕様 の記述で あ り論理 エ ラー の発生 す る確 率 は非常 に低 く,か っ 容易で ある。 これ によ りネ ッ トワ

ー クの拡 張 ・変更 は非常 に容易 に行 なえる
。

① 仕様 の記述

②1.の 情 報 に基 づいて3.が 自動生成 され る。

③ リンク ・レベ ル/メ ッセ ー ジ ・レベ ルで のモジュー ル化 が完全 に行 なわれて いる。

'
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6沖 電 気 工業㈱ の ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチュア"DONA.

・ ネ ッ ト ワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア の 略 号 お よ び 正 式 名 称

DONA(DecentralizedOpenNetworkArchitecture)

・ 発 表 期 日 お よ び 実 現 時 期

1977年3月1978年9月

・ ホ ス ト ・ コ ン ピ ュ ー タ

OKITACsystem50シ リ ー ズ(DOS,MOS)

・ ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ 以 外 の 装 置

DONAの 物 理 構 成 要 素

①DL-H・st(DecentralizedL・cal-H・st)

②NSP(NetworkSwitchingPr・cess・r)

③NTP(Netw・rkTerminalC・ntrolPr・cess・r)

④ 端 末(各 種 リモ ー ト端 末)

OKITACsystem50シ リ ー ズ を 中 心 に適 用 す る 。

Aネ ッ トワー ク ・ア ーキテ ク チ ュア開発 背景 お よび 目的

(a)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(b)

(1)

開発背景

システム分散化の要求

・処理機能の縦への分散

・ローカリティにもとついた地域への分散

・通信 コス トの削減

高性能ネットワー クの要求

公衆パケッ ト公衆網の出現

新通信技術(パ ケット交換等)の 確立

マイクロコンや高性能 ミニコンの普及

ソフ トウェア工学の進歩

適応解放型ネッ トワークの要求

目的

ミニコンネットワークによる各種分散 システムの実現
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(2)高 信 頼度 高性能 ネ ッ トワー クの実現

(3)公 衆 パ ケ ッ ト交換網 の有効 利用

(4)ユ ーザ ・ニーズ(ト ラピック条件 ・サー ビス条件等)に 合 ったネ ッ トワー クの提供

(5)イ ンテ リジェン ト・ター ミナ ルの拡充

(6)柔 軟 性,拡 張性 に富 む システ ムの実現

(7)標 準 化 ・統一化 された システ ムの実現

Bネ ッ トワー ク ・ア ーキテ クチ ュアの 基本概 念

(a)DONAの 基 本 的 な 考 え方

(1}オ ー バ ヘ ッ ドの 少 な い ミニ コ ン 向 き プ ロ ト コ ル

(2)各 種 の トラ ピ ッ ク パ タ ー ン に適 合 可 能 な プ ロ トコ ル

(3)CCITT勧 告X25を 包 含 し た エ ン ド ・エ ン ド ・プ ロ ト コ ル

(4)標 準 化 し たNVT仕 様

(b)論 理 的 構 成 要 素(6-6-1表 参 照)

(1)NSN(NetworkSwitchingNode)

(2)HSN(HostNode)

(3)NTN(NetworkTerminalControlNode)

(c)プ ロ トコ ル 階 層(6-6-2表,6-6-1図 参 照)

(1)UAL(User/ApplicationLayer)

(2)NFL(NetworkFacilityLayer)

(3)SCL(SwitchingControlLayer)

(4)DLL(DataLinkControlLayer)

Cネ ッ トワー ク ・ア ーキ テ クチ ュアの特 長

(1)オ 、一バヘ ッ ドの少 ない ミニ コン向 けの プロ トコル

② 各種 の トラ ピックパ ター ン適 合可能 なプロ トコル

(レ ターグ ラム機 能 とバ ーチ ャル ・サーキ ッ ト機 能)

③ 専用線 公衆パ ケ ッ ト交換網等 のすべ ての回線種別 に適 用可能 なプロ トコル

(4)パ ケ ッ ト交換方式 をベー ス と して高性 能 ミニ コンネ ッ トワークの構築 を可 能 とす るプロ トコ

ル

⑤ 各種 分散 シス テム(分 散デ ー タ ・ベー ス等)に 適 した プロ トコル

(6)そ の 他
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Dデ ー タ リ ン ク ・ レ ベ ル ・プ ロ ト コ ル

正式名称HDLC手 順 〔lil

フ レー ム構 成

F A C 1 FCS F

E異 種 ネ ッ トワ ー ク との 接続 の可否

DCNA,SNA等 の特定のネ ットワークに対 して接続可能である。

F参 考 図

6-6-1表 論理的構成要素

論 理 ノ ー ド 記 事

NSN SCLサ プ ネ ッ トワー ク を構 成す る ノー ドで あ り,DLLとSCLの 機能 を持 つ 。

HSN 処 理 主 体 のUALとNFLを 持つ ノー ドで ある。

NTN バ ー チ ャ ル端 末 制 御 機能 を主体 とす るUALとNFLを 持 つ ノー ドで あ る。

6-6-2表 プ ロ トコル 階層

階 層 名 記 事

DLLは 物理リンク(回 線など)で 結ばれた隣接ノー ド間のデータ転送を保障する機能を持ち,物 理
DLL

イ ン タフ ェー ス を吸 収 す る。 標準DLLと してHDLCを 使 用。

SCLは 他 ノー ドのSCLと と もにNFLに 対 し仮 想的 なサ プ ネ ッ トを提供 す る。SCLの 主 な機 能
SCL

は どのNFLか ら どのNFLに 至 る かの デ ー タ毎 の 交換 制 御(ル ー チ ング)で あ る。

NFLは プ ロセ ス 間 のデ ー タ転 送 を制 御 す る こ とを主 な機 能 と し,バ ー チ ャル ・サ ーキ ッ ト機 能 と レ
NFL

ター グ ラム機 能 の2種 の サ ー ビス を提 供 す る。

UALは ア プ リケ ー シ ョン ・オ リエ ンテ ッ ドな機 能 を遂 行 す る層 で,標 準 プロ トコル以 外 にユ ーザ 自
UAL

身 が作 成 した プ ロ トコ ル を使 用 す るこ と も可 能 と して い る。



沖 電 気工 業㈱"DONA、 、319

6-6一 咽DONAプ ロ トコルと◇ タフ・一スの基本構成

ユーザ・アプリケーション・プロトコル

UALUALUAP

NFL

SCL

ネッ トワーク ・

ファシリテ ィ・プロ トコル

NFP

スイッチ ング ・

コン トロール ・プロ トコル

SCP

データリンク・コントロール ・プロ トコル

DLP

SCL

－

1

;Protocol

;Interface
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7富 士 通 ㈱ の ネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ クチ ュ ア"FNA.

● ネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア の 略 号 お よ び 正 式 名 称

FNA(FUJITSUNetworkArchitecture)

● 発 表 期 日

1977年5月

● ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ

FACOMMシ リ ー ズ(M-200,M-190,M-18011AD,M-160AD,M-160S,M-140,M-

;130:0SN/F4,X8,F2)

FACOM2305/8シ リ ー ズ(OSII/VS,M-25)

●

●

●

●

●

ホ ス ト ・ コ ン ピ ゴ ー タ 以 外 の 装 置

サ ブ ホ ス ト ーM-160S,M-140,M-130:0S]V/F2

…一サ遷 巖ご 酬

オフ ィス用 クラス タ(FACOMV)

汎 用 クラス タ(PFU-1500/400)

ク ラ ス タ 金融 用 クラス タ(F1530M/N/R)

小 売 業 用 クラスタ(F3550)

デ ー タ ・エ ン トリー用 ク ラス タ(F2770)

・一・ナル⊥鐘 蕊 ⊇ 撒i鷲 ㌶ ∴

Aネ ッ トワー ク ・ア ーキテ クチ ュア開発 背景 およ び 目的

(1)第1段 階

富士通 で は従来 か ら 「オ ンライ ンネ ッ トワー ク ・システ ムの発展 には標 準化,モ ジュール化 が重

要で あ る」との認識 の もとにシステムの開発 を行 なって きた。

・ 標 準化 にっ いてい えばベ ーシ ックモー ド制御手順の初期 か らすで に検 討 を始 め
,FTS手 順

として標 準化 を達成 した。

・ モ ジュール化 にっ いて はt
eCOP,SOM等 と して 実現 し応 用 プロ グラムt[}1通信 回線 伝送制



富士通㈱"FNA、 、321

御手 順 等 を意識 せず にす む レベル まで に到達 した。

(2)第2段 階

こ うした ネッ トワー ク ・アー キテ クチ ュア としての基盤 がすで にあったので,HDLCが 出 現 し

た時 いち早 く取 り入 れる事 がで きた。 またこの時HDLCの 特 長 を十分発揮 させ るた めの ネ ッ トワー

ク ・アーキテ クチ ュア を確 立す る必要性 を認識 し,1973年 に開発 した(当 時 は無名称で あった) 。こ

れ はFACOM2305/8シ リーズ,PFUシ リー ズを中心 に,SOMCOP等 の オ ンライ ンソフ トウ

ェアで実現 され,特 にコ ンピュー タ ・ネ ッ トワー クに重点 を置 いて いた。 商用 システ ムは1975年 以

降次々 に稼動 を開始 してい る。

(3)第3段 階

こ うした背景 の もとにFACOMMシ リー ズで は内 外 の標 準 化 動向 を加味 し,一 層発展 させ た体

系 であ るFNAを1977年 に確 立 した。 これはFACOMMシ リーズを中心 に実現 されてい る。

(4)こ の よ うに富士通のFNAは 「ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュア と して の 階層 化,モ ジュール

化 によ る柔 軟性 と拡 張性」 をも とに体 系的 に拡 張 ・発展 して い る。

Bネ ッ トワー ク ・ア ーキ テ クチ ュアの基 本概 念

FNAの 基 本 思想 ⇒ 「通信 と処理 との分離」

FNAは 伝 送制 御,ネ ッ トワーク制 御,フ ロー制御等 の通信 に関す る機能 とフォーマ ッ ト制御 ,

運 用制御,業 務処理 等の処理 に関す る機能 と を明確 に分離 し,規 定 してい る。 この基本的 な考 えの

もとに さらに次 の2っ の思想 を持 って いる。

① 通信機能 の 階層化 ・標 準化

FNAは 通 信 に関す る各種 の機 能 を基本的 な点で体 系的 に レベル分 け し,各 々の レベ ルの役割,

お よび通信 規約 を定 めてい る。基 本階層構造 を参 考図 に示 すが,各 レイヤを複数 のサ ブ レイヤに分

け ることによ り,「ネッ トワーク システム ごとの最適 な階層構造 」を実現 して いる。つ ま り,(1)シ ス

テム ごとに必要 なサ ブ レイヤのみ組 込み,② 各サ ブ レイヤ ご とに最適 なプロ トコ ルを装備 で きる。

② ユーザ ・イ ンター フェースの高水準化

FNAで は業 務処理 プログ ラムはネ ッ トワー ク内の制御や端末種別 などを意識 す ることな く開発

す る ことが可能 で ある。

Cネ ッ トワー ク ・ア ーキ テ クチ ュアの特 長

FNAの8大 特 長

① リソース シェアリング

端 末,回 線,デ ー タベ ース,ア プ リケー シ ョンな どの共用 と全 資源 の効率的運 用
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② ネ ッ トワー クのバーチ ャル化

通信機 能 と応用 プ ログ ラムの分離 によ るシステ ム開発 の容易性,お よび通信機 能の階層化 による

ネ ッ トワー ク拡張 の柔軟性 。

③ 高効率 ・高信頼 システ ム

HDLCと ネ ッ トワーク監視 機能 による高効 率 ・高信 頼化。

④ コンポーネ ン トの充実

豊富 なホ ス ト,サ ブホス ト,通 信 プロセ ッサ,ク ラス タ,タ ー ミナル,お よび完備 した ソフ トウ

ェア体 系 による最適 なネ ッ トワーク構成 の実現

⑤ ネ ッ トワー ク資産 の活用

既存 システム との有機 的 な結合 と発展 。

⑥ 回線網設計 の柔軟 性

特定/公 衆,新 デー タ網(DDX)な ど最適 回線網 の選択。

⑦ 国際互換 の推進

ISO,CCITT諸 勧 告 にもとつ く国際互換

⑧ セ キュ リテ ィの配慮

ネ ッ トワーク内の体 系的,セ キュ リテ ィサポー ト。

Dデ ー タ リ ン ク ・ レ ベ ル ・ プ ロ ト コ ル

HDLC(HighlevelDataLinkControlProcedures)

・ISO ,JISに 準 拠

フ レ ー ム

F A C (1) FCS F

F:フ ラ グA:ア ド レ スC:コ ン トロ ー ル1:情 報FCS:フ レ ー ム ・チ ェ ッ ク ・シ ー ケ ン ス

E異 種ネ ッ トワークとの接続の可否

可能:異 種ネ ッ トワークがISO,CCITT,JIS,DCNA等 に準拠 すれば接 続可能。

また,こ れ らに準拠 してい なくとも何 らかのプロ トコル 変 換 装 置(ソ フ トも含 めて)を 挿入す

ることに より可能。但 し,接 続の容易性 は階層 に よ り異 なる。

Fそ の他(特 記 事項 および具体 例)

FNAは ㈱ 日立製作所 との共同開発であるMSNA(Mシ リーズネットワーク ・アーキテクチュ
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ア)を 基本 と して い る。

MSNAはMシ リーズ にのみ適 用 されるネッ トワー ク ・アーキテクチ ュアだ が,FNAは 従 来の ネ

ッ トワーク ・システ ムか らの移行性,既 存製 品のサポー トにつ いて考慮 してい る。

G参 考図

6-7-1図FNAの ネ ッ トワ ー ク シス テム 例

F1530 M-160
AD

F-58
HLCCU HLCCU F-38 CCU

CCP
/UCP

HLCCU

F-6850

F-1520

M-180H
AD

CCP
/UCP

CCP

/UCP
M-200

特定/公 衆
新データ網

M-160S
/140/130

F-V'
CCP
/UCP

PFU-1500

F-2770

F-3550F9525F9525
F2740

F-2730 F-1513

F9525
F-2460

F-2740

F-3520F-3570

6-7-3図 オ ン ラ イ ンソ フ トウ ェ ア とサ ブ シス テム

Mシ リー ズF-280X

6-7-2図 階層 構造
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N

C
P

`

一

＼

APL

AIM

V
T

A

M

|
I
I

RES

HICS
'
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AIM:AdvancedInformationManager

RES:RemoteEntryServices

HICS:HierachicalInformationControlSubsystem

TSS:TimeSharingSystem

VTAM:Virtua]Te]ecommunicationsAccessMethod

NCP:NetworkControlProgram
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8㈱ 日立 製 作 所 の ネ ッ トワー ク・ア ー キ テ クチ ュ ア"HNA"

● ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアの略号 および正式 名称

HNA(HitachiNetworkArchitecture)

● 発 表期 日および実現 時期

1977年9月1978年12月

● ホ ス ト・コ ンピュー タ

M-150/160U/170/180VOS2/VOS3

● ホ ス ト ・コンピュー タ以 外の装置

通 信制御 装置:H-8622通 信 制御処理 装置

端 末 装 置:HITAC9415ビ デ オデ ータシステム(ベ ー シック版お よびHNA版)

HITACL-320シ ス テム(HNA版)

HITACT-540/30タ ー ミナル ・システム(HNA版)

L-330/340シ ス テ ム(HNA版)

HITAC20(HNA版)

HIDIC80(HNA版)

シス テ ム構成例 を6-8-1図 に示 す。

Aネ ッ トワー ク ・アー キテ クチ ュア 開発 背 景 および 目的

オンラインシステムが広 く普及 している現在,オ ンラインシステムに対す るユーザのニーズは多

様化の方向をたどっている。その多様化は,単 にアプリケーション分野の拡大ばかりでなく,デ ー

タ処理形態 としても従来のデータ集配や問合せ応答 といった一般オンライン処理形態に加 えてRJ

E,TSS,計 算機通信 や複数ホス トとの通信 といった比較的新 しい処理形態が普及 し始めている。

また端末装置に対する機能追加の要求が多く,結 果として端末機能 が複雑化する傾向にある た

とえば処理の分散およびファイルの分散を目的 とした分散処理ので きる端末装置。

一方基礎技術的な背景 として,LSI技 術の進歩,HDLCの 標準化およびパケット交換技術の開

発 を見逃すことはで きない。LSI技 術の進歩は,ネ ットワーク制御や分散処理端末に安価 なCPU,

メモリを導入す ることを可能にした。 また新 しい伝送制御手順であるHDLCはISOお よびJISに て

標準化 が進められており,パ ケット交換技術開発の成果の1つ として電電公社のDDXパ ケット交

換 は,1979年 サービス開始が予定 されている。



㈱ 日立製作所"HNA、 、325

以 上 の よ うに大規 模化,複 雑化,多 様化 したオ ンライ ンシス テムの環 境 に対 して従来の伝送制 御

手順,オ ンライ ン関係 の ソフ トウ ェア製品,端 末装置 を適 用 しよ うとす る と様 々の問題点 が生 じる。

そ こで従 来の通信 システ ムを見 直 して統一 化,標 準化 されたネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアを確

立 す る必要 があ る。 この よ うに して設定 されたHNAは,前 記の よ うに今後 の多様化 したオ ンライ

ン環境 に対応す ることを目的 とす る。

'

Bネ ッ トワー ク ・ア ー キテ クチ ュアの 基本概 念

HNAは,通 信 システ ム全体 をネ ッ トワー クとそのネ ッ トワークを利 用す るエ ン ドユーザ とに分

け,さ らにネ ッ トワー クをその機能 に よって分割 して機能 層 を設定 し,各 機 能層 の役割,対 に なる

機能 層間の プロ トコル,ネ ッ トワー クを流 れ るメ ッセ ージのフ ォーマ ッ トを規定 したものである(6

-8-2図 参 照)
。こ こで い うエ ン ドユーザ とは,情 報 の発生点 および情 報の到達点 に位 置 し,ネ ッ

トワー クに対 して情報 の送信/受 信 を要求 し,情 報 の処理 を行 な うもので,端 末側 の1っ の端末装置

(プ ログラマ ブル端 末の場合 は端末 プログ ラム),ホ ス ト側 の応用 プログ ラム がこれに当 る。ネ ッ ト

ワークは,エ ン ドユ ーザ間 に介 在す るすべ てのハ ー ドウェアおよび ソフ トウェアを指 し,単 に通信

網 ばか りで なく,ホ ス ト側の 通信制御装 置や通信管理 プログラム,端 末側 の端末制御装置 や端末制

御プロ グラム がこれに含 まれる。

ネ ッ トワー クは大 き く機能管理層,転 送 サ ブシステム層 お よび通信網 か ら成 る。通信網 の種類 や

構成 はすべて転送 サ ブシステム層で吸収 サポー トされ機能管理 層以上 は,通 信 網の種類 や構成 か ら

独立 して いる。

、

Cネ ッ トワー ク ・ア ーキテ クチ ュア の特 長

通信 システム にHNAを 導 入す ることによ り,次 の よ うな利 点が得 られる。

(1)ホ ス ト側 および端 末側 の応用 プログ ラムは,通 信網の種類 や構 成 か ら独立 となるの で,通 信

網 の変更 や追 加の影響 を受 けない。

(2)複 数 個 の応用 プログ ラムが同一の通信 回線,同 一の端末 制御装置 を共用 す ることがで きるの

で,ネ ッ トワー ク資源 の有効利用 がはかれ る。

(3)HNAは パ ケ ッ ト交換網 を有効 に利 用す ることがで きる。'

(4)複 数 ホ ス トとの通信 を容易 にす る。

(5)端 末 側 の起 動 によ つてホス トの応用 プログ ラム との交信 を開始 で きるな ど,HNAは 分 散処

理 に適 したネ ッ トワーク ・アーキテ クチュ アで あ る。

Dデ ー タ リンク ・レベル ・プロ トコル
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HDLC(HighLevelDataLinkContro1)に よ る 。

フ レ ー ム 構 成 は,ISO勧 告,電 電 公 社DCNA基 本 仕 様 のHDLCお よ びIBM社SDLCの

フ レ ー ム 構 成 と 合 っ て い る。

E異 種 ネッ トワークとの接続の可否

HNAに よ るネ ッ トワー クと異 種 ネ ッ トワークとの接続 が技術 的 には可能 であ る。

その方法 は,計 算磯間接続 など,異 種 ネ ッ トワークによ る。

Fそ の他(特 記事項および具体例)

HNAは,富 士 通 ㈱ との共同開発 に よるネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアで あるMSNAを 基

本 と してい る。HNAで 規 定 して いる機能 管理 層 お』よび転 送サ ブシステ ム層 にお けるプロ トコルと

デ ータ形式 の多 くは,ま たMSNAの プ ロ トコル とデー タ形 式で もある。

G参 考図
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6-8-2図HNAに よ る シ ス テ ム 構 成 例
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9三 菱 電 機 ㈱ の ネ ッ .Fワ ー ク ・ア ー キ テ クチ ュ ア"MNA"

● ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアの略号 および正 式名称

MNA(マ ル チ シェア'ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュア)

● 発表期 日お よび実現時期

1977年6月1979年3月

● ホス ト ・コンピュー タ

MELCOMCOSMOシ リー ズ(UTS/VS)MELCOM70シ リーズ(RDOSPE

NTAOS)MELCOM80シ リー ズ(DPS)M2350シ リーズ(TCOS)

● ホ ス ト・コ ンピュー タ以外の装 置

6680通 信 制御処理装 置

各種 端末(一 般端末 を接続す る)

Aネ ッ トワー ク ・アーキ テ クチ ュア 開発 背景 および 目的

開発 背景

従来 コ ンピュー タ ・ネ ッ トワー ク ・システムを個別 的 に開発 して きた が,シ ステム数 の増加 によ

りソフ トウ ェア/シ ス テムの標 準化/体 系化 が必要 になった。

また新 デー タ網,ISO/CCITTに お け るデー タ通信 関連 の標準化 に体 系的 に対応 す る必要 が生 じ

た。

目的

MNAは 三 菱電機 の計 算機,通 信制御 装置 および端末 を用い,よ り効果的 にコンピュータ ・ネ ッ

トワー クの構 築を可能 にす るこ とを 目的 と している。

す なわちMNAは 大 型 コ ンピュー タの みな らず ミニコ ン,オ フ ィス コン,イ ンテ リジ ェン ト端末

にも容 易に適 用で きるよ うに考 慮 し,大 規模 な システム ・ユ ーザ のみで な く小 規模 なユ ーザ に対 し

て も安価 なシステ ムを提供 しネ ッ トワーク ・ユ ーザの裾 野 を広 げ ることを目指 してい る。

Bネ ッ トワ ーク ・ア ーキ テ クチ ュアの基 本概 念

MNAで は情報処理 と通信機 能 を果 たす実体 をノー ドと定義 す る。論理 ネ ッ トワー クはノー ドお

よび ノー ド間 を接 続す るリンクで構成 され る。

現 実の オ ンライ ン ・システ ムにおけ るデ ータ通信網 を図示 したの が6-9-1図 で あ るが,こ れ
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を論 理 ネ ッ トワー クと して示す と6-9-2図 の よ うになる。 また ノン ・イ ンテ リジェン ト端末 は

ノー ド上で仮 想端末仕様 に変換 され,リ モ ー ト ・プロセ スか ら標 準端末仕様,ネ ッ トワーク標準 手

順 によってア クセス される。

MNAは ネ ッ トワー ク ・システムで提供 される各種 の機 能 を論理 的 な階層化 構造 と して とらえて

いる。6-9-3図 の よ うに4レ ベルの階層 に分 かれ,各 層対 間 にはプロ トコルが定義 され る。

Cネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア の 特 長

① リソースの共 有化

② 分散処理/分 散制御

③ 分散ホ ス ト ・ネ ッ トワー ク

④ アプリケー ションとネ ッ トワークの分 離

⑤HDLC手 順 の採 用 と新 デー タ網へ の接 続

Dデ ー タ リ ン ク ・レベ ル ・プ ロ トコ ル

次の手順 を使用 する。

HDLC,SDLC,お よびルー プ手順

フレーム構成

フ ラグ シー

ケ ンス
ア ドレス部 制 御 部 (情 報 部)

フ レ ー ム ・チ ェ

ッ ク シー ケ ン ス

フ ラグ シー ケ

ンス

E異 種 ネ ッ トワ ー クとの接 続の 可 否

可能(ゲ ー トウェイ ・プロセ ッサを介 して接続する)

Fそ の 他(特 記 事項 お よび具体 例)

機能制御層のプロ トコルに下記のものがある。

① プロセス間通信プロ トコル

② ファイル転送プロ トコル

③TSSプ ロ トコル

④RJEプ ロ トコル

G参 考 図
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6-9-1図 データ通信網
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6-9-2図 論 理 ネ ッ トワー ク
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6-9-3図 ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ムの 階層 構 造
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日本 ア イ ・ ピ ー ・エ ム ㈱ の ネ ッ ト ワ ー ク ・ア ー キ テ ク

チ ュ ア"SNA、 、

● ネ ッ トワー ク ・アー キテクチュ アの略号 および正 式名称

SNA(Systems.NetworkArchitecture)

● 発 表期 日および実現時期

1974年9月1975年5月

● ホス ト ・コ ンピュー タ

システム/370DOS/VS,SVS,OS/VS1,MVS(3033/3032/3031プ ロセッサーを含

む)

● ホス ト ・コ ンピュー タ以外の装置

3704通 信 制御装置

3705通 信 制御装置

3790通 信 システム

3770デ ー タ通信 システ ム

3767通 信 端末装置

3270情 報 表示 システム

3790/3760デ ー タ入 力構成

3600金 融 機関通信 システ ム

3630作 業 デ ー タ通信 システ ム

3650小 売 業 ス トアシステム

Aネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ クチ ュア 開 発 背 景 お よ び 目的

(a)SNA開 発 の背景

① デー タ通 信利用の拡大 とユーザニ ーズの多様化

② 回路 技術 の進歩

③ 通信技術 の発 展 と回線料金 の増大

(b)SNAの 目的

① ホス ト負荷 の軽減

② 機能 の分 散(通 信 機能,処 理機能,デ ータ ・フ ァイ ル)

③ デー タ通信 システム に参加 す る各種 資源の共用
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④ 適用業務プログラムの通信サブシステムからの独立

⑤ ネッ トワーク ・システムのOS化

⑥ システムの変更と拡張に対する融通性

⑦ システム開発時間の短縮 とシステム稼動の早期実現

Bネ ッ トワー ク ・アー キテ クチ ュアの基本 概 念

① 拡張可能 な統一的なデータ通信システムの設計体系

② 適用業務プログラムに対する共通 アクセス方式

③ 共通のネットワーク制御方式

④ データ通信 システムを構成する各機能層の明確化

⑤ データ通信 システムの構成要素を有機的に結合 するプロ トコルとデータ形式の定義化

Cネ ッ トワー ク ・ア ーキ テ クチ ュア の特 長

① 新規適用業務プログラムの容易な追加および拡張

② デ ィス トリビューテッド情報処理システム

③ システム使用可能度 と信頼性の向上

④ ホス トによるオンライン制御プログラムの生成

⑤ 通信回線の効率利用

Dデ ー タ リンク ・レベ ル ・プ ロ トコル

SDLC(シ ンクロナス ・データリンク ・コントロール)

E異 種 ネ ッ トワ ーク との 接続の可 否

可能(適 切な変換プログラムの開発が必要)

Fそ の他(特 記事項および具体例)

多数の稼動具体例 システム

t
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G 参考図

6-10-1図
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11日 本電 信 電 話公 社 の デー タ通信網 アーキテ クチ ュア"DCNA"

・ ネッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアの略号 および正 式名称

デー タ通信網 アーキテ クチ ュ ア

DCNA(DataCommunicationNetworkArchitecture)

・ 発 表期 日および実現時 期

1977年3月30日1978年(仕 様)1979年(製 品)

・ ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ

DIPS,Mシ リ ー ズ,ACOSシ リ ー ズ な ど

・ ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ以 外 の 装 置

CCP

FCP

イ ン テ リ ジ ェ ン ト タ ー ミ ナ ル

Aネ ッ トワー ク ・ア ー キテ クチ ュア開発 背景お よび 目的

デー タ通信 の利用形態 は適 用分野 の拡 大,ハ ー ドウェア技術 の進歩 に伴 って個 々の システ ムを利

用す る形態 から複 数 のコ ンピュー タの相 互接続,多 様 な端末 の利用 を可能 とす る情 報処理 と通信 を

緊密 に結合 したネ ッ トワー クユ ーテ ィリテ ィの形態へ発展 す るもの と考 え られ る。

電電公社 は従来 か らDIPSの ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの 開発 および各種端 末装置等 の開発

を行 なって きたほ か,デ ー タ通信 に適 した新 デー タ網 を1979年 に はサー ビス開始 す る予定で あるが,

将 来 の ネッ トワー クユーテ ィリテ ィの実現 にはデー タ通信網構 成要素間 のプロ トコルを体系 的 に定

め ることが必要 で あり,公 社標準 ハ イ レベル ・デー タリ ンク制御手順,DIPS用 エ ン ドーエ ン ド

プ ロ トコル等 を定 めて きた。

これ らの成 果 をもとに1977年 度 か ら国 内メー カ4社(日 本電気,日 立,富 士通,沖)と の共同研

究 で今後 の国 内での標準的 ネ ッ トワー ク ・アーキ テクチュア とす ることを目ざ してDCNAの 開発

を行 なって きた。

デー タ通信網 を統一 的 に発展 させネ ッ トワークユ ーテ ィリテ ィを実現す るために は特定機種 に依

存 しない標準 的 プロ トコル が広範囲 に普 及す る必要 が ありこの観点 か ら複 数 メー カとの共同研究 を

行 ない,さ らに汎用化 を目 ざして,そ の研究成果 を広 く公開す ることと してい る。
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Bネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア の 基 本 概 念

(1)デ ー タ通信網 はネッ トワー クノー ドとリンクか ら構成 され,ネ ッ トワー クノー ドは情報処 理 を

実行す るプロセ シ ングマ シン(Pマ シ ン)と 通信 を実行 す るコ ミュニケ ーテ ィングマ シ ン(Cマ シ

ン)か ら成 って いる。Cマ シンと リンクの集 合で ある通信 フ ィール ドは デー タの トラ ンスペ アレ ン

トな転 送 を実行 す る転送 フ ィール ドと通信処理 の機 能 を果 す通信処理 フ ィール ドに区分 され,こ れ

に従 ってプロ トコル階層 を定 めて いる。

(2)論 理 的 な構成要 素 としてN1～N5ま で5種 類 の ネ ッ トワー クを定義 してい る。

(3)プ ロ トコル階層 は下位 から順 に物 理 レベ ル,デ ー タ リンク レベ ル,ト ランスポー トレベ ル,機

能制 御 レベ ル,情 報 処理 レベ ルで ある。

Cネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア の 特 長

(1)複 数 機種 コンピュー タ,端 末 に共通 なプ ロ トコルの提供。

(2)公 衆 パ ケ ッ ト網 の効率 的 な利用 を可能 とす るプロ トコルの提供。

(3)専 用 線 および公衆網の双方 に適 用可能 なプロ トコルの提 供。

(4)仮 想 端末 プロ トコルの提供 。

Dデ ー タ リ ン ク ・ レ ベ ル ・ プ ロ ト コ ル

(1)プ ロ トコ ル 名 称:ハ イ レベ ル ・デ ー タ リ ン ク 制 御 手 順(HDLC)

(2)フ レ ー ム 構 成

ISO/IS3309"HighLevelDataLinkControlProcedure-FrameStructure"に 規 定

さ れ た 内 容 に よ る 。

E異 種 ネ ッ トワ ー ク と の 接 続 の 可 否

DCNA体 系 外の ネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアの仕様 を持 つ システム との接続 が必要 な場 合

には一般 的 にインタフェース用 プロセ ッサ等 を介 して プロ トコルマ ッピングを行 な う必要 があ る
。
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F参 考図

6-11-1図 論 理 ネ ッ トワー クの フ ィ ール ド構 成
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1.特 定機械 情報産業振興臨時措置法(昭53法84)

2.特 定機械 情報産業振興臨時措置法施行令(昭53政342)

3.コ ンピュー タシステム安全対策実態調査結果概要

4.オ フィスコンピュー タの出荷状況

5.昭 和53年 度情報化週 間表彰者



338第7部 資 料

1特 定 機械 情 報産 業振 興 臨時措 置 法(昭和53・7.1法84号)

特定機械情報産業振興臨時措置法

(目的)

第1条 この法律 は,特 定機械情報産業 にっいて,生 産技術の向上,生 産の合理化等を促進することによ

り,そ の振興 を図 り,も って国民経済の健全な発展に寄与 し,あ わせて国民生活の向上 に資することを

目的 とする。

(定義)

第2条 この法律 において 「電子機器」 とは,電 子管,半 導体素子その他 これらに類似する部品を使用す

ることにより電子の運動の特性 を応用する機械器具並びに主 としてこれに使用 される部品及び材料をい う。

2こ の法律において 「機械」 とは,機 械器具(電 子機器であるものを除 く。)及 び主としてこれに使用 さ

れる部品(部 品の半製品を含 む。以下同 じ。)を い う。

3こ の法律において 「プログラム」 とは,情 報処理振興事業協会等に関す る法律(昭 和45年 法律第90号)

第2条 第2項 のプログラムをい う。

(高度化計画)

第3条 主務大巨は,次 に掲 げる事業(以 下 「特定機械情報産業」という。)に っいて,そ の高度化 に関す

る計画(以 下 「高度化計画」 とい う。)を 定めなければならない。

1電 子機器 を製造する事業の うち,次 に掲 げるもの

イ 我が国において生産技術が確立 されていない電子機器の うち,生 産技術 に関する試験研究(試 作

を含む。次項 第4号 を除 き,以 下同 じ。)を 特 に促進 す る必要 があるものであって政令で定めるも

のを製造する事業

ゴ 我が国において工業生産が行われていないか又は生産数量が著 しく少 ない電子機器の うち,工 業

生産の開始又は生産数量の増加を特に促進す る必要 があるものであって政令で定めるもの を製造す

る事業

ハ 性能又は品質の改善,生 産量の低下 その他生産の合理化を特 に促進する必要がある電子機器であ

って政令で定めるものを製造する事業

2機 械 を製造する事業の うち,次 に掲 げるもの

イ 危害の防止,生 活環境の保全,資 源の利用の合理化又は機械 を製造す る事業の基盤の強化(以 下

「危害の防止等」とい う。)に 資するため,生 産技術 に関する試験研究を特に促進す る必要 がある機

械であって政令で定めるものを製造する事業
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ロ 危害の防止等に資するため,工 業生産の開始又は生産数量の増加 を特に促進する必要がある機械

(電子計算機 その他の電子機器 と組 み合 わせた機械(部 品を除 く。)で あって,当 該電子機器 と組 み

合わせたことにより著 しく高い性能 を有す ることとなったものに限る。)で あって政令で定めるもの

を製造す る事業

ハ 危害の防止等 に資するため,性 能又は品質の改善,生 産費の低下その他生産の合理化 を特 に促進

する必要がある機械 であって政令で定めるものを製造する事業

3ソ フ トウエア業(他 人の需要 に応 じてプログラムを作成する事業 をいい
,1の 事 業の分野 に属 す る

事業を営む者の需要 に専 ら応 じて当該1の 事業の分野 における情報処理 を目的 とするプログラムを主

として作成する事業 を除 く。以下同 じ。)

2高 度 化計画 に定める事項は,次 のとお りとす る。

1前 項第1号 イの事業及び同項第2号 イの事業 にあっては,イ の事項及び必要 に応 じロ又はハの事項

であって生産技術の確立を保進ずる上での基本 となるべ きもの

イ 試験研究の内容及 びその完成の目標年度

ロ 試験研究 に必要な資金に関する事項

ハ その他試験研究の促進に関す る重要事項

2前 項 第1号 ロの事業及び同項第2号 ロの事業にあっては,イ の事項及び必要に応 じロからこまでの

事項であって工業生産の開始 又は生産数量の増加 を促進する上での基本となるべ きもの

イ 工業生産の開始の目標年度又は計画 目標年度における生産数量

ロ 新たに設置すべ き設備の種類及び数量

ハ 工業生産の開始 又は生産数量の増加に必要 な資金 に関する事項

二 その他工業生産の開始又は生産数量の増加 の促進 に関する重要事項

3前 項第1号 ハの事業及び同項第2号 ハの事業にあっては,イ の事項及び必要 に応 じロからホまでの

事項であって生産の合理化を促進する上での基本 となるべ きもの

イ 計画 目標年度における性能又は品質,生 産 費その他合理化の目標

ロ 新たに設置すべ き設備の種類及び数量

ハ 適正な生産の規模又は事業の共同化若 しくは生産すべ き品種の専門化に関す る事項

二 合理化 に必要な資金 に関する事項

ホ その他合理化の促進 に関す る重要事項

4前 項第3号 の事業にあっては,イ 及びロの事項並びに必要に応 じハからホまでの事項(主 として1

の事業の分野 における情報処理 を目的 とす るプログラムの作成のみに係るもの を除 く。)で あってプロ

グラムの作成 に関する技術の向上及び合理化を促進す る上での基本となるべきもの

イ 計画目標年度におけるプログラムの作成に関する試験 研究の目標その他技術の向上の目標
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ロ 計画目標年度におけるプログラム作成費その他の目標

ハ 事業の共同化に関する事項

二 技術の向上又は合理化に必要な資金に関する事項

ホ その他技術の向上又は合理化の促進に関する重要事項

主務大臣は,高 度化計画を定めるに際しては,特 定機械情報産業相互の関連に留意し,当 該高度化計

画に係 る特定機械情報産業及びこれと密接 な関連 を有する他の特定機械情報産業の振興 が効果的に図 ら

れるよう必要な配慮 を払 うものとする。.

4主 務大臣は,第1項 の規定 により高度化計画 を定めたときは,遅 滞な く,こ れを告示 しなければなら

ない。

(計画の変更)

第4条 主務大臣は,特 定機械情報産業 に関する技術の著 しい進歩又は生産条件 その他経済事情の著 しい

変動のため特 に必要があると認 めるときは,高 度化言十画 を変更 しなければならない。

2前 条第3項 及び第4項 の規定は,前 項の場合に準用する。

(資金の確保)

第5条 政府は,高 度化計画 に定める所要の資金 にっいて,そ の確保 に努めるもの とする。

(共同行為の実施 に関する指示)

第6条 主務大臣は,第3条 第1項 第1号 ハの事業又は同項第2号 ハの事業(以 下「合理化関係事業」という。)

に関 して,当 該事業に係る高度化計画 に定める合理化の目標 を達成するため特 に必要があると認 めると

きは,当 該事業 を営む者 に対 し,規 格 の制限又は技術の制限に係 る共同行為を実施 すべ きことを指示す

ることがで きる。

2主 務大臣は,合 理化関係事業の うち,生 産の合理化を促進 しなければ国民経済の健全 な発展 に著 しい

支障を生ずるおそれがあるものに関 して,当 該事業に係 る高度化計画に定め る合理化の 目標を達成する

ためやむを得ない必要があると認めるときは,当 該事業を営む者に対 し,品 種の制限(規 格の制限 を除

く。)又 は生産施設 の利用 に係 る共同行為を実施すべきことを指示することがで きる。

3主 務大臣は,第1項 に規定す る規格の制限に係 る共同行為をもって しては第3条 第1項 第1号 ハの政

令で定め る電子機器又は同項第2号 ハの政令で定める機械(以 下 「合理化関係機器」 という。)め規格の

制限をす ることが困難である場合 において,特 に必要があると認めるときは,そ の合理化関係機器 を部

品又は材料として使用 して電子機器又は機械 を製造する事業(合 理化関係事業 を除 く。以下同 じ。)を営

む者に対 し,そ の使用する合理化関係機器の規格の制限に係る共同行為を実施すべ きことを指示するこ

とができる。ただ し,そ の合理化関係機器 を部品又は材料として使用 して電子機器又は機械 を製造する

事業の合理化に資すると認められないときは,こ の限 りでない。

4前3項 の規定による指示は,共 同行為 をすべき期間及び共同行為の内容を定めて,告 示により行 う。
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(共同行為の内容)

第7条 前条第1項 から第3項 までに規定する共同行為の内容 は,次 の各号 に適合するものでなければな

らない。

1高 度化計画に定める合理化の目標 を達成するため必要な程度 を超えないこと。

2一 般消費者及 び関連事業者の利益 を不当に害 するおそれがないこと。

3不 当に差別的でないこと。

(共同行為の指示の変更等)

第8条 主務大臣は,第6条 第1項 か ら第3項 までの規定による指示に係る共同行為の内容 が前条各号 に

適合するものでなくなったと認 めるときは,そ の指示 を変更 し,又 は取 り消 さなければならない。

2第6条 第4項 の規定は,前 項の場合に準用する。

(共同行為の届出)

第9条 第6条 第1項 から第3項 までの規定による指示(前 条第1項 の規定による変更があったときは,

その変更後のもの。以下同 じ。)を 受 けた老 は,そ の指示 に従って共同行為 をしたときは,遅 滞 なく,主

務省令で定める事項 を主務大臣に届 け出なければならない。これを変更 し,又 は廃止 したときも,同 様

とする。

(規格の制限 に関する命令)

第10条 主 務大臣は,第6条 第1項 の規定により規格の制限 に係る共同行為を実施すべ きことを指示 した

場合 において,次 の各号に該当するときは,当 該 指示に係る合理化関係事業 を営む者に対 し,当 該指示

の内容に従 って合理化関係機器の規格 を制限すべ きことを主務省令で命ずることがで きる。

1当 該指示に従 って共同行為 を実施 している者の当該合理化関係機器の生産額 が当該合理化関係機器

の総生産額に対 し相当の比率 を占めているとき。

2当 該指示 に係 る合理化関係事業を営む者であって共同行為 を実施 していないものの事業活動が当該

事業に係る高度化計画に定める合理化の 目標を達成するのに著 しく障害 となっているとき。

3第6条 第3項 の規定による指示 によっては,当 該合理化関係機器の規格の制限をすることがで きな

いか又は著 しく困難であるとき。

4第2号 に規定する状態 が継続 することが当該合理化関係事業の生産方式の改善 に重大な悪影響 を及

ぼ し,国 民経済の健全な発展 に著 しい支障 を生ずるおそれがあると認められるとき。

(私的独占の禁止及び公正取引の確保 に関する法律の適用除外)

第11条 私 的独 占の禁止 及び公正取 引の確 保 に関す る法律(昭 和22年 法律第54号)の 規定は,第6条

第1項 から第3項 までの規定 による指示に従 ってする共同行為 については,適 用 しない。ただ し,不 公

正 な取引方法 を用いるときは,こ の限 りで ない。

(公正取引委員会との関係)
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第12条 主 務大臣は,第6条 第1項 から第3項 までの規定による指示又 は第10条 の規 定 による命 令 をし

ようとするときは,公 正取引委員会に協議 しなければならない。

2主 務大臣は,第9条 の規定による届出を受理 したときは,遅 滞なく,そ の旨を公正取引委員会 に通知

しなければならない。

(勧告)

第13条 主 務大臣は,合 理化関係事業又はソフ トウエア業を営む者 が当該事業 に係 る高度化計画 に定 め

るところに従って事業の共同化(合 理化関係事業 にあっては,事 業の共同化又は生産すべ き品種の専門

化。以下 「事業共同化等」 という。)を 実施 していると認められ,か つ,そ の事業共同化等を実施 してい

る者の当該合理化関係機器又はプログラムの生産額が当該事業を営む者の当該合理化関係機器又はプロ

グラムの総生産額 に対 し相当の比率を占めている場合 において,そ の事業共同化等を実施 している者以

外の者が大規模 な当該事業の開始 又は当該事業の大規模な拡大 をすることがその事業共同化等の実施 に

重大な悪影響を及ぼ し,国 民経済の健全な発展 に著 しい支障を生ず るおそれがあると認 めるときは,当

該事業の開始 又は拡大を しようとする者 に対 し,そ の事業共同化等 に参加 し,又 は事業の開始 の時期

事業の拡大の時期若 しくは事業の規模を変更すべ きことを勧告す ることがで きる。

2前 項の規定 による勧告の内容は,当 該事業 に係 る高度化計画に定める合理化の目標 を達成するため必

要な程度 を超 えないもので あり,か っ,一 般消費者及び関連事業者の利益 を不当 に害するおそれがない

もので なければならない。

3主 務大臣は,第1項 の規定による勧 告を しようとするときは,当 該事業の開始又は拡大をしようとす

る者 に,意 見を述べ る機会 を与 えなければならない。

(税制上の措置)

第14条 国 は,第3条 第1項 第1号 ロの政令で定める電子機器(電 子計算機その他 の電子機器 と組み合 わ

せた電子機器(部 品及び材料を除 く。)で あって,当 該電子機器と組み合 わせたことにより著 しく高い性

能 を有することとなった ものに限る。)又 は同項 第2号 ロの政令で定める機械の うち,そ の普及 を特に

促進 する必要 があるもの に関 して,当 該電子機器又は機械 を使用する者に対 し,税 制上必要 な措置 を講

ずるよ う努めるものとする。

(審議会への諮問等)

第15条 主務大臣は,次 に掲げる場合には,航 空機 ・機械工業審議会に諮 問 しなければならない。

1第3条 第1項 第1号 イ,ロ 若 しくはハ又は同項 第2号 イ,ロ 若 しくはハの政令の制定又は改廃 の立

案 をしよ うとするとき。

2第3条 第1項 の規定 により高度化計画 を定め,又 は第4条 第1項 の規定により高度化計画を変更 し

よ うとするとき。

3第6条 第1項 から第3項 までの規定 による指示,第10条 の規定による命令又は第13条 第1項 の規定
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による勧告を しようとするとき。

2主 務大臣は,前 項 第2項 に掲げる場合においてその高度化計画がソフトウエア業に係 るものであると

きは,関 係行政機関の長 に協議 しなければならない。

(報告の徴収)

第16条 主務大臣は,こ の法律の施行 に必要 な限度 において,政 令で定 め るところによ り,特 定機械 情

報産業を営む者又は合理化関係機器を部品若 しくは材料 として使用 して電子機器若 しくは機械 を製造す

る事業を営む者 に対 し,そ の業務又は経理の状況 に関 し報告をさせ ることがで きる
。

(主務大臣)

第17条 この法律 における主務大臣は,第3条 第1項 第1号 イ,ロ 又はハの政令で定める電子機器を製造

す る事業及 び ソフ トウエ ア業 に関する事項につ いては通商産業大臣と し
,同 項第2号 イ,ロ 又はハの

政令で定める機械 を製造す る事業 に関する事項については当該機械の生産 を所掌す る大臣 とす る
。

(罰則)

第8条 第10条 の規定 による命令に違反 した者は,50万 円以下の罰金 に処する。

第19条 次 の各号の1に 該 当す る者は,10万 円以下の罰金 に処する。

1第9条 の規定による届出をせず ,又 は虚偽の届出を した者

2第16条 の規定 による報告をせず ,又 は虚偽の報告 をした者

第20条 法人の代表者又は法人若 しくは人の代理人,使 用人 その他の従業者が,そ の法人又は人の業務 に

関 し,前2条 の違反行為 をしたときは,行 為者 を罰するほか,そ の法人又は人に対 して各本条の刑 を科

する。

附 則

(施行期日)

1こ の法律は,公 布の 日から施行する。

(この法律の失効)

2こ の法律は,こ の法律の施行の 日から起算 して7年 を経過 した日に
,そ の効 力を失 う。ただ し,そ の

時までにした行為に対す る罰則の適用にっ いては,こ の法律は,そ の時以後も,な おその効 力を有する。

(中小企業信用保険法の一部改正)

3中 小 企業信用保険法(昭 和25年 法律第264号)の 一部 を次のよ うに改正する
。

第2条 第3項 第1号 中 「特定電子工業及び特定機械工業振興臨時措置法(昭 和46年 法 律第17号)」 を

「特定機械情報産業振興臨時措置法(昭 和53年 法律第84号)」 に,「 同法第3条 第1項 第2号 ロ」 を 「同

法第3条 第1項 第2号 ハ」 に改める。

理 由

最近における機械工業及びソフ トウエア業をめ ぐる経済的社会的諸条件の変化にかんがみ
,特 定機械情
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報産業にっいて高度化計画を策定 し,及 び生産技術の向上,生 産の合理化等の計画的な促進のための措置

を講ず る必要がある。
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2特 定 機械 情 報産 業振 興 臨 時措 置 法

施 行令(昭 和53.g.29政342)

政令第342号

特定機械情報産業振興臨時措置法施行令

内閣は,特 定機械情報産業振興臨時措置法(昭 和53年 法律第84号)第3条 第1項 第1号 及び第2

号並びに第16条 の規定に基づ き,こ の政令を制定する。

(電子機器の指定)

第1条 特定機械情報産業振興臨時措置法(以 下 「法」 とい う。)第3条 第1項 第1号 イの政令で定

める電子機器は,次 のとおりとする。

1電 子応用電気測定器

イ 高性能標準用測定器

ロ 高性能計数型電圧測定器

ハ 高性能高周波測定器

二 高性能波形測定記録装置

ホ 高性能回路素子測定器

2高 性能放射線測定器

3医 療用電子応用機器

イ 高性能生体計測装置

ロ 高性能検体検査装置

ハ 高性能治療装置

二 高性能人体機能補助装置

4電 子応用工業計器

イ 高性能温度計測器

ロ 高性能圧力計測器

ハ 高性能ガス連続分析計

5高 性能電子応用濃度計測器

6通 信装置

イ 周波数拡散変調方式通信装置

ロ 高性能光応用通信装置
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ハ 超音波応用通信装置

7航 空機用電子機器

イ 高性能航空交通管制用機器

ロ 高性能進入着陸用機器

8超 音波応用装置

イ 高性能超音波応用測定器

ロ 高性能超音波応用加工装置

9計 数型電子計算機及びその周辺端末装置で あって,高 性能のもの

10レ ーザー応用装置

イ 高性能 レーザー応用測定器

ロ 高性能 レーザー応用加工装置

ハ 高性能 レーザー応用情報処理装置

11電 子管

イ 大出力高周波管

ロ 高性能静電記録管

ハ 高性能蓄積管

二 高性能撮像管

12半 導体素子

イ 高性能 シリコン半導体素子

ロ 高性能化合物半導体素子

13集 積 回路

イ 大規模集積回路

ロ 低電力作動集積回路

ハ 高速度集積回路

二 大電力高耐圧集積回路

14回 路部品及び機械部品

イ 高性能抵抗器

ロ 高性能蓄電器

ハ 高性能コネクター

15電 子機器用材料

イ 高性能化合物半導体材料

ロ 高性能光電 ・熱電変換材料



ノ、

ホ

ヘ

ト

高性能画像表示材料

高性能磁性材料

大規模集積回路用材料

高性能レーザー機器用材料

その他通商産業省令で定める電子機器用材料
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2法 第3条 第1項 第1号 ロの政令で定める電子機器は,次 のとお』りとする。

1高 性能ファクシミリ蓄積交換装置

2計 数型電子計算機及びその周辺端末装置であって,高 度の遠隔情報処理 に適 した機能 を有す

るもの

3大 容量磁気カー トリッジ記憶装置

4磁 気バブル記憶装置

5化 合物半導体素子(赤 色条光素子 を除 く。)

6半 導体集積回路(モ ス型集積回路であって素子数 が10万以上であるもの及びバイホー プ型集

積回路であって素子数が5千 以上であるものに限 る。)

7液 晶表示セル(ド ットマ トリックス方式のものに限る。)

8電 子機器用材料

イ 化合物半導体材料(ガ リウム及び燐を主成分 とす るものに限る。)

ロ 希土類 コバル ト磁性材料

3法 第3条 第1項 第1号 ハの政令で定める電子機器は,次 のとおりとする。

1医 療用電子応用機器

2電 子式交換装置

3フ ァクシミリ装置

4計 数型電子計算機及びその周辺端末装置

5磁 気記録媒体

イ 計測器用又は電子計算機用磁気テープ

ロ フレキシブルディスク

6集 積回路

7回 路部品及び機構部品

イ 複合回路部品

ロ 表面弾性波応用フィルタ一

八 コ不クター

多層プリン ト配線基板
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8圧 電セラミック素子

9電 子機器用材料

イ 高純度 シリコン

ロ フェライ ト製品

(機械の指定)

第2条 法第3条 第1項 第2号 イの政令で定める機械は,次 のとおりとする。

1数 値制御金属工作機械

イ 多軸同時制御金属工作機械

ロ 高性能適応制御金属工作機械

八 高性能モジュール構造数値制御金属工作機械

二 切削くず自動処理型数値制御金属工作機械

2鍛 圧機械

イ 高性能数値制御鍛圧機械

ロ 高精度鍛圧機械

ハ 組合せ金型方式鍛圧機械

3産 業用ロボッ ト

イ 特殊環境用ロボ ット

ロ 知能 ロボ ット(感 覚機能及び認識機能 を有 し,こ れらの機能 により動作が制御 される産業

用ロボ ットをいう。以下同 じ。)であって高性能のもの

4高 性能自動組立装置

5化 学機械

イ 高性能廃棄物再生装置

ロ 高性能熱交換器

6染 色仕上機械

イ 乾式染色機械

ロ 乾燥機及び熱処理機であって,無 臭型のもの

7高 性能海洋石油掘採装置

8熱 硬化性樹脂大型射出成型機

9高 性能繊維板製造ライン

10窒 素酸化物低排出型燃焼炉

11試 験装置

イ 高性能材料試験装置
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ロ 高性能動釣合試験装置

ハ 高性能振動試験装置

二 耐環境性試験装置

12公 害防止装置

イ 高性能排 ガス処理装置

ロ 高性能排水処理装置

13磁 気浮上方式鉄道車両

14自 動車及び自動車部品

イ 高性能電気自動車'

ロ セラミックガスタービン

ハ スターリングエンジン

ニ 制動エネルギー回生装置

ホ エアバ ッグ式乗員拘束装置

15高 性能太陽熱利用冷暖房給湯装置

16切 削工具及び転造工具
や

イ 高性能粉末冶金高速度鋼工具

ロ 被覆超硬工具

ハ その他切削工具及び転造工具で あって,通 商産業省令で定めるもの

17高 性能油圧機器

18鋳 造品

イ パーマネントモール ド鋳造品

ロ 可溶性 ・良崩壊性鋳型鋳造品

ハ 複合材料鋳造品

二 高性能合金鋳造品

19複 合加工金属製品

イ 溶湯鍛造品

ロ 粉末鍛造品

ハ 静圧成型品
や

20粉 末冶金製品
や

イ 複合材料粉末冶金製品
や

ロ 高性能合金粉末冶金製品

2法 第3条 第1項 第2号 ロの政令で定める機械は,次 の とおりとする。
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1数 値制御金属工作機械(フ ィー ドバ ック制御によ り高精度の位置決めを行 うことがで きるも

のに限 る。)

2数 値制御自動鍛造装置

3産 業用ロボッ ト(動 作自由度が5以 上であり,か つ,高 精度の位置決めを行 うことがで きる

もの,4以 上のアームを有 し,か つ,そ れぞれのアームが異なる動作 を行 うことがで きるもの

及び知能ロボッ トに限る。)

4高 性能電子計算機制御自動設計装置

3法 弟3条 第1項 第2号 ハの政令で定める機械 は,次 のとおりとする。

1軽 水型原子炉

2数 値制御金属工作機械

3鍛 圧機械

イ 液圧プ レス

ロ 機械 プレス
せん

ハ 勇断機

二 鍛造機

4搬 送装置

イ クレー ン

ロ コンベァ

ハ 巻上機

ニ エ レベーター

5産 業用ロボッ ト

6ポ ンプ,圧 縮機及び送風機

7熱 交換器

8冷 凍冷房装置及び給湯暖房装置

イ パ ッケージ型エアコンディショナー

ロ 冷蔵車両用冷凍ユニッ ト

ハ 冷凍食品用 ショーケース(冷 凍機により冷却するものに限る。)

ニ ファンコイルユニ ット及びエアハンドリングユニ ット

ホ 給湯用又は暖房用ボイラー

へ 太陽熱利用冷暖房給湯装置

9繊 維機械及び ミシン

イ 紡績機械



ロ 糸仕上加工機械

ハ 織機

染色仕上機械

ホ 工業用 ミシン

10土 木建設機械

イ 乾式砕砂装置

ロ パワーショベル

ハ トラッククレー ン

トラクター

11農 業用 トラクター

12食 料品加工機械

イ 製パ ン機械

ロ 肉類加工機械

13パ ルプ製造機械及び製紙機械

14紙 工機械,印 刷機械,製 版機械及び製本機械

15プ ラスチ ック製品製造機械

イ 自動射出成型機

ロ 自動押出成型機

16木 材加工機械

17自 動鋳造装置

18自 動包装機械及び自動荷造機械

19精 密測定機器

20自 動車用測定検査機器

21ガ ス漏れ警報器

22公 害防止装置

イ 排ガス処理装置
じん

ロ 集塵装置

ハ 排水処理装置

廃棄物処理装置

23鉄 道車両

イ チョッパー制御車両

ロ 軽量車両
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24特 殊鋼製ね じ

25玉 軸受 け及びころ軸受け

26機 械工具
と

イ 入造研削砥石

ロ 特殊鋼工具

ハ 超硬工具

二 機械刃物

27油 圧機器及び空気圧機器

イ 油圧ポンプ

ロ 油圧モーター

ハ 油圧 シリンダー

二 油圧バルブ

ホ 油圧 アキュ ミュレーター

へ 空気圧 シリンダー

ト 空気圧バルプ

チ 流体素子

28弁

イ 自動制御弁

ロ 高温高圧弁

ハ 超低温弁

29自 動車部品

イ 燃焼装置

ロ 排ガス浄化装置

ハ 制動装置

二 その他通商産業省令で定 める自動車部品

30鋳 造品

イ 精密鋳造品

ロ 大型鋳鉄品

ハ 大型アル ミニウム合金鋳物
そ

31塑 性加工金属製品

イ 精密鍛工品

ロ 精密 プレス製品
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や

32粉 末冶金製品

イ 焼結鍛造品
や

ロ 大型粉末冶金製品

(報告の徴収)

第3条 法第16条 の規定により主務大臣が報告 をさせることがで きる事項は,次 の表の上欄に掲げ

る者にっいて,そ れぞれ同表の下欄 に掲げるとおりとす る。

法第3条 第1項 第1号 イの事業又 当該事業に係る電子機器又は機械の生産技術に関する試験研究(試 作を

は同項第2号 イの事業を営む者 含む。)の計画及びその実施の概要 ・

法弟3条 第1項 第1号 ロの事業又 当該事業に係 る電子機器又は機械の工業生産の開始又は生産数量の増加

は同項第2号 ロの事業を営む者 の計画及びその実施の概要

法弟3条 第1項 第1号 ハの事業又 当該事業に係る電子機器又は機械にっいて次に掲げる事項

は同項第2号 ハの事業を営む者 1性 能又は品質

2生 産数量及び生産費

3販 売数量及び販売価格

4受 注数量

5製 造に関する設備の状況及び新たに設置すべき設備に関する計画

当該事業に従事する従業員の数

財務計算に関する事項

法第3条 第1項 第3号 の事業を営 プログラムの作成に関する試験研究その他技術の向上に関する計画及び

む者 その実施の概要

プログラムの生産額及び作成費

当該事業に従事する従業員の数

財務計算に関する事項

法弟6条 第3項 に規定する合理化 使用する合理化関係機器の性能又は品質,購 入価格

関係機器を部品又は材料として使 当該事業に係る電子機器又は機械の生産費において合理化関係機器の購

用して電子機器又は機械 を製造す 入価格が占める割合

る事業を営む者

1

2

附 則

(施行期 日)

この政令は,公 布の 日から施行する。

(中小企業団体の組織 に関する法律施行令の一部改正)

中小企業団体の組織 に関する法律施行令(昭 和33年 政令第45号)の 一部を次のよ うに改正する。

別表 第1中 「別表第1」 を 「別表第1(第10条 関係)」に改め,同 表第5号 を次のように改める。

5特 定機械情報産業振興臨時措置法(昭 和53年 法律第84号)第3条 第1項 各号に掲げる事業

別表第2中 「別表第2」 を 「別表第2(第11条 関係)」に改め,同 表第3号 を次のように改める。

3特 定機械情報産業振興臨時措置法第3条 第1項 各号に掲げる事業
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3コ ンピュー タ・システ ム安 全 対策 実態調査結果の概 要等

一1978年9月 通商産業商 ・機械情報産業局一

1.調 査 結 果の 概 要

1978年1月17日 一2月17日 に かけて,約1,000事 業 所 を対象 に,「 電 子計算機 システ ム安全 対策

基準」 に掲 げ られてい る対策 の うち,主 要 な対策268項 目の実施状況 等 にっ いて調査 を実施 した。

回答事業 所数 は471(回 答 率47%)で あ った。

調査 結果の概要 は以下の とお りで ある。

① 調査 対象 とした268項 目の対策 の平 均実施率 は51.6%で あ る。 また,こ れ らの実寸策 を物理 的

対 策(162項 目)と 運用 管理 対策(106項 目)と に分 けて それぞれの平均実施率 をみ る と,前 者 が

49.2%,後 者 が55.4%で あ り後者 の実施 率の方 が高 い(7-3-1図 参 照)。

(注1)物 理 的対策 とは,建 物の構造,設 備 の設置等 に関 する対策 をいい,運 用管理 対策 とは,

人 に対す る規制,組 織 体制の整備 に関す る対策 をい う。

なお,Bラ ン クの対策(211項 目)の みの平均 実施 率 は,55.9%で あ り,4ポ イ ン トほ ど全対策

の平均実施率 より高 くなって いる(7-3-2図 参 照)。

(注2)「 電 子計算 システ ム安全対策基準 」で は,全 基準 を最小限 の基準(C基 準),標 準 的 な

基準(B基 準)望 ま しい基準(A基 準)の3つ の段 階 にランクを付 してあ る。

B基 準 に掲 げ られてい る対 策 をここではBラ ンクの対策 と呼んで いる。

② 業種 別の平均実施 率 をみ ると,全 業種 の平均実施率(51.6%)を 上 回って い るの は,電 力 ・

ガス(70.2%),金 融 ・保 険 ・証券(66.3%),ソ フ トウェア ・情報処 理サ ービス(59.3%),鉱 業 ・建

設(53.6%)の4業 種 で ある(7-3-1図 参 照)。

③ 対策内容別 の実施 状況 をみ ると,実 施率 が高 いの は,「 電 子計算機室の運用 管理 巡 回警備,

緊 急時 の防護体制 」(80.8%),「 電 子 計算機室,電 源室 等の位置 及び配置」(74.5%)及 び 「要 員管

理 」(67.4%)に 関 す る対策 であ り,実 施率の低 い対策は,「 防犯」(41.4%),「 防 火」(39.2%),

「地 震」(28.4%),「 防 水 」(41.7%)「 建 物 の入 退管理 」(40.1%)及 び 「バ ックアップシステ ム」

(29.7%)に 関 す る対策で ある(7-3-3図 参 照)。

④ 安全対 策の未実施 の理 由 としては,「 資金増 あ るいは コス ト増 を招 くこととな り,必 要性 は感

じるが実施 で きない」 とい う回答 が圧倒 的 に多 かった。

⑤ 実施 予定の有無 につ いて は,実 施 予定 あ りとい う回答は少 なか った。
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2.安 全対策の現状及び今後の安全対策の促進

Bラ ンクの対策の平均実施率は55.9%に す ぎず,安 全対策の現状は満足すべ き水準 にあるとはい

えない。 また,今 後の実施 にっいても,実 施予定 ありの回答は少なかった。

実施予定が少なかった理由 として,今 回の調査は,「電子計算機 システム安全対策基準」の公表か

ら1年 を経過 していない時点において実施 したものであるため,実 施の方針 が具体化 していない企

業が多かったことが考 えられるが,い ずれにしても,今 後の安全対策の実施 にっいては相当の努力

を期待 しなければならない。

従って通商産業省においても今後の安全対策の促進 を図るべ く,普 及啓蒙活動を積極的に今後 と

もすすめる必要があるものと考える。 また,普 及 ・啓蒙 を図るうえで,安 全対策の進捗状況 を定期

的に調査 し,そ の結果を普及 ・啓蒙活動 にフィー ドバックしていく必要があり,こ の点にも今後留
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7-3-3図 対策内容別の実施状況
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3.情 報処理サービス業の安全対策の促進

情報処理 サ ー ビス業 のBラ ンクの対策 の平均 実施 率は63.5%(但 し,ソ フ トウェア業 も含 む。)で

あった。 この数字 は,他 業種 との比較で は,電 力 ・ガス,金 融 ・保険 ・証券 に次 ぐもので あ り,ま

た,地 方 自治体(44.5%)を か な り上 回って お り,か な りの水準 とい えよ う。

しか し,当 該業種 は,他 人 の情報 を取 り扱 う産 業で ある(地 方公共 団体 の情報処理 サー ビス業へ

の業務委託 も多 く,そ の数 は,昭 和53年4月1日 現在で1,953団 体 にのぼ って いる。)こ とから,安

全対策 に万全 を期 す こ とが必要で あ る。 この ため,通 商産業省 と して は,情 報処理 サー ビス企業 に

対 し,55年 度 まで にBラ ンクの対策 を満 足 させ るよ う指導 してい るが,安 全対策 の現状 をみ る と,

この 目標 を達成 す るため に,は,な お相 当の努 力を期待 しなければ ならない。

従 って,当 省 と して は,情 報処理 サー ビス業 の振興策 の一環 と して安全対策 を推進 す るため,53
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年7月 から,日 本開発銀行及び中小企業金融公庫の特別融資制度を発足 させ,安 全対策の促進 を図

っているが,さ らに一層の推進 を図るため,54年 度 から,電子計算機 システム安全対策設備の固定資

産税 の軽減措置の創設,中 小企業金融公庫の特別融資制度の特利化等助成措置の強化 を図ることと

している。

〔参 考〕

電子計算機 システム安全対策促進措置の強化の概要

(1)電子計算機 システム安全対策促進のための貸付制度(拡 充 ・強化)

7--3-1表(単 位:百 万円)
'

項 目 54年度要求額 53年度予算額 比較増△減

電子計算機システム安全対策促進貸付

開 銀 6,000 56,000

の うち

中 小 公 庫 5,500 2,500 3,000

なお,中 小公庫融資にあっては,来 年度から特利化(現 行通利7.1%→6.85%)及 び融資期間の

延長(現 行10年 以内→15年 以内)等 を図ることとする。

(2)電 子計算機 システム安全対策設備の固定資産税の軽減(新 規)

情報処理サービス業 において安全対策の実施を促進するため,安 全対策設備の固定資産税の課税

標準 を5年 間1/3に 軽減する措置を新たに講ずることとする。

(対象設備は,昭 和53年 度取得のものから適用)

(3)電 子計算機 システム安全対策研修事業の実施

情報処理研修センターを指導 し,今 年度 から標記研修事業 を発足させることにより,普 及 ・啓蒙

活動の強化を図 ることとする。
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4オ フ ィ ス コ ン ピュ ー タの 出 荷 状 況'

-1978年5月 社団法人日本電子工業振興協会

「オフィスコンピュー タの出荷状況調査」より抜葦一

1.調 査 対 象機 種

オフ ィスコ ンピュー タの名称 は,当 協 会 が1975年 に超 小型 電 子 計 算機 を,ユ ーザ に対 して よ り

わか りやす くす るため に,範 囲 を定めて定義 した名称 で ある。

オフ ィスコ ンピュー タを機能 の面 か ら分類 してみ ると次の通 りで ある。

(1)事 務 処理 を専 業 とす る電 子計算機で あ る。

② オペ レー タが直接操作 を行 うこ とがで きる。

(3)処 理 業務 は伝票 発行 か らあと処理 までで きる。

(4)他 の システ ムと連動 で きうる入 出力機 器や フ ァイル装置 を保有 してい る。

(5)ソ フ トウェアはプロ グラ ミングが容 易 にで きる。

(6)通 信 制 御装 置 を有 し,オ ンライ ン処理 がで きる。

(7)上 記 の各要素 を満足 し,特 定業務用 に設計 された専用機 も含 む。

次にこれ らを用途 の面 からみ る と次 の通 りで ある。

(1)伝 票 発 行や作表 の用途 のほ かに,デ ータを紙 テー プにさん孔 した り,フ ロ ッピー,カ セ ッ ト

に記録 して,同 種 または より高度 な機種 にデー タを供給で きるもの。

(2)伝 票 発 行 を中心 に販売 管理 業務,在 庫管理業 務等 が可能で ある。 その他 に給与 計算業務,会

計財 務業務,生 産 管理業 務等の処理 がで きるもの。

(3)最 近 の電子 技術 の進歩 と,フ ァイル装置 の多様化,ラ イ ンプ リンタな ど周辺 装置 の強化 によ

って,バ ッチ処理 がで き,公 衆回線 の開放 など時代 の要求 か らデー タ通信 回線 を通 して行 うオ

ンライ ン端末 と して使 われてい るもの。

2.昭 和52年 度 の 出荷 傾 向(7-4-1表 参 照)

(オ フ ィスコ ンピュー タをオフコ ンと略称 す る)

52年 度 は出荷 台数 で9,607台(前 年比126%)と1万 台 に迫 り,出 荷金 額 において も前年比129

%と 他 業 界 に見 られ ない高 い伸 び率 を記録 した。

オイル シ ョックの影響 によ る50年 度 の落 ち込 みが余 りにも大 きく,51年 度 まで これが尾 を引 いて,

オ フコ ン業 界の初 めて経験 す る試練 で あったが,52年 度 は この危 機 を突破 し,オ フコ ン第三次普 及



オ フ ィス コツ ビュ ー タの出荷 状 況359

7-4-1表

51年 度 52年 度 上半期 下半期

出 荷 台 数
7,614

(109%)

9,607

(126%)

4,091

〈42.5%〉

5,516

〈57.5%〉

メーカ出荷金額

(億円)

518

(121%)

668

(129%)

287

〈43.0%〉

381

〈57.0%〉

()内 は対前年度比 〈 〉は上半期 ・下半期の構成比

時代 を迎 えると共 に,伸 び率10%以 上 の成長産業 の地位 を確 立 した と言 える。

52年 度 の好調要 因 を分析 す ると次 の通 りで ある。

(1)市 場 環境 の好転

低 成長時代 にあ ってユ ーザ が事務部 門の合理 化の ツール と して オフコ ンの活 用 に真剣 に取組 み新

規需要 が喚 起 された。

オフ コン第二次普及 時代(昭 和48・49年 度)の ユ ーザ が買替期 にあた り,買 替 需要 が増 えた。

② 販売網 の拡大

オフコ ンは間接販売制度 が発達 して お り,オ フ コンデ ィー ラが力をっ けて きた ことと共 に量 的 に

も拡大 の一途 で ある。

これがメーカの拡 大対 策 と相侯 って新規需要の拡大
,買 替需要 の促進 をもた らした。

(3)ハ ー ドウ ェアの機 能充実

半導体 技術 の画期 的 な進 歩 によ り,マ イクロプロセ ッサの普 及,メ モ リのLSI化 が促進 され
,

低 価格 ・高性能 の中央 処理装 置(CPU)が 実 現 し,オ フ コンの総 合的性能 が格段 に向上 した。

周辺装置 の技術的進 歩 もめ ざま しく,基 本 システ ムに対 して も,フ ロ ッピーデ ィスク ・文 字 デ ィ

スプ レイ ・高速 プ リンターの標準 装備 が定着 し
,更 に簡易 コー ド入 力装 置の開発,オ ン ライ ン機能

の拡充 や入 出 力装置 の多様化 など一層充実 して きた。

これ らは,基 本 システ ムの 高性能 ・低 価格化 によ る750万 円 未満 か ら下の ク ラス に対す る新機 種

ラ ッシュ として現 われ,一 方で は1,000万 円未 満 か ら上の クラスに対 す る拡張 性 の向上 となって
,

汎 用小型 コ ンピュー タの分野 にもオ フコンが進出 す る時代 となった。

(4)利 用 技術 の向上

メモ リの容量拡 大 と高速化,大 容量 フ ァイルの実現 ,入 出力装置 の多様化 は アプリケーシゴン(利

用技術)馳 に柔軟性 をもた ら し,適 用分野 の拡 大 に寄 与 した。、

また,パ ッケー ジの利用範 囲の拡 大 ・簡 易言語の開発 によるソフ トウェアの生産性 向上 は
,と り

もなお さず ユーザ サー ビスの向上 で あ り 「誰で も簡単 に使 えるオフコ ン」は電卓 ・コピーマ シンと

共 にオフ ィスの三種 の神 器(3Cす な わちCALCULATER,COPY ,COMPUTER)と して定着 し
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つつある。

(5)大 量販売の促進

オフコンの販売は従来一本釣 りのイメージが濃かったが,使 いやす く売 りやすいオフコンとなっ

て,流 通業 ・サービス業 ・農協 などへの専用機化並 びに分散処理時代への対応 からオンライン端末

としての普及が促進 され,大 量販売が実績 に現われ,52年 度の出荷台数に反映 された。

7-4-1図
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7-4-2表 クラス別出荷台数および金額(
単位:百 万円)

年度

クラス 項目

50年 度

台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額

300万円未満 2,050 2,915 1,540 3,105 1,110 2,214

500万円未満 1,596 6,386 1,451 6,070 2,616 11,945

750万円未満 1,350 9,157 1,934 12,337 3,201 19,471

1,000万 円未 満 1,036 9,009 1,754 15,802 1,338 11,762

1,500万 円未 満 782 1L595 731 10,908 993 14,550

2,000万 円未 満 182 3,679 204 3,554 349 6,871

合 計 6,996 42,744 7,614 51,780 9,607 66,813

備考:金 額はメーカ出荷金額であり市場価格に換算する場合は係数

1.3を 乗 じたものと推定 される。

3.産 業別出荷傾向

○ 産業別のベス ト6は50年 度 から52年度 まで全 く同 じ業種で占められており,こ れは46年度 から

の累計出荷台数の傾向 と一致する。累計出荷台数の順位で示すと次の通 りである(7-4-3表)。

① 卸売業 ・商事 ② 小売業 ③ サービス業 ④ その他製造業

⑤ 農協 ・共同組合 ⑥ 食 品

○ この6業 種 も上位3っ は順位不同であり,4位 以下は毎年上下 しているものの,「ゆりかごから

はかばまで」といわれるオフコン適用分野の中で も最も普及 している業種である。

○ 最近3カ 年の傾向 を産業別大分類で見ると卸売 ・小売の販売業関係はオフコンユーザの約50%

を占めているが年々構成比は落ちている。

製造業は構成比が年1%増 加 し,52年 度 は25.3%と なり,景 気の動向が端的に実績 に現われて

いる。

サービス業関係は3カ 年間に高 い伸びを示 し,オ フコンの約10%の 市場 となった。

,
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7-4-3表 産業別出荷台数の推移

年度別

産業別
46～47 48 49 50 51 52 累 計

構成比(%)

1.農 林 漁 業 121 22 94 72 126 95 530 0.9

2.鉱 業 30 10 23 9 4 21 97 0.2

3.建 設 業 227 147 111 123 98 192 898 1.6

4.食 品 453 270 364 264 315 464 2,130 3.8

5.繊 維 423 284 190 214 175 152 1,438 2.6

6.紙 ・ パ ル プ 194 67 89 50 42 62 504 0.9

7.出 版 ・ 印 刷 110 48 57 93 85 78 471 0.8

8.化 学 ・ 石 油 578 264 412 195 213 288 1,950 3.5

9.医 薬 品 162 84 62 42 44 22 416 0.7

10.硝 子 ・セ メ ン ト 96 47 79 23 15 27 287 0.5

11.鉄 鋼 332 138 145 67 35 62 779 1.4

12.非 鉄 金 属 257 94 53 22 56 70 552 1.0

13.機 械 340 281 204 134 120 175 1,254 2.2

14.電 気 機 械 768 392 309 178 201 217 2,065 3.7

15.輸 送 用 機 械 158 93 101 65 76 320 813 1.5

16.精 密 機 械 210 150 83 50 47 55 595 1.1

17.そ の 他 製 造 業 833 507 330 240 445 442 2,797 5.0

18.卸 売 業 ・商 事 4,117 2,522 2,690 2,306 2,564 3,014 17,213 30.8

19.小 売 業 2,054 1,086 1,525 1,204 1,041 1,393 8,303 14.8

20.金 融 372 102 125 115 81 133 928 1.7

21.保 険 85 72 81 91 41 41 411 0.7

22.証 券 93 14 5 11 9 15 147 0.3

23.不 動 産 39 30 17 32 21 46 185 0.3

24.報 道 ・ 通 信 64 8 17 21 9 13 132 0.2

25.運 輸 ・ 倉 庫 307 186 182 138 127 203 1,143 2.1

26.電 力 ・ ガ ス 42 33 59 32 6 21 193 0.4

27.サ ー ビ ス 業 586 339 392 490 567 749 3,123 5.6

28.病 院 143 49 25 38 37 39 331 0.6

29.学 校 177 69 45 51 29 64 435 0.8

30.研 究 所 17 4 5 38 4 3 71 0.1

31.地 方 公 共 体 150 95 79 70 88 85 567 1.0

32.政 府 18 1 18 1 10 3 51 0.1

33.政 府 関 係 機 関 95 72 18 6 5 27 223 0.4

34.団 体 171 43 67 53 43 127 504 0.9

35.農 業 共同組合 497 289 246 264 531 441 2,268 1.1

36.業 種 不 明 517 270 201 165 225 152 1,530 2.7

37.輸 出 6 8 129 29 79 296 547 1.0

1合 計
14,8421 8,190 8,632 6,996 7,614 9,607 55,881 100.0

(
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5昭 和53年 度情報化週間表彰者

1978年10月2日 情報化週間推進会議

1.昭 和53年 度情報化促進貢献個人(五 十音順)

氏 名
'

年齢 職 業 業 績

伊 藤 榮 一 68
前 情報処理振興事業

協会理事

永年に亘り情報処理関係事業に従事し,特 に情報処理振興事業協

会設立時より,特 定プログラム委託開発及び普及関係業務担当理

事として情報化の促進に貢献 した。

大 島 正 光 63
働医療情報システム

開発センター理事長

学界において永く医療用電子機器の研究開発に尽力,現 職にあっ

ては医療情報システムの開発を推進,さ らに医療情報科学の国際

交流に寄与 した。

小 林 大 祐 66
富士通㈱

代表取締役社長

電子計算機の国産技術振興に顕著な成果をあげるとともに,情 報

処理技術者の養成に努め,さ らに,電 子工業,情 報処理振興各審

議会委員を歴任する等我が国情報産業の振興に貢献した。

白 根 禮 吉 51
側)電気通信科学財団

理事長

電電公社本社データ通信本部普及開発部長として,ま た,現 職に

おける財団の運営活動等を通じ,一 貫 してデータ通信技術,情 報

化の普及,啓 蒙に貢献 した。

谷 澤 一 郎 55
日本情報サービス㈱

代表取締役社長

永年に亘 り情報処理サービス業に従事 し,新 技術の開発,要 員の

育成に努めるとともに,㈱ 日本情報センター協会の役員,産 業構

造審議会専門委員を務め,業 界及び}青報化の発展に寄与 した。

出 川 雄二郎 69
日電東芝情報システム

㈱社長

「新コンピュータシリーズ技術研究組合」理事長として我が国電

子計算機産業の発展に指導的役割 を果たし,ま た,㈹ 日本電子工

業振興協会役員,情 報処理振興審議会委員を務める等,広 く情報

化の促進に貢献 した。

藤 本 和 郎 51
㈱ ソ フ トウェ ア ・エ ー

ジ ー代 表取 締役 社 長

我が国情報産業の草創期からソフトウェア産業に従事し,技 術の

向上,後 輩の指導に専心するとともに,從 ソフ トウェア産業振興

協会の役員を歴任し,我 が国ソフ トウェア産業の発展に寄与した。

松 田 武 彦 56
東京工業大学大学院

総合理工学研究科長

経営の意思決定におけるコンピュータの活用手法の啓蒙,普 及に

尽力するとともに8産 業構造審議会委員及び多 くの学会の役員を

歴任 し,我 が国情報化の促進に貢献 した。

三 原 裕 登 70 新日本電気㈱嘱託

永年に亘りデジタル伝送技術の開発及び普及,発 展に尽力し,ま

た,電 電公社在職中にあっては,
.全国的データ伝送回線の建設を

推進し,我 が国データ通信の発展に貢献 した。
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2.昭 和53年 度情報化促進貢献企業 ・団体(五 十音順)

企業 ・団体名 代表者名 業 績

文 字情 報 シス テ ムの新 しい形 態 で あ る フ ラ ッシュ イ ンフ ォー メー

朝日放送 木 村 久 生 ションシステムを開発,生 活映像情報システム開発の実験に積極

的に参加,成 果をあげる等情報化の進展に貢献した。

中小企業のコンピュータの共同利用と情報の収集,提 供の推進に

より,中 小企業の経営の合理化に資するとともに,隣 接県,商 工
大阪商工会議所 佐 伯 勇

会議所問のコンピュータ共同利用を促進,地 域の情報化の基盤づ

く りに寄 与 した。

同社の営業活動に伴って発生する膨大かっ複雑な情報を効率的に

大阪商船三井船舶㈱ 永 井 典 彦
処理するため,デ ータベース技術,TSS技 術等を駆使した総合

的経営情報 システム,船 積書類自動作成システムの開発等を実施,

海運業の情報化の推進に寄与した。

マルチドロップ方式の先駆的採用等独創的,経 済的な全店舗オン

ラインシステムを完成,経 営の合理化,省 力化を実現するととも
商工組合中央金庫 影 山 衛 司

に,利 用 者 サ ー ビス の向上 を図 り,ま た,中 小 情 報 処 理産 業 の資

金供給を通じ情報化の促進に貢献 した。

計算サービス等を通じて自治体の情報化に貢献するほか,民 放,

㈱ 中国計算センター 秋 山 九 朗 地場証券関係業務等特異な分野も積極的に手がけ,ま た,オ ンラ

イン化にも先鞭をっける等地域の情報化の推進役 を果した。'

地元中小企業及び金融機関の共同出資による共同情報処理センタ

㈱電算システム 廣 田 孝 之
一 と して,独 自の ソ フ トウ ェア開発 に努 め,多 様 なニ ー ズ に対応

し,中 小企業及び地域の情報化の推進に貢献 した。

駅業務と旅客輸送に関する高度の トータルシステムを開発 し,利

東京急行電鉄㈱ 五 島 昇 用者のサービス向上に努めるとともに,運 転保安のための高度な

システムを開発する等業界の情報化に貢献した。

ビ ジネ ス シ ョウ等各 種展 示 会 の開 催,セ ミナ ーの 実 施,調 査,研

㈹日本経営協会 永 田 敬 生
究,出 版活動等により情報化の普及,啓 蒙に努め,ま た,情 報処

理教育や情報処理研究交流の機関としての役割を果ず等広 く情報

化の促進に貢献 した。

情報処理振興金融措置創設以来,情 報処理産業の事業効率化,ソ

㈱日本長期信用銀行 吉 村 勘兵衛 フトウェア開発のための資金の円滑かっ適切なる供給を行い情報

処理産業の振興に基礎的な貢献があった。

保有契約件数5,000万 件以上という膨大な量を有する簡易保険事
日本電気㈱

業にっいて,保 険料受入票 からの直接入力,端 末設置局への処理
簡易保険業務 小 池 明

機能分散等を図ったオンラインシステムの基幹を開発,そ の効率
総合機械化開発グループ

化 に貢 献 した。
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3.昭 和53年 度優秀情報処理システム(五 十音順)

システムの名称 表彰対象者名 代表著名 表 彰 理 由

o 社内通信量の多い企業における全国各

オ ムニ パ ック ス シス テ ム
沖電気㈱

電子通信事業部
増 田 義 雄

支店のPBXと 電電公社の専用線を結び,

主 として電話とファクシミリの交換 を

行わせるシステムであり,通 信費の節

減及び回線の効率的使用に寄与した。

経済性に優れ,機 能のモジュール化に

より柔軟性 に富む高性能銀行業務総合

高性能銀行オンラインシステム ㈱ イ ンテ ッ ク 金 岡 幸 二 オ ン ライ ン システ ムで あ り,銀 行 業 務

の合理化及び我が国情報処理産業の海

外活動の先鞭として寄与 した。

18万件以上にのぼる膨大な原爆関係資

大容量映像情報検索システム
広島大学原爆放射能

医学研究所
栗 原 登

料を会話型ディスプレイで即時に検索

するシステムであり,技 術的にも優れ,

データの有効活用と研究活動の効率化

に貢 献 した。

全国1,300カ 所 の気 象 状況 を,オ ン ラ

インによる自動遠隔観測方式により,

地域気象観測 システム 気象庁観測部 小 林 寿太郎
常時観測するシステムであり,特 に異

常気象に対 し,迅 速,正 確な予報,警

報が可能となり,人 命の安全確保,災

害の防止等に貢献 した。

410万 件 の蓄 積 情 報 か らキーワー ドと分

日本科学技術情報センター

オンライン情報 システム

日本科学技術

情報センター
下 岡 勉

類を用いた極めて簡便な端末操作によ

り即時検索が可能なシステムであり,効

率的な研究開発活動の促進に貢献した。

顧客需要に応 じ,ホ テルの宿泊予約等

各種予約照会に即座 に対応する全国的

日本旅 行QR-2シ ス テ ム ㈱日本旅行 池 田 一 郎
なオ ンライ ンシ ステ ム で あ り,顧 客 サ

ー ビスの 向上 を図 る と とも に
,簡 便 か

っ多目的利用が可能な端末の開発等情

報処理技術の向上に寄与 した。

膨大な血液,尿 素の検体と各種分析装

置から直接データ入力し,質 の高い安

MELAS臨 床検査自動化システム ㈱保健科学研究所 宮 慶 二
定した検査結果を即 日に得られるシス

テ ムで あ り,能 率 の 向上,ミ ス の排 除

等の成果をあげ,保 健科学の情報化に

貢 献 した 。

チ ェー ン店 形 式 の レス トラ ンの材 料仕

レス トランPOSシ ステムDUCOS
入から配送に至る管理を一貫 したプロ

(デ イ リー ・ユ ニ ッ ト ・コ ン ト

ロ ー ル ・オ ン ラ イ ン シ ス テ ム)

日本 フー ドサー ビス㈱ 重 里 善四郎
グラムで行 う本格的POSシ ステムで

あり,同 業及び他の中小企業の近代化,

EDP化 に先導的役割を果した。
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4.昭 和53年 度情報化週間標語 ・作文 ・論文入選者

(1)標 語の部(佳 作は五十音順)

氏 名 年齢 職 業 作 品

特 選 黒 木 郁 雄 15 中学生
¶

情報を 明るい未来の かけはしに

佳 作 後 藤 俊 夫 35 会社員 情報化 活かす主役は 私たち

佳 作 佐々木 武 志 58 自 営 情報が ひらく暮 しの 新分野

佳 作 南 英 市 42 自 営 確かな情報 豊かな社会

1佳 作 渡 辺 淳 史 6 幼稚園 ぼ くは コン ピュ ー タ とお話 しを して み た い

(2}作 文 の部(佳 作は五十音順)

氏 名 学 校 ・'学 年 表 題

特 選 長谷川 隆 太 千代田区立小川小学校6年 二 つ の面 をも った コ ンピ ュー タ

佳 作 石 原 みゆき 神栖町立息栖小学校6年 時代と情報

佳 作 遠 藤 厚 葛飾区立常盤中学校3年 情報と分析の空間

佳 作 中 沢 美砂子 葛飾区立常盤中学校3年 情報化時代の生き方

佳 作 浜 野 佳 子 千葉市立葛城中学校1年 コ ンピュ ー タ実 用化 と心 の ふ れ あ い

(3)論文の部(佳 作は五十音順)

氏 名 年齢 職 業 表 題

特 選 田 中 純 子 16 岐阜県立大垣商業高等学校2年 生活と情報化

西 村 富美子 17 〃 コ ン ピ ュ ー タ部 一 私たちの生活とコンピューター

羽 田 二三代 16 〃

松 岡 みどり 17 ノ'

佳 作 安 藤 良 子 55 主 婦 情報化社会の独り言

佳 作 市 原 樟 夫 40 地方公務員 界隈空間における地域情報交流の必要

性とその拡充展開策 について

佳 作 梅 谷 徹 哉 49 会社員 コ ンピ ュー タ人 間 の時 代 ～ 生 活 と情 報

化の望ましい関係～

佳 作 小 林 岩 井 51 会社員 生活の情報化

「家庭 における情報 システムについて

の一考察」

佳 作 安 田 進 49 会社員 コ ンピ ュー タ船 の建 造 と その運 用 に よ

る情報網の災害時バックアップシステ

ムに関する提言
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JIPDEC調 査 集 計

コンピュー タ利用状況 調査

1.自 社 コ ンピュー タ ・システ ムの5年 後 における予想規模

2.コ ン ピュー タ ・セ ッ ト保 有状 況

3.入 力 システ ムの現状 と将 来

4.コ ン ピュー タ使用時 間

5.コ ン ピュー タ部門 の運 用経費

6.コ ン ピュー タ運用経 費指標 の企業規模 別水準(本 文参照)

7.コ ン ピュー タ運用経 費指標 の年次 変化(本 文参照)

8.コ ン ピュー タ要員 と待遇

9.被 派 遣要 員 と費用,外 注 パ ンチ単価

10.コ ン ピュー タ教育 費用

11.適 用 業 務

12.ス ル ー プ ッ ト・タイムと平均 ジ ョブ数

13.使 用 言 語

14.プ ロ グラムの開発状況

オ ンライ ン化調査

1.セ ン ターCPUと 端 末機 の設置 ・接続関係

2.端 末機 の利用現況 と5年 後 の利用予定

3.保 有 回線 の現況 と5年 後 の予 定

4.回 線 使用時 間

5.特 定 通信 回線 の利用態様

6.ト ラ ンザ クシ ョン量

7.CPUと フ ァイルの構成 方式

8.フ ァク シ ミリ

9.電 信 設備

8-1-1表

8-1-2～4表

8-1-5,6表

8-1-7表

8-1-8～15表

8-1-16--21表

8-1-22～24表

8-1-25表

8-1-26表

8-1-27表

8-1-28,29表

8-1-30表

8-2-1～4表

8-2-5～12表

8-2-13,14表

8-2-15表

8-2-16～19表

8-2-20～24表

8-2-25～30表

8-2-31表

8-2-32表



8-1-1表 業種別 ・5年 後 予想規 模
8-1-2表 全 コン ピュータの業種 別 ・型別保 有社数

'

5年後規模

業 種 別

無

記

入

減

少

変

わ

ら

な

い

2

倍

3.

倍

4

倍

5L

倍

5

倍

以

上

わ

か

ら

な

い

〈口(

除

無

記

入

計)

平

均

倍

率

一 次 産 業 計 社 数

%

0 0

0.0

0

0.0

4

50.0

2

25.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

2

25.0

8

100.0

2.33

二 次 産 業 計
社 数

%

2 8

L2

171

26.6

315

49.0

55

8.6

6

0.9

5

0.8

3

0.5

80

12.4

643

100.0

1.82

三 次 産 業 計
社 数

%

4 7

1.1

147

23.0

294

46.0

図

8.5

8

L3

9

1.4

13

2.0

107

16.7

639

100.0

1.96

公 務 計
社 数

%

1 0

0.0

13

16.7

40

51.3

6

7.7

1

L3

0

0.0

0

0.0

18

23」

78

100.0

1.93

全 産 業 計
社 数

%

7 15

L1

331

24.2

653

47.7

117

8.6

15

1.1

14

LO

16

1.2

207

15.1

1,368

100.0

1.89

主

な

業

種

繊 維 工 業
杜 数

%

0 0

0.0

15

40.5

18

48.6

2

5.4

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

5.4

37

100.0

L63

化 学 工 業
社 数

%

0 0

0.0

24

27.3

46

52.3

7

8.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

11

12.5

88

100.0

1.78

石油製品製造業
社 数

%

0 0

0.0

4

30.8

5

38.5

1

7.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

23.1

13

100.0

1.70

鉄 鋼 業
杜 数

%

0 0

0.0

12

38.7

12

38.7

3

9.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

4

12.9

31

100.0

1.67

電気機械器具

製 造 業

社 数

%

1

唱

1

L3

13

17.3

38

50.7

11

14.7

1

1.3

1

1.3

1

13

9

12.0

75

100.0

2.06

輸送用機械器具

製 造 業

社 数

%

0 2

3.8

14

26.9

25

48.1

l

l.9

0

0.0

1

1.9

0

0.0

9

17.3

52

100.0

L63

卸 業 ・ 商 社
tt数

%

2 0

0.0

38

33.9

58

5L8

7

6.3

1

0.9

0

0.0

0

0.0

8

7.1

112

100.0

1.72

小 売 業
社 数

%

0 0

0.0

13

27.7

24

51」

3

6.4

1

2.1

0

0.0

0

0.0

6

12.8

47

100.0

1.80

金 融 業
社 数

%

0 1

0.8

25

19.8

59

46.8

■

10

7.9

3

2.4

2

1.6

3

2.4

23

18.3

126

100.0

2.06

生 命 保 険 業
(含代理業・サー
ビス業)

社 数

%

0 0

0.0

1

16.7

2

33.3

1

16.7

0

0.0

0

0.0

l

I6.7

1

16.7

6

100.0

2.80

損 害 保 険 業
(含代理業・サー
ビス藁}

杜 数

%

0 0

0.0

0

0.0

2

33.3

1

16.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

50.0

6

100.0

2.33

電力 ・ガス事業
社 数

%

0 0

0.0

2

1L8

12

70.6

1

5.9

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

11.8

17

100.0

1.93

広告 ・調査 ・情報

提供サー ビス業

社 数

%

0 0

0.0

1

20.0

4

80.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

L80

情報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア藁

社 数

%

0 0

0.0

10

13.5

40

54.1

8

10.8

l

L4

1

1.4

2

2.7

12

16.2

74

100.0

2.18

型 別

業 棟 別

回

答

実

数

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オ ユ
フ1
イタ

ζ
ン
ピ

三

;

ζ
1
、タ

そ1延
!ぺ

の1回
答

i社地
数

一 次 産 業 計

国産
社数5

%100.0

0

0.0

1

20.0

1

20.0

3

60.0

1

20.0

1

20.0

0

0.0

0

0.Ol I

7

外国㍗1㎜:
0

0.0

2

40.0

1

20.0

2

40.0

2

40.0

0

0.0

1

20.0

1.9

2・.・i

計

」

㌘il。 。.1

0

0.0

3

37.5

2

25.0

5

62.5

3

37.5

1

12.5

1

12.5

1

12.5

16

二 次 産 業 計

国産

1
仕数1528

%llOO.0

4

0.8

84

15.9

323

6L2

163

30.9

80

15.2

34

6.4

68

12.9 、lli767
1

外国
祉数[190

%!100,0

5

2.6

80

42.1

95

50.0

41

21.6

19

】0.0

8

4.2

16

8.4

4268

2.1

計 場 蒜
1

8

L2

150

23.4

408

63.6

198

30.8

96

15.0

41

6.4

78

12」

13`992

2.o:

.「 ㌃
三 次 産 業 計

国産
祉数1499

%1100.0

12

2.4

115

23.0

281

56.3

141

28.3

48

9.6

27

5.4

72

14.4

外国
社数231

%.100.0

34

14.7

103

44.6

104

45.0

33

14.3

10

4.3

13

5.6

20

8.7

1

0.4

318

計 塒 斑
%ilOO.0

43

6.7

204

3L8

366

57」

171

26.7

58

9.0

39

6.1

86

13.4

`8

1.2

975

公 務 計

国産

ト社数・75

%loo.6

1

1.3

32

42.7

41

54.7

5

6.7

1

1.3

0

0.0

6

8.0

0

0.0

86

外国
社数.9

%1100.0

1

11.1

4

44.4

5

55.6

1

11.1

1

11.1

0

0.0

1

11.1

0

0.0

13

計

.
社数179

%100.0

1

1.3

35

44.3

44

55.7

5

6.3

1

1.3

0

0.0

6

7.6

0

0.0

92

全 産 業 計

国産
社数1,107

%100.0

17

L5

232

21.0
口6
58.4

312

28.2

130

11.7

62

5.6

.146

13.2

18

1.6

㌧563

外国
杜数435

%100.0

40

9.2

189

43.4

205

47.1

77

17.7

32

7.4

21

4.8

38

8.7

6

L4

608

計
杜数1,370

%llOO.0

52

3.8

392

28.6

820

59.9

379

27.7

158

U.5

81

5.9

171

12.5

22

1.6

2,075

一
・

〕

×

ト

1
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業

当
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×
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8-1-3表 全 コンピュー タの業 種別 ・型別保 有セ ッ ト数平均

(控}個 別平均:型 別各保有社数を分母,統 一平均:業 種別回答実数を統一分母

型 別

業 桶 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オ ユ
フ1
イタ

;
ン
ピ

三

;

三
1タ

そ

の

他

合

計

一 次 産 業 計 個別平均

統一平均

0.00

0.00

1.oo

O.19

L50

0.19

2.20

0.69

13.67

2.56

Loo

O.06

1.oo

O.06

1.oo

O.06

3.81

3.81

二 次 産 業 計
個別平均

統一平均

1.63

0.01

L95

0.27

L48

0.55

1.99

0.36

2.84

0.25

8.90

0.34

5.35

0.38

3.00

0.04

2.21

2.21

三 次 産 業 計
個別平均

統一平均

2.28

0.09

L78

0.33

L43

0.47

L71

0.26

2.90

0.15

6.13

0.21

3.50

0.27

4.25

0.03

L81

L81

公 務 計
個別平均

統一平均

2.00

0.02

L20

0.41

1.50

0.65

4.oo

O.20

5.00

0.05

0.00

0.00

2.67

0.16

0.00

0.00

L48

1.48

全 産 業 計
個別平均

統一平均

2.17

0.05

1.79

030

1.46

0.52

1.89

0.31

3.08

0.21

7.47

0.26

4.30

0.32

3.36

0.03

2.OO

2.00

主

な

業

種

繊 維 工 業
個別平均

統一平均

0.00

0.00

1.40

0.22

1.86

0.60

L69

0.42

4.20

0.32

5.00

0.08

4.20

0.32

0.00

0.00

L95

L95

化 学 工 業
個別平均

統一平均

0.00

0.00

1.16

0.21

L39

0.51

1.72

0.25

3.55

0.33

6.00

0.24

4.75

033

3.00

0.05

L92

1.92

石油製品製造業
個別平均

統一平均

O.00

0.00

2.00

0.48

1.78

0.55

4.75

0.66「

5.00

0」7

0.00

0.00

18.00

1.24

12.00

0.41

3.52

3.52

鉄 鋼 薬
個別平均

統一平均

.
2.OO

O.06

7.56

1.06

L55

0.48

3.00

0.52

1.oo

O.05

0.00

0.00

5.00

0.16

0.00

0.OO

233

2.33

電気機械器」t

製 造 某

個別平均

統一3}ど均

O.00

0.00

2.65

0.38

2.39

0.85

2.77

0.44

3.71

0.38

5.86

0.30

15.30

1.11

1.00

0.01

3.47

3.47

輸送用機械器具

製 造 業

個別平均

統一平均

2.00

0.06

2.13

0.35

1.38

0.52

2.85

038

1.40

0.07

2.00

0.02

2.57

0」8

1.00

0.01

1.59

1.59

卸 業 ・ 商 社

,

個別平均

統一平均

1.50

0.02

1.80

0」9

1.35

0.50

2.42

0.49

5.94

0.51

7.88

0.72

3」1

0」5

4.oo

O.06

'2 .65

2.65

'ト 売.襲
個別平均

統一平均

LOO

O.02

1.00

0.12

L10

0.52

1.33

0.24

LOO

O.03

6.33

0.29

8.71

0.92

0.OO

O.00

2」4

2.14

金 融 業
個別.'ド均

統一]11均

3.50.

0.21

ぷ87

0.53

1.46

0.40

1.52

0.12

10.50

0.08

5.83

0.]3

L88

0.12

0.00

0.00

L59

L59

,

三{こ命 保 険 業〔含代理業
・サー

ビス業)

個別平均

統一平均

1.75

039

2.33

0.39

3.83

1.28

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

2.06

2.06

損 害 保 険 業〔含代理業 ・サー

ビス業)

個別平均

統一平均

1.00

0」0

1.67

LOO

1.00

0.20

0.00

0.00

0.00

0.OO

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

L30

L30

電力 ・カス小業
個別.liZ均

統一平均

1.60.

0.28

2.67

0.83

1.57

0.38

LOO

O.03

0.OO

O.00

0.00

0.00

3.00

0.10

0.00

0.00

1.62

L62

広告・調:査・情 報

提供サービス業

個別平均

統一平均

0.00

0.00

1.oo

O.13

0.00

0.00

1.oo

O.38

1.67

0.63

18.00

2.25

0.00

0.00

0.00

0.00

3.38

338

情報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

個別平均

統一ド均

1.50

0覧06

L89

0.45

L75

0.58|

2.30

0.32

LI3

0.06

2.00

0.03

1.57

0.08
|o・oo

lo・oo

1.57

L57

8-1-4表 主 力機種別 ・外部 補助 メモ リ保 有台数 平均

機種別

主力機種別

回

答

社

数

M

T

ド

ラ

イ
ブ

ド

ラ

ム

デ 貫

・膓

・£

ク竺

そ

の

他

超 大 型 51 44.9 5.5 56.5 L3

大 型 360 13.7 0.6 16.4 0.8

中 型 殴 3.5 0.4 3.8 0.4

」

小 型 204 0.5 3.0 4.1 L6

超 小 型 29 0.1 0.3 1.1 3.1

オフィスコンピュー タ 5 0.2 0.0 0.2 2.0

ミニ コ ン ピ ュ ー タ 11 L6 0.8 2.1 0.2

そ の 他 0 0.0 0.0 0.O 0.0

総 平 均 L318 7.3 L1 9.2 0.8

ノ

ωべ

o

oo

L」

×

ト

1

>

±

荒

斗

×

.NSL
へ

×

六

字



8-1-5表 業種別 ・入力 シ ステムの現状

入力ノ∫式 回 ノぐ キ 0 0 M そ 延

答
ン ■ 「 C M 1 ぺ

チ イ R R
C の 回

社 ン R 答
ノ∫ ノ∫ ノ∫ ノ∫ 方 社

業 棟 別 数 式 式 式 式 式 他 数

一・ 次 産 業 計 社 数 8 6 3 o 1 0 3 13

% 100.0 75.0 37.5 0.0 12.5 0.0 37.5 162.5

二 次 産 業 計
仕 数 638 571 243 55 190 2 28 1,089

% 100.0 89.5 38.1 8.6 29.8 0.3 4.4 170.7

三 次 産 業 計
～.t数 627 538 267 103 128 46 38 Ll20

% 100.0 85.8 42.6 16.4 20.4 7.3 6.1 178.6

公 務 計
仕 数. 79 71 22 21 19 0 7 140

% 100.0 89.9 27.8 26.6 24.1 0.0 8.9 177.2

全 席 業 計
桂 数 1,352 Ll86 535 179 338 48 76 2,362

% 100.0 87.7 39.6 13.2 25.O 3.6 5.6 174.7

繊 維 工 業
仕 数 37 33 17 2 12 0 1 65

% 100.0 89.2 45.9 5.4 32.4 0.0 2.7 175.7

化 学 工 業
社 数 86 76 33 11 34 1 6 161

% 100.0 88.4 38.4 12.8 39.5 1.2 7.0 187.2

石油製品製造業
杜 数 13 12 9 2 2 0 0 25

% 100.0 92.3 69.2 15.4 15.4 0.0 0.0 192.3

主
鉄 鋼 叢

社 敷 31 30 15|5 16 0 2 68

% 100.0 96.8 48.4 16」 51.6 0.0 6.5 219.4

電気機械器.具 杜 数 75 68 32 9 23 0 3 135

製 造 ※ % 100.0 90.7 42.7 】2.0 30.7 0.0 4.0 180.0

輸送用機械器具 仕 数 52 48 20 6 12 0 3 89

な 製 造 業 % 100.0 92.3 38.5 11.5 23.1 0.0 5.8 17L2

卸 業 ・商 社
杜 数 110 85 47 6 14 1 6 159

% 100.0 77.3 42.7 5.5 12.7 0.9 5.5 144.5

小 売 業
日 数 46 43 12 8 7 2 1 73

% 100.0 93.5 26.1 17.4 15.2 4.3 2.2 158.7

業
金 融 業

仕 数 124 112 77 32 14 41 11 田7

% 100.0 90.3 62.1 25.8 1L3 33.1 8・9 231.5

生 命 保 険 業
(含代理業・サー

杜 数 6 5 5 6 3 0 0 19

ビス業) % 100.0 83.3 83.3 100.0 50.0 0.0 0.0 316.7

損 害 保 険 業
(含代理業・サー

社 数 6 3 4 1 0 0 0 8

種 ビス業) % 100.0 50.0 66.7 16.7 0.0 0.0 0.0 133.3

電力 ・ガス4`集
杜 数 17 15 8 17 5 0

」

0 45

% 100.0 88.2 47.1 100.0 29.4 0.0 0.0 264.7

広告 ・調査・情報 仕 数 5 4 1 0 0 0 0 5

提供サー ビス業 % 100.0 80.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

情 報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ

杜 数 73 65 37 18 17 1 5 143

エア業 % 100.0 89.0 50.7 24.7 23.3 1.4 6.8 195.9

8-1-6表 業種 別 ・入力 システム5年 後 の予想

入力方式

※種 別

回

答

社

数

ノ∨

ン

チ

方

式

キ
[

イ

ン

ノ∫

式

O

C

R

ノ∫

式

O

M

R
'戊元

式

M
I

C

R

ノ∫

式

そ

の

他

延
べ

回
答
日
数

一 次 産 業 計

`
社 数

%

7

100.0

4

57.1

3

42.9

2

28.6

2

28.6

0

0.0

3

42.9

】4

2て)0.0

二 次 産 業 計
杜 数

%

620

100.0

336

54.2

456

73.5

270

43.5

i78

28.7

15

2.4

49

7.9

u叉)4

210.3

三 次 産 業 計
社 数

%

598

100.0

374

62.5

395

66.1

188

31.4

129

2L6

80

13.4

59

9.9

1,225

204.8

公 務 計
杜 数

%

72

100.0

40

55.6

37

51.4

51

70.8

19

26.4

0

0.0

8

11.1

155

215.3

全 産 業 計
杜 数

%

L297

100.0

754

58.1

891

68.7

511

39.4

328

25.3

95

7.3

119

9.2

2,698

208.O

主

な

業

種

繊 維 工 業
社 数

%

36

100.0

21

58.3

27

75.0

14

38.9

11

30.6

0

0.0

3

8.3

76

21LI

化 学 工 業
杜 数

%

84

100.0

39

46.4

62

73.8

36

42.9

31

36.9

2

2.4

10

1].9

180

214.3

石油製品製造業
杜 数

%

13

100.O

9

69.2

10

76.9

4

30.8

2

15.4

O

O.0

2

15.4

27

207.7

鉄 鋼 業
社 数

%

25

100.0

15

60.0

22

88.0

17

68.0

12

48.0

0

0.0

4

16.0

70

280.0

電気機械器具

製 造 業

社 数

%

73

100.0

37

50.7

54

74.0

40

54.8

26

35.6

O

O.0

6

8.2

163

223.3

輸送用機械器具

製 造 業

仕 数

%

50

]00.0

25

50.0

41

82.O

28

56.0

8

16.O

1

2.0

2

4.O

105

210.0

卸 業 ・商 社
杜 数

%

108

100.0

43

39.8

80

74.1

31

28.7

16

14.8

3

2.8

10

9.3

183

169.4

小 売 業
社 数

%

45

100.0

26

57.8

30

66.7

21

46.7

4

8.9

1

2.2

6

13.3

88

195.6

金 融 業
世 数

%

121

100.0

88

72.7

90

74.4

3!

25.6

12

9.9

63

52.宝

16

13.2

300

247.9

生 命 保 険 業(含代
理業 ・サー

ビス業)

社 数

%

5

100.0

4

80.0

5

100.0

5

100.0

3

60.0

0

0.0

0

0.0

17

340.0

損 害 保 険 業(
含代理業・サー
ビス業 〉

杜 数

%

6

100.0

3

50.0

5

83.3

5

83.3

2

33.3

0

0.0

0

0.0

15

250.0

電力 ・ガス事業
社 数

%

15

100.0

12

80.0

12

80.0

15

100.0

5

33.3

0

0.0

0

0.0

44

293.3

広告・調査・情報

提供サー ビス業

社 数

%

4

100.0

2

50.0

3

75.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

5

125.0

情報処理サー ビ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

社 数

%

69

100.0

43

62.3

45

65.2

41

59.4

14

20.3

4

5.8

8

11.6

155

224.6

LJ

×

い

1

豊

栄

bオ

巽
一



8-1-7表1セ ッ ト当 り月間 ラ ン時 間

ラン ・

タイム

回

答

集
計
対
象

総

平

均

δ
O
H

A.A.

○ 」i
oo
以H

-1:

元l
o

l

二
〇
〇

1

二
五
〇

1

三〇

〇

1

三
五
〇

1

四

〇・
.○

}

四
五
〇

1

五
〇
〇

1

五
五
〇
H

杜
セ
ツ 時 未 未

二
〇
二
1五
三
〇
二
五
四
〇
四
五
五
〇
五
五 以

ト O O ○ o O ○ o O

数 数 問 満 満 H H H H H H H H 」こ

C375 3,687 198.6 社数 193 265 304 223 loo 90 58 36 21 19 27

ラン時間
% M,4 19.8 22.8

.
16.7 7.5 6.7 4.3 2.7 L6 L4 2.0

、

8-1-8表 業種 別 ・コン ピュー タ経 費月額平均(1)
箋

(単位:干 割N

経 費 名

楽 種 別

回

答

数

人

件

費

機 械 設 備 関 係
総

計

薄

遇

レ ン タ ル 料

C直 観

曇警

周硲

,辺 記憶

装装

置 芭

周
辺
記
憶
装
置

完端
・'!末

ラ

イ 装

こ 置

(
機 小皆

多
'レ
料 計
)

一 次 産 業 計 金頭

%

8 4,745.3

34.0

1,864.6

13.3

LO98.5

7.9

773.4

5.5

793.1

5.7

4,529.6

32.4

】3,968.0

100.0

二 次 産 業 計
金額

%

613 8,598.8

35.8

4,025.2

16.7

2,247.5

93

L478.4

6.2

L257、0

5.2

9,017.3

37.5

24,039.2

100.0

三 次 産 業 計
金額

%

561 10,189.0

22.0

7,083.4

15.3

3,339.9

7.2

2,叙)8.0

6.1

2,079.9

4.5

15,369.4

33.2

46,332.2

100.0

公 務 計
金額

%

70 5,345.3

3L1

3,473.9

20.2

1,507.5

8.8

1,677.4

9.8

267.9

L6

6,926.8

40.3

17,198.5

100.0

全 産 業 計
金額

%

1,252 9」04.8

27」

5,350.9

15.9

2,688.3

8.O

2,080.8

6.2

L567.5

4.7

11,718.0

34.9

33,581.5

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
金額

%

35 7,464.5

33.5

3,949.5

17.7

1,776.3

8.0

L265,8

5.7

L229.6

5.5

8、22L3

36.9

22.27L3

100.0

化 学 工 業
金額

%

85 8,208.5

36.9

3,91L8

17.6

L59L2

7.1

1,614.7

7.3

1」44,5

5.1

8,262.3

37」.

22、27L9

100.0

石油製品製造業
金額

%

13 17,140.8

42.0

5,438.8

133

3,696.3

9.0

2,184.8

5.3

3,093.6

7.6

14,413.5

35.3

40.賠L3

100.0

鉄 鋼 業
金額

%

29 42,0】7.5

35.4

17,819.9

15.0

16,276.8

13.7

5,760.4

4.9

10」65.9

8.6

50,023.0

42」

118,697.0

100.0

電気機械器具

製 造 業

金額

%

73 14,183.7

38.5

-
3,017.6

8.2

2,718.8

7.4

L302.8

3.5

・868
.6

2.4

7,907.9

2L4

36,888.5

100.0

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

52 12,254.6

33.1

8,734.6

23.6

2,&58.5

7.7

3.25L6

8.8

1、7η2

4.8

16、63L8

44.9

37,060.3

100.0

剤]革 ・ 商 社
金額

%

108 5,277.】

25.8

4,102.0

20.1

1,688.0

8.3

L364.9

6.7

L294.3

6.3

8,452.9

4L3

20,444.9

100.0

小 売 業
金額

%

43 3,514.8

28.3

2,408.2

19.4

L289.7

10.4

852.1

6.9

714.7

5.8

5,340.2

43.0

12,413.9

}00.0

金 融 業
金額

%

n4 14,966.4

16.2

14,388.O

l5.5

6,396.5

6.9

5,006.3

5.4

4,942.4

5.3

30,733.3

33.2

92.60L4

100.0

生 命 保 険 薬
(含 代理業 ・サー
ビス業)

金額

%

5 42,296.8

10.2

70,006.2

16.9

40,279.8

9.7

38,459.4

9.3

16,905.0

4.1

165,650.4

40.0

413,635.8

100.0

損 害 保 険 業
(含 代理業 ・サー
ビス裳}

金額

%

6 27」79.8

2L9

14,026.5

1L3

11,330.3

9.1

6,557.3

5.3

Lgo2.7

L5

33,816.8

27.3

124.〔UO,8

100.0

電力 ・ガス事業
金額

%

17 3L59L7

22.6

22,522.5

16.1

8、75L4

6.3

11,607.4

8.3

3,812.8

2.7

46.694」

33.4

139,682.4

100.0

広告 ・調査 ・情報

提供サー ビス業

金額

%

4 10,773.3

47.4

2,225.5

9.8

2,063.0

9」

3443

1.5

1,590.3

7.0

6,223.0

27.4

22、74L3

100.o

情報提供サービ
ス業 ・ソ7ト ウ
ェア業

金額

%

68 19,677.3

33.2

6,281.5

10.6

3,026.6

5」

2,515.7

4.2

L632.3

2.8

13,455.0

22.7

59,307.6

100.0

oo
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8-1-9表 業 種別 ・コンピュー タ経 費月額平 均(2)

(単 位:・ 「・円}

経 費 名

業種 別

機 械 設 備 関 係
総

;}卜

扉

也

償 却 費
保
守

讐
保
険
費

機
械
設
備
合
計

C置 制

ll墾

日蔭

辺 記憶

装 装

置蓮

周
辺
記
憶
装
置

完 端
ン .末
ラ

イ 装
、

ご 置

A
機 小
槍
償
却
費計
)

一 次 産 業 計 金額

%

177.5

1.3

42.9

0.3

31.4

0.2

150.8

1.1

402.5

2.9

161.9

1.2

5,094.0

36.5

13,968.O

lOO.0

二 次 産 業 計
金額

%

420.5

1.7

117.9

0.5

75.4

0.3

380.2

1.6

994.0

4.1

537.6

2.2

10,555.4

43.9

24,039.2

100.0

三 次 産 業 計
金額

%

2,204.4

4.8

50LO

L1

420.1

0.9

3,760.3

8.1

6,923.7

】4、9

1,828.1

3.9

24,125.3

52.1

46,332.2

100.0

公 務 計
金額

%

140.2

0.8

60.6

0.4

24.5

0.1

158.9

0.9

384.1

2.2

176.4

LO

7,487.3

43.5

17,198.5

100.0

生 産 業 計
金額

%

1.a)2.6

3.6
.

285.9

0.9

226.7

0.7

1,880.9

5.6

3,613.2

10.8

LO93.3

3.3

16,429.4

48.9

33,581.5

100.0

繊 維 工 業
金額

%

839.3

3.8

67.9

0.3

99.3

0.4

310.9

L4

1,317.4

5.9

257.7

L2

9,796.4

44.0

22,271.3

100.0

化 学 工 業
金額

%

553.5

2.5

62.4

0.3

33.6

0.2

340.8

1.5

990.3

4.4

394.5

1.8

9,693.7

43.5

22,271.9

100.0

イ1油製品製造業
金額

%

527.7

1.3

141.6

0.3

93.6

0.2

339.2

0.8

1」02.2

2.7

ぽ)8.2

1.5

16,123.9

39.5

40,851.3

100.0

鉄 鋼 業
金額

%

L476.2

L2

324.0

0.3

330.3

0.3

2,203.8

1.9

4,334.3

3.7

1,729.O

L5

56,086.4

47.3

ll8,697.O

lOO.0

電気機械器."

製 造 業

金額

%

688.5

1.9

498.8

L4

173.4

0.5

1,008.9

2.7

2,369.6

6.4

2,026.9

5.5

12β04.4

33.4

36,888.5

100.0

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

466.9

1.3

113.7

0.3

87.2

0.2

714.8

1.9

1,382.6

3.7

625.3

L7

18,639.7

50.3

37,060.3

100.0

卸 業 ・商 社
金額

%

695」

3.4

94.0

0.5

44.0

0.2

404.8

2.0

1,237.8

6.1

335.7

1.6

10,026.4

49.0

「

20,444.9

100.0

小 売 業
金額

%

123.8

1.0

32.0

03

22.O

O.2

5.9

0.0

183.7

L5

a)8.6

1.7

5,732.4

46.2

12,413.9

100.〔〕一

金 融 業
金額

%

6,052.1

6.5

1,090.8

1.2

LO98.6

L2

14,820.2

16.0

23,061.7

24.9

5,666.4

6.1

59.46L4

64.2

92,601.4

100.0

生 命 保 険 業(
含代理業 ・サー
ビス業)

金額

%

24,744.8

6.0

3,524.2

0.9

3,608.4

0.9

18,626.0

4.5

50,503.4

12.2

14,709.0

3.6

230,862.8

55.8

413,635.8

100.0

損 害 保 険 業
(含代理業 ・サー
ビス業)

金額

%

932.3

0.8

225.2

0.2

正65.3

0.1

3270.0

2.6

4,592.8

3.7

1,563.3

L3

39,973.0

32.2

124,040.8

【00.0

電力 ・ガス事業
金額

%

2,951.9

2」

3,984.2

2.9

695」

0.5

1,330.6

LO

8、96L8

6.4

1,373.9

1.0

57,029.8

40.8

139,682.4

100.0

広告・調査 ・情 報

提供サービス業

金額

%

6.3

0.0

1.5

0.0

L3

0.0

L8

0.0

10.8

0.0

108.3

0.5

6,342.0

27.9

22.74L3

100.0

情報提供サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

金額

%

2,092.4

3.5

327.5

0.6

346.9

0.6

880.1

ピ5

3,646.8

6.1

1,490.5

2.5

18,593.3

3L4

59,307.6

100.0

8-1-10表 業種別 ・コン ピュー タ経 費 月額 平均(3)

(tP.付::T・ 川)

経 費 名 消 耗 品 な ど1
総

カ 磁; . プ 電 消
1

ド
気1 り 力

耗
,

ドテ
.

ン . `計

紙
テ

－f

lア イ

ト

用

冷

暖
品

醇
/」

業 種 別

1プ

費

プ ス

費z

紙

背
房
費

■1

計

芭

金額 64.8 62.3 796..3 323.8 L247,0 13.%8.0一 次 産 業 計
% 0.5 0.4 5.3 2.3 8.9 100.0

金額 a}3.7 321.1 LO20.9 472.6 2,018.3 `24 .03づ.2

二 次 産 業 計 .
% O.8 L3 4.2 2.0 8.4. 100.0

金額 1743 459.8 L844.7 1,253.8 3,733.7 46332.2
三 次 産 ※ 計

% 0.4 LO 4.0 2.7 8.1 100.0

金額 117」 163.7 746.5 145.6 lJ7Z.9 17,198.5
公 務 計

% 0.7 LO
-4
.3 0.8 6.8 100.0

金額 184.8 372.8 1,373.3 803.4 2,734.8 33,581.5
全 産 業 計

% 0.6 Ll 4.1 2.4 8.1 100.0

繊 維 工 業
金額 177.9 125.1 LO36.7 453.4 1,793.2 22,271.3

% 0.8 0.6 4.7 2.0 8」 100.0

金額 190.3 134.8 1,034.1 386.1 1,745.3 22,271.9
化 学 工 業

% 0.9 0.6 4.6 L7 7.8 聖00.0

石油製品製造業
金額 277.5 234.0 L387.6 763.1 2,662.2 40,851.3

% 0.7 0.6 3.4 1.9 6.5 100.0

主
鉄 鋼 業

金額 1,047.0 2,355.1 6.11L5 3.123」 12・636・ ・lll8・697・ ・

% 0.9 .2.0 5.1 2.6 10・7i]00・0

電気機械器具 金額 129.6 980.1 949.8 668.5 21728.1 36,888.5

製 造 業 % 0.4 2.7 2.6 L8 7.4 100.0

輸送用機械器具 金額 380.3 323.0 1,810.8 805.2 3,319.3 37,060.3

な 製 造 業 % 1.0 0.9
「

4.9 2.2 9.o 100.0

卸 業 ・ 商 社
金額

%

104.4

0.5

279.4

L4

994.2

4.9

464.4

2.3

L842.4

9.0

20,444.9

100.0

小 売 業
金額 94.9 117.8 740.1 200.2 1,152.9 12,4{3.9

% 0.8 0.9 6.0 1.6 9.3 100.0

業
金 融 業

金額 223.2 1,080.8 2,828.7 2,488.6 6,621.3 92,601.4

% 0.2 1.2 3.1 2.7 7.2 100.0

生 命 保 険 業
(含代理業・サー
ビス業)

金額

%

L348,2

0.3

3,799.0

0.9

18,834.6

4.6

24,456.4

5.9

48,438.2

1L7

413,635.8

100.0

損 害 保 険 業
(含代理業・サー

金額 386.0 L287.5
9

8」67.2 2,755.5 12,596.2 124,040.8

権 ビス業) % 0.3 1.0 6.6 2.2 10.2 100.0

電力 ・カス事業
金額 346.8 L462,3 9,249.5 2,391.6 13,450.2 139,682.4

% 0.2 1.0 6.6 1.7 9.6 100.0

広告・調査・情報 金額 U9,5 226.3 908.8 465.3 1,719.8 22,741.3

提供サー ビス業 % 0.5 1.0 4.0 2.0 7.6 …|00.0,

情報処理サー ビ
ス業 ・ソフトウ

金額 312.4 375.9 21425.3 L513.6 4,627.1 59,307.6.

エア業 % 0.5 0..6 4.1 2.6 7.8 llOO・0

L1

ト

1

註

文

b斗

ω
べω



8-1-11表 業種 別 ・コン ピュー タ経 費 月額平均(4)

(単位:一千円)

経 費 宿

業 種 別

外 注 費
総

計.

薄

遇

:委

託

計

算

費

さ
ん
孔

竺
検
孔
費

プ作

ロ 成

グ委

ラ託

ム 費

プ
ロ

グ
ラ
ム

購
入

費

そ

の

他

外

注

費

合

計

一 次 慌 ※ 計 金額

%

274.0

2.0

829.1

5.9

779.6

5.6

4.1

0.0

458.5

3.3

2,345.4

16.8

|13.968,0|

100.0.

二 次 ・赤 斑 計
金額

%

462.7

1.9

721.6

3.0

386.5

L6

42.9

0.2

367.0

L5

1,980.7旨

8.2

;24.039,2!

100、0

三 次 産 業 計
金額

%

1,495.5

3.2

2,296.2

5.0

882.O

l.9

64.5

0.1

1」70.9

2.5

5.91LO

12.8

46,332.2|

100.0

公 務 計
金額

%

701.5
.
4.1

1.733」

10.1

30.7

0.2

2.7

0.0

455.3

2.6

2,923.3

17.0

17,198.5

100.0

全 「重 美 計
金額

%

937.6

2.8

1,484.4

4.4

591」

1.8

50」

0.1

732.8

2.2

3,796.9

11.3

33,581.5

100.0

主

な

業

種

横 構 工 業
金額

%

270.O

I.2

688.0

3.1

264.2

L2

22.7

0.1

467.2

2」

】・η;:ピ=

A

化 学 工 業
金額

%

380.O

I.7

441.5

2.0

207.6

0.9

28.8

0」

482.0

2.2

L5・9・ ・i221・ ・1・9

6・giIOO・0

石油製出`製造業
金額

%

540.9

1.3

IJ89,0

2.9

472.3

1.2

269.0

0.7

779.3

L9

一 一路::1ピ㍑

鉄 鋼 業
金額

%

L]14.0

0.9

2,800.8

2.4

L231.0

1.0

20.1

0.0

1,487.4

1.3

6,653.3

5.6

ll8,697.O

lOO.0

電気機械器 具

製 造 業

金額

%

1,880.9

5.1

L87LO

5.1

L736.1

4.7

33.5

0.1

63L8

L7

6」53.4

16.7

36,888.5

100.0

槍活用機械器lt

製 造 業

一
金額

%

549.9

1.5

1,094.8

3.0

497.8

1.3

203.0

0.5

437.3

1.2

2.782,9137.(崎0,3

7.5}100.0
ト

卸 業 ・ 商 トヒ
金額

%

689.1

3.4

1,076.3

'5 .3

357.6

1.7

6.7

0.0

488.0

2.4

2,617.7

12.8

20,444.9

100.0

小 売 業
金額

%

477.0

3.8

995.8

8.0

}33.3

1」

2.3

0.0

144.7

L2

1,753.1

14.1

12,413.9

100.Ow

金 融 業
金額

%

L91L5

2.1

L296,0

1.4

1,213.2

L3

244.5

0.3

LO38.6

L1

・…3・・192…1・ ・

6・2!100・0

ll…命 保 険 業
(含代理業・サー
ビス業)

金額

%

8,544.6

2.】

44,295.4

10.7

13,987.6

3.4

0.0

0.0

11,090.0

2.7

77,917.6

18.8

413,635.8

100.0

相 川 保 険.業
〔含代理業・サー
ビス業)

金額

%

7,949.7

6.4

23,864.7

19.2

3,766.3

3.0

239.2

0.2

6,914.7

5.6

。.m.,i_8

34.5,100.0

電力 ・ガ刺`業
金額

%

18,740.2

13.4

7,999.1

5.7

],218.9

0.9

5.1

0.0

5,400.7

3.9

33、364,1い39、 田2.4

23.911・ ・.・

広{`ト・調布・情報

提供サー ビス業

金額

%

343.8

L5

2,140.0

9.4

o.0

0.0

0.0

0.0

1」76.3

5.2 ㍗:1巴:;
情報提供サー ビ
ス.業・ソフ トウ
ェア.業

金額

%

い147.7

1.9

5,702.7

9.6

2,037.2

3.4

59.4

0」

3,511.3

5.9

12,458.2.

21,oll

59,307.6

100.0

8-1-12表 業種 別 ・コ ンピュー タ経費 月額平 均(5) ωべ

ふ(単{立:千円}

経 費 名

業 種 別

そ の 他
総

計

地 割
`,

か
け
か ら
れ
た
費
ら 用

通
1書
回

線
使

用
料

デ

1

タ

輸

送

費

そ
の
他
連
絡
費
な
ど

そ

の

他

合

計

一 次 産 業 計 金額

%

244.3

1.7

1(》4.5

0.7

187.6

L3

536.4

3.8

13,968.O

lOO.0

La)L1

8.6

二 次 産 業 計
金額

%

675.0

2.8

123.9

0.5

87.0

0.4

885.9

3.7

24,039.2

100.0

193.8

0.8

三 次 産 業 計
金額

%

1.557」

3.4

272.5

0.6

543.O

L2

2,373.1

5」

46,332.2

100.0

302.6

0.7

公 務 計
金額

,%

}92.4

Ll

10.0

0.1

67.3

0.4

269.7

L6

17」98.5

100.0

97.8

0.6

全 産 業 計
金額

%

1,040.5

3.1

184.0

0.5

290.9

0.9

L515.6

4.5

33.58L5

100.0

243.6

0.7

穏

繊 維 工 業
金額

%

716.6

3.2

95.4

0.4

693.1

3」

L5〔 〕5.1

6.8

22、27L3

100.0

570.6

2.6

化 学 工 業
金額

%

703.9

3.2

103.5

0.5

277.1

L2

1,084.5

4.9

22,27】.9

100.0

278.6

1.3

石油製品製造業
金額

%

1.ぷ)1.2

3.2

107.8

0.3

264.8

0.6

】,673.8

4」

40.85L3

100.0.

:0.O

lO・0

鉄 鋼 業
金額

%

912.0

0.8

8.2

0.0

'383 ,0

0.3

L303.2

ぷ1

118,697.0

100.0

65.5

0.1

電気機械器.具

製 造 業

金額

%

837.4

23

359.8

LO

泣L7

0.9

L519.0

4.1

36,888.5

100.0

142.5

-0.4

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

L433.0

3.9

207.3

0.6

L576,6

4.3

63.8

0.2

37,α 〕0.3

100.0

969.6

2.6

卸 業 ・ 商 社
金額

%

3235

1.6

54.7

0.3

ぷ)3.0

1.5

68L2

3.3

20,444.9

100.0

333.9

L6

小 売 業
金額

%

212.4

.L7

24.2

0.2

24.1

0.2

260.7

2」 lOO.0

12,・13,9135.・

0.3

金 融 業
金額

%

4,865.1

5.3

542.6

0.6

440.8

0.5

5,848.4

6.3

92.60L4

100.0

112.4

0.}

生 命 保 険 烹
(含代理業・サー
ビス剰

金額

%

13,823.8

3.3

296.6

0.1

0.0

0.0

14.12叉).4

3.4

413,635.S

100.0

0.0

0.0

損 輪誓 保 険 薬
(含代理業 ・サ ー
ビス業}

金額

%

687.8

0.6

111.5

0.1

758.0

0.6

L5573

L3

124.〔 岡0.8

100.0

1」7L8

0.9

電力 ・ガス事 業
金額

%

428.5

0.3

2.790」

2.0

LO28,1

0.7

4,246.7

3.0

139,682.4

100.0

593.9

0.4

広告・調査情 報

提供サービス業

金額

%

120.8

0.5

125.5

0.6

0.0

0.0

246.3

1」

22、74L3

100.0

0.0

0.0

情報提供サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

金額

%

LO65,2

1.8

371.3

0.6

2,515.1

4.2

3.95L6

6.7

59,307.6

100.0

】,248.7

2.1♪

o◎

u

＼'

い

|

〉

望

洋

斗
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べ
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共

墨
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8-1-13表 業 種別 ・機械 設備費 構bk

〔単位:F円)

経費項目 C 1胡 周 オ 端 保 合 回

P
辺

辺
記

ン 末

ラ

守

R 答

業 棟 別 u

装

iPl:

憶 、

装
置

イ 装

ン;rll

保
険
費 計

社

数

一'次 産 業 計 金額 2.042」 1」41.4 804.8 943.9 161.9 5.〔旧4.0 8

% 40.1 22.4 15.8 18.5 3.2 100.0

二 次 産 業 計
金富頁 4,445.8 2,365.4 L553.8 L637.2 537.6 10,555.4 613

% 42.1 22.4 14.7 15.5 5.1 100.0

三 次 産 業 計
金額 9,287.9 3,840.9 3,228.1 5,840.2 L828.1 24,正25.3 561

% 38.5 15.9 13.4 24.2 7.6 100.0.0

公 務 計
金額 3.6M.1 1,568.1 L701.9 426.8 t76.4 7,487.3 70

% 48.3 20.9 22.7 5.7 、2 .4 100.0

全 産 業 計
金額 6,553.6 2,974.1 2,307.6 3,448.4 11093.3 16,429.4 1,252

% 39.9 18」 14.0 21.0 6.7 100.0

繊 維 工 業
金額 4,788.9 1,844.2 1,365.1 L540.5 257.7 9,796.4 35

% 48.9 18.8 13.9 15.7 2.6 100.0

化 学 工 業
金額 4,465.3 1,653.6 L臼8.4 1,485.3 394.5 9,693.7 85

% 46.1 17.1 17.0 15.3
P
4.1 100.0

イ輌油製品製造業
金額 5,966.5 3,837.9 2,278.5 3,432.8 608.2 16,123.9 13

% 37.0 23.8 14.1 2L3 3.8 100.0
9

王
鉄 鋼 業

金額 19,296.2 16,600.8 6,090.7 】2,369.7 1,729.0 56,086.4 29
% 34.4 29.6 10.9 22」 3.1 100.0 .

電気機械器具 金額 3,706.1 3,217.7 '1
,476.2 L877.5 21026.9 12,304.4 73

製 造 業 % 30.1 26.2 12.0 】5.3 16.5 100.0

輸送用機械器.具 金額 9,201.4 2.982」 3,338.8 2、492」 625.3 18,639.7 52

な 製 造 業 % 49.4 16.0
'
[7.9 13.4 3.4 100.0

珂]業 ・商 社
金額 4,797.0 L782、0 L408.9 1、699」 335.7 10,026.4 108

% 47.8 17.8 14.1 16.9 3.3 100.0

小 売 業
金額 2,532.0 11321.7 874.1 720.6 208.6 5,732.4 43

% 44.2 23.1 15.2 12.6 3.6 100.0

業
金 融 業

金額 20,440.1 7,487.4 6コ04.9 】9,762.6 5,666.4 59.46L4 114

% 34.4 12.6 10.3 33.2 9.5 100.0

生 命 保 険 業(
含代理業・サー

金額 94.75LO 43,804.0 42,067.8 35,531.0 14,709.0 230,路2.8 5

ビス業) % 41.0 19.0 18.2 15.4 6.4 100.0

損 害 保 険 業
(含代理業・サー

金額 14,958.8 1L555.5 6,722.7 5」72.7 1,563.3 391973.O 6

樟 ビス業) % 37.4 28.9 16.8 12.9 3.9 100.0

電力 ・方則 榛
金額 25,474.5 12,735.6 12,302.4 5,143.4 1,373.9 57,029.8 17
% 44.7 22.3 21.6 9.0 2.4 100.0

広告・調査・情報 金額 2,231.8 2,064.5 M5.5 1,592.0 108.3 6,342.0 4
提供サービス業 % 35.2 32.6 5.4 25.1 L7 100.0

情報処理サー ピ.
ス業 ・ソフ トウ

金額 8,373.9 3,354.1 2,862.5 2,512.4 L490.5 18,593.3 68

エア業 % 45.0 18.0 15.4 13.5 8.0
.100
.0

8-1-14表 (総 合)業 種別 ・1社 当 り月間 経費対 月商化 平均

(注}コ ンピュータ経費合計と月商の双ノ∫とも記入のあった回答についての果汁である。

二 次 産 業 計

三 次 産 業 計

公

全 産

務 計

計

繊 維 工 業

化 学 工 業

0

988

35

85

1月

警問

ll経?

均 費 巴

13,968.0

o.o

26,535.2

1

1月

杜
当_

りr∫
.・P万

均 商 円

月経費/月 商

22.271.3

22.271.9

13.325.1

6.152.3

}一 ・・

1…

8,895.1

6,275.8F

5、611.4

1

3・931・411・ 叶

2.318、2鼠).oo

0.oo o.oo

2.988.25〔}.00

3、55 ±3.08

ヂ

、.、,1、 。3.、、

lI

下
限

1

1〔X)0

O.34

0.3】

o.IEI

o.oo

《}.19

主

な

業

種

1.02

百油製品 製造 業 13 40.85L3

鉄 鋼 業 29 118,697.0

電気機械器具製造業

輸送用 機械 器 具

製 造 業

卸 業 ・ 商 社 107

O.51

43.538.2

,

0'!'1
_5'921

小 売 業 43 12.413.9

金 融 113 (90.964.7)

生 命 保険 業(含 代

理業 ・サー ビ ス業)
4 (470、712.5)

損 害保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビ ス.業)

電 力 ・カ ス 」1`業

広 告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

情 轍 処理 サー ビス

業 ・ソフ トウェア業

6

]7

3

65

(124.040.8)

]39、682.4

29,61〕.7

58.439.9

18・自'5・2

_二 」14・21

7.32

3,84

0.96

4.BIO、8 2.58

(60、300.6) {1.5D

55.65

12.81

63.38

U.23

C6.61}

(1)758.621.2) (0.27) {6.98)

(485.205.7)

29.490,5

10,198,9

78.4

(0.26)(19.19)

0.31

o.47

1.4V

0.67

0.28

O.93

(0.24}

〔〔〕.07)

〔0.04)

2.59

1.S6

102.14

金融業、証券業、生命保険業、損害f暴険業は年商(月 商)の 意味が ちが うので、産業計の計算からは除外してある
。

u

×

い

1

主

文

醗

ω
や
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8-1-15表 (総 合)業 種 別 ・従業員1人 当 り月間 経費

〔注)コ ンピュータ経費合計と従業日数の双方とも記入のあった回答についての集計である.

藁 種 別

回

答

杜

数

1月
社
生 間

鑑6

1従

杜
当 叢

り 貝

焉数ε

月間経費/1人(千 円)

平

均

上

限

下

限

一 次 産 業 叶 8 13,968.0 3,087.9 4.5 12.5 0.6

二 次 産 業 計 613 24,039.2 2,639.5 9.1 防9,4 0.6

三 次 産 業 計 557 46,632.4 L734.5

.
26.9 2,063.9 0.8

公 務 計 67 17,356.4 9,597.7 L8 104.2 0.3

全 産 業 計

公 務 を 除 く 全 産 業

1,245

1,178

33,722.8

34,653.7

2,612.0

2,214.6

12.9

15.6

2,063.9

2,063.9

0.3

0.6

主

な

業

種

繊 維 工 集 35 22,271.3

,

3,087.7 7.2 4L8 2.0

化 学:L業 85 22、27L9 2ぼ99.5 9.3 41.7 2.1

石 油製 品製 造 業 13 40,851.3 2,294.5 17.8 54.1 4.7

鉄 鋼 築 29 118,697.0 7,493.2 15.8 25.6 1.1

電気機械器."製造業 73 36,888.5
.

4,158.9 8.9 67.2 L3

輸送 用機械 器.具

製 造 業
52 37,060.3 4,436.9 8.4 2L8 0.6

卸 業 ・ 商 社 108 20,444.9 919.9 22.2 252.9 2.9

小 売 業 43 12,413.9 2,033.9 6.1 23.4 2.0

金 融 業 114 92、θOL4 2,177.9 42.5 106.0 3.6

:k命 保 険 業 〔含代

理 業 ・サー ビス業)
5 413,635.8 19.n2.4 2L6 143.7 6.5

損 害 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス業)
6 124,040.8 2,736.5 45.3 51.6 33.0

電 力 ・ガ ス'1`菓 17 139,682.4 9,440.5 14.8 53.9 9.5

広告 ・調:査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
4 22,74L3 L356.8 16.8 276.7 4.6

情 報処 理 サー ビス

填 ・ソフ トウェア業
68 59,307.6 125.0 474.6 2,063.9 33.5

8-1-16表 主力 機種 別 ・1社 当 り要 員数 平均

職 種 庶 ,ぐ オ プ S 管 合 回

務 ン べ 口
計

答

そ チ レ グ 理 吐

の ヤ 1 ラ
人

実

主力機棟 他 | タ マ E 職 数 数

社内要n記 入社数 47 27 38 46 41 50 50

tt内 要 員 平 均 34.8 12.3 35.6 59.0 38.4 19.1 199.2

超 大 型
管理者1人 に付する
他職種 人数荊合平均 L8 0.6 L9 3.1 2.0 LO 10.4

派遣要 日記入社数 6 11 26 】7 8 3 30

派 遣 要 員 平 均 2.2 7.3 22.8 14.1 7.4 0.1 53.97

社内要u記 入社数 325 242 248 327 314 353 359

社 内 要 員 平 均 1L5 11.8 8.3 22.0 15.2 7』 75.9

大 型
管理者1人 に吋† る他岐楓人数割合平均 1.6 1.7 L2 3」 2.2 LO 10.8

派遣要日記入社数 18 105 159 50 31 7 脳

派 遣 要 目 平 均 0.8 6.1 8.9 2.8 0.7 0.0 }9、2

社内要員記入仕数 338 514 443 592 492 594 649

社 内 要 員 平 均 L5 4.8 2.3 4.4 2.4 1.6 16.9

中 型
管理者1人 に対† る
他項憤人数割 合平均

LO 3.1 L5 2.8 L6 1.0 10.9

派遣要II記 入杜数 3 97 60 15 14 3 N3

派 遣 要 目 平 均 0.0 2.8 1.4 0.2 o.4 0.0 4.9

社内要日記入社数 36 141 143 163 97 139 219

社 内 要 員 平 均 O.3 L8 1.2 L5 0.7 0.7 6.2

小 型
管理者1人 に吋する
他項棟 人数割合平均

0.4 2.6 1.6 2.2 LO 1.0 8.8

派遣要日記入社数 1 9 2 5 3 1 ▲3

派 遣 要 員 平 均 O」 L8 0.2 L9 2.1 0.1 6.2

tt内 要1ミ記 入杜 数 6 13 33 20 7 18 37

社 内 要u平 均 0.4 0.9 2.2 0.7 0.2 0.5 5.0

超 小 型
管理 者1人 に対す る
他職 棟人数害4合平均 0.8 L7 4.4 1.3 0.5 LO 9.7

派遣要u記 入吐数 0 2 o 0 0 0 2

派 遣 要 目 平 均 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5

「

tt内妻日記入社数 o 2 5 2 1 3 5

辻 内 要 員 平 均 0.0 LO 2.8 0.4 0.2 0.6 5.0

オフィスコンピュー タ
管理者1人 に対す る
砲口轍人数M合 平均

0.0 L7 4.7 0.7 0.3 1.0 8.3

派遣要u記 入牝数 0 0 0 0 0 0 0

派 遣 要 員 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
1

}t内妻u記 入社数 1 4 4 6 5 6 11

社 内 要 員 平 均 0.4 0.5 L3 L9 1.7 0.7 6.5

ミニ コ ン ピ ュ ー タ
管理者1人 に勒す る
地口棟人数胴 ζe'↓こ均 0.5 0.8 1.8 2.6 2.4 LO glo

派遣要u記 入社数 0 0 0 0 0 0 0

派 遣 要u平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O

社内要1↓記入社数 0 0 0 0 0 ・0 0

社 内 要 員 平 均 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

そ の 他
管理.者1人 に対†る
地類t領人数荊合平均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

派遣要日記入社数 0 0 0 0 0 0 0

派 遣 要 員 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社内要員記入社数 753 943 914 1」56 957 L163 1,330

社 内 要 賢 平 均 5.2 6.3 5.0 10.6 6.8 3.5 37.5

総 平 均 管理者1人 に対す る他職種人数割イ
}平均 L5 L8 1.4 3.0 1.9 1.0 }0.7

派遣要員記入吐数 28 224 247 87 56 腿 392

派 遣 要 員 平 均 0.6 4.8 6.9 2.7 L1 0.0 16」

ω
べ
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o◎

L」
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×
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8-1-17表 業 種別 ・従業 員数規模 別 ・コン ピュー タ要 員数平均 と対 全従業 員数比

企従業日数規模 無 五 五 一 三 四 五 二 三 五
一
合

b o
O

O

○

○

o

O

O

O
O
OO
O
OO
o
O
o

q

O
記 人

～

九

～

二

～

三

1

四

'

九

1

二

～

四

～

九
o

o

未' 九 九
九
九
九
九
九
九
九

九
九
九

九
九
九

九
九
ノし

人
以

業 種 別 入 満 人 人 人 人 人 人 人 人 上 計

要}{数 平均 8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

.

5.0 18.8 29.0 33.0 0.0 2L4一 次 産 業 計
問 弓均(%od 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 9.31 9.83 7.99 3.56 o.oo 6.92

要口数平均 637 7.0 3.0 5.1 6.5 8.1 10.2 195 39.9 67.6 404.9 32.6
二 次 産 業 計

比平均(%.d 41L76 38.30 25、】0 18.93 17.99 14.69 1〕.部 10.04 9.80 14.66 12.56

要u数 平均 θ05 16.4 31.6 31.5 26」 3LO 41.4 38.9 83.5 95.0 208.5 44.4
三 次 産 業 計

比平均 〔焔 ∂ 734.33 443.43 162.06 74.98 70」7 59.92 22.73 22.22 14.17 10.62 25.89

要日数平均 72 9.0 86.0 13.0 0.0 別.0 9.5 32.0 19.8 34.0 37.6 29.3
公 務 計

比平均〔焔.1 225.00 1000.00 87.84 0.00 177.97 13.20 15.67 5.22 4.58 1.52 3」9

要関数平均 L322 】5.8 26」 23.0 }6.6 19.5 22.2 26.5 50.3 71.4 222.6 37.7
全 産 業 計

比平均{焔り 708.60 357.44 n7」7 48.00 43.54 32.02 15.27 12.98 10.29 9.29 14.79

要回数平均 36 4.0 2.o 5.3 3.0 8.3 lo.7 27.4 87.0 65.0 126.0 32.6
繊 維 工 業

比平均〔焔 ・} 173.91 27.78 26.23 7.73 17.73 15.12 14.05 17.88 10.24 8.54 10.83

要員数平均 88 0.0 0.0 5.8 6.0 7.] 】Ll 2Ll 47.4 8L8 96.5 27.4
化 学 工 業

比平均〔%od 0.00 0.00 24.76 16.51 15.45 16.53 IL80 lLl2 lL70 8.64 n、66

要日数平均 13 0.0 0.0 LO 4.0 0.0 】9,3 60.5 54.0 53.0 0.0 40.0
石油製品製造業

比平均〔痴 θ) o.oo 0.00 8.62 13.33 0.00 30.61 27.65 15.!9 6.54 0.00 17.43

主 要1{数 平均 31 0.0 0.0 6.3 5.7 12.0 9.8 17.7 図.0 158.o 899.8 133.0
鉄 鋼 業

比平均〔%。。} 0.00 0.00 28.go 15.96 2628 13.54 10.35 16.64 15.85 2D.05 18.94

電気機械器具 要員数平均 75 0.0 0.0 5.6 6.6 10.7 9.6 17.8 43.0 82.6 607.8 59.8

製 造 業 比平均(%Ol〕 0.00 o.oo 23.61 19.94 23.23 15.03 ll.36 10.24 12.16 16.40 14.73

輸送用機械器具 要 関数平均 52 0.0 2.0 4.7 9.0 o.o 8」 18.1 36.7 8L5 334.3 48.3

な 製 造 業 比`F均(%.}) 0.00 30.77 2).94 27.27 0.00 10.55 9.74 10.12 ll.46 lLO7 10.89

要 員数平均 ll4 3.8 7.3 8.5 】1.2 18.4 18.6 29.1 77.8 91.0 132.0 193
卸 巣 ・商 社

地P均 〔倫.) 】00.53 】oo.76 45.98 32.07 40.95 27.54 18.18 19.06 13.25 12.00 21.87

要 員数平均 47 0.0 0.0 7.0 9.o 8.7 12.6 23.4 41.6 36.7 35.0 19.3
・ト 売 業

比平均{倫 ・} 0.00 0.00 34.40 26.24 19.12 20.05 12.03 10.97 4.79 2.33 9.78

業 要 日数平均 124 0.0 5.0 lLo 16.3 22.3 34.7 60.4 122.4 226.8 366.6 65.4
金 融 業

比平均(焔 ・} 0.00 8333 図.07 47.40 鼠).80 44.55 33.66 33.24 35.73 20.69 30.86

生 命 保 険 業 要 日数平均 6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 109』 58.0 34.0 2]7.0 ]42.0
(含代理業 ・サー
ビス業) 比平均〔焔・) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 39」9 17.68 4.oo 5.94 6.87

損 害 保 険 業 要員数平均 6 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.σ 63.0 218.7 0.0 0.0 140.8

棟
(含代理業 ・サー
ビス業) 比平均(倫 ∂ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 35.79 58.90 o.oo 0.00 5L46

要日数平均 17 0.0 0.0 0.0 o.o 12.0 18.3 52.0 78.0 69.0 ]63.0 94.1
電力 ・'ガス事業

比平均(%。.} 0.00 0.00 0.00 0.00 26.03 29.75 29.71 23.22 lL20 8.94 9.97
-

広告・調査・情報 要日数平均 5 5.0 o.o 3.0 7.0 0.0 O.0 O.0 O.0 65.0 0.0 17.0

提供サービス業 比平均(%。d 434.78 0.00 20.55 20.59 0.00 0.00 0.00 0.00 12.36 0.00 14.74

情報処理サービ 要員数平均 74 24.3 62.8 15L5 1侶3 420.0 751.3 0.0 0.0 0.0 0.0 109.9
ス業 ・ソフ トウ
ェア業 比平均(%od 994.54 886.21 86].31 425.39 1000.00 986.43 0.00 0.00 o.oo 0.00 847.14

8-1-18表 業種 別 ・職 種別 ・残業時 間平均

職 種

業 種 別

庶

務

そ
の

他

ノぐ

ン

チ

ヤ

1

オ

ペ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ーラ

マ

s

E

管

理

職

回

答

社

数
男 『女 夢膓 '女 男 .女 男 女 男 女 男

.女

一 次 産 業 計 12.5 5.7 0.0 3.8 0.0 5.0 15.7 12.5 18.4 15.0 0.0 0.0 8

二 次 産 業 計 13.2 5.8 15.0 6.9 18.4 8.2

'

19.2 7.3 19」 8.0 21.5 0.0 539

三 次 産 業 計 12.8 6.0 2L7 6.6 18.4 7.9 20.2
1・9
21.3 13.5 2Ll 9.3 493

公 務 計 11.2 8.5 }.0 9.4 16」 16.O 15.6 10.8 14.6 11.8 10.9 0.0 60

全 産 業 計 12.7 6.1 15.8 6.8 18.3 8.1 19.4 8.8 19.8 11.8 20.4 9.3 1,100

繊 維 工 業 7.5 5.3 0.0 4.9 11.2 12.2 13.4 5.3 14.9 0.0 13.8 0.0' 29

化 学 工 業 10.4 5.2 20.0 6.7 18.6 7.3 17.7 8.4 16.0 0.0
噛

18.2 0.0 71

石油 製品製 造 業 12.0 LO 0.0 3.3 13.3 2.0 16.4 20.0 15.2 0,〔} 20.0 0.0 10

鉄 鋼 業 18.0 7.2 0.0 5.4 9.8 5.0 14.6 4.3 15.7 0.0 18.8 0.0 20

電気機械器.具製造業 13.8 5.7 0.0 7.1 20.0 6.8 21.9 8.2 22」 8.5 19.4 0.0 69

輸送 用機械 器 具

製 造 業
20.2 6.2 0.0 7.8 25.5 8.8 25.0 6.9 26.9 2.0 25.9 0.0 43

卸 業 ・ 商 社 11.3 5.7 0.0 6.8 20.4 8.0 20.5 12.2 22.7 16.8 20.2 7.7 94

小 売 業 20.6 4.9 0.0 5.9 14.2 7.6 16.2 7.0 15.0 0.0 16.4 〔}.0 37

金 融 業 14.2 5.8 15.0 5.4 13.7 7.7 】8.8 6.5 21.2 2.0 20.7 9.3 109

生 命保 険 業(含 代

理業 ・サー ビ ス集}
25.0 17.5 0.0 1L5 0.0 0.0 25.6 12.5 26.8 0.O 34.0 0.0 5

損害保険業(含 代

理業 ・サービス業}
7.0 5.8 0.0 6.0 6.3 3.0 15.2 4.8 11.8 20.0 3.0 3.0 6

電 力 ・ガ ス 事 業 11.9 4.7 0.0 1.4 10.6 20.0 14.3 4.3 17.4 0.0 6.7 0.0 }3

広告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
0.0 LO 0.0 4.0 10.0 4.0 22.5 17.5 15.0 0.0 0.0 0.0 4

情 報処 理サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業
12.5 6.3 0.0 10.0 26.6 8.6 25.0 lLO 26.3 9.8 20.7 6.0 69
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8-1-19表 業種 別 ・職 種別 ・年 齢平均 お よび月額 給与平均

(注)「月額給与」は,毎 月定額を支給せられる賃金の合計で,賞 与,超 過勤務手当を含まない.

職 種

業 棟 別

'ぐ

ン

チ

ヤ

1・

オ
ベ

レ

1

タ

.

プ
ロ

グ

ラ
マ

S

E

回

答

社

数年
齢

〔

給千
与円
)

年
齢

(
給干
与円一

年齢
(
給千
与円

)

年齢
A

給千与
円
)

一 次 産 集 計 22.0 92.7 24.5 100.0 26.0 116.6 32.4 168.6 8

二 次 産 業 計 2L7 98.3 24.3 116.6 26.6 139.2 31.4 174.3 598

三 次 産 業 計 21.8 96.2 24.8 118.6 27.2 140.3 3L6 18L7 554

公 務 計 24.9 102.7 27.5 12L4 28.3 128.9 33.3 154.3 71

全 産 業 計 2L9 97.5 24.6 117.6 26.9 139.0 31.6 176.6 L231'

主

な

業

樽

繊 維 工 業 2L5 88.0 23.3 116.5 25.7 139.3 30,〔} 177.4 35

化 学:1二 業 2L4 103.2 26.4 126.6 26.4 143.7 32.1 184.8 79

石 油 製品製造 業 20.3 105.5 22.8 148.0 27.1 157.3 31.4 186.4 11

鉄 鋼 業 22.8 104.8 24.4. 115.8 26.4 138.3 30.5 185.0 27

電気機械器具製造業 22.5 97.2 24.3 108.0 26.5 136.0 31.3 161.9 69

輸送用機 械 器 具

製 造 業
20.7 98.9 25.1 119.9 25.7 138.3 30.7 172.1 49

卸 薬 ・ 商 社 2L6 94.0 24.8 115.6 26.9 139.9 30.7 182.2 105

小 売 業 21.5 96.5 23.0 115.5 26.4 134.3 30.9 177.4 40

金 融 業 20.9 9L9 24.8 124.4 26.9 14L9 31.7 194」 114

生命保険業 〔含代

理業 ・サービス剰
2L7 102.0 26.3 153.0 25.3 140.0 30.8 207.8 4

損害 保 険 瑛(含 代

理 業 ・サー ビス業)
24.0 110.0

、
32.3 172.7 24.8 135.0 29.8

.

213.2 6

電 力 ・ガ ス 事 業 20.8 96.0 24.8 125.7 27.1 142.5 32.2 184.4 15

広告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
28.0 115.0 43.0 255.0 30.0 161.5 38.0 275.0 2

情 報処 理サ ー ビス

業 ・ソフトウェア業
22.4 96.9 23.3 114.5 25.6 132.7 29.7 164.5 70

8-1-20表 業 種別 ・社内要 員職務 手 当平均

職 種

藁 種 別

回

答

数

無

記

入

数

記

入

数

'ぐ

ン

チ (
ヤ千

|巴

オ

ベ

レ

1芋

タ巴

プ

ロ

グ
A
ラ千
マ 巴

S

字

E巴

一 次 産 業 計 8 8 0 0.0 0.0 b.o 0.0

二 次 巌 業 計 645 529 116 4.4 8.5 8.6 15.1

三 次 産 業 計 643 467 176 4.5 11」 10.7 17.0

公'務 計 79 56 23 2.2 3.0 2.5 2.5

全 産 業 計 L375 1,060 315 4.2 10.0 9.3 }5.8

主

な

業

種

繊 維 工 業 37 32 5 7.0 52.5 10.5 33.7

化 学 工 業 88 76 12 L8 2.4 L8 ・5.0

石 油製品 製造 業 13 12 1 0.0 12.0 0.0 0.0

鉄 鋼 業 31 27 4 2.7 10.5 LO LO

電気機械器具製造業 76 60 16 8」 13.7 29.5 38.5

輸 送用機 械 器具

製 造 業
52 39 13 2.0 2.5 2.5 3.8

卸 業 ・ 商 社 1M 79 35 3.4 7.1 10.2- !2.7

小 売 業 47 32 15 L6

'

2.0 3.8 5.3

金 融 業 126 95 31 L4 17.4 4.2 8.3

生 命 保 険 業(含 代

理 業 ・サ ー ビス業)
6

,
4 2 Lo 1.5 LO 2.0

損害保険業(含 代

理業・サービス業)
6 4 2 LO LO 2.o 7.0

電 力 ・ガ ス 日`業 17 11 6 5.0 9.2 8.5 2.0

広 告 ・調 査 ・悩 報

提 供 サ ー ビ ス 業
5 4 1 0.0 0.0 3.0 0.0

情 報処 理サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業
74 34 40 8.7 12.4 15.3 22.7
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8-1-21表 社内要 員に関 する問題 点の分布

(多 重 回答)

問 題 点 教 教 他が 絶 ス地 賃
r

残 定 そ 回
育
に
手
間
が
か
か

育
時
間
が
と
れ
な

部難問
し
かい

完
配
搭
較

対
数
が
足
り
な

べ位.
ンが

躍
ス・」L
トしとて

しい
てな

金
に
問
題
が

あ

業

時

間

が

艮

着

率

が

低

の

皆

実

職 種 る 」 、 換 」 」 のい .る 、 、 い 他 数

パ ン チ ャ ー
1記人数 176 63 302 120 116 87 11 148 34

一

618

% 28.5 】0.2 48.9 ]9.4 18.8 14.1 L8 23.9 5.5 100.0

オ ペ レ ー タ
記入数 210 139 =瓠)6 116 185 73 140 45 27 687

% 30.6 20.2 44.5 16.9 26.9 10.6 20.4 6.6 3.9 100.0

プ ロ グ ラ マ
記入数 515 271 629 318 385 128 200 17 23 k.〔60

% 48.6 25.6 59.3 30.0 36.3 12.1 18.9 1.6 2.2 100.0

SE
記入数 494 256 501 333 440 118 124 5 13 935

% 52.8 27.4 53.6 35.6 47.1 12.6 13.3 0.5 L4 100.0

8-1-22表 派遣元に対する派遣要員1人 当り日額換算支払費用平均

(千 円}

業 種

職 種
,ぐ

ン

チ

ヤ

1』

オ

ベ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

一 次 産 業 計 9.0 12.4 15.0 0.0

二 次 産 業 計 17.8 29.0 19.1 30.4

三 次 産 業 計 13.7 20.1 21.0 22.1

公 務 計 8.7 10.6 8.5 】8.7

全 産 業 計 15.5 22.9 19.7 23.9

8-1-23表 業種別 外注パ ンチ単価 平均

(銭}

＼ 字 種

業 種

数

字

(A)

英

字

(B)

カ

ナ

(C)

左

の

平

均

(A+i+c)

平 と
均 き
単
価
で
外
注
し
て
い
る

一 次 産 業 計 27.5 45.0 55.0 42.5 30.3

二 次 産 業 計 30.5 39.3 54.2 4L3 36」

三 次 産 業 計 29.7 40.0 52.7 40.8 3L1

公 務 計 30.0 39.3 5L3 40.2 28.0

生 産 業 計 30.1 39.7 53.1 41.0 33.0

主

な

業

種

繊 維 工 業 29.0 39.0 47.7 38.6 4L7

化 学 工 業 29.3 39.4 52.2 40.3 32.4

石 油 製 品 製 造 業 27.0 34.5 46.7 36.1 65.0

鉄 鋼 業 31.0 37.5 48.0 38.8 47.5

電 気 機 械 器 具

製 造 業
3L6 40.5 56.0 42.7 35.6

、

輸 送 用 機 械 器.具

製 造 業
32.3 39.4 58.5 43.4 38.4

卸 業 ・ 商 社 33.0 38.3 46.9 39.4 29.5

小 売 業 27.7 38.6 49.7 38.7 29.4

金 融 業 28.5 4L3 5L9 40.6 30.8

生 命保 険業(含 代理

業 ・サ ー ビ ス 業)
40.0 54.3 78.0 57.4 14.0

損 害保 険 業{含 代理

業 ・サ ー ビ ス 業)
29.0 43.0 57.0 43.0 59.0

電 力 ・ ガ ス 事 業 29.2 37.6 53.7 40.2 3L9 .

広 告 ・調 査 ・情 報
・

提 供 サ ー ビ ス 業
47.0 63.0 95.0 68.3 0.0

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソフ トウェア業
28.0 37.2 49.2 38.1 31.5

u
×
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耐

雪
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8-1-24表 地方別 ・外 注パ ンチ単 価平均

(銭)

字 種

地 方

数

字

(A)

英

字

(B}

カ

ナ

〔C)

左

の

平

均

(A+9+⊆)

平 と
灼 き単

価
で
外
注
し

5
る

北 海 道 0.0 0.0 0.0 0.0 30.3

.

東 北 29.0 38.2 5L2 39.5 34.7

北 陸 30.3

'

38.9 52.1 40.4 38.5

関 東 31.5 40.4 57.8 43.2 35.0

東 山 32.4 39.4 50.3 40.7 3L4

東 海 27.9 40.0 5L2 39.7 30.5.

近 畿 31.6 41.6 56.9 43.4 32.7

中 国 28.4 37.8 50.2、 38.8 31.5

四 国 32.3 44.4 59.2 45.3 31.4

九 州 ・ 沖 田 30.0 39.4 5L5 40.3 28.1

全 国 平 均 30.1 39.7 53.} 4LO 33.0

8-1-25表 ・業種 別 ・コ ンピュー タ関連教 育費 用

対 象

業 種

コンピュータ部門要 日用 一 般 吐 口 用

要
目
教
育

費
記
入
数

三
当
平
均

些
千
里

数 数
育費

要
日
数
双
記
入

《
当
平
均

要
千

里

仕
口

教
育
費
記
入

数

三
豊
平
均

些
千

里

教 入荷 故

買

従藁

日
数
双
配

天
当
教
育

竺
千

思

一 次 産 業 計 3 876.7 3 23.1 3 45L7 3 0」

二 次 産 業 計 277 693.9 275 15.6 口o L275,9 130 0.3

三 次 産 業 計 262 1,158.0 260 18.6 136 935.3 136 0.4

公 務 計 43 1,046.8 43 39.3 30 711.6 28 o」

全 産 業 計 585 928.6 581 18.1 299 1.056」 297 0.3

主

な

藁

棟

繊 維 工 業 13 730.8 13 18.2 9 3,245.0 9 0.9

化 学 工 業 43 419.7 43 12」 19 478.4 19 0」

石 油 製 品 製 造 婁 5 2,268.0 5 39.4 3 800.0 3 0.6

鉄 鋼 薬 11 1,121.8 11 7.2 5 2,048.0 5 0.2

電気 機械器.具製造粟 38 1.24LO 鵠 13.9 16 3,316.5 16 o.4

輸送用機械器具製造業 27 767.2 27 10.2 19 Lo95.5 19 0.3

卸 業 ・ 商 社 37 610.4 37 25.2 16 436.9 16 0.3

小 売 業 20 247.4 20 lL3 5 262.0 5 o」

金 隙 業 63 L262,5 62 15.2 40 L206.5 40 0.6

生 命 保 険 業(含 代 理

業 ・ サ ー ビ ス 劇
4 1,315.5 4 6.9 2 L550.0 2 0.2

損 害 保 険 業(含 代 理

業 ・ サLビ ス 藁}.
3 1,810.0 3 14.8 2 400.o 2 O.2

電 力 ・ ガ ス 事 文 14 1,719.2 14

,
16.2 12 3」18.S ハ2 0.3

広 告 ・調査 ・情報 提供

サ ー ビ ス 業
1 100.0 1 33.3 0 0.0 0 0.0

情 報処 理 サ ー ビ ス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
43 2,528.9 43 20.8 23 799.7 23 4.3

ω◎o

o

oo

u

×

ト

1

>

主

文

斗

×

xl;

べ

＼'

戻
蟄

摯



8-1-26表 適 用業務 項 目分布

(多重回答)

適 用.業務
生 在 営 経 人 技 企 広 そ 回 小 へ`,

理
.

財

事
.

労

術
.

殻

画
㊨

調

且ち
《■

.

一.「

.1オ.

の
答

案

利用 水準
産 庫 .業 務 務 計 査 伝 他 数 計 計

1976 460 758 814 862 974 252 203 44 102 4,469
現 年まで
在
ま %

10.3 ]7.0 18.2 19.3 21.8 5.6 4.5 1.0 2.3 100.0
5,673

で 計nl・ 集計

に 1977 130 203 222 253 196 76 72 12 40 1,204 (78.7)
コ 年 .

ン
ピ %

]0.8 16.9 18.4 21.0 16.3 6.3 6.0 LO 3.3 100.0
7,204

ユ

1
1976 155 15L 195 137 133 135 130 7 24 1,067 (100.0}

タ 年.まで
化
し
解析・予測・ %

14.5 14.2 18.3 12.8 12.5 12.7 12.2 0.7 2.2 100.0
1,531

た

も
計画 1977 64 60 83 71 46 60 66 3

.
ll 464 (21.3)

の 年

% 13.8 12.9 】7.9 15.3 9.9 12.9 14.2 0.6 2.4 100.0

今の 176 164 147 279 131 92 109 19 39 1,156 1,156
後も 計 算 ・ 集 計
三の
年

15.2 】4.2 12.7 24.1 11.3 8.0 9.4 1.6 3.4 100.0 (45.6) 2,535

問
に 216 192 249 254 136 111 179 18 24 1,379 L379

〔100.0)

計 解析 ・予測 ・計画
画 ]5.7 13.9 18.1 18.4 9.9 8.0 13.0 L3 L7 100.0 (54.4)

延 べ 杜 数 L201 1,528 Lη0 L856 1,616 726 759 103 240 91739

%' 12.3 15.7 正7.6 19.1 16.6 7.5 7.8 1.1 2.5 100.0
■

8-1-27表 スルー プ ッ トタイム別 ・1社1日 当 り平均 ジ ョブ数分布

ス ル ー プ ・ソ ト 回 ジ ジ 一 三 五 一 三 一 三 .五 .f[ 合
タイム

収 手 づ 分 分 分 ○ ○ 時 時 時 時

無 記 分 分 問 間 問 問
「

総 記
入
人
トヒ

以 以 以 以 以 以 以 以 以
業 棟 数 数 数 内 内 内 内 内 内 内 内 上 言i'

平 均 19.8 64.8 12.0 9.7 6.1 2.4 1.8 30.o LO 82.3一 次 産 業 計 8 0 8 ジョブ数

% 15.0 49.2 12.8 8.8 6.5 1.8 L1 4.6 0.2 100.0

平 均 66.8 39.6 27.7 22.7 15.6 6」 4.3 3.2 7.1 87.0
二 次 産 業 計 645 120 525 ジョブ数 r

% 23.5 18.6 [6.2 17.1 !5.3 5.5 2.5 0.4 0.8 100.0

平 均 88.4 52.0 33」 25.3 22.5 7.0 4.8 4.4 4.3 128.0
三 次 産 業 計 643 152 491 ジョア数

'

% 29.1 20.4 14.8 13.9 】4.7 3.9 L9 0.5 0.7 100.0

平 均 58.6 35.3 17.7 20.4 16.1 5.1 2.9 2.3 1.3 91.8
公 務 計 79 16 63 ジョブ数

% 29.4 20.8 12.2 15.9 13.9 4.7 2.2 0.7 o.2 100.0

全 産 業 計 1,375 288 1,087
平 均
ジョブ数

76.7 45.7 29.4 23.7 18.6 6.4 4.4 3.9 5.0 105.8

% 26.8 19.8 15.2 15.3 14.8 4.6 2.2 0.5 0.7 100.0

平 均 78.1 68.2 73.1 41.4 24.0 7.9 4.6 1.8 4.8 192.8
繊 維 工 業 37 5 32 ジョブ数

% 20.0 19.8 26.3 17.7 11.5 3.2 1.0 0.1 O.3 100.0

化 学 工 業 88 24 64
平 均
ジョブ数

623 40.5 28.6 21.3 17.3 6.5 3.5 2.9 9.6 98.8

% 23.7 19.2 16.3 16.2 15.6 5.6 1.9 0.4 1.2 100.0

石油製品製造業 13 1 12
平 均
ジョブ数

154.4 87.5 42.4 25.2 39.4 10.8 7.6 10.5 90.0 204.9

% 31.4 21.4 12.1 9.2 14.4 4.8 2.2 0.9 3.7 100.0

平 均 7.3 17.3 14.0 18.8 23.1 7.8 2.5 0.0 0.0 59.8
鉄 鋼 業 31 8 23 ジョブ数

, % 3.7 12.6 14.2 23.2 33.5 lo.8 2.0 0.0 0.0 100.0
三£

電気機械器具
製 造 業

76 15 61
平 均
ソヨプ数
%

69.7

15.7

46.3

13.7

38.8

15.8

42.0

・26.0

22.5 「

】6.1

8.3

6.1

9.6

5.2

5.3

0.5

5.7

0.9

1|6.6

100.0

輸送用機械器具
製 造 業

52 7 45
平 均
ジョブ数
%

92.5

24.1

52.6

18.9

36.4

16.0

28.7

17.8

]6.8

〕3.8

7.3

5.5

4.6

2.6

4.3

0.9

3.0

0.5

1n.1

100.0
な

平 均 53.2 3L8 173 19.4 12.8 3.2 2.3 1.3 2.8 70.3
卸 業 ・商 社 114 26 88 ジョブ数

% 24.1 21.6 】4.0 20.7 14.8 3.0 L2 0.2 0.4 100.0

平 均 38.0 31.0 23.5 18.2 11.2 5.2 3.1 2.0 2.0 49.7
小 売 業 47 12 35 ジョブ数

% 13.1 16.0 16.2 23.0 19.3 7.8 4.0 0.3 0.2 100.0
業

平 均 79.5 60.6 35.7 32.6 28.5 8.4 4.8 2.2 2.8 176.7
金 融 業 126 26 100 ジョブ数

% 27.4 21.9 14.4 15.3 14.7 3.8 1.7 0.2 0.6 100.0

生命保険業(含 平 均 225.8 14L5 58.3 43.6 36.0 8.2 6.8 2.2 2.0 438.8
代理業 ・サーピ 6 1 5 ジョブ数
ス業) % 4L2 25.8 10.6 9.9 8.2 L9 L5 0.5 o.4 100.0
棟
損害保険業(含 平 均 148.6 83.4 86.0 104.0 63.0 2LO 10.0 3.0 L5 515.8
代理業 ・サービ 6 1 5 ジョブ数
ス業) % 28.8 16.2 16.7 20.2 i2.2 4.1 L6 0.2 0.1 100.0

平 均 88.9 70.2 39.1 31.4 42.3 11.0 4.8 L5 2.2 207.4
電力 ・ガス事業 17 4 13 ジョブ数 .

% 26.4 23.4 13.1 12.8 17.2 4.5 2.O 0.2 0.4 100.0

広告 ・調査・情報
提供サー ビス業

5 3 2
平 均
ジョブ数
%

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

10.0

50.0

1.5

15.0

2.5

25.0

2.0

10.0

0.0

0.O

0.0

0.0

10.0

100.0

情報処理サー ピ 平 均 156.O 86.7 38.4 32.9 41.3 10.9 9.1 8.5 7.1 199.5
ス業 ・ソ7ト ウ 74 14 60 ジョブ数
エア業 %. 32.6 17.4 10.9 ll.0 17.6 4.8 3.3 1.4 L1 100.0
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8-1-28表 使 用プ ロ グラム構成別 ・使用 言語比率 平均

A:事 務 処 理

B:固 有 業 務

C:科 学技術計算

D:そ の 他

シンボリック育語(%) コ ン パ イ ラ 口 語
〔%) 機

械
語
お
よ
び
特
殊
口
語(
%
)

回

答
杜

数
(
各
一

〇
〇
%
)

ア
セ
ン
ブ
リ
口
語

ジ
エ

ネ
レ

|
タ

A

L

G

O

L

F
O
R
T
R
A
N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

A 22.4 2.7 0.3 4.7 52.5 3.4 10.4 3.7 250

B 40.8 0.9 0.5 7.9 41.7 2.5 5.2 0.5 35

C 19.9 L6 0.3 9.8 56.9 5.2 4.2 2.0 104

D 24.9 4.0 0.2 72 52.2 4.6 4.3 2.7 120

A十B 24.6 2.5 0.3 5.1 51.2 3.3 9.7 3.3 285

A+C 21.7 2.4 0.3 6.2 53.8 3.9 8.6 3.2 354

A十1〕 23.2 3.1 0.3 5.5 52.4 3.8 8.4 3.4 370

B+C 25.2 L4 0.3 9.3 53.1 4.5 4.5 1.7 139

B+D 28.5 3.3 0.3 7.3 49.9 4」 4.5 2.2 155

C十1) 22.6 2.9 0.2 8.4 54.4 4.9 4.3 2.4 224

A・←B+C 23.4 2.2 0.3 6.3 52.7 3.8 83 3.0 389
,

A+B十D 24.7 2.9 0.3 5.7 5L5 3.7 8.1 3.1 405

A+C+1〕 22.5 2.8 0.3 6.4 53.4 4.1 7.5 3.1 474

F

B+C十D 25.0 2.6 0.3 8.3 52.7 4.5 4.4 2.1 259

A+B+C+D 23.7 2.7 0.3 6.5 52.6 4.o 7.3 2.9 509

総 平 均 23.7 2.7 0.3 6.5 52.6 4.0 7.3 2.9 4,072

8-1-29表 導入経過年数別 ・使用言語比率平均

使 用口語

.

経 験年数

シンポリ・7ク言語
(%}

コ ン パ イ ラ 口 語

(%) 機
械
語
お
よ
び
特
殊口

裏

些

回

答

靴

敷

る

δ
o弩

ア

㌻
プ
リ
口語

ジ
エ

ネ
レ

|

タ

A

L

G

O

L

F
O
R
T
R
A
N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

1年 未 満 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 1

1～3年 9.7 4.4 0.7 4.8 47.9

.

5.0 }7.6 9.7 55

3-5年 2L5 3.6 0.0 3.4 46.1 LS 17.0 7.0 136

5-10年 19.3 2」 0.3 6.2 58.8 1.0 9.7 2.7 鯉

10年 以 一ヒ 20.7 1.8 0.5 Io.3 53.7 6.3 5.6 L2 464

総 平 均 19'7 22 0.3 7.3 55.2 3.0 9.3 2.9 L340
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8-1-30表 プ ロ グラム開発状 況

(多 重回答)

共 同開発1他 に 委 託
柾自 砥 実 ,.9、 総

メ サ メ サ そ 回 回
社 1 1

ピ
| 1

ピ
配

カ ス カ ス 答 ・ 答

1 機 1 機 の
開 と

共

関
と
共

に

委

関
に
委

入
社 杜

発 同 同 託 託 他 数 数 数 数

記入数 763 39 15 5 16 0 838 799 576 1,375

管 理 業 務 処 理
% 95.5 4.9 1.9 0.6 2.0 0.0 104.9 100.0

記入数 1,071 58 27 21 48 8 1,233 L123 252 L375
ア 事 務 処 理

プ
% 95.4 5.2 2.4 1.9 4.3 0.7 109.8 100.0

`∫

記入数 198 20 7 7 6 1 239 229 L146 1,375
ケ 予 測 問 題

1
% 86.5 A.7 3.1 3.1 2.6 0.4 104.4 100.0

シ
記入数 H6 17 5 5 2 3 148 140 1,235 1,375

ヨ 最 適 化 問 題

ン
% 82.9 12.1 3.6 3.6 1.4 2.1 105.7 100.0

プ
記入数 loo 12 4 7 1 0 124 117 1,258 1,375

口 スケジュー リング問題

グ
% 85.5 10.3 3.4 6.0 0.9 0.0 106.0 100.0

ラ
記入数 67 6 2 7 1 O 83 76 1,299 1,375

ム 数 値 制 御
% 88.2 7.9 2.6 9.2 1.3 0.0 109.2 100.0

記入数 118 12 5 6 5 0 正46 136 1,239 1,375

そ の 他
% 86.8 8.8 3.7 4.4 3.7 0.0 107.4 100.0

記入数 201 59 12 101 8 3 ぷ 348 1,027 1,375
ユーティリティ・プログラム
A

% 57.8 17.0 3.4 29.0 2.3 0.9 110.3 100.0

.

OS

記入数 22 38 3 104 3 4 174 169 1,206 ll375

% 13.0 22.5 L8 6L5 L8 2.4 103.0 100.0

記入数 31 21 4 75 2 4 137 132 1,243 L375

口 語 プ ロ セ ッ サ

% 23.5 15.9 3.0 56.8 1.5 3.0 103.8 100.0

記入数 47 14 4 11 1 1 78 70 1β05 L375

そ の 他
% 67.1 20.0 5.7 15.7 L4 1.4 111.4 100.0

8-1-31表 コン ピュー タ導 入直接効 果の 項 目分布

(多重回答〉

回 在 納 資 顧 人 人 叢 フ そ

答
庫 期

金

の

効

審

サ

1

件

費

件
費
以
外

務

処

理

ア

イ

ノレ

管

実

の

減

の

短

率

的

利

ビ

ス

の

向

の

節

の
経
費
の

節

の

正

確

理
の

容

易

の

数 少 縮 用 上 減 減 化 化 他

記 入 数 1,246 186 154 121 471 815 247 1,146 362 糾

% 100.0 14.9 12.4 9.7 37.8 65.4 92.0 29.1
、

2.7

8-1-32表 コンピュー タ導入間 接効果 の項 目分布

(多 重回答)

回 企 判 作 経 全 不 社 そ

答

業
の

イ
メ

1

ジ

断意

志
決
定
の
迅

業
効

果
測
定

営
状

況
把
握

体

的

な
モ

ラ

1

正

行

為

内

情
報

流
通

の

実 ■ 速 の の ル の の

ア

ツ
正
確

正
確

容
易

の
向

防
円
滑

数 プ 化 さ 化 上 止 化 他

記 入 数 1,157 474 447 274 583 314 142 554 24

% 100.0 41.0 38.6 23.7 50.4 27.1 12.3 47.9 2.1

、

u
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8-2-1表 業種別 ・セ ンターCPUの 所在(現 在)

接 続 別 回 C オ ン ラ イ ン 化t土

P
端Uム 端Uム 靖Cス 延

答 宋 に 末 に 宋Pテ
u 抱 接 機 接 機Uム

が 続 が 続 が に
べ

な 自 す 他 す 雪 笹
実 社 る 社 る 電 続 〈

さ の シ の シ 公 す
口

Cス Cス 社 る

業 棟 別 数 社 Pテ Pテ の シ 計

社数 3 0 3 0 0 3一 次 産 業 計
% 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

二 次 所 業 計
社数 171 2 165 18 5 188

% 100.0 L2 96.5 10.5 2.9 109.9

三 次 産 業 計
社数

%

237

100.0

1

0.4

221

93.2

25

10.5

18

7.6

264

11L4

公 務 計
社数 18 0 18 1 0 19

% 100.0 '0 .0 100.0 5.6 0.0 105.6

全 産 業 計
杜数 429 3 407 44 23 474

% 100.0 0.7 94.9 10.3 5.4 110.5

樵数 13 0 13 1 0 14
繊 維 工 業

% 100.0 0.0 100.0 7.7 0.0 107.7

化 学 工 業
社数 31 1 30 2 0 32

% 100.0 3.2 96.8 6.5 0.0 103.2

主 石 油 製 品 製 造 業
社数 6 0 6 1 0

'7

% 100.0 0.0 100.0 16.7 0.0 116.7

鉄 鋼 業
tt数 7 0 7 0 0 7

% 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

電気機械器具製造業
杜数 25 1 23 5 0 28

% 100.0 4.0 92.0 2【}.0 0.0 1】2.0

な 輸送用機械器具製造業
社数 】9 0 17 3 1 2}

% 100.0 0.0 89.5 15.8 5ぼ 110.5

卸 黄 ・ 商 社
杜数 31 0 30 4 3 37

% 100.0 0.0 96.8 12.9 9.7 119.4

社数 9 0 9 1 0 10
小 売 業

% 100.b 0.0 100.0 ll」 0.0 11L1

業 金 融 業
社数 96 1 85 11 15 llI

% 100.0 LO 88.5 1L5 15.6 115.6

生命保険業(含 代理業・ 社数 2 0 2 0 0 2

サービス集) % lDO.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

姐賄呆険業(含 代理業・ 社数 4 0 4 0 0 4

サービス業) % 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

陥 電 力 ・ ガ ス 事 業
杜数 10 0 10 0 0 10

% 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

広告 ・煩査 ・情報提供 杜数 1 0 1 0 0 1

サービス業 % 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

情報処理サービス藁 ・ 社数 27 0 27 1 0 28

ソフ トウエア業 % 】00.0 0.0 100.0 3.7 0.0 103.7

8-2-2表 業種別 ・セ ンターCPUの 複合 利 用状況(現 在)

端 末 機 接 続 回 nも 他 も 電 す 白 練 自 に 他 に 11C
社 の 社 の 電 る 吐 す 社 摘 枝 接 吐P
の の 公 も と る と 続 と 鶴 とU

答 C
P

C
P

吐 の
の

他 も社
の
電 す電
る
屯 す電
る
他 に
社 接

u u C の 公 も 公 も と 侵

社
に
接

に
接

P
u

C
P

杜 の
の

社 の
の

屯 す
電 る

績 娩 に u C C 公 も
す す 接 に P P 社 の

薬 種 別 数 る る 績 接 u u の

一 次 産 集 計 杜数 3 3 0 0 0 0 0 0
・

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

二 次 産 業 計
トt数 171 149 5 1 12 3 0 1

loo.o 87.1 2.9 0.6 7.0 1.8 0.0 0.6

三 次 産 藁 計
A

社数

%

237

100.0

195

82.3

8

3.4

8

3.4

16

6.8

9

3.8

0

0.0

1

0.4

公 務 計
トヒ数

%

18

100.0

17

94.4

0

0.0

0

0.0

1

5.6

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 業 計
社数

%

429

100.0

364

84.8

13

3.0

9

2.1

29

6.8

12

2.8

0

0.0

2

0.5

繊 維 工 藁
吐数 13 12 0 0 1 0 0 0

% 100.0 92.3 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0

化 学 工 粟
杜数

%

31

100.0

29

93.5

1

3.2

0

0.0

】

3.2

0

0.0

0

0.0

0

0.0

主 石油製品製造業
杜数 6 5 0 0 } 0 0 0

% 100.0 83.3 0.0 0.O 16.7 0.0 0.0 0.0

鉄 鋼 案
仕数 7 7 0 0 0 0 0 0

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電気機械器具製造 社数 25 20 2 0 3 0 0 0

藁 % 100.0 80.0 8.0 0.0 】2.0 0.0 0.0 0.0

な
始送用機械器具製 社数 19 15 1 1 2 0 0 0

造業 % 100.0 78.9 5.3 5.3 10.5 0.0 0.0 0.0

卸 業 ・ 商 社
社数 31 24 0 1 4 2 0 0

% 100.0 77.4 0.0 3.2 12.9 6.5 0.0 0.0

小 売 築
社数 9 8 0 0 1 0 0 0

% 100.0 88.9 0.0 0.0 1L1 0.0 0.0 0.0

窯 金 融 窯
社数 96 71 4 7 6 7 0 ハ

% 100.0 74.0 4.2 73 6.3 7.3 0.O LO

生命保険業 〔含代 社数 2 2 0 0 0 0 0 0

理業 ・サー ビス業) % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

損害保険業(宮 代 辻数 4 4 0 0 0 o 0 0

理業・サー ビス業) % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

棟 電 力 ・ガ ス事業
社数 10 10 0 0 0 0 0 0

% 100.0 100.0 90.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

広告 ・調査 ・情報 杜数 1 1 0 0 0 0 0 0

提供サービス婁 % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サー ビス 社数 27 26 0 0 1 o O o

業・ソフトウェア業 % 100.0 96.3 0.0 0.0 3.7 0.0 0.0 0.0
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8-2-3表 接 続す る他 のセ ン ター(自 社.公 社以 外)の 細分類(現 在)

(多重回答)

センター 別 回 親 子 系 同 独 そ 延

列 業 立

答 共 共 営 べ

会 会 同 同 業 の
セ セ セ

実 !、
ン ン ン 11

タ タ タ

業 種 別 数 社 社 [ 1 1 他 計

一 次 席 集 計 社数 1 0 1 0 0 0 0 1

% 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

二 次 産 業 計
社数 61 10 32 7 0 11 7 67

% パ00、0 16.4 52.5 1L5 0.0 18.0 ll.5 109.8

三 次 産 業 計
社数 91 17 12 9 21 13 26 98

% 100.0 18.7 13.2 9.9 23.1 143 28.6 107.7

公 務 計
社数 2 0 0 0 0 2 0 2

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0

全 産 業 計
社数 155 2? 45 16 21 26 33 168

% 100.0 17.4 29.0 10.0 13.5 16.8 21.3 108.4

杜数 7 2 3 1 0 0 1 7
繊 維:王 業

% 100.0 28.6 42.9 14.3 0.0 0.0 14.3 100.0

化 学 工 業
社数 10 0 6 0 0 2 3 Il

% 100.0 0.0 60.0 0.0 O.0 20.0 30.0 110.0

主 石油製品製造業
社数 2 0 1 1 0 0 0 2

% 100.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0

鉄 鋼 業
社数 3 0 3 0 0 0 0 3

% ]00.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

電気機械器具製造 杜数 12 4 4 } 0 5 1 15
,

業 % 100.0 33.3 33.3 8.3 0.0 41.7 8.3 125.0

な
輸送用機械器具製 吐数 7 2 2 2 0 0 1 7

造業 % 100.0 28.6 28.6 28.6 0.0 0.0 14.3 100.0

卸 業 ・ 商 社
社数 14 4 7 0 0 1 3 15

% 100.0 28.6 50.0 0.0 0.0 7.1 21.4 107.1

L

小 売 業
社数 5 0 1 0 0 2 2 5

% 100.0 0.0 20.0 0.0 0.0 40.0 40.0 100.0

業 金 融 業
社数 25 0 0 2 19 2 3 26

% 100.0 0.0 0.0 8.0 76.0 8.0 12.0 104.0

生命保険業(含 代 社数 0 0 0 00 0 0 0 0

理業・サービス業) % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

打1審保険業 〔含代 社数 0 0 0 0 0 0 0 0

理業・サービス業) % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

権 電力'ガ ス事 業
社数 0 0 σ 0 0 0 0 0

% 0.0 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

広告 ・調査 ・情 報 杜数 0 0 0 0 0 0 ,0 0
'

提供サーピ'ス業 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス 社数 20 ll 0 1 0 3 9 24

業・ソフ トウェア業 % 100.0 55.0 0.0 5.0 0.0 15.0 45.0 120.0

8-2-4表 接続 す る他 の セン ター(自 社 ,公 社 以外)の 細分類(5
、

(多重回 答)

センター別 回 親 子 系 「司 独 そ 延

列 業 立

答 共 共 営 べ

会 会 同 同 業 の
セ セ セ

実 △ン ン ン ``

タ タ タ

業 種 別 数 社 杜 | 1 | 他 計

一 次 産 業 計 社数 1 0 1 0 0
'0

0 1

% 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

二 次 産 業 計 杜数
64 11 40 4 3 7 10 75

% 100.0 17.2 62.5 6.3 4.7 10.9 15.6 117.2

三 次 産 業 計
社数 78 12 12 8 22 14 23 91

% 100.0 15.4 15.4 10.3 28.2 17.9 29.5 U6.7

公 務 計
社数 2 0 O 0 0 2 』0

2

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0

全 産 業 計
社数 145 23 53 12 25 23 33 169

% 100.0 15.9 36.6 8.3 17.2 15.9 22.8 116.6

繊 維 工 業
社数 6 1 4 0 0 0

幽

2 7

% 100.0 16.7 66.7 0.0 0.0 0.0 33.3 U6.7

化 学 工 業
社数 9 0 8ン 0 0 0 3 ll

% 100.0 0.0 88.9 0.0 0.0 0.0 33.3 122.2

、 石油製品製造業
社数 3 0 2 1 0 0 0 3

三E % 100.0 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 100.0

鉄 鋼 業
社数 2 0 2 0 0 0 0 2

% 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

電気機械器具製造 社数 13 3 6 ] 0 5 0 15

業 % 100.0 23」 46.2 7.7 0.0 38.5 0.0 ll5.4

輸送用機械器具製 社数 6 3 3 0 0 0 1 7

な ・造業 % 100.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 16.7
.U6
.7

卸 業 ・ 商 社
社数 10 3 5 0 0 2 1 11

% 100.0 30.0 50.0 0.0 0.0 20.0 10.0 110.0

小 売 業
社数 2 0 1 0 0 1 0 2

% 100.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 100.0

業
金 融 業

社数

%

26

100.0

0

0.0

0

0.0

2

7.7

19

73」

4

15.4

3

1L5

28

107.7

生命保険業 〔含代 社数 0 0 0 0 0 0 0 0

理業・サービス業) % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

損害保険業(含 代 社数 【 0 1 0 0 0 0 1

理業・サービス業) % 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

種 電 力 ・ガ ス事 業
社数

%

1

100.0

0

0.0

1

】00.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

広告 ・調査 ・情報 杜数 0 0 0 0 0 0 0 0
提供サー ビス業 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス 社数 19 9 1 1 0 4 12
・

27

業・ソフトウェア業 % 100.0 47.4 5.3 5.3 0.0 21.1 63.2 142」
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18-2-5表CPU所 在別 ・ノンインテ リジェ ン ト端末機 保有現 況

回 1吐 当 り 平 均 台 数

機 樽

全 産 集

答

実

数

K
B
P

Cレ
Rイ
T

そ
の
他
の
デ
{
ス
プ

金

融

機

関

用

端

末

垣
ア
1
プ

リ
「
ダ
/
'{
ン
チ

キ{

1ス

・ ク

li
_ツ

『と

1;

出つフ

カイ
重

曹:

用 リ

プ ンタ

リを

ン含

タを

P

O

S

端

末

予

約

用

特

殊

冶

末

腹

合

端

末

制

倒

装

置

そ

の

他

合

If

記 入 社 数 341 163 197 62 67 19 121 1 3 40 田

n社CPU 案樽毎会ハf台数 7,220 6,891 20,452 L475 126 2,984 1 672 2,656 2,705 45,182

一吐当平均台数 44.3 35.0 329.9 22.0 6.6 24.7 LO 224.0 56.4 32.6 132.5

記 入 社 数 詞 2 6 6 1 o 4 0 0 4 2

他吐CPU 婁穐毎合計台数 51 51 434 1 0 41 0 0 73 2 Q

一 社当平均台数 2.3 8.5 72.3 LO 0.0 lo.3 0.0 0.0 18.3 LO 19.2

記 入 社 数 18 8 L 7 4 o 1 0 0 1 2

公社CPU 案穐毎合計台数 72 8 2,617 6 0 1 0 0 }38 詞 2,876

一吐当平均台数 9.0 8.0 373.9 L5 0.0 1.0 0.0 o.o 138.0 17.0 159.8

起 入 社 数 363 183 198 73 72 19 125 | 3 43 肪

小 計 束縛毎合計台数 7,343 6,950 23,503 1,483 125 3,026 1 672 2,867 2,741 48,711

一吐当平均台数 40」 35.1 322.0 20.6 6.6 24.2 1.0 224.0 66.7 31.9 134.2

[8-2-6-NCPU所 在別 ・ノンインテ リジェン ト端 末機5年 後保 有予定

・

回 1吐 当 り 平 均 台 数

機 種

全 産 室

答

実

数,

K
B
P

Cレ
Rイ
T
そ
の
他
の
デ
イ
ス
プ

金

融

磯

間

用

塩

末

砥
ア
1
プ

リ
|
タ
/
パ
ン
チ

キ イ
1ス
ク

了i
,

,ツ

n

ll

吟
力イ
,

彫
用リ

プン
タIl亭
一
ン含

夕空

P

O

S

嬬

末

予

約

用

特

殊

靖

末

複

合

端

末

制

御

装

置

そ

の

他

合

計

1記 入 吐 数 202 路 124 臼 21 |6 71 0 2 |9 拍

川 ±CPU 裳梓毎イ↑計台数 6,3ユ5 6,439 10,087 516 219 1,672 0 250 378 ㌧961 27,857

一社当平均有数 72.0 5L9 305.7 24.6 13.7 23.5 0.0 125.0 19.9 503 137.9

言色 入 社 数 17 u 7 聖 1 0 4 o 0 2 0

他}土CPU 裏挿毎合計台数 22 127 37 1 o 餌 o 0 102 o 双

一}ヒ当平均台数 2.0 18.1 37.0 1.0 0.0 16.0 0.0 0.0 5】.0 0.0 20.8

記 入 台 数 ll 3 1 2 3 0 2 0 0 1 0

公社CPU 菜種毎で↑計台数 67 20 L266 6 0 51 0 0 200 0 ㌧610

一 吐 当 」}[均 台 数 22.3 20.0 633.0 2.0 0.0 25.5 0.0 o.o 200.o 0.0 146.4

記 入 杜 数 217 98 128 謁 25 i6 76 0 2 鶏 39

小 計 箕挿毎合計台数 6,424 6,586 lL390 523 219 L787 0 250 680 L961 29,820

一 社当'ド均台数 65.6 5).5 316.4 20.9 13.7 23.5 0.0 |25.0 ぷ,o 9).3 B7.4

8-2-7表CPU所 在 別 ・イン テ リジ ェン ト端 末機保 有現 況

回 1吐 当 り 平 均 台 数

磯 目

全 産 皐

答

実

数

K
B
P

Cレ
Rイ
T
そ
の
飽
の
デ
イ
ス
プ

金

融

良

間

用

端

末

せア

1

τ
り

|

ダ

/
'ぐ

ン

チ

キ イ

「 ス
・ ク

li
≠ ツ

曇径

出亨

力イ
・

専:

用1,
ープ 〆

タリ

'、

ン含

タ£

P

O

S

口

末

予

約

用

特

殊

端

末

捜

合

口

末

馴

御

苦

口

そ

の

飽

合

計

配 入 社 数 175 42 38 " 15 12 }5 3 0 52 詑

自社CPU 集種痘合計台数 ㈹ L515 9,}58 274 115 加 99 0 LO23 引5 13,471

一社当平均台数 15.8 39.9 208.1 18.3 9.6 13.9 33.0 0.0 19.7 13.0 7乳0

記 入 杜 数 12 1 3 2 0 1 1 0 o 2 4

他社CPU 婁種屋●計台数 1 η 1間 0 1 馴 0 o 2 II 2"

一社当平均 台数 LO 9.0 74.o 0.0 LO S.0 0.0 0.0 LO 2.8 20.3

記 入 吐 数 6 1 0 3 1 o o 0 0 0 1

公社CPU 察種痘合計台数 9 0 臼 2 0 0 0 0 0 1 75

一社当平均台数 9.0 0.0 2LO 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 12.s

配 入 社 数 186 43 40 47 15 13 16 3 0 54 ㌶

小 計 婁種毎合計台数 673 L542 9,369 ‡76 u6 263 99 0 Lo25 427 13,7go

一吐当平均台数 15.7 38.6 199.3 18.4 8.9

「

16.4 33.o 0.0 19.o IL5 74.1

8-2-8表CPU所 在別 ・イン テ リジェン ト端 末機5年 後保有予 定

回 1杜 当`}平 均 吉 数
機 種

金 座 莫

答

実

数

K
B
P
川
T
そ
の
砲
の

デ
f
ス
プ

金

融

橋

間

用

端

末

琴
γ
|
プ

叩|

ダ
/
'ぐ
ン
チ

キ{
1ス
ク

7i
.

,"

Tと

発

曲言

力イ
ー

移

用1】
㌔プ!

タlj

阜一

・ン含

タ8

P

O

S

鵡

末

予

約

用

特

n

端

末

複

合

日

東

糾

問

装

置

そ

の

他

●

計

記 入 吐 数 t関 51 65 49 13 9 28 7 1 50 31

自社CPU 業種毎会=f吉 数 2,055 3,0]8 H.Ol7 獅 257 1,094 1,489 15 2,467 1.6鵠 23,322

一社自平均台数 40.3 45.4 22』.8 2L9 28.6 39.1 212.7 |5.0 49.3 52.4 124」

紀 入 社 数 16 3 3 5 0 1 | 0 0 3 5

他社CPU 案種毎合計☆数 662 }4 473 o 1 集 o o 8 37 L249

一且当平均台数 2劉).7 4.7 集.6 0.0 LO 54.0 0.0 0.0 2.7 7.4 78.1

記 λ 杜 数 |0 0 0 7 1 0 0 0 0 1 }

公社C・PU 婁樟蚕合計 吉数 o 0 2rOB 2 0 0 0 0 1加 5 2,140

一社当平均 台数 o.o 0.0 287.6 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 120.0 5.0 214.0

£ 入 社 数 202 頴 67 58 13 10 扮 2 1 臼 鵠

小 計 案樽毎合計 台数 2,717 3,032 13,503 287 ぷ L"8 L489 |5 2,595 1,667 26,711

一吐告平均 チ渇 馴).3 45.3 232.8 22」 25.8 39.6 212.7 15.0 49.0 46.3 132.2
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8-2-9表 業種別 ・CPU所 在別端 末機合 計数保 有現況(1)

横 挿
回 L辻 芸 φ,'▲[均 台 数

K cプ 金 紙ン キテ含 出 イ P 十 複 そ 合

搾
B
P
Rレ
Tイ

融 テチ
[

1イ む

ス}

カン
wプ o

約 合

そ 閲 プ ツ ク 用 り 用 端

実

の
他 閲 1[

1^

カ

プ ン

リ タ
S 特

末

利
の

の 用 1 テセ ン ルー 殊

莫 挿
数

デ
∫
ス

嬬

末

タ

/

'、

い'
フト
/を

タ 含

^む
'
フ 》

端

末

端

末

御

装
置 他 計

w入 ～ヒ 数 3 2 1 0 1 0 0 0 o 0 1

一 ド1杜CPU 累障毎合計台数 8 6 0 6 0 0 ① 0 0 ll 31
一社当'F均台数 4.0 6.0 0.0 6.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ll.0 10.3

次 記 入 社 数 0 0 0 0 0 o 0 o 0 0 0

齢 ヒCPU 鮒 毎合計台数 o 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0
一社当糧 治数

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 Il.o 0.0 0.0 0.0 0.0

酷

記 入 日 数 0 0 0 0 0 0 o 0 0 〔} 0

公社CPU 斐樟毎合計台数 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

彙 一社当w戊 台数 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 杜 数 3 2 [ 0 [ 0 0 0 0 0 1
計 'ト 計 業種毎「ト計台数 8 6 0 6 0 0 0 0 0 n 31

一且当弓1均台数 4.o 6.0 0.0 6.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ll.0 10.3

記 入}t数 165 go 103 2 32 17 田 i 0 36 59

一 ド1桂CPU 裏悼毎合計台数 2,070 3,256 5 373 88 L250 6 0 392 LO85 8,525一

ヨL当'胸 台数 23.0 31.6 2.5 lL7 5.2 2L6 6.0 0.0 10.9 18.4 5L7

次 記 入 吐 数 18 12 4 0 1 1 3 0 o 2 3

他社CPU 糾梅合計台数 26 68 0 1 1 40 0 0 61 3 200
一}土当平均台数 2.2 17.0 0.0 1.o 1.0 13.3 0.0 0.0 30.5 1.0 lL]

赤

記 入{1数 5 5 0 0 1 0 0 0 0 0 1

公社CPU 業種毎合計台数 】6 0 0 2 0 o 0 0 0 1 19

莫 「 一}ヒ当平均台数 3.2 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 Lo 3.8
.

記 入 吐 数 171 loo 105 2 詞 17 60 1 o 37 61

計 小 計 貫種毎合計台数 2.ll2 3,324 5 376 89 L290 6 o 453 1,089 8,744
一吐当平均台数 21.1 31.7 2.5 ll.1 5.2 21.5 6.0 0.0 12.2 17.9 5Ll

記 入 社 数 221 98 U2 88 38 13 69 3 3 48 38

= nttCPU 業樟毎合計台数 5,754 5,027 29,520 741 153 L897 94 672 3,229 L651 48,738一

一吐当平均台数 58.7 44.9 335.5 19.5 lL8 27.5 3L3 224.G 67.3 43.4 220.5

次 記 入 杜 数 25 lo 5 8 0 0 2 0 0 4 3

他吐CPU 菜種毎合計吉数 25 10 582 o 0 55 0 o 14 10 6部
一社当平均台数 2.5 2.C 72.8 0.0 0.0 27.5 0.0 0.0 3.5 3.3 27.8

産

記 入 社 数 】8 4 1 】0 4 G 1 0 0 1 2

公社CPU 婁樽毎部胎教 65 8 2,680 6 0 ! 0 0 138 34 2,932
裳 一社当]和胎教 16.3 8.0 268.0 L5 0.0 LO 0.0 0.0 B8.0 17.G }62.9

記 入 吐 数 237 . 106 n3 101 41 B 71 3 3 51 42
計 小 計 業種毎合計台数 5,844 5,045 32,782 747 153 L953 94 672 3,381 L695 52,366

一{t当平均台数 55」 44.6 324.6 18.2 n.8 27.5 3L3 224.0 56.3 40.4 22].0

8-2-10表 業種 別 ・CPU所 在 別 ・端 末機会 計数保 有現況(2)

機 簡 回 1吐 当1}平 均 台 数

K Cプ 金 紙ン キデ含 出 イ P 子 複 そ で?

答
B
P
Rレ
Tイ
そ

融

機

テチ
1
プ

1イL'
・ ス〉

.ソク

カン
専プ
用 り

0
杓

用

合

端

業 種

実

数

の
他
の
デ
ィ
ス

関

用

端

末

り
|
ダ
/
パ

1^

・カ

テ セ

1'7

プ ト

/を

プ ン

Ilタ

ン を

タ 含

^む

ラH

S

端

末

特

殊

端

末

末

静1

御

装
置

の

他 計

記 入 吐 数 18 9 10 L 9 0 8 0 0 2 5

公 自吐CPU 婁侍医合計台数 51 ll7 85 629 0 46 0 0 58 373 L359
一社当平均ζi数 5.7 1].7 85.0 69.9 0.0 5.8 0.0 0.0 29.0 74.6 75.5

記 入d数 1 1 ・0 0 0 0 0 0 0 o 0

他社CPU 業種毎合計台数 [ o 0 0 0 0 0 0 o o [

一}t当平均台数 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0

務

記 入 杜 数 0 0 0 0 0 0 o o 0 0 o

公社CPU 業樽毎合計社数 0 o 0 o 0 0 o 0 0 0 0

一社当平均台数
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 吐 数 18 10 10 1 9 o 8 0 0 2 5
計 小 計 業樽毎合計台数 52 n7 85 629 0 46 0 0 58 373 L360

一社当平均台数 5.2 1L7 85.0 69.9 0.0 5.8 0.0 0.0 29.0 74.6 75.6

記 λ 社 数 407 199 226 91 80 30 旧5 4 3 86 103

全 n社CPU 業樽毎合計台数 7,883 8,406 29,610 1,749 2u 3,193 Ioo 672 3,679 3,120 58,653
一社当L稗胎 教 39.6 37.2 325.4 2L9 8.0 23.7 25.0 224.0 42.8 .30 .0 川 」

記 入 辻 数 u 23 9 8 1 1 5 0 0 6 6

産 他社CPU 業穐毎合計台数 52 78 582 | 1 95 0 0 75 13 897
一社当平川 浪 2.3 8.7 72.8 LO 1.0 】9、0 0.0 0.0 12.5 2.2 20.4

記 入{± 数 23 9 1 10 5 0 1 0 o 1 3

婁 公社CPU 案穐毎合計台数 8】 8 2,680 8 0 1 0 0 138 35 2,951
一吐当平均台数 9.0 8.0 268.0 L6 0ヌ0 1.0 G.0 0.0 138.0 11.7 L28,3

記 入 仕 数 429 218 229 104 85 30 139 4 3 90 109
計 小 計 業樟毎合計台数 8,Ol6 8,492 32,872 1,758 242 3,289 [oo 672 3,892 3,168 62,501

一社当平均台数 36.8 37」 3)6.1 20.7 8.1 23.7 25.0 224.0 43.2 29.1 145.7
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8-2-11表 業種 別 ・CPU所 在別 ・端末機 合計数5年 後保有予 定(1)

根 挿
回 1托%1[平 均 台 数

K Cプ 金 紙 ン キデ含 出 イ P 予 複 そ 台

答
B
P
Rレ
Tイ 破 テチ

1
1イ し'
・ス〉
カン
専プ o

約 合

端そ 機 プ ツ ク 用り 用

実

の
他 関 '1

レ
・カ

プ ン
},タ S 特

末

醐
の

の 用 1
'
アセ ン ル」 殊

集 艮
デ
イ 端

タ
/

1ツ

プ ト

タ盆
(む

括
描
御

装

数 ス 末 パ /を ラ} 末 末 箭 他 計

記 入 吐 数 1 1 0 0 0 0 0 o o 0 0

一 1'1杜CPU 叢酎r酔 計〆激 go o o 0 0 o o 0 0 o 閲

一社雪吊1均台数 90.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 90.0

次 記 入 社 数 o 0
』o

o 0 0 0 0 0 o 0

他社CPU 肇挿M}計 台数 0 o 0 n 0 0 0 0 0 o o

一仕出'仰胎 教 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

産

記 入 杜 数 0 0 o 0 o 0 o o 0 o 0

公}トcPu 業種解 ♪計台数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

蓮 一且当・壬邑均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 o』 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 1 1 0 o o 0 o 0 0 0 0

計 小 計 業樽祈7}計台数 90 0 o 0 0 0 0 0 o o
9①

一}憤'陶 台数 go.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 n.0 0.0 0.0 90.0

記 入 打 数 124 " 鴎 1 }7 17 49 2 0 31 40

一 r|{tCPU ※梓毎{}計台数 L780 4,843 1 151 145 1,Gl6 34 0 429 Ll29 9,529
一

一社当'ド均台数 27.8 55.0 LO 8.9 8.6 ⑳.7 17.0 0.0 13.8 28.2 75.8

次 '£ 入 社 数 13 8 4 o i 」 2 0 0 2 |

伽tCPU 業種毎:?計台数 】6 ll6 0 | ) 60 0 o 川 1 296

一{L当・褐f融 2.0 29.0 0.0 ).o LO 30.0 0.0 0.0 50.5 1.0 22.8

席

記 入 吐 数 4 2 o 0 0 0 0 o o 1 1

公社CPU 鮒 毎合計台数 7 0 o o 0 0 o 0 200 5 2】2

世 一吐当'ド均台数 3.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 200.0 5.0 53.o

記 入 吐 数 i30 71 91 1 18 17 51 2 o 32 4|

計 小 計 裳挿毎rド計台数 ].803 4,959 [ )52 147 LO76 詞 0 730 川35 m.037

－tt当 ト{邑均 台 数 25.4 銅.5 1.0 8.4 9.6 2LI 17.o 0.0 22.8 27.7 了7.2

此 入 社 数 154 田 78 66 15 6 42 5 3 32 23

ご rl礼CPU 婁挿毎合計台数 6,462 4,463 2ぷOl8 613 330 L662 !.455 265 2,055 1,56! 39,884
一

一{t当'団台数 川.4 57.2 318.5 40.9 55.0 39.6 29Lo 88.3 餌.2 67.9 259.0

次 起 入 社 数 15 3 5 6 0 o 2 o 0 3 4

他}tCPU 東柳統計台数 67 !9 510 0 o 55 0 0 9 36 596

一吐当・閏 台数 22.3 3.8 85.0 0.0 0.0 27.5 0.0 o.o 3.0 9.o 45.4

庸

記 入 杜 数 〕2 1 1 8 4 0 2 0 0 1 o

公社CPU 葉挿師部胎薮 60 20 3,279 8 o 51 0 0 120 0 3,538

裳 一社当平均台数 60.o 20.0 409.9 2.0 0.0 25.5 0.0 0.0 120.0 0.0 294.8

記 入}ピ 数 166 60 80 77 18 6 45 5 3 35 万

計 小 計 裳剛結計台数 6,589 4,502 24,807 621 330 !,768 L455 255 2,184 L597 44,II8

一社当寸{均台数 lo9.8 56.3 322.2 詞.5 55.0 39弓 291.0 88.3 62.4 59」 265.8

.

8-2-12表-業 種 別 ・CPU所 在別 ・端 末機合 計数5年 後保有予 定(2)

機 樽
回 1吐 当 り 弔 均 台 数

K Cプ 金 敏ン キデ含 出 イ P 予 複 そ 合

宴 怜

答

実

数

B
P
Rレ
Tイ
そ
の

箆
の

デ
ィ
ス

融

磯

間

用

描

末

テチ
1
プ

叩
|
ダ
/
バ

日 む
・スー

ツク
L
カ
テセ

1'
7}
/を

カ ン

得 プ

用`∫

7ン
,ハタ

ン 膓〉

タ 含

_む
'}フ

O

S

嬬

』末

約

用

特

殊

嬬

末

令

嬬
』末

期

陶

装

諏

の

伐 計

£ 入 社 数 lI 4 7 | 2 o 3 0 0 3 3

公 自社CPU 葉挿毎合計台数 58 |5] 85 37 0 闘 0 0 361 896 L676

一吐当平均台数 |4.5 2L6 S5.0 |8.5 0.0 29.3 0.0 0.0 12〔}、3 298」 152.4

£ 入 社 数 3 2 1 0 0 0 1 0 0 o 0

他社CPU 玉梓毎合計台数 601 6 0 0 0 3 o 0 0 0 610

一社当v;均吉数 300.5 6.0 0.0 0.0 0.0 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 加3.3

蕗

記 入 吐 数 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0

公社CPU 婁樽毎合計台数 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0

一社当平均台敏 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

£ λ 台 数 |2 6 8 1 2 o 4 0 0 3 3

計 小 計 裳挿毎合計台数 659 157 85 37 0 91 0 0 361 696 2,286

一}t当平均吉数 lo9.8 |9.6 85.0 18.5 0.0 22.8 0.0 0.0 1203 296.7 lgo.5

£ 入 社 数 獅 127 173 蘭 製 臼 集 7 3 66 66

全 自社CPU 業種海台計吉数 8,390 9,457 2口 胴 801 4?6 2,766 L489 265 2,843 3,586 5Ll79

一吐当平均台数 66.1 臼.7 310.4 23.6 20.7 29.4 212.7 883 43.| 劉.3 176.5

産 起 入 社 数 31 13 10 6 1 1 5 0 0 5 5

他社CPU 束樟毎合計台数 脳 141 510 1 | ll8 0 o llo 37 聖,602

一社当平均台数 52.6 14」 85.0 |.0 LO 23.6 0.0 0.0 22.0 7.4 51」

婁
公廿CPU

£ 入 社 数

文博毎合計台数

16 3

67

1

20

δ

3,279

4

8

0

0

2

5|

O

o

0

0

2

3四

1

5 3,750

一吐当平均台数 22.3 3}.0 409.9 2.0 0.0 25.5 0.0 0.0 160.0 5.0 2鎮.4

記 入 吐 数 期 138 179 79 38 四 loo 7 3 70 71

計 小 計 蜜種毎台1拍 数 9.1引 9,618 24,893 Elo 477 2,935 1,489 265 3,275 3、6田 56,53|

一社当平均台数 66.2 53.7 315.1 2L3 20.7 29.4 212.7 8s.3 46.8 5U 182.9
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8-2-13表 業種別 ・回線 速度別 ・通信 回線保有現 況

業 種

回 線 司 記

一 次 産 業 計

二;s:産=業lt

三 次 産 業 計

公 務 計

全 産 集 計

繊 雄 工 業

各記 入数
業種葺合計
一}ヒ}乎セ・】

各記 入散薬
種無合計
一社平均

各記入 数
薬種毎会計
一 杜斗:必・】

各記入数業種毎合計

一 社平均

‖
記入数
樽毎会計
一 杜平均

各記 入数
業種毎合計
一 社平均

入

室

数

王

化 準 工 業

3

177

245

19

444

14

各説 入数33葉挿毎合計

云社 平均

織 顯7
-}ヒ 平均

特 定 回 線

Al

0
0
0.O

BlC2

な
輸 送 用 機 械

器 具 製 造 業

即 業 ・ 商 モヒ

小 売 窯

Ol
O3
0.03.0

;li已
16
938
59,6

3
796
265.3

31
1.s49
59.6

2

37

i8、5

缶記 入数7
葉挿毎合計
一}t乙Fカ・」

4
23
5.8

o.

0
0

2
9
4.5

8

113

14、1

0
0
0.O

12
128
]0.7

1
10
10.0

1
1
LO

b
o
O.0

o.

0
0

各 言d入 数24[0葉 挿

.毎f}言t290
-十t⊃F耀 ・]勿 .0.

‖{誌?漬1988
-}ヒiFだ 戊0 ,0.0

62
676
]0.9

55
1.326
24.1

6
227
37.8

124
2.232
18.0

5
39
7.8

16
165
1e.3

1
41
41.

3
38
12.7

4
208
52,

8

4,3

記 入数33
‖樟海台計
一}土平均

105
5506S
55.00.Ol3.6

各 記 入 数91葉挿

、毎 食 言†37
一 苧i平 然)37 .

02
027
0.013.5

D】

種

金 融 窒

メ:命↓累険裳「(含代理

業 ・サ ー ピ'ス業)

}貝害保険婁 〔含代理

業 ・サ ー ビ ス 業[

電 力 ガ ス事業

広告・調査・情報提

供サービス婁

情報処理サービス婁・

ソフ}ウ エア業

0
0
0.0

棚

5.9

98
2,695
27.5

7
568
81.1

191
3.772
19.7

6
]9
3.2

18
100
5.6

6
2S
4.7

6
42
7.

12
71
5,9

le

8.4

20
110
5.5

皇
紀人数種無合計

一 社平均

各記入数
業種毎合計
一 龍平均

‖
記入数
種毎合計
一社 平均

各記 入敷藁種葺合計

一杜 平均

書記 人数
業種毎会計
一社 平均

各記 入数
業種毎会計
一五平 均

1
1
1.o

968
683
85.4

31224

623】6980

20.726.340.8

40

0
0.0

0
00
.0

1
5
5.o

40

0
0.0

o

σ

0.0

4
21
5,3

0
0
0.0

100
0
0.0

0
0
0.0

!
11
11.0

3
1
46.0

lo
0
0.0

261
15

】5、0

0
0
0.O

1
1
LO

0
o
0.0

1
1
1.0

115]6
129867
1.Ol9.94.2

DsD7

Ol
O6
0.06.0

5754

247226

4、34.2

12981

4.9151.752

38,121、6

52
126.6
25.23.

191B8
5,2S81.990
27.714A

55
269
4.31.8

]18

4317

3.92」

1
25
25,

5
8
L6

8
47
5.9

8
37
4.6

5
25
5.0

3
26
8.7

78
4.528
58.1

2
24
12.0

3
8
2.7

4
25
6.3

6

3.3

8
55
6.9

5
!6
3.2

4

9.5

30

1、494

49.8

1
6
6.0

12

25

2,02、5

D9

0
0
0.0

20
59
2.9

27
100
3.7

!』

1

1

4s
159
3.3

#.

2
8

4
6
1.5

0
0
0.0

3
15
5.

6

国

2.3

2
]1
5.5

2
2
1.0

1
2
2.0

H

0
0
0.0

1.

4

4

5
12
2.4

1
5
5.0

10
21
2.1

0
0
0.0

1
1
1.0

O
o
O.0

i
!
1.0

0

0.0

1
1
LO

3
5
1.7

0
0
0.0

8,0
380
4.80,0

0

0.0

1
13
13.0

343
19533
6.313.31,0

000
000
0.00.00.0

14】66

918121

6、55.13.5

!
2
2.0

0
0
0.0

0
0
0.0

0
0
0.0

0
0.0

13 月

00
00
0.00.0

30
50
1.70.0

80
240
3.00.0

00
00
0.00.0

IlO
290
2.60.o

10
30
3.00.0

0.

0

0

1

1

1.O

0
0
0.0

0
0
0.0

1
1

0
0
0.0

0
0
0,0

0
0
0.0

0
0
0.0

1.0

0
0
0.0

0

0
0.O

0
0
0.0

0
0
0,G

4
20
5.0

O

o

O、0

0
0
0.O

0
0
0.0

0
0.0

2
2
1.0

0
0
0.0

0
0
0.0

0
0
0.O

0
0
0.O

O
O.O

0
0
0.O

0
0
e.0

公
衆
回
線

電
話

型

2

5

2、5

7s
430
5.5

59
829
14.1

1

1

1.o

140

1、265

9.0

公
衆
回
線

電
13

元'!

0
0
0.0

18
258
14.3

21
530
25.2

o
o
O.0

39
788
20.2

6

4,7

3

69

23、0

18
106

5、9

1
2
2.0

1
22
22.0

3
11
3.7

0
0
0,0

1

1

】0,0

132

6722

5.2・11.O

3

2

6、7

14

215

」5.4

3
69
23.0

13
339
26.1

0
0
0.0

0
0
0.0

1
1
LO

1
20
20.0

11
120
|o.9

6
H4
:9.0

2
1
54.0

1

48

K

網

0
0
0.0

O
o
O.0

0
0
0.0

0
0
0,0

0
0
0.0

0
0
0.0

0

0
0.0

0
0
0.0

0
0
0.0

0
0
0.0

私

設

回

線

0
0
0.0

37
1,351
36.8

57
1,174
20.5

6

31

5、2

100
Z.566
25.7

]
8
8.0

6
39
6.5

1
10
10.0

4
1.075
258.8

6
|8
3.0

0
0
0,0

8
137
17.1

0
0
0,0

4
13
3.3

0
50
5.O

]1
258
23.5

0,0

3
8
2.7

OIS
O114
0.06.3

、lli
40.ρ0.03、5

0
0
0.0

0
0
0.0

Ol'02

0.02.0

07

0161

0,023、O

0
0

0.0

4
67
16.8

00
00
0,00.0

07
029
0.04.1

合

計

14

4、7

3.go4
22.1

14.4
58,

1.761
92,7

eo.OSr
45.

25
18.

51
[5,

ll
)6.4

1.24
177.9

49
20,

494
26.

617
]s.

2】

23.,

8.83
92,

]0
26.3

3
8.

37
37.

21
21.

792
30,

■

8-2-14表 業種別 ・回 線速度別 ・5年 後の通 信回線 保有予 定

回 線 挿 記 特 定 回 線 公 公 」菖

折ディジタ巳
回 報 巳 合

衆 衆
回 ㈲ ノ、 、

へ M B[ c2 D] D5 D7 D9 ll 13 Jl 線 線
阿 ロ4

実
孟
ぷ
元
L;

K
報 ケ

「

回

甲 x'] 父

t梓 数
〔 ∵

網 摸 ト
線 計

各紀人数 2 o lI 0 1 0 0 o oo 0 ひ ( 0 〈 11

一.次 席 皇 計 莫騰'†計 o o 0 10 0 o o oo σ 5 n ( o 1 〔1 15
一1ヒ'F均 1}.n ".o o.o 1U」1 ∩.o (),n o.o o.nO.0 o.0 5/ on (1、{ (1.() o.1 1).1 7.5

各記入数 124 4 2 17 60 25 釧 】4 22 o 5711 1 8 L

1・ ・二二 次 芹t計 業晦 ざ†計 24 13 159 430 12 164 76 3↓ o 5n3216 一 192 2「9 1、1創 3.49
一・}ヒ1{L均 6.0 6.5 lL1 7.2 50 』.8 5.4 1.52.o {[.o m」19.6 20 24n 31.〔 」2.3 2メ.2

香記入数 1甜 6 3 27 71 69 闘 25 84 3 ぷ13 1 5 ]2 36

三 次 産 量 計 鮒毎紬 50 ll2 720 L626 3,030 ～.157 177 3R7 」1].ヨ15257 2 166 ll2 585 R}.395
一}L.F均 ド.3 37.3 25.7 22.9 13.9 31.2 7.} 1.sL8 13.7 M619.8 2.o 33.2 9., 16.. 51.}

6記 入数 12 0 0 3 」 2 i 1)1) o 1 o 〔i " 1 』

公 務 計 雅 毎ζ†計 0 D 28 1工u 2 5 2 (lo (1 1 n n o 7閲 16 931
一}いF均 0.0 o.o 9.3 25.o 9. 2.5 2.o 0.00.0 o.o 1.0 o.1) 0.● o.o 7ま1、{1 ↓.{ η.b

各記入数 蜘 m 5 」7 135 97 99 40 106 3 97 24 2 l/～ 22 ぷ
全 席 裏 打 `蹄f}計 74 125 937 2」70 3,181 2,326 255 1111 41 L914 473 1 358 1.nl L7田 14.田

一 札'}こ均
7.4 25.0 !9.9 16.0 329 23.5 6.4 4.1!.8 13.7 19.7 19.7 2.o 27.5 5L9 26.2 18.z

繊 緩|.業 嬬忍
9 0

0

2
13
3
]5
5
35 28

1
5
]
2
Ol
n2

o
o
5
30
1

扇

o

i

{)

(1

}
5

o

o 獅
一 打'1こ均 0.0 6.5 53 7.0 70 5.0 2.0 O.02.0 0.0 6.0 劇.o 0.じ o.o 5.O {}.1) 22.2

毎記入数 19 2 0 5 12 9 4 2 01 0 0 9 2 1 2 2 5

化 学1.宴 聯毎合計 o 40 95 閲 12 8 0 0 0 97 7 2 go 125 】8 詔0
一}ト'P均 3.( o.o 8.0 7.9 5 3.o ↓0 o.o 0.0 0.0 10.9 3.5 2.0 45.0 62.5 り.6 訊).5

6記 人数 5 0 0 0 3 0 2 1 0 o 0 o 0 o o n 1

li {」抽製品製逓㌢ 服紗 計 o o o 22 o 9 1 0 0 0 o 0 0 0 0 15 」7
一・1し噛ド 均

O.0 0.0 0.0 7.3 00 1.5 10 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 O.0 15.0 9.4

毎記入数 3 1 0 0 2 2 1 1 0 1 0 1 1 ( [) o 2

鉄 鋼 叱 魎飴 計 R o 0 7 3 20 0 .2 o 2 m o o o LO防 LO79
一}日 ζ均 R.0 0.0 0.0 3. |.0 3.o 20.0 θ.0 2.0 0.0 22.0 10.0 o.o 0.0 0.0 即2.5 359.7

6記 入数 凹 0 0 ～ 8 26 3 0 0 o 13 2 0 1 2 7
電気機械器旦製造裳 服毎合計 0 o 61 5 2546 4 0 0 0 125 28 0 35 103 6 55}

一}11F均 0.0 0.0 30.5 7, !2.57、7 1.3 0.0 0.0 0.0 9.6 14.0 0.0 35.0 51.5 9.3 27.b

輸 送 用 機 械 缶記入数 13 0 0 1 5 5 5 0 0 o 3 3 0 o o 5
な 頴毎合計 o 0 4 30 17 39 0 o 0 40 92 0 ⑰ 0 】8 ～41

器 買 製 造 某 一}t'F均 0.0 0.0 4.0 6.0 1.D 3.4 7.8 0.0 o.o 0.0 13.3 30.7 0.0 o.D o.D 3. 1泉.

各記入れ 2} 0 1 1 2 2 1 4 0 7 1 1 1 1 2

昂 裏 商}ヒ 頴 娃∫}計 0 14 m3
'

6 1 o G m7 24 2 5 10 15 30
叫け 均 0.0 00 14.o 7, 3.5 3.0 1.o 2.3 0.0 0.0 153 2↓.o 2.0 5.0 10.0 7.5 14.

各記入数 6 0 2 0 o 3 0 o o 1 0 o o 0 1
小 売 重 紺 毎合計 0 42 0 0 110 0 0 o ⑪ 珊 o 0 o 0 5 357

叫tび 均 o.o 0.0 21.0 0.0 0.0 36.7 0.0 0.0 0.D 0.0 200.0 0.0 o.o o.o o.o 5.o 59.5

各記入数 7} 馴 o 5 】 4 3[ 8 0 2 o 7 5 o 0 1 1

箒 金 融 業茎騨暫 l
R.0
0
0.0
152
30.4
m
{o.
2.詞9

55.9

L672
53.9

67

8.

0
0.0
4
2.0
0
0.0
91
13.o
i44
2R.A
0
0.
O
o.o

3
3.1
9
7.u
5.32
75.

輪r椴 裳瞼 代理 各£入数 2 0 o 0 2 1 0 1 0 0 1 o o 0 0 0
穣毎分計 o 0 0 12 0 40 o ll 0 0 531 0 0 0 0 o 70

斐 ・サ ーピ 矯 〕 ヨ坪 勘 o.o o.0 0.0 63, 0.0 40.0 0.0 U.0 0.0 0.0 53Lo D.0 o. o.o o.〔 ∩.1 354.

}賂保険草喩代理 各紀人数 2 σ o 0 0 [ 2 0 0 0 0 0 o 0 0 1

雛毎合計 o o 0 0 加 20 0 0 0 0 0 0 0 0 5 50
窯 ・禄 一ビ ス幻 一)坪 勘 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 10.0 5.0 0.0 o.o 0.0 o.o 0.0 o.o 0.0 0. 5.0 25.0

各記入数 3 0 o 1 1 2 0 o 0 1 o 0 0 0 2
種 電 力・カス事案 業種毎合計 o o 6 10 36 0 o 0 10 0 0 o 0 32 96

一社平均 0.0 0.0 6.o LO [0.0 18.0 1.o 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 D.0 0.0 16. 320

踏 ・離 ・満霞堤 各記入数 1 0 0 o o o 0 0 o 0 0 1 0 0 0 0 0
.

紺 毎合計 0 0 0 0 o o 0 o 0 0 30 0 0 0 0 0 30
棋布一ビス文 一社平均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 D.0 o.D 0.0 o.o 30.0 0.0 .o.o 0.0 0.0 00

.
30,

情報処理サーピ璃 ・各記入数 23 1 10 16 10 】5
.

2 2 9 4 0 2 6

.

業種毎合計 1 10 239 188 123 195 ア2 3 3 10 186 74 0 m 5 別 L34
ソフ トウエ ア裳 一{坪 均 15.0 10.0 23.9 lL8 12.3 】3.o 10.3 L5 1.5 10.0 20.7 18.5 0.0 55.0 16. 8. 58.

×

xll

へ

＼'

合

鰍

ω
oo
㊤



8-2-15表 業種別 ・回線 ・規格別 ・1社1日1回 線 当 り実使 用時 間平均

回 線 種. 記
特 定 回 縁

1

公
衆
公
衆

lI

48 1私 稔

回 回
、 入 Al Bl C2 D1 D5 D7 D9 11 13 」1 線 嫁 設

⌒ ( K 平

実 電話電
信

回

外 肘
.之 .盤

集』 博. 数
} } 網 嫁 均

各記 入数 2 0 0 1 0 0 o 0 0 0 0 1 0 0 o
一 次 産 業 計

1枝 吉,雌使

用 時 間'1ト均
0.0 0.0 6.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 1.o 0.0 0.O 0.0 3.5

各記 入数 120 9 4 鵠 53 36 30 ll 2 2 0 47 7 0 19

二 次 弗1集 計 1吐出]爽使
用時間平均 4.1 2.8 4.3 5.6 4.8 5.2 6.4 6.0 8.5 0.0 2.6 3」 0.0 6.2 4.6

各記 入数 179 12 5 31 72 90 駒 13 5 4 0 36 N 0 訓

三 次 債 婁.計 1ト▲.当※ 使

剛 時 間 ・ド均 5.2 3.6 5.4 6.3 6.4 5.8 5.6 5.2 4.8 0.0 3.3 4.3 0.0 6.6 5.7

各記入数 13 2 0 4 6 3 1 0 o 0 0 0 0 o 2

公 務 計 1杜1`1衷 情

剛 時 間 平 均
】3.0 0.0 2.3 】3.0 3.7 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 7.1

各記入数 314 23 9 74 131 129 8| 24 7 6 0 別 21 o 55

全 席 良 計 膓社1↓L,爬使
用 時 間 ソF均 5.4 32 4.7 6.4 5.8 5.5 6.0 5.4 6.0 0.0 2.8 3.9 0.0 6.2 5.3

各説人数 】0 2 1 4 5 5 3 1 0 1 0 5 2 o 1
塩 織 工 瑛 1吐出実使

用時間平均 3.0 3.0 3.5 4.2 2.6 2.7 LO 0.0 7.0 0.0 1.4 2.0 0.0 2.o 2.9

各記入数 22 3 1 10 10 7 5 3 1 0 o 7 0 0 3

化 学;1二 集 〕吐]1`文使
月w間 平 均

ユ.0 1.0 4.3 6.0 6.0 7.6 9.3 4.0 0.0 0.0 1.6 0.0 0.0 5.7 5」

各記入 数 4 0 0 1 3 1 2 o 0 1 0 1 0 0 1

主 石油製 品製造 業 1↓L内実使
用時間平均 0.0 O.0 5.0 6.3 6.0 6.5 0.0 0.0 10.0 0.0 2.0 0.0 O.0 24.0 7.9

6記 入 数 4 0 0 4 2 1 1 0 0 o 1 0 0 2

飲 賃 婁 1社 ξiミ駕使
用時 間 平 均

3.o 0.0 0.0 8.8 L5 4.0 4.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 5.5 5.3

各記入 数 18 0 0 3 9 5 3 3 0 0 0 8 0 o 5

電気機械器具製造莫 1社'衡 使
用時間平均 0.0 0.0 5.0 6.7 6.4 6.3 7.3 0.0 0.0 0.0 L4 0.0 0.0 λ2 5.4

輸 送 用 機 械 w記 入 数 13 0 0 5 4 5 5 2 1 0 0 2 4 o 4
な
器 具 製 造 業'

1甘き、'超使
用時間平均 0.0 0.0 6.2 4.3 7.0 6.6 6.0 8.0 0.0 0.0 2.0 4.0 0.0 5.3 5.5

各記入 数 26 0 ] !6 2 3 ] 3 1 o 】2 0 o 1
JP集 ・ 商 吐 )朴.当実使

用時間平均 3.0 0.0 5.0 4」 7.0 4.0 2.0 3.3 Lo 0.0 4.2 0.0 0.0 4.o 4.1

各記 入数 8 0 1 〕 1 4 1 0 0 0 3 1 0 3

小 売 莫 1吐当4頁使
用時間平均 LO o.o 3.o 6.0 4.0 1.8 2.o 0.0 0.0 0.0 3.3 LO 0.0 5.0 3.1

各記 入数 69 6 6 18 56 19 3 0 1 0 5 10 0 12

裳「 金 融 業 1社.当実使
用時間平均 7.3 8.0 7.3 7.2 7.5 7.1 5.7 0.0 lO.0 0.0 5.2 5.3 0.0 7.3 7.}

生命保険集〔含代理 各記 入数 3 o 0 1 3 2 1 0 1 0 0 0 o 0 |

案・サービス葡
"}、当実便
用崎間平均 0.0 0.0 LO 5.0 2.5 10.0 o.o 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 LO 4.0

1賭保険莫(含代理 各記 入数 3 0 0 0 1 1 聖 0 0 0 0 0 0 o 1

案 ・サ ー ビ ス劇
n}.貴'※ 使

用 時 間)F均
0.0 o.o 0.0 2.0 7.0 7.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.o 5.8

各記 入数 7 0 o 2 1 2 3 2 0 0 o 0 0 4

簡. 電 力 ・ ガ ス 事 集「 1社堂実便
用時間平均 0.0 0.0 3.5 8.0 7.0 5.o 2.5 0.0 o.o 0.0 LO o.o 0.0 6.5 5.1

広告・調査・情報提 各記 入数 1 0 0 o 1 0 o 0 0 0 0 0 o 0

供サービス莫
1吐出丁κ使
用時間LF均 0.0 0.0 0.0 3.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 2.5

情報処理サービス業・各記 入数 20 0 9 10 9 11 4 o 1 0 5 2 o 4

ソフトウエア斐
1社豊実使
用時間平均 0.0 2.0 4.4 7.6 3.3 5.3 4.3 0.0 3.0 0.0 2.o 2.5 G.0 4.5 4.6

8-2-16表 業 種別 ・特定通 信 回線利用 態様現 況

(多爪回 答}

区 別 回 自 共 他 他 抵

己 人 人

答 単
同 使 使

ぺ

実
独

使
用 用

合
使 の の

業 種 数 用 用 主 客 計

1杜 数 2 1 0 0 1 2
一 次 産 業 計

% 100.0 50.0 0.0 0.0 50.0 loo.o

社 数 147 136 24 4 4 168
二 次 産 業 計

% 100.0 92.5 16.3・ 2.7 2.7 114.3

社 数 229 194 30 41 10 275

三 次 産 業 計
% 100.0 84.7 13」 17.9 4.4 120.1

8ヒ 数 17 17 0 0 0 17

公 務 計
% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社 数 395 348 54 45 15 462

全 産 業 計
% 100.0 88.1 13.7 11.4 3.8 i}7.0

社 数 13 11 3 0 0 }4
僅 維 工 業

% 100.0 84.6 23.1 0.0 0.0 107.7

社 数 28 28 2 0 0 30

化 学 工 業
% 100.0 100.0 7」 0.0 0.0 107」

吐 数 5 5 0 0 0 5
主 石 油 製品 製造業

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

}』 数 7 7 1 1 1 10
鉄 鋼 業

% 100.0 100.0 14.3 14.3 M.3 N2.9

社 数 20 19 5 1 0 25.

電気機械器具製造業
% 100.0 95.0 25.0 5.0 0.0 125.0

輸 送 用 機 械 社 数 18 17 4 0 2 23
な
器 具 製 造.案 % 100.0 94.4 22.2 0.0 1L1 127.8

杜 数 28 25 9 0 O 33
卸 藁 ・ 商 社

% 100.0 89.3 28.6 0.0 0.0 117.9

仕 数 7 6 0 1 0 7
小 売 業

% 100.0 85.7 0.0 14.3 0.0
・
100.0

社 数 96 89 12 R 5 114

築 金 融 業
% 100.0 92.7 12.5 8.3 5.2 118.8

生命保険業(含 代理 社 数 4 4 0 0 0 4

誌 ・サー ビス案) % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

損害保険業(含 代理 杜 数 4 4 0 0 0 4

業 ・サー ビス皐) % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

杜 数 7 7 0 0 0 7

樟 電 力 ・ガ ス事 案
% 100.0 }00.0 0.0 0.0 0.0 100.0

広告 ・調査 ・情報提 社 数 1 1 0 0 0 1

供サー ビス業 % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

情 銀処理サービス業・ 杜 数 27 11 1 21 2 35

ソフ トウエア業 % 100.0 40.7 3.7 77.8 7.4 129.6

ば

8
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8-2-17表 業種 別 ・5年 後の特 定通信 回線 利用態様 予定

(多重回答)

区 別 回 自 共 他 「 他
延

己 八 人
答 単 同

使 使
べ

実
独

使 用 用 合
使 の の

業 種 数 用 用 主 客 計

社 数 2 2 0 0 0 2一 次 産 業 計

. % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

二 次 産 業 計
社 数 126 115 33 13 7 168

% 100.0 913 26.2 10.3 5.6 133.3

三 次 産 業 計
社 数 191 154 36 36 8 234

% 100.0 80.6 18.8 18.8 4.2 122.5

公 務 計
社 数 15 15 0 0 0 15

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

全 産 業 計
社 数 334 286 69 49 】5 419

% 100.0 85.6 20.7 14.7 4.5 125.4

繊 維 工 業
社 数 11 9 3 1 0 13

% 100.0 81.8 27.3 9.1 0.0 118.2

化 学 工 業
社 数 21 20 2 1 1 24

% 100.0 95.2 9.5 4.8 4.8 H4.3

主 石 油 製品製造 業
杜 数 5 5 o 0 0 5

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

鉄 鋼 業
社 数 6 6 2 1 1 10

% 100.0 100.0 33.3 16.7 16.7 166.7

電気機械器具製造業
社 数 20 1R 7 2 1 28

% 100.0 90.0 35.0 10.0 5.0 140.0

輸 送 用 機 ・械 杜 数 14 13 5 1 1 20
な
器.具 製 造 業 % 100.0 92.9 35.7 7.1 7」 142.9

卸 業 ・ 商 社
社 数 22 18 7 0 1 26

% 100.0 81.8 3L8 0.0 4.5 118.2

社 数 4 2 1 1 0 4
小 売 業

% 100.0 50.0 25.0 25.0 0.0 100.0

業 金 融 業
社 数 91 83 、14 7 4 108

% 100.0 91.2 15.4 7.7 4.4 U8.7

生命保険業(含 代理 社 殿 3 3 0 0 0 3

業 ・サー ビス業) % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

損害保険業(含 代理 社 数 3 3 0 0 0 3

業 ・サー ビス業) % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

樟 電 力 ・ガ ス」び業
杜 数 5 5 0 1 0 6

% 100.0 100.0 0.0 20.0 0.0 120.0

広告 ・調査 ・情報提 杜 数 1 1 o 0 0 1

供サー ビス業 % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.O

情 報処理サービス業 ・ 杜 数 24 8 4 19 0 31

ソフ トウエア業 % 100.0 33.3 16.7 79.2 0.0 129.2

8-2-18表 業 種別 ・態様別 ・特定 通信 回線数

態 様

業 棟

単

独

使

用

共

同

使

用

自
社
が
主
で
あ
る
他
人
使
用

合

計

自
社
が
客
で
あ
る
他
人
使用

総

計

一 次 産 業 計 記 入 数業 種毎
回線数計
%

;
loo.o

8
0.0
8
0.0

と
100.0

当
50.0
6

二 次 産 業 計
記 入 数
業 種毎 回線数計%

13膓

1,571

9L3

1釜
7.7
孟
1.0

160
L721
100.0
1;
1.1

167
1,740

三 次 産 業 計 経 輪 線誌
%

183
9,582
80.3
311
2.7

41

2,039

17」

257
11,939
100.0
li
O.7

269
12,025

公 務 計 巽硫 両 散書
%

17
1,706
ioO.0

8
0.0
8
0.0

17
11,706
100.0

8
0.0

17
L706

全 産 業 計 墾種毎輪 講
%

332
12,865
83.7

、16
2.9

48
2,057
13.4

435
]5,372
100.0

1器
0.7

455
15,480

主

な

、

業

種

繊 維 工 業 馨種毎会線数葬
%

81
84.5
1i
15.5
8
0.0
1}
100.0

}
LO

1蓋

化 学 コ二 業 諸種縁合線数糞
%

36
97.2

」
2.6
1
0.3
3il
100.0

1↓
2.8

31菱

石 油 製品 製造業 巽種 無自線 数詳・
%

gl
100.0

8
0.0
8
0.0
gl
lOO.0

8
0.0
gl

鉄 鋼 業
記 入 数業種 毎回線数 計

%
1、;
94.2

}
L9

↓
3.9
151
100.0

}
0.6
1;1

電気機械器几製造業 諸種嚇 願 書
%

311
83.3
5!
15.8
1
0.8

3詔
100.0

{
0.3
31{

輸 送 用 機 械

器.具 製 造 業
墾種毎▲線数欝
%

1夢
89.5
21
9.6

▲
1.0

2詣
100.0

;
1.0

2習

卸 業 ・ 商 社 墾融 合線散書
%

2器
92.5
21
7.5
8
0.0

2器
100.0

.・8

0.0
2認

小 売 業 墾筋 合願 書
%

61
98.4
8
0.0
}
1.6
61
100.0

8
0.O
61

金 融 業 墾種晶 線数辞
%

83
8,Ot4
97.0
111
L8
1.l
L2

107
8,262
100.0
71
0..9

ll5
8,340

生命保険業(含 代理

業 ・サー ビス業}
鱗 毎6雑 書

%
5き
100.0

8
0.0

⑪
0.0
51
100.0

8
0.O

5‖

損害保険業(含 代理

業 ・サー ビス業)
簾融 合願 書

%
3{
100.0

8
0.0
8
0.0
3{
100.0

8
0.0
3{

電 力 ・ガ ス 事 業 墾⇒ 線ぷ 2.1
95.3
Il
4.7
8
0.G

21↑
100.0

8
0.O
211

広告 ・調査 ・情報提

供サー ビス業
晶 晶 線講

%
{

100.0
8
0.0
8
0.0
1

100.0
8
0.0
{

情報処理サービス業・

ソフ トウエア業
晶 晶 願 書

%
ll
16.6

そ
0.3
411
83.1

5器
100.0

…
0.3
5;1

×
Nl[
へ

×

誉

醗

8
一

、



8-2-19表 業種 別 ・態 様別 ・公衆通 信回線数

単 共 自 自

態 様 社 合 社 総
が が

独 同 主 客
で で
あ あ
る る

使 使 他 他
人 人

業 種 使 計 使 計
用 用 用 用

記 入 数 2 0 1 3 0 3
一 次1所 業 計 紫棟毎 回線数 計 4 O 1 5 0 5

% 80.0 0.0 20.0 100.0 0.0

記 入 数 78 6 4 88 3 91

二 次 蔵 敷 計 粟樽毎 回線数 計 927 7 11 945 102 1.〔H7

% 98.1 0.7 1.2 100.0 10.8

記 入 数 60 7 13 80 4 餌
三 次 所 業 計 .粟糠 毎 回 線 数 計

%
1,328
83.5 416 189

1L9
L591
100.0 。.;

1,596

記 入 数 1 0 0 1 0 1

公 務 計 .裳簡毎 回線数 計
%

2
100.0 。.1 。.8

2
100.0 。.8

2

記 入 数 141 13 )8 172 7 179

全 慌 業 計 業障毎 回線数計
%

2,261
88.9 3竪 1?1

2,543
100.0 19; 2,650

記 入 数 7 0 0 7 0 7

繊 姐:1:粟 貰種毎 回線数 計% 61
100.0 。,8 。.8

61
100.0 。,8

6】

配 人 数 14 | 0 15 1 16

化 学 工 業 裳樟毎 回線数 計% 101
99.0 L↓ 。.8

102
100.0 Ll

103

記 入 数 1 0 0 1 0 1

:ヒ 石 油 製品 製造業 裳 樽 毎 回 線 数 訓' 2 0 0 2 0 2

% 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0

記 入 数 1 0 0 1 0 1

鉄 鋼 業 瑛権 毎回線数 計 400 0 0 400 0 400

% 100.0 0.O 0.0 100.0 0.0

記 入 数 14 0 o 14 1 15

電"機 械器具製造難 業簡捷 回線数 計
%

70
100.0 。.8 。.1

70
100.0 1.1 71

な
輸 送 用 機 械 記 入 数

.業種 毎回線数 計 ,1 8 8 81 1.↓ 181
器 具 製 造 裳 % 100.0 0.0 0.0 100.0 123.5

記 入 数 13 3 0 16 0 16

卸 蒸 ・ 商 ト1= 業種毎 回線数 計 333 7 0 340 0 340

% 97.9 2」 0.0 100.0 0.0

記 入 数 5 1 0 6 0 6

小 売 業 業種 柾回線数 計
%

82
78.8

22
2L2 。.8

104
100.0 。.8

104

記 入 数 25 3 0 28 0 2R

業 金 融 能 .業種 毎回線数 計
%

658
93.6 6鱒 。.8

703
100.0 。.8

703

lk命 保険 業(含 代理 記 入 数
麩 種 ハfξ回 線 数 計 、1 8 8 4↓ 8 、↓

.裳・サービス業) % lnO.0 0.O 0.0 100.0 0.0

▲n:1}保険 業(含 代理 記 入 数 o 0 0 0 0 0

業種 毎回線数 計 o 0 0 0 0 0
.額・サービス.※) % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 数 1 0 0 1 0 1

純 電 力 ・ ガ ス 事 業 文禄毎 回線数 計
%

1
100.0 。,8 。.8

1
100.0 。.8

1

広告 ・調査 ・6`斑斑 記 入 数 1 0 0 1 O 1
業種毎 回線数 計 20 0 0 20 0 20

供サービス業 % 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0
.

情腿 理サービ矯 ・ 記 入 散
票棟 毎回線 数計 86 8 1晶 2■ き 2畠

ソフトウエア裳 % 34.6 0.0 65.4 `100.0 L2

8-2-20表 業種別 ・トランザ クシ ョン平均字 畏.平 均 およ び最 繁忙 時の1日 トランザ クシ ョン品

玉 棟 別

平 平 ト
ラ

ピ トラ

|

ク 尋
時;
～'

日:

均 ンザ

クー

フ
日 ン

記

入

薮

記

入

数

均

字

数

記

入

敏

一 次 席 彙 計 3 150.0 3 4」66.7 3 7.㎜.0

二 次 産 集 計 149 328.8 M8 14,863.4 】46 28,420.5

三 次 帝 業 計 205 266.7 216 82,537.2 2n 139,085.4

公 務 計 t4 17L6 14 18,191.) 14 23,253.0

全 赤 墨 計 371 287.1 381 53,267.7 3?4 90,489.2

主

な

業

種

繊 維 工 業 14 502.9 12 9、09L7 11 16,454.5

化 学 工 業 28 328.0

9

26 }0,Ol6.2 26 30,399.1

石 油 製 品製造.業 6 86.7 6 17,483.3 6 5L958.3

鉄 鋼 業 5 4}4.0 5 22,300.0 5 37,400.0

電気機械器具製造業 23 312.6 23 1Lsl9.9 23 19,535.5

輸 送 剛 機 械

器 具 製 造 業
13 275.5

.

14 54,355.0 13 90,842.3

卸 ※ 商 社 28 438.6 30 46,355.2 2R 97、US.5

小 売 業 8 120.4 9 7,542.2 9 18,R44.4

金 融 業 鴎 143.3 89 84,366.0 89 }50,587.4

生命保険 ※(含 代理

業 ・サービス業}
3 340.0 4

一
57,125.0 4 87,750.0

}n害 保険 零(含 代理

業 ・サービス業)

4 357.5 4 4,925.0 4

,

7,950.0

電 力 ・ カ ス 事 粟 10 415.6 10 23,6D9.2 10 31,123.4

広告 ・調査 ・情 報提

供サービス蒸
1 110.0 0 0.0 0 O.0

情報処理サービス業・

iソ フトウエア業
23 450.7 25 253,102.8 25

`

384,479.6

ロ

鵠

o◎

u

×

い

1

>

±

洋

斗

×
Ψ
へ

×

詩

聖



8-2-21表 トラ ンザ クシ ョン字・長分布

トランザ クシ ョン 六 六 = 二 三 」[ 六 七 八一 一二 二三 三
平均字数 四

字
未
満

四一
字_
以天
上字

_一

刀 ㌃・f'一‥
ノ、以

字

五_⊥二
九 八子
四以
字

6三
,▲.
一∫・一

以 手

一
_六
六 四'仁○

以字

器主
,巻,'、子

八以

字

六 →

蹴・f-⊥
ノ、以

字

空δ
,、 一

字西
以字

、 、

〇〇
二四
四八
字字

、 、

OO

四 七

八 二
,べ,㍉
一ヂ・f・

d
七

≡≡・∫・
計

未 上未 上米 上来 上未 上未 上未 上未 以来 以来 以
業 種 別 満 満 満 満 満 満 満 満 上橘 上溝 上

杜数 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
一 次 産 業 計

% 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社数 25 46 35 14 10 3 1 2 4 6 2 1 149
二 次 産 業 計

% 16.8 30.9 23.5 9.4 6.7 2.0 0.7 1.3 2.7 4.0 1.3 0.7 100.0

社数 48 61 56 13 12 2 1 1 5 3 0 3 205
三 次 産 業 計

% 23.4 29.8 27.3 .6 .3 5.9 1.0 0.5 0.5 2.4 1.5 0.0 1.5 100.0

杜数 5 4 〕 2 1 1 0 0 0 0 0 0 14
公 務 計

% 35.7 28.6 7.1 143 7.1 7.1 10・0 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 100.0

社数 78 112 94 29 23 6 2 3 9 9 2 4 371
全 産 業 計

%・ 21.0 30.2 25.3 7.8 6.2 1.6 0.5 0.8 2.4 2.4 0.5 1」 100.0

社数 1 ・8 0 1 1 0 0 0 1 1 1 0 14
繊 維 工 業

%
'7 .1 57.1 0.0 7.1 7.1 0.0 0.0 0.0 7.1 7.1 7.1 0.0 100.0

.
仕数 4 8 8 3 2 1 0 0 0 1 1 0 28

化 学 工 業
% 14.3 28.6 28.6 10.7 7.1 3.6 0.0 0.0 0.0 3.6 3.6 0.O 100.0

社数 2 2 2 o 0 0 0 0 0 0 0 O 6
主 石油 製 品製造 業 「

% 33.3 33.3 脇3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社数 1 0 2 0 o 0 1 0 1 0 0 0 5
鉄 鋼 業

% 20.0 0.0 40.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.O 100.0

辻数 2 8 2 6 3 0 0 0 1 1 0 0 23
電気機械器具製造業

% 8.7 34.8 8.7 26.1 13.0 0.0 0.0 0.0 4.3 4.3 0.0 0.0 100.0

輸 送 用 機 械 社数 3 3 4 O 1 1 0 0 0 1 0 o 13

な
器.具 製 造 業 % 23.1 23.1 30.8 0.0 7.7 7.7 0.0 0.0 0.0 7.7

9

0.0 0.0 100.O

社数 3 6 11 3 1 1 0 0 0 2 0 1 28
卸 業 ・ 商 社

% 10.7 21.4 39.3 10.7 3.6 3.6 0.0 0.0 0.0 7.1 o.o 3.6 100.0

小 売 業
社数 2 3 2 1 0 0 0 0 0 0 o 0 8

% 25.0 37.5 25.0 正2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社数 21 34 21 4 2 0 0 1 0 1 0 0 84
業 金 融 業

% 25.0 40.5 25.0 4.8 2.4 0.0 0.0 L2 0.0 1.2 0.0 0.0 100.0

生命保険業(含 代理 縫数 0 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 3
「

業 ・サー ビス業) % ・0,0 33.3 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

損害保険業(含 代理 社数 1 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 4

業 ・サー ビス業) % 25.0 25.0 0.0 25.0 0.0 O.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社数 2 1 1 1 2 0 1 0 2 0 o 0 10
棟 電 力 ・ガ ス 事 業 .

% 20.0 10.0 10.0 10.0 20.0 0.0 10.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 100.0

広告 ・調査 ・情報提 社数 0 1 0 0 0 0 0 0 0' 0 0 0 1

供サービス業) % 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

情報処理サービス業・ 杜数 3 4 9 正 3 1 0 0 1 0 0 1 23

ソフ トウエア業 % 13.0 17.4 39.1 4.3 13.0 4.3 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0 43 100.0

'

8-2-22表 平 常 日の1日 トラ ンザ クシ ョン数分布

平均1日 三 三 五 一 三 五 一 一 合
トランザ クシ ョン数

δ
○ か δ

〇 一
O
o三

q
O五
○O
dq

O
q

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ oO ○ ○ ○

業 権 別

未
満
以 ○
上 ○
未
満

1δ

OO 恒
○

、

?8
0

oo
lo

O
o
以
上 計

社数 0 2 1 0 0 0 0 3一 次 産 業 計

% 0.0 66.7 33.3 00 0.0 0.0. 0.0 100.0

社数 61 13 26 29 7 9 3 148
二 次 産 業 計

% 4L2 8.8 17.6 19.6 4.7 6.1 2.0 100.0

三 次 産 業 計
社数 46 16 23 50 24 28 29 216

% 21.3 7.4 10.6 23.1 11.1 13.D 13.4 100.0

社数 5 2 2 2 2 0 1 14
公 務 計

% 35.7 14.3 14.3 14.3 14.3 0.0 7.1 100.0

全 産 業 計
社数 112 33 52 81 33 37 33 381

% 29.4 8.7 13.6 21.3 8.7 9.7 8.7 100.0

繊 維 工 業
社数 5 0 3 3 1 0 0 12

% 41.7 0.0 25.0 25.0 8.3 0.0 0.0 100.0

化 学 工 業
社数 10 2 6 7 0 0 1 26

% 38.5 7.7 23.1 26.9 0.0 0.0 3.8 100.0

社数 1 1 1 1 1 1 0 6

主 石油 製 品製造 業
% 16.7 16.7 16.7 16.7 艮6.7 16.7 0.0 100.0

社数 1 0 0 3 O 1 0 5
鉄 鋼 業

% 20.0 0.0 0.0 60.0 0.0 20.0 0.0 100.0

電気機械器具製造業
社数 9 3 3 5 2 1 0 23

% 39.1 13.0 13.0 21.7 8.7 4.3 0.0 100.0

な
輸 送 用 機 械 社数 5 1 1 3 1 1 2 14

器 具 製 造 業 % 35.7 7.1 7.1 21.4 7.1
、

7.1 14.3 Ioo.o

卸 業 ・ 商 社
社数 11 4 6 5 2 】 1 30

% 36.7 !3.3 20.0 16.7 6.7 3.3 3.3 100.0

小 売 業
社数 3 2 1 2 1 0 0 9

% 33.3 22.2 IL1 22.2 1L1 0ρ 0.0 100.0

業 金 融 業
社数 6 2 3 20 16 22 20 89

% 6.7 2.2 3.4 22.5 正8.0 24.7 22.5 100.0

生命保険業"(含代理 社数 1 0 0 2 0 0 1 4

業 ・サービス業) % 25.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 25.0 100.0

損害保険業(含 代理 社数 2 0 1 1 0 0 0 4

業 ・サービス業) % 50.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 100.0

種 電 力 ・ガ ス事 業
社数 1 2 1 3 2 0 1 10

% 10.0 20.0 10.0 30.O 20.0 0.0 10.0 100.0

広告 ・調査 ・情報提 杜数 0 0 0 0 0 0
1
0 0

供サービス業 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.O 0.0 0.0
.

情報処理サービス業・社数 7 1 5 7 3 1 1 25

ソフ トウエア業 % 28.0 4.0 20.0 28.0 12.0 4.0 4.0 100.0
.

斗

＼'

"1

べ

共

耐

ω
o
ω



8-2-23表 平 常 日の1日 トラ ンザ クション量(字X数)分 布

(単位:百 万字}

平均1日 ○ ○ 一 三 五 一 一 二 合 平
トランザ クション駈 . ・ . .

.

O 、五 o
(字x数;百 万字) .五 .五 o ○ o .

. ・

以 o O ○ 均

± | ` ' ' ～

未 . 一 一 二 以 ⌒

o 三 五 O 五 O 百

未 . ・ . , . 万

業 棟 別 満 満 O O O o o 上 計 ±

一 次 産 業 計
杜数 1 210 0 0 Ol ・1・

1

3 o.7

% 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0・OlO・0 0.0 100.0

}ヒ数 62 21 24 7 8 71 2 11 142 5.3
二 次 産 業 計

% 43.7 14.8 16.9 4.9 5.6 4,9. L4 7.7 100.0

社数 48 22 47 21 2ジ 16 3 17 201 1L8
三 次 産 業 計

% 23.9 10.9 23.4 10.4 13.4 8.0 L5 8.5 100.0

仕数 7 0 1 4 0 0 0 1 13 4.3
公 務 計

% 53.8 0.0 7.7 30.8 0.0 0.0 0.0 7.7 100.0

仕抜 u8 45 72 32 35 23 5 29 359 8.9
金1爪 、業 計

% 32.9 12万 20」 8.9 9.7 6.4 1.4 8.1 100.0

杜数 4 1 4 1 .0 0 0 2 12 7.3
繊 維 コ:業

% 333 8.3 33.3 8.3 0.O 0.0 0.0 16.7 100.0

打数 12 3 5 1 1 2 0 2 26 4.9
化 学 工.業

% 46.2 1L5 19.2 3.8 3.8 7.7 0.0 7.7 100.0

三}三石 油 製品 製造築
～ヒ数 1 1 1 1 1 0 0 0 5 2.6

% 20.0 20.0 20.0 20.O 20.0 0.0 0.0 0.0 100.0

n数 1 0 1 0 1 0 1 1 5 9.9
鉄 鋼 業

% 20.0 0.0 20.0 0.0 20.0 O.0 20.0 20.0 100.0

社数 11 1 4 2 1 2 0 1 22 3.8
電気機械器具製造※

% 50.0 4.5 18.2 9.1 4.5 9.1 0.0 4.5 100.0

な
輸 送 用 機 械 社数 3 2 1 1 1 1 0 3 12 12.7

器 ↓し 製 造 業 % 25.0 16.7 8.3 8.3 8.3 8.3 0.0 25.0 100.0

杜数 8 3 11 1 1 2 0 2 28 22.6
卸 業 ・ 商 社

% 28.6 10.7 39.3 3.6 3.6 7.1 0.0 7」 100.0

社数 3 2 2 0 1 0 0 0 8 L3
小 売 某

% 37.5 25.0 25.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 100.0

仕抜 8 5 16 13 17 9 2 11 81 10.3
業 金 融 業

% 9.9 6.2 19.8 16.0 21.0 11.1 2.5 13.6 100.0

三k命保険業 〔含代理 杜数 0 0 1 0 1 0 1 0 3 8.0

業 ・サー ビス活) % 0.0 0.0 33.3 0.0 33.3 0.0 33.3 0.0 100.0

flu!`保険業(含 代理 社数 2 0 1 0 0 1 0 0 4 3.2

業 ・サー ビス業} % 50.0 0.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 10D.0

杜数 2 1 3 1 0 1 0 2 10 8.4
桶 電 力 ・ガ ス 事 業

% 20.0 10.0 30.0 10.0 0.0 10.0 O.0 20.0 100.0

広告 ・調査 ・情 報提 杜数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

供サー ビス業 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情 報処理サービス業 ・杜数 6 1 6 4 5 0 0 1 23 28.7

ソフ トウエア業 % 26.1 4.3 26.1 17.4 21.7 0.0 0.0 4.3 100.0

,8-2-24表 業f皇別 ・5年 後の平均 トランザ クシ ョン数の増大 予想

倍 率 記 減 不 二 三 四 五 五 わ 平

倍
か
均

入 ら

以
な 倍

業 種 別 数 少 変 倍 倍 倍 倍 上 、 、 串

社数 3 0 0 1 1 0 0 0 1 2.50
一 次 産 業 計

% 100.0 O.0 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3

社数 】61 0 15 60 24 9 8 11 34 2.75

二 次 産 業 計
% 100.0 0.0 9.3 373 14.9 5.6 5.0 6.8 21」

社数 230 0 8 95 '40 13 8 15 51 2.79
三 次 意 業 計 吟

% 100.0 0.0 3.5 41.3 17.4 5.7 3.5 6.5 22.2

杜数 14 0 0 5 1 0 0 0 8 2.17
公 務 計

% 100.O 0.0 0.0 35.7 7」 0.0 0.0 0.0 57.1

杜数 408 0 23 161 66 22 16 26 94 2.76

全 産 業 計
% 100.0 0.0 5.6 39.5 16.2 5.4 3.9 6.4 23.0

杜数 13 0 3 5 2 r 0 0 2 2.09
繊 維 工 業

% 100.0 0.0 23」 38.5 15.4 7.7 0.0 0.0 15.4

社数 31 0 2 15 4 0 1 0 9 2.23
化 学 工 業

% 100.0 0.0 6.5 48.4 12.9 O.0 3.2 0.0 29.0

社数 7 0 1 4 1 0 0 0 1 2.00

主 石 油 製品 製造業
% 100.0 0.0 14.3 57」 14.3 0.0 0.0 0.O 14.3

仕数 6 0 2 2 0 0 0 O 2 L50
鉄 鋼 藁

% 100.0 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3

社数 24 o 4 5 4 1 1 4 5 3」1
電気機械器具製造業 '

% 100.0 0.0 16.7 20.8 16.7 4.2 4.2 15.7 20.8

輸 送 用 機 械 杜数 17 0 2 6 4 1 0 2 2 2.80
な
器 具 製 噛 業 % 100.0 0.0 1L8 35.3 23.5 5.9 0.0 11.8 1L8

社数 31 0 2 15 5 3 1 2 3 2.71
卸 業 ・ 商 社

% 100.0 0.0 6.5 48.4 16.1 9.7 3.2 6.5 9.7

杜数 9 0 0 2 3 1 0 1 2 3.29
小 売 藁

% 100.0 0.0 0.0 22.2 33.3 11」 0.0 lL1 22.2

社数 91 0 0 54 16 4 1 4 12 2.54
業 金 融 業

% 100.0 0.0 0.0 59.3 17.6 4.4 L1 4.4 13.2

生命保険業(舎 代理 社数 4 0 0 1 0 1 0 0 2 3.oo

案 ・サービス藁) % 100.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0 0.0 50.0

損害保険業(含 代理 社数 4 0 0 1 2 0 0 0 1 2.67

業 ・サービス剰 % 100.0 0.0 0.0 25.0 50.0 0.0 0.0 0.0 25.0

社数 10 0 o 4 0 1 0 1 4 3.00
穐 電 力 ・ガ ス 事 業

% 100.0 0.0 0.0 40.0 0.0 10.0 O.0 10.0 40.0

広告 ・関査 ・情報提 社数 1 0 0 0 0 1 0 0 0 4.oo

供サー ビス案 % 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

情 報処理サービス築・ 吐数 26 0 1 4 6 0 4 5 6 3.85

ソ7ト ウエア藁 % 100.0 0.0 3.8 15.4 23.1 0.0 15.4 19.2 23.1

ω
o
ふ

oo

u

×

い

1

>

主

業

斗

×
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へ

×

共

摯
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8-2-25表1セ ンターCPUの 構 成

(多重 回答}

区 別 回 そ

答 …・

菩
×

含
暮
×

合
巳 の

業 樵 数 他・

記入数 3 2 1 0 0一 次 産 業 計
% 100.0 66.7 33.3 0.0 0.0

マ 記入数 167 138 25 10 3
二 次 産 業 計

% 100.0 82.6 15.0 6.0 L8

記入数 226 134 84 13 5
三 次 産 業 計

% 100.0 59.3 37.2 5.8 2.2

記入数 17 13 4 0 0
公 務 計

% 100.0 76.5 23.5 O.0 0.0

記入数 413 287 114 23 8
全 産 業 計 .

% 100.0 69.5 27.6 5.6 1.9

記入数 ]3 12 1 0 0
繊 維 工 業

% 100.0 92.3 7.7 0.0 0.0

記入数 33 30 2 1 0
化 学 工 業

% 100.0 90.9 6.1 3.0 0.0

主 石 油 製品 製造業
記入数 6 5 0 1 0

% 100.0 83.3 0.0 16.7 0.0

記入数 7 4 3 o 1
鉄 鋼 業

% 100.0 57.1 42.9 0.0 14.3

記入数 23 17 4 2 1
電気機械器具製造業

% 100.0 73.9 17.4 8.7 4.3

な
輸 送 用 機 械 記入数 18 H 8 1 0

器 具 製 造 業 % 100.0 61」 44.4 5.6 0.O

記入数 26 21 4 1 0
卸 業 ・ 商 社

% 100.0 80.8 15.4 3.8 0.0

記入数 8 7 k 0 0
小 売 業

% 100.0 87.5 12.5 0.0 0.0

業 金 融 業
記入数 90 35 52 3 3

% 100.0 38.9 57.8 3.3 3.3

生命保険業(含 代理 記入数 4 1 3 o 0

業 ・サービス業) % 100.0 25.0 75.0 0.0 0.0

損害保険業(含 代理 記入数 4 3 1 0 0

業 ・サービス業) % 100.0 75.0 25.0 0.0 0.0

記入数 10 6 3 0 1
種 電 力 ・ガ ス 事 業

% 100.0 60.0 30.0 O.0 lO.0

広告 ・調査 ・情報提 記入数 1 工 0 0 0

供サービス業 % 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

情報処理サービス業・ 記入数 27 20 9 1 1
.. ソフ トウエア業 % 100.0 74.1 33.3 3.7 3.7

8L2-26表 マ スター ファ イルのア クセ ス方式

(多重回答}

区 別 回 そ

答
』
5己

曇

§
詩
昌 包

の

芭 三

業 種 数 他

記入数 3 1 2 0 0一 次 産 業 計

% 100.0 33.3 66.7 0.0 0.0

記入数 166 50 108 94 12
二 次 産 業 計

% 100.0 30.1 65.1 56.6 7.2

三 次 産 業 計
記入数 224 34 147 118 15

% 100.0 15.2 65.6 52.7
・

6.7

記入数 17 4 8 8 1
公 務 計

% 100.0 23.5 47.1 47.1 5.9

記入数 410 89 265 220 28

全 産 業 計
% 100.0 21.7 64.6 53.7 6.8

記入数 14 2 9 8 0
繊 維 工 業

% 100.0 14.3 64.3 57.1 0.0

化 学 工 業
記入数 34 10 23

i7
3

% 100.0 29.4 67.6 50.0 8.8

記入数 6 2 3 4 1
主 石 油 製 品製造業

% 100.OF 33.3 50.0 66.7 ]6.7

記入数 7 1 5 3 1

鉄 鋼 業
% 100.0 14.3 71.4 42.9 14.3

電気機械器具製造業
記入数 23 9 16 16 1

% 100.0 39.1 69.6 69.6 4.3

な
輸 送 用 機 械 記入数 18 5 13 10 3

器 具 製 造 業 % 100.0 27.8 72.2 55.6 16.7

卸 業 ・ 商 社
記入数 27 4 15 17 2

% !00.0 14.8 55.6 63.0 7.4

小 売 業
記入数 8 1 3 7 1

% 100.0 12.5 37.5 87.5 12.5

業 金 融 業
記入数 88 4 63 37 3

% 100.0 4.5 7L6 42.0 3.4

生命保険業(含 代理 記入数 4 0 1 2 1

業 ・サー ビス業) % 100.0 0.0 25.0 50.0 25.0

損害保険業(含 代理 記入数 4 0 1 2 1

業 ・サー ビス業} % 100.0 0.0 25.0 50.0 25.0

権 電 力 ・カ ス 小 業
記入数 10 0 5 9 o

% 100.0 0.0 50.0 go撒o 0.〔}

広告 ・調査 ・情 報提 記入数 1 1 1 0 0

供サー ビス業 % 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0

情報処理サービス業. 記入数 27 9 22 20 2

ソフトウエア業 % 100.0 33.3 81.5 74.1 7.4

斗
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共

廟

ω
q⊃
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8-2-27表 伝 送方 式

(多重 回答)

区 別

L

業 種 別

回

答

実

数

全

二

重

式

半

二

重

式

単

向

式

延

べ

合

計

一 次 産 集 計 記入数

%

438

100.O

160

36.5

331

75.6

21

4.8

512

116.9

二 次 産 業 計
記入数

%

86

100.0

32

37.2

49

57.0

15

17.4

96

1】L6

8-2-28表 通信制 御方式

(多重回 答)

区 別 回 ポ コ そ 抵
ン

答
! テ べ

り ン の

実 ン シ
ヨ

合

業 楓 別 数 グ ン 他 計

一 次 産 業 計 記入数

%

406

100.0

307

75.6

155

38.2

16

3.9

478

117.7

二 次 廠 集 計
記入数

%

53

100.0

26

49.1

18

34.0

12

22.6

56

105.7

8-2-29表 業種別 ・伝送 コー ド方式(テ レッ クス回線の場 合)

(多項回答)

区 別 回 J CN そ テ ド

1 CO レ 記

答 S 12
の

'ン 入

ク 延

爽
六 T ス ベ
単 T コ ∠、【,

業 種 別 数 位 , 他 1計

一 次 産 業 計 記入数
%

155

100.0

137

88.4

17

11.0

8

5.2

162

104.5

二 次 爪 草 計
記人数

%

53

100.0

49

92.5

1

L9

3

5.7

53

100.0

8-2-30表 業 種別 ・伝 送 コー ド方 式(テ レ ックス回線 以外の 回線)

(多重回答}

区 別 回 1 B E そ 延

答
B

C
べ

S C の
D A

実
1

励

草 棟 別 数 O D C 他 計

一 次 産 業 計 記入数

%

382

100.0

195

5LO

45

n.8

166

43.5

39

10.2

445

116.5

記入数 71 29 6 30 9 74
二 次 廠 裳 計

% 100.0 40.8 8.5 42.3 12.7 104.2

8-2-31表 ファ クシ ミリ使 用の現状 と5年 後 の予定

業 種 別

国 内 用 国 際 用(国 内共用を含む)

現在使用中の台数 5年 後使用 予定 台数 5年 後使用予 定台 数

公
衆
回
線
利
用

専
用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

デ利
慣多

呂縫

線

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

デ利
イ用
ジ^
タ
ル

回
線_

専

用

線

利

用

一 次 産 業 計 ↓.t数

1杜平均

5

13.0

0

0.0

3

2L3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計
tt数

1仕平均

183

7.8

30

5L6

177

16.4

12

52.3

20

68.0

12

8.1

6

4.0

3

7.7

三 次 産 業 計
仕 数

1社平均

113

10.4

30

15.6

91

16.1

6

47.5

20

20」

9

1.8

1

10.0

4

6.3

公 務 計
社 数

1杜平均

5

8.6

3

46.7

3

1L3

0

0.0

3

52.3

0

0.0

0
・

0.0

0

0.0

全 産 業 計
杜 数

1仕平均

306

8.8

63

34.2

274

16.3

18

50.7

43

44.6

21

5.4

7

4.9

7

6.9

主

な

業

種

繊 維 工 業
仕 数

1杜平均

8

7.1

6

5.0

12

1L6

0

0.0

4

9.8

0

0.0

0

0.0

0

0.0

化 学 工 業
社 数

1社平均

32

8.8

4

3.0

26

12.7

2

20.0

1

16.0

2

1.5

】

1.0

0

0.0

石油製品製造業
tヒ 数

1吐平均

5

13.6

1

4.0

3

27.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

鉄 鋼 業
杜 数

1杜平均

9

7.0

4

4.5

7

12.3

0

0.0

3

1L7

1

10.0

0

0.0

1

10.0

電気機械器具

製 造 業

社 数

1杜平均

18

14.2

4

39.8

17

35.7

3

)3.3

5

63.2

4

17.5

2

5.0

0

0.0

輸送用機械器具

製 造 業

}.ヒ数

1社平均

18

3.7

2

3.5

17

5.5

1

6.0

1

4.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

卸 業 ・商 社
杜 数

1杜平均

27

6.0

5

3.4

24

11.2

0

0.0

2

5.5

2

1.0

0

0.0

0

0.0

・】・ 売 業
杜 数

1社平均

7

▲5.1

3

L3

7

3L4

l

lO.0

2

6.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

金 融 業
社 数

1社平均

36

14.9

8

16.】

26

17.3

3

80.0

5

12.8

2

4.0

l

lO.0

3

5.0

生 命 保 険 業(
含代理業 ・サー
ビス業}

杜 数

1社平均

3

L7

1

4.0

0

0.0

0

0.0

1

150.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

損 害 保 険 業
(含 代理業 ・サー
ビス案}

社 数

1仕平均

5

42.6

0

0.0

2

75.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電力 ・ガス事業
仕 数3

1吐平均6.0

2

19.0

2

30.0

0

0.0

1

29.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

広告 ・調査 ・情報

提供サー ビス業

靴 敷1

1吐平均2.0
.

0

0.O

1

20.0

10

0.0

`0

1・.・

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

社 数

1社平均

6

1.8

2

35.5

8

5.1

1

20.0

2

25.5

0.

0.0

0

0.0

0

0.0
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8-2-32表 電信設備使用の現状 と5年 後の予定

業 種 別

国 内 用 国 際 用 〔国内共用を含む)

現在使用中の台数 5年後使用予定台数 現在使用中の台数 5年後使用予定台数

黍茄殿

匙

専

用

線
利

用

公茄
衆.
同人
線電
別堀

デ 利

イ用.
'●〈

ll
線

専

用

線

利
用

黍茄監

匙

専
用

線

利

用

公苑
飛

躍匙

τ召

il
w
用

線

利

用

一 次 産 業 計 杜 数

%

4

6.8

1

14.0

2

4.0

0

0.0

0

0.0

3

3.0

0

0.0

1

3.0

0

0.0

1

3.0

二 次 産 業 計
社 数

%

275

9.1

61

11.2

146

9.3

18

17.7

41

15.2

187

2.6

13

8.5

106

3.9

7

7.3

7

9.0

三 次 産 業 計
辻 数

%

2肪

16.9

57

41.7

96

17.3

5

26.4

39

65.7

69

3.2

18

52.8

28

3.4

3

8.0

9

94.4

公 務 計
杜 数

%

3

25.7

2

8.0

2

38.0

0

0.0

4

9.8

1

Lo

1

1.0

0

0.0

0

0.O

1

LO

全 産 業 計
社 数

%

488

12.5

121

25.3

246

12.6

23

】9.6

84

38.4

260

2.8

32

33.2

135

3.8

工0

7.5

18

50.9

主

な

婁

棟

繊 維 工 業
トt数

%

23

12.2

6

19.7

12

19.4

2

3.0

4

30.5

12

2.7

0

0.0

8

3.8

0

0.0

1

3.0

化 学 工 業
社 数

%

50

8.1

12

1L8

27

6.8

5

12.4

6

14.0

33

2.2

1

2.0

18

2.4

1

LO

0

0.0

石油製品製造業
杜 数

%

5

5.6

0

0.0

4

5.5

0

0.0

O

o.o

3

1.7

0

0.0

2

L5

0

0.0

0

0.O

鉄 鋼 業
杜 数

%

』18

9.9

3

1L3

8

6.5

1

9.0

2

1L5

9

1.8

1

LO

5

3.0

0

0.0

1

1.0

電気機械器具

製 造 業

杜 数

%

30

14.6

4

】L5

19

16.3

4

16.3

4

9.5

24

7.0

1

1.0

15

14.1

3

4.3

0

0.0

輸送用機械器具

製 造 業

杜 数

%

26

11.4

5

2.4

12

8.5

2

76.0

3

8.3

17

2.3

2

2.0

9

2.3

1

30.0

1

2.0

卸 業 ・商 社
杜 数

%

47

12.4

10

12.4

】9

1L6

1

100.0 .

5

26.4

24

3.1

6

65.8

10

3.2

1

10.0

3

15L3

小 売 業
杜 数

%

14

9.9

3

24.3

7

12.6

0

0.0

2

27.0

2

1.5

1

LO

0

0.0

1

1.0

0

0.0

金 融 業
杜 数

%

85

22.7

24

66.5

37

21.8

1

『3
.0

16

99.5

8

6.O

2

8.5

1

14.o

0

0.0

1

10.0

生 命 保 険 業
(含代理業・サー
ビス業)

社 数

%

3

63.0

)

2.0

0

0.0

0

0.0

2

250.0

1

3.0

0

0.0

1

3.0

0

0.0

0

0.0

損 害 保 険 業(
含代理業・サー
ビス業)

トt数

%

3

7.7

0

0.0

1

LO

0

0.0

0

0.0

6

3.0

0

0.0

2

2.5

0

0.0

0

0.0

電力 ・ガス事業
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

o.o

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

広告・調査・情報

提供サービス業

社 殿

%

1

3.0

0

0.0

1

3.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービ
ス業 ・ソ7ト ウ
ェア業

杜 数

%

8

17.9

6

62.0

8

23.6

1

20.0

4

55.8

4

2.3

1

200.0

2

3.0

0

0.0

0

0.0

斗

×

SUl
べ

合

口斗

8
『
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コンピュー タ関係団体名簿(設 立年次順)

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

(社鹿 子通信学会 東京都港区芝公園

3-5-8

機械振興会館

電433-6691

会長

緒方研二

1917年5月 1.機 関誌の発行

2.電 子工学および電気通信に関する講演会,

討論会,講 習会および見学会等の開催

3。 電子工学および電気通信に関する学術の調

査研究

4.電 子工学および電気通信に関する用品の規

格および標準の制定

5.電 子工学および電気通信または関連事業に

関し功績ある者の表彰

6.電 子工学および電気通信に関する学問,技

術の奨励および普及事業

7。 電子工学および電気通信に関する専門図書

および雑誌の刊行

8.そ の他目的を達成するために必要な事業

日本商工会議所 東 京 都 千 代 田 区丸 の

内3-2-2

電283-7710

会頭

永野 重雄

1922年6月 1.全 国商工会議所のコンピュータ導入 ・運用

指導

2.小 企業向共同利用システムの開発と普及

3.中 小企業に対する情報処理相談,指 導

4.企 業経営者に対する啓蒙教育

5.取 引 ・経営慣行の改善と標準化の推進

6.行 政機関への協力と建議要望

㈹日本能率協会 東 京 都 港 区芝 公 園

3-1-22

協 立 ビル

電434-6211(大 代)

錫}兼 務
十時 昌

1.調 査 ・開発

OEDPの 効 率 的活 用 に関 す る実態 調 査

2.EDPに 関 す る各種 セ ミナ ーの 開催

3.出 版事 業

OEDPリ サ ーチ ・リポ ー ト(月刊)ほ か関

係 図書
,

4.ス ライ ド作成

闇経済団体連合

会

東 京 都 千代 田 区大 手

町1-9-4

電279_・1411

会長

土光 敏夫

1946年8月 1.産 業技術委員会,行 政改革特別委員会にお

いて,情 報処理関連問題 を随時取上げる。

翻経営科学振興

財団

東 京 都 渋谷 区千 駄 ケ

谷4-1-13

生 協 会館 内

電403-1331

理事長

根上 耕一

1946年 間 日

本事務能率

研究会とし

て発足

1973年6月

名称変更新

発足

1.経 営科学化に関する基礎的 ・応用的研究

2.経 営の科学化に関する情報資料の収集およ

び公開利用

3.経 営の科学化に優れた業績を有する者の表

彰・
'4
.経 営 の科学化に関する研究の助成
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈹ 日本経営協会

(NOMA)

東 京 都渋 谷 区 千駄 ケ

谷4-1-13

生 協 会館 内

電403-1331

副会長

永田 敬生

1949年6月

從 日本事務

能率協会と

して発足

1971年12月

名称変更

1.経 営全般にわたるセ ミナー,講 習会の開催

2。 企業内教育への講師の派遣,あ っせん

3.事 務機械化に関する展示会の開催

4.9文 部省認定社会通信教育の実施

5,海 外への視察団の派遣

6.経 営改善のための研究,評 査,診 断

7.労 働保険事務処理の受託ならびに中小企業

の労働相談全般のサービス

肋日本生産性本

部

東京 都 渋 谷区 渋 谷

3-1-1

電409-1111

会長

郷司 浩平

1955年3月 1.各 種経営教育事業(情 報処理関係研修 ・セ

ミナー,産 業別情報処理研究大会)

2.労 使関係事業(労 使関係各種委員会,生 産

性教育)

3.国 際交流事業(電 算関係視察団)

4.情 報処理事業(受 託演算,シ ステム開発)

5.広 報視聴覚事業(生 産性新聞 ・コンピュー

タ関係図書 ・スライド)

6.経 営指導事業(シ ステム ・コンサルタント

受託 ・経営コンサルタント養成)

㈹ 日本 オペ レー

シ ョンズ ・リサ

ーチ学 会

東 京都 文 京 区弥 生

2-4-16

学 会 セ ンター ビル

電815-3351

会長

小林 宏治

1957年5月 1.出 版

○ オペ レー シ ョンズ ・リサ ー チ(毎 月)

○ 論 文 誌JORSJ(季 刊)

2.研 究 発 表 会 ・講演 会の 開催

エ レク トロ ニ ク

ス協 議 会

東 京 都港 区新 橋

1-1-13

東 電 旧館 内

電591-7161

会長

濱田 成徳

1957年7月 1.エ レク トロ ニ クス の研 究 開発 の た め,国 家

的立 場 か らの各種 対 策 の推 進

2.情 報 化社 会 進展 に必 要 な る情 報伝 達処 理 技

術 開発 の総 合 対策 の推 進

OJIPCAと 共 催 の コ ンピ ュー タセ ミナ ー

開催

○ 医療 情 報 処理 機 器 の 開発,な らび に安 全

対策 の 推進 な ど

3.発 展 途 上 国 のエ レ ク トロ ニ クス 開発 を推 進

す るた めの ア ジア ・エ レク トロニ クス会 議 の

開 催 な らび に アジ ア ・エ レク トロ ニ ク ス連 盟

活 動 の推進

4.各 種 研究 会活 動

5.出 版 活 動

OEIectronicsinJapan(英 文 年 刊)

○ エ レ ク トロニ ク ス ・ニ ュー ス(和 文 隔 月)

な ど

㊨日本電子工業

振興協会

東京都港区芝公園

3-5-8

機械振興会館

会長

岩田 弐夫

1958年4月 1.調 査

○情報処理装置システムの新技術開発調査

など
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

電434-8211 2.海 外調査団派遣

3,講 演会 の 開催

4.出 版

○電子工業月報(月刊),日 本の電子計算機,

各種調査報告書など

㈹情報処理学会 東京都港区芝公園 会長 1960年4月 1.調 査 ・研 究

3-5-8 穂坂 衛 ○ マイ ク ロ コ ンピュ ー タ,医 療 情 報 処 理,

機械振興会館内 計 算言 語 学,コ ンピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー

電434-8211 ク,イ メ ー ジ ・プ ロ セ ッ シ ン グ,デ ー タ
'

ベー ス管 理 システ ム,人 工 知能 と対 話 技

法,記 号 処理,ソ フ トウ ェ ア工学,計 算

機システムの解析 と制御,計 算機アーキ

テ クチ ャ

2.国 際 活 動

OIFIPな ど国際会議への出席

3.出 版

○情報処理(月 刊),論 文誌(隔 月刊),

JournalofInformationProcessing(季

刊)

○電子計算機ユーザ調査年報

日本電子計算機 東京都千代田区丸の 社長 1961年8月 1.電 子 計算 機 レ ンタル業 務

㈱ 内3-4-1 中島 征帆 2.調 査 ・出 版

電216-3681 ○ 国産 電 子 計算 機 ニ ュ ー ス(1回/1カ 月)

○ 全 国計 算 セ ンター お よ び ソフ トウ ェ ア開

発企業便覧(年 刊)

○ 調 査 季 報,コ ン ピ ュ ー タ ・ノ ー ト,コ ン

ピ ュー タダ イナ ミッ ク レポ ー ト

○英文出版物EDPINJAPAN(年 刊)

JAPANCOMPUTERNEWS(月 刊)

閲行政情報シス 東京都港区芝公園 会長 1964年2月 1.研 究 ・調査

テ ム 3-4-30 山 ロ ー 夫 ㈹行政事務 ○行政機関におけるプログラミングの自動

第32森 ビル 理事長 機械化研究 化システムに関する調査研究など

電438-1678 清正 清 協会として 2.海 外視察団派遣

発足 ○海外行政ADP視 察団(年1回)

1970年7月 3.セ ミナ ー 開 催

名称変更 OADPS研 修会(年2回)

4.出 版

○行政とADP(月 刊)

働機械振興協会 東京都港区芝公園 会長 1964年8月 1.機 械工業の構造 ・企業経営の分析などの調

3-5-8 土光 敏夫 査研究,内 外機械工業の動向調査など

機械振興会館内 2.機 械工業の経営経済に関する専門図書閲覧

電434-8211 サ ー ビス
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

3.機 械工業技術に関する調査研究

4.受 託加工および受託試験業務

5.新 機械普及促進事業およびシステム開発事

業

6.生 産管理技術に関する調査研究

7.そ の他機械工業振興のための事業

㈲中小企業振興 東京都港区赤坂 理事長 1967年8月 1.中 小企業の経営者 ・管理者の啓蒙指導事業

事業団 1-9-13 佐久 洋 2.中 小企業の電算機導入に対する助成

電584-0351 3,情 報処理 ・指導担当者の養成

4.小 規模事業者に対する記帳の指導

(財)日本情報処理 東京都港区芝公園 会長 1967年12月 1.調 査

開発協会 3-5-8 上野 幸七 内外の情報処理システム,情 報産業の実情

機械振興会館内 およびその動向に関する調査

電434-8211 2.研 究 開 発

各種 情 報処 理 方 式 お よび オペ レー テ ィング ・

シス テ ム,ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラム等

の ソフ トウェ アの 研究 ・開発

3.コ ンサ ルテ ー シ ョ ンお よび デ ー タ処 理 サ ー

ビス等

コ ンピ ュー タ およ び ソ フ トウ ェ アの利 用 促

進 の た めの コ ンサ ル テー シ ョ ン,シ ス テ ム設

計,プ ロ グ ラ ミング,設 置 コ ンピ ュー タの オ

一プ ン・クローズ利 用等 の デ ー タ処 理 サ ー ビ ス

4.教 育

上級情報処理技術者,情 報処理部門管理者,

インス トラクタ等の養成および情報処理教育

に関する調査研究

5.研 究 奨励 ・普 及 ・広 報

情報処理の高度化,適 用分野の拡大促進の

ため,す ぐれた研究成果をあげた個人,企 業

等に奨励金または報奨金の交付および情報処

理に関する知識 技術の普及をはかるため講

演会の開催,各 種教材の作成 ・頒布,出 版物

の刊行等の広報活動

6.国 際 交 流

海外の情報処理関係機関との提携,調 査団

の派遣等

EDPユ ーザ ー 東京都港区芝 会長 1968年8月 1.意 見 書,要 望 書 の提 出

団体連合会 5-33-1 下佐 喬 ○「システム監査の実施 に関する要望書」通

日本電気㈱ 産大臣に対して

情報処理営業支援本 2.各 種JIS原 案作 成 へ の協 力

部 ユーザ支援部内 3、 各 種 ア ンケ ー ト調 査 の実 施 、
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈲ ソフ トウェア

産業振興協会

東京都港区芝公園

3-5-8

機械振興会館内

電436-3938

会長

服部 正

1970年5月 1.ソ フ トウェア業界に関する問題の検討,研

究,対 策

○業態改善に対する研究

○ソフ トウェア流通に関する研究

○金融税制,ソ フトウェアの価格およびソ

フトウェアの評価の研究

○技術開発の研究

○国際交流に関する研究

働)地方自治情報

センター

東 京 都千 代 田 区一 番

町25

電264-0691～5

理事長

松浦 功

1970年5月 地方公共団体に関する一

①}青報処理システムの研究開発

②情報処理業務についての国に対する改善要

望

③教育研修による要員等の養成

④コンピュータ利用にっいての相談 ・助言及

び技術的援助

⑤関係業務の情報処理

⑥電算職員等の表彰

⑦普及広報活動(月 刊 「地方自治コンピュー

タ」の発行等)

㈲ 関西情報セン

ター

大 阪 市北 区中 之島

5-3-51大 阪国

際 貿 易 セ ンター ビル

電448-6631

会長

芦原 義重

1970年6月 1.各 種 ソ フ トウェ アの 開発 と普 及

2.コ ン ピュ ー タ要 員 の教 育

3.調 査,研 究,開 発

4.要 望,意 見 書 の提 出

從 日本情報セン

ター協会

東 京 都港 区虎 の 門

2-6-4

第11森 ビル

電501-4821

会長

桑江 和夫

1970年7月 1.情 報処 理 サ ー ビス業 界 に関 す る問題 の対 策

の検 討,研 究l
L

2.意 見書,要 望書 の 提 出

3、 調 査(需 要構 造,将 来 ビジ ョ ン)

4.海 外調 査 団 の派 遣(米 国 情報 セ ンター視 察 団)

5.出 版(会 報JIPCA)

情報処理振興事

業協会

東 京 都港 区浜 松 町

2-4-1

世 界 貿 易 セ ンター ビ

ル33階

電437-2301

理事長

野見山 勉

1970年10月 1.先 進的,汎 用的プログラムの委託開発

2.先 進的,汎 用的プログラムの販売および貸

付け

3.プ ログラム開発等資金借入れに対する信用

保証

4.情 報処理に関する調査

5.プ ログラム調査簿作成のための調査

㈱ ジェー エ ムエ
ー システ ム ズ

東京 都 港 区芝 公 園

3-1-22

協 立 ビ ル

電434-6211

代表取締役

三上 辰喜

1

1971年11月

從 日本 能率

協 会 コ ンピ

ュ ー タ事 業

部 が分離 独

立

∨

1.シ ス テ ム ズ ・コ ン サ ル テ ー シ ョ ン

2.ソ フ ト ウ ェ ア 開 発

3.シ ス テ ム 効 率 化 コ ンサ ル テ ー シ ョ ン

4.ソ フ ト ウ ェ ア 販 売

5.マ シ ン サ ー ビ ス
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

日本 コ ンビ ュー 東京都千代田区霞が 会長 1972年12月 1.コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー テ ィ リ テ ィの 推 進 ・啓

タ ・ユ ー テ ィ リ 関3-2-5 藤井 丙午 蒙活動
ティ協会 霞が関ビル30階私書 2.海 外商用TSS実 態調査団派遣(年1回)

箱125号 (データ通信利用経験者から見た実態調査)

電509-5525

翻 日本データ通 東京都港区麻布台 理事長 1973年12月 1.デ ー タ通 信 に関 す る調査,研 究 お よび開 発

信協会 1-6-19 石井多加三 2.デ ー タ通 信 に関 す る意 見 の提 言

電586-1621 3.教 育 およ び研修

○工事担任者育成のための通信教育

○工事担任者資格試験の受託

○ セ ミナ ー,講 演 会 の 開催,等

4.デ ー タ通 信 回線 利 用 に関 す るコンサルタン ト

5.自 営端末機器の認定

6.資 料 その他情報の収集および提供

㈱ ジ ェ ッ ク ・ビ 東京都千代田区丸の 代表取締役 1975年7月 1.電 子計算機室の安全対策機器 ・設備の販売

ジネ ス 内3-2-3 渡辺 敏雄 ・施工業務

富士ビル6階 2.電 子 計算 機 の計 算 受託 ・保 守 サ ー ビ ス業

電216-2771 3,電 子計 算 機 の ソ フ トウ ェ アの研 究 ・開 発 お

よび販売システム

4.電 子計算機関連機器および用品の斡旋 ・販

売業務
5.電 子計算機に関する情報サービス業務

6,電 子計算機に関する広報 ・啓蒙業務

7.電 子計算機に関する出版物の刊行 ・販売業

務

8.損 害保険代理業務

.

`





情報化社会を支える

躍進する企業一



来たるべきコンピュートピアの

時代をひかえ、ますます高度化

し多様化していく情報サービス。

/

ノダ

/＼

そうした中にあって、お客様のさま

ざまなニーズに的確 に応 えてい

ためには－GCSK東 京本 社の こ

たびの'1BM3?o/1s8"の 導 入は、

解答のひとつtteこ れにより、CS

大阪の情報処理工場(IBM3

と合 わせネ ットワーク ・サ ービス

拠点を完成させました。一 さら

ライン・ネットワークも全 国主要

大。計算センターとじτの関係諸

V託 サ ービスはもちろん、 日本各

たネットワーク回線を利用 して、

アルタイム・サ ー ビス、R』Eサ ー

集配 信サ ービスといったスヶーソ

イン ・ネットワー ク ・サ ービス

になりました。大 阪、東京 の2台

タを全 国各 地か ら思 うままにお

ファシリティ ・マネー ジメント

ネットワーク ・サ ービスにいた

すべての業務はCSKに おまかせ

ノ

日C
本S
各K

竃
んイ
でン

ll
サ

占
ス
o

上場をめざす総A

]]ビ ューヨー
代表取締役社長 大川功 資本金
東 京 本 社…… ・…・.東京都新宿

〒160ト91T

大 阪 本 社………… 大阪市東区
〒541TEL

名古屋営業所・・・・・・… 名古屋市中
〒4加TEL(

福岡 営婁所…………福岡市中央区天神|-9一ロ千代田生命福岡ピル14F
〒810TEL(092}1`3-T70)
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DEC(カ ミ; .コン は

「

恥 部 ウエア》は世界中ですで(こ300肚 のネ

{封.一

.・DECNET《 ミゴ コ/ジ1ご よ 百分 散処 理
コン ピ ュー タ ・ネ ッ.トワ ー ク用 ソ フ ト1

～…'一
、

_屋 社
VAX'"1=17780…U－ 極 『 、YAX/VMS磨 番竿 用仮想記1顧

ノ

A創 ◎在職 ぴ
岩

_人_

曝 ∴典__)

1.

パ ワー ク'シ スτ…ムを稼 動 させ てし]

オペ レー テ ィン,ク＼ シ ステ ム も使 用

目的 に最 も適 合 す るよ う'に て……一 ＼

RT-11(小 規 模 リアル タイム・システム用)

RSX-1fM(複 数 ユ=ザ ー 中規 模,1ア ル

タイム'已 ち 町 ロ

ノ

傷寒 圃・
==コ"「

茎鳶 騨UMPS
iDSM-11(DECス タ/ダ 『MUMPS)}

1》,用意,れ 、加 えて

P

鴎i幽
幽RAX(ト ラ ンザ ク、シ、ヨン処 理 用)ノ
DATATRIEVE(茎 ～・じニ ユ三 献 言 語/
＼RMS -11(レ コー ド/・fマネ ジ メ ン ト))

DBMS-111

嫌 多,くのアカ 十 痴 ン銅 のづ

{ぞテム'ツ▽ づ が提供されまパ

..__ノ ＼

晶 晶 朋ODEC日 本支社営業部/;1二難 籔1竃 ㌶ …1…ll…1耀
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IBM8100情 報シスラiム

IBM8100情 報 システムは

これからの集中/分 散処理に

さらに強力なアプローチを提供しま充

IBM8100情 報システムは、それ自体中型

コンピューターに匹敵する処理能力(主記

憶容量=最 大512Kバ イト)とファイル容量

(磁気テ"4スク容量=最 大192/320メ ガバ

イト)をもち、しかもソフトウェアの完備した、

低価 格なシステムで土

このIBM8100は 、企業内の第一線部門

に導入し、それぞれ専用の"独 立したコン

ピューター"として使用することも、また、各地の

IBM8100を 相互に通信回線で結び部門

間のデータ交換を行うこともできま魂 さら

に、中央のコン巳 一ターと通信回線で結

ぶことにより、一歩進んだ集中/分散処理

を実現することも可能で尤

このIBM8100に よる集中/分散処理では、

中央のDP部 門 と社内の第一線部門とが

それぞれ必要 とする"情報"、"コンピュータ

ー資源"
、"システム運営のための責任と管

理"を 分担してもち合い、その協力によって

新時代の情報システムを次々確立していく

ことができま土

このIBM8100は 、システム・ネットワーク体

系(SNA)に もとつく強力な製品として、IBM

3790通 信 システムとの互換性をもちつつ開

発されました。

日 本 ア イ ビ ー エ ム 株 式 会 社
東京都港区六本木3-2-12〒106fi(586)1111㈹

資料請求およびお問合せは 宣伝担 当まで
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口回口
CompleteComputerSystems

日本 エ ヌ ・シ ー・ア ール 株 式 会 社

東京・港区赤坂|-2-2㊦|07tt582-6111

将来にわたる経斉的なシステム・アップを保証します。

コンピューター利用は、一時的 なものではなく、長期的

な観 点か ら、ユーザーとともに歩むものだ、とNCRは

考 えま丸 いま最適 なコンピューター・システムの提供。

さらには、将来 におけるシステム・アップや変更を保証

するとともに、現在使用中のシステム資源が ムダなく

上位機種で利用で きるようにする。NCRのMPE(マ イ

グレーション・パス・エンジニアリング)と いう新概念で尤

このMPEを 中心にすえてフルライン化したのカミNCR

8000シ リーズ コンビiー ター。この概念は、システムが集

中化、または分散化へ進 むいずれをも包含する将来への

適応性 を保証 し、経済的なシステムづくりを可能 にしま七

処理モード別で構成するシリーズ・コンピューターです』

NCR8000シ リーズは、単にプロセサー を能力別にそろ

える、というだけではありません。最 新のファームウェア

技術で1・N・Vの3つ の処理モードをつくり、このモー

ドとプロセサーとの 自由な組合せで ひとつのモテルを

構成します61シ リーズは、対話処理形式に最適なシス

テム。Nシ リーズは、オンライン/マ ルチプ ログラミング

志向の処理 に合ったシステムを提供。Vシ リーズは、仮

想記憶管理、マルチプログラミング、 リモート・ジョブ ・

エントリーなど、高度なシステムを構築でさま尤 いずれの

シリーズも、各種 のファームウェアで さまざまな言語プロ

セサーに変化できる、バーチャル・コンピューターで尤

■ ■ ■

1・81301.81501-82501・8430N-8450

V-8450V・8550N・8560V・8560N・8570

V.8570V-8580V・8590● ●

●さらに後続シヌテムを発表しま尤 ご期待くださし、



一
,♂890

あ らゆ る 数字 へ の 拠点 、ゼ ロ。この ゼ ロの 存 在

な しに 、 数字 の 無限 へ の 展開 は 不可 能 で ち

日本 タイムシェアの システム開 発 。この ゼ ロの

存 在同 様 の 、ベ ー シ ッ クソ フ トウ ェアを 最 も

得意 な 領 域 と して いますbべ ～ シックを ク リア

してい れ ば こそ 、 ア プ リケ ー シ ョンへ の 期 待

に も対 応 。品 質 、 工程 、 管理 な どの 総 合 力 で

グ レ[ド の 高 い ソ フ トを 提供 で き るか らですb

そ のた め 私 たち は 、多 彩 な 技術 を集 敵 して い

ます。独 自の プ ロジェク ト管 理 システ ムも開発 。

フル に活 用 してい ます。これ までの ベ ー シック

とアプリケー ションの 雨 域に わ たる 豊 富な 実 績

が 、N?Sタ4ム シ ェアの システム 開発 の 質 の 高

さ 、エリアの 広さ を物 語 ってい ます。システムの

開 発な ら、 ぜ ひ一 度 お問 い あわ せ くだ さい 。

国許一 一
日窟一 【戸樵試会社
お問 い 合 せば 一

本 社/東 京都 港 区 芝西 久保 桜川 町2〒105

第17森 ビルTEL、03(502)8531(代)

大阪 支 社/大 阪市 東 区安 土町2-30〒541

大 阪 国P祭 ビノレTE二L、◎6(271)7731(〈ft)

渋谷 事 業所/東 京都 目黒区 東山3--7-11〒153

大 橋 会館TEし.03(フll)7111(fLll)

o

あな たの能 力を 求めま九 上級情報処理技 術者 ・管 理者募集中!
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ネットワ」rク・サ ービスの メリットは無 限 です

■ サ ー ビ ス形 態

オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス

オ フ ラ イ ン ・サ ー ビス

ファ シ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト

コ ンサ ル テ ー シ ョ ン

ソ フ トウ ェア 開 発

各 種 計 算 受 託

各 種 パ ンチ 受 託

要 員 派 遣 サ ー ビ ス

高岡

大阪

当 株 試合社

1NTE[IN⊂.

イ=」 ≡F=」 三コ
本 社 富 山 市 桜 橋 通 り1-18(住 友 生命 ビル)TEL(0764)-32-5511

東 京本社 東 京 都 港 区 虎 の 門2-6-7(和 孝 第IOビ ル)TEL(03)-501-3167

● ● ・

アイデアと技術が…サービスで'す
⊂意 業 回目 ⊃■ビジネス フォーム

デ ー タメ ーラ ー フ ォーム

ヒー トシ ール フ ォーム

ス ナ ップバ ン ドフ ォーム

OCR・OMRフ ォ ーム

多色 刷 フ ォー ム

■ フ ォー ム処 理機 ・精 密 機器

■磁 気 印刷 製 品

■ システム 販 売 ・

土 大 阪thm区 北久宝 寺町2-・ ・ 〒541tt(・6)261-7・31

京 都 店n(075)361-0291東 京 支 店 吉〔03}294-1651福 岡 支 店n(092)761-2861名 古屋支店tt{052)221一

札 幌 支 店tttOll[831-2016横 浜 支 店S(045)662-8771広 島 支 店tt(0822)92-7055神 戸 支 店e{078)321一

仙台営業所 廿 〔0222)62.1751水 戸営業所tt〔0292)26-1830君 津営業所tt(04395}2-0844国 立営業所tt(0425)75・

渋谷営業所 廿 〔03)409.6フ01静 岡営填所 ⑰(O"2)83-2101富 山営業所tt・〔0764[32-4265北 大飯営業所 廿(06)385一

岡山営巣所 廿 〔0862)22-1894高 松営貢所 呑(0878}22-2027北 九州営墓所e〔093}511-6841人 分営業所tt{0975)58一

240

336

136

251

532
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周到なチェック冷静な判断力

コースを克服 し、

相手を陵駕しま尤
平 均 時 速200kmを 越 すス リルと緊迫 感g危

険 を乗 り越 え、タイムを争 う一 瞬 一'瞬 。地 上

におけるあ らゆるスピードレースの 頂点 に立 つ

F-1(フ ォー ミュ ラ・ワン)レ ース。マ シン に結

晶 され た「科 学 」と、ドライバ ーや メカニ ック

たちの 「人 知 」が あって、は じめて成 立 しま℃

車体 のすみずみ まで 空 気 力学 を計 算 し、軽 量

化 をはか ったボ デー。限 られた排 気 量の 中で

"
)

、

の最大のパワーを追求したエンジン。さらに、

コース状況に合 わせたタイヤの選定、ギヤ比

の選択、シャフトやサスペンションのセッティ

ングなど・・'。すべてがスピードに影

響 し、レースを左 右 しま凡 そして何

よりもドライバーの技術 と緊張感 ・冷静さ・

判断 力を維持 する精神 力。この総 合 力が

困難なコースを克服 し、相手を陵駕しま尤

経営に対 しても同じことがいえます。企業体

質 自体のあらゆる角度からの周到なチェック

システム。どんな状 況にあっても適切な対応

策をとれる判断 力など。企業のゴー イング

コンサーンに欠かせません。

受託計算なと各種情報処理サービス。

常に企業の新しい要請に応えるFIP。

FIP(FACOMINFORMATIONPROCESSING)

は、IEI富士通ファコム以来、情報処理サービ

スを通 じて多くの企業 に役立ってきました。今

後 も企業をとりまく環境変化に応 える各種 の

システムづくりはもとより、事務 ・科学技術両

面 にわたる受託計 算、経営 コンサルティングを

含む多方面のコン吻 レテーションなど、』豊富な

人材とソフトウェアを駆 使して期 待に応えま尤

株式会社工7・ アイ ・ヒL
■本社 〒105東 京ξ匡港区新橋5-36.11TELO3〔433}225]
●システムセンターノTEし03(704)216r●仙台営票所汀ELO222〔22}4S99

● 多摩出張所1TEし0425〔23}0471●8古屋営奥所ノTELes2(9306644
●大阪雲集所/TELO6(305)2171● 広島営巣所ノTELO822(2`)1211

●福岡宮室所tTELOS2{780S3Sl● 北九州出張所ノTELO93(681)523`
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ミニ コン といわれ るOKITACsystem50。

ミニ コンの中の スーパー級で す。

発表以来 、中形機 なみの 活躍 を多方面 で発 揮 し、

その 素質 は抜 きんで た ものが あ ります。

その素 質 とは 、集配信 システム+事 務処 理 、製 造 ライン制 御+計 算 処理 、

4鳶
計測デー タ収集 ⊥計算 処理+デ_タ 伝送_な どの マ,。チ ジ 。ブ機 能.・

オ ンライン、マルチ プ ログ ラ ミング 機能 、高水準言 語、高速 演算処理機 能 、大容 量記憶装置… 。

な ど中形機 なみの機 能 を備 え、幅広 いア プ リケー ションに対応 し ます。

綴稗畷
・・舎"⇔ 脅'・ ㍉

.亭

スーパ ー ・ミ ニコ ン ㌔

```.

石瓦豆蔵 亘二亮亮50
豊かな情報化社会をひらく

臣題 目
@沖 電気 工業株 式会社

●お問合せは一 電子計算機営業部tt(03)454・2|1|(代)ま で
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ハ ロン1301は クリーンて安 全。

火災は思わぬ原因て起こります。

特にコンピュータ室やデータ管理室は

企業の心臓部。

備えあれば憂いなし。

汚してはならない

濡らしてもいけない

_プ ↓

Oオ ノダ八口ン1301消火器て安全対策

のお手伝い。

薬剤の詰替は使用しない限り不要てす。

菱

疹^杉 老

川野 田セメント株式舎融
関 連 製 品事 業 部 防 災システム課

本部:東 京都江東 区豊洲1-1-7TEL531-4111



CAS■0

エレクトロニクス技術 の粋 。

カシオのビジネスコンヒh－久
標準構成でマルチジョブ 《Σ一9000の 特長》

抜群 のハイ・コスト 該 ぶ一芸ウェア 鎌 [☆ ソフ源ウェ潔
パ フォーマンスで す6

多 様性 に適 応 した本 格 的な コンピュ
ータシステム《Σ一9000》。大 容 量磁 気

ディスクをベースとしたCAIOS(カ シ

オ オペ レーティング システム)や

高 速 ライ ンプ リンタを備 えた、最新

鋭 ビジネスコン ピュータです。

CAIOSに よ り、標 準 構 成 で3業 務

の 同時 処理 が で き、またピリングマ

シンを4台 まで 並行 作 動 させ るマル

チ ビリングが で きます。 エ レク トロ

ニ クス の カ シ オな ら で はの ハ イ ・

コス トパ フ ォーマ ンス。新 しい経 営

戦略 の 武器 として 、 ぜひ《Σ一9000》

●中央処 理装置(CPU)48KB～128KB

の 大記憶容 量 を持 ち 、またLSIの 採 用

により高速演 算処理 が 行なえる信頼性 の

高 いCPUで す。

●磁気 デ ィスク装置10MBを 基本 とし、

40MBま での大 容量フ ァイル の接続 が可

能 なの で、業 務拡 大にも対応 できます。

●カシオ・インクジェット・コンソールタイプ

ライタC.J.P(カ シオ・インクジェット・プ

リンタ)を使 用してい ますの で、高 速かつ

無音(ノ ンインパクト方 式)で 処理 します。

●ピリングターミナル ピ リング用 プ ログ

ラム を内蔵 でき 、効率 の 高い運 用が で

きるインテル ジェン トター ミナルです。

●周 辺機器 磁 気ディスク装置 、磁 気テ ー

プ装 置、紙テープ リーダ、フロッピーディス

ク装;品 ラインプ リン久 マークカードリーダ

●オペ レーティングシステム(OS)磁 気

デ ィスクをベ ース とした 独 自のOS、

CAIOSを 採 用 しています。

●COBOL、CSL世 界共通 のプ ロ グ ラ

ム言 語COBOLと 、独自の簡易言 語CSL

(カ シオスタンダー ドランゲー ジ)が 利用

で きます。

●マル チジョブCAIOSに よ1)、3業 務

を同時に多重 処理す ることが できます。

●マルチビリング(マ ルチタスク)CAIOS

によ り、ビリングマ シンを4台 まで並行

作動 させ ることができます。

● 自己診 断プ ログラム 保守 サ ー ビス の

効率 化が はかれ 、安心して運用できます。

CAS■0Σ 一9000
★お問合せは、システム企画部まで7■-7r計 算 機 株 式 会 社

盈03(347)4916㈹ 〒16。軸 部縮 区西新宿2.6(縮住蜘 、)tn347-498。㈹
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二 後

●ビジネスBASICを 採用。

どのWSか らもコンピュークと対話しながら、プログラムの開発・修正ができます5

●WSを 使った仕事の際中でもWS間 でメッセージ交換ができます。

●多重ディレクトリーによりSORT(分 類)す る必要がないため、いつでもどこ

でも最新情報が得られます。

●業務が拡大 しても、多重処理の数に制限がありません。

●遠隔地に設置 したWSか ら、中央処理装置の電源を制御することができます。

現場で生まれ、現場で活きる、この機能。

「い ままでの ワークステーシ ョン・システムでは物足 りない
。 各セ クシ ョン

ごとに専 用の コン ピュータが欲 しい」 こ うした現場 の声 に"コ ン

ピュー タの現場 開放利 用"と い う形 でお応 えしたのが 、ニ クスドルフ ・

システム8870で 凡 その ため に、 これ だけの多彩 な機 能 をもたせ ました。

この機 能がある場合 と、ない場合 の大 きな差を見分けてくだ さい。

仕様

サ イ クル タイム …300ナ ノ秒

主 記 憶 装 置 …64Kバ イト、96Kバ イト、128Kバ イト

デ ィ ス ク 装 置 …10Mバ イト～66Mバ イト(カー ト1)ッジ/パ ック)

殉 スプレイ装 置 …2,000字 、ローカル(2,000m)、 リモ ー ト可 能

プ リ ン タ 装 置 ・・-200=-H/秒 、9×9ド ット、|78字 巾、ダフル トラクタ

ライ ン プ リン タ…300行/分 、600行/分(128種 字)

伝 送 制・ 御 …BSC、HDLC、SDLC

そ の 他 装 置 …FD/MTC/CR/PTR/PTP/MT/OMR

メ ンテ ナ ンス ・サ ー ビス ・ネッ トワ ー ク

札幌・青森 ・秋田 ・盛岡 ・仙台・郡 山 ・新潟 ・宇都宮 ・長野 ・水戸 ・千葉

東京 ・横浜 ・前橋 ・松本 ・岐阜 ・浜松 ・静岡 ・名古屋 ・津 ・滋賀 ・京都

金沢 ・大阪 ・神戸 ・姫路 ・岡山 ・松江 ・広島 ・徳山 ・高松 ・松 山 ・福岡

長崎 ・大分 ・熊本 ・鹿 児島

逼》[蚕豆 國 萄
兼 松ニクス ドル フ ・コン ビ斗一 夕株 式 会 社

本社 東 京都 品川区 西 五反 田1-3|-1(日 生 五反 田 ピル)

Tl4「 合03-490-13519U

大 阪 支 店ttO6-20ト1571広 島営業所ftO822-21-8881

名古屋支店 奮052-202-5290福 岡営業所trog2-45ト2801

札幌営業所trO11-241-0973浜 松営業所 冠0534-54-332|

仙台営業所ttO222-66-4057横 浜営業所 廿045-311-4930

岡山営業所tro862-32-5282● ●●●●●●●●●
● ●
●資料請求券 ●
　 　

◎資料をresし ましt-・:コ ンビ、一夕白1:

右 のシールをハガキ に貼って、 ご請求ください。 ● ●●●●●■■●●●●



カワセは、柔軟 な頭 脳と若 い力で、

明 日のコンピュータビジネスに取 り組 んでいます

●一般 連続 フォ ーム

●OCR・OMR・M|CR
●連続 封筒

●メ イ リン グシ ール

●ス ナ ップバ ン ド
●パ ーム グ リ ップ

●シ ュ レッ ダー

●そ の他 サ プラ イ用品

ロ這 ヨ驚異 嶋蕊熟魚礁兵社
東 京 支 店tt(03)260-8271～5京 都営業 所告(075)223-1228広 島営 業所呑(0822)27-4511

名古屋 支店tt(052)581-4364神 戸 営業 所tt(078)241-2520福 岡営 業所tt(092)431-Ol41

情報化社会へのパス

燈

/一

●情報処理技術の専門家になりたい方

●情報処理技術の教育を担当する方
●情報処理技術者の資格をとりたい方

●職務上コンピュータの知識を必要とする方
●短期間にコンピュータの概略を知りたい管理者の方

●学生時代にコンピュータの知識を身につけておきたい方

◆ 住友情報処理研修セン仔一
㊦541大 阪 市東 区 大Jll町27(住 友生 命淀 屋 橋 ビル9F)

呑(06)231-3801〈 イ」t>



人間のための文明を

議 ・

。、 灘 雛 糧:

数理計画は"人間のための文明を"の理念に

従って、人間社会の様々な問題を解決する

ためのシステムズアフ〔コーチを手掛けてい

る会社です。'Z

これまでの蓄積を礎に、今後もさらに技

祈.、 。術力の向上に励み、社会に貢献していきた

輔鷺 欝 レてい蹴 ・
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まず、いちばん気 になって い

る問題を、CRCに ご相談 く

だ さい。 どんなに小さな障

害や大がか りな難問もご遠

慮 なく。問題点の発見から

効率の良 い解決 まで、CRC

の全機能がお客 さまのニー

ズを100%実 現いたします。

ご賢 くだ さい。問題処理の

構 えば万全。各分野を擁 し

た プロジェク ト群 と、カー ド

穿 孔か らシステム設計 まで

の きめ細かなサー ビス体制。

いかなるご要望 にも

〈迅速に〉〈経済的に〉、

しか も〈完壁 に〉

お応え します。

彩,

笏
＼ ご ミ ・・.、、

＼ ミこ
..

.ヤ ＼ ミ ・.へ

布陣は完壁。
バラエテ麟 認 ㌶麟

問題解決 にあたります。

■L、

土木 ・構造解析

自動設計(CAD)

光学設計

飛しょう解析

事務 ・情報処理

原子力解析

地球物理

理化学 ・化学工学

-'
・ty.一;、 .

・1
.・汐 ㌧∵・

∀

＼＼
、

ネルギー経済

交'・ 物 流

環境

嫁
㌘

。暴 欝'∵

ソフ トウェア開発

計算機,周 辺機器保守サービ

、
ち「 コ,、■1㌔

・、,
"誇 ■

、・

経 営

イングサ　 ＼

、ーぱ
『

経済 ・社会

シンクタンク業務

計算サービス'

A

カー ド穿孔サービス

ファシ リテ ィ・マ ネージメン ト

/
TSSサ ービス

上

[肛㍑ 鑓ぎ猫蔓≧tン引 継云社
本 社.東 京都 中央 区 日本 橋 本 町3-2小 津 本 館 ビルfto3-663-6401

[CRCnetサ ー ビス ・ビュ ー ロー]東 京663-4211× 阪241・4111名 古屋052-582-0951東 海02928・2-2980



電子計算機活用のご相談は

○ シス テムの 設計 プ ロ グラム の作成

○ コンピ ュー ター に よ る計 算受託

○ 漢字情 報処 理 システ ムの受 託

○ コン ピュー ター の導 入 ・利用 技術 の ご相談

○ コム(コ ン ピュー ター ・ア ウ トプ ッ ト・マ イク

ロフィルム)の 受 託

セ ア←ヲル=/ス ームズ1喘 …六会 杜

取締役社長 白 木 裕 泰

本社・営業部
第二 営業部

東京 営業部

名 古 屋 市 中 区 錦 二 丁 目20番20号 大和生命ビル 宕231-7611〒460

東 京都千代 田区神田小川町一丁 目5番 地 神 田東海ピルft293-3581〒101

OCRMICR文 字の
ナンバー印刷は東洋紙業へ

正確で しかもスピーみ に伝票鯉 出来ます
コン ピューターで処理 される

●百 貨店配送 伝票 ・商品券
●石油会社の ガソリン券には

OCR又 はMICR文 字 の 各 フ ォン トの ナ ンバ ー を

取 り そ ろ えて あ り ます 。

OCR-OCR-AOCR-B12FN2407

0CRゴ シ ッ ク7B手 書 文 字 バ コー ドNO

MICR-E13BCMC7

オ ン ラ イ ン用 ス ナ ップ バ ン ド

東洋紙業株式会社 ・膓㍍㌧《』蔀
平 野 工 場 大 阪 市 平野 区平 野元 町9番 〒547tt(06}791-3435㈹

王 子 工 場 東京都北区堀船1丁 目6番2号 〒1148(03)927-0051㈹

本社 ・工場 大 阪 市 浪 速 区 芦 原2丁 目 〒556tt{06)562-0051㈹

東 京 支 社 東京都品川区南品fl14丁 目1幡 〒140tt(03}474-3251㈹
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シンフウレなMT 、

コス ト・パ フォーマ ンス

ディジタル磁 気テープ記憶装置

M'「-1000

●1600rpi(PE)、800rpi(NRZI)、1600/800rpi(PE/

NRZI)の3タ イフ:

●機構 部の簡 素化 とハ イブリッドICの 利 用で、装 置 を

シンプル化1

● マイコンと専用LSIの 利 用で フt－ マッタを小 型化 し、

内蔵ti∫能

● トランスポート部、制 御回路 部、 フォー マッタ部を前

面力・らf呆∵F町育旨
「 ●デ
ュアル(1600/800rpi)タ イプは、MTユ ニット、フォー

マッ久CPU側 コントローラ、いずれからも、記録 密度

の切換 可能

●ISO、JIS、ANSI、ECMA等 の諸 規格 に準拠

MINtFD(片 面型/倍 密度記録)

FD-50A

●ブラシレスモー タの採 用で長 寿命

● ステップモータの特殊 駆動 方式でヘッド位 置 設定 精

度が向上

●ヘッドのトラック間 移動時 間25msec

●ShugartSA-400と コンパチブル

STANDARoFD(両 面型/倍 密度記録)

FD-100

● メディアの寿 命を、TaptoTapテ ストで10万Ml」保証

● ヘッドキャリジに特殊 な駆 動方 式を採 用し、位 置設 定

精度 を向上

● ハード/ソフトセクタ、両 方のディスクを使 用.可能

●IBMコ ンパ チブル

・w外 鞭 べ㌘
〃 ぎ・r・.、.ぼ・、

FO-50A

.η

「{
置

}

FO-100

テ ィ ア ッ ク株 式 会 社 情報機器 事業部 〒180.東 京都武 蔵野市 中町3_7_3tt(0422)53_111|(代)

茨 城 営 業 所tt(0298)24-2865

広 島 営 業 所ft(0822)43-358|

札 幌 営 業 所tt(DlO52|-4560

大 阪 営 業 所tt(06)649-OI91名 古屋営業 所tt(052)i82-4581

福 岡 営 業 所tt(092)43|一 ・5781仙 台 営 業 所tt(0222)27二1501





ビジ ネ ス フ ォ ーム は情 報 の「器」で す

よいシステムは美しい
●ノ∩ △ ＼ ノ ＼ ∠〉 《◎ク、 ゾ へ 《

彪 大 なデー タを もつ コンピュー タ と、 それ を

活 用す るビジネ スフォーム。 システム化 され

た 業務 を円 滑 に、効 率 よ く運 営 す るため に

は、 この 二 つ が 高 度に調 和 されていな けれ

ば な りませ ん 。ビジネスフォームの専 門 メー

カー としてフォームの 質 的 向上 に努 めてきた

トッパ ン ・ムーア で は、 その 技 術 と実 績 を

基 に、コンピュータの 能 力を存 分 に引 き出 す
'

優 れ た システム を開発 して い ま す。特 に 、

フォー ムの 企 画 、設計 、製 造 が ら、 その

機 械 処 理 、 ファイ リング まで お こな う トー

タル シ ス テム は、 多様 化 す るニ ー ズ に応

え る もの と して各 方 面 か ら好 評 を得 て い

ます。 トッパ ン ・ムー アは 、 ビジネ スフォー

ム の総 合 コンサ ル タン トと して い つで も

皆 さ まの ご用命 を お待 ち してお りま す。

ビ浮 ネ ス フォ ー ムの トッ プメ ー カー

トッパ ン ・ム ア
本 社:東 京 都 千 代 田 区 神 田駿 河 台1-6主 婦 の 友 ビルTEL.(03)295-2411

FDC〈 未 来 開 発 セ ン ター 〉:東 京 都 新 宿 区 西 新 宿2-6-1新 宿 住 友 ビ ル45階TEL.(03)344-1611



1'OSH■ 日A
明日をつくる技 術の東芝

曇 制御にも汎用にもつよい
ミ ー
、 コン ピュータ

・Tos日r■ ロ
リーコ7
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繍繍

ますます充実。

●

㎜
翌
‖

どんなシステムニーズにも、ジャス トフィット どんなシステムパ ターンにも、ジャストフィット

産業界で 制 御用途か ら一般用途 にいたるま

で 豊富 な実績 をもつ東芝の産業用計算機 と

ミニコンピュータ。 そのTOSBACシ リーズ7

がさらに充 実 しました。定評のモデル70に 加

えて、オールラウンドな用途 に応 える"スーパー

ミニ コン"モ デル40、 コンパ クト化 した"LSI

ミニ コン"モ デル10が 新登場。制御 、教育 、研

究用途 はもちろん、事務 処理 、各種の管理業

務 など幅広 いシステムの ニーズにお応 えしま土

リング形高速デ ータ交換 システム(TOSWAY)

を利 用した ローカルネットワー クシステムか ら、

大形機 ネットワークのもとでの集配信 システム、

高信頼・負荷 分散用途 に適した複合系 システム

(TMCS)、 マルチワークタイプの多端末 サービス

システム(MTSS)、 さらにインテリジェント端末 など

各種のシステムパターンが柔軟 に構 成できます。

ますます充 実するTOSBACシ リーズ7。ミニコ

ンピュータはぜひ東芝にご相談 ください。

◎お問い合わせば…

東 京 芝 浦 電 気株 式 会 社 電 子計 算 機 事 業 部

〒105東 京都港区虎ノ門1-26-5(第17森 ビル)TEL(03)580-7川(大 代表) 東芝
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使う人の身になったモノづくり、JBCの 求 めて止まない

製品開発思想で㌃JBCは オフィスコンピュータに取 り

組んで以来、4500社以上にも及ぶユーザ様とのおつき合

いのなかから、どんなさ細な声も大切にし、製品開発に

反映させ、国産専業メーカーとじ〔の立場から常に、日本

人に合ったコンピュータづくりを目指 しています。これ

からますます多くの人々がコンピュータに接するように

なる時代に`JBCは 意欲あるコンピュータ・スペシャリ

スト1200名 と全国31拠 点のサービス・ネットワークで より

ユーザの方々の要望 に応えるため努力しておりまポ

国 国恵一]コ ヒ一望5
本社/〒101東 京都千代田区神田司町2'1神 田中央ビルTELO3-294・4711㈹

東京・横浜・名古屋・大阪・福岡 全31拠 点

使 う人、日本人 。

コンピュータづくりにも

考えたいテーマで尤
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台(27)6a64岡 山(26)3371山 口(3)1828.● オ ンフ イ ンサ ー ピ ス

浜(314)1841福 山(24)5220福 岡(522)8031tt∴ ・'リ モLト バッチ

岡(53)2723松 江(24)1021鹿 児 島(24)3630リ アル タイム

名古 屋(261)7181

●■●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●■●■●◆■●●●●■●■●●●■●●■●■●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●■●■●●■●●●●.・

籔 日本 ビ ジ ネ ス コ ン サ ル タ ン ト

本社:も2誓 讃il東 京都港区南青山(403')引71.tコンピュータ事業部

情 章匿 事 業 部 東京 都 渋谷区 道玄 坂(464)5110'

c,'"'.w



よりよいシス沃ムは

コストパ フォーマンスを追求しま土

システムづ くり17年 の 」BAは 、マイクロ・コンピュー タか ら大規模 ネッ トワー クまで

豊富な経験 と実績 を合せ持っています。それぞれの分 野で、スペ シャリス トが新 しい

課題に取 り組み、効率の高いシステムを世に送 り出 しています。

」■日日浦ピ淋 亘《万一トメラ ヨ/
本 社

情報処理センター

青 梅 事 務 所

関 西 支 店

中 部 支 店

九 州 営 業 所

北海道営業所

広 島 営 業 所

〒151東 京 都 渋 谷 区 千 駄 ヶ 谷3-50-11(明 星 ビル)

〒103東 京 都 中 央 区 日本 橋 本 町4-2(第9中 央 ピ ル)

〒198東 京 都 青 梅 市 新 町1811

〒541大 阪 市 東 区 南 本 町5-14(住 友 生 命 南 本 町 ビ ル)

〒460名 古 屋 市 中 区 錦2-9-6(中 北 ビ ル)

〒815福 岡 市 南 区 大 楠1-30-2t

〒060札 幌 市 中 央 区 北 三 条 西1(東 芝 ビル)

〒730広 島 市 大 手 町2-7-IO(広 島 三 井 ピル)

'描 絵 付

台(03)404-2221大 代 表

呑(03)663-0541

魯(0428)31-Ol6|

廿(06)252-3745

呑(052)231-2450

呑(0292)521-0922

告(0|1)231-4078

呑(0822)48-1500

システム開発の鍵を握るNCD

ユ ーザ ーズ ・ア プ リケ ー シ ョ ン

を手 が け て10余 年 、常 に変革 期

であ る コ ン ピュー タの 高度 利 用

を考 え 「効 率 の良 い信 頼 性の高

い シ ス テム創 り」 をテ ーマ に取

り組 ん で きま した 。 そ して シス

テム ・デザ イ ンに最 良 の手 法 と

してPRIDEを 導 入 し、新 しいニ

ー ズ に応 えて ゆ き ます 。

→

● 日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社
〒107東 京 都港区南青山5丁 目1番10号 電 話(407)4531(代 表)



マルヨ』gパー弼ス コンピュータ航,600

M/600の"Meは 、MULTIの"M"

ECLIPSEM/600コ ンビューク ・システ ム

は 、Mu|ti・ ジョブ、Multi・ フ1]グ ラミングl

Multi・ タ ーミナル、Mutti・ リンガルな ど、

マ ルチが特 長のマル チ ・バー パス ・コンピ ュ

ー タ ・シ ステムです
。

パ ワフル なハ ー ドウェ ア に加 え、 マ ル チ プ

ロ グラミ ング ・オペ レーテ ィング ・シ ステム

"AOS"の 強力な管 理により
、複数のユーザ が、

FORTRANIV、FORTRAN5、PL/1、 エク

ステンディッドBASIC、ANSI74規 格の

COBOL、RPGII、 システム記述 言語DG/L

などの多彩な言語を使用して、同時にタイム

シェアリングおよびバッチで、ブ0グ ラムの

開発と実行を効率よく行うことができます。

さ ら に 、高 速 処 理 へ とア ドバ ンス した

最新アーキテクチャ

■3レ ベル入出力管理システム

■高速バースト・マルチプレクサ ・チャネ

ル(10メ ガバイト/秒)

■中速標準データ ・チャネル(2 .5メガバイ

ト/秒)

■文字処理指向の1/Oプ ロセッサ

■1メ ガバイトまでのメイン ・メモリを効率

よく管理するデマンド ・ページ ・メモリマ

ッピング

■平方根、対数、指数、sine、cosine、 およ

び多1頁式演算などの複雑なファンクション

を1命 令で実行できる関数演算命令セット

■文字列の移動 ・比較 ・変換などを1命 令で

実行できる文字操作命令セット

■デシマル ・データ処理を1命 令で実行でき

る10進/エ ディット命令セット

■
日東≡:・コXZ■ 口
本社■東京都渋谷区神宮前6-12-20〒150Tel(03)406-6451(代)



■

●

亀

●

彩.

疹 ・げ

●

瀦ク

百

修 ≡%

`

ろ ・ 麟 霧

閲r
}

ノ

彩
w1

.'彩
肖シ

。.〆 講 難

・ 羅

ク づ
ン ン

円滑で効率的なコ ンピュータ ・システムの運営を はかるには、適切で

高 品質の ビジネス帳票 、磁気テープ、 リボ ンな らび に各種周辺端末機 器

が必要 となります。

日本ユニパック ・サプライ は、最高のコ ンピュータ ・サプライ、周辺

機 器をおとどけ して、つねにコンピュー タの効果的利用のささえ手とな

ることを願 い遇遣 しています 。

取 扱 品 目 ■ ビジネス フォーム(連 続用紙 ・OCR・OMR用 紙 ・連続封筒:カ ラー印刷 ・ヒー トシーラ 預 金通帳)

■ パ ンチカー ド(ス タンダー ドカー ド ・設計カー ド・マークカ ー ド)

■ 磁気製品(磁 気テープ ・ディスクパック ・フ レキシブルデ ィスケッ ト ・カセッ トテープ)"

・ 周辺機器(カ ー ・穿繊 サ・・一キーカセ…UD・ ・UE・ ・プ・・一ダ づ 手 力 』,
.一

■ その他(各 種プ リンターリボ ン ・自動定電圧調節機 ・各種キャ ビネッ ト ・各種事後処理機),.,

、

日 本 ユ ニIV'・70・ サ7。 ラ イ
東京 都渋谷区道玄 坂2--29-20長谷川 スカイラインビル〒15CMO3(463)7781㈹

、大 阪eO6(385)6722名 古 屋nO52(581)t488札 幌nOl1(251)0882仙 台tO222(61)5810

横 浜 声045(314)0891岡 山tO862(32)6274広 島eO822(47)7381福 岡eO92(281)4072



ニーズをとらえる確 かなアンテナ。

すぐれた
泌フトウエ

看 ぐれ.
ゑ子ットワーク

搬
の サ ー ビ ス ・ぷ

JIPの サ ー ビ スは、 総 合 的 なサ ー ビ スで す 。

JIPは 、 す ぐれ た ソ フ トウ ェ ア、 す ぐれ た ネ ッ ト

ワー ク(支 店 網、 オ ン ライ ンネ ッ トワー ク)す ぐ

れ たハ ー ドウェ ア を土 台 と し、 バ ッチサ ー ビス、

オ ン ラ インネ ッ トワー クサ ー ビ ス、 ソ フ トウェ ア

の 開発/販 売 、 シス テムサ ー ビ ス及 び、これ らを

有機 的 に結 び つ けた 質 の 良 いサ ー ビス(ユ ーザ に

効 用 のあ る)を、い つで もKロー カル&オ ン ラ イン)、

どこで も(全 国拠 点 、 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク)、

必 要 な人 に(セ キ ュ リテ ィ)、経 済 的 に(ソ フトウェ

ア開 発 力、 コ ンピ ュー タパ ワー)か つ安 定 的 に(安

全 対 策)の 提 供 を し ます 。

日本電子計算
●JIPの お問い合せば下記へどうぞ

東京都 中央区 日本橋 茅場町1-16TELO3-668・6171

本店TELO3-668-6171本 店(九 段 セ ンター)TELO3-265-1361セ

名古 屋支店TELO52-201-3141大 阪 支店TELO6-448-6021

福 岡支店TELO92-441-0771新 潟 セ ンターTEし0252・28-5123





C己這技術の確かな実績。
超大型からオフィスコンピュータの最新鋭システムと

豊富なターミナルが幅広いご要望にお応えします』

NECコ ンピュータ
NEACシ ステム150

MSコ ンピユーク
NEACMS30

9

朽ピ ¶}∀ ワ …

インテリジェント
ターミナル

N6300モ デル50

NEC日 本 電 気 はLSIな どの最 新 のコンピュータ技術 と世界 に誇 る

コミュニケー ション技 術 の総 合 カーC&C思 想一 で、数 々の シス

テムをお とどけして います。

■LSI技 術 を駆 使 した分 散 処 理 指 向 の 最 新 鋭 コンピュー タ

ACOSシ リーズ77
-〔 』＼

●多次元 同時 処理 の中核

彊ユ NEACシ ステム900/800/700/600(超 大型一一大型)●オ ンライン・データベ ースを容 易 に確立 する

NEACシ ステム500/400/300(大 型一中型)

●らくらくオンラインを実 現 する使 いやすい

NEACシ ステム200(中 ・小型 領域)

■ 小 型 ・軽 量 化 し、経 済 性 、使 い易 さを実

現 したLSIオ フィスコンピュータ

●伝票 発 行 、窓 口業務 にNEACシ ステム50

●ピリング ー括 処 理 、マル チワーク、分 散処 理

にNEACシ ステム100E/F/J

■ 分 散 事 務 処 理 時 代 の 小 型 コン ピュー タ

NEACシ ステム150

■ 分 散 処 理 、通 信 制 御 、産 業 制 御 の マル チ サ ービスを 実

現 するNEACMS30/MS50

■ 入力 デー タ作 成 か らTSSや オンラインによる照 合 ・間合 せ

業 務 な どを可 能 とす る豊 富 な 汎 用 ・業 種 別 ター ミナル

ZVEC]7ビ ュー17



ナイス ネット

NEISNETサ ービス

オンラインにより

あなた自身の

コンピュータのように

ご自由に

お使 いください。

■事業内容

●オンライン処理 ・バ ッチ処理 による経営・事務

計算 および科学 ・技術計算な どの受託

●ソフ トウェアの研究開発

●大型か ら小型 までの各種コンピュータの時間

利用サービス

●コンピュータおよび端末機器など関連機器の販売

●コンピュータ利用に関するコンサルテーション

本社 〒108東 京都港区芝4丁 目14番2号(第2田 町ビル)

ftO3(454)5711(代 表)

IVEC日 本電気情報サービス株式会社
大阪支社 〒565大阪府豊中市新千里西町1丁目2番2号

(住 友 コン ピュータビル)fto6(833)2725(代 表)

オールラウンドコンピュータセンター
コンピユータ利用に関することならなんでもご相談ください!

日科技研
電 子 計 算 機 セ ン タ ー

(千駄ケ谷)

TOSBAC5600/160

(256KW)

霞 が 関 情 報 セ ン タ ー

(霞が関ビル内)

lBM370/168

(5000KB)

漢字システムCOMシ ステム

グラフィックシステム

プ ロッティングシステム

電 算 機 シ ス テ ム の

使 用(ハ 〒 ド利 用))

計 算 処理 の ス ピー ド

化 ・正確 化 ・経,済 的

ソ フ トウ ェ ア 開 発

の 受 注(技 術 計 算)

ベー シ ック ソフ ト・

ア プ リケ ー シ ョ ンプ ロ

グラ ムの 開発 ・NC(数

値制 御)な ど

受 託 計 算 処 理

(事 務 計 算)

医療 情報 シ ステ ム ・

給与 計 算 ・会 計 シ ステ

ム ・人事 管 理 シ ステ ム

な ど

デ ー タ処 理

統 計 解 析,数 理 計 画

等 の プ ロ グラム群 の有

効 な利 用

会 員 会 社 関 係

会 員 制 度 に よる シ ス

テ ム開 発 と計 算処 理 の

サ ー ビ ス ・リモ ー トバ

ッチ方 式 の利 用 ・オ ン

ラ イ ンサ ー ビ ス

公 害 防 止 と

地 域 開 発

水 質 汚 濁 ・大 気汚 染

・メ ッ シュ デー タに よ

る開 発 計 画 な ど

化 学 工 学 関 係

蒸 留計 算 プ ログ ラム ・

ダ イナ ミッ クプ ロセ ス

シ ミュ レー タ

漢 字 情 報 処 理

シ ス テ ム

漢字 処 理 プ リン ター

の 有効 利 凧DM・ 技 術

文 献速 報 ・名簿 の 作 成

プ ロ グ ラ ム 販 売

当 社開 発 の プ ロ グ ラ

ム販売 に加 え,ユ ー ザ

プ ロ グラ ムの委 託 販 売

を行 っ て,ソ フ ト流 通

の ネッ トワー ク形 成 に

つ とめ て い ます。

㈱日本科学技術研修所
電 子 計 算 機 セ ン ター(03-352-2231)

(〒151)東 京 都 渋 谷 区 千 駄 ケ 谷5-to-Il

霞 が 関 情 報 セ ン タ ー(03-580-477ト5)

(〒100)東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関3-2-5(霞 が 関 ビル31階)



P■LOT◎Comp"terS叩pies

コンピュー タ用 品 の トー タルサ プライヤー

〈パ イロットラインプ リンタ用 リボ ン〉

●各種 プ リンタに応 じ、200余 種の仕様 を用意 してお ります。

生地 、インクな どの 特別仕様 も相談 に応 じ ます。

〈パイ ロッ ト端 末 機 器 用 リボ ン〉

●加算機用 ●電卓用 ●会計機用 ●タイプライタ用

●テレタイプ用 ●シ リアルプリンタ用

/{、
・ 癒ド 聯 ～
㊨

こべ 長 編

.魁 、

●竺一亭

●し.季 ×

●o

△ ●e,e'
〈扱 品種〉'

● ファイル・バインダー

●パンチカー ド関連 用品

●ホワイ トボー ド・グリーンボー ド

●コンピューター・リボン

●磁 気テープ関連用品

●紙 テープ関連 用品

●連 続 フォーム用紙事 後処理 機

●OCR用 リボン

●ディスクパック関連 用品

●事務用 スチール 用品

●磁 気 テープ耐 火保 管庫

●マー クリー ダーペン

●ファイル保管用 品

●エッヂカー ド保 管用品

●移動 ラック

㊥ノぼ日赤●華華楳売謝 鷲黙念孟る隠;三鷹___
本社 〒104東 京都中央区京橋2丁 目5番 地18号 麿03-567-6111(大 代表)大 阪 〒531大 阪市大淀区大淀南1丁 目9番地13号 松下 ピルeO6-458-5921(代 表)
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●92年 間にわたる技術の蓄積

●第4世 ・代』の7Lキ テクチャーで設 計 された800フ ァミノー

800
1,000

●1,000余 種のノ・一一♪"舛ア

10.ooo
●高度 にモthrル 化 された10000余 種のソフ♪ウコア

120
●全国にひろがる120th所 のサービス・λット・ワーク

1.ooo
●3,000人 コンと与一ター・スペシヤ〃ス♪によるフ6会のサーどズ体 制
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超 大 形 コンビsu－ 夕H}TACM・200H

コンピュータネットワークシステムを実現する

H「TACフ ァミリー

大 規 模 システム の中 核 となる超 大 形 コ

ンピュー タHITACM-200Hか ら、分 散

処 理 の手 足 となるター ミナル コン ピュー

タHITACL-320ま で 、B立 で は 、

コン ピュー タ ネ ッ トワー ク システム を

容 易 に実 現 す るた めに、 ファミリー を

充 実 させ て いま土

l/

よ1

.令

H『 醜 ◎Mシ11一 ズ`
M-200H/M-180/M・170/M・16011/M'150

[〕[]『[閥◎1Lシ 叩一ズ'
L-340/L-330/L-320

●お問 い合わせば=コ ンピュータ営業本 部 電話(03)455-2301ま たは最寄 りの支店へ 関西(06)203-5781・)L州(092)741-5831・ 中部

・・⇔ 日it製fE所2漂i蒜L禦 鶴21`㌶ 塁 ㌶ 篇㌶;!i鷲1?霊 器 懸 盤 ㍗ 儂璽㍑ 欝L .お送
り《だ さい。東京都港区三田1-4・2B(三 田国際ピル)〒tOS㈱ 日立製作所 コンピュータ事業本 部 技術本 部

㊥
コ ン ビ白書

M・Lシ リーズ



帳術の日立
@H■TACH1

雇7
4,

{

一

/。..,
',

'

{;
陽 三.べ

湿.薫..,η
.!

=」・'フ.・Pt
/

こ

レ

緻 密なチームプ レー、正確 なパスワークで厚 いディフェンスを破 りゴールを目指 す!

ソフ トウェアづくりもそれぞれの専門技術

者 が高度のテクニックを駆使 して完ぺきに仕

上 げていきます。

日本最大の規模を持つへ日立SKこ は、「技術

の日立」の一員として、豊富な経験と若い新鮮

なアイデア・結束 されたチームワークで、使い

やすい ・信頼 されるソフトウェアを自信を持

って開発 し産業界のお役 に立っています。

今、あなたの会社でソフトウェアづ くりに

貴重な時間と多くの人材を投入 しているとし

たら 必ず しも得策ではありません。

専門技術 を生かしたソフ トウェアづ くりは、

技術と経験のある日立SKに おまかせくださ

い。

きっ.とご満足いただけることを確信 してお

ります。

お問合せは営業部へ

@。 。ξ,鷲__絃

本 社 〒244横 浜 市 戸 塚 区 矢 部 町29番 地tt(045)864-3711(火 代表)

三 田 事 務 所 〒108東 京 都港 区 三 田1-4-28(三 田 国際 ピル)tt(03)455-2301(大 代)

名 古屋 事 務所 〒460名 古 屋 市 中 区 栄3-17-12(日 立 ビル)tt(052)264-0027

大 阪 事 務 所 〒541大 阪 市 東 区 北 浜4-6(日 生 日立 ビ ル)tt(06)203-5781



信頼と創造の富士通

" "

現場 O
貴社 の分散処理 システムをバックアップする新 しいFACOMの 周辺 ・端

末 装置群。使 いやすさと柔軟 なシステムの拡 張性 にご注目くだ さい。

現 場 での本 格 的な分散 処 理 を実現するクラスタ型

インテリジェントシステム。16台もの ワークステーショ

ンを自由 にコントロール。

生産管理ターミナル

ディスプレイが 仕 事 のガイド役 。データ量 に合

わせ て、複座 も用 意。マルチ ピリン久 マルチ

エン トリが可 能 。

事 業所 内から協力 工 場にまで、シリアルル ープライン

を張 りめぐらし、最 大62台 もの各種端末装置 を接 続 し

て制 御するシステム。ラインは最 長40kmま で 延長可能。

手 書 きの 数字 、英 字、記 号、カナに加え、OCR-A

/B/K活 字なども読 取可 能。容 易 な操 作で、伝

票 デ ー タのインプット効率 化 を実 現。

一
日本語 で 自由に入 出力を… という夢を実現 。漢字 、

ケイ線 、 ビットパ ターン図形 など表示 形 式 が多彩 。

1文 字32×32ド ットの鮮 明 画像 。

MCOM
周辺・端末装置

富士通株式会社lllll酬ll‖llllllllllll‖llllllll‖

〒1。5東京、,港区」㌶ 鵠 富 士 通
TEL(03)437-SlllUlllllll川ll酬「MIIIMMMIIIIHIIII
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データ・エントリ専業

《 囲

乗るなら大船。
tS.:er5ワxクーで 全 興8営 業 所 嘉味 桑 所 ご 心知 エン トリ・が レ一 夕930人

930人 に もの ぼ る デー タ・エ ン トリ・オペ レ ー タが 一 斉 に キー を 叩 き ま す。この オペ レー タは一一・貫

した 体 系 的 教 育 を受 け た新 規高卒 者 で、劇 症管 理 者 に よる キ メ細 かな管理 体制の もと全国8営 業

所 、54事 業 所に配 慮され月間処 理能 力1500ノ ∫件 を誇 っています6テLタ ・エン トリの各 種媒 体経 験 と

当分 野 専 業12年 の蓄積ノウハウが 全 国 規 模 の スケール ・メリットと相 乗効 果 を生み 、継 続的 な安 定サ

ービスの提 供 の 基 礎 となってお ります。

勲 ・婿 ・.

⑨

◎ ○

当丸栄計算セ ンター㈱ は、FM志 向のデー タ・エ ン トリ専 門企業 として、時流に即 した、よ り充実 した

サー ビス体制の提供 を、常 にユーザーサ イドで問題 をと らえて実施 してい ます。インプ ッ ト研究所 を中

心 に労働、資本、技術集 約の三方向か ら、新 媒体等 にょるデー タ ・エ ン トリの真 の・効率化 の研 究 を行

い、ユーザーの 今日の問 題の解決 と明 日の 問題 であ るオ ンライン、分散処理体制 に も対処 、絶えず先進

的 な新技術 に挑戦 しコス ト、 納期、 品質、 機密 保持 と安全 管理の 体制づ く りに成功 して お ります

●

設 置 機 種 キー ・ッー ・デ ィス ク(ENTREX,CMC.MDS,INFOREX)251ス テー シ ョン

キ ー ・ツ ー ・デ ィ ス ケ ッ ト(IBM,HrTAC)

パ ンチマ シン(IBM,UNIVAC,JUKI)

122ス テー シ ョン

ー ー 一303台

丸栄計算センター株式会社
東京都港区赤坂3丁 目3番 地(住 友生命赤坂ヒル8F)大 阪市東区大川町27番 地(住 友生命廃屋橋ビル3F)

〒107TEL(03)583Dl26(代 表}〒5nlTEL(06)2Ma653(tkfi)



ユーザーとの対話から

身近なシステムが生れる
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1869年に創業しW夜 明》 一∴ ・∵;■ ら ピ 諒 して76_積 、てきた

の扉を海外の知識 と情報 の紹介で 臨 、、.

開 いた丸善。この先進の精 神は,コ ンピュータ'鯨

・
.翻 』 ノウハウを結集した独 自ブ ランドの

げ[⊇編 一 ぶ 超 小形コンピ
ュータ《マルゼン・マイクロメイト》

の分 野で も脈々と息づ いています。1959年 にいち早く

輸入機 を取扱 い始 め,66年 か らFACOM,70年 か

らMELCOMの 販 売 を手 がけ,常 にユーザー の要望

を抽 出して ひと味違うシステム開発に挑戦。

を発 表。どこで も誰 でも手軽 に使 える新時代のコンピ

ュータとして,企 業規模 を超 えてあらゆる業種で 活躍

しています。 これからも,ユ ーザーの

声 を原点に より身近なシステムを開発してまいります。

身近なシステムで明日の経営を拓く

⑭丸善 購曇難羅羅灘議灘溺撫li≧==



コンピュータの機 能 を熱 から守 る!

信頼性 を高める多 くの特長
む

●バックアップシステム

●コンプレッサ自動交互運転

方式

●非常電源方式

●個別警報装置

≡ 蓋 重 工 の

=■」 記 エー」写専 用 『子ラ ー

M■C-150型

lBM3033,3032プ ロセ ッサ ー用
外 形 寸 法:1,900mm(高)×1,950mm(巾)×735mm(奥)

冷 却 能 力:33,000kcal/h(50Hz),38,000kcal/h(60Hz)

三 菱 重 工 業 株 式 会 社

本 社冷 熱 事業 本 部 ・東 京冷 熱 営 業部 〒100東 京都 千 代 田 区 丸の 内2-5-1(03)212-31H

札 幌 営 業 所(Oll)261-1541/仙 台 営 業 所(0222)64-1811/名 古屋 営 業 所(052)562-2212

大 阪 営 業 所(06)373-3221/広 島 営 業 所(0822)48-5182/九 州 営 業 所(092)441-3868

A
三菱重工



●販売・在庫管理業務に最適な 〈PS・3000C>

〈PS-3000C>は 、各種の伝票 発行 をは じめ、

販売 ・在庫管理 などの事務 処理 を'ペンタッチ

でスヒ。一ディに処理 。月々わずか社 員一 人分

硬 いやすさの、2つの解答。

●支店や工場な どの入力端末 として最適 な

〈PE・2000B>

〈PE-2000B>は 、ペンタッチで入力したデータ

をカセット磁 気 テープに記憶。一枚 のシー ト

に2000項 目収容で き、電話受 注なとに、UP対

ぐイノヘノたうコンピコ　ワ ヂし

風.
<4「 「6株式会社

ベン ピュ ータ ー営 業

㊦103東 京都中央区日本橋小網町7-2
電話03-667・3331(大代表)・(内線)285～2S7

査 生

●コンピュータ・エージ社では、働日本情報処理開発協会の調査資料を販売中。購入ご希望の方は書店、または弊社まで。

口世界 コンピュータ年鑑'78

口海外の情報産業 米国の通信産業
ロコンピュータ・システムの評価に関する調査報告書(51年度版)

口ComputerWhitePaper'77(英 文)

ロ コンピュータ・ネットワークJIPNEIの 研 究 開発

ロ システム監査 の現 状 と問題点

口経営計画情報 システムに関する調査研究(II)

ロナショナルTPBSの 開発 に関 する研 究

口 国際情報 ネットワークに関する調査研究報告書

ロコンピュータ白書'77年 度 版

ロ コンピュータ白書'76年 度 版

4,800円(BS判396頁)送 料240円

1,800円(!劃 送料16・円

1,700円(B5判162頁)送 料16・円

3,500円(B5判87頁)送 料160円

4,500円(B5判367頁)送 料240円

2,500円(85判228頁)送 料200円

2,000円 傭 提)送 料160円

3,000円(B5判299頁)送 料200円

3,500円(8:浩)送 料240円

4,200円(B5判434頁)送 料240円

3,800円 ぽ 鎧)送 料240円

発 売=pez■9・ 工 ■ジ 社
〒100東 京 都千 代 田区 霞 が関3-2-5霞 が 関 ビル30階

TEL.03(581)5201(代)郵 便振替 口座4-67808



コ ン ピュ ー タ白書1978 定 価4,200円1978年12月15日 第1刷 発行

監 修

発 行 人

発 行 所

側)日本情報処理開発協会 ・コンピュータ白書委員会

監修委員長 野 田 信夫

専門委員長 新津 雄一

上野靴 蕪 麟

財 団法 人 日本情 報処理 開発協 会

東京都港区芝公園3-5-8機 械振興会館内 電話434-8211(代 表)(〒105)

発 売 所 株 式 会 社 コ ン ピ ュ ー タ ・・エ ー ジ社

東京都千代田区霞が関3-2-5霞 が関ビル 電話581-5201(代 表)(〒100)

印 刷 所 廣 満 堂 印 刷 株 式 会 社 東 京 都 港 区 芝3-24-5

製 本 所 田中製本印刷株 式会社 東京都文京区白山2-15-12

万一 乱 丁 ・落 丁 が ご ざい ま した ら, お買 求 め 書店 ま たは 発売 所 にて お取替 えい た しま す。

2055-781215-2403
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一次産業

二次産業

三次産業

公 務

全 産 業

一次産業

二次産業

三次産業

公 務

全 産 業

入力システムの現状 と将来

●ユーザの現状

パ/チ 方式 キーイ/方 式OCR方 式OMR方 式MICR方 式 その他

01020304050

●ユーザの5年 後の予想

パ/チ 方式 キーイ/方 式OCR方 式

6070 100%

OMR方 式MICR方 式 その他

0102030405060
100%




